
番号 都道府県
作成主体名

（地方公共団体名）
地域再生計画の名称 地域再生計画の区域 地域再生計画の概要 活用する支援措置

1 北海道 北海道
次世代半導体関連産業の集積を
中心とした北海道の成長を牽引
する産業づくり

北海道の全域

次世代半導体の製造拠点が北海道に立地することを契機として、
イノベーションが期待される技術をもつ国内外の半導体関連企業
の誘致活動や北海道の強みを発信するとともに、将来の人材確保
に向けた若年層の意識付けや人材育成などを行い、国内外の研究
者や技術者が集う半導体関連産業の拠点形成を図る。

地方創生推進タイプ

2 北海道 北海道
高度外国人材に選ばれるほっか
いどうイノベーション創出事業

北海道の全域

海外からの技術や人材を終結させプロジェクトを加速度的に進
め、世界でも注目されるアジアのIT開発拠点となる国々の高度外
国人材を北海道に結集させることで、彼らの持つ高度な知識・技
術を本道に結集させ、全道域に効果を波及させ、広域分散型の地
域課題と未来技術を掛け合わせた先進的な実証事業の実施を通じ
て、地域の実情にあった実装を推し進め、道内全域さらなる技
術・サービスの高度化といったイノベーション創出を行う北海道
を目指す。

地方創生推進タイプ

3 北海道 北海道函館市
人が輝きまちが輝く交流都市
Hakodate"函光"プロジェクト

北海道函館市の全域

本市の魅力である豊かな自然や恵まれた食などのコンテンツを活
かし、さらなる国内・海外観光客の誘致を目指す。観光客および
観光消費額の増加により観光業の活性化に繋げ、観光消費による
経済効果や地域経済循環により他産業や市民生活にも好影響を波
及させることで、地域における好循環モデルを形成し、函館観光
の価値向上および地域の活性化に繋げる。

地方創生推進タイプ

4 北海道 北海道夕張市
夕張市まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道夕張市の全域

本市の人口は、昭和35年の116,908人をピークに減少を続け、令和
2年4月時点では7,740人となった。急激な人口減少・少子高齢化が
進む中で直面する様々な課題に対応するため、「誰もが安心して
暮らせる環境づくり」「新たな人の流れ・関係人口・交流人口の
創出」「地域資源を活用した働く場づくり」「夕張の未来を創る
プロジェクト」「持続可能なまちづくり」を柱とした施策を推進
することで人口減少の抑制を図り、人口減少下にあっても市民一
人ひとりが自分らしく安心して幸せに暮らせる持続可能なまちづ
くりを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

5 北海道 北海道岩見沢市
岩見沢市まち・ひと・しごと創
生推進計画

北海道岩見沢市の全域

「第3期岩見沢市総合戦略」に基づき、デジタル技術により地方創
生の取組みを加速化・深化されることを主眼に『「誰もが活躍で
きる地域社会の実現と個々の生産性の向上により成長を続ける
「スマートシティ」』を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

6 北海道 北海道士別市
士別市まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道士別市の全域

第２期士別市まち・ひと・しごと創生総合戦略に掲げる、①「時
代に合ったまち、機能的で持続可能な”コンパクトタウン”をつ
くる」、②「持続可能な足腰の強い農業・農村をつくる」、③
「合宿の聖地をめざして」の達成により、将来にわたり地域を維
持できるまちづくりをすすめる。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

7 北海道 北海道根室市
根室市企業版ふるさと納税推進
計画

北海道根室市の全域

当市は、都市部に先行して生産年齢人口が減少し、経済の主力で
ある中小企業等では、深刻な労働力不足が生じており、食品製造
業、交通事業者、医療・福祉・介護、建設業、いずれの業界とも
一貫して人手不足である。この40年余り、雇用環境に起因して、
若者の市外流出に歯止めが掛かっていない現実があり、人口減少
が招く労働力不足、生産活動の規模縮小等の課題に向き合うため
に、特に重要となる少子化や地域活性化などの政策を市民、企業
や関係団体等と、現状や目指すべき方向、目標を共有し、官民挙
げて地方創生を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

8 北海道 北海道砂川市
砂川市まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道砂川市の全域

本市の人口は昭和33年末に31,920人とピークを迎えて以降減少が
続いており、令和4年3月末現在の住民基本台帳による人口は
16,011人とピーク時の5割程度となっている。この人口減少に歯止
めをかけるため、総合戦略に掲げる4つの基本目標「安定した雇用
を創出し、地域人材の活躍の場をつくる」「新しいひとの流れを
つくる」「若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる」
「安心して暮らし続けることができる地域をつくる」に基づいた
施策に対し企業版ふるさと納税を活用し、地方創生の取組を着実
に推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

9 北海道 北海道富良野市
第２期富良野市まち・ひと・し
ごと創生推進計画

北海道富良野市の全域

人口減少対策による地方創生では、既存資源を有効に活用しなが
ら個性や魅力を磨き上げ、地域の活力を維持・向上させていく必
要がある。元気な魅力ある「富良野」を創るため、市民と行政が
共に考える「共創」によるまちづくりを進め、富良野に「しご
と」をつくり、「しごと」があることで富良野に「ひと」を呼び
込み、「ひと」の暮らしを支える富良野の「まち」が活性化する
好循環による相乗効果を生み出すために、地方自ら主体的に創造
していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

10 北海道 北海道登別市
登別市観光産業高付加価値化事
業

北海道登別市の全域

登別市では人口減少や少子高齢化、働く場や交通への不安など地
域課題は様々であり、特に観光産業の人手不足が深刻化してい
る。人手不足解消に向け、より少ない人員、より高い高付加価値
を生み出していく必要があり、雇用のあり方や働き方、デジタル
化・DXによる労働生産性の向上を図る。観光産業の現状や課題を
認識するため、オープンデータを活用したエリアマーケティング
と持続可能な観光地づくりに向けた提言を策定するとともに、満
足度向上に向けた宿泊施設への支援、ターゲットを明確化にした
国内外への誘客宣伝を実施する。

地方創生推進タイプ

11 北海道 北海道登別市
登別市まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道登別市の全域

当市の人口は、昭和58年の59,481人をピークに年々減少してお
り、平成７年頃わずかに増加したものの、以降は減少が続いてい
る。今後、人口は減少し続けると予測されており、令和27年には
31，170人となり、昭和58年時点の半数程度にまで減少するとされ
ている。これらの課題に対応するため、「このまちに住み続けた
い、住んでみたいと思える魅力あるまち」の実現を目指して、当
市の人口減少のスピードを鈍化させ、将来においては穏やかで
あったとしても上昇に転ずることを目標に地方創生の取組を行
う。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例
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12 北海道 北海道恵庭市
新ガーデンデザインプロジェク
ト推進事業

北海道恵庭市の全域

本事業は、分野の異なる施策において、共通で使用できるアプリ
「恵庭まるごとアプリ（仮称）」を開発して、多くの市民や市外
の人が活用することにより、（1）観光に関する施策、（2）市民
生活に関する施策、（3）経済に関する施策、（4）まちづくりに
関する施策の４つの異なる分野の施策をつなげ、一体的な施策展
開を進めることにより相乗効果を引き出す事業である。

地方創生推進タイプ

13 北海道 北海道北広島市
第２期北広島市まち・ひと・し
ごと創生推進計画

北海道北広島市の全域

本市は、豊かな自然に育まれた素晴らしい住環境や地理的な優位
性を生かしながら、着実に成長し続けてきたが、右肩上がりで順
調に増加してきた人口は、平成19（2007）年をピークに減少に転
じている。これらの人口減少に歯止めをかけるため、総合戦略に
掲げる4つの基本目標「子どもを産み育てたいと思えるまちをつく
る」、「北広島市への新しい人の流れをつくる」、「持続可能で
住みやすい魅力的なまちをつくる」、「創業と雇用を促進し、安
心して働けるまちをつくる」に基づいた施策を着実に推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

14 北海道 北海道上磯郡知内町
知内町まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道上磯郡知内町の全域

本町では、近年の社会情勢・経済の変化により、少子高齢化や若
者の都市流出が加速化し、人口減少傾向が続いている状況である
であることから、生産年齢人口の確保に向けた取組や少子化対策
など効果的な取組を展開しながら、人口減少時代にも対応した持
続可能なまちづくりを進める必要がある。そのため、一人ひとり
が豊かに、安心して、健康に住み続けられるまちづくりや地域産
業の活性化による魅力あるまちづくり、人口減少や少子高齢化、
情報化社会に対応した持続可能なまちづくりに資する事業を展開
する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

15 北海道 北海道亀田郡七飯町
七飯町まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道亀田郡七飯町の全域

当町は、将来的に人口の減少が想定され、高齢者への健康増進施
策に推進や若年層の転出抑制、転入促進につながる施策など、総
合的な施策の展開が喫緊の課題である。そのため、第2期七飯町ま
ち・ひと・しごと創生総合戦略に基づき、転入者の増加による社
会動態の改善や、出生率の向上による自然動態の改善を目指す
「人口減少抑制戦略」と、人口減少社会を前提とした、効率かつ
効果的な社会基盤を目指す「人口減少社会適応戦略」の2つを推進
していくことで将来的な人口社会増を展望するとともに、地域の
活性化を実現する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

16 北海道 北海道茅部郡鹿部町
鹿部町まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道茅部郡鹿部町の全域

本町の人口減少と少子高齢化が今後も継続すると考えられること
から、令和２年度に策定した第２期鹿部町まち・ひと・しごと創
生総合戦略に基づき、①鹿部で「稼ぐ力」を高める事業、②鹿部
に人を「集める力」を高める事業、③鹿部で子どもを育てる「魅
力」を高める事業、④住民の安全・安心・健康を「守る力」を高
める事業を基本目標とし事業を実施することで人口減少の抑制や
地域経済の活性化に向けた地方創生の取り組みである。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

17 北海道 北海道山越郡長万部町
長万部町まち・ひと・しごと創
生推進計画

北海道山越郡長万部町の全域

本町の人口は、昭和40（1965）年の15,349人をピークに減少を続
け、令和2（2020）年国勢調査結果には5,109人とピーク時の4割に
満たない水準となっており、国立社会保障・人口問題研究所によ
ると、令和27（2045）年には2,750人まで減少すると予想されてい
る。そのため、雇用の場の確保、移住定住の促進、少子化対策、
町民が安心して暮らせる環境づくりなど、国や道の取り組みとの
連携や各施策間の連携を十分留意し、取り組みを進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

18 北海道 北海道厚沢部町
次の100年を創造する地域の家族
と繋がりをつくる「保育園留
学」に関する地域再生計画

北海道厚沢部町の全域

総合戦略における「厚沢部町への新しい人の流れをつくる」こと
を目的に、官民連携の「保育園留学推進協議会」を設立し、都市
部で不足する資源（保育園、自然・生活体験）を本町の資源で賄
う「保育園留学」としてパッケージ化し、保育園留学を核とした
ワーケーションを推進することにより、都市部の子育て世代と経
済の流入を図り、社会課題の解決に繋げた中で過疎地域の活性化
を実現し、関係人口の拡大により「つながり選ばれるまち厚沢
部」を目指し、そして「また来たい！ずっと住みたいまち」とし
て移住定住人口の増加を図る。

地方創生推進タイプ

19 北海道 北海道厚沢部町
持続可能な地域生活拠点整備事
業に関する地域再生計画

北海道厚沢部町の全域

本町鶉地区では令和４年に無店舗地域となり、雇用喪失、買物難
民等の課題となった。新設のコンビニでは、宅配事業導入により
雇用を創出し、脱炭素化により電気料金を軽減し安定経営を確保
する。また、防災拠点機能を高めつつ、買物難民解消を図り採算
性を向上させ、配送により定期的に安否確認し高齢者の見守り機
能を果たす。また、健康づくり事業で付与するポイントをコンビ
ニで使用できる体制を構築し、健康増進と売上増を図る。なお、
本事業は協議会により進捗管理を行い、地域が主体となり自立
性・持続性を高める。

地方創生推進タイプ

20 北海道 北海道奥尻郡奥尻町
奥尻町まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道奥尻郡奥尻町の全域

奥尻町は、水産業と観光業が基幹産業であるが、人口や資源の減
少、少子高齢化により地域経済の縮小が懸念される。さらに労働
人口が流出し、人口減少と少子高齢化を加速させるおそれがあ
る。これらの課題解決のため、獲る漁業からつくり育てる漁業を
推進するとともに、担い手の育成や結婚から子育てまでの切れ目
のない支援体制の充実、定住人口の増加のため移住定住を促進す
ることにより、活力及び交流のある美しい循環型のまちづくりを
進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

21 北海道 北海道寿都郡黒松内町
黒松内町まち・ひと・しごと創
生推進計画

北海道寿都郡黒松内町の全域

本計画は、若者世代（出産適齢期の女性とパートナー）が定住し
たくなる環境を整えるとともに、子育て世代が移住・帰郷しやす
い環境を整える社会増対策を進め、さらに、若者世代や子育て世
代にまちに暮らし続けてもらうことで、自然増への取り組みへと
繋げていく。また、「福祉のまち」の充実した医療福祉サービス
を資源に、外国人介護人材を積極的に雇用し、福祉施設の定員確
保対策にも繋げ、地域に世代や国籍を問わない仕事をつくり、人
口減少に歯止をかけるものである。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

22 北海道 北海道ニセコ町
『共感』がつなぐ多様な連携に
よる持続可能なまちづくり推進
事業

北海道ニセコ町の全域

全国初の自治基本条例に基づく住民自治のまちづくりの実践、
「環境モデル都市」や「SDGs未来都市」の取組など、ニセコ町が
これまで取り組んできたまちづくりに対し、町民に加え、町外の
ニセコファン・ふるさと住民や企業からいただいている『共感』
について、モデル・先導となる環境を中心とした多様な連携事業
の積み重ね・発信によりその価値を高め、さらなる『共感』によ
る多様な連携が自発的に創発され、好循環に結び付けることを目
指す。

地方創生推進タイプ

23 北海道 北海道ニセコ町
持続可能な「ニセコ共生循環の
森林づくり」を実現する地域商
社推進事業

北海道ニセコ町の全域

ニセコ町森林ビジョンで掲げる「ニセコ共生循環の森林づくり」
を目指し、これを実現する中核組織として地域商社を設立し、町
民や関係者とともに持続可能な森林経営に向けた取組を推進して
いく。その際、コロナウイルスによる暮らし方の変化や脱炭素社
会、ウッドショックなどによる森林・木材に対する関心の高まり
に合わせて、木材供給に限らず、域内経済循環・森林価値を高め
る取組を多角的に展開していく。また、デジタルコミュニティ通
貨との連携など、本事業を通じた関係・共感人口の創出を図って
いく。

地方創生推進タイプ



24 北海道 北海道ニセコ町

産業DX × シェアリング × 地
域ポテンシャルによる持続する
地域づくりニセコモデル構築事
業

北海道ニセコ町の全域

観光業を中心・牽引役として町産業全体の活性化・稼ぐ力の強化
を図り、その効果・恩恵を地域に還元し再投資していくことで、
ニセコ町で働くこと、暮らすことの魅力を向上させ、安定した雇
用や人口を確保しその質を高め、さらなる産業振興につなげると
いう好循環を構築する。その好循環により、地域全体での活力を
保持・向上させ、持続する地域の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

25 北海道 北海道虻田郡留寿都村
留寿都村まち・ひと・しごと創
生推進計画

北海道虻田郡留寿都村の全域

第２期留寿都村⼈⼝ビジョン・総合戦略に掲げる、「農業をはじ
めとする力強い産業と雇用の場をつくる」、「観光を振興し、留
寿都村へのひとの流れをつくる」、「若い世代の結婚・出産・⼦
育ての希望をかなえる」、「時代に合った地域をつくり、住み続
けたい生活環境を整え、安心なくらしを守る」、「外国人の受け
入れ体制の整備と住民同士の支え合い活動拠点をつくる」を基本
とした事業実施により、人口減少や雇用創出など地域の課題解決
に取り組み、だれもが住みよいまちづくりを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

26 北海道 北海道虻田郡京極町
京極町まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道虻田郡京極町の全域

「京極町人口ビジョン」で示しているとおり、人口減少は直接
的・間接的に地域コミュニティや地域経済、地方財政等に大きな
影響を及ぼすことが懸念されています。「京極町まち・ひと・し
ごと創生推進計画」は、人口減少を克服するため、これまでにな
い危機感をもって問題意識を町民と共有しながら、「産官学金労
言」等が連携し、戦略的な施策を総合的に推進するために策定し
ます。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

27 北海道 北海道倶知安町
ニセコひらふ地区シンボルゲー
ト形成を起点とした持続可能な
観光地づくりプロジェクト計画

北海道倶知安町の全域

観光の平準化、交流・広場空間機能整備、エリアマネジメント、
２次交通対策、景観形成といった課題解決に資するべく、シンボ
ルゲートを起点とした持続可能な観光地づくりの形成を図るとと
もに、デジタルネイティブ世代へ対応するスマートリゾート化に
ついて取り組む。また、行政、地域団体、住民、民間事業者の連
携によりシンボルゲートを起点とした魅力的なリゾート形成・空
間形成を継続し、地域が一体となった観光地づくりに資する効果
的なエリアマネジメントの推進を図る。

地方創生推進タイプ

28 北海道 北海道虻田郡倶知安町
倶知安町まち・ひと・しごと創
生推進計画

北海道虻田郡倶知安町の全域

外国人観光客が多く訪れる国際リゾートを抱える本町は、今後、
北海道新幹線倶知安駅の開業、高速道路の開通等により、大きな
転換点を迎える、交流人口が増加し、様々な文化や価値観を持っ
た人との交流が生まれ、住民の生活は今まで以上に多様性を持つ
ことになる。これらをしっかりと捉えるとともに、国の総合戦略
の基本的な考え方により、デジタルの力も活用しながら、人口減
少の抑制と倶知安町の創生に向けた取組みを計画的に推進してい
く。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

29 北海道 北海道岩内郡共和町
共和町まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道岩内郡共和町の全域

今後も人口減少や少子高齢化が進むことで、基幹産業である農業
で担い手不足やそれに伴う産業の衰退や地域コミュニティの衰退
など住民生活への様々な影響が懸念される。これら課題の対応の
ため、４つの基本目標を掲げ、町民の結婚・出産・子育ての希望
の実現を図り自然増につなげる。また、住み慣れた地域で安心し
て生活できる環境を整備し、転出抑制を図るとともに、基幹産業
の農業を中心に雇用環境の確保を図り、若年者が安心して働ける
基盤整備を行い、社会減に歯止めをかけ、道の駅の整備により関
係人口・交流人口の増加を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

30 北海道 北海道古宇郡泊村
泊村まち・ひと・しごと創生推
進計画

北海道古宇郡泊村の全域

近年の社会情勢等の変化により、少子高齢化、若者の村外流出が
加速し、人口が減少傾向であるなか、本村ではこれらの問題に対
応するため、第２期泊村まち・ひと・しごと創生総合戦略で「水
産業を活かし、安心して働ける場をつくる」「泊村へ新しい人の
流れをつくる」「結婚・出産・子育ての希望をかなえる」「安心
して幸せに暮らすことができる魅力的な地域をつくる」を基本目
標として掲げ、地域の特性を活かした諸施策を展開することによ
り、持続可能な地域社会の形成を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

31 北海道 北海道積丹郡積丹町
積丹町まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道積丹郡積丹町の全域

本町のもつ地域資源を農山漁村の『価値の発見』から『価値の創
生』につなげ、「基幹産業の魅力を高め、地域経済を活性化させ
る」「地域資源を活かし、新しい人の流れをつくる」「子どもを
育てやすい環境を整える」「いつまでも住み続けられる暮らしの
場をつくる」の４つの基本目標を掲げて、地域特性を活かした持
続可能な地域づくりを推進し人口減少の抑制につなげる。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

32 北海道 北海道余市町
世界に誇る美酒と美食のまち、
よいちガストロノミーツーリズ
ムプロジェクト

北海道余市町の全域

食の産地としての特性を最大限発揮し、特産品である食と酒と文
化を有機的に一体のストーリーとして分かりやすく結びつけて、
高付加価値化された「美酒と美食」に昇華させる。この地だから
こそ味わえる・楽しめるといったオンリーワン的な食環境を整
備・提供することにより、余市町のガストロノミー（食・食文
化）を確立させ、特に富裕層や海外旅行者の誘致を行う。同時
に、来訪者が気軽に地域の食及びその背景にある文化、歴史、自
然環境等を楽しめるガストロノミーツーリズムの環境整備を推進
することで、持続可能な観光地づくりを図る。

地方創生推進タイプ

33 北海道 北海道余市郡余市町
余市町まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道余市郡余市町の全域

余市町まち・ひと・しごと創生推進計画は、少子高齢化の進展に
的確に対応し、人口の減少に歯止めをかけることにより、潤いの
ある豊かな生活を安心して営むことができる地域社会の形成、及
び地域社会を担う個性豊かで多様な人材の確保、さらには地域に
おける魅力ある多様な就業機会の創出を一体的に推進する計画で
す。「産業振興と雇用の確保」、「交流人口の増加」、「町民の
安心と子育て支援」、「官民協働・広域連携の推進」の４つを主
要な施策とし、実施状況の効果検証は客観的な指標を設定し、毎
年度外部有識者により行います。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

34 北海道 北海道余市郡赤井川村
赤井川村まち・ひと・しごと創
生推進計画

北海道余市郡赤井川村の全域

急激な人口減少・超高齢化の進行により、生産・消費など経済活
動の深刻な停滞、税収減による公共サービス・投資余力の著しい
低下など本村の社会・経済を支える重要な状況に陥ることが想定
される。本村の生き残りをかけた、先送りのできない課題に対
し、子どもを生み育てたいという希望をかなえ、住みたいと思え
る環境を整え、農業と観光を柱にした力強い産業と雇用の場を創
出し地域資源を最大限活用して、ひと・しごとを呼び込む村づく
りを推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

35 北海道 北海道夕張郡由仁町
由仁町まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道夕張郡由仁町の全域

本町の人口は、1957（昭和32）年の13,404人をピークに減少の一
途をたどり、令和４年では4,842人となっている。今後も人口減少
に歯止めがかからない状況が続けば、地域経済は負のスパイラル
へ陥り、地域を支える人材の確保が困難となるなど様々な影響が
懸念される。これらの課題に対応するため、安定した雇用の創
出、新しい人の流れの創出、結婚から子育てまでの切れ目のない
支援、安心・安全な暮らしの確保など、地域を活性化するまちづ
くりに取組み、本町の人口減少について緩和を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



36 北海道 北海道新十津川町

特別豪雪地帯における寒冷地向
けドローン技術開発とドローン
パイロット等人材育成・交流計
画

北海道新十津川町の全域

北海道新十津川町には農業用ドローンが農家全体の40％普及して
おり町民のドローンに対するリテラシーベースがある。人口減
少、少子高齢化、農業の担い手不足、買い物弱者・交通弱者対策
といった町の抱える課題を解決するため町の新たな魅力、触媒と
して「ドローン」に着目し「ドローン」を核としたまちづくりを
進める。

地方創生推進タイプ

37 北海道 北海道樺戸郡新十津川町
新十津川町まち・ひと・しごと
創生推進計画

北海道樺戸郡新十津川町の全域

新十津川町の第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略で定める４
つの基本目標「安定した就業創出プロジェクト」、「まちに人を
引き寄せる創生プロジェクト」、「子育てしたい環境創出プロ
ジェクト」、「安心して暮らし続ける地域プロジェクト」に沿っ
た事業を実施することで、人口減少の抑制や地域経済の活性化に
向けた地方創生の取組を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

38 北海道 北海道雨竜郡妹背牛町
妹背牛町まち・ひと・しごと創
生推進計画

北海道雨竜郡妹背牛町の全域

人口減少さらには、少子高齢化に歯止めがかからず、地域社会に
大きな影響が出ている状況である。そこで、企業版ふるさと納税
を活用し、将来にわたって暮らしやすく、暮らし続けたいまちづ
くりを行うため、次の４つの事業に取り組む。
①妹背牛町における安定した雇用を創出する事業
②妹背牛町への新しいひとの流れをつくる事業
③結婚・出産・子育ての希望をかなえる事業
④ひとが集う、安心して暮らすことができるまちをつくる事業

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

39 北海道 北海道上川郡当麻町
当麻町まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道上川郡当麻町の全域

本計画を通じて「企業版ふるさと納税」を活用し、本町の特徴で
ある住みやすい環境や子育て環境をさらに充実させ、結婚・出
産・子育ての希望をかなえることで人口の自然増につなげる。ま
た、当麻町ならではの地域資源をいかした産業活性化から雇用の
創出を図るとともに、地域産業の好循環から”とうまの魅力”を
いかした新しいひとの流れを創造することにより、継続した社会
増へとつなげる。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

40 北海道 北海道上川郡上川町
第２期　上川町まち・ひと・し
ごと創生推進計画

北海道上川郡上川町の全域

人口の減少を最小限に抑制し、町としての活力を将来にわたって
維持していくために、地域の資源や特性を活かした関係人口の創
出・拡大やSocity5.0の実現に向けた未来技術の活用など、社会情
勢の変化に応じた新しい視点を取り入れながら、若い世代の結
婚・出産・子育ての希望をかなえ、地域における安定した雇用を
創出するなど、魅力と活力にあふれるまちづくりに総合的に取り
組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

41 北海道 北海道美瑛町

通年の誘客と滞在型観光の推進
により経済の好循環と雇用創出
を目指す美瑛魅力向上プロジェ
クト

北海道美瑛町の全域

本事業においては、大きな目標として「通年の観光客の増加」
「滞在型観光の推進による宿泊者数の増加」、それらの効果によ
る「地域経済の活性化や雇用の創出」、「転入者数の増加」を目
指す。

地方創生推進タイプ

42 北海道 北海道空知郡上富良野町
上富良野町まち・ひと・しごと
創生推進計画

北海道空知郡上富良野町の全域

町の特性・資源として総合計画に掲げる「十勝岳に代表される雄
大で美しい自然環境・景観」「特色ある農業の営みと豊富な食資
源」「多彩で魅力ある観光・交流資源」「安心して暮らせる充実
した健康・福祉環境」「自衛隊駐屯地・演習場の存在」「愛町心
の強い町民、進められる協働のまちづくり」をあらためて深く認
識し、活かしていくとともに、町の魅力をさらに高めていく意識
と行動により、多くの人をひきつけ、行き交うまち、将来にわ
たって町民が安心して暮らし続けられるまちづくりをめざす。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

43 北海道 北海道中富良野町
第２期中富良野町まち・ひと・
しごと創生推進計画

北海道中富良野町の全域

本町の人口は、１９５５年の１１，１０５人をピークに減少傾向
にあり、５，０６９人（Ｈ２７国勢調査結果）まで落ち込んでい
る。国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、２０４５年
時点では２，７４９人となる見込みである。国の人口推計を上回
る人口を維持していくため、安定した財政運営の確保と生活サー
ビスの機能の充実を確保することにより、町の魅力を向上し、地
方創生、人口減少の克服という構造的課題解決を図ることを目指
す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

44 北海道 北海道勇払郡占冠村
占冠村まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道勇払郡占冠村の全域

自然減少（出生数の減少・転入者の減少）や高齢化が進行するこ
とにより、人口減少がこのまま進むと、税収減よる行政サービス
の低下、産業の衰退や日常生活に必要なサービス機能の維持が困
難になっていくことが予想される。この問題を解決するために、
安定した雇用の確保、新しい人の流れ、出産子育て支援、時代に
合った地域づくりなど取組を継続することにより人口の減少に歯
止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

45 北海道 北海道上川郡下川町
下川版ＳＤＧｓによる地域創造
計画

北海道上川郡下川町の全域

長期的、複眼的な視点でまちづくりを進めるため「持続可能な開
発目標（ＳＤＧｓ）」を取り入れ、下川町で暮らすことが幸せと
感じる幸福度の高い地域「誰ひとり取り残されず、しなやかに強
く、幸せに暮らせる持続可能なまち」の実現し、町民主体による
「2030年における下川町のありたい姿（下川版ＳＤＧｓ）」の実
現を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

46 北海道 北海道中川郡美深町
美深町まち･ひと･しごと創生推
進計画

北海道中川郡美深町の全域

美深町の地方創生総合戦略で定める4つの基本目標(「まちの特性
を活かした産業振興と魅力ある雇用の場の確保・創出、拡大」、
「美しい自然環境、豊かな地域資源を活かし、新しい人の流れを
つくる 」、「若い世代の結婚、妊娠・出産、子育ての希望がかな
えられる」、「安全安心で快適な生活を守り、絆の強い地域をつ
くる」)に基づき、子どもから高齢者まで健康で明るく安心、安全
に暮らし、活力ある産業が根付き、町外からの新たな人の流れが
生まれる「豊かな自然に調和した輝きあふれるまち」を実現す
る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

47 北海道 北海道雨竜郡幌加内町
幌加内町まち・ひと・しごと創
生総合戦略推進計画

北海道雨竜郡幌加内町の全域
幌加内町まち・ひと・しごと創生総合戦略推進計画の各種事業に
対して、企業版ふるさと納税制度を活用して基本目標の達成を図
る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



48 北海道 北海道苫前郡苫前町
苫前町まち・ひと・しごと創生
総合戦略推進計画

北海道苫前郡苫前町の全域

本町は、昭和30年の総人口11,696人をピークに人口減少が続いて
おり、平成30年には約３分の１以下の3,193人にまで減少、65歳以
上が占める割合が増加し高齢化が進行、平成30年の高齢化率が
40.8％まで上昇し、自然・社会増減もマイナスで推移している。
出生数の減少や、進学・就職を機に本町を離れざるを得ないこと
が発生しており、本町においても、「人口減少」と「地方創生」
に向き合い、実効性が期待できる施策に取り組み、本町の特色・
強みを生かした、自立した地域社会の実現を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

49 北海道 北海道天塩郡遠別町
遠別町まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道天塩郡遠別町の全域

「しごとづくり」、「ひとの交流」、「結婚・出産・子育て」及
び「まちづくり」の各分野を幅広くカバーし、「しごと」の創
生、「ひと」の創生、「まち」の創生を同時かつ一体的に行い、
テレワークやワーケーションの取組を推進し、関係・交流人口の
拡大を図り、魅力あるまちづくりによる「自立的かつ持続的な好
循環」を生み出す取組みを計画的に推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

50 北海道 北海道宗谷郡猿払村
猿払村まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道宗谷郡猿払村の全域

いま、日本全国では人口減少・少子高齢化社会を迎えつつあり、
現在本村においてはその波は比較的緩やかですが、今後その懸念
は深刻さを増していくことが予想されています。そこで、猿払村
まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づき、「誰にでもやさしい
まちづくり」を推進していくため、観光施策等を展開することに
より、関係人口を創出するほか、移住定住につなげていくととも
に、高齢者が活躍できる場の創出、医療制度の充実等を図る事業
を展開していきます。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

51 北海道 北海道枝幸郡中頓別町
中頓別町まち・ひと・しごと創
生推進計画

北海道枝幸郡中頓別町の全域

日本最北エリアに位置する本町における総人口は、1950年の7,592
人をピークに減少が続いており、2018年12月の国立社会保障・人
口問題研究所が推計した2040年時点の人口は818人と人口減少が進
行すると推計されている。今後も人口減少や少子高齢化が進むこ
とで、地域における担い手不足やそれに伴う地域産業の衰退、さ
らには地域コミュニティの衰退など、住民生活への様々な影響が
懸念される。本計画における基本目標の達成を図り、これらの課
題に対応していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

52 北海道 北海道枝幸郡枝幸町
枝幸町まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道枝幸郡枝幸町の全域

自然豊かな枝幸町の魅力積極的に情報発信することによる潜在的
な転入希望者の掘り起こし、ＵＩターンしやすいような住まい・
仕事の確保、地域に溶け込みやすい環境づくり、町民が安心して
ずっと住み続けたいと思うような魅力的な地域づくりに取り組
み、新たな人の流れをつくり若い世代の定住を促進する

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

53 北海道 北海道天塩郡豊富町
豊富町まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道天塩郡豊富町の全域

本町の人口は1953年の11,425人をピークに人口が減少し、2045年
には2,051人まで減少すると推計されている。人口減少の課題に対
応するため、「地域資源を活かした産業振興を図り、安定した雇
用を創出する」「豊富町の魅力を発信し、新しい人の流れをつく
る」「若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる」「時代
にあった地域づくりを進め、安全安心な暮らしを守る」という４
つの基本目標に向けて事業を展開し、持続可能な地域づくりを目
指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

54 北海道 北海道利尻郡利尻富士町
利尻富士町まち・ひと・しごと
創生推進計画

北海道利尻郡利尻富士町の全域

本町の人口は1955年の11,234人をピークに減少に転じており、
2045年には1,112人となりピーク時の10％を割り込む見込みであ
る。この人口減少に歯止めをかけるため、第2期総合戦略に掲げる
4つの基本目標「地域特性を活かした産業を育て、安定した雇用を
創出する」「本町の魅力を発信し、新しいひとの流れをつくる」
「若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる」「安全で安
心な住み続けたいまちをつくる」に基づいた施策に対し企業版ふ
るさと納税を活用し、本町における地方創生の取組を着実に推進
する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

55 北海道 北海道網走郡津別町
津別町まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道網走郡津別町の全域

地域資源を活用したコンパクトなまちづくりに取り組み、子育て
世代や高齢者が安心してくらせる環境整備と雇用の場を創出する
ことによって、かつてのＤＩＤを中心とした「まちなか地区」を
再生し、現在の「まちなか地区」の人口を１０年後においても可
能な限り維持する。また、これと並行して。既に過疎・高齢化が
進み、今後も人口減少のスピードが加速すると予測される「周辺
地区」については、基礎的な生活関連サービスを維持するととも
に、学校跡地等を利用し３つの拠点を設置し、各地区の特徴を生
かした生活と仕事の場を確保する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

56 北海道 北海道斜里郡清里町
清里町まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道斜里郡清里町の全域

人口減少や少子高齢化が進み、担い手不足や地域産業の衰退、雇
用機会の減少、地域内消費の減少、地域経済の縮小、地域コミュ
ニティの衰退等、様々な影響が懸念される。これらの課題に対応
するため、地域や人とのつながりを感じながら住み続けられるま
ち事業、未来を切り拓く力を育む生涯学習推進のまち事業、みん
なの気持ちと行動でまちづくりに取り組むまち事業、地域の産業
で活力と活気を生み出すまち事業等に取り組み、定期的な効果検
証を行いながら、自然減の緩和と社会増につながるような施策展
開を目指すものである。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

57 北海道 北海道常呂郡佐呂間町
佐呂間町まち・ひと・しごと創
生推進計画

北海道常呂郡佐呂間町の全域

第２期佐呂間町地域創生総合戦略に掲げる、「地域産業の振興に
より、多様な雇用を創出する」、「地域の魅力を生かし、新たな
人の流れをつくる」、「結婚・出産・子育ての希望をかなえ
る」、「安心して住み続けることができる地域をつくる」の４つ
の基本目標の達成により、将来にわたり持続可能な地域づくりを
進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

58 北海道 北海道紋別郡湧別町
湧別町まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道紋別郡湧別町の全域

本町は、第１次産業を主産業とした人口約8,000人の町である。人
口は、1950年の25,505人をピークに減少に転じ、2060年には現在
の半数以下に減少することが見込まれる。主な要因は、出生数の
減少（自然減）のほか、就学や雇用機会の減少による若者の町外
流出（社会減）があげられる。これらの課題に対応するため、結
婚から子育ての希望の実現を図るとともに、産業振興、移住促進
や雇用の創出などにより、湧別町に住んでいてよかった、湧別町
に住んでみたいと思われる「人と自然が輝くオホーツクのまち」
を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

59 北海道 北海道紋別郡西興部村
西興部村まち・ひと・しごと創
生推進計画

北海道紋別郡西興部村の全域

国立社会保障・人口問題研究所の推計よりも緩やかに減少してい
るものの、今後も人口減少が予想される本村では、地域における
担い手不足やそれに伴う地域産業の衰退、さらには地域コミュニ
ティの衰退など、住民生活への様々な影響が懸念される。村民の
安全・安心な暮らしと地域の活力を維持していくために、仕事づ
くり、人材育成、教育、出産や子育て支援など戦略的な村づくり
に取り組む.

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



60 北海道 北海道網走郡大空町
大空町まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道網走郡大空町の全域

大空町では、就業研修や起業のほか事業承継を支援するととも
に、インターンシップや高校魅力化を推進し、町内人材を育成す
る。併せて、移住や住み替えの促進、ＩＣＴを活用した産業振
興・企業誘致（スマート農業・テレワーク等）、奨学金返済支援
を行い、関係人口の増大と雇用確保を推進する。また、宅地分譲
や住宅建設支援、高速情報通信環境の整備や子育て環境の充実を
図り、定住を促進する。これらの事業を横断的に推進することで
人口減少に歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

61 北海道 北海道虻田郡豊浦町
豊浦町まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道虻田郡豊浦町の全域

本町の人口は、昭和25（1950）年の11,194人をピークに減少傾向
が続いており、平成7（1995）年に一時的に増加に転じたものの、
令和４（2022）年は3,627人となっている。今後も人口減少や少子
高齢化が進むことで、サービス産業の撤退、公共交通機関の縮
小・廃止、住民組織の担い手が不足、基幹産業の衰退等が懸念さ
れる。これらの課題に対応するため、子どもを産み育てる環境の
充実を図り、自然増につなげる。また、雇用機会の新規創出、人
の流入・移住促進に向けた魅力あるまちづくりを進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

62 北海道 北海道勇払郡厚真町
厚真町まち・ひと・しごと創生
寄附活用事業推進計画

北海道勇払郡厚真町の全域

人口減少とそれに伴う地域経済・産業活動の縮小によりもたらさ
れる様々な課題に対応するため、厚真町はこれまでの施策をさら
にブラッシュアップし、地域の産業を活性化させ、移住・定住に
結びつけ、人々がいきいきと暮らせるまちをつくっていく。３つ
の基本目標である“みのり豊かなあつま”、“人が輝くあつま・
健やかで安心なあつま”、“快適に暮らせるあつま・みんなで支
えるあつま”に沿った取組を展開する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

63 北海道 北海道安平町
デジタル人材の育成確保と企業
誘致・就労創出を連動させたス
マートワーク推進プロジェクト

北海道安平町の全域

本プロジェクトで目指す将来像は、①子育てと仕事が両立できる
まち、②若年層が働きたいと思えるまち、③新たな価値創出によ
る認知度向上の３点である。実現に向けた課題としては、子育て
世代増加に伴う新たに生じた問題（子育てと仕事の両立）、進学
後の転出超過による若者世代の流出、認知度不足が考えられる。
これら課題を解決する手段として、スマートワーク産業育成事
業、企業誘致・事業誘致推進事業、シティプロモーション×クリ
エイター育成事業、ブランディング推進事業の４つの事業を実施
し、新たな地方創生を目指す。

地方創生推進タイプ

64 北海道 北海道勇払郡むかわ町
第２次むかわ町まち・ひと・し
ごと創生総合戦略推進計画

北海道勇払郡むかわ町の全域

本町の人口は2040年には5,390人まで減少（2010年比の約55%）す
ると推計されている。要因として、若者を中心に町外への流出が
多いことや、潜在能力の高い地域資源を活かしきれていないこと
等が考えられる。また、2018年に発生した北海道胆振東部地震が
まちに与えた影響は大きく、被災者の生活再建を最優先にした復
興の取組とともに世界的にも貴重な恐竜化石を活かしたまちづく
りや、商工業、起業・創業への支援等による人材の育成と強化、
災害に強いまちづくりの推進等により地方創生の取組を進めるも
のである。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

65 北海道 北海道沙流郡日高町
日高町まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道沙流郡日高町の全域

人口減少が続いている本町において、今後予想される地域経済の
消費低迷、労働力不足などの様々な課題に対応するべく「第２期
日高町創生総合戦略」に基づき、各種の事業を実施することで、
産業振興や雇用の創出による社会減と教育環境の充実による自然
減の抑制を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

66 北海道 北海道沙流郡平取町
平取町まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道沙流郡平取町の全域

本町は昭和35年をピークに人口減少が続いており、基幹産業であ
る農業経営者の高齢化や後継者不足、公共事業の削減による雇用
減少などが若者の流出を引き起こし、地域経済の停滞が懸念され
ている。この課題に対応するため、「地域の豊かな資源を生か
し、食・環境で魅力ある地域をつくる」、「歴史・文化遺産を活
かした豊かな地域をつくる」、「子どもを産み育てやすく、豊か
な心を育む環境をつくる」、「誰もが健康で生き生きと暮らせる
環境をつくる」の4つを基本目標に、効果的な施策を実施する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

67 北海道 北海道新冠郡新冠町
新冠町まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道新冠郡新冠町の全域

本町では、人口減少や高齢化による、地域経済・社会・子育て環
境機能への重大な影響に対して、第２期新冠町まち・ひと・しご
と創生総合戦略で定めた基本目標（①産業振興の活性化②ひとの
流れをつくる③結婚・出産・子育ての希望をかなえる④思いやり
と笑顔あふれるまちづくり）に基づく効果的な施策を展開し、
「思いやりと笑顔あふれる“レ・コードなまち”にいかっぷ」の
実現と目標の達成を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

68 北海道 北海道様似郡様似町
様似町まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道様似郡様似町の全域

本町の人口は昭和３０年の10，163人をピークに年々減少の一途を
辿っており、人口減少対策を含めた「地域への新しいひとの流れ
をつくる」ことが喫緊の課題となっている。これらに対し、豊か
な自然と観光資源を活かした産業支援により、担い手の働く場の
増加、所得の向上を進め、人口の流出に歯止めをかける。ユネス
コ世界ジオパークに認定された「アポイ岳ユネスコ世界ジオパー
ク」を活用した積極的な情報発信等により、観光客や交流人口の
増加を図り、移住から定住へとつながる新しいひとの流れを創出
する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

69 北海道 北海道幌泉郡えりも町
えりも町まち・ひと・しごと創
生推進計画

北海道幌泉郡えりも町の全域

えりも町では、第2期の総合戦略に基づき①まちに安定した雇用を
つくる、②まちに新たな人の流れを作る、③結婚・出産・子育て
の希望をかなえる、安心安全で、住み続けたい魅力的なまちをつ
くるを基本目標として、事業を実施することで、人口減少を抑制
し、持続可能なまちづくりを推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

70 北海道 北海道河東郡音更町
音更町まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道河東郡音更町の全域

本町は、1960年以降人口が大きく増加し、北海道内で最も人口の
多い町になったが、現在は減少傾向にある。人口減少時代を迎え
る中で、第2期地方版総合戦略に基づき、地域経済の拡充、定住・
交流・関係人口の拡大、結婚・子育て支援の充実、まちの魅力化
などにつながる各種取組を推進することで、持続可能なまちづく
りによる活力ある地域社会を目指していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

71 北海道 北海道河東郡上士幌町 上士幌町総合戦略推進計画 北海道河東郡上士幌町の全域

新しい時代の流れである５Ｇといわれる第５世代の高速大容量の
通信技術を基盤としたICT、あらゆる物がインターネットにつなが
るIoT、人工知能AI、自動運転、ロボットなど次世代の高度技術の
利活用をはじめ、都市部から地方へ、ひとやものの流れを促す
「関係人口」の拡大により新ビジネスの創出や地域経済の活性
化、働き方を改革することなど、足腰の強い地場産業の振興をは
じめ、誰もが健康で、安心、充実して生涯を送ることができるま
ちづくりを進めていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



72 北海道 北海道河東郡鹿追町
第2期鹿追町まち・ひと・しごと
創生推進計画

北海道河東郡鹿追町の全域

人口減少を抑制し、地方が成長する力を取り戻す「地方創生」を
めざし、また、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化
させる視点を取り入れ、4つの基本目標（（１）産業を振興し、人
材を育成するまち・（２）交流・定住・関係人口を増やすまち　
など）に資する事業を、応援税制に基づく企業からの寄附金を活
用しながら実施する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

73 北海道 北海道上川郡新得町
新得町まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道上川郡新得町の全域

本町の人口は、昭和３９年の１５，５２５人（住民基本台帳）を
ピークとして、大型公共事業による一時的な増加があったもの
の、減少が続き、６，２８８人（平成２７年国勢調査）に落ち込
んでいる。人口減少による出生数の減少や担い手不足による産業
の衰退を防ぐため、切れ目のない子育て支援を行い、結婚や子ど
もを産み育てたいという希望の実現を図り自然増につなげる。ま
た、移住の促進や農林業や観光などの地域産業の振興を通じて、
社会減に歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

74 北海道 北海道上川郡清水町
清水町人口ビジョン・総合戦略
推進計画

北海道上川郡清水町の全域

本町の人口減少の主な原因である出生数の減少と若年層の流出
は、担い手や労働力不足といった生産年齢人口の減少を進行させ
る。人口減少対策と地方創生の実現のため、「まちの産業を確立
し安心して働けるようにする事業」「まちにひとの流れをつくる
事業」「若い世代の子育ての希望をかなえる事業」「安心で生活
しやすいまちづくりとともに、広域連携を促進する事業」によ
り、担い手や労働力の確保、民間資金の還流などといった持続可
能な地域の推進を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

75 北海道 北海道更別村
更別村スーパービレッジ構想に
おけるコミュニティナースとと
もにつくる地方創生

北海道更別村の全域

これからの人口減少時代に必要なことは共助の考え方である。従
来、ウェルビーイングの向上を図る取組を65歳以上の村民に限っ
て実施してきたが、40歳から64歳の年齢層にもコミュニティー
ナースを普及させるとともに、村民コミナスの担い手を掘り起こ
し、事業の拡大を図っていく。また、多世代交流が可能となるイ
ベントや講座、ワークショップ等を通じて、多世代交流事業の確
立を行い社会的つながりを広げていく。さらには、他地域からイ
ンターン生や視察研修等を受け入れることで、関係人口を増やし
ていく。

地方創生推進タイプ

76 北海道 北海道更別村
持続的なまちづくりを実現する
人の出会い交流を生む未来計画

北海道更別村の全域

出会いの場を創出し特別な人間関係を構築するために、料理教室
を実施し、料理教室で考案されたメニューは特産品として、道の
駅や飲食店で提供する。また、メディア等を駆使し、村内公共施
設を活用して、村内で新たなことに取り組みたい人を呼び込む。
活動場所は既存の公共施設を想定し、稼働率の向上や民間事業へ
の貸出を強化し、維持費を捻出する。そして、先進デジタル技術
を用いてエンターテイメント（ゲーム・ＶＲ美術館）を提供し、
新たな交流を生み関係人口の増加に寄与する。

地方創生推進タイプ

77 北海道 北海道更別村
更別村スーパービレッジ未来計
画

北海道更別村の全域

「生産人口の確保」及び「大型農業の維持」のために「共助型地
域交通物流システムの開発」、「国際競争拠点を形成する新たな
農村エコシステムの構築」、「ブロックチェーンを活用した分散
ストレージシステムの構築」及び「通信基盤のメッシュ化及びセ
キュア通信」を行い、「畑作・畜産」、「交通・物流分野」及び
「通信基盤分野」でデジタル化を実施する。その結果、農作業の
軽減負担や免許返納後の移動負担を軽減し時間を創出することに
なり、村民の「肉体的」、「精神的」及び「社会的」において満
たされた状態を創り出す。

地方創生推進タイプ

78 北海道 北海道広尾郡広尾町
広尾町まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道広尾郡広尾町の全域

本町は、国及び北海道よりも早い時期から人口減少が進行してお
り、今後も地域社会における様々な分野に影響を及ぼすことが懸
念される。これらの課題に対応するため、産業の育成と新たな雇
用の創出により、地域に活力を与えることを目指すとともに、移
住・定住を促進し、継続的な生産年齢人口の確保、社会増につな
げる。また、若者の出会いの場や子どもを産み育てる環境を整え
ることにより自然減を抑制するほか、ひとづくりと魅力的なまち
づくりを進め、誰もが居場所と役割を持ち、安心して楽しく暮ら
せる地域社会の創出を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

79 北海道 北海道中川郡池田町
池田町まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道中川郡池田町の全域

国が認定した地方公共団体の地方創生プロジェクト、池田町ま
ち・ひと・しごと創生推進計画における寄附活用事業、「産業の
振興を雇用の場の確保・拡大につなげる事業」、「他地域とのつ
ながりを築き、池田町への新しいひとの流れをつくる事業」、
「結婚・出産・子育ての希望をかなえる事」及び「ひとが集う、
安心して暮らすことができる魅力的なまちをつくる事業」におい
て、企業が寄附を行った場合に法人関係税から税額控除を行う。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

80 北海道 北海道中川郡豊頃町
豊頃町まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道中川郡豊頃町の全域

本町の人口は昭和55年をピークに減少が続いている。今後も人口
減少や少子高齢化が進むことで、就業者数の著しい減少による生
産・消費活動の減少や、地域活動の衰退等を招き、町民生活の
様々な場面に大きな影響を及ぼすことが懸念される。そのため、
町民の結婚・出産・子育ての希望の実現を図ることで自然増につ
なげ、また、移住を促進するとともに、安定した雇用の創出や安
心して暮らせる地域づくりを通じて社会減に歯止めをかける効果
的な施策を実施する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

81 北海道 北海道中川郡本別町
本別町まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道中川郡本別町の全域

本別町人口ビジョンで示した2060年に5千人程度の人口を維持する
という将来展望を実現していくため、より一層の人口減少対策と
地域活性化などの課題に対応するための計画として、①元気な産
業をつくり安心して働けるようにする事業　②本別ヘの新しい人
の流れをつくる事業　③結婚・出産・子育ての希望をかなえる事
業　④安心して暮らせる地域をつくる事業の四つを柱に再生を図
ります。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

82 北海道 北海道十勝郡浦幌町
浦幌町まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道十勝郡浦幌町の全域

本町の人口減少は出生数の減少（自然減）や本町の基幹産業であ
る農林水産業の衰退に伴い、雇用機会が減少したこと、高校がな
くなったことによる若者、生産年齢人口の町外流出（社会減）が
原因と考えられることから、これらの課題に対応するため、町民
の結婚・出産・子育ての希望の実現を図り自然増につなげる。ま
た、移住促進を中心とした新しい人の流れを作るとともに、安定
した雇用の創出や時代に合ったまちをつくり、安心した暮らしを
図るまちづくり等を通じて、社会減に歯止めをかけるための事業
を行う。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

83 北海道 北海道厚岸郡厚岸町
厚岸町まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道厚岸郡厚岸町の全域

厚岸町においては半世紀にわたって人口が減り続けている。生産
年齢人口が減少し65歳以上の人口が増加を続けてきた。自然増減
については、2002年(平成14年)に自然減に転じ、社会増減につい
ては、長きにわたり社会減の状態が続いている。町内には、若者
が身につけたい知識、技術を習得する場や活かす職場など、夢や
希望を満たす条件が十分には整っていないことなどの課題に対応
するため各種施策や事業を展開する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



84 北海道 北海道標津郡標津町
標津町まち・ひと・しごと創生
推進計画

北海道標津郡標津町の全域

標津町では、昭和45年の8,051人をピークに人口減少が進んでいる
が、将来にわたって持続的な地域を創生するため、地方版総合戦
略において掲げる「結婚・子宝・子育て」「定住・移住・暮ら
し」「産業・経済」の3つの政策分野に係る事業を積極的に展開
し、若い世代は希望を持つことができ、安定的な雇用を促進し、
高齢になっても住み続けられるまちづくりをソフト面・ハード面
において進めるなど、あらゆるライフステージにおいて切れ目の
ない支援を行い、未来の地域づくりを促進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例
地域雇用開発助成金（地域雇用
開発コース）

85 北海道 北海道目梨郡羅臼町 羅臼町総合戦略推進計画 北海道目梨郡羅臼町の全域

本町の人口は、1965年の8,931人をピークに年々減少し、今後は人
口減少問題に対応した地域創生のまちづくりが求められている。
第２期羅臼町総合戦略では何よりも「働くための施策」に重点を
置き、並行して福祉施策や社会基盤整備などの充実、地域におけ
る安定した雇用の創出と主要産業である漁業と観光の振興、新た
な産業の創出、結婚・出産・子育ての希望を実現させるための少
子化対策等を軸とした各種施策を展開し、若者の雇用の場の確保
と若い世代が将来に希望を持てるまちづくりを推進するものであ
る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

86 青森県 青森県
世界を見据えた戦略的な農林水
産業の推進プロジェクト

青森県の全域

本県農林水産業における外貨の獲得に向けて、グローバルマー
ケットシェア拡大や農業グローバル人財の育成に取り組むととも
に、農業ＤＸの推進や効率的な物流体制の構築により生産性と付
加価値の向上を図り、農林水産業従事者の所得向上につなげる。

地方創生推進タイプ

87 青森県 青森県
中国定期路線を活用したインバ
ウンド・アウトバウンド需要拡
大事業

青森県の全域

民間事業者と連携した航空路線及び青森県の認知度向上等によ
り、中国から本県への誘客やビジネス面での交流人口の拡大、農
林水産物の輸出額増加等を図ることで、本県の観光・農業等の産
業振興につなげるものである。

地方創生推進タイプ

88 青森県 青森県
青森独自のディープな体験を磨
くインバウンド観光消費拡大プ
ロジェクト

青森県の全域

本県独自の文化や風土の中で、新たな観光付加価値を獲得してい
く余地のあると見込まれる、陸奥湾や海峡を活用した船旅コンテ
ンツ、独自の農業生活体験、独自のアート作品等の新たな観光付
加価値の獲得・向上に向け取り組むとともに、欧米富裕層をメイ
ンターゲットとするプロモーションとインバウンド向け商品づく
りを強化していくことで、新たなインバウンドを獲得の素地を確
立し、観光消費額の向上につなげる。

地方創生推進タイプ

89 青森県 青森県
青森地域地方活力向上地域特定
業務施設整備促進プロジェクト

青森県の全域

安定した良質な雇用の創出を通じて本県への新たな人の流れを生
み出すことを目指し、地方活力向上地域において特定業務施設等
を整備する事業計画について本県知事の認定を受けた事業者に対
し、債務保証、課税の特例等の優遇措置を講ずるものである。

地方における本社機能の拠点の
強化を行う事業者に対する特例

90 青森県 青森県 あおもり創生推進計画 青森県の全域

一人でも多くの若者の県内定着・還流、出生数の増加、死亡者数
の減少に向けて「所得向上と経済成長につながる魅力ある多様な
しごとづくり」「こどもの健やかな成長、県民一人ひとりの健康
づくり」「持続可能な地域づくり」の３つの政策分野から社会
減、自然減対策を推進するとともに、人口減少や人口構造の変化
に対応する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

91 青森県 青森県
陸奥湾ホタテの輸出促進による
活力ある港づくり計画

青森市、むつ市、青森県東津軽
郡外ヶ浜町及び平内町並びに青
森県上北郡野辺地町及び横浜町
の区域の一部（小湊港、野辺地
港、大湊港、蟹田漁港、後潟漁
港、奥内漁港、東田沢漁港、小
湊漁港及び横浜漁港）

青森県のホタテガイ生産量は全国第２位であり、陸奥湾沿岸に面
している小湊港、野辺地港、大湊港、蟹田漁港、後潟漁港、奥内
漁港ほか３漁港はその大部分を担う非常に重要な港である。これ
らの港湾、漁港において、係留施設の老朽化や養殖資材置場の不
足の解消等、漁業従事者の就労環境の改善が課題となっている。
そのため、港湾、漁港の総合的整備により、漁業従事者の利便
性・安全性を向上させ、ホタテガイの安定供給や青森県総合流通
プラットフォームによる販路拡大、輸出強化との連携により、水
産振興及び地域経済の活性化を目指す。

地方創生港整備推進交付金

92 青森県 青森県青森市
コワーキング・交流室付きワー
ケーション体験施設を活用した
移住促進事業

青森県青森市の全域

本市における人口の社会減をはじめとした地方創生の実現におけ
る構造的な課題及びこれまでの移住促進の取組を通じて把握した
ニーズを背景に、本市浪岡地区が有する「津軽の交通結節点」・
「活用可能な住居（空き家）が多い」・「生活利便性が高い」と
いった「地の利」を生かし、同地区において「実生活がイメージ
できる生活体験」と「地域の多世代との交流」を生かした「地域
一体での受入体制による交流体験」を通じ、関係人口の増加を契
機とした更なる移住・定住の促進を目指す。

地方創生推進タイプ

93 青森県

青森県弘前市、青森県黒石市、
青森県五所川原市、青森県つが
る市、青森県平川市、青森県
鰺ヶ沢町、青森県深浦町、青森
県西目屋村、青森県藤崎町、青
森県大鰐町、青森県田舎館村、
青森県板柳町、青森県鶴田町、
青森県中泊町

デジタルマーケティングを活用
した青森県津軽地域の観光地域
づくり推進計画

青森県弘前市、青森県黒石市、
青森県五所川原市、青森県つが
る市、青森県平川市、青森県
鰺ヶ沢町、青森県深浦町、青森
県西目屋村、青森県藤崎町、青
森県大鰐町、青森県田舎館村、
青森県板柳町、青森県鶴田町、
青森県中泊町の全域

①（一社）Clan PEONY 津軽のデジタルマーケティング分析能力の
向上及び分析結果を踏まえた観光戦略策定とターゲット選定②圏
域全体の観光戦略やマーケティング分析結果の事業者等への浸透
と、事業者間の交流・連携強化③マーケティング分析に基づい
た、新たな観光の魅力発掘や事業者等との連携による受入環境整
備④ターゲット層への効果的な訴求手法を活用した面的な観光プ
ロモーションの実施の4つの事業展開を行うことで、津軽地域の観
光地としての誘引力や満足度の向上と事業者の収益増加を達成す
る。

地方創生推進タイプ

94 青森県 青森県八戸市
産学官連携による八戸未来創造
事業

青森県八戸市の全域

八戸市では「産学官連携による八戸未来創造中長期計画」を策定
している。当計画では「若者が地域の産業や文化を深く理解し、
地域に定着することにより、多様な世代が持続的に生活できる、
または生活したくなるまちづくり」を将来ビジョンに掲げ、若者
人口の増減数を2025年に▲2,000人まで抑制し、2045年に増減を均
衡させることを目標として定めている。同目標の達成のため、産
学官の連携を強化し、若者の地元への愛着の醸成や地元定着等に
向けた取組を進め、将来的な若者人口の社会増減の均衡を図るも
の。

地方創生推進タイプ

95 青森県 青森県八戸市
いきいきとしたデジタル社会推
進事業

青森県八戸市の全域

地域のデジタル化推進に向け、「八戸市デジタル推進計画」を策
定したところである。この中で、地域課題として、官民でのビ
ジョンの共有や地域のIT事業者間の横の連携の構築、産学官連携
の推進を上げており、ITフォーラムや各種ワークショップを開催
するとともに、情報共有・情報発信に使用するグループウェアの
構築を行うことで課題解決を目指すもの。また、GIGAスクール構
想の実現に向けた取組として、八戸市児童科学館の大幅リニュー
アルを行い、デジタル学習環境の整備を通じた子育て支援を行
う。

地方創生推進タイプ



96 青森県 青森県つがる市
つがる市まち・ひと・しごと創
生推進計画

青森県つがる市の全域

つがる市の人口は昭和60年以降一貫して減少しており、人口減少
が進展することで住民生活や地域経済、地方財政のあらゆる面に
大きな影響を及ぼすことが懸念されている。人口減少していくな
かでも、地域経済の循環によりすべての人が安定して就業できる
社会を実現させ、地域に多様な関わりをもつ人を増やし地域へ人
の流れをつくるとともに、持続可能な社会を実現するために結
婚、出産、子育ての環境を整え、安心して暮らすことができる地
域社会の実現を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

97 青森県 青森県東津軽郡平内町
平内町まち・ひと・しごと創生
推進計画

青森県東津軽郡平内町の全域

平内町の人口は1955年の19,315人がピークで減少を続けており、
国立社会保障・人口問題研究所の推計では2045年には4,846人まで
減少するとされている。こうした深刻な人口減少問題による地域
経済及び地域振興の活力低下などを克服し、誰もが訪れたい、住
み続けたいと思う魅力あるまちにするため、当町の地理的・経済
的な特徴を活かしつつ、魅力あるしごとづくりや移住交流を促進
し、また子育てしやすく健康長寿であらゆる世代が活躍できる地
域社会の構築をめざす。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

98 青森県 青森県東津軽郡外ヶ浜町
外ヶ浜町まち・ひと・しごと創
生推進計画

青森県東津軽郡外ヶ浜町の全域

外ヶ浜町の平成22年の国勢調査人口は7088人であり、30年後の
2040年までに人口が半減すると推測される。自然減少について
は、平成22年の当町の合計特殊出生率は1.42で、国や県の平均値
を超えているものの、出生数は減少の一途、死亡数は増加の一途
をたどっている。また、毎年100人程度の社会減が続いている。
恵まれた自然環境など、潜在する可能性を最大限に活かすととも
に、人材・文化・産業等の資源を活用しながら、一体的な地域と
して活力と魅力あふれるまちづくりを進めていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

99 青森県 青森県西津軽郡鰺ヶ沢町
鰺ヶ沢町まち・ひと・しごと創
生推進計画

青森県西津軽郡鰺ヶ沢町の全域

鰺ヶ沢町の人口は、合併時の昭和30（1995）年の23,026人から一
貫して減少傾向となっており、国立社会保障・人口問題研究所の
推計によると、令和27（2045）年には3,959人まで減少する見通し
となっている。
人口減少は、進学や就職を契機に若年層の町外への転出が多いこ
とや晩婚化や非婚化、経済的な安定が確保できないことが出生数
減少へ繋がり、死亡数が出生数を上回り減少に転じている。
これらの課題に対応するため、すべての町民が安心して生活でき
る豊かな生活環境と誇れるやさしい町を構築する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

100 青森県 青森県北津軽郡中泊町
中泊町まち・ひと・しごと創生
推進計画

青森県北津軽郡中泊町の全域

中泊町では人口減少が急速に進む見込みであり、直接的・間接的
に地域経済、町民の生活、地方財政に影響を及ぼすことが懸念さ
れている。
人口減少対策は喫緊の課題であり、働き手・担い手である若者の
減少や地域の賑わいの喪失等を克服し、持続可能なまちづくりを
推進するため、町に活力をもたらす産業の振興と雇用を創出し、
移住者の受け入れ体制や若い世代が安心して結婚・出産・子育て
ができる環境を整備することにより、子どもから高齢者まで安心
して暮らせる生活環境を構築し、誰もが中泊町で暮らしたいと思
えるまちを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

101 青森県 青森県上北郡野辺地町
野辺地町まち・ひと・しごと創
生推進計画

青森県上北郡野辺地町の全域

将来推計人口の結果を受け止め、歯止めのかからない人口減少が
緩やかなものとなるよう、関係人口の創出、空き家や空き店舗を
有効活用した移住・定住者の増加、結婚・出産・子育てしやすい
きめ細かな環境づくり、子どもたちの郷土愛を醸成する施策を展
開し、魅力的なまちづくりによって将来にわたり持続可能な町を
目指すものとする。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

102 青森県 青森県上北郡七戸町
七戸町まち・ひと・しごと創生
推進計画

青森県上北郡七戸町の全域

七戸町は人口減少が急速に進んでおり2060年には5千人程度まで減
少すると推計されている。特に生産年齢の人口減少が顕著であ
り、地域の生活機能の喪失の可能性や地域コミュニティの衰退が
懸念される。地域を維持するためには、若い世代の人口減少に歯
止めをかけることが重要と考え「年間30人の子どもの数を増やし
ていくこと」を目標に掲げ、住みたい・住み続けたいと思える七
戸町をつくっていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

103 青森県 青森県上北郡七戸町
快適で彩りあふれる七戸まちづ
くり計画

青森県上北郡七戸町の全域

公共下水道及び浄化槽の整備を一体的に推進し、居住環境水準の
向上による定住化の促進や公共水域の水質改善を図る。また、さ
らなる定住化の促進を目的とした関連事業や七戸川水環境回復事
業を継続的に実施することにより、地域全体の生活環境の向上や
公共水域の水質改善が図られ、環境保全に対する住民意識の向上
も期待されることから「快適で彩りあふれる七戸まちづくり」を
目指す。

地方創生汚水処理施設整備推進
交付金

104 青森県 青森県上北郡六戸町
六戸町まち・ひと・しごと創生
推進計画

青森県上北郡六戸町の全域

第２期まち・ひと・しごと創生六戸町総合戦略に掲げた「元気産
業のまちづくり」、「子どもいきいきまちづくり」、「健康長寿
のまちづくり」、「だれもが住みたくなるまちづくり」の戦略プ
ロジェクトの推進を図り、基本理念である「恵みの大地と人が結
び合う　やすらぎと感動の定住拠点・六戸」の実現に向け、人口
減少や少子高齢化による課題の解決、町立義務教育学校の開校を
はじめとした次代を担う子どもたちの教育の充実、地域社会との
連携・協働の促進、全ての町民の生きがいと感動に満ちた暮らし
の実現を目指すものである。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

105 青森県 青森県上北郡横浜町
横浜町まち・ひと・しごと創生
推進計画

青森県上北郡横浜町の全域

「地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする」「地方へ
の新しい人の流れをつくります」「若い世代の結婚・出産・子育
て」「時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守るととも
に、地域と地域を連携する」の４つの基本目標の元、「菜の花で
紡ぐふるさと横浜の未来づくり」を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

106 青森県 青森県上北郡東北町
東北町まち・ひと・しごと創生
推進計画

青森県上北郡東北町の全域

東北町の人口は、合併した最初の国勢調査2005年での20,016人を
最大として、以降逓減の一途を辿り、国立社会保障・人口問題研
究所の推計によると、2040年には12,636人まで減少するとされて
いる。そのことから、社会減と自然減に歯止めをかけるため「出
産・子育てしやすい環境、健康に長生きできる環境を実現する」
「就労の場をつくり、次世代を担う人財を定着させる」「地域の
魅力を磨いて発信し、活力ある地域づくりに取り組む」ことを目
指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

107 青森県 青森県上北郡六ヶ所村
六ヶ所村まち・ひと・しごと創
生推進計画

青森県上北郡六ヶ所村の全域

中長期的・客観的な人口推計結果を真摯に受け止め、人口動向や
財政状況に比較的余裕のある今のうちに、来るべき将来を見据え
て積極的な人口対策に取り組んでいくという基本方針のもと、
「雇用の場の選択肢を確保し、仕事に対する多様なニーズに応え
られる村」「豊かな環境を活かして総合的な暮らしやすさを担保
し、村内外の人から選ばれる村」「結婚・出産・子育て世代が安
心して子どもを産み・育てられる村」を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



108 青森県 青森県下北郡東通村
東通村まち・ひと・しごと創生
推進計画

青森県下北郡東通村の全域

移住支援体制の構築、活気ある既存集落の維持、新たな交通体系
の構築による利便性の向上など、住んでいたい、住んでみたくな
る魅力ある住環境を創出する。　また、農林水産業の振興、商工
観光業の振興、創業支援や企業誘致等による雇用拡大の推進な
ど、足腰の強い、力ある産業を創出する。　そして、結婚支援・
母子保健・保育支援の充実、教育環境デザインひがしどおり21に
よる教育環境の充実、健康づくりを地域とともに支援する環境づ
くりなど、結婚・子育て・老後まで安心して生活できる豊かな暮
らしを創出する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

109 青森県 青森県下北郡佐井村
佐井村まち・ひと・しごと創生
推進計画

青森県下北郡佐井村の全域

第２期地域創生総合戦略でも足元にある地域資源を洗い出し、そ
れらを有効活用する内発型地域産業の育成・成長化を進め、地域
に稼ぐ力を生み出すための対策、本村に継続的に多様な形で関わ
り将来的な移住にもつながる新しいひとの流れを生む関係人口の
創出、男女ともに結婚・出産・子育て・仕事をしやすい環境整
備、そして、人が集い、安心して暮らせる魅力的な地域づくりを
最優先として取り組み、引き続き“小さくてもキラリと光る村”
の実現を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

110 青森県 青森県五戸町
食と健康のまちづくり拠点施設
整備地域再生計画

青森県五戸町の全域

町の強みである農業を中心とした産直施設と隣地に医療施設を併
せ持つ施設を整備することで、農業振興と地域住民の食と健康の
拠点を整備するものである。産直施設による農家の所得と観光客
の増加と併せ、隣地に誘致した医療施設により、住民が健康に関
する相談や定期的な健康チェックを手軽に受けられるほか、「住
民に対する健康講座」、「農業従事者の健康状態を向上させるプ
ログラムの開発」、「栄養面における地元食材のPR」等の相乗効
果により地域の健康促進と活力あるコミュニティの形成を図るも
のである。

地方創生拠点整備タイプ

111 青森県 青森県三戸郡五戸町
五戸町まち・ひと・しごと創生
推進計画

青森県三戸郡五戸町の全域

国勢調査による本町の総人口については、平成27年には17,433人
となっており、平成22年と比べ1,279人減少している。国立社会保
障・人口問題研究所の推計によると、今後も少子高齢化は進み、
令和12年には65歳以上人口が15～64歳人口を上回り、令和22年時
点で10,679人と平成27年に比べ6,754人の減少が見込まれている。
今後、将来の人口減少に対応し、子育てしやすいと実感でき、地
域を活かした雇用・人の流れが生まれ、安全・安心で豊かな暮ら
しができるまちの創生を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

112 青森県 青森県三戸郡田子町
田子町まち・ひと・しごと創生
推進計画

青森県三戸郡田子町の全域

当町では４つの基本目標（①魅力あふれるしごとづくり、②みん
なが住み続けたいまちづくり、③結婚から始まる子育て総合支
援、④町民だれもが活躍できる社会づくり）を掲げ、「ひとが輝
きまちが輝く活力と笑顔あふれるまち」の実現に向けて着実にま
ちづくりを進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

113 青森県 青森県三戸郡南部町
南部町まち・ひと・しごと創生
推進計画

青森県三戸郡南部町の全域

町の景観や豊かな自然環境といった南部町の強みを活かして、都
市部の住民と町民との交流を深め、健康で長生きできる福祉の町
として、「友(ゆ)～ったり、遊(ゆ)～っくり、農(の)～んびり」
をキャッチフレーズとする“達者村”の実現に向けたまちづくり
を進め、「名久井岳と馬淵川に抱かれ、自然・環境・福祉に恵ま
れた交流のまち」の実現を目標とする。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

114 青森県 青森県三戸郡階上町
階上町まち・ひと・しごと創生
推進計画

青森県三戸郡階上町の全域

生活の質を高められるライフスタイルを実現でき、高次の都市的
生活サービス等の充実した「まちづくり」、既存産業の維持・発
展と地域循環型の新たなビジネスによる「しごとづくり」、子育
て環境整備や学校教育と生涯教育の充実による「ひとづくり」、
自然を生かしたアウトドアな生活と観光、日々住民や移住者が集
う交流拠点の機能強化などによる「交流づくり」に戦略的に取り
組むとともに、都市にはない、スローで、生き生きと暮らせる階
上ライフスタイルをプロモーションし、若者の定住、ＵＩＪター
ンを促進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

115 青森県 青森県三戸郡新郷村
新郷村まち・ひと・しごと創生
推進計画

青森県三戸郡新郷村の全域

「村の自然・歴史資源を活かして“しごと”を創出しよう」、
「住みたい、帰りたくなる“むら”でありつづけよう」、「子ど
もがすくすく幸せ“家族”の村にしよう」、「次世代に“幸せ”
をつないでいこう」の４つの基本目標のもと、「山村の光がみえ
るまちづくり」を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

116 岩手県 岩手県
移住・定住・雇用応援プロジェ
クト

岩手県の全域

高校生・大学生に向けた岩手で働く魅力・価値の発信や、県内企
業によるインターンシップへの参加促進などの取組により、若者
の県内企業への就職につなげるとともに、働き方改革などによる
魅力ある職場づくりを進めることにより、多種多様な業種におけ
る人材の育成・確保・定着を図る。

地方創生推進タイプ

117 岩手県 岩手県 関係人口・交流人口拡大計画 岩手県の全域

ニューヨーク・タイムズ紙の「2023年に行くべき52か所」への盛
岡市の掲載効果を一過性のものとせず、県全域に波及させること
で活性化につなげるため、デジタルマーケティングに基づく観光
振興体制を整えるとともに、県内各地の特色ある特産品や観光コ
ンテンツ等の地域資源を最大限に生かし、関係機関等と連携した
プロモーションの展開や、ＷＥＢを活用した県産品の販売促進、
ＳＮＳ等を活用した本県の魅力発信等を通じて、国内外の人々と
の交流が広がる地域づくりを進め、国内外からの誘客と県内周遊
を促進し、観光振興を図る。

地方創生推進タイプ

118 岩手県 岩手県
北いわてプラチナシティ推進事
業計画

岩手県の全域

「プラチナ社会」をモデルに、バイオマス資源の活用、ＡＩ×福
祉、ＡＩ×交通といった先進的な経済循環モデルの構築、産学官
で構成されるコンソーシアムの運営を通じて、北いわてを自律的
な課題解決と成長が好循環する持続可能な地域へと革新する。

地方創生推進タイプ

119 岩手県 岩手県
デジタル人材の育成・起業支援
計画

岩手県の全域

DXの推進のため、デジタル人材の育成に加えて、起業や地域定着
に至るまでを切れ目なく支援することによって、デジタル技術を
活用した競争力のある企業をつくり、地域全体としてDXを進展さ
せ、地域経済への好循環を生みだすもの。

地方創生推進タイプ



120 岩手県 岩手県
第３期プロフェッショナル人材
戦略拠点運営事業計画

岩手県の全域

プロフェッショナル人材戦略拠点が課題抽出等に関与し企業の
ニーズをとらえることにより、民間人材紹介会社での広域的な
マッチングを円滑に行い、副業・兼業人材や中核人材などの必要
なを確保することで、県内企業の「攻めの経営」や経営改善の実
践を通じた企業活力の向上を図る。

地方創生推進タイプ

121 岩手県 岩手県
岩手県ふるさと振興プロジェク
ト

岩手県の全域

人口減少の主要因である若年層の県外転出や出生率の低迷等を克
服するため、「①やりがいと生活を支える所得が得られる仕事を
創出し、岩手への新たな人の流れの創出を目指す」、「②社会全
体で結婚、妊娠・出産、子育てを支援し、安心して子どもを生み
育てられる社会を目指す」、「③医療・福祉や文化、教育など豊
かなふるさとを支える基盤の強化を進め、地域の魅力向上を目指
す」、「④関係人口や交流人口の拡大を図り、岩手と多様な形で
つながることのできる社会を目指す」を、ふるさと振興の４つの
基本目標とし、その実現を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

122 岩手県 岩手県及び岩泉町
岩泉町中部地域の「豊かな森
林」を活用した地域活性化計画

岩手県下閉伊郡岩泉町の区域の
一部（旧岩泉村及び旧有芸村）

岩泉町は、約92％が森林に覆われ国際認証制度「ＦＳＣ®森林認
証」を取得するなど地域木材流通拠点の構想による豊かな広葉樹
資源の活用（原木切り出しから製材、製品加工、エネルギー利用
など）に取り組んでいる。木材の安定供給や森林の持続可能な管
理を行うためには、生産基盤となる林道等の道路網の整備が急務
となっていることから、町道と林道を連携して一体的に整備し、
地域産業の競争力強化に資する道路ネットワークを構築すること
で、木材生産量の増加や森林認証材の利用拡大を図り、中部地域
の林業活性化を目指すものである。

地方創生道整備推進交付金

123 岩手県 岩手県盛岡市
盛岡AI・IoTプラットフォーム事
業

岩手県盛岡市の全域

盛岡広域に集積するIT関連企業が持つAI・IoT等の先端技術と、製
造業等のAI・IoT活用のニーズや課題のマッチングを図ることを狙
いとし、皆が集まり新しい価値や技術にチャレンジする実証実験
を行う場「盛岡AI・IoTプラットフォーム（愛称：マルチモノ盛
岡）」を設置する。モデルとなる企業の未来技術に関する実証実
験への支援を実施するとともに、IT企業及び製造業等の異業種企
業のネットワーク化を推進し、産業の高度化・高付加価値化を図
ることにより高度IT人材の地元定着を推進する。

地方創生推進タイプ

124 岩手県 岩手県大船渡市
大船渡市デジタル田園都市国家
構想総合戦略推進計画

岩手県大船渡市の全域

人口減少の一定の歯止めと、心ゆたかな暮らしの向上、持続可能
なまち、社会、環境づくりを目指した取組を推進するため、「大
船渡にしごとをつくり、安心して働けるようにする」、「大船渡
の魅力を発信し、新しい人の流れをつくる」、「大船渡で安心し
て子どもを産み育てられるようにする」、「大船渡で生涯暮らし
続けられる地域をつくる」を基本目標とし、「大船渡市デジタル
田園都市国家構想総合戦略」に位置付けた地方創生に資する取組
を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

125 岩手県 岩手県花巻市
テレワーク・ハイブリットワー
クで来訪・再訪の好循環創出に
よる多拠点居住の推進計画

岩手県花巻市の全域

若者の多くが進学、就職を機に転出するなか、花巻市へのひとの
流れをつくるためには、未来を担う若者を中心に、花巻市への移
住・定住を支援する必要がある。また、安定した雇用の場の確保
や住居対策等により、花巻市への移住者だけでなく、地元学生等
が花巻市に住み続けたいと感じるような環境の充実を図ること
で、定着を促進する必要がある。さらに、将来的な移住につなが
るよう、花巻市でのテレワークの魅力を知っていただくことによ
り、交流人口の拡大、花巻市と継続的に多様な形でかかわる関係
人口の創出に取り組む。

地方創生推進タイプ

126 岩手県 岩手県北上市
第２期北上市まち・ひと・しご
と創生推進計画

岩手県北上市の全域

北上市では、人口減少下においても長期にわたり持続可能な都市
の姿を「あじさい都市」として、「花＝地域コミュニティの活性
化」、「幹＝地域を支える都市基盤」に例えて、それぞれを形成
するために、「ひと」と「しごと」の好循環を生み出し、それを
支える「まち」の活性化に取り組む施策を展開します。具体的に
は「持続可能なまちづくり推進プロジェクト」として10のプロ
ジェクトを推進していきます。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

127 岩手県 岩手県遠野市
設備投資促進による遠野市もの
づくり産業活性化計画

岩手県遠野市の全域

東北横断自動車道釜石・秋田線の全線開通を契機に、市内の中小
企業が自動車・半導体関連産業への参入や、製品の保管・物流環
境の整備、それら業務に関わる建設業、運送業、情報通信業など
への波及によって市内に企業を集積させ、若者の雇用機会の確保
と地元就業を促進するため、地域再生に資する事業に対し、事業
資金の低利融資による金融支援を行う。

地域再生支援利子補給金

128 岩手県 岩手県一関市
第２期一関市まち・ひと・しご
と創生推進計画

岩手県一関市の全域

少子高齢化及び人口減少の進行による地域への影響を極力抑え、
市民がいきいきと暮らせるまちとしていくため、「①地域の稼ぐ
力を高め、仕事と豊かな暮らしを創出し、市内外から人が集うま
ち」、「②結婚、出産、子育ての希望や生活と調和した働き方を
実現し、様々な人が子育てに関わり、次代を担う子どもを育むま
ち」「③生涯にわたり健康で、環境と共生しながら、安心して住
み続けられる持続可能なまち」を３つの基本目標として目指し、
その取組を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

129 岩手県 岩手県陸前高田市
陸前高田市第２期まち・ひと・
しごと総合戦略推進計画

岩手県陸前高田市の全域

本市においては、2011年の東日本大震災をきっかけとして、総人
口が大きく減少するとともに高齢化率が高まっており、経済的・
社会的な課題が深刻化していくことが懸念されている。課題に対
応するため、結婚・出産の希望をかなえ、子育てを協働で支える
環境を実現し、人口の自然増、高齢化率上昇の抑制につなげる。
また、しみんが集うまちをつくるとともに、復興を契機に若者が
活躍できるしごとの創出を進め、かつ、市民の安心につながる時
代に合った暮らしやすいまちをつくることで、人口の社会減に歯
止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

130 岩手県 岩手県釜石市
釜石オープン・フィールド・カ
レッジ推進事業

岩手県釜石市の全域

東京大学をはじめとする圏域内外の高等教育機関等との連携を図
りながら、市全体が学びの場となる「釜石オープン・フィール
ド・カレッジ」を構築し、様々な学びの場を創出することで、当
市の未来を担う人材の育成や、あらゆるライフステージに応じた
学びの場の提供に加え、地域外の大学生や社会人を呼び込むこと
で、新たな「つながり」を創出し、持続的な交流人口の増加を図
るもの。また、デジタル技術を活用しながら、当市を繰り返し訪
れる仕組みを構築することで、継続した来訪を促し、将来的な移
住定住につなげるもの。

地方創生推進タイプ

131 岩手県 岩手県八幡平市
大更駅前賑わい創出拠点整備事
業

岩手県八幡平市の全域

本事業は市内で最も多くの市民が活用するJR大更駅前に新規にコ
ワーキングスペース、移住定住センター、屋内公園、一時預かり
施設機能を有した複合施設を新規に整備するものである。この施
設をきっかけに市内外から人を呼び込み多くの人に利用してもら
うことにより、子育て世代を核に交流人口の拡大と関係人口の拡
大を図り、移住定住に繋げていく。
また、施設周辺の商業施設用地の魅力向上につなげ、施設周辺区
域に商業用地を併せて整備し、新規出店の増加による大更駅前の
交流人口・観光人口の増加を目指す。

地方創生拠点整備タイプ



132 岩手県 岩手県八幡平市
八幡平市第２期まち・ひと・し
ごと創生総合戦略推進計画

岩手県八幡平市の全域

本市は、自然減と社会減が相まって急速な人口減少や少子・高齢
化が進んでいるが、一方では地域資源を活用した新たな事業展開
や、起業家支援などにより多様な人材の流入が期待されている地
域でもある。本計画を推進し、経済や人材の地域内好循環を生み
出すことで、持続可能な地域を次世代に繋げていくことを目指
す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

133 岩手県 岩手県岩手郡岩手町
岩手町まち・ひと・しごと創生
推進計画

岩手県岩手郡岩手町の全域

人口が減少していく中でも、人と人とのつながりを大切にし、安
心して暮らせる子育て環境や自分が安心して暮らすことができる
まちづくりのため「第２期人口ビジョン_まち・ひと・しごと創造
戦略」で定める３つの基本目標「ＳＤＧｓ人材が活躍し、地域経
済が自立する」、「未来を担うＳＤＧｓ人材を育成する、呼び込
む」、「人生 100 年社会を生き生きと暮らせるまち」のもと、企
業版ふるさと納税も活用し、効果的な取り組みを実践していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

134 岩手県 岩手県紫波町
紫波町温泉保養公園を核とした
あづまねエリアブランディング
推進事業

岩手県紫波町の全域

あづまねエリアを町の観光振興を牽引する存在にするため、町を
代表する観光資源である東根山と温泉保養公園の魅力を最大限に
引き出すためのブランディングに取り組む。エリアとして目指す
べき将来像を明確化し、温泉保養公園の土地利用計画やラ・フラ
ンス温泉館のリニューアルなどの方向性をまとめたマスタープラ
ンを策定する。また、市場調査の結果に基づき社会実験事業の実
施や関連企業のマッチングを行い、PPP手法の導入可能性を調査す
ると共に、目指すべき将来像を広く発信するためのデジタルプロ
モーションを行う。

地方創生推進タイプ

135 岩手県 岩手県紫波町
地域資源を活かした農村価値向
上と人材育成によるまちづくり
事業

岩手県紫波町の全域

本事業は、昨今の人口減少等に伴い空き校舎となった旧長岡小学
校において、「人口の減少と若年層の流出」、「農業、産業の担
い手不足」等の地域の課題に対処するため、公民連携により校庭
等を含めたエリアと校舎を改修し、農業をはじめとした新たな産
業と雇用の創出、担い手育成に資する事業をデジタルとかけ合わ
せて行い、地域の魅力向上を図ることにより、若者にとって魅力
あるまちづくりと移住・定住の実現を目指すものである。

地方創生拠点整備タイプ

136 岩手県 岩手県矢巾町
地域内外人材交流を目的とした
コミュニティ形成計画

岩手県矢巾町の全域

将来的な人口減少の抑制を図るため、町の地方創生センターに
コーディネーターを配置し、ワーケーションや複業、ボランティ
ア等により外部人材を積極的に受け入れるコワーキングプレイス
として運営するとともに、地域人材とのマッチングや利用者同士
のコミュニケーションを促進して新たなコミュニティの育成を図
るべく交流イベントや情報発信を行い、関係人口の創出と移住定
住促進に向けた仕組みづくりを推進する。

地方創生推進タイプ

137 岩手県 岩手県和賀郡西和賀町
第２期西和賀町まち・ひと・し
ごと創生推進計画

岩手県和賀郡西和賀町全域

本町は、今後さらに人口減少と超高齢化が進むと予測されてお
り、将来にわたって持続可能な地域としていくため、西和賀町ま
ち・ひと・しごと創生総合戦略に掲げる「産業力強化による新た
な雇用の創出」「女性が住みやすいまちづくり」「人材育成とU・
Ｉターン者の受け入れ環境整備」「町と繋がる人を増やす」「広
域連携による魅力ある圏域づくり」の基本目標の実現を目指すも
のである。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

138 岩手県 岩手県胆沢郡金ケ崎町
金ケ崎町まち・ひと・しごと創
生推進計画

岩手県胆沢郡金ケ崎町の全域

金ケ崎町において、少子高齢化が進展し、人口減少に歯止めがか
かっていない状況であることから、令和３年３月に策定する金ケ
崎町まち・ひと・しごと創生総合戦略（第２期）に基づき、①若
者が夢・希望を持てるまちを創る、②女性にとって魅力的なまち
を創る、③活力と特色のある地域を創る、といった基本目標に
沿った事業を実施することで、人口減少を抑制し、持続可能な地
域社会の実現に向け地方創生の取組を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

139 岩手県 岩手県西磐井郡平泉町
平泉町まち・ひと・しごと創生
推進計画

岩手県西磐井郡平泉町の全域

人口減少や少子高齢化、それによって生じる様々な課題につい
て、本町のまち・ひと・しごと創生総合戦略で掲げる「若い世代
の結婚・出産・子育ての希望をかなえる」、「いつまでも健康で
安心なくらしを守る」、「魅力のあるしごとを生み出し、働く場
をつくる」及び「ひとの新たな流れをつくる」の４つの基本目標
のもと、魅力的な仕事の創出や安定した雇用の充実、結婚から子
育てまで切れ目のない支援などを展開し、若い世代の移住・定住
を促進するとともに、町民・地域・事業者との協働によって活力
ある持続可能なまちの実現を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

140 岩手県 岩手県気仙郡住田町
住田町まち・ひと・しごと創生
推進計画

岩手県気仙郡住田町の全域

人口減少が進展することにより、労働力人口の減少や消費の縮小
など地域産業への影響や、地域コミュニティの担い手の減少な
ど、地域の社会経済の多くの側面に影響を及ぼすことが課題と
なっている。このため、働き手・担い手である若者の減少や地域
の賑わいの喪失等を克服し、持続可能なまちづくりを推進するた
めに、町に活力をもたらす産業の振興と新たな仕事を創出し、子
どもから高齢者まで安心して暮らせる生活環境を構築することに
より、ずっと住み続けたいと思えるような魅力ある町づくりを目
指すものである。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

141 岩手県 岩手県上閉伊郡大槌町
大槌町まち・ひと・しごと創生
推進計画

岩手県上閉伊郡大槌町の全域

人口減少の加速化や少子高齢化の進展など社会情勢の変化に対応
しつつ、生活の基盤となる産業の活性化を推進し、大槌町独自の
にぎわいを創出するとともに、人との繋がりを大切にした誰もが
安心して暮らせるまちを実現する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

142 岩手県 岩手県下閉伊郡山田町
山田町まち・ひと・しごと創生
総合戦略推進計画

岩手県下閉伊郡山田町の全域

山田町まち・ひと・しごと創生総合戦略として、４つの基本目標
（①資源を活かした魅力ある地域産業を創出する　②新しいひと
の流れを創造する　③結婚・出産・子育て・教育の希望をかなえ
る　④誰もが安心して暮らすことができる魅力的な地域をつく
る）を掲げ、人口減少に一定の歯止めをかけ、持続可能な地域社
会の形成に取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

143 岩手県 岩手県下閉伊郡岩泉町
岩泉町まち・ひと・しごと創生
総合戦略推進計画

岩手県下閉伊郡岩泉町の全域
岩手県岩泉町では、岩泉町まち・ひと・しごと創生総合戦略とし
て、５つの重点プロジェクトを掲げ、人口減少の抑制、将来にお
いて輝き続けるまちづくりを推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



144 岩手県 岩手県下閉伊郡田野畑村
田野畑村まち・ひと・しごと創
生推進計画

岩手県下閉伊郡田野畑村の全域
岩手県田野畑村では、田野畑村まち・ひと・しごと創生総合戦略
として５つの基本目標を掲げ、人口減少の抑制による持続可能な
むらづくりを推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

145 岩手県 岩手県九戸郡軽米町
第2期軽米町まち・ひと・しごと
創生推進計画

岩手県九戸郡軽米町の全域

人口減少等に対して直接的な効果が期待できる施策を本町の持つ
資源や特性を活かし「まち」「ひと」「しごと」づくりを進める
こととし、「①　地域資源を生かした雇用の創出と産業の振
興」、「②　結婚・出産・子育ての希望をかなえる環境づく
り」、「③　魅力あふれる町づくりによる交流と移住の推進」、
及び「④　生きがいを持ち安心して暮らせるコミュニティの形
成」の４つを「基本目標」として掲げ地域の創生に取り組んでい
く。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

146 岩手県 岩手県九戸郡野田村
野田村まち・ひと・しごと創生
推進計画

岩手県九戸郡野田村の全域

人口減少と地域経済縮小の克服が課題となっている本村におい
て、令和５年９月に策定した「第２期野田村まち・ひと・しごと
創生総合戦略」に基づき、『「やりがい」と「いきがい」を実感
でき、住んでいることを誇りに思えるむら』を地域ビジョンと
し、「仕事」が「人」を呼び、「人」の流れをつくる好循環を確
立するとともに、その好循環を支える「むら」を魅力的にするこ
とを目指すもの。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

147 岩手県 岩手県二戸郡一戸町
第２期一戸町まち・ひと・しご
と創生推進計画

岩手県二戸郡一戸町の全域

一戸町が持っている強みを活かした産業の振興や都市との関係人
口の拡大、脱炭素社会の実現、安心して暮らすことができる環境
の充実による居住者の定着を図ることなどを目的に、現状の諸課
題を解決するため、将来を担う人材を育むまちづくり、人が集ま
り地域が活力にあふれるまちづくり、産業の振興と仕事の創出を
図るまちづくり、歴史や文化を活かすまちづくり、元気で健やか
に暮らせるまちづくり、生活しやすい環境が充実するまちづくり
の６つを基本目標として、持続可能な一戸町を目指す取組を行
う。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

148 宮城県 宮城県
富県共創！みやぎへの本社機能
移転等促進プロジェクト

宮城県の全域

東日本大震災により甚大な被害を受けた宮城県では，震災からの
復旧・復興にとどまらず，人口の減少，少子高齢化など現代社会
を取り巻く諸課題を解決する先進的な地域づくりに取り組んでい
く必要がある。良質な雇用を創出し，企業の地方拠点を強化する
ことは，宮城県への移住・定住の流れをつくる重要な要素とな
る。特例措置を活用して企業の本社機能の移転及び拡充に伴う新
規立地等を推し進め，就労機会の創出を図ることで地域の活性化
を図り，創造的復興を成し遂げ，震災前より県政運営の理念とし
ている富県共創を実現する。

地方における本社機能の拠点の
強化を行う事業者に対する特例

149 宮城県 宮城県
新・宮城の将来ビジョン推進計
画

宮城県の全域

様々な社会変化や人口減少によって引き起こされる、あらゆる分
野の課題に対応するため、「富県躍進！”ＰＲＯＧＲＥＳＳ Ｍｉ
ｙａｇｉ”～多様な主体との連携による活力ある宮城を目指して
～」の県政運営の理念のもと、富県宮城を支える県内産業の持続
的な成長促進」、「社会全体で支える宮城の子ども・子育て」、
「誰もが安心していきいきと暮らせる地域社会づくり」、「強靱
で自然と調和した県土づくり」の４つを政策推進の基本方向に掲
げ、地方創生に向けた取組を推進していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

150 宮城県 宮城県及び宮城県伊具郡丸森町
地域資源を活かした観光交流・
活力ある産業づくりによる東日
本台風災害からの復興計画

宮城県伊具郡丸森町の全域

丸森町は県最南端に位置し、総面積２７３ｋｍ２のうち森林面積
１９１ｋｍ２と約７割を占める豊かな自然に恵まれ、伊達家ゆか
りの歴史文化に基づく各種イベントなど、多彩な取組みが行われ
ているまちである。また、令和元年東日本台風災害からの復旧復
興を目指し、丸森町復旧・復興計画を策定。「安らぎのある暮ら
しの再建」、「災害に強く魅力あふれるまちの創造」、「活気あ
ふれる産業・なりわいの再建」を基本施策に、重点プロジェクト
では「儲ける農業」創造プロジェクトほかを掲げ、創造的復興を
目指した取組みを推進している。

地方創生道整備推進交付金

151 宮城県 宮城県仙台市 泉中央地区活性化事業
宮城県仙台市の区域の一部（泉
区）

泉区役所建替えに伴い新たに整備される泉区役所区民広場、地下
鉄泉中央駅周辺、七北田公園の南北に渡る3つの賑わいの核を中心
として、泉中央エリアの魅力や回遊性の向上を図ることを目的
に、行政として必要な支援を行っていく。これまで、商工事業者
やまちづくり団体などの地域の関係者が主体となって検討及び作
成してきたまちづくりビジョンに基づいたエリアマネジメント活
動を推進し、多様な主体が一体となって進める周辺エリアの活性
化に取り組んでいく。

地方創生推進タイプ

152 宮城県 宮城県仙台市
仙台・東北連携による域内循環
及び交流人口拡大戦略再構築事
業

青森県、岩手県、宮城県、秋田
県、山形県及び福島県の全域

仙台・東北の交流人口拡大を軸とした地域の持続可能性確保に向
け、東北の自治体等との連携体制を再構築するとともに、仙台を
起点とした東北域内循環の促進による地域経済の活力の還流と、
広域連携での域外誘客の強化に取り組む。

地方創生推進タイプ

153 宮城県 宮城県仙台市
産学官連携で取り組むデータイ
ンフォームド型のビジネス変革
推進事業

宮城県仙台市の全域

企業による「データ利活用」の促進に加え、データ・経験・潮流
など複合的要素を意思決定に活用するデータインフォームド型の
ビジネス変革を推進することで、地域企業の付加価値の高い新ビ
ジネスの創出・既存事業の高度化を実現するとともに、データイ
ンフォームド型のビジネス変革を担える学生・若者の地元定着や
流入を促し、地域全体の経済的発展を実現する。

地方創生推進タイプ

154 宮城県 仙台市 仙台市地方創生推進計画 仙台市の全域

人口減少局面への移行が間近に迫り、地域活動や中小企業の担い
手不足、地域コミュニティの衰退などが想定される中、こうした
課題に対応するため、子育て世代の流入促進と出生率の向上を図
るとともに、若い世代の流出抑制・流入促進等を図る。そのため
に、本市の特性を生かしながら、魅力ある「しごと」づくりや新
たな「ひと」の流れづくり、持続可能な「まち」づくり等の事業
を行う。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

155 宮城県 宮城県石巻市
石巻市まち・ひと・しごと創生
推進計画

宮城県石巻市の全域

人口減少・少子高齢化対策等における諸課題を解決し、持続可能
な地域社会づくりを実現するため、「人口戦略の推進」として
「安定した雇用を創出し稼ぐまちをつくる」、「絆を大切にし人
が集まるまちをつくる」、「結婚・妊娠・出産・子育ての希望が
かなうまちをつくる」、「災害に強く安全安心に暮らせる魅力的
なまちをつくる」の４つを、また、「未来都市の実現」として
「コミュニティを核とした持続可能な地域社会をつくる」を政策
推進の対応方針として掲げ、地方創生に向けた取組を推進してい
く。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



156 宮城県 宮城県塩竈市
塩竈市まち・ひと・しごと創生
推進計画

宮城県塩竈市の全域

しおがま未来創生プロジェクト(第2期塩竈市まち・ひと・しごと
創生総合戦略)の４つのプロジェクト（①すみよさ実感プロジェク
ト、②よろこび実感プロジェクト、③やりがい実感プロジェク
ト、④にぎわい実感プロジェクト）を推進することで、塩竈への
愛着・誇りの醸成を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

157 宮城県 宮城県気仙沼市

～復興から創生へ～　２つの１
００人市民会議を通じた「人口
減少対策」と「持続可能な社会
構築」の推進

宮城県気仙沼市全域

本計画は、市民それぞれ１００名から構成される２つの市民会議
（「人口減少対策市民会議」、「持続可能な社会の構築市民会
議」）の立ち上げを軸として、現在の取組の共有を行うとともに
課題を市民全体で幅広く議論し，市民や地域、企業、行政など
様々な主体がそれぞれの分野における取組を推進することで、
「人口減少の緩和と改善」につなげていくとともに、本市ならで
はの豊かさを次世代につなげ「持続可能な社会」の構築を目指す
ものである。

地方創生推進タイプ

158 宮城県 宮城県気仙沼市
不確実性への挑戦　～全国の
ロールモデルとなるデジタル水
産都市・気仙沼の実現～

宮城県気仙沼市全域

本事業は，R5年度に産学官連携による「デジタル水産業戦略拠点
構想」に基づき，デジタル化によって，本市基幹産業である漁
業・水産業が抱える不確実性を軽減し，人材の確保や事業承継が
図られることをによる持続可能な産業構造化，様々な効率化によ
り魅力的な産業としての成長産業化，新産業創出を図ることで，
地域活性化に繋げるものであり，水産庁選定の「デジタル水産業
戦略拠点」として，全国のロールモデルとなるデジタル水産都市
の実現を目指すものである。

地方創生推進タイプ

159 宮城県 宮城県白石市

しろいしの魅力発信・地域と文
化の交流による新たな価値を創
造する地域防災拠点道の駅しろ
いし整備事業

宮城県白石市の全域

（仮称）白石中央スマートインターチェンジの事業化と併せ、本
市や宮城県南部を中心とする近隣市町村、ひいては南東北の「ヒ
ト」「モノ」「カネ」が行き交う新たな交流拠点「（仮称）道の
駅しろいし」の整備を行い、観光振興や産業振興、地元雇用の創
出、地域活性化を図るものである。

地方創生拠点整備タイプ

160 宮城県 宮城県白石市
白石市まち・ひと・しごと創生
第２期総合戦略推進計画

宮城県白石市の全域

本市の魅力を創造・発信し、結婚・妊娠・出産・子育ての希望の
実現を図り自然増につなげる。また、移住・定住を促進するとと
もに、安定した雇用の創出や地域を守り、活性化するまちづくり
等を通じて、社会減に歯止めをかけることを目的としている。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

161 宮城県 宮城県名取市
なとりスーパーキッズ育成プロ
ジェクト

宮城県名取市の全域

東日本大震災から復旧を果たした名取市サイクルスポーツセン
ターの施設を活用し、行政と民間企業が連携しながら、スケート
ボードなどでオリンピック出場等将来日本を代表するトップアス
リートを目指す子どもたちの育成プログラムの提供及び独自大会
の開催を行うことで、交流人口・関係人口の拡大やシティプロ
モーションを推進し、最終的に移住・定住の促進を図る。

地方創生推進タイプ

162 宮城県 宮城県名取市 名取市地域DX推進事業 宮城県名取市の全域

デジタル技術の活用により人手不足を補いながら、生活に必要な
機能やサービスの利便性を高めるとともに、地域の課題解決に向
けて、データの収集・活用・公開及び住民や地域企業の参画を推
進し、地域DXの実現と持続可能なまちづくりを目指す。

地方創生推進タイプ

163 宮城県 宮城県角田市
第２期角田市まち・ひと・しご
と創生推進計画

宮城県角田市の全域

本市の人口は、1990年の35,431人をピークに減少の一途を辿り、
国立社会保障・人口問題研究所が示した推計では、2040年には
21,000人程度に減少すると見込まれている。このまま人口減少が
進めば、市内消費の落ち込みなどにより地域経済が縮小するな
ど、様々な形で負の影響を及ぼすことが確実視されている。こう
した課題に対応するため、本市が安定した人口構造を保持し、市
民が若い世代を中心に、将来にわたって安心して働き、希望に応
じた結婚・出産・子育てができる活力ある地域社会の構築を図る
もの。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

164 宮城県 宮城県東松島市
東松島市まち･ひと･しごと創生
推進計画

宮城県東松島市の全域

本市の人口は近年減少傾向が続いており、このまま手を打たなけ
れば2045年には3万人を割ると予測されている。本計画は東松島市
人口ビジョン・第2期総合戦略の「東松島市への移住・定住の流れ
を作る」、「安定した雇用を創出する」、「若い世代の結婚・出
産・子育ての希望をかなえる」、「時代にあった地域をつくり、
安全・安心な暮らしを守る」の４つの基本戦略を柱として、地域
経済の活性化、人口維持及び減少緩和に取り組み、持続可能なま
ちづくりを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

165 宮城県 宮城県大崎市
第２期大崎市まち・ひと・しご
と創生推進計画

宮城県大崎市の全域

本市の将来人口は、自然減と社会減などにより人口減少の進行が
予測されることから、対策を講じていくことが必要であり，「ひ
とづくり、地域づくり」「デジタル化」「国土強靭化」「経済活
性化」「グリーン化」の５つの視点から重点プロジェクトを定
め、「未来を担うひと・地域・田園都市を創生する」「連携・醸
成・発信　次世代へつなぐ産業を創造する」「安全・安心・住み
やすさを創出する」を柱の目標として取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

166 宮城県 宮城県富谷市
「荷宿（NIYADO）」未来ビジネ
ス共創推進プロジェクト

宮城県富谷市の全域

富谷市は、就業の場の選択肢のひとつとして、起業、創業を目指
す市民を育成していく場の提供と創業間もない起業者への後方支
援を行うことで、市が目指す「日本一働きやすいまち」を実現に
繋げ、「魅力ある稼げるまち」であるというイメージを定着させ
ることで、経済活動における仙台市依存から脱却し、自立した持
続可能な魅力あるまちを目指す。
新たな施設を拠点に加えて、地域活性化の取組みを交えながら、
循環型サテライトオフィスから定着型サテライトオフィスへと進
化させることで、地方への新たな人の流れを創出する計画であ
る。

地方創生推進タイプ

167 宮城県 宮城県富谷市
富谷市まち・ひと・しごと創生
推進計画

宮城県富谷市の全域

本市総合戦略で掲げる４つの基本目標である「地域の魅力を生か
した雇用の場の創出」、「とみやシティブランドの創出・発信に
よる交流人口の拡大」、「まちの未来を育てる環境の充実」、
「すべての世代が安心して暮らすことができる魅力的なまちの創
造」の達成を図るために、総合戦略に記載のある事業を幅広く企
業版ふるさと納税による寄附対象事業とするための地域再生計画
を策定するもの。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



168 宮城県 宮城県柴田郡川崎町
第２期川崎町まち・ひと・しご
と創生推進計画

宮城県柴田郡川崎町の全域

地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）を活用して、川崎町の
人口減少と地域経済規模の縮小を抑えるために必要な「まち・ひ
と・しごと創生」を推進していく事業に取り組みます。事業は、
①「子供も大人も誰もが健やかに暮らせるまちづくり事業」、②
「身の丈にあったまちづくり事業」、③「安心して暮らしていけ
るまちづくり事業」、④「協働のまちづくり事業」の４つの事業
を柱としています。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

169 宮城県 宮城県亘理郡亘理町
亘理町まち・ひと・しごと創生
推進計画

宮城県亘理郡亘理町の全域

本町の人口減少克服と地方創生を実現し、将来にわたって活力あ
る社会を維持していくために、新たな観光資源を創出することに
よる交流人口の増加や移住定住の促進を図り、地場産品の生産拡
大や特産品の開発による産業振興及び企業誘致による雇用創出や
子育て支援と教育の充実等により出生率の向上に取り組み、そし
て新たなワークスタイルに対応することで、地域経済力と地域活
力の発展を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

170 宮城県 宮城県亘理郡山元町
山元町まち・ひと・しごと創生
推進計画

宮城県亘理郡山元町の全域

本町の「光りかがやく」多くの財産を磨き続け、町民誰もが「山
元町が好きだ」と心から実感でき、全ての人がいきいき暮らし、
愛にあふれるつながりを大切にするまちをつくることを目指し、
基本目標の達成に向けた事業を展開する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

171 宮城県 宮城県宮城郡松島町
松島町まち・ひと・しごと創生
推進計画

宮城県宮城郡松島町の全域

近年、本町の人口は減少が続くとともに、少子高齢化も進み、地
域における担い手不足やそれに伴う地域産業や地域コミュニティ
の衰退など、様々な影響が懸念される。このような変化に対応す
るため、住み心地のよい生活環境の保全・創出、晩婚化や核家族
化の影響等による保育需要の多様化などに対応した的確な子育て
支援体制の整備、人材育成や組織活動への支援等による地域コ
ミュニティの保全・育成等各方面の交流促進等に努め人口減少の
抑制を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

172 宮城県 宮城県宮城郡七ヶ浜町
七ヶ浜町まち・ひと・しごと創
生推進計画

宮城県宮城郡七ヶ浜町の全域

面積が13平方キロの東北最小の町が、東日本大震災を機に新たな
まちづくりに取り組んでいる。本計画では、仙台近郊の恵まれた
ロケーションや海とのつながりを活かし、四季を通じて特別な時
間を過ごす「日帰りリゾート」による移住定住を促進する。まち
の魅力やブランド力の発信による新たななりわいの創出をはじ
め、若い世代には本町の強みである人材育成（英語コミュニケー
ション等）を充実させ、子育てを応援する。互いに顔が見え、コ
ンパクトな町だからこそ、できるまちづくりを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

173 宮城県 宮城県宮城郡利府町
利府町まち・ひと・しごと創生
推進事業

宮城県宮城郡利府町の全域

人口減少と少子高齢化の波を超えるためには、自然と都市が調和
した「住みやすさ」に加え、「住んでみたい」「住み続けたい」
と感じてもらうための新たな付加価値（＋α）の創出が課題とな
ることから、①快適な都市空間をつくる事業②魅力ある地域産業
をつくる事業③新しい人の流れをつくる事業④結婚・出産・子育
ての希望がかぬ環境をつくる事業を展開し、町民一人ひとりが幸
せを実感し続けられる暮らしや環境を次世代へと継承していくた
めに、まち全体の魅力の底上げを図りながら持続的な発展に向け
た戦略的なまちづくりを推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

174 宮城県 宮城県黒川郡大和町
大和（たいわ）町 まち・ひと・
しごと創生推進計画

宮城県黒川郡大和町の全域

本町では、住宅地開発や相次ぐ工場立地に伴い、人口は急激に増
加してきたが、現在は増加傾向が鈍化し高齢化が進んでいる。人
口減少や少子高齢化の影響による、地域の担い手不足や地場産業
の衰退、地域コミュニティの衰退といった課題に対応するため、
企業誘致の強化や新規起業の促進による安定した雇用の創出や、
子育て支援の充実による移住・定住の促進を図る。また、良縁が
授かる「縁結びのまち」として、安心して結婚・出産・子育てで
きるまちづくりを進め、さらに、町内外から人々が集いにぎわい
のあるまちづくりを進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

175 宮城県 宮城県黒川郡大衡村
大衡村まち・ひと・しごと創生
推進計画

宮城県黒川郡大衡村の全域

人口減少・少子高齢化の進行による課題に対応し、これからも村
民が笑顔で暮らせるまちとしていくために「稼ぐ地域をつくると
ともに、安心して働けるようにする」、「大衡村への新しいひと
の流れをつくる」、「若い世代の妊娠・出産・子育ての希望をか
なえる」、「ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な
地域をつくる」の４つを基本目標に掲げ、村の強みを活かしなが
ら事業を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

176 宮城県 宮城県加美郡色麻町
色麻町まち・ひと・しごと創生
推進計画

宮城県加美郡色麻町の全域

地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）を活用し、色麻町の人
口減少とそれに伴う地域経済の縮小を抑制するため、「まち・ひ
と・しごと創生」に取り組む。本計画は、「高齢者対策プロジェ
クト」、「子育て支援プロジェクト」、「産業振興プロジェク
ト」、「移住・定住促進プロジェクト」及び「行政と住民のまち
づくりプロジェクト」の５つの基本目標を掲げ、人口の自然減・
社会減の抑制と地域の活性化の実現を目指すものである。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

177 宮城県 宮城県加美郡加美町
加美町まち・ひと・しごと創生
推進計画

宮城県加美郡加美町の全域

直面する人口減少への対応のため、自然減対策と社会減対策をバ
ランスよく展開していくことが重要であり、町民の結婚・妊娠・
出産・子育ての希望を実現することで自然増につなげ、また、移
住を促進するともに、地域の特性に応じた産業を育て、若い世代
の経済的安定を支える雇用や起業を創出することで社会増につな
げていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

178 宮城県 宮城県遠田郡涌谷町
黄金花咲く交流の郷わくや創生
推進計画

宮城県遠田郡涌谷町の全域

急激に進行する少子高齢化及び転出超過により深刻化する人口減
少に歯止めをかけ、行政サービスを維持しなければ、地域のコ
ミュニティ機能の低下をはじめ、様々な分野に影響が及ぶことが
懸念される。それらの課題に対応し、地域活性化や雇用の場を確
保するため、コロナ禍でも一部で伸びる観光需要を活かす等、賑
わいのある産業振興を図りつつ、若者が愛着を持って子どもを産
み育て、住み続けられるような地域づくりを目指す。さらに、直
面する高齢化率を踏まえ、高齢となってもいつまでも健康で元気
に暮らせる地域づくりを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

179 宮城県 宮城県遠田郡美里町
美里町まち・ひと・しごと創生
推進計画

宮城県遠田郡美里町の全域

美里町の４つの主要課題である（１）教育環境の充実と人材の育
成、（２）地域産業の発展と雇用の確保、（３）人口減少の抑制
と高齢社会への対応、（４）子育て環境の整備の解決に向けて、
「美里町まち・ひと・しごと創生推進計画」を策定し、主要課題
に対して、実施する施策を効率的・効果的に推進することを目指
す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



180 宮城県 宮城県牡鹿郡女川町
女川町まち・ひと・しごと創生
推進計画

宮城県牡鹿郡女川町の全域

人口減少や少子高齢化が進むことで、経済活動の縮小やコミュニ
ティ機能の低下など、住民生活の様々な分野に大きな影響を及ぼ
すものと懸念されるため、町の活力を維持向上させる施策を展開
し、社会的要因による人口減少の抑制及び生産年齢層の新規獲得
を図り、人口減少傾向の緩和を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

181 宮城県 宮城県南三陸町
南三陸町高校魅力化プロジェク
ト

宮城県本吉郡南三陸町の全域

南三陸町唯一の高校である南三陸高校は、東日本大震災及び少子
化の影響もあり生徒数は急激に減少。このままでは将来的に高校
がなくなる可能性がある。本プロジェクトは地域を題材に「地域
で学ぶ」課題解決型探究学習、公営塾、全国募集、生徒と地域の
交流会や地域魅力発見ツアーを実施する等、活気と魅力ある学校
とすることで、生徒の地域への愛着や情緒価値を高め、高校卒業
後、一度南三陸町を離れても、再び南三陸の地に戻り、地域を輝
かせてくれるような人材を高校と地域で育て、地域活性化に繋げ
ていくものである。

地方創生推進タイプ

182 秋田県 秋田県 デジタル人材確保・育成計画 秋田県の全域

賃金水準の高い県内ＩＣＴ企業へ学生等が流入する仕組みを構築
することにより、県内のデジタル需要に県内ＩＣＴ企業が対応す
る「デジタル化の地産地消」を実現することにより、「新秋田元
気創造プラン」の「選択・集中プロジェクト」中で掲げている
「プロジェクト１ 賃金水準の向上」と「プロジェクト３ デジタ
ル化の推進」の達成を図る。

地方創生推進タイプ

183 秋田県 秋田県
県内情報関連産業の競争力強化
によるDX推進事業

秋田県の全域

県内中小企業のデジタル技術導入状況に応じて、専門家派遣や人
材育成講習等によりデジタル化段階からＤＸ段階まで切れ目なく
伴走支援を行うとともに、ＤＸ推進の担い手となる県内ＩＣＴ企
業の事業拡大に必要な取組の支援を行い、県内デジタル需要の拡
大と県内ＩＣＴ企業の競争力強化の好循環を醸成し、ＤＸ推進を
図る。また、県内の地域課題解決及び産業分野の競争力強化に係
る製品・サービスの開発やマッチングの支援を行い、県内ＩＣＴ
企業の提供ソリューションの付加価値向上を図る。

地方創生推進タイプ

184 秋田県 秋田県
秋田県地域地方活力向上地域特
定業務施設整備促進プロジェク
ト

秋田県の全域

策定した「新秋田元気創造プラン」の実現に向け、「秋田県地域
地方活力向上特定業務施設整備促進プロジェクト」を策定して、
本社機能等を移転又は拡充する企業に対し、国の地方拠点強化促
進施策に加え、県、市町村の各種支援制度等により、県内での多
様で安定的な雇用の確保、将来的な事業拡大や県内経済への波及
効果の高い企業立地の促進を図る。

地方における本社機能の拠点の
強化を行う事業者に対する特例

185 秋田県 秋田県
第２期秋田県まち・ひと・しご
と創生推進計画

秋田県の全域

女性や若者をはじめ、県民誰もが真の豊かさを実感できる秋田の
実現を目指し、これまでの取組の成果を着実に進展させるととも
に、本県の優位性を生かしながら、将来を見据えた実効性の高い
施策・事業に果敢に取り組むことにより、強靭化、持続可能性、
存在感、多様性の“四つの元気”を創造する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

186 秋田県 秋田県
第2期プロフェッショナル人材活
用普及促進計画

秋田県の全域

地域を活性化させ魅力ある雇用を創出するためには、地域企業が
「攻めの経営」に取り組み、成長戦略を通じて成長し地域経済を
盛り立てていくことが求められる。企業成長の実現には、優れた
経験やスキルを有し、イノベーションの原動力となるプロフェッ
ショナル人材が不可欠である。本事業は、プロフェッショナル人
材のＵＩＪターン促進と、副業・兼業等の多様な働き方による人
材の活用で県内企業を成長させ、魅力ある雇用の場を創出し、首
都圏等からの人口環流及び関係人口の創出により地域の活性化を
目指すものである。

地方創生推進タイプ

187 秋田県 秋田市
秋田市まち・ひと・しごと創生
推進計画

秋田市の全域

人口減少と少子高齢化が進行する中、次の世代に引き継ぐことが
できる元気な秋田市を目指し、本県全体を牽引する県都としての
役割を果たしていくとともに、秋田市人口ビジョンに掲げる将来
の目指すべき姿の実現に向け、若い世代の結婚・出産・子育ての
希望をかなえる事業、魅力的で安定したしごとの場をつくる事
業、多様なつながりを築き、秋田市への新しいひとの流れをつく
る事業、高齢者が健康でいきいきと暮らせるまちづくりを進める
事業、持続可能な魅力ある地域をつくり、安全安心なくらしを守
る事業に取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

188 秋田県 秋田県横手市
横手市まち・ひと・しごと創生
推進計画

秋田県横手市の全域

横手市の人口は、1955年の146,037人をピークに減少傾向が続いて
いる。この人口減少は、さらなる少子・高齢化を伴って進行する
ことから、生産年齢人口の減少と地域経済の衰退等による税収の
減や社会保障費の増などに伴う本市財政の悪化と行政サービスの
低下、また地域コミュニティの衰退など、市民生活に大きな影響
が出ることが懸念される。こうした課題に対応するため、働く場
が充実し、安心して子どもを産み育てられ、みんなが元気に、笑
顔で住み続けられるまちづくりを進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

189 秋田県 秋田県大館市
スポーツコミッション大館によ
るスポーツツーリズムの推進と
交流を生むまちづくり

秋田県大館市の全域

県内のトップスポーツチームや企業との共同企画等により集客力
の高いイベントの開催を実現することにより、スポーツに対する
市民の関心を高めるとともに、圏域外からの集客により交流人口
の拡大を図る。一方で、市民を対象とした小規模イベントの開催
やスポーツ・レクリエーション活動の推進により市民が自らス
ポーツを「する」「みる」「ささえる」ことを目標に、だれもが
スポーツが楽しむことができる環境を整える。

地方創生推進タイプ

190 秋田県 秋田県大館市
大館市まち・ひと・しごと創生
推進計画

秋田県大館市の全域

人口減少が進行するなか、地域の活力を維持するため、地域内産
業の活性化とともに多様な働き方を実現できる雇用環境づくりに
よる地域の稼ぐ力の強化、交流人口の拡大に向けた地域資源を活
用し、国内外からの多くの人が集まる賑わいの創出を図る一方、
子育てや生活を支援することで、誰もが安心して暮らせるまちづ
くりに取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

191 秋田県
秋田県大館市、秋田県北秋田
市、秋田県小坂町、秋田県上小
阿仁村

奥秋田サスティナブルツーリズ
ムプロジェクト　～地域の強み
をサスティナブルな取り組みに
進化させ、稼ぐ観光へ～

秋田県大館市、秋田県北秋田
市、秋田県小坂町、秋田県上小
阿仁村の全域

『未来に向けて自然と暮らしを守り、活かし、つなげる。恒久な
る時空を超えた、成長する・貢献する旅づくり』をコンセプト
に、北奥羽の広域的な連携による相互の発着型観光となる「旅づ
くりの拠点」整備と、『環境にやさしい、身体にやさしい、人に
やさしい奥秋田』をコンセプトに、「環境、産業、教育、文化、
自然」などの様々な分野に当エリアの強みであるサスティナブル
を付加価値として新たに加えた、モノ（商品）とコト（観光）を
開発し、「稼ぐ観光、豊かな暮らし」に繋げるものである。

地方創生推進タイプ



192 秋田県 秋田県男鹿市
男鹿市まち・ひと・しごと創生
推進計画

秋田県男鹿市の全域

「雇用（働く場の確立と拡大と収入）の増」、「潜在住民の転入
促進、既存住民の転出抑制及び交流（通勤・通学・買い物・観光
など）の増」、「結婚促進、現状より１子多く出産」、「健康寿
命の延伸や新たな地域社会の形成」の4つの視点から人口減少の克
服と地域経済の活性化を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

193 秋田県 秋田県鹿角市
第２期鹿角市まち・ひと・しご
と創生推進計画

秋田県鹿角市の全域

本計画は、若者世代の夢や希望を叶える新たな産業の創出と雇用
の場の確保によって、就職のための転出抑制や、進学・就職等で
市外へ出た若者が戻ってこられる地域づくりを進め、移住定住の
更なる促進や誰もが活躍できる社会づくりを推進していくことで
人口構造の若返りを図っていくものである。また、結婚・出産・
子育ての希望が叶うよう、結婚を応援する地域づくりを進めると
ともに、子育て支援の優位性を生かしたサポート体制の充実や、
男女の働きやすい就業環境の形成など、新たな時代に対応した少
子化対策を推進していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

194 秋田県 秋田県由利本荘市
由利本荘市まち・ひと・しごと
創生推進計画

秋田県由利本荘市の全域

第2期由利本荘市総合戦略に掲げる、「産業集積の強靱化と雇用創
出」「子どもを産み育てやすい環境の創造」「生きがいあふれる
健康長寿社会の形成」「ふるさと愛の醸成と地域コミュニティの
再生」の4つの基本目標の達成により、人口減少に歯止めをかけ、
将来にわたり地域を維持できるまちづくりを進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

195 秋田県 秋田県潟上市
潟上市まち・ひと・しごと創生
推進計画

秋田県潟上市の全域

潟上市における「人口減少と地域経済縮小の克服」と「地方創
生」の実現に向け「産業振興による仕事づくり」「潟上への定着
と新しい人の流れづくり」「結婚・出産・子育ての希望をかなえ
るまちづくり 」「新たな時代に対応した地域づくり・人づくり」
の政策分野ごとの基本目標の掲げ、持続可能な地域社会の実現を
目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

196 秋田県 秋田県大仙市
大仙市まち・ひと・しごと創生
推進計画

秋田県大仙市の全域

本市は、全国でも速いスピードで人口減少や少子高齢化が進行し
ており、労働力不足による地域経済・産業の衰退や地域コミュニ
ティの維持が困難になるなど、様々な影響が懸念されている。こ
うした課題を克服するとともに、課題を成長に結びつけ、未来に
向けて持続発展可能なまちづくりを目指し、大仙市デジタル田園
都市国家構想総合戦略に掲げる４つの基本目標のもと、デジタル
の力を活用しながら、地方創生に向けた取組のさらなる加速化・
深化を図るほか、ＳＤＧｓやＧＸ等の社会的要請など様々な課題
にも対応していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

197 秋田県 秋田県北秋田市
第２期北秋田市まち・ひと・し
ごと創生推進計画

秋田県北秋田市の全域

人口減少による地域経済の成長や行財政基盤の弱体化、地域コ
ミュニティの維持などの課題を克服するため、第２期北秋田市ま
ち・ひと・しごと創生総合戦略に「産業振興による仕事づくり・
稼ぐ地域づくり」、「新たな人の流れをつくる移住・定住の促
進」、「結婚・出産・子育てをかなえる切れ目のない支援の推
進」、「住み続けたい、安心を築く地域社会の形成」の基本目標
を掲げて将来世代が未来に向けて希望と誇りを持ち、安心して暮
らし続けることができる持続可能なまちづくりを推進していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

198 秋田県 秋田県にかほ市
にかほ市まち・ひと・しごと創
生推進計画

秋田県にかほ市の全域

若者の流出が続き、人口減少に歯止めがかからない状況の中、こ
れらの課題に対応するため、第２次にかほ市まち・ひと・しごと
創生総合戦略において、①次世代を担う産業振興、②人を呼び込
むまちづくり、③結婚・出産・子育ての希望をかなえる、④持続
可能な地域づくり、の４つの基本目標を掲げ、市内での雇用の場
を確保し、若者の市外流出に歯止めをかけるとともに、移住を促
進することで社会減に歯止めをかける。また、結婚・出産・子育
てまでの切れ目のない支援により自然増につなげる。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

199 秋田県 秋田県仙北市
インターナショナルスクール誘
致計画

秋田県仙北市の全域

インターナショナルスクールを市内に誘致することで、高度外国
人材の子女の定住人口や高度外国人材来訪による交流人口を増や
す。また、教育産業や高度外国人材に係る新産業等を育成するこ
とで、地元の有望な若年層に雇用の場、創業機会等の提供を目指
す。　さらに、運営法人に市内遊休施設の利活用を提案すること
で、開校の初期投資を抑えるとともに、遊休施設周辺の景観が改
善される。また、日本語に不慣れなインターナショナルスクール
関係者が市内移動できるMaaSを構築することで、市内移動の利便
性を高める。

地方創生推進タイプ

200 秋田県 秋田県仙北市
第３期自らのまちを自らが拓く
まちづくり計画

秋田県仙北市の全域
８つの基本目標とそれらに対応する事業の実施により、市政理念
である「幸福度全国№１」を目指すまちづくりを進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

201 秋田県 秋田県山本郡三種町
三種町まち・ひと・しごと創生
推進計画

秋田県山本郡三種町の全域

人口減少と少子高齢化の進行により、地域産業の担い手不足や地
域コミュニティの衰退等が危惧されることから、第２期総合戦略
に掲げている「若者が定住し賑わう戦略」「稼げる産業をつくる
戦略」「みたねの子ども育成戦略」「住民と連携した地域づくり
戦略」の４つの戦略に基づき、特に若年層の町外流出を防ぐため
の事業に取り組み、持続可能なまちづくりを進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

202 秋田県 秋田県山本郡八峰町
八峰町まち・ひと・しごと創生
推進計画

秋田県山本郡八峰町の全域

八峰町では年間100名以上の人口減少が進んでいる。人口減少によ
り集落の小規模化や高齢化が急速に進み、基幹産業である農林水
産業の衰退や地域の担い手の不足、空き家や耕作放棄地の増加な
ど、地域コミュニティを維持していくうえで、深刻かつ厳しい状
況に直面している。これらの課題解決に取り組むために、「仕事
づくりのための産業振興」「定住・移住対策」「少子化対策」
「人口減少社会への対応」の４つを基本目標として掲げ、目標の
達成を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

203 秋田県 秋田県南秋田郡五城目町
五城目町まち・ひと・しごと創
生推進計画

秋田県南秋田郡五城目町の全域

人口減少や少子高齢化の進行により、地域の担い手不足や地域産
業の衰退、地域コミュニティの衰退等、住民生活への影響が懸念
されることから、課題に対応するため、若者世代の町内定着につ
ながるしごとづくりや町外からの移住促進、婚姻数や出生数の改
善に向けて取組むほか、地域コミュニティ活動や日常生活におけ
る地域公共交通の維持にも取組み、社会減に歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



204 秋田県 秋田県南秋田郡井川町
井川町まち・ひと・しごと創生
推進計画

秋田県南秋田郡井川町の全域

本町の人口は、昭和30年の7,763人をピークに減少し、令和２年の
国勢調査では4,566人となり、人口減少と少子高齢化が急速に進ん
でいる。それらの課題解決のため、第２期井川町総合戦略に「地
域の産業仕事づくり」、「安心子育て環境づくり」、「健康で住
みよいまちづくり」の３つの基本目標を掲げて、持続可能なまち
づくりに向けた取組を進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

205 秋田県 秋田県南秋田郡大潟村
大潟村まち・ひと・しごと創生
推進計画

秋田県南秋田郡大潟村の全域

大潟村は、昭和39年に国営八郎潟干拓事業により、日本唯一の干
拓地自治体として発足した。この50年間、多くの困難を乗り越
え、食糧生産基地の使命を果たし、担い手の育成も順調に進み、
緑豊かな近代的な農村へと発展した。しかしながら、近年は人口
減少に歯止めがかかっていない状況にあるほか、少子高齢化がさ
らに進んでいる。大潟村が、わが国の新たな農村のモデルとして
人口3,000人を維持し今後もたゆまず歩み続けるため、４つの基本
目標を定め、持続可能なまちづくりを進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

206 秋田県 秋田県雄勝郡東成瀬村
東成瀬村まち・ひと・しごと創
生推進計画

秋田県雄勝郡東成瀬村の全域

本村では人口減少に加え、少子高齢化社会が著しく進行してお
り、福祉や医療、地域における担い手不足や生産活動の低下、地
方税収の減少、地域コミュニティの衰退等、様々な影響が懸念さ
れており、これら課題に対応するため、人口の社会増につながる
「村への人の流れをつくる」及び自然増につながる「若い世代の
結婚・出産・子育てをかなえる」という２つの重点プロジェクト
のもと各種課題の解決を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

207 山形県 山形県
イノベーション・DXの推進とブ
ランド力の強化による地域産業
の競争力強化計画

山形県の全域

ものづくり産業における創業・事業化支援によるイノベーション
の創出、県内企業の競争力強化に向けたＤＸ推進、新たなデジタ
ル技術を核とした人材育成・ビジネス創出及び県産品のブランド
力を強化する取組みを通して、生産性の向上・県内産業の高付加
価値化を図り、人口が減っても豊かさを実感できる地域社会を実
現することで、10年後、20年後も山形県が存続し、次の世代に引
き継ぐ価値を持つ地域となることを目指す。

地方創生推進タイプ

208 山形県 山形県
プロフェッショナル人材の活用
による地域活性化事業

山形県の全域

本県の生産人口年齢は1980年をピークに減少が続き、今後も減少
し続けていく見込みであり、労働力不足による廃業などから地域
経済の縮小が懸念されている。地方創生のためには、県内の中小
企業が成長戦略を作成して、デジタル化などの時代の流れに対応
しながら新たな市場を開拓し、「しごと」が「ひと」を呼び、
「ひと」が「しごと」を呼び込む好循環を生み出していく必要が
ある。そのため、地域企業の企業力を高めるプロフェッショナル
人材のマッチング支援を行い、本県への労働人口の還流を促進し
ながら、地域経済の維持を図る。

地方創生推進タイプ

209 山形県 山形県 ものづくり山形活性化計画 山形県の全域

山形県には、東北有数のものづくり基盤技術が蓄積されている
が、グローバル化により激化する地域間競争に打ち勝ち、更なる
発展を目指すため、これまでに育成してきた先導的な技術やもの
づくり基盤力を活かしつつ、①多様な連携等による高付加価値も
のづくりの推進、②開発力や優れた技術を有する企業の戦略的な
誘致、③ものづくりを支える技術の高度化、次代を担う産業人材
の育成に取り組み、「ものづくり山形」の活性化を図る。

地域再生支援利子補給金

210 山形県 山形県山形市
山形市ならではの文化のアップ
デートによる地域経済活性化計
画

山形県山形市の全域

ユネスコに評価された山形市ならではの多彩な文化を有する強み
を活かして、文化から新たな価値を生み出す流れを促進し、付加
価値の高い多様な産業の集積を図ることで、若者等にとって魅力
ある労働・生活環境を創出し、人口の増加につなげ、都市の持続
可能性を高めることを目指す。文化と産業の基盤を強化する事業
に取り組むとともに、文化を価値に変換する実践や生み出された
価値の周知の場を創出する。また一連の取組の発信により、文化
を価値に変換することの有効性を市民に共有し、価値に変換する
取組の更なる促進を図る。

地方創生推進タイプ

211 山形県 山形県山形市
歩いて、住んで、幸せになるま
ち「YAMAGATA」魅力アップ事業

山形県山形市の全域

本事業は、中心市街地に「遊び(楽しみ)」を創出して街なかの回
遊性を高めるとともに、観光地「蔵王」「山寺」との回遊性も高
めることにより山形市全体としての魅力を向上させ、観光客の増
加による地域経済の活性化を図り、交流人口・関係人口の増加を
目指すものである。そのために必要な以下の事業を複合的に行
う。
１．「花小路エリア」リノベーション事業
２．「共創ラボ」による社会イノベーション事業
３．プレイベント及び回遊型イベント事業
４．国内外に向けた情報発信・プロモーション
５．ビッグデータ分析

地方創生推進タイプ

212 山形県 山形県米沢市
米沢市版ＤＭＯを中心とした観
光地域づくり計画

山形県米沢市の全域

本地域の「稼ぐ力」を引き出すとともに、観光地経営の視点に
立った観光地づくりの司令塔としてＤＭＯを設立する本事業にお
いて、観光コンベンション協会、商工会議所、市内の多様な事業
所、行政及びプラットヨネザワ株式会社などが参画する「米沢観
光推進機構」における観光振興に関する方針や将来像の共有によ
り、各産業が連携した地域素材の磨き上げと商品化、継続的な
マーケティング調査、一元的な情報発信・プロモーションを推進
し、稼ぐ、稼げる地域づくりを目指していく。

地方創生推進タイプ

213 山形県 山形県米沢市
持続可能な繊維関連産業の創出
を目指す米沢ファッションベー
スキャンププロジェクト

山形県米沢市の全域

本事業は、伝統的な繊維関連産業の再生・活性化を目的にサステ
ナブルファッションの推進により、産業の高付加価値化を図るも
のである。
高品質な製品開発、トレーサビリティ認証に向けた取組、環境配
慮や人権遵守も含めたサステナビリティの推進により、需要獲得
のために海外市場を念頭においた国際的な販路開拓等を実施して
いくことで、本市産業の底上げを図り、『 高付加価値化による持
続可能なものづくり産業の実現 』につなげる。

地方創生推進タイプ

214 山形県 山形県米沢市
米沢市まち・ひと・しごと創生
推進計画

山形県米沢市の全域

人口減少に歯止めをかけるため，「地域産業に活力があり、市民
が安定して働き続けることができる「しごと」の創出する」、
「市外からの流入や交流・つながりを通じて、米沢市に多くの
「ひと」を呼び込む」、「若い世代が安心して結婚、出産できる
環境をつくり、未来を担う「ひと」を育む」及び「住み続けたい
と思える、魅力的で持続可能な「まち」づくりを推進する」の4つ
の基本目標に関する施策を推進し、まち・ひと・しごとの好循環
を生み出す地方創生の取組をより一層加速させていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

215 山形県 山形県鶴岡市
ふるさとの魅力を高めひとが集
う快適な鶴岡市のまちづくり計
画

山形県鶴岡市の全域

鶴岡市は、広大な市域に多様な生活圏が散在する地理的条件のた
め汚水処理施設の普及に地域格差があり、整備が遅れている中山
間地等においては、人口減少や少子高齢化の進行が顕著となって
いる。このため、若者の地元定着等に結び付く充実した生活環境
を確保する観点から、地理条件に即して公共下水道及び浄化槽を
一体的に整備することで、住環境の改善や観光資源である庄内浜
の水質保全を図るとともに、産業施策や定住支援などを積極的に
展開し、当該地域への定着や関係・交流人口の拡大による地域振
興を目指すものである。

地方創生汚水処理施設整備推進
交付金



216 山形県 山形県酒田市
第２期酒田市まち・ひと・しご
と創生推進計画

山形県酒田市の全域

酒田市総合計画【後期計画】に位置付けた「未来を担う人材が豊
富な酒田事業」、「地域経済が活性化し、「働きたい」がかなう
酒田事業」、「ファンが多く、移住者・定住者・観光客が増加す
る酒田事業」、「暮らしと生きがいを共に創り、お互いが支え合
う酒田事業」、「地域のつながりと安全・安心にあふれた暮らし
やすい酒田事業」、「都市機能が強化され、賑わう酒田事業」、
「健全な行政経営を推進する酒田事業」の展開により、人口の社
会減少、自然減少の抑制を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

217 山形県 山形県新庄市
第２期新庄市まち・ひと・しご
と創生推進計画

山形県新庄市の全域

雇用の創出により若年層の転出を抑制するとともに、地域の情報
や魅力を効果的に発信し、人の流れをつくる。また、安心して子
どもを生み、育てられ、次代を担う子どもたちが地域に愛着を持
ち健やかに成長できる環境を整備することで、出生数の増加を目
指す。
　雪対策や健康で充実した生活を送ることができる仕組みづくり
を進め、誰もが元気に暮らすことのできるまちづくりを進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

218 山形県 山形県寒河江市
寒河江市まち・ひと・しごと創
生推進計画

山形県寒河江市の全域

行政サービスや市民生活を支える公共インフラの整備などの各政
策の実現のために、５つの基本目標を掲げている。①「子どもが
すくすく育つまち」は、子育てや教育に関する政策、②「活力と
交流を創成するまち」は、産業や居住環境などに関する政策、③
「元気に安心して暮らせるまち」は、福祉や安全安心に関する政
策、④「一人ひとりが力を発揮するまち」は、地域づくりや男女
共同参画などの政策、⑤「便利で快適に生活できるまち」は、都
市基盤や環境などの政策となっている。以上、５つの目標達成に
向け、着実な推進を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

219 山形県 山形県村山市
中心市街地のにぎわい創造とし
ごと創出事業

山形県村山市の全域

総合戦略の基本目標に「あらゆる資源を生かして“しごと”を創
出しよう」「訪れたい、住みたい、帰りたい“ひと”を増やそ
う」を掲げている。しかし、中心市街地は空き店舗が目立ち、若
年層を中心に県外の転出が多く人口は年々減少している。若年層
が住みたいと思えるような仕事環境を整えるために、空き店舗へ
の新規起業者の利活用と、市内企業の販路開拓、受注拡大に取り
組むことで、新たな仕事の創出と、魅力ある企業づくりを支援
し、新しい雇用を生み出す。

地方創生推進タイプ

220 山形県 山形県長井市
いつまでも便利に安心して暮ら
せる「スマートシティ長井」実
現計画

山形県長井市の全域

長井市で取り組んでいる、中心市街地活性化基本計画や立地適正
化計画に基づく都市機能の再構築に合わせて、あらゆる生活分野
で未来技術を活用し、人手の不足を補いつつ、生活に必要な機能
やサービスの利便性を飛躍的に高める「スマートシティ」の実現
に取り組み、「子育て世代も高齢者も、いつまでも便利に安心し
て暮らせるまち」を目指す。

地方創生推進タイプ

221 山形県 山形県天童市
天童市まち・ひと・しごと創生
推進計画

山形県天童市の全域

天童市において、今後の人口減少を緩やかな状況にして、地域活
力や産業を維持していくため、４つの基本目標を立てて人口の維
持に取り組む。具体的には、『まち』の魅力を高め、新たな『ひ
と』を呼び込み、結婚や子育ての希望の叶う『みらい』をつく
り、魅力ある、経済活性化する『しごと』をつくるという計画で
ある。そのため、まち・ひと・しごと創生寄附活用事業に関連す
る寄附を行った法人に対する特例を活用し、パートナーとなる法
人とともに人口減少への課題に対峙していく計画である。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

222 山形県 山形県東根市
東根市まち・ひと・しごと創生
推進計画

山形県東根市の全域

将来の人口減少克服、及び地方創生を推進するため、「ひとが集
う、安心して暮らすことができる魅力的なひがしねをつくる」、
「つながりを築き新しいひとの流れをつくる」、「結婚・出産・
子育ての希望をかなえ、教育によるひとづくりを推進する」、
「稼ぐひがしねをつくるとともに、安心して働けるようにする」
の４つの基本目標に関する施策に取り組み、本市の都市像である
「豊かな環境　みんなが選ぶ　住みよいまち」の実現を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

223 山形県 山形県尾花沢市
山形県尾花沢市　まち・ひと・
しごと創生推進計画

山形県尾花沢市の全域

人口減少スピードを緩やかにするために、「定住促進」、「移住
促進」、「子育て応援」、「健康寿命延伸」を基本目標に掲げ、
「生産年齢人口」、「移住世帯数」、「年少人口割合」、「健康
寿命」の数値目標（KPI）を設定し、各種施策を推進していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

224 山形県 山形県南陽市
若者から百歳まで全世代が活躍
できる健幸まちづくり事業

山形県南陽市の全域

南陽市の課題である、健康無関心層へのアプローチ方策、ヘルス
リテラシーの向上策の具体化、高齢化による地域活力の低下、孤
立・孤独に対する交流促進策の課題解決が必要となる。この課題
解決にむけて、インセンティブ施策と健幸まちづくり施策をパッ
ケージ化させた大規模ポピュレーションアプローチを実施する。
工夫しながら施策を展開し、共有化することで、ＰＤＣＡサイク
ルのスピードを速め、３年後には住民全体のWell―beingを高め、
健康寿命を延伸させ、都市部・地方部の地域活性化の成功モデル
を目指す。

地方創生推進タイプ

225 山形県 山形県東村山郡中山町
中山町まち・ひと・しごと創生
推進計画

山形県東村山郡中山町の全域

当町の人口減少の抑制と交流・関係人口の増加に向けて、「なか
やまの資源や立地条件を活かした総業支援と雇用の創出」、「な
かやまへ住もう・帰ろう・住み続けようの流れを創出」、「なか
やまの若い世代の結婚・出産・子育ての希望を実現」、「なかや
まの安心・安全・健幸な暮らしと広域連携によるまちづくりの実
現」の４つを基本目標とし、その達成を図るもの。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

226 山形県 山形県西村山郡河北町
河北町まち・ひと・しごと創生
推進計画

山形県西村山郡河北町の全域

本町の人口減少は、出生率の低下による少子化と若者の町外流出
により加速しており、地域経済の成長や行財政基盤の弱体化、地
域コミュニティの機能の低下などが懸念されている。今後も本町
が持続的に発展していくため、雇用の場の確保や子育て支援の促
進など「社会減少ペースの緩和」及び「出生数の増加」に向けた
取組みを継続的に進め、出生数の回復や若年層の地元回帰を図
る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

227 山形県 山形県西川町

交流・関係人口拡大からの移
住・移転の推進事業～子育て世
代に移住先として選ばれる地域
を目指して全力伴走!!～

山形県西川町の全域

地方創生事業により「首都圏から西川町への人の流れ」をより大
きなものにし、さらなる交流・関係人口の創出拡大を図る。とく
に、若い世代や子育て世帯の関係人口の創出に注力し、子どもの
保育園留学や小中学生の農村体験・サテライトスクール、保護者
のテレワークなど、ＩＣＴ技術を用いた「暮らし体験」を通し
て、移住（二地域居住）の可能性拡大を図り、生産年齢人口の維
持➡増加を目指す。また、移転者の移転後の受入として、地域内
での仕事創出、住宅や土地の斡旋仲介など伴走支援体制の構築を
進める。

地方創生推進タイプ



228 山形県 山形県西村山郡西川町
第２期西川町まち・ひと・しご
と創生推進計画

山形県西村山郡西川町の全域

まち・ひと・しごと創生総合戦略にある将来像「８年以内に生産
年齢人口増加に向けて、できるだけ早く町民と多様な取組におい
て協働し、町外の方から共感を持っていただける町となる」に達
するため、西川ファンの拡大を通じて、①西川町の仕事をつく
り、仕事を生み出し、②人の流れをつくり、③出産・子育て・教
育の希望をかなえ、④魅力的な西川町をつくる、デジタル田園都
市の実現に向けて全力を尽くす。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

229 山形県 山形県朝日町
観光交流３施設機能強化による
「町まるごと観光地化」事業

山形県朝日町の全域

観光交流の拠点である「朝日自然観」、「りんご温泉」、「道の
駅あさひまち」の３施設の運営会社を一つに統合し、観光機能強
化による「町まるごと観光地化」を目指す事業。統合により、施
設間連携と町全体の誘客力強化や、人材の流動化による効率的な
運営を図る他、町内資源を活かした体験型コンテンツを開発し、
地域活性化と稼げる観光を目指す。地域資源を活用したふるさと
納税業務や特産品の開発・販路拡大、着地型観光の実践、インバ
ウンドの推進等に一括して取り組み、地域商社的機能を持った組
織として地域の活性化へ貢献していく。

地方創生推進タイプ

230 山形県 山形県朝日町

観光交流拠点施設「朝日自然観
コテージ村」再整備による高付
加価値化の創出と持続可能な滞
在型観光推進事業

山形県朝日町の全域

当町はりんごをはじめとした豊富な農産物や温泉、スキー場など
の観光資源を有しているが、観光と宿泊が結びついておらず通過
型・立寄型にとどまっている。そのため朝日自然観のコテージを
再整備することで宿泊面を強化し、食等の地域資源を有機的に結
び付け、道の駅や温泉等の観光施設と連携した滞在型観光を実現
させていく。「非日常を体験できるコテージがある町」として新
たなイメージ戦略に取り組み、新規ファンの獲得や、関係人口・
交流人口の創出を図るとともに、稼げる観光を実現し、若い世代
が活躍することができる町を目指す。

地方創生拠点整備タイプ

231 山形県 山形県北村山郡大石田町
大石田町まち・ひと・しごと創
生推進計画

山形県北村山郡大石田町の全域

今後も人口減少や少子高齢化が進むことで、地域における担い手
不足やそれに伴う地域産業の衰退、さらには地域コミュニティの
衰退など、住民生活への様々な影響が懸念される。これらの課題
に対応するため、住民の結婚・妊娠・子育ての希望の実現を図
り、自然増につなげていく。また、移住を促進するとともに、安
定した雇用の創出や地域を守り活性化するまちづくり等を通じ
て、社会減に歯止めをかける。これらに取り組むにあたっては、
創生総合戦略に掲げている共通概念「三本の櫂」に準じ、４つの
基本目標により達成を図るものである。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

232 山形県 山形県最上郡金山町
山形県金山町まち・ひと・しご
と創生推進計画

山形県最上郡金山町の全域

本町の人口は、1950年の10,299人をピークに2023年には4,857人ま
で落ち込み、社人研推計では2040年には総人口が3,132人にまで減
少する見込みである。今後も人口減少や少子高齢化が進むことで
住民生活への様々な影響が懸念される。これらの課題に対応する
ため、町民の結婚・妊娠・出産・子育ての希望の実現を図り、自
然増につなげる。また、移住を促進するとともに、安定した雇用
の創出や地域を守り、活性化するまちづくり等を通じて、社会減
に歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

233 山形県 山形県最上郡最上町
最上町まち・ひと・しごと創生
推進計画

山形県最上郡最上町の全域

第２期最上町まち・ひと・しごと創生総合戦略に掲げる４つの基
本目標「最上町のあらゆる地域資源を利用した、農観商工連携に
よる魅力あふれた地域産業を創出し雇用増進を図りながら人口減
少を緩やかにする」、「地域資源、人材を活用した魅力あふれる
交流・定住の促進」、「最上町で結婚・出産・子育てすることに
安心を感じる「子育て王国」を目指す」、「県・市町村との連携
により町の活力を助長し、自治協働のまちづくりの推進を図る」
を達成し、人口減少や少子高齢化の抑制と、住民と行政による協
働のまちづくりを進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

234 山形県 山形県最上郡真室川町
真室川町まち・ひと・しごと創
生推進計画

山形県最上郡真室川町の全域

第２期真室川町まち・ひと・しごと創生総合戦略に掲げる5つの基
本目標「真室川の資源を活かした「しごと」の創出」、「次世代
を担う子どもたちを育み子育ての希望をかなえる暮らしの創
出」、「安全・安心な暮らしの創出」、「「住みたい・帰りた
い・訪ねたい」ふるさとの創出」「住む人の個性が発揮される地
域づくりの支援」を達成し、人口減少を抑制し、社会減に歯止め
をかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

235 山形県 山形県最上郡鮭川村
鮭川村まち・ひと・しごと創生
推進計画

山形県最上郡鮭川村の全域

村の人口減少に起因する課題を解決するため、「人材」、「イノ
ベーション」、「村内外の活力」を推進力とし、村の特性や資源
を最大限活用し、村民の暮らしの質や地域社会・産業経済の活力
など村の総合力を高めていく。そのため、以下を本基本目標とし
て掲げ取り組んでいく。「１未来につながる教育・文化の振興と
協働の推進」、「２美しく強靭な村土の形成」、「３新たな価
値・雇用を生み出す産業の振興と移住･定住の推進」、「４多世代
が心地よく暮らせる福祉と健康づくりの推進」。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

236 山形県 山形県最上郡戸沢村
戸沢村まち・ひと・しごと創生
推進計画

山形県最上郡戸沢村の全域

人口の減少対策として、村民の暮らしを守り、先人たちの英知と
努力による歴史文化を後世に伝え、有形無形の地域資源を次代に
継承し、新しい働き方や生活様式の浸透等の社会潮流も取り入
れ、人口減少対策を展開する。これらを達成するため戦略として
基本目標の達成を図る。そのために、経済基盤の強靱化と良好な
定住環境を形成し、生産年齢人口の転出抑制と転入増加を図る。
交流を通じた関係人口の増加や、子育て世代の移住可能性を高
め、出生数の増加を図る。健康で活躍できる環境と、健康寿命の
延伸と転出抑制を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

237 山形県 山形県東置賜郡川西町
川西町まち・ひと・しごと創生
推進計画

山形県東置賜郡川西町の全域

「メディカルタウン整備促進」「地域経済活性化」「移住・定
住・交流促進」「男女共同参画推進」「町民総活躍」「安心して
暮らせるまちづくり」を第２期川西町まち・ひと・しごと創生総
合戦略の基本目標に位置づけ、若い世代の就労、結婚、子育ての
希望の実現、誰もが安心して生活し、活躍できるまちづくりを進
めていくことで、人口流出に歯止めをかけ、人口減少克服、地方
創生を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

238 山形県 山形県西置賜郡小国町 白い森おぐに未来創生推進計画 山形県西置賜郡小国町の全域

本町の地域創生総合戦略で掲げる基本理念である白い森まるごと
ブランド構想を軸として、ずっと住み続けたいまち、選んでもら
えるまちを創っていくための指針である「白い森の国を担う
『人』づくり」「白い森の魅力を磨く『環境』づくり」「白い森
を舞台とする活き活きとした『暮らし』づくり」「持続可能な行
財政運営」を推進して、人口減少や少子高齢化等による多様な課
題を解決し、本町の目指すべき姿「自然を愉しみ　みんながわく
わくする　白い森の国おぐに」を実現するために取り組んでいき
ます。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

239 山形県 山形県西置賜郡飯豊町
田園の息吹が暮らしを豊かにす
るまち「いいで」

山形県西置賜郡飯豊町の全域

失ったら二度と取り戻せない農山村の景観と文化を守り、先代か
ら受け継いだ世襲財産を継承し、次世代の若者たちが働き、暮ら
していくことにより、自立した町を目指す。そこで、飯豊町の将
来を担う子どもたちのために、人材を育成する「人をはぐくむ
種」、住民が笑顔で暮らす「世代をつなぐ種」、人の流れをつく
る「縁をつむぐ種」、持続可能な農山村を構築する「郷土をたが
やす種」、経済的自立を目指す「可能性をひらく種」の５つの種
をまく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



240 山形県 山形県東田川郡庄内町
山形県東田川郡庄内町まち・ひ
と・しごと創生推進計画

山形県東田川郡庄内町の全域
雇用の創出、定住の促進などによって人口減少に歯止めをかけ、
人や地域、まちが元気になる魅力的な地域づくりの実現を目指
す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

241 福島県 福島県
福島県産医療機器ステップアッ
プ支援事業

福島県の全域

福島県内医療機器等メーカーによる新たな医療機器等開発案件が
創出されるとともに、開発した製品の販売が促進されることによ
り、医療機器生産額及び部品など出荷金額を増加させることで、
「医療関連機器産業を軸とした活力ある経済活動が持続するま
ち」を目指す。

地方創生推進タイプ

242 福島県 福島県
デジタルを核とした新たな県産
品販路拡大プロジェクト

福島県の全域
デジタルをフックとしたマーケティングにより、地方における交
流人口の拡大及び県産品の販路拡大を図る。

地方創生推進タイプ

243 福島県 福島県
福島発産学官連携による脱炭素
社会推進事業

福島県の全域

2050年カーボンニュートラルの実現と連動した本県ならではの環
境と経済の好循環の形成に向け、カーボンニュートラル関連産業
の育成・集積につながる人材育成や県内企業の脱炭素化に向けた
取り組みを後押しすることにより、本県経済の持続的な成長と新
たな産業・雇用の創出を図ることを目指す。

地方創生推進タイプ

244 福島県 福島県
福島県次世代航空モビリティ・
宇宙産業集積推進事業

福島県の全域

本事業による航空宇宙産業の活性化を通じ、本県の持つ優位性を
最大限に発揮して、今後、社会実装が進み急速に市場が拡大する
と予測されている次世代航空モビリティ分野については、新たに
コーディネーターの設置、サプライチェーン構築などに取り組
み、また、民間取引の拡大基調に移行した宇宙分野については、
新たに産学連携の研究開発などに取り組むことで、県内企業の経
済活動を活性化させるとともに、新たな企業の誘致を呼び込むな
ど、魅力的で安定した仕事が数多く生み出されることを目指す。

地方創生推進タイプ

245 福島県 福島県
福島県プロフェッショナル人材
戦略拠点事業（第3期）

福島県の全域

全国的な課題であり、当県においても深刻な中小企業の人材不
足、販路拡大、経営強化、事業承継等の課題解決のために、これ
まで実施してきたプロフェッショナル人材の確保の取組を発展・
拡充するとともに、兼業・副業を希望するプロフェッショナル人
材、デジタル技術に知見を有するプロフェッショナル人材の確保
にも積極的に取り組む。

地方創生推進タイプ

246 福島県 福島県
福島県地方活力向上地域特定業
務施設整備促進プロジェクト

福島県の全域

東日本大震災及び原子力災害により福島県は大きな打撃を受けて
おり、本県産業の復興・再生は非常に重要な課題となっている。
よって、震災からの復興と新たな時代を担う産業の創出による
「新生ふくしま」の実現を目標とし、「連携」と「挑戦」による
新たな価値の創造に取り組んでいる。こうした中、安定した良質
な雇用の創出を通じて、地方への新たな人の流れを生み出すこと
を目指し、地方活力向上地域において特定業施設等を整備する事
業を地域再生計画に位置づけることにより、地域の活性化を図
り、本県の復興・再生に寄与する。

地方における本社機能の拠点の
強化を行う事業者に対する特例

247 福島県

福島県、福島県福島市、福島県
白河市、福島県須賀川市、福島
県二本松市、福島県郡山市、福
島県柳津町

農業で人と人をつなぎ人を呼び
込むふくしま活性化プロジェク
ト

福島県の全域

若い世代の地方志向の高まりやコロナ対応等による働き方改革の
進展により、移住定住に興味を持っている層に、福島への移住と
農業という仕事を併せて推進することで、新たな就農希望者を掘
り起こすとともに、農業ばかりでなく、生活も含め地域に根差し
て安心して暮らせる支援を行い、更なる新規就農者を確保し、担
い手を育成する。

地方創生推進タイプ

248 福島県

福島県、福島県福島市、福島県
郡山市、福島県いわき市、福島
県白河市、福島県須賀川市、福
島県喜多方市

スポーツによるふくしま地域活
性化プロジェクト

福島県の全域

「スポーツ」というあらゆる人の共通事項となり得る「ツール」
を用いて、県民相互の交流を促進し、高齢者や傷がいのある人も
含めた多様な人々が交流・活躍できる機会を創出することで、全
ての県民がいきいきと活躍できる社会を形成するとともに、ス
ポーツ戦観客を広く呼び込む取組や合宿等の誘致を図ることによ
り県外からの交流人口を拡大させるなど、スポーツが持つ力によ
り地域全体の活性化を実現する。

地方創生推進タイプ

249 福島県 福島県、福島県会津若松市
地域課題解決プロジェクト創出
事業

福島県の全域

本県に山積みしている困難かつ様々な地域課題に対し、本県に想
い・関心を寄せる多種多様な人材の活力の呼び込み、連携・共存
による県内で自分らしい働き方の発見や新規性・成長性のある事
業者としての成長、地元企業や地域と連携することによる困難か
つ様々な地域課題の解決、新たな価値の創出に取り組むことによ
り、県内に様々な波及効果が生まれ、まち、ひと、しごとの好循
環が生まれることで、ふくしまならではの魅力ある地方創生モデ
ルが実現できる。

地方創生推進タイプ

250 福島県
福島県、福島県石川町、福島県
西会津町、福島県会津若松市、
福島県須賀川市

「ふくしまの宝」をつないで稼
ぐプロジェクト

福島県の全域

本県の多様な風土により育まれた豊かな自然や文化など、地域の
特色を生かし、農産物→食料品製造業→卸売・小売・飲食・宿泊
と地域全体をつなぐことで、付加価値の創造と地域内消費連鎖に
よって稼ぐ力を向上させ、「ふくしまの宝」による地域経済の活
性化を目指す。

地方創生推進タイプ

251 福島県
福島県、福島県会津若松市、福
島県白河市

ビジネスから人の流れにつなげ
るふくしま共創プロジェクト

福島県の全域

会津の「スマートシティ・スーパーシティ」など、全国的に見て
も多種多様かつ、先進的・チャレンジングな取り組みを行う本県
において、県主導の下、会津若松市の先行事例をモデルケースと
して他地域・県内地域に拡大・展開させる。その第一歩として、
地の利・交通利便性に優れる白河市への展開を図る。さらに、地
域内・地域間の人流やその属性、政策・事業の展開に伴う人流の
動態変化等について、把握・分析し、ニューノーマルに即したま
ちづくりと地域ニーズ・課題の発掘や新規プロジェクトの企画立
案等につなげていく。

地方創生推進タイプ



252 福島県 福島県、福島県白河市
デジタル技術を活用したものづ
くり企業の働き方改革支援事業

福島県の全域
本県の主要産業である製造業（ものづくり企業）の担い手となる
若年層及び女性が働きたいと思える働き方改革に向けた企業側の
職場環境改善に必要な支援等を一括的、包括的に実施する。

地方創生推進タイプ

253 福島県
福島県、福島県須賀川市、福島
県天栄村、福島県伊達市

転職なきふくしまぐらし。推進
プロジェクト

福島県の全域

本県独自のテレワーク環境の魅力発信とともに、本件でのテレ
ワークや暮らしの体験機会の提供、地域課題解決の取組を通じた
継続的な関係性の構築、テレワーク導入企業の県内への拠点整備
（機能移転）等を支援し、「転職なき移住」を推進する。

地方創生推進タイプ

254 福島県 福島県、福島県塙町
中山間地域からはじめる地域の
魅力向上プロジェクト

福島県の全域
中山間地域等の維持と活性化を目的に、衰退が懸念される地域の
維持・活性化、基幹産業である農業の稼ぐ力の向上の２つの視点
で事業に取り組む。

地方創生推進タイプ

255 福島県
福島県及び福島県東白川郡鮫川
村

「道」から未来を切り拓く里山
イノベーション計画

福島県東白川郡鮫川村の全域

本計画区域には、本村を代表する観光地「鹿角平観光牧場」があ
る。本村の源流の里山環境は、下流域の生活や各種産業といった
あらゆる活動の資源であり、水源涵養や国土保全、生物多様性の
保全等を発揮するための森林整備が重要となっている。観光拠点
や木材搬出経路などをつなぐ地域間ネットワーク網の一役を担う
村道と林道及びサイクリングロードの整備を一体的に行うこと
で、移動時の安全の確保を図ることで、観光入込客数やレンタサ
イクルの利用者、農産物や木材搬出量の増加などを図り、地域の
活性化強いては経済効果向上を図る。

地方創生道整備推進交付金

256 福島県 福島市
福島市新企業版ふるさと納税推
進計画

福島市の全域

福島市の人口は、福島市総合戦略を策定した2015年10月１日時点
の294,247人から2020年10月１日時点で285,196人となっており、
５年間で9,051人減少し、人口減少に歯止めがかかっていない。人
口減少対策と地域の活性化に向けた取り組みをより一層推進する
ため、本市の目指すべき将来のまちの姿を「人・まち・自然が奏
でるハーモニー　未来協奏（共創）都市　～世界にエールを送る
まち　ふくしま～」と定め、６つの基本目標（基本方針）に沿っ
て各種事業に取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

257 福島県 福島県会津若松市
会津若松市まち・ひと・しごと
創生推進計画

福島県会津若松市の全域

本市では、2013年から「スマートシティ会津若松」を掲げ、様々
な分野で情報通信技術（ICT）や環境技術、デジタル技術などを活
用する取組を全国に先駆けて推進してきた。こうした取組は、地
方創生の目的である“人口減少や少子化に歯止めをかけ、地域に
働く場を創出していく”、ということと一体であり、「スマート
シティ会津若松」と「地方創生」が連動して、将来の持続可能な
まち・魅力的なまち、すなわち「暮らし続けたいまち」の実現に
向けて取り組んでいく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

258 福島県 福島県いわき市 いわき創生推進計画 福島県いわき市の全域
今後20年先、40年先もいわき市が「魅力と活力にあふれたまち」
であり、「市民がいきいきと幸せに暮らせるまち」であり続ける
ために、いわき創生に向けた取組みを進めていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

259 福島県 福島県須賀川市
須賀川市デジタル田園都市構想
推進計画

福島県須賀川市の全域

人口減少の克服に向けて、自然動態とともに、社会動態の増加対
策に取り組み、2032年に７万人の人口維持を目指すために、住ん
でいる人が住み続け、本市がこれからもあらゆる人に選ばれるま
ちとなるよう、市民をはじめ、地域、事業者、行政、そして本市
に関わるすべての人が支えあいながら協働して、「産業力の強化
と雇用の創出」、「すかがわの宝を活用した交流の推進」、「安
心して産み育てられる環境の充実」及び「生き生きと暮らせる魅
力的な地域の形成」に取り組み、「共につくる 住み続けたいまち 
すかがわ」の実現を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

260 福島県 福島県二本松市
企業版ふるさと納税活用二本松
市復興創生応援事業

福島県二本松市の全域

将来にわたって二本松市を持続していくために、「しごと」が
「ひと」を呼び、「ひと」が「しごと」を呼び込む好循環を確立
し、地元から東京圏への人口流出を抑制し、東京圏から地元へ人
の流れを作り出すことによって人口減少の解消を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

261 福島県 福島県田村市
桜を起点としたデジタル誘客・
消費喚起事業

福島県田村市の全域

本市では、東日本大震災・原発事故の影響により、市内の一部地
域が警戒区域に設定されるなど、多くの住民の避難を余儀なくさ
れ、風評被害も相まって観光客数は大幅に落ち込んだ。これによ
り、かつては観光の町として栄えた地域も市民の観光への期待値
も下がってしまい観光受入における、おもてなしのマインドも薄
れていった。これらを踏まえ、市民参加型の観光誘客を図り官民
協働で創り上げる新たな観光へシフトしていくことで、インバウ
ンドも含めた域外からの誘客による消費喚起を実現し、かつての
観光の町を取り戻していく。

地方創生推進タイプ

262 福島県 福島県本宮市
本宮市企業版ふるさと納税推進
計画

福島県本宮市の全域

人口減少を克服していくため、市民の結婚・妊娠・出産・子育て
の希望の実現等の自然増対策を進めていく必要がある。また、移
住を促進するとともに、安定した雇用の創出や地域を守り活性化
するまちづくり等の社会増対策にも取り組み、2028年に28,961人
まで減少すると見込まれる人口を、同時点で30,000人以上へ維持
するとともに、将来にわたり将来人口推計を上回るよう上昇を目
指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

263 福島県 福島県伊達郡川俣町
第２次川俣町まち・ひと・しご
と創生推進計画

福島県伊達郡川俣町の全域

本町の人口は、1950年の27,182人をピークに減少しており、本町
独自の推計によると、2040年には8,332人となるものと推測されて
いる。これらの課題に対応するために、本計画において、６つの
基本目標を掲げ、目標人口を2040年に9,000人程度に維持すること
を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



264 福島県 福島県安達郡大玉村
大玉村まち・ひと・しごと創生
推進計画

福島県安達郡大玉村の全域

本村の人口は、1985年から2020年まで増加を続けてきたが、将来
的には人口減少に転じるものと推計されている。本村では、むら
づくりの基本理念の一つとして「人が定住する活力ある村」を掲
げている。「人は活力の源」であり、子育て支援や定住人口増加
策等を推進することで、今後10年間は現在の人口を微増により維
持することを目標とし、次の事業に取り組む。
・大玉村に根付づき、世界とつながる産業の復興・創生事業
・みんなで支える安心生活の復興・創生事業
・夢を育てる結婚・出産・子育て・教育の復興・創生事業

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

265 福島県 福島県岩瀬郡鏡石町
鏡石町まち・ひと・しごと創生
推進計画

福島県岩瀬郡鏡石町の全域

鏡石町まち・ひと・しごと創生推進計画は、町民の結婚・妊娠・
出産・子育ての希望の実現を図り、人口の自然増につなげ、移住
を促進するとともに、安定した雇用の創出や地域を守り活性化す
るまちづくり等を通じて、社会減に歯止めをかけるため、目標を
掲げ事業の推進に努める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

266 福島県 福島県南会津郡只見町
企業版只見町まち・ひと・しご
と創生推進計画

福島県南会津郡只見町の全域

只見町の人口減少の克服と地方創生を実現するため、「魅力的で
安定した仕事をつくる」「新しい人の流れをつくる」「若い世代
の希望をかなえる社会をつくる」「暮らしの豊かさを実感できる
地域をつくる」の４つの基本目標に掲げ事業を推進していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

267 福島県 福島県耶麻郡磐梯町
磐梯町まち・ひと・しごと創生
推進計画

福島県耶麻郡磐梯町の全域

人口減少・少子高齢化等人口が増減しようとも、町が掲げる「自
分たちの子や孫たちが暮らし続けたい魅力あるまちづくり」を目
指す。このため、移住・定住の前段にある交流・関係人口をデジ
タル変革の手法も活用しながら、拡充し、結果的に移住・定住に
繋がる流れを創造する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

268 福島県 福島県河沼郡柳津町
柳津町まち・ひと・しごと創生
推進計画

福島県河沼郡柳津町の全域

本町では、人口減少や少子高齢化が進んでいくことにより、働き
手の減少や産業分野の担い手及び後継者不足による地域経済の縮
小や税収の減少、高齢化による医療や福祉をはじめとする社会保
障費の増大、地域コミュニティの衰退や活力の低下など様々な分
野に影響を及ばします。これらの地域課題を解決するため、横断
的な目標として「新しい時代の流れを力にする持続可能なまちづ
くり」と設定し、４つの基本目標により地方創生を推進します。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

269 福島県 福島県西白河郡西郷村
西郷村まち・ひと・しごと創生
推進計画

福島県西白河郡西郷村の全域

今後確実に迎える人口減少に伴う諸課題に対応するため、結婚、
妊娠、出産、子育ての環境を充実させ、子どもを産み育てやすい
村を目指す。また、新たなひとの流れを作り、移住・定住を促進
するとともに、安定した雇用の創出のため村内へ就業される方に
対する支援等により労働力の確保を図る。
また、防災・減災対策を進め村民の安全・安心な暮らしを守り魅
力あるふるさとづくりを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

270 福島県 福島県塙町

「塙町特産品」を活用したFOODY
（食を目当てに旅行する富裕
層）をベースとした広報・マー
ケティングによる来町者数増・
地域経済活性化計画

福島県塙町の全域

生産年齢人口の転入（移住）を増やすと同時に転出に歯止めをか
けるため、認知度の向上及び生産年齢人口が従事可能な仕事の創
出を目指す。移住のきっかけとして、塙町の認知度を向上させる
ため、里山産品（地力による恵み）を提供することにより、塙町
往訪につながることを目指す。また、塙町往訪者の増加による観
光客数増加と観光消費額増加の効果によって地域産業を活性化す
ることで、生産年齢人口の働く場を創出するとともに、地域住民
の満足度を向上し、人口減を抑制することを目指す。

地方創生推進タイプ

271 福島県 福島県東白川郡塙町
塙町まち・ひと・しごと創生推
進計画

福島県東白川郡塙町の全域

第2期塙町人口ビジョン及び地方版総合戦略に掲げた4つの基本目
標（安定した雇用を創出する・塙町への人の流れをつくる・子育
てしやすい環境をつくる・互いが支えあい、安心して暮らせるま
ちをつくる）を達成し、町で暮らす人が、町の暮らしを楽しみ、
将来に「希望」を持てるよう、地域の価値を高めるための具体的
な取り組みを行う。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

272 福島県 福島県石川郡石川町
石川町企業版ふるさと納税推進
計画

福島県石川郡石川町の全域

企業版ふるさと納税を活用することで、第2期石川町まち・ひと・
しごと創生総合戦略で掲げる、４つの基本目標「子育てや教育の
希望をかなえ幸せを実現する」「地域資源を活かし魅力ある産業
と雇用を振興する」「いしかわとつながり新しいひとの流れをつ
くる」「ひとが集い、いきいきとした地域社会を共に創る」の実
現により、本町における人口減少と地域経済縮小の克服を目指
す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

273 福島県 福島県石川郡浅川町
浅川町まち・ひと・しごと創生
推進計画

福島県石川郡浅川町の全域

人口減少と少子高齢化に伴う地域経済の縮小や地域コミュニティ
の衰退等の課題に対応するため、本計画期間中、「一人ひとりが
輝くまちをつくる」、「安定したしごとを確保する」、「安全・
安心で魅力的な暮らしをつくる」及び「新しいひとの流れを生み
出す」の４つの基本目標を掲げ、事業を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

274 福島県 福島県双葉郡広野町
広野町まち･ひと･しごと創生推
進計画

福島県双葉郡広野町の全域

福島県双葉郡広野町では、まち･ひと･しごと創生寄附活用事業に
関連する寄附を行った法人に対する特例として、新たな仕事づく
りの支援と産業の発展支援により若い世代が働きやすい環境を整
備するとともに、ゆとりを持って子育てができる環境づくりと子
育てを支えるまちの実現により若い世代が安心して子育てができ
る環境を整備する。加えて、安全で安心して暮らせる基盤を充実
し芸術やスポーツを生かしたまちづくりを推進することにより全
ての世代が安心して住み続けることができる環境を整備する事業
を実施する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

275 福島県 福島県双葉郡楢葉町
楢葉町まち･ひと･しごと創生推
進計画

福島県双葉郡楢葉町の全域
楢葉町まち･ひと･しごと創生総合戦略の実現のため、企業版ふる
さと納税制度を活用した施策展開を行う地域再生計画を策定す
る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



276 福島県 福島県双葉郡浪江町 浪江町地域再生計画 福島県双葉郡浪江町の全域

浪江町は東日本大震災に伴う原子力発電所の事故による災害によ
る約14年間に及ぶ避難指示が継続されている。このため、人口減
が進み、平成29年には過疎地域に指定された。現座の居住人口は
2,200人程度で、震災前の約1/10で人口減や高齢化の課題が解消さ
れる見込みが立っていない。これらの課題に対応するため、働く
場の確保のための企業誘致や、移住・定住の促進、帰還を希望す
る住民の帰還を加速させる。また、子育て環境充実を図り自然増
につなげ、安定した雇用創出や地域の活性化等を通じて、社会減
に歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

277 福島県 福島県相馬郡新地町
新地町まち・ひと・しごと創生
推進計画

福島県相馬郡新地町の全域

本町では、国勢調査の総人口は平成７年の9,093人をピークとして
減少傾向に転じ、平成27年には8,218人、令和２年では7,905人と
なっており、今後も減少することが見込まれています。本再生計
画は、「第２期まち・ひと・しごと創生人口ビジョン及び総合戦
略」に基づき、「産業を振興し安定した雇用をつくる」、「新し
い人の流れをつくる」、「若い世代の結婚・出産・子育ての希望
をかなえる」、「魅力と活気あるまちづくりをすすめる」の４つ
の基本目標を柱にして、地方創生の取組を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

278 福島県 福島県相馬郡飯舘村 飯舘村地域再生計画 福島県相馬郡飯舘村の全域

福島県相馬郡飯舘村では、人口減少対策と地域活性化のため、
「暮らしに密着した課題解決と、時代に合った安全な地域づくり
事業」、「教育環境の整備と、子どもたち・村民へのふるさと教
育に充実」、「産業の復興と、雇用の創出」、「保健・福祉サー
ビスの確保」、「交流・定住対策」の５つの基本方針を目標に掲
げ、事業を推進していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

279 茨城県 茨城県
プロフェッショナル人材戦略拠
点運営事業（第３期）

茨城県の全域

本県企業の更なる成長、地域経済の発展・活性化を促進するた
め、プロフェッショナル人材戦略拠点を設置し、スタートアップ
を含む地域の幅広い企業における経営戦略の策定支援と企業の成
長に必要な人材ニーズの明確化を行うことで、転職のみならず、
副業・兼業等、多様な就業形態で、デジタル人材等、プロフェッ
ショナル人材のマッチングに取り組む。

地方創生推進タイプ

280 茨城県 茨城県
いばらき地方活力向上地域等特
定業務施設整備促進プロジェク
ト

水戸市、日立市、土浦市、古河
市、石岡市、結城市、下妻市、
常陸太田市、高萩市、北茨城
市、笠間市、つくば市、ひたち
なか市、鹿嶋市、潮来市、常陸
大宮市、那珂市、筑西市、稲敷
市、かすみがうら市、桜川市、
神栖市、行方市、鉾田市及び小
美玉市並びに茨城県東茨城郡茨
城町、大洗町及び城里町、那珂
郡東海村、久慈郡大子町、稲敷
郡美浦村、阿見町及び河内町並
びに結城郡八千代町の全域並び
に常総市の区域の一部

企業の立地環境を整備することにより、企業の地方拠点の形成・
強化を支援し、地域における就労機会の創出を図ることを目的と
して、地方活力向上地域特定業務施設整備事業を実施するととも
に、支援措置によらない独自の取組みを併せて実施することによ
り、効果の拡大を図る。県内を8つの経済圏に区分し、それぞれ移
転型事業の区域及び拡充型事業の区域を設定し、本社機能の移
転・新増設を行う事業者で知事の認定を受けた者に対し、債務の
保証、課税の特例等の優遇措置を講ずる。

地方における本社機能の拠点の
強化を行う事業者に対する特例

281 茨城県 茨城県、茨城県石岡市
稼げるインバウンド茨城・誘客
促進事業

茨城県の全域

「コンテンツの高付加価値化・周遊のシームレス化」として、新
たなコンテンツを造成するとともに富裕層目線による磨き上げを
行う。また、各拠点・目的地間の移動をシームレスにする。
「戦略的な販売促進・プロモーション」として、ブランディング
と情報発信の強化を図る。また、旅行会社・メディア等との関係
の強化を図る。
「観光地経営の高度化」として、データによる効果検証を通じた
広域的な収益化を図る。
「中長期滞在の訪日外国人等を対象としたサポート体制の強化」
として、母語による生活相談対応や観光情報の発信を行う。

地方創生推進タイプ

282 茨城県
茨城県、茨城県ひたちなか市、
茨城県大洗町

続・ひたちなか大洗リゾート構
想推進計画

茨城県ひたちなか市及び東茨城
郡大洗町の全域

マーケティングやブランディングを重視した観光地経営を行える
ような体制づくりや、リゾート地としてのブランド力の向上等を
通じて、ひたちなか大洗エリアが観光で持続的に稼げる仕組みの
構築や、当エリアに魅力を感じた民間企業による投資が多発的に
生まれていく状況を目指す。

地方創生推進タイプ

283 茨城県 茨城県水戸市
水戸市まち・ひと・しごと創生
推進計画（第２期）

茨城県水戸市の全域

誰もが希望する働き方や暮らしを実現でき，安心してこどもを生
み育てることができる，若い世代が移住・定住したくなるまちの
構築に向け，「持続的な経済発展による豊かで楽しめるMITOを実
現する事業」，「未来を創る力あふれるMITOを実現する事業」，
「誰もが安心して暮らすことができるMITOを実現する事業」及び
「住みたい，ずっと住み続けたいと思われるMITOを実現する事
業」を展開するに当たり，企業版ふるさと納税の活用を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

284 茨城県 茨城県日立市 若者かがやき計画 茨城県日立市の全域

人口減少が著しい20代・30代の若者の定着を図るため、若者が地
域の主体となって、独創的なアイデアを出し合い、まちづくりや
地域課題解決、関係人口の創出等に向けた取組を企画・実践する
体制を確立するとともに、若者の起業・就業や移住・定住等に係
る様々なフォローを一元的に行う環境づくりを推進する。これに
より、将来の地域社会を担う「かがやく若者」を育成し、若者自
らの力でまちの魅力を高め、地域にひととしごとを呼び込み、稼
ぐといった若者の力による「まち」・「ひと」・「しごと」の好
循環の確立を実現する。

地方創生推進タイプ

285 茨城県 茨城県日立市 日立駅前地区再活性化計画 茨城県日立市の全域

関係機関と連携して大型商業施設である「ヒタチエ」を核とし
て、日立駅前地区のにぎわい創出、交流機能の更なる強化に取り
組むことで、交流人口、関係人口の拡大を図るとともに、周辺商
店街等の稼ぐ力の向上を図ることで、当該地区での消費額の増加
や新たなしごとの創出を目指すことで地方創生の実現を図る。

地方創生推進タイプ

286 茨城県 茨城県古河市 古河市賑わい創出プロジェクト 茨城県古河市の全域

古河市観光協会が一般社団法人化したことを契機とし、各種祭り
や観光資源のPRの拡充と既存の観光資源（道の駅や公園）の再整
備に着手し、市の観光振興の推進、総合戦略で掲げる地域産業の
魅力を活かした”呼び込む力”の強化を進め、民間消費の向上を
目指すものである。

地方創生推進タイプ



287 茨城県 茨城県古河市 古河市総合戦略推進計画 茨城県古河市の全域

本市の若者の人口流出及び少子高齢化が加速する状況の改善を目
標として、良好な住環境の向上や結婚・出産・子育ての希望を叶
えることで安心な暮らしを実現するとともに、市内での雇用の創
出や、魅力的な地域につながる地域生活圏の形成による移住や定
住の促進を図る。これらの取組みを、デジタル技術も活用しつつ
多様な主体と連携し、地域資源を活用しながら実現することで、
ひとが集う地域を構築し、人口減少の緩和を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

288 茨城県 茨城県結城市
結城市まち・ひと・しごと創生
推進計画

茨城県結城市の全域

本市の将来人口は，国立社会保障・人口問題研究所によると，
2040年には41,023人まで減少することが予測されている。人口減
少や高齢化社会の到来は，地域経済の縮小，地域産業における担
い手の不足，公共施設の維持管理・更新等への影響，人口減少に
よるコミュニティ機能の低下，市財政への影響などが懸念され
る。こうした課題に対応するため，総合戦略の基本目標を掲げ，
本市の活性化と人口減少の抑制に資する施策に取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

289 茨城県 茨城県龍ケ崎市
龍ケ崎市まち・ひと・しごと創
生推進計画

茨城県龍ケ崎市の全域

本市においては、今後も人口減少や少子高齢化が進むことで、地
域における担い手不足やそれに伴う地域産業の衰退、さらには地
域コミュニティの衰退など、住民生活への様々な影響が懸念され
るとろである。これらの課題に対応するため、結婚・妊娠・出
産・子育ての希望の実現を図り人口の自然増につなげ、また、移
住を促進するとともに、まちのにぎわいを創出し、安定した雇用
の創出や地域を守り活性化するまちづくり等を通じて、人口の社
会減に歯止めをかけるための取組を展開する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

290 茨城県 茨城県常総市
常総市まち・ひと・しごと創生
推進計画

茨城県常総市の全域

平成27年9月関東・東北豪雨災害により，著しく減少した子育て世
代に対する施策を確実に実行することで人口減少に歯止めをかけ
るとともに，同じく水害により甚大な被害を受けた「農」を立て
直し，持続可能な新しい食農を創出することで地域経済活性化を
図る。また，食農に恵まれた当市の魅力を磨き，子育て世代と子
供たちが自慢できる魅力的な拠点の形成や圏央道常総インター
チェンジ開通の社会経済的効果を最大限に活かし，交流人口の拡
大を定住人口の増加へつなげることを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

291 茨城県 茨城県高萩市
新たなコミュニティによる関係
人口創出事業

茨城県高萩市の全域

人口減少が進む本市において、持続可能な地域づくりに不可欠な
地域社会・経済を支える担い手の創出を図るため、東京圏の住民
等を対象とした、従前の移住・定住の取り組み（出張移住相談
会、移住支援金、住まいに関する補助、奨学金返還支援等）を実
施してきたが、市からの一方的な発信だけでは、移住につながる
ことが少なかった。多様な形で地域にかかわりを持ちながら、継
続的に地域とつながる人材の確保を目指し、関係人口の深堀しな
がら、将来的な移住へつなげるような取り組みを実施していく。

地方創生推進タイプ

292 茨城県 茨城県高萩市
高萩市まち・ひと・しごと創生
推進計画

茨城県高萩市の全域

高萩市は、太平洋の海原と自然美溢れる里山に恵まれ、歴史や文
化等を誇れるまちであるが、平成7年の人口をピークに一貫して減
少が続いている。更なる少子高齢化や人口流出は、地域全体の活
力低下につながることから、地域経済を活性化し本市への新たな
ひとの流れをつくるため、創業支援や新たな雇用創出等の推進、
関係人口を移住への流れにする取組みに加え、結婚・出産・子育
ての希望が実現されるよう図っていく。また、社会変化に対応し
たまちづくりを展開し、本市の人口減少に歯止めをかけ、地域の
活力創出に向けて取組むものである。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

293 茨城県 茨城県笠間市
笠間市ひと・まち・もの創生推
進計画

茨城県笠間市の全域

人口減少及び地域経済の成長という課題に対し、「ひと　住む人
の希望をかなえる環境を構築する」、「まち　将来にわたって持
続する都市を確立する」、「もの　生涯をとおして楽しみ働くこ
とができる産業を支援する」を第２期笠間市創生総合戦略の３つ
の基本目標として設定した戦略を推進し、関連する事業を寄附活
用事業として実施する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

294 茨城県 茨城県つくば市
持続可能な地域づくりに向けた
地域資源マネタイズプロジェク
ト

茨城県つくば市の全域

周辺市街地において、意欲のある者が自らの能力を活かし、地域
経済に貢献・チャレンジできる環境を整備するために、有識者
（大学）、金融機関、商工会、宅建協会、各市街地の協議会、コ
ンペ採択者などの周辺市街地に関わるプレイヤーが共通の目的・
意識を持ち、チャレンジエリア形成に向けた業務を実施できるよ
うに、リソースを持ち寄る「つくばR8ネットワーク」を組成して
いく等の事業を実施する。

地方創生推進タイプ

295 茨城県 茨城県つくば市
「科学技術のまち、つくば」の
情報発信力強化及び探求・STEAM
の学び推進プロジェクト

茨城県つくば市の全域

つくば市は最先端の科学技術が集積する研究学園都市として、目
指すまちの姿の１つに「市民のために科学技術をいかすまち」を
掲げているが、市民が科学技術の恩恵を十分に実感できている環
境とはいえない状況である。本事業では、市民が科学技術に関す
る情報により多く触れられる環境の構築と、次世代を担う子供た
ちの成長のため科学技術を活用することで、新たなまちの活力を
生み出し、住みやすい・住みたい街として将来にわたって選ばれ
続ける持続可能な「科学技術のまち」をつくることを目指す。

地方創生推進タイプ

296 茨城県 茨城県つくば市
市民中心のSociety5.0社会推進
事業

茨城県つくば市の全域

市民中心のSociety 5.0社会に向かって、科学分野のヒト（研究
者）・コト（研究成果）・モノ（研究機関）の集積と、スタート
アップが活発であるという本市の強みをいかし、福祉・医療、子
育て・教育、防犯・防災、交通、自然・環境といったあらゆる未
来技術の社会実装を目指す。これを通じて地域課題の解決を図る
イノベーション・エコシステムを構築し、新産業・サービスが
次々と生まれるまちを実現する。

地方創生推進タイプ

297 茨城県 茨城県つくば市
移動の自由と安心安全で自立し
た生活を支えるSociety 5.0推進
計画

茨城県つくば市の全域

本計画は「都市と郊外の二極化」や「多文化共生の不備」という
構造的な問題や、それらから発生する諸課題に対し、先端的な技
術や住民の情報リテラシー向上支援を行うことで、生活利便性の
向上、高齢化・人口減に対応したまちづくりを行い、「持続可能
な地域社会の実現」を目指すものである。具体的には、デジタル
デバイド（情報格差）の解消に向けた実証調査、市ポータルアプ
リの開発、パーソナルモビリティシェアリングや荷物搬送ロボッ
トの配備、移動スーパー等の高度化等により、持続可能な社会の
実現を目指す。

地方創生推進タイプ

298 茨城県 茨城県ひたちなか市
ひたちなか市移住・定住促進事
業

茨城県ひたちなか市の全域

本市人口は，平成24年の157,153人をピークに減少局面に入り，平
成28年3月に策定した「ひたちなか市人口ビジョン」を下回って減
少が続いている。こうした中，本市の強みである，首都圏からの
アクセスの良さや住みやすさを活かし，市民や事業者と連携しな
がらプロモーション及び移住・定住促進事業を実施することによ
り人口減少対策に取り組む。特に若い世代を中心とした転入促
進・転出抑制に取り組み，令和7年における人口15万人の維持を目
標とし，持続可能なまちづくりを進める。

地方創生推進タイプ



299 茨城県 茨城県ひたちなか市
ひたちなか市まち・ひと・しご
と創生推進計画

茨城県ひたちなか市の全域

本市の地理的優位性を活かして産業を活性化し，日々の生活を支
える働く場を確保するとともに，人々が絆で結ばれ，観光，教
育，文化，スポーツなど様々な分野で交流を創出し，まちの活力
を高めながら，将来を担う子どもたちが夢と希望を抱き，末永く
健やかに暮らすことのできる，多くの方に「選ばれるまち」とな
るため，「産業の活性化と雇用の創出」「つながりを築き，新し
い人の流れをつくる」「結婚・出産・子育てへの支援」「時代に
あった地域づくり」の４つの基本目標を設定し，まちを持続的に
発展させていくための取組を進めていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

300 茨城県 茨城県鹿嶋市
第２期鹿嶋市まち・ひと・しご
と創生推進計画

茨城県鹿嶋市の全域

企業版ふるさと納税制度の活用により、地域のステークホルダー
との共創によるまちづくりを行い，人口減少と地域経済の縮小を
克服するための持続可能なまちづくりを推進するとともに，ま
ち・ひと・しごとの創生と好循環を確立させる。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

301 茨城県 茨城県潮来市
潮来市まち・ひと・しごと創生
推進計画

茨城県潮来市の全域

人口減少が進み、地域の担い手不足、観光サービス業や地域コ
ミュニティの衰退等、住民生活への様々な影響が懸念される。こ
れらの課題に対応するため、重点目標として「子どもの成長と学
びの環境を充実させる」、「観光振興や企業誘致、起業・創業支
援により、成長する地域経済をつくる」、「ＤＸの推進などによ
り行政サービスや暮らしを変える」、「地域共生社会を目指し地
域社会を変える」を掲げ、安心して働ける場の確保や新たな人流
の創出、住民が住みよい環境づくりといった取り組みを推進し、
地域の生活や文化を未来に継承していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

302 茨城県 茨城県守谷市
インナープロモーション推進プ
ロジェクト

茨城県守谷市の全域

市民一人ひとりの市に対する愛着形成や当市に住んでからの関わ
りを深めていくためのインナープロモーションを推進し、将来的
なまちづくりの担い手発掘・育成を行う。具体的には、市民記者
による魅力発信・イメージキャラクターを活用した魅力発信等シ
ティプロモーションの推進、指定文化財のデジタルアーカイブ
化・ロゲイニングイベントの実施による文化財振興、学生をター
ゲットとした地域課題アントレプレナーシップ教育プログラム実
施にまちづくり人材の育成を実施する。

地方創生推進タイプ

303 茨城県 茨城県筑西市
筑西市まち・ひと・しごと創生
推進計画

茨城県筑西市の全域

本市の総人口は、自然増減については、出生数の減少と死亡数の
増加により自然減、社会増減については、転出数が転入数を上
回っており、社会減で推移している。このような人口の自然減及
び社会減に対応するため、若い世代の結婚・出産・子育ての希望
をかなえるなどの『自然減対策』、安定した雇用を創出するとと
もに、新しい人のながれをつくる・地域協働など時代に合わせた
まちづくり等の『社会減対策』を強力に推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

304 茨城県 茨城県坂東市
坂東市まち・ひと・しごと創生
推進計画

茨城県坂東市の全域

本市の人口は、1995年の約59,700人をピークに減少に転じてお
り、2045年には約37,000人まで減少すると推計されている。本市
総合戦略の基本目標[①稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働け
るようにする②本市とのつながりを築き、本市への新しい人の流
れをつくる③結婚・出産・子育ての希望をかなえる④ひとが集
う、安心して暮らすことができる魅力的な地域をつくる]に基づく
施策を積極的かつ集中的に推進することで、将来にわたっての成
長力の確保と、誰もが安心して暮らせる持続可能な都市の構築を
目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

305 茨城県 茨城県稲敷市
第２期稲敷市まち・ひと・しご
と創生推進計画

茨城県稲敷市の全域

人口減少や少子高齢化が避けられない状況の中で、将来像の実現
に向けて、実効性の高い取組の推進とともに、時代の変化に対応
した柔軟な行財政運営が必要であり、これらの課題に対応するた
め、まちづくり・情報共有、移住・定住、雇用・産業、子育て支
援・教育の４つの取組を基本目標として位置づけ、それぞれのめ
ざす姿の実現に向け、取り組むものとする。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

306 茨城県 茨城県桜川市
桜川市まち・ひと・しごと創生
推進計画

茨城県桜川市の全域

人口減少や少子高齢化による地域経済の縮小や生活利便性の低下
に対応するため、「稼ぐ地域をつくり、しごとをつくる」、「桜
川市とのつながりを築き、新しいひとの流れをつくる」、「出
産・子育ての希望をかなえる」、「ひとが集う、安心して暮らす
ことができる魅力的な地域をつくる 」の４つを基本目標とし、地
方創生に取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

307 茨城県 茨城県神栖市
神栖市まち・ひと・しごと創生
推進計画

茨城県神栖市の全域

当市の人口は、国立社会保障・人口問題研究所によると、2045年
には総人口が77,585人まで減少することが予測されている。人口
減少や少子高齢化が進むことで、地域における担い手不足やそれ
に伴う地域産業の衰退、さらには地域コミュニティの衰退等、住
民生活への様々な影響が懸念される。これらの課題に対応するた
め、地域医療体制の整備や安全・安心なまちづくり等を通じて、
社会増の縮小傾向に歯止めをかける。また、雇用環境や子育て支
援のより一層の充実、教育環境の整備を図り、自然増につなげ
る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

308 茨城県 茨城県行方市
行方市まち・ひと・しごと創生
推進計画

茨城県行方市の全域

将来にわたり持続可能なまちづくりを進めていくために，将来像
として「笑顔で住み続けたいまち，行方」，基本理念として「継
続から変革へ」「みんなが主役のまちづくり」「身の丈に合った
市政運営」を掲げ，若い世代の結婚・子育て等に関する希望を実
現し，ニーズに沿った定住・移住施策を推進する総合的な支援，
雇用の拡大等の取り組みを進める５つの重点プロジェクト（働く
場の拡大，健康で文化的なまち、住みやすい地域，みんなで育
む，情報発信で日本一）を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

309 茨城県 茨城県つくばみらい市
地域資源をフル活用した「みら
い型農園事業」

茨城県つくばみらい市の全域

都市農村交流による移住・定住の促進、農業体験事業等を通じた
食育や賑わいの創出、さらに民間企業が持つ農業技術等を活用し
た農業振興施策を実施していくことにより、都市部からも近く、
かつ、豊かな自然や地域資源を多く有するつくばみらい市だから
こそ可能な多面的な魅力の発信に繋げ、農業関係人口の増加やこ
れまでの常識にとらわれない農業者育成支援、さらにはICT技術を
活用した農業経営の確立等を図り、農業を主軸とした地域の活性
化を目指す。

地方創生推進タイプ

310 茨城県 茨城県東茨城郡城里町
城里町まち・ひと・しごと創生
推進計画

茨城県東茨城郡城里町の全域

本町の人口減少は、拡大が続く自然減少と社会減少の双方が要因
となっている。人口減少及び少子高齢化の進行が続いた場合、各
産業の担い手不足、町民税収入の減少、人口減少による地方交付
税の減額、地価下落にともなう固定資産税収入の減少等が生じ、
地域経済に様々な影響を及ぼすことが懸念される。このような現
状に対して、人口減少のスピードをできるだけ抑制しながら、人
口減少下においても持続性が高く活力のあるまちを実現するた
め、本計画に記載した基本目標を掲げ具体的な事業を実施してい
く。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



311 茨城県 茨城県大子町
空き家・空き店舗等の活用によ
る商店街のにぎわい創出を通じ
た町内活性化事業

茨城県大子町の全域

空き家等が増加し、衰退しつつある駅前商店街で、空き家等を有
効活用したビジネスを創出することにより、駅前商店街ににぎわ
いを創出し、観光及び商業の中心地として持続する商店街を目指
す。また、商店街と町内観光スポットとの新たな人の流れを創出
し、町内の観光消費額の増加等を図る。これらを見据えた戦略を
策定し、この戦略を実行する推進体制を構築する。構築後、具体
的な事業計画を策定し、空き家等を有効活用したビジネスを実施
する。また、的確に事業効果等を測定するため、人流分析システ
ムを導入し、EBPMを推進する。

地方創生推進タイプ

312 茨城県 茨城県大子町
観光交流施設整備によるにぎわ
い創出計画

茨城県大子町の全域

大子町は強みとして袋田の滝、名山、オートキャンプ場の自然を
生かした観光資源やりんご等特産品を有するが、脅威として人
口・経済が縮小傾向にある。アウトドアアクティビティ（ラフ
ティング、登山、自転車等）の造成や特産品の高付加価値化に向
けた拠点である観光交流施設（防災道の駅の拡張）を整備するこ
とにより、賑わいの創出を図り、観光・交流人口の拡大と観光・
交流から移住への展開を目指す。

地方創生拠点整備タイプ

313 茨城県 茨城県稲敷郡美浦村
美浦村まち・ひと・しごと創生
推進計画

茨城県稲敷郡美浦村の全域

人口減少や少子高齢化による地域経済の縮小や生活利便性の低下
に対応するため、「見たい・訪れたい・体験したい美浦づく
り」、「住んでみたい美浦づくり」、「住み続けたい美浦づく
り」の３つを基本目標とし、地方創生に取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

314 茨城県 茨城県稲敷郡河内町
河内町まち・ひと・しごと創生
推進計画

茨城県稲敷郡河内町の全域

当町の人口は1996年の12,164人をピークに減少しており、今後も
少子高齢化や若年者が進学や就職に伴い町外に流出するなどによ
りさらに人口減少は加速するものとみられている。この人口減少
が町に与える影響は、基幹産業の衰退や地域コミュニティの低下
などをはじめとするさまざまな分野に及ぶものと考えられ、現在
の河内町にとって喫緊の課題であると捉えている。そのためこれ
らの課題に対応すべく河内町の特色を活かした持続可能なまちづ
くりを推進するものとする。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

315 茨城県 茨城県境町
河岸の街さかい復興プロジェク
ト～境町ブランドアップ推進事
業～

茨城県境町の全域

本町は、観光など地域活性化の取り組みを積極的に進めており、
道の駅の売り上げ増など一定の効果を生んでいる。今後も地域の
活力を維持していくには、インバウンド等の更なる交流人口を確
保するため、本町全体の「境町ブランド」の確立や関連施策を推
進するためのの諸施策を実施する。これにより、インバウンドな
どの新たな交流人口に選ばれるまちづくりを推進することによ
り、地域の活力を維持していく。

地方創生推進タイプ

316 茨城県 茨城県境町
河岸の街さかい復興プロジェク
ト～自動運転バスを活用したサ
ステナブルなまちづくり計画～

茨城県猿島郡境町の全域

自動運転バスを本町の大部分に広がる交通空白地域の解消のた
め、本町中心部と郊外を結ぶ路線を整備すること、また、沿線の
商業施設と連携し、生活必需品の配送等を行う取り組みを実証す
ることにより、「すべての住民が生活の足に困らない町」を実現
する。また、自動運転バスを単に公共交通の課題を解決するだけ
のツールとすることにとどまらず、「自動運転バスの運行」その
ものを本町の重要なインフラとして活用する施策を展開すること
で、観光産業及び付随する産業を育成していく。

地方創生推進タイプ

317 茨城県 茨城県境町
河岸の街さかい復興プロジェク
ト～（仮称）境町地域活性化宿
泊施設整備事業～

茨城県境町の全域

大手宿泊施設運営事業者と連携し、現在本町にある旅館などすべ
ての宿泊施設と同等の宿泊室数を有する大規模宿泊施設を整備す
る。これにより、不足していた宿泊施設が充実するとともに、本
件施設を中心とした「境宿復興プラン」を構築実施することで、
宿泊業、商工業の活性化や移住定住の促進などにつながる。

地方創生拠点整備タイプ

318 栃木県 栃木県
デジタル社会における女性・若
者に魅力ある新たな雇用・産業
の創出計画

栃木県の全域

デジタル等により、様々な出産・子育て支援とも連携しながら、
女性が本県内で働き続けることができるよう、女性が希望する雇
用・仕事・産業を地方発で創出していくとともに、魅力的な就業
環境を整備して就学時等における本県からの転出抑制を図り、将
来的な県内労働人口の増加につなげていく。

地方創生推進タイプ

319 栃木県 栃木県 平日にもう１泊計画 栃木県の全域

旅行需要平準化の取組、デジタルを活用したプロモーション、観
光関連事業者のWEBマップ掲載情報の充実化、スマートワーケー
ション定着促進、SPORTS MICEエクスカーション助成により、県内
観光関連産業の生産性の向上及び雇用の安定を図る。

地方創生推進タイプ

320 栃木県 栃木県
新ビジネス創出による農業・農
村収益力向上計画

栃木県の全域

農村や輸出農産物等の情報発信、いちご等特産品を活用したプロ
モーション、インバウンド需要に対応した農村地域の稼ぐ力強
化、農村観光資源の強化、農産物輸出体制強化、農産物産地づく
り、農産物加工商品開発等により、農業・農村の収益力を強化す
るとともに、本県農産物の国際競争力を高める。

地方創生推進タイプ

321 栃木県 栃木県
デジタル技術を活用した農業の
流通改革・新価値創出力強化推
進プロジェクト

栃木県の全域

デジタル技術等を活用した省力的・効率的な生産、生産から販売
までの幅広いデータ連携や共有化等を通じて農業生産管理の最適
化や流通効率化・合理化を図ることで農業や物流を取り巻く状況
に負けないように本県農業の体質を強化する。また、多様化する
消費者の価値観・ニーズに合わせて、環境負荷低減や有機栽培と
いった新しい付加価値を有する農産物の生産に挑戦できる体制を
整えると共に、消費者へのプロモーションを強化し、本県農産物
の競争力等を高める。

地方創生推進タイプ

322 栃木県 栃木県
新無人自動運転移動サービス導
入促進計画

栃木県の全域

無人自動運転移動サービスの提供主体である交通事業者を対象と
したセミナー開催や、無人自動運転移動サービスの導入に向け動
き出した交通事業者の初期の取組を支援するためのアドバイザー
派遣等を行うとともに、既に運行しているバス路線において交通
事業者が主体となった自動運転バスの実証実験を展開し、個別具
体的なノウハウの蓄積、地元の社会受容性の醸成を図る。これら
の取組により、無人自動運転移動サービスを実装し、誰もが利用
しやすい持続可能な公共交通ネットワークの形成を図り、地域の
活性化の実現を目指す。

地方創生推進タイプ



323 栃木県 栃木県
とちぎスポーツの活用による地
域活性化推進計画

栃木県の全域

県、市町、スポーツ団体、民間企業等が一体となり地域スポーツ
コミッションを設立し、大規模大会やスポーツイベント等の誘致
等の役割のほか、マーケティング等に対応可能な人材育成や情報
収集、データ分析、本県スポーツ施設等の利活用推進に向けたデ
ジタルツールを活用した情報発進を担う。また、地域スポーツコ
ミッションの誘致により本県で開催する大規模大会やスポーツイ
ベント等の開催に係る経費を助成するとともに、テーマ別ツーリ
ズムを推進することにより、県内外の交流人口拡大等を図り、地
域活性化につなげる。

地方創生推進タイプ

324 栃木県 栃木県
レジリエンスマネジメントによ
る県内産業強化計画

栃木県の全域
デジタル人材の確保育成に向けた体制整備を行うとともに、サー
ビス産業のデジタル化による底上げや、ものづくり産業における
ＤＸ推進による企業の自己変革力強化を図る。		

地方創生推進タイプ

325 栃木県 栃木県
Society5.0の実現に向けた栃木
県DX推進事業

栃木県の全域

県民や企業等が抱える地域課題を企業、大学、県、市町等が協働
して解決し、Society5.0に向けて県全体のＤＸを推進していく
「デジタルで解決する仕組みづくりプロジェクト」と、未来技術
等の導入・利活用による次世代産業の創出や、サービス産業及び
ものづくり産業の生産性向上・高付加価値化の実現を図る「未来
技術等を活用した地域経済活性化プロジェクト」を推進エンジン
の両輪として位置づけるもの。

地方創生推進タイプ

326 栃木県 栃木県 スマート林業推進計画 栃木県の全域

中山間地域を支える産業である林業の成長産業化と若者に選ばれ
る魅力ある産業の実現に向け、記憶・経験に頼る林業からデジタ
ル技術を活用したスマート林業への転換を図るため、県内林業経
営体に未来技術を試験的に導入し、労働生産性等の効果を実証す
ることで、最適な生産工程を開発し、実装・横展開を目指すもの
である。
なお、令和２年12月に設立した国、大学、民間企業等で構成する
「とちぎスマート林業推進協議会」の場等を通じ、現場のニーズ
を十分踏まえながら事業を推進していく。	

地方創生推進タイプ

327 栃木県 栃木県
新とちぎプロフェッショナル人
材活用促進計画

栃木県の全域

プロフェッショナル人材戦略拠点を設置し、「企業訪問」、「セ
ミナー等の開催」、「副業・兼業人材の活用推進」及び「攻めの
経営報告書」の作成により、県内企業の攻めの経営への転換とプ
ロフェッショナル人材の活用を促進してきた。
こうした中、地方のデジタル実装を実現するため都市圏に集中す
るデジタル人材の活用によるデジタル化・DXの推進やスタート
アップ企業への支援を行う。またプロフェッショナル人材戦略拠
点のノウハウを地域金融機関へ移転することにより、地域の人材
マッチング機能の民間移転及び自走を目指す。

地方創生推進タイプ

328 栃木県 栃木県
元気なとちぎの未来創造プロ
ジェクト

栃木県の全域

人口減少等の課題に対応するため、魅力あるしごとをつくる、結
婚・妊娠・出産・子育ての希望をかなえる、未来技術を新たな力
にするなどの４つの目標と横断的目標を掲げ、雇用の創出等によ
る経済的基盤の安定や、安心して子どもを生み育てることができ
る環境づくり、暮らしやすく利便性の高いまちづくりなどを推進
するとともに、社会全体で若い世代の就労・結婚・子育てや、ふ
るさととちぎへの定住等の希望を実現し、自然減及び社会減に歯
止めをかけることでとちぎの未来を創り出す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例
地域雇用開発助成金（地域雇用
開発コース）

329 栃木県 栃木県及び栃木県鹿沼市
木と共に暮らす快適なまちづく
り計画

栃木県鹿沼市の全域

本市では、市区域の68%を森林が占めており、林業が本市の基幹産
業となっているが、林道の整備が不十分なことやアクセス道の整
備不足、さらに、人口減少等による林業の担い手不足により、木
材の利活用が図れていない状況にある。このため、市道と林道を
同時期に整備し、アクセス性の向上による渋滞の緩和等の快適性
の向上を図り、地域産業の競争力強化に資する道路ネットワーク
の構築による林業の振興と森林整備の促進をより効率的に進め、
林業雇用の拡大や地域資源を活用した交流と移住・定住の促進な
どによる人口減少の抑制を目指す。

地方創生道整備推進交付金

330 栃木県 栃木県宇都宮市
オープンイノベーションの促進
による地域経済循環創出プロ
ジェクト

栃木県宇都宮市の全域

本市における「地域経済循環社会の実現」に向けて，地域一体と
なって本市産業の原動力となる成長性の高いスタートアップの発
掘・定着を促進するとともに，地域内外の企業間ネットワークを
構築しながら中核企業等の事業連携や協業を活発化するプロジェ
クトを推進していく。

地方創生推進タイプ

331 栃木県 栃木県宇都宮市
世界で輝く「スポーツのまち　
うつのみや」の実現

栃木県宇都宮市の全域

スケートボードパーク等を有する「東部総合公園」を整備するこ
とにより，若者等のプレーヤー達の受け皿を創出や，国際・国内
大会を誘致する。
アーバンスポーツの認知度向上を目指すとともに，国際大会の開
催など県内外からに多くの来場者を呼び込む誘客策を実施し，
「スポーツのまち　うつのみや」を目指す。
「東部総合公園」を広く知ってもらい，市民に日常的に親しま
れ，県内外の利用者には気軽に訪れていただけるよう，開園に向
けた機運醸成を図る。

地方創生推進タイプ

332 栃木県 栃木県宇都宮市
官民協働による「共創のまちづ
くり」推進プロジェクト

栃木県宇都宮市の全域

本市でこれまで活躍してきたプレーヤーと全国から集まる人・モ
ノ・情報を掛け合わせることで，官民協働による地域課題の解決
やイノベーションの創出を推進するとともに，本市とつながる関
係人口の増加などにより地域活性化を図り，人や企業に選ばれる
魅力あるまちづくりを更に推進し，選ばれる「共創のまち　うつ
のみや」の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

333 栃木県 栃木県宇都宮市 第６次宇都宮市総合計画 栃木県宇都宮市の全域

本市では，人口減少時代にあっても，持続的な発展が可能な都市
の実現に向け，市民・事業者・行政など，多様な主体による連携
した「協働のまちづくり」を推進している。本計画では，「子育
て・教育の未来都市の実現，「健康・福祉の未来都市の実現」，
「安全・安心の未来都市の実現」，「魅力創造・交流の未来都市
の実現」，「産業・環境の未来都市の実現」，「交通の未来都市
の実現」の６つの基本目標を掲げ，本市の総合計画に掲げられた
施策等を基本としつつ，社会状況の変化を捉え，新たな施策事業
を盛り込んで取り組んでいく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

334 栃木県 栃木県足利市
第２期足利市まち・ひと・しご
と創生推進計画

栃木県足利市の全域

本市の人口は平成２年(1990年)の約16万８千人をピークに減少し
続け、令和２年(2020年)には144,746人となっている。今後の急激
な人口減少を可能な限り抑制するため、次世代育成、産業力向
上、魅力創出、安全安心などに取り組み、活力ある地域社会の形
成を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



335 栃木県 栃木県鹿沼市
第２期鹿沼市まち・ひと・しご
と創生推進計画

栃木県鹿沼市の全域

本市の人口は平成26年４月に10万人を下回り、98,374人（H27年国
勢調査）まで落ち込んでおり、国立社会保障・人口問題研究所の
推計では、2030年に84,702人まで減少すると見込まれる。また、
地場産業では従事者の高齢化が進み、後継者の確保と育成が大き
な課題となっている。“しごと”と“ひと”との好循環を確立す
るためにも、地域の課題に取り組むとともに、官民一体となって
“協働”のまちづくりを進め、“まち”に活力を取り戻し、人々
が安心して元気に働き、子どもを産み育てられる環境づくりを推
進する

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

336 栃木県 栃木県日光市
日光市新しい働き方推進による
ひと・しごと誘致戦略プロジェ
クト

栃木県日光市の全域

市の人口は20年で22％減少した。特に、若年層が流出し生産年齢
人口の減少が著しい。要因は、若年層のニーズが高い職種がない
こと、小規模事業者に経営余力がなく生産性向上の取組ができな
いためである。この計画で、特出した地域資源を活かしたワー
ケーションを行い、ひとの流れを生み出し、東京圏企業のサテラ
イトオフィス開設につなげる。また、東京圏企業と市内企業のビ
ジネスマッチングを行い、IOT支援を受け、生産性向上や新たなビ
ジネスを創出する。これらの取組により、多様な産業構造を生み
出し、若年層の流出抑制を図る。

地方創生推進タイプ

337 栃木県 栃木県日光市
日光市女性が輝く推進プロジェ
クト

栃木県日光市の全域

市の人口は、25年間で22.3％減少した。特に少子化が顕著で、有
配偶率と第1子合計特殊出生率が全国平均以下である。少子化意識
調査で、経済的な不安と、男女の固定的性別役割分担意識が根強
いことが判明した。子育て中で未就業の女性は時間や場所にとら
われない働き方を希望していることから、この計画では、子育て
女性の就労が可能となるデジタルでの仕事創出と女性が働きやす
い環境づくりを行う。これにより、多様なライフスタイルが実現
でき、子育て女性や若年層が働きやすい・住みやすい日光市を構
築し、少子化の改善を図る。

地方創生推進タイプ

338 栃木県 栃木県日光市
日光市まち・ひと・しごと創生
推進計画

栃木県日光市の全域

本市は若い世代の転出超過が続き、購買層の減少による地域経済
規模の縮小、まちなかの活力低下を招いている。第２期日光市ま
ち・ひと・しごと創生総合戦略に位置付けられた事業の推進に当
たり、地方創生応援税制(企業版ふるさと納税）を活用し、４つの
基本目標（「安心して働くことができ安定した生活を支える「し
ごと」をつくる。地域の活力を創出する「ひとの流れ」をつく
る。若い世代の「結婚・出産・子育て」に対する希望をかなえ
る。地域特性に応じた持続可能な「まち」をつくる）に掲げる事
業を推進し、まちの活力を取り戻す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

339 栃木県 栃木県小山市
小山市まち・ひと・しごと創生
推進計画

栃木県小山市の全域

「ア　おやまに魅力あるしごとをつくる事業」、「イ　おやまに
新しいひとの流れをつくる事業」、「ウ　おやまで結婚、出産、
子育ての希望の実現と、誰もが活躍できる地域社会をつくる事
業」、「エ　おやまに新たな時代に合った地域をつくり、安全・
安心で快適な暮らしを守る事業」、これら4つの基本目標を目指
し、個別の施策・事業の着実な進捗を計り、若年層の転出を抑制
し、転入超過を図ることで、人口減少を克服し、持続可能な地域
づくりを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

340 栃木県 栃木県大田原市 大田原市未来創造戦略推進計画 栃木県大田原市の全域

大田原市では、人口減少を原因とする地域経済の規模縮小や地域
コミュニティ等の活動困難などが懸念されることから、将来に向
けて持続できるまちづくりに取り組むため、「大田原市未来創造
戦略」を策定した。この戦略で定めた４つの基本目標を実現する
ため、総合計画との整合性を保ちながら、官民一体となって”ま
ち・ひと・しごと”を創りだす関連事業を実施する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例
地域雇用開発助成金（地域雇用
開発コース）

341 栃木県 栃木県矢板市
矢板市まち・ひと・しごと創生
推進計画

栃木県矢板市の全域

矢板市の地方創生総合戦略「第２期矢板市まち・ひと・しごと創
生総合戦略」で定める４つの基本目標（安定した雇用をつくると
ともに、安心して働けるようにする・来てもらう、住んでもら
う、新しい人の流れをつくる・多世代を支援する・安心して快適
に暮らすことができる活力ある地域をつくる）に資する事業を、
地方創生応援税制に基づく企業からの寄附を活用し実施する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

342 栃木県 栃木県那須塩原市
第２期那須塩原市地方創生推進
計画

栃木県那須塩原市の全域

人口減少・少子高齢化が進むことによりもたらされる、生産年齢
人口の減少による経済規模の縮小、高齢者の増加による社会保障
費の増加、地域の賑わいの喪失等の課題に対応するため、「那須
塩原に魅力あるしごとをつくる」、「那須塩原へのひとの流れを
つくる」、「結婚・出産・子育てしやすい環境をつくる」、「安
心して住み続けたい魅力的な地域をつくる」の４つの基本目標を
掲げ、人口減少に歯止めをかけ本市の地方創生を成し遂げていく
ための取組を推進するもの。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

343 栃木県 栃木県さくら市
さくら市まち・ひと・しごと創
生推進計画

栃木県さくら市の全域

さくら市まち・ひと・しごと創生推進計画の基本目標である、
「地域産業を活性化させ、安定したしごとを創出する」、「定住
人口・交流人口を増やす」、「結婚・出産の希望をかなえ、子育
てと教育の支援を充実させる」、「地域での確かな暮らしを確保
する」を通して、出生率を向上し、人口減少に歯止めを掛け、将
来にわたって活力ある社会の維持を図るものである。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

344 栃木県 栃木県那須烏山市
第２期那須烏山市まち・ひと・
しごと創生推進計画

栃木県那須烏山市の全域

本市の少子高齢化、人口減少問題に対応するため、以下を基本目
標として掲げ、市民の結婚・妊娠・子育ての希望の実現を図り、
自然増に繋げる。また、移住を促進するとともに、安定した雇用
や地域を守り、活性化するまちづくり等を通じて、社会減に歯止
めをかける。・基本目標１　地方に仕事をつくる、・基本目標２　
人の流れをつくる、・基本目標３　結婚・出産・子育ての希望を
かなえる、・基本目標４　魅力的な地域をつくる

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

345 栃木県 栃木県下野市
企業版ふるさと納税を活用した
地方創生推進事業

栃木県下野市の全域

本市の人口は、2010年まで増加していたが、2015年には59,431人
に減少に転じ、2040年には53,532人に減少する見込みである。人
口減少は、東京圏への転出超過や、死亡数の増加、出生数の減少
による自然減などが原因と考えられる。これらの課題に対応する
ため、若い世代の結婚・出産・子育ての希望の実現を図り自然増
につなげる。また、東京圏からの新しいひとの流れをつくるとと
もに、魅力的で安定した雇用の創出や安心なくらしを守り幸せを
実感できるまちづくり等を通じて、社会減に歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

346 栃木県 栃木県河内郡上三川町
上三川町まち・ひと・しごと創
生推進計画

栃木県河内郡上三川町の全域

本町が抱える少子高齢化・若者の東京圏への転出超過・低出生率
等の課題について、第2期まち・ひと・しごと創生総合戦略に位置
づけられた地方創生に資する事業を、企業版ふるさと納税を活用
し実施することにより、人口の自然増の促進及び社会減の歯止め
をかけ、誰もが暮らしやすい上三川町を実現する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



347 栃木県 栃木県芳賀郡益子町
益子町まち・ひと・しごと創生
推進計画

栃木県芳賀郡益子町の全域

本町では、第3期地方版総合戦略で定めたまちの来像である「幸せ
な協働体（共同体）・ましこ」を実現するため、戦略の目的を
「『ましこならでは』の価値をつくり、『逆転の時代』をつく
る」とし、その実現のため、「幸せを感じる暮らしをつくる」
「風土に根ざした産業をつくる」「社会的に自立した人を育て
る」「地域資産を活かし、未来へレガシーをつくる」「健全で次
世代型の経営体をつくる」の５つの基礎目標を設定し、様々な分
野における施策を体系的に整理し、実施していくことで、バラン
スのよいまちづくりの実現を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

348 栃木県 栃木県芳賀郡市貝町
市貝町まち・ひと・しごと創生
推進計画

栃木県芳賀郡市貝町の全域

長期的に予想される人口減少社会の中で、サシバの里づくりを最
大限に活かした転入人口の増加や出生率の向上などを推進するた
め、以下の４つの基本目標に取り組む。
「①サシバの里の環境と地場産業が両立した地域循環型経済の確
立」、「②地元に残り、他からもやってくる選ばれる魅力の創出
と発信」、「③子や孫がいきいきと安心して成長できる子育て支
援の充実」、「④健やかに生きがいを持って生き抜くことができ
る体制の構築」

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

349 栃木県 栃木県芳賀郡芳賀町
鉄道のない町　移住定住促進プ
ロジェクト

栃木県芳賀郡芳賀町の全域

地方創生汚水処理施設整備推進交付金を活用することにより、公
共下水道と浄化槽（個人設置型）の整備を進め、宅地需要が高
まっているエリアにおける安全で利便性の高い生活拠点の形成、
基幹産業である農業に適した排水処理と美しい水辺環境の創出及
び町全体の汚水処理人口普及率の向上に取り組むことで、地域全
体として人口減少の抑制、稼げる地域づくり及び関係人口・交流
人口の創出を目指す。

地方創生汚水処理施設整備推進
交付金

350 栃木県 栃木県下都賀郡壬生町
壬生町まち・ひと・しごと創生
推進計画

栃木県下都賀郡壬生町の全域

第２期壬生町創生総合戦略に掲げた４つの目標「安定した雇用を
創出する」「新しいひとの流れをつくる」「結婚・出産・子育て
の希望をかなえる」「安心して元気に暮らす」に基づき、人口減
少による様々な課題への対応や持続可能な地域づくりを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

351 栃木県 栃木県下都賀郡野木町
野木町まち・ひと・しごと創生
推進計画

栃木県下都賀郡野木町の全域

本町は首都東京に近い利便性の高い恵まれた立地条件と良好な住
環境により発展したが、平成11年の27,080人をピークに令和２年
には25,020人まで減少し、国立社会保障・人口問題研究所による
と令和45年までに13,893人となる見込みである。人口減少が進む
ことで、地域経済の停滞や行政サービスの低下、地域コミュニ
ティの希薄化など、様々な課題の悪化が懸念される。これらの課
題に対し的確に対応するため、雇用創出、移住定住者と関係人口
の創出、出生数の増加等の事業を切れ目なく展開し、人口減に歯
止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

352 栃木県 栃木県塩谷郡塩谷町
塩谷町まち・ひと・しごと創生
推進計画

栃木県塩谷郡塩谷町の全域

人口動向分析及び将来人口推計を踏まえ、活力ある塩谷町を将来
に受け継いでいくために人口減少の克服に向けた対策を打つべ
く、「働く場の確保」、「地域の魅力向上と関係人口の創出」、
「生みやすさ・育てやすさの充実」、「住みやすさの充実」の４
つの基本目標に基づく各種事業を展開することにより、人口減少
を食い止め、将来的に一定規模の人口を維持するとともに年齢層
のバランスが取れた人口構成の実現を目指すものである。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

353 栃木県 栃木県塩谷郡高根沢町
高根沢町まち・ひと・しごと創
生推進計画

栃木県塩谷郡高根沢町の全域

本町の人口は2007年の31,058人をピークに社会減少や自然減少に
よる人口減少が続いており、2024年４月時点で28,757人まで落ち
込んでいる。人口減少により発生する課題に対応するため、「安
心して産み、子育てができるまち」「子育てに適した生活環境
と、生涯にわたり住み続け・働けるまち」という２つの基本目標
を掲げ、人口減少に歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

354 栃木県 栃木県那須郡那須町
那須町まち・ひと・しごと創生
推進計画

栃木県那須郡那須町の全域

那須町の地方版総合戦略「まち・ひと・しごと創生那須町総合戦
略」で定める４つの基本目標（「那須で稼ぎ、安心して働けるよ
うにする」「那須とのつながりを築き、新しいひとの流れをつく
る」「那須で結婚・出産・子育ての希望をかなえる」「ひとが集
う、安心して暮らすことができる魅力的な那須をつくる」）に資
する事業を、応援税制に基づく企業からの寄付金を活用しながら
実施する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

355 栃木県 栃木県那須郡那珂川町
那珂川町まち・ひと・しごと創
生総合戦略

栃木県那須郡那珂川町の全域

本町では、人口減少に歯止めがかからない状況であるため、雇用
の創出や移住定住をはじめとした人口減少対策を推進するととも
に、町の持続性を高めるような取り組みにも着目しながら、町が
目指す人口ビジョンの実現に向けた総合戦略を策定した。この総
合戦略では、４つの基本目標を定め、各種取り組みを実施する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

356 群馬県 群馬県 ものづくり産業DX推進事業 群馬県の全域

県の群馬産業技術センターに整備された公衆通信網５Ｇを用いた
デジタルソリューションをフル活用し、民間企業との共同研究を
幅広く実施するとともに、ローカル５Ｇ技術の社会実装の担い手
を育成するための人材育成事業等を展開し、県内に幅広く横展開
を図ることで、県内企業の「デジタルファクトリー」導入を支援
していく。
また、製造業の製品開発における設計・試作・評価工程をバー
チャル上で実施する「デジタルエンジニアリング」を、県内中小
ものづくり産業において導入していくための施策を展開し、競争
力を強化する。

地方創生推進タイプ

357 群馬県 群馬県
文化資源を軸とした観光振興・
地域活性化推進事業

群馬県の全域

従来の取組では、地域の差別化が困難な現代において、本県に対
する興味を惹き、本県への人の流れを引き起こすため、地域固有
の文化、歴史、芸術等の魅力ある文化資源をその一手段とする事
業に取り組む。多様なテーマを擁する県立の博物館や美術館等に
収蔵される文化資源を掘り下げ、その価値をデジタルの力を用い
て、本県の文化資源の価値を県内外に広く発信していくことで、
文化資源に関心がなかった人も含め、県内外から多くの人に訪れ
てもらうきっかけを作る。

地方創生推進タイプ

358 群馬県 群馬県
群馬県プロフェッショナル人材
戦略拠点事業

群馬県の全域

2021年度に策定した「新・群馬県総合計画（ビジョン）」におい
て、２０年後の本県の目指す姿として「群馬の土壌と融合したデ
ジタル化」と「100年続く自立した群馬」を掲げており、その実現
に向けた７つの政策の柱の一つとして「地域経済循環の形成」を
位置づけ、資源生産性の高い地域社会を目指すとともに、自立し
た地域経済の確立を目指すもの。

地方創生推進タイプ



359 群馬県 群馬県
群馬県地域地方活力向上地域等
特定業務施設整備促進プロジェ
クト

前橋市、高崎市、桐生市、伊勢
崎市、太田市、沼田市、館林
市、渋川市、藤岡市、富岡市、
安中市及びみどり市並びに群馬
県北群馬郡榛東村及び吉岡町、
甘楽郡下仁田町及び甘楽町、吾
妻郡中之条町及び東吾妻町、利
根郡昭和村及びみなかみ町、佐
波郡玉村町並びに邑楽郡板倉
町、明和町、千代田町、大泉町
及び邑楽町の全域

群馬県地域には、東京に本社を有する企業の主力拠点が幅広い業
種にわたり立地している。近年では、地震等に備えた事業継続体
制の整備等の観点から、製造業を中心に東京等からの本社機能の
県内移転等の動きを見せる企業も見受けられる。
この動きを加速し、群馬県地域での安定した良質な雇用を創出す
るため、企業による特定業務施設整備を促進し、もって地域経済
の活性化を図る。

地方における本社機能の拠点の
強化を行う事業者に対する特例

360 群馬県 群馬県、群馬県前橋市
県民総活躍の未来をつくる若手
人材の確保・育成事業

群馬県の全域

群馬県では、特に若手人材に着目し、新たな人材の採用や確保、
DX人材の育成・技術伝承・リスキリング等による社内人材の質の
向上等を支援することで、若手人材の群馬県への流入、ポジティ
ブな労働移動等を促し、人手不足の解消につなげる。さらに、本
事業により群馬県に呼び込んだ若手人材等が中心となり、上記、
総合戦略において謳っている多様な県民が誰一人取り残されるこ
となく活躍できる、県民総活躍社会の実現を目指す。	

地方創生推進タイプ

361 群馬県 群馬県、群馬県桐生市
日本最先端クラスのデジタル県
推進事業

群馬県の全域

デジタル技術を活用した新たなビジネスの創出環境の整備、官民
共創プロジェクトの実施機会の創出により、デジタルやクリエイ
ティブな産業の集積を図るほか、デジタル技術は今後も進化し、
県民生活への浸透度も高まることから、デジタルクリエイティブ
人材の育成に加えて、県民のデジタルリテラシーの向上も図る。

地方創生推進タイプ

362 群馬県 群馬県前橋市
地域産業全体の生産性向上とDX
を推進する先端IT人材育成計画

群馬県前橋市の全域

前橋市では第七次前橋市総合計画、前橋市産業振興ビジョン、前
橋市中小企業振興基本条例を掲げ、産業振興による地方創生に取
組んでいる。加速するデジタル化や人口減少の中、事業者の意識
変革と業務変革を、並行して推進することで、変化に耐えうる力
をつける。加えてイノベーションの源泉となる良質な新ビジネス
育成のため、創業支援事業を加速させる。既存産業の収益力増大
と同時に、技術革新や新サービスなどの新たな価値創出につな
げ、将来に渡り続く「新しい価値の創造都市・前橋」の実現を目
指す。

地方創生推進タイプ

363 群馬県 群馬県高崎市
高崎市まち・ひと・しごと創生
推進計画

群馬県高崎市の全域

今後、人口減少が見込まれる中において、企業が集まり経済が活
性化し、人々が暮らし続けたいと思えるまちを実現するため、企
業誘致、商業・工業・農業等地域産業の活性化、賑わいを創出す
る都市政策、豊かで穏やかな暮らしをもたらす福祉・介護・子育
て支援の充実、教育・文化・スポーツ・市民活動の振興、快適で
安全な住環境の整備など、都市としての総合力を高めていくこと
を目標とし、各種の取組を進めていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

364 群馬県 群馬県桐生市
官民連携の伴走型サポートによ
る移住・定住促進センター設置
計画

群馬県桐生市の全域

移住・定住の促進、しごと創出及びまちのにぎわい創出を目的と
して、空き店舗活用等による店舗開業が進み、若い世代が移住起
業してまちで活躍している事例が増えてきているという近年の状
況を生かし、店舗開業・起業・就農者をメインターゲットとし
て、仕事・住宅・子育て・暮らしなど移住に関わる相談を一元的
に対応するとともに、それらの情報を効果的に発信するワンス
トップ窓口を設置する。あわせて、魅力発信や様々なイベント等
を通して交流・関係人口の拡大を図り、将来的な移住者及び担い
手の確保につなげる。

地方創生推進タイプ

365 群馬県 群馬県館林市
館林市まち・ひと・しごと創生
推進計画

群馬県館林市の全域

本市の人口は2005年の79,454人をピークに減少を続けており、
2060年には44,888人まで落ち込むことが見込まれている。これに
伴う課題に対応するため、生活の基盤となる安定した雇用を創出
し、さらに日本遺産「里沼」や名勝「躑躅ヶ岡」などを活かして
新しいひとの流れを生み出していく。また、若い世代が安心して
子どもを産み育てられる環境づくりや、災害対策・交通インフラ
が充実した安心して暮らせる地域づくりを通じて「しごと」と
「ひと」の好循環を作り出し、持続可能な「まち」の活性化を
図っていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

366 群馬県 群馬県富岡市
若者の移住を促し企業の人材確
保を支援する取組

群馬県富岡市の全域

本計画により人口減少による影響分析を行うと共に、移住情報の
発信、企業連携等を通じて移住者受入に向けた体制整備を図る。
■移住情報発信力強化「市内地区別人口推計を行い、その結果を
基にした研修会を実施」、「移住情報に関するパンフレットを作
成」、「発信力強化セミナーの実施」、「空き家バンク機能の拡
大」■移住者受け入れ体制整備「地域情報を発信し、移住者と旧
住民の軋轢が生じない仕組の構築」「Uターン人材を受け入れてい
くための環境整備の検討」■企業情報発信「企業の魅力を発信す
るパンフレットの作成」

地方創生推進タイプ

367 群馬県 群馬県富岡市
環境と経済の好循環が生み出す
中小企業の新たな魅力創出によ
る地方創生プロジェクト

群馬県富岡市の全域

本事業は脱炭素に向けて何ができるか「知る・考える」、自社の
二酸化炭素排出量を「測る・把握し改善する」、二酸化炭素排出
量を「削減する・自走する」取組を基本ステップとする。
【知る・考える】①脱炭素セミナー等の開催、【測る・把握し改
善する】②CO2排出量計測システム導入支援、③省エネ診断支援、
【削減する・自走する】④脱炭素アドバイザー派遣支援、⑤省エ
ネ設備更新の支援

地方創生推進タイプ

368 群馬県 群馬県安中市 秋間梅林環境整備事業 群馬県安中市の全域

秋間梅林は、安中市の３大観光拠点の１つとし、「第２期安中市
まち・ひと・しごと創生総合戦略」において、地域の観光資源の
磨き上げを行う重要なプロセスの１つである。本事業は、秋間梅
林の観光客の増加を図るため、受入体制整備や地域産品の販売促
進や商品開発を行うことで秋間梅林のリピーター層の獲得をより
強化するとともに、新たなニーズへの対応を行い、市内消費を喚
起することによる経済波及効果を生み、観光資源の磨き上げとと
もに自らが「稼ぐ力」を強化していくことを目的とする。

地方創生推進タイプ

369 群馬県 群馬県安中市
第２期安中市まち・ひと・しご
と創生推進計画

群馬県安中市の全域

本市では、人口減少や少子高齢化が進むことで、地域の担い手不
足やそれに伴う地域産業の衰退、地域コミュニティの衰退等が懸
念されている。これらの課題に対応するため、「結婚・出産・子
育てしやすいあんなかをつくる」「誰もが暮らしやすい未来に向
けたあんなかをつくる」「知って、行きたくなり、住んでみたく
なるあんなかをつくる」「雇用の場を生み出し働きやすいあんな
かをつくる」「新たな技術で持続可能なあんなかをつくる」を基
本目標とし、地方創生の取組を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

370 群馬県 群馬県北群馬郡榛東村
榛東村まち・ひと・しごと創生
推進計画

群馬県北群馬郡榛東村の全域

榛東村は、群馬県のほぼ中央に位置し、豊かな自然に恵まれ、前
橋市、高崎市に隣接したベッドタウンとして発展してきたが、平
成23年以降人口減少が続いている。まち・ひと・しごと創生寄附
活用事業に関連する寄附を行った法人に対する特例を活用し、出
生率の向上により人口減少を和らげ、人口規模の安定と若返りを
図ることで、基本目標「子どもたちを生き生きと健やかに、安心
して育てられるむら」、「つながりを大切にし、集うひとが安心
して暮らせるむら」、「地域の産業を育み、安心して働けるむ
ら」の達成を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



371 群馬県 群馬県多野郡上野村
“人・地域がつながり、輝ける
未来へつなぐ”上野村第２期ま
ち・ひと・しごと創生計画

群馬県多野郡上野村の全域

ＳＤＧ’sの理念「だれ一人取り残さない」という現在の価値観を
踏まえ、人と人とが助け合い、つながりあい、だれもが主役と
なって幸せに暮らせる持続可能な村「上野村版地域循環共生圏」
の構築を目指す。そして豊かな自然や文化、営みといった地域資
源を見つめ直し活かすことで、村内に好循環を巡らせ、多様性と
包摂性のある社会なかで人々が活力をもっていきいきと暮らし、
交流することで、村の輝ける未来へとつなぐ。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

372 群馬県 群馬県多野郡神流町
神流町まち・ひと・しごと創生
推進計画

群馬県多野郡神流町の全域

人口の減少や高齢化社会の到来、景気の低迷に伴う就業機会の不
足などから、地域活力の低下が懸念される中で、いかに地域の資
源を最大限に活用しながら活力を生み出し、持続可能な地域社会
を構築していくことが、大きな課題となっている。これらの課題
に対応するため、４つの基本目標を掲げ、持続可能な町づくりを
目指すため期間を１年延長する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

373 群馬県 群馬県吾妻郡長野原町
長野原町まち・ひと・しごと創
生推進計画

群馬県吾妻郡長野原町の全域

長野原町まち・ひと・しごと創生推進計画では、少子高齢化及び
人口減少が進む当町において、「もっと人が交流しやすくな
る」、「もっと雇用を創出する」、「もっと子育てしやすくす
る」、「もっと暮らしやすくする」の4つを政策軸として掲げ、地
域と地域、人と人を繋いで人口にとらわれない「一体感あるまち
づくり」の達成を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

374 群馬県 群馬県吾妻郡高山村
高山村まち・ひと・しごと推進
計画

群馬県吾妻郡高山村の全域
現行の地域再生計画の終了期間が近づいているので、期間を１年
間延長するため。当村の現行の総合戦略の期間が2026年3月31日ま
でのため、一旦1年間の延長とする。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

375 群馬県 群馬県利根郡片品村
片品村まち・ひと・しごと創生
推進計画

群馬県利根郡片品村の全域

農業や観光など地域に根ざした産業に磨きをかけることで安定し
た雇用を創出し、新しい人の流れをつくり、住民や観光で訪れた
方が安心して暮らせる住み続けたくなる村の実現を実施してい
く。また、若い世代を支援し、結婚・出産・子育ての希望実現を
図るとともに、移住等を促進し、関係人口増加の施策をすすめる
ことにより、人口減少に歯止めをかける。さらに地域等の連携を
一層推し進める事により、多種多様の取り組みを実施していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

376 埼玉県 埼玉県
ｅスポーツを活用した観光コン
テンツ創出事業

埼玉県の全域

県内のｅスポーツ資源（企業・団体、会場）を最大限活用し、ｅ
スポーツを本県の新たな観光コンテンツとして磨き上げる。多く
の集客が可能なｅスポーツイベントの開催を通じ、ｅスポーツの
特性や可能性に触れる身近な機会の創出・充実を図り、賑わい創
出や地域経済の活性化につなげる。さらに、県内でｅスポーツの
普及・裾野が拡大することにより、新たな観光資源としてのｅス
ポーツを活用した市町村や民間事業者主催の大小様々な規模のeス
ポーツイベントの開催、更なる賑わい創出、地域経済の活性化と
いった好循環につなげる。

地方創生推進タイプ

377 埼玉県 埼玉県
「来て良し・住んで良し」埼玉
づくり官民連携プロジェクト事
業

埼玉県の全域

本事業により、本県を訪れる交流人口（観光入込客数）や本県で
暮らす定住人口（UIJターン数）が増加し、地域が賑わい経済活動
が活発な魅力的な地域として持続可能な発展を続ける埼玉県を実
現する。

地方創生推進タイプ

378 埼玉県 埼玉県
ＳＡＩＴＡＭＡロボティクスセ
ンター（仮称）整備事業

埼玉県の全域

県内に中小企業等のロボット開発を支援するための施設を整備
し、先端産業を集積するとともに県内中小企業のロボット産業へ
の参入を促すことにより、新たな雇用と成長をもたらすことで、
県内産業の振興と経済的発展を目指す。

地方創生拠点整備タイプ

379 埼玉県 埼玉県
中小企業高度人材支援計画（第
３期）

埼玉県の全域

即戦力人材の活用による地域企業の経営革新の実現を促す「プロ
フェッショナル人材戦略拠点事業」を活用し、先端産業に参入し
ようとする企業、高い成長目標を掲げて経営革新に取り組む企
業、海外展開等新たな事業展開に取り組む企業などの人材ニーズ
を掘り起し、今後の県経済をけん引する中小企業（地域中核企
業）への成長を支援する。

地方創生推進タイプ

380 埼玉県

埼玉県、熊谷市、秩父市、飯能
市、本庄市及び深谷市並びに埼
玉県比企郡小川町及びときがわ
町、秩父郡横瀬町、皆野町、長
瀞町、小鹿野町及び東秩父村、
児玉郡美里町、神川町及び上里
町並びに大里郡寄居町

埼玉県企業拠点強化促進計画

秩父市、本庄市及び深谷市並び
に埼玉県比企郡小川町及びとき
がわ町、秩父郡横瀬町、皆野
町、長瀞町、小鹿野町及び東秩
父村、児玉郡美里町、神川町及
び上里町並びに大里郡寄居町の
全域並びに熊谷市及び飯能市の
区域の一部

埼玉県県北地域及び秩父比企地域は、県の北西部に位置し、東京
都心から概ね６０ｋｍ～８０ｋｍ圏内にある。気候が温暖で豊か
な自然環境に恵まれ、自然災害も少なく、従来から製造業をはじ
め多様な産業が発展してきた。一方で、近年は人口や事業所数の
減少が進んでおり、安定した雇用の場を確保し、人口減少や流出
をくい止めることが喫緊の課題となっている。そこで、当該地域
における企業の本社企業の転入や拡充等を促進することにより、
雇用機会の拡大を図り、地域経済の活力向上を目指す。

地方における本社機能の拠点の
強化を行う事業者に対する特例

381 埼玉県
埼玉県並びに埼玉県飯能市及び
入間市

森林文化都市はんのう　水と緑
の回廊強化プロジェクト

埼玉県飯能市の全域、埼玉県入
間市の一部地域

市道、林道の一体的な整備により、地域の道のネットワークを整
備し、本市を代表する市街地周辺の観光拠点を結ぶ「都市回廊空
間」と山間地域が連結・連動する賑わい創出の好循環と回遊性の
向上を図り、地域住民による市内主要地点間のアクセス時間の短
縮、交通安全の向上、森林施業の効率化を通じて、年間観光客の
増、災害時のバイパス道路の確保や林業振興を図る。

地方創生道整備推進交付金

382 埼玉県 埼玉県さいたま市
さいたま市版スポーツオープン
イノベーションプラットフォー
ム（SOIP）構築支援計画

さいたま市の全域

本市の強みであるスポーツを活用し、関係人口の拡大による産業
の活性化を図るため、さいたま市版スポーツオープンイノベー
ションプラットフォーム（SOIP）を構築する。本事業では、本市
が抱える地域課題に対して、「さいたまスポーツシューレ」参画
企業等のリソースと、地域・ベンチャー企業等の製品・サービ
ス・アイディアを組み合わせて、ソリューション・サービスを検
討し、新たな価値創出を支援していく。また、この営みを将来的
にSSCが独自に実施できるよう、スキーム検討や人材の育成を合わ
せて行っていく。

地方創生推進タイプ



383 埼玉県 埼玉県さいたま市
労働生産性の向上支援による持
続可能な地域経済推進事業

さいたま市の全域

人口減少・生産年齢人口減少、物価上昇等の社会経済状況におい
ても、本市の抱える低生産性という構造的課題について、DX・GX
支援やオープンイノベーション推進等「業務効率化」と「付加価
値向上」の２つの方向性による多様な労働生産性向上支援を通じ
て対応を図り、持続可能な地域経済の実現につなげ、市民のwell-
beingを目指す。

地方創生推進タイプ

384 埼玉県 さいたま市
第２期さいたま市まち・ひと・
しごと創生推進計画

さいたま市の全域

2030年以降、本市の人口が減少に転じる見通しであることを見据
え、「さいたま市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に位置付け
られた事業の推進に当たり、地方創生応援税制（企業版ふるさと
納税）を活用し、人口増と「住みやすさ」の向上、全ての世代の
活躍、産業の創出・強化と地域経済の活性化、広域連携と交流強
化に、加速度的に取り組むことで、本市全体の人口維持、地域コ
ミュニティ及び地域経済の活性化の継続、東日本の交通の結節点
に位置するという地の利を活かした経済を中心する交流人口の増
加の実現を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

385 埼玉県 埼玉県川越市
「農のある生活」を契機とした
地域経済活性化及び農業振興事
業

埼玉県川越市の全域

古くから盛んである農業について、農業算出額・経営耕地面積の
減少などの課題解決に向け、新たな観光コンテンツとして「農の
ある生活」を楽しみ、都市農業の魅力を知ることができる「知的
レクリエーション」をコンセプトとする農業や食の体験を提供す
る滞在型のグリーンツーリズムを展開する。農業体験コンテンツ
の開発・実施、キャンプスペースのコンセプト設計等の調査や農
業の持続可能性をひろげる人材の確保・育成、スマート農業の研
修に取り組み、「農のある生活」を契機とした地域経済活性化及
び農業振興による地方創生を実現する。

地方創生推進タイプ

386 埼玉県 埼玉県川越市
第２期川越市まち・ひと・しご
と創生推進計画

埼玉県川越市の全域

本市の人口増加の伸びが落ち着く見込みであるため、令和３年度
に川越市まち・ひと・しごと創生総合戦略を包含・策定した第四
次川越市総合計画後期基本計画に基づき、①稼ぐ地域をつくると
ともに、安心して働けるようにする、②他地域とのつながりを築
き、川越への新しいひとの流れをつくる、③結婚・出産・子育て
の希望をかなえる、④ひとが集う、安心して暮らすことができる
魅力的な地域をつくるという、基本目標に沿った事業を地方創生
応援税制を活用して実施し、人口減少の抑制や地域経済の活性化
に向けた取組を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

387 埼玉県 埼玉県川口市
川口市まち・ひと・しごと創生
推進計画

埼玉県川口市の全域

本市の人口は増加し続けているものの、将来的には減少する見込
みであり、また緩やかではあるが少子高齢化は着実に進行してい
る。人口減少及び少子高齢化が進行することによって地域コミュ
ニティの維持困難、空き家の増加、商業面での売上低下、税収の
減少、扶助費の増加などの影響が考えられる。今後は、一定程度
の人口減少は許容しつつ、子育て支援の充実等による人口の年齢
バランスの改善や高齢者層の健康寿命の延伸などの施策の実施を
通じて、都市の持続可能性を確保できる人口規模や年齢構成を追
求していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

388 埼玉県 埼玉県秩父市
秩父市まち・ひと・しごと創生
推進計画

埼玉県秩父市の全域

「雇用の創出」、「関係人口も含めたひとの流入」、「結婚・出
産・子育ての希望を叶える」、そして「すべての人が住み続けた
いと思うまちづくり」に関する施策を重点的に推進することで、
人口減少と地域経済縮小の克服、まち・ひと・しごとの創生と好
循環の確立を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

389 埼玉県 埼玉県所沢市
所沢市まち・ひと・しごと創生
推進計画

埼玉県所沢市の全域

所沢市では近年総人口の減少はみられていないが、合計特殊出生
率、年少人口、生産年齢人口は減少傾向にある。今後も人口減少
や少子高齢化が進むことで、地域における担い手不足や地域産業
の衰退等、住民生活への様々な影響が懸念される。
これらの課題に対応するため、子どもや若い世代、子育て世代を
主なターゲットに、明るい未来や幸せを感じ、本市で充実した生
活が送れるよう、まちの活力を引き出すことをテーマとして取組
を進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

390 埼玉県 埼玉県加須市
加須市まち・ひと・しごと創生
推進計画

埼玉県加須市の全域

少子化に伴う人口減少・長寿化が進展する中、まちづくりの課題
への対応とともに目標人口の達成に向けて、「第２次加須市ま
ち・ひと・しごと創生総合戦略」を包括した「第２次加須市総合
振興計画」に定める施策を市民との協働によるまちづくりを基本
としながら推進することにより、人口減少を抑制し、将来にわ
たって活力ある地域社会の維持を図り、市の将来都市像である
「絆でつくる　緑あふれる　安心安全・元気な田園都市　加須」
の実現を目指し、本市独自の地方創生を推進する計画である。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

391 埼玉県 埼玉県東松山市
東松山市まち・ひと・しごと創
生推進計画

埼玉県東松山市の全域

人口減少や少子高齢化などの課題への対応を戦略的に進めるた
め、「魅力を高め、新たな人の流れをつくる」、「産業を振興
し、働きたいまちをつくる」、「結婚・出産・子育ての希望がか
なうまちをつくる」、「安心で快適なまちをつくる」、「住み慣
れた地域で健やかに暮らせるまちをつくる」の５つの基本目標に
基づく施策を展開し、将来像「住みたい、働きたい、訪れたい　
元気と希望に出会えるまち　東松山　」を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

392 埼玉県 埼玉県春日部市
春日部市健幸（けんこう）プロ
ジェクト推進計画

埼玉県春日部市の全域

春日部市人口ビジョンに掲げる本市の目指すべき人口の将来展望
を実現するため、4つの基本目標（地域創生戦略）を基本とする第
2期春日部市まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づき、①子育て
世代に選ばれる地域創生戦略、②特長を生かしたしごとを創出す
る地域創生戦略、③地域力を高める地域創生戦略、④安心安全で
魅力ある地域創生戦略に掲げる取組を進め、人口、経済、地域社
会の課題に対して一体的に取り組むことで、人口減少を克服し地
域経済の活性化を図り、本市の将来像の実現を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

393 埼玉県 埼玉県狭山市
狭山市まち・ひと・しごと創生
推進計画

埼玉県狭山市の全域

安定した雇用の創出や、若い世代の移住定住の促進、子育てしや
すい環境の整備などを進め、雇用増や社会増の推進、合計特殊出
生率の回復等を図ることで、人口減少に歯止めをかけ、持続可能
な地域社会の構築を目指すもの

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

394 埼玉県 埼玉県深谷市
第２期深谷市まち・ひと・しご
と創生推進計画

埼玉県深谷市の全域

人口減少社会における持続可能なまちづくりの実現に向け、人口
減少の抑制に取り組むとともに、地域の強みを生かし、地域が抱
える課題を解決することにより、地域活性化に取り組み、地方創
生のより一層の推進を図る。第２期深谷市まち・ひと・しごと創
生総合戦略において、「産業の価値の創出」、「くらしの価値の
創出」を基本目標に掲げ、喫緊の課題である人口減少や東京一極
集中の是正に的確に対応する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



395 埼玉県 埼玉県上尾市
上尾市まち・ひと・しごと創生
推進計画

埼玉県上尾市の全域

本市の将来を担う年少人口や中核を担う生産年齢人口の減少が想
定される中で、「活力にあふれたにぎわいあるまちづくり」、
「明日を担う人が育つまちづくり」、「魅力があり安心して暮ら
すことができるまちづくり」に取り組み、本市の人口の減少抑制
及び安定化並びに自治体経営の安定化を図っていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

396 埼玉県 埼玉県草加市
草加市まち・ひと・しごと創生
推進計画

埼玉県草加市の全域

第２期草加市版総合戦略の基本目標である「草加市における産業
の活性化と安定した雇用を創出する」、「結婚・出産・子育ての
希望をかなえる」、「ひとが集う、安心して暮らすことができる
魅力的な地域をつくる」に基づき、各種施策を展開し、人口減少
や少子高齢化等に取組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

397 埼玉県 埼玉県越谷市
越谷市まち・ひと・しごと創生
推進計画

埼玉県越谷市の全域

人口減少に伴う諸課題に対応するため、将来を見据えた行政施策
を的確に展開するとともに、市民に最も近い基礎自治体として、
安定的で質の高い行政サービスを継続的に提供し、越谷市に住ん
でいる方には、「住んでいてよかったまち越谷」「住み続けたい
まち越谷」、そしてこれから住まいを決める方には、「住みたい
まち越谷」と感じていただけるよう、「第２期まち・ひと・しご
と創生　越谷市総合戦略」に基づき各種施策を推進していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

398 埼玉県 埼玉県入間市
入間市まち・ひと・しごと創生
推進計画

埼玉県入間市の全域

第２期入間市まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づき、「働き
やすいまちをつくる」、「ずっと住みたいまちをつくる」、「子
どもの育ちを支える」、「まちの魅力を活かす」といった４つの
基本目標の施策を展開することで、「ひとの定住」、「まちの魅
力創出」、「地域経済の活性化」を生み出し、互いに効果をおよ
ぼす好循環を確立する。この好循環をつくることにより市の総合
戦略のテーマである「元気な子どもが育つまち」を創出し、人口
の自然増と社会増を同時に生み出すことを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

399 埼玉県 埼玉県志木市

人口を減らさない！税収も減ら
さない！市民の皆さんの笑顔を
絶やさない！まちづくりプロ
ジェクト

埼玉県志木市の全域

次の４つの基本的視点を勘案し、施策・事業の展開を図るものと
します。
① 若い世代の結婚・出産・子育ての希望の実現による出生率の向
上
② 市民が安心して住み続けることができるまちの実現による定住
の促進
③ コンパクトな市域で利便性が高く住みよいまちの実現による転
出の抑制
④ 東京や周辺市の20～40歳代をターゲットにした転入の実現によ
る転入の促進

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

400 埼玉県 埼玉県新座市
新座市まち・ひと・しごと創生
推進計画

埼玉県新座市の全域

地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）を活用し、都市間競争
の中で多くの人に選ばれる魅力のあるまちづくりを進め、定住人
口及び交流人口の増加や地域経済の活性化を図り、成長を続ける
新座市らしいまちづくりの実現を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

401 埼玉県 埼玉県久喜市
第２期久喜市まち・ひと・しご
と創生推進計画

埼玉県久喜市の全域

東京圏に位置する本市は、平成22年に人口のピークを迎えて以
降、人口減少の傾向にあり、若い世代を中心とした定住促進や合
計特殊出生率の改善などが大きな課題である。本市は交通利便性
に恵まれており、企業立地の高い需要を好機と捉え、立地環境の
優位性を活かし、優良企業の誘致を積極的に推進することで、地
域経済の活性化や地元に安定した雇用を創出することが期待され
る｡若い世代向けの優良な住環境を整備するとともに、子どもを安
心して産み育てられ、教育しやすい環境づくりなど、「住みやす
いまち」を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

402 埼玉県 埼玉県北本市
北本市まち・ひと・しごと創生
推進計画

埼玉県北本市の全域

人口減少等の課題に対応するために、本計画において人口の変化
を捉えたまちづくりとして、稼ぐ産業と安定した雇用の創出、新
しい人の流れとつながりづくり、若い世代の出産・子育ての希望
をかなえる環境づくり、ひとが集う、安心して暮らすことができ
る魅力的な地域づくりに取り組んでいく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

403 埼玉県 埼玉県富士見市
富士見市キラリと輝く創生推進
計画

埼玉県富士見市の全域

本市の「富士見市キラリと輝く創生総合戦略」に位置付けられた
事業の推進に当たり、地方創生応援税制を活用し、少子化による
人口減少に歯止めをかけ、将来的な人口確保に向けた「積極戦
略」として、市民の結婚・妊娠・出産・子育ての希望の実現を図
るとともに、健康長寿の延伸や、住んでみたい・住み続けたい魅
力的なまちづくりを推進する。また、人口構成の変化に対応した
新たな地域社会の構築を目指す「調整戦略」として、産業の活力
向上に取り組むとともに、良好な住環境の形成と魅力向上につな
がる土地利用を推進していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

404 埼玉県 埼玉県三郷市
三郷市まち・ひと・しごと創生
推進計画

埼玉県三郷市の全域

今後本市に訪れる人口減少・少子高齢化対策として、現在の人口
規模や住宅や土地の価値をできる限り維持し持続可能な行政経営
を実現するため、以下の３点を本計画における基本目標として掲
げ目標の達成を図る。「基本目標１　持続可能な拠点の形成（ま
ちづくりは道づくり」、「基本目標２　多様性のある地域の確立
（地域コミュニティの充実）」、「基本目標３　質の高い教育と
切れ目ない子育て支援の強化（子どもたちの成長を見守る・夢を
育む）」

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

405 埼玉県 埼玉県蓮田市 蓮田市地域再生計画 埼玉県蓮田市の全域

本市の将来像である「四季かおる つながり 安心 活きるまち」を
実現するため、地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）を活用
しながら、蓮田市第５次総合振興計画の６つの基本政策である
「未来の希望が輝くまちをつくる」、「健康で安心して暮らせる
まちをつくる」、「学び合い、豊かな心を育むまちをつくる」、
「地域の資源が活きるまちをつくる」、「潤いのある快適なまち
をつくる」、「地域活動が活性化されたまちをつくる」を着実に
推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

406 埼玉県 埼玉県幸手市
幸手市まち・ひと・しごと創生
推進計画

埼玉県幸手市の全域

幸手市まち・ひと・しごと創生総合戦略の基本目標である、「安
定した雇用を創出するとともに、安心して働けるようにする」、
「新しいひとの流れをつくる」、「結婚・出産・子育ての希望を
かなえる」、「ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的
な地域をつくる」を通して、出生率を向上し、人口減少の克服や
地方創生に向けて取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



407 埼玉県 埼玉県日高市
第２期清流文化都市ひだか創生
プロジェクト

埼玉県日高市の全域

本市の魅力を高め、暮らしやすい環境を整備することで定住を促
進し、多様な働き方のできる環境を整備するとともに、市民の結
婚・妊娠・出産・子育てを支援し、人口の自然減の抑制及び社会
増につなげることを目的とし、市の地方創生の更なる充実・強化
に向けた事業を実施するための計画である。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

408 埼玉県 埼玉県吉川市
第２期吉川市まち・ひと・しご
と創生推進計画

埼玉県吉川市の全域

当市の総人口は今後も増加していく見込みとなりますが、開発地
区以外では、すでに人口減少が始まっている地区もあります。そ
のため、今後の人口増加を確実なものとしていくことを軸としな
がら、人口のピークの先延ばしと人口減少の緩和を図るため、本
計画に掲げた各目標に基づく施策を展開し、将来にわたって魅力
と活力のある持続可能なまちを目指します。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

409 埼玉県 埼玉県白岡市
白岡市まち・ひと・しごと創生
推進計画

埼玉県白岡市の全域

全国的に人口減少が進む中、本市においても従来の人口増加を基
調とした市政運営でなく、時代に即し、適応していくことが求め
られている。少子高齢化やグローバル化の進展、急速に発展する
ＡＩやＩＣＴへの対応をはじめ、コロナ禍における新しい生活様
式や価値観への対応など、大きく変化する社会情勢を受け止め、
これからの課題を解決し、本市が将来にわたって持続的な成長を
維持できるようまちの将来像として掲げる「みんなでつくる自然
と利便性の調和したまちしらおか」の実現に向けて、地方創生の
取組を推進していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

410 埼玉県 埼玉県入間郡越生町
越生町まち・ひと・しごと創生
推進計画

埼玉県入間郡越生町の全域

越生町では、人口減少や少子高齢化の進展により、地域における
担い手不足やそれに伴う地域産業の衰退、さらには地域コミュニ
ティの衰退など、住民生活への様々な影響が懸念されるが、越生
町まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づき、雇用の創出や交
流・関係人口の増加、結婚・出産・子育て支援、安全安心で魅力
あるまちづくりを推進し、転出抑制と移住定住を促進することで
人口減少に歯止めをかけ、持続可能なまちづくりを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

411 埼玉県 埼玉県比企郡嵐山町
嵐山町まち・ひと・しごと創生
推進計画

埼玉県比企郡嵐山町の全域

嵐山町の人口は、2000年の19,816 人をピークに減少し続け、2020
年の国勢調査では、17,889 人となっている。自然減及び社会減の
状態が続いており、就業者数も減少傾向にある。この状況が続く
ことで町を支える地域の担い手の不足、地域コミュニティの衰
退、空き家や空き地の増加による住環境の悪化、税収入の減少に
よる行政サービスの低下が懸念される。こうした課題に対応する
ため、活力と生きがいの創出、子ども達の未来の創出、住みよい
豊かな環境の創出を基本的方針とした取り組みを実施していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

412 埼玉県 埼玉県比企郡川島町
川島町まち・ひと・しごと創生
推進計画

埼玉県比企郡川島町の全域

人口減少や少子高齢化などの課題に対応するため、第２期川島町
まち・ひと・しごと創生総合戦略である第６次川島町総合振興計
画に基づき、「未来に続く安全・安心な暮らしをまもる」、「未
来に向けて人と人をつなぐ」、「未来へ輝く稼ぐ地域をつく
る」、「未来へはばたく人財をそだてる」の４つの戦略目標に
沿った事業を実施することで、人口減少や少子高齢化に歯止めを
かけ、地方創生を推進するものである。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

413 埼玉県 埼玉県比企郡吉見町
第六次吉見町総合振興計画に基
づくみんなで安心して暮らせる
まち実現のための計画

埼玉県比企郡吉見町の全域

本町の総人口は2000年の22,246人まで上昇傾向にあったが、その
後は下降傾向が続いている。このまま人口減少、少子高齢化が進
行すると、農業・商業の衰退、町の活気の低下、空き家の増加、
経済活動の減退や収入の減少、コミュニティの希薄化などが懸念
される。急速に進行する少子高齢化や人口減少への対応と、生
活、経済、地域コミュニティなどを維持し将来にわたる持続可能
なまちづくりをめざし、一人ひとりが吉見らしさを感じながら
「〇〇したい」と思えるまち、みんなで安心して暮らせるまちを
実現するため本計画を策定する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

414 埼玉県 埼玉県比企郡鳩山町
鳩山町まち・ひと・しごと創生
推進計画

埼玉県比企郡鳩山町の全域

本町の人口はピーク時の75％まで落ち込み、1990年に46.1だった
老年化指数は2020年には約14倍の661.0まで高まるなど少子高齢化
と人口減少が進んでいるが、住んでいただければ暮らしに幸せを
感じる町である。そこで、企業の皆様からのふるさと納税の力
で、公園の遊具や子育て支援住宅の整備等、子育て環境の充実を
図るなどにより、子育て世代等の転入を促し、いつまでも暮らし
に幸せを感じるまちを実現する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

415 埼玉県 埼玉県比企郡ときがわ町
ときがわ町まち・ひと・しごと
創生推進計画

埼玉県比企郡ときがわ町の全域

ときがわ町の人口は、平成18年の13,717人から令和５年には
10,524人まで減少し、この18年間で減少した人数は3,193人であ
り、国立社会保障・人口問題研究所によると令和12年には8,658人
と１万人を割ることが予想されている。人口減少は、出生数の減
少等による自然減や進学・就職・結婚に伴い、若者が町外へ流出
したことによる社会減が主な原因と考えられ、今後、人口を維持
していくために、「ときがわ町まち・ひと・しごと創生推進計
画」により、人口減少を抑制し持続可能な地域を形成します。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

416 埼玉県 埼玉県秩父郡皆野町
皆野町まち・ひと・しごと創生
推進計画

埼玉県秩父郡皆野町の全域

皆野町の総人口は、平成27年の10,434人から令和3年には9,455人
と人口1万人を割り込み、年々人口が減少しています。国立社会保
障・人口問題研究所では令和27年、皆野町の独自による人口推計
では令和32年に、現在の人口がほぼ半減する推計となっていま
す。
人口の減少は、出生数の減少や、高校卒業後の進学・就職に伴
い、若者が町外へ流出したことが主な原因と考えられ、今後、人
口を維持していくために、「皆野町まち・ひと・しごと創生推進
計画」により、持続可能な地域を形成し、人口減少を抑制しま
す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

417 埼玉県 埼玉県秩父郡長瀞町
長瀞町まち・ひと・しごと創生
推進計画

埼玉県秩父郡長瀞町の全域

人口減少や少子高齢化などの課題について戦略的に取り組むた
め、第２期長瀞町まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づき、観
光産業を軸としての地域の雇用の創出、新しい人の流れを創りだ
す定住・交流の活性化、「長瀞で出会い、長瀞で育てる」若年層
への支援、町民の幸せな生活を支えるコミュニティの創造を目指
す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

418 埼玉県 埼玉県児玉郡美里町
美里町まち・ひと・しごと創生
推進計画

埼玉県児玉郡美里町の全域

本町の人口は平成７年（1995）の12,197人をピークに減少してお
り、特に近年では人口減少率の落ち込みが大きくなっている。人
口減少や少子高齢化が進むことで地域経済の衰退、地域活力の低
下、地域コミュニティの希薄化の進行などが懸念される。これら
の課題に対応するため、雇用の創出や交流人口・関係人口の増
加、結婚・出産・子育ての支援、安全安心で魅力的なまちづくり
の推進等に取り組み、人口減少に歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



419 埼玉県 埼玉県児玉郡上里町
上里町まち・ひと・しごと創生
推進計画

埼玉県児玉郡上里町の全域

本町の人口は平成21年前後をピークに緩やかに減少しており、国
立社会保障・人口問題研究所の推計モデルでは、令和42年には
18,755人になることが予想されている。合計特殊出生率について
も全国の平均値を大きく下回っており、人口減少の加速が予想さ
れる。このような状況が進むと、地域の担い手減少、また、それ
に伴う税収減による行政サービスの低下など、町民の生活に支障
をきたすことが考えられる。これらの課題に対応するため、安全
安心のまちづくりの推進等の取り組みにより、持続可能なまちづ
くりの実現を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

420 埼玉県 埼玉県大里郡寄居町
第２期寄居町まち・ひと・しご
と創生推進計画

埼玉県大里郡寄居町の全域

若い世代のUターン促進やファミリー層への移住促進、結婚・出
産・子育て環境の整備などの取り組みを進め、合計特殊出生率の
回復（自然増減の改善）及び転入者の増加（社会増減の改善）を
図ることで、人口減少に歯止めをかけ、持続可能なまちづくりを
実現する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

421 埼玉県 埼玉県南埼玉郡宮代町
第２期宮代町まち・ひと・しご
と創生推進計画

埼玉県南埼玉郡宮代町の全域

第２期宮代町まち・ひと・しごと創生総合戦略に掲げる４つの基
本目標「１．地域資源を活かし雇用を生み出す」、「２．町の魅
力を高め、新しい人の流れをつくる」、「３．結婚を希望する若
者を応援し、安心して出産・子育てできる環境をつくる」、
「４．顔が見え、つながりを実感できる安心で安全な地域をつく
る」並びに数値目標（KPI）を達成するための施策・事業を実施す
ることで、人口減少の歯止めと移住・定住を促進するとともに、
企業版ふるさと納税制度を活用して歳入確保を図るものである。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

422 埼玉県 埼玉県北葛飾郡杉戸町
杉戸町まち・ひと・しごと創生
推進計画

埼玉県北葛飾郡杉戸町の全域

本町の人口は、平成12年の47,336人をピークに全体として減少傾
向が続いており、国立社会保障・人口問題研究所による推計で
は、本町の人口は今後、令和２年の43,897人から、令和22年まで
の20年間で33,736人まで減少すると推計されている。このような
状況から、人口減少を克服し、地域経済の発展や活力ある地域社
会の形成などが課題となっており、就労の場の確保や子育て環境
の充実など、若者や子育て世代が将来に渡って安心して暮らせる
まちづくりを目指し、移住・定住へとつなげていくものである。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

423 千葉県 千葉県
体験型の起業家教育などを通じ
た起業機運と地域経済の活性化
機運の醸成

千葉県の全域

県や関係市町村に加え、アントレプレナーシップにノウハウのあ
る県内教育機関、検討課題等を有する民間企業等、その他関係機
関などと連携し、専門的な知見やノウハウも共有しつつ、小中学
生を対象とした起業体験会、高校生・大学生等を対象としたビジ
ネスプラン作成ワークショップや高校生等向け起業家講演会の取
組を進めていく。

地方創生推進タイプ

424 千葉県 千葉県
千葉県プロフェッショナル人材
戦略拠点事業計画

千葉県の全域

プロフェッショナル人材戦略拠点において、地域が一体となって
企業の支援に取り組むべく、地方銀行のみならず、信用金庫、信
用組合といった地域金融機関等との連携の強化・拡大を図り、潜
在成長力を有する地域の中小企業を発掘し、企業の経営力向上・
競争力を強化するため、経営戦略の策定支援やデジタル化推進に
も資するプロフェッショナル人材の活用を促す。

地方創生推進タイプ

425 千葉県 千葉県
第２期千葉県まち・ひと・しご
と創生推進計画

千葉県の全域

目指すべき理想像である「千葉らしいライフスタイルの創造」を
実現していくためには、本県の持つ魅力や可能性を伸ばす基盤と
なる「人」が重要であることから、「『人』が働き、活躍し、育
み・育ち、暮らすこと」を地方創生における基本的な方向性とす
る。県においては、全県的な施策を進めることに加え、各地域に
おいて「人が働き、活躍し、育み・育ち、暮らすこと」で地方創
生をさらに進展させるとともに、「千葉らしいライフスタイル」
を実現するため、市町村が取り組む、地域の課題を踏まえた地域
づくりを広域的な立場から支援する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

426 千葉県 千葉県千葉市
幕張新都心を中心とした先端技
術実装による都市型未来都市の
実現

千葉県千葉市の全域

これまでの事業から導き出された課題に対応しつつ、先端技術が
集積する都市型未来都市を実現するため、ドローンや自動運転等
のサービスの社会実装を進めるとともに、住民等の理解促進のた
め、社会受容性拡大に資する取組みを行う。また、横展開に向け
たセミナー等を行うほか、ドローンのライセンス取得支援により
面的な技術開発や企業の人材確保等を促進する。さらには、各未
来技術を連携させ、多様なモビリティや各コンテンツを最適に組
み合わせたサービスを提供する未来技術モビリティモビリティ連
携サービスを展開する。

地方創生推進タイプ

427 千葉県 千葉市
第２期千葉市まち・ひと・しご
と創生寄付活用事業

千葉市の全域

本市は市内在勤者が多く、東京圏の他の政令市と比較して昼夜間
人口比率が高いなど、千葉商圏として高い商業拠点性を有してい
る一方、東京湾に面した海辺や豊かな里山や谷津田をもち、その
先には太平洋へつながる九十九里浜が広がるなど、東京圏にあり
ながらも豊かな自然資源を有している。このような、市の特性を
最大限に活かした、千葉市ならではのまちづくりを進めるための
戦略的視点に基づき、地域社会・地域経済の活性化に取り組んで
いく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

428 千葉県 千葉県館山市
館山市まち・ひと・しごと創生
企業版ふるさと納税活用事業

千葉県館山市の全域

人口減少、少子高齢化に対応するため、令和２年度に策定した第
２期館山市まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づき、①“海”
の魅力に磨きをかける～海の魅力アップ～　②“食”の豊かさで
人をひきつける～食の豊かさアップ～　③“若者”の夢と希望を
かなえる～若者の元気アップ～　④未来に誇れる“ふるさと愛”
をはぐくむ～ふるさとへの誇りアップ～　を基本目標として、地
方創生の取組を推進することにより、人口減少・少子高齢化を見
据えた持続可能なまちづくりに努めるとともに、まち・ひと・し
ごとの創生と好循環の確立を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

429 千葉県 千葉県南房総市、千葉県館山市
デジタルを活用した地域活性化
プロジェクト

千葉県南房総市、千葉県館山市
の全域

賃貸物件の不足や市内企業の担い手不足、高齢者のデジタル社会
への対応といった課題を解決するため、民間企業による賃貸物件
建築を支援することにより子育て世代が移住する受け皿を整備し
つつ、デジタルを手段に市内企業の担い手不足解消のため、市内
企業や子育て世代向けのデジタル人材育成セミナーを、啓発、分
析、習得、導入というステップを踏みながら支援するとともに、
高齢化率が約50％に上る本市において、高齢者が市内のデジタル
化に対応するためのデジタル活用支援を行い、デジタルを活用し
た豊かな暮らしの実現を目指す。

地方創生推進タイプ

430 千葉県 千葉県木更津市
第2期木更津市まち・ひと・しご
と創生推進計画

千葉県木更津市の全域

人口減少や少子高齢化の進行に伴い、労働力不足、税収の伸び悩
みや社会保障費の増大、地域経済の停滞等が懸念される。これら
の課題に対応するため、本市が推進しているオーガニックなまち
づくりのステップアップを着実に図り、木更津市人口ビジョンに
掲げた将来人口（2030年14万人目標）の達成に取り組む。また、
将来にわたって活力あふれる持続可能なまちの創造に向け、住み
やすさ・暮らしやすさの向上を図るとともに、本市の有する地域
特性や地域資源を活かし、交流・関係人口や移住・定住人口の増
加に資する取組を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



431 千葉県 千葉県松戸市
松戸市まち・ひと・しごと創生
推進計画

千葉県松戸市の全域

本市の人口は堅調に推移し、50万人に達しようとしている一方
で、年少人口・生産年齢人口の減少、老年人口の増加が続いてい
る。さらに、人口の出入りが多いこと、外国人市民の増加も顕著
なことから、人と人とのつながりを地域の中でどうつくるかが永
年の課題となっている。また、社人研推計では、人口は今後減少
に転じ、2040年には450,676人まで減少するものとされている。こ
うしたことを踏まえ、松戸の持つ魅力、潜在能力をフル活用し、
良好な居住環境の整備、経済の活性化により、人口規模を維持し
ていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

432 千葉県 千葉県茂原市
第２期茂原市まち・ひと・しご
と創生推進計画

千葉県茂原市の全域

茂原市は温暖な気候に恵まれ、豊富で良質な地下資源である天然
ガスと首都圏まで60ｋｍ圏内、また羽田・成田の両空港まで1時間
程度という立地条件を活かし、農業・商業・工業などバランスの
とれた産業に支えられて発展してきた。近年は人口減少が進み、
地域全体の活力の低下が見られる。そこで、映画やドラマのロケ
を活用したロケツーリズムの考えによる地域活性化等、定住促進
及び交流人口の拡大に向けて、本市の魅力をタイムリーに情報発
信すること目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

433 千葉県 千葉県東金市
東金市まち・ひと・しごと創生
推進計画

千葉県東金市の全域

本市は、東京都心まで約50㎞、県のほぼ中央部に位置し、田園・
森林に覆われた自然豊かな環境と、江戸時代より「御成街道」に
よる物流の集散地として発展してきた。現在でも、国道126号、千
葉東金道路、圏央道を繋ぐ交通の要衝であり、ＪＲ東金駅を含む
全３駅を有し、都市機能の集積と産業活動が盛んである。一方で
少子高齢化が進み、関係人口の増加、流出抑制を図るため、地域
社会の維持活性化を基礎土台とした中で、市民が誇りを持てる、
未来に向かって持続性のあるまちづくりについて５つの基本目標
を掲げている。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

434 千葉県 千葉県習志野市
習志野市まち・ひと・しごと創
生推進計画

千葉県習志野市の全域

人口減少や少子高齢化が進行することにより、税収が減となる一
方で、社会保障関連経費の増大が見込まれるなか、習志野市が持
続可能な行財政運営を行っていくため、若者と子育て世代の定
着・定住と、産み育てやすい環境づくりにより、現在まで増加を
続けている人口をできるだけ維持し、将来の人口減少を最小限に
とどめ、人を呼び込む、魅力あるくらしのできるまちとなるため
の計画です。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

435 千葉県 千葉県柏市
第２期柏市まち・ひと・しごと
創生推進計画

千葉県柏市の全域
本市における地方創生，地域活性化を加速させるため，地方創生
応援税制（企業版ふるさと納税）を活用し，柏市地方創生総合戦
略の実現を図るもの。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

436 千葉県 千葉県勝浦市
暮らしを支える地域モビリ
ティ・ミックス推進事業

千葉県勝浦市の全域

人口減少やオンライン環境の充実による公共交通利用者数の減少
のほか、交通事業者における運転手の確保など、公共交通を取り
巻く状況が厳しい中で、持続可能な公共交通網を確保するために
は、従来の行政、交通事業者に頼った公共交通の維持・確保では
なく、デジタル技術の活用による効率的で利便性の高いサービス
の提供はもちろんのこと、これまで以上に地域全体で公共交通を
「つくり・守り・育てる」という意識を持って関わっていくこと
で、暮らしやすい地域づくりを目指すものとする。

地方創生推進タイプ

437 千葉県 千葉県勝浦市
勝浦市まち・ひと・しごと創生
推進計画

千葉県勝浦市の全域

勝浦市の人口は、昭和33年の31,400人をピークに、令和2年4月1日
現在の人口は17,092人まで減少し、また、人口構成も少子高齢化
が一層進展することが見込まれる。人口減少が本市経済に与える
影響は、消費市場の規模縮小だけではなく、労働力不足、需給両
面において地域経済を縮小させる大きな要因となっている。
これらの課題に対応するため、安定して働くことができる場の確
保、新しい人の流れや関係づくりの構築、子どもを産み育てる環
境の充実、ひとが行き交い、暮らしやすい地域の実現を目指す、

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

438 千葉県 千葉県流山市
流山市まち・ひと・しごと創生
推進計画

千葉県流山市の全域

流山市は、定住人口が増え続けている住宅都市であるが、２０２
７年以降、緩やかに減少が始まると推計している。そこで、「安
心・安全で快適に暮らせるまち」「生きがいを持って健康・長寿
に暮らせるまち」「良質な住環境のなかで暮らせるまち」「賑わ
いと魅力のあるまち」「誰もが自分らしく暮らせるまち」「子ど
もをみんなで育むまち」の６つの基本政策を進めることで「良質
で住み続ける価値の高いまち」を目指し、都市ブランドを高め、
持続可能なまちを実現する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

439 千葉県 千葉県我孫子市
我孫子市まち・ひと・しごと創
生推進計画

千葉県我孫子市の全域
人口減少に伴う税収不足や将来的な地域経済の衰退化などの課題
解決に向けて、企業版ふるさと納税を活用し、我孫子市まち・ひ
と・しごと創生総合戦略に位置付けた事業を実施する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

440 千葉県 千葉県我孫子市 我孫子市自転車観光推進計画 千葉県我孫子市の全域

地域の観光的な魅力を伝えて訪問欲求を高める観光ポータルサイ
トの開設と訪問の敷居を下げる観光スマートサイクルの導入によ
り、自転車を切り口に地域に散在する多彩な観光資産とステーク
ホルダーを繋いで１次２次３次産業を一括振興する。デジタル技
術を活用することにより、観光客を積極的に受け入れる民間の宿
泊施設、飲食店、アクティビティ事業者、文化的・自然的な場所
等、観光に係るステークホルダーの結び付きを、自転車とポータ
ルサイトをハブにして深め、市内外からの観光入込客の増加と地
域経済循環の改善をはかるものである。

地方創生推進タイプ

441 千葉県 千葉県鴨川市
鴨川市まち・ひと・しごと創生
推進計画

千葉県鴨川市の全域
鴨川市まち・ひと・しごと創生総合戦略に位置付けられた事業の
推進に当たり、その事業費に企業版ふるさと納税の寄附を充てる
ことで、地方創生の更なる充実・強化を図るものである。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

442 千葉県 千葉県鎌ケ谷市
鎌ケ谷市第２期まち・ひと・し
ごと創生推進計画

千葉県鎌ケ谷市の全域

本市の人口は、令和元年の約11万人をピークに減少傾向に転じ、
令和27年には約10万人程度まで減少することが予測されている。
一方で、アンケート調査の結果では、子育てに関する市民のニー
ズが高く、子育て環境における課題があるとともに、雇用・就労
環境や教育環境の充実が定住に向けた課題となっている。このこ
とから、将来的に訪れる人口減少に歯止めをかけるため、効果的
な施策を早期に実施していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



443 千葉県 千葉県君津市
新たな地域拠点を核としたきみ
つ魅力アップ・にぎわい創出プ
ロジェクト

千葉県君津市の全域

広大な市域を有する千葉県君津市では、持続可能な地域を維持し
ていくために、地域の特色に応じた取組を進める必要がある。清
和地区は、人口減少・少子高齢化が市内でも最も顕著な地区であ
る一方で、豊かな観光・文化資源に恵まれ、まちづくりへの住民
参加意向が高い。そこで、多拠点居住促進・関係人口創出への取
組、「地域で稼ぐ・働く」の促進、プロジェクト推進と担い手育
成体制の構築の事業に取り組む。これらを市内各地域へ横展開す
ることで、転出抑制・転入促進、関係人口の拡大、つながりの連
鎖による更なるまちの活性化を図る。

地方創生推進タイプ

444 千葉県 千葉県君津市
第２期君津市まち・ひと・しご
と創生推進計画

千葉県君津市の全域

君津市では、人口減少に歯止めをかけ、活力ある地域を維持して
いくため、第２期君津市「まち・ひと・しごと創生」総合戦略に
基づき、①安心して働ける環境をつくる ②子育て世代が住みやす
いまちをつくる ③環境グリーン都市をつくる ④デジタル技術を
活用して新たな価値をつくる ⑤君津へのひとの流れをつくる ⑥
つながり・支え合いによる安全安心なまちをつくる を基本目標と
して地方創生を推進し、将来ビジョンの実現に向けて取り組んで
いく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

445 千葉県 千葉県袖ケ浦市
袖ケ浦市まち・ひと・しごと創
生推進計画

千葉県袖ケ浦市の全域
地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）を活用することによ
り、本市における地方創生に係る事業を推進し、将来懸念される
人口減少への対策等、本市の地方創生総合戦略の実現を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

446 千葉県 千葉県白井市
白井市まち・ひと・しごと創生
推進計画

千葉県白井市の全域

若い世代が市内で働き、安心して子育てし、住み続けたいと思え
るように、さらには市民が高齢となっても地域コミュニティの中
心として生き生きと生活できるようにするために、若い世代が定
住するまちづくり事業、人を魅了するまちづくり事業、産業が活
力を生み出すまちづくり事業、住み続けたいまちづくり事業を行
うものである。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

447 千葉県 千葉県富里市
第２期富里市まち・ひと・しご
と創生推進計画

千葉県富里市の全域

出生率の低下や若者世代の市外流出などによる人口減少が進んで
いる中、①誰もが活躍でき、生涯現役がかなうまちづくり②地域
の魅力を磨き、人が行き交うにぎやかなまちづくり③子育て世代
や子どもたちが快適に過ごせるまちづくり④新たな取組に挑戦
し、未来につながる持続可能なまちづくりに取り組み、地方創生
の更なる充実・強化を図ることにより、「しごと」と「ひと」の
好循環を生み出し「まち」の活性化につなげる。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

448 千葉県 千葉県南房総市
南房総市まち・ひと・しごと創
生推進計画

千葉県南房総市の全域

当市は温暖な気候で自然の恵みが豊かな、東京への交通利便性も
高い、「住むによい」地域である。しかしながら、若年層の流出
に加え、出生数の減少及び高齢化に起因した自然減による人口減
少が顕著である。そのため、４つの基本目標である「１安心して
子どもを産み育てられる環境をつくる」「２若者に魅力のあるし
ごとをつくる」「３新しい人の流れをつくる」「４時代に合った
地域をつくる」を一体的に進め、子育て世代の人口の厚みを回復
しながら出生率の向上を図り、人口減少の歯止めを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

449 千葉県 千葉県香取市
第２期香取市まち・ひと・しご
と創生推進計画

千葉県香取市の全域

本市では、市を取り巻く地域経済情勢の低迷や少子高齢化の進行
など、非常に厳しい環境にあるが、人口減少に歯止めをかけ、将
来都市像「豊かな暮らしを育む　歴史文化・自然の郷　香取」を
実現するため、基本目標「競争力のある産業の育成と安定した雇
用の実現」、「移住・定住の促進と関係人口の創出・拡大」、
「香取で産み、香取で育てる環境の整備」、「香取の魅力を活か
した生活環境の向上」、「多様な人材が集う多文化共生社会の推
進」及び「時代の変化に対応した地域の創造」の下、施策を推進
する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

450 千葉県 千葉県印旛郡酒々井町
酒々井町まち・ひと・しごと創
生推進計画

千葉県印旛郡酒々井町の全域

今後も加速度的に進展する少子高齢化と人口減少により、消費市
場の縮小、地域経済力の低下、コミュニティの衰退、本町の財政
運営への影響など様々な課題が懸念される。
これらの課題を解決するため、本町の強みである「交通インフラ
の充実」と「成田空港への近接性」を活かし、雇用創出や移住・
定住促進の施策の展開するとともに、町民がゆとりと安心感を
持って暮らせるまちづくりを推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

451 千葉県 千葉県香取郡神崎町
神崎町まち・ひと・しごと創生
推進計画

千葉県香取郡神崎町の全域

人口減少や少子高齢化が進むことで、働き手の減少に伴う経済規
模の縮小や、地域コミュニティにおけるつながりの希薄化等、
様々な問題が懸念される。これらの課題に対応するため、企業型
ふるさと納税を活用し、神崎町まち・ひと・しごと創生推進計画
に位置付けた事業を実施し、町民の結婚・妊娠・出産・子育ての
希望の実現を図り自然増につなげる。また、移住を促進するとと
もに、安定した雇用の創出や地域を守り、活性化するまちづくり
等を通じて社会減に歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

452 千葉県 千葉県多古町
多古町デジタル農家エコシステ
ム推進事業

千葉県多古町の全域

本事業は、本町の農村経済において、アグリテック企業との連携
により農業事業者が抱える地域課題を解決することによる農業の
生産性向上及び、圏央道の開通や成田空港の更なる機能強化によ
る外部変化を捉えた農産品の海外輸出を行うことにより農家の所
得向上等を図ることで、農業の魅力を向上させ、将来の担い手が
意欲的に農業に取組める環境を創り上げる。

地方創生推進タイプ

453 千葉県 千葉県山武郡九十九里町
九十九里町まち・ひと・しごと
創生推進計画

千葉県山武郡九十九里町の全域

本町においても、少子高齢化が加速し、人口減少が進んでおり、
社会減である転出超過、自然減である出生数の減少や死亡数の増
加等が同時に進行している。雇用の場の確保や子育て環境の整備
等の事業を実施することで、人口減少の抑制や地域経済の活性化
に向けた地方創生を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

454 千葉県 千葉県山武郡横芝光町
横芝光町まち・ひと・しごと創
生推進計画

千葉県山武郡横芝光町の全域

第2期横芝光町まち・ひと・しごと創生総合戦略において、町では
(1)人口減少の克服、(2)選ばれるまちづくり、(3)危機感の共有、
(4)多様な人材との協働、(5)時代の流れを力にするという５つの
目指すべき将来の方向を掲げている。企業版ふるさと納税を活用
し、これを踏まえた４つの基本目標の基に取り組む事業を実施し
ていくことで、雇用の創出と若者の定着・子育て環境の充実と出
生率の向上・関係人口の創出等、人口減少下にある課題の克服と
地方創生の推進を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



455 千葉県 千葉県長生郡一宮町
一宮町まち・ひと・しごと創生
推進計画

千葉県長生郡一宮町の全域

本町の人口減少・少子高齢化の課題を解決するため、地方創生応
援税制（企業版ふるさと納税）を活用し、一宮町の第２期地方創
生総合戦略の「オリンピックレガシーとしてのサーフォノミクス
の拡大」、「パワースポット一宮の力の源としての農業と各種産
業の拡大」「暮らしの充実度を上げるための子育て・教育・文化
の増進」、「暮らしの安全安心を確保するための防災・福祉・医
療の増進」という４つの基本目標を実現を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

456 千葉県 千葉県長生郡睦沢町
睦沢町まち・ひと・しごと創生
推進計画

千葉県長生郡睦沢町の全域

睦沢町まち・ひと・しごと創生推進事業の概要は、ア）暮らしや
交流が健康につながるまちづくり、イ）健康な成長の循環を生み
出すまちぐるみでの子育て・教育の推進、ウ）まちのポテンシャ
ルを活かした多様な働き方・まちとの関わり方の創出、エ　）町
民の豊かな暮らしを支える基盤づくりを実施する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

457 千葉県 千葉県長生郡長生村
長生村まち・ひと・しごと創生
推進計画

千葉県長生郡長生村の全域

人口減少・少子高齢化が進展する中では、高齢者も子育て世代も
共に生活のしやすい環境を整えることで人口減少を抑制するとと
もに、より訪れる魅力のあるまちづくりを進めることで交流人口
の増加を図り、地域産業の活性化による雇用の創出を求めるとい
う「まち・ひと・しごと」の好循環を図ることが求められる。そ
のための課題を解決し、将来にわたって持続可能な村の実現のた
め、第2期長生村総合戦略（2020）において設定した各プロジェク
トを進めるものである。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

458 千葉県 千葉県長生郡長柄町
長柄町まち・ひと・しごと創生
推進計画

千葉県長生郡長柄町の全域

本町の人口は3村合併により発足した昭和30年の9,364人をピーク
に減少しており、国立社会保障・人口問題研究所によると、令和
47年には総人口が2,024人となる見込みである。人口の減少は、出
生数の減少や転出者の増加等が原因であると推察される。今後も
これらが進むことで地域の担い手不足やそれに伴う地域産業の衰
退、地域の繋がりの希薄化等、住民生活への様々な影響が懸念さ
れる。これらの課題に対応するため4つの基本目標を掲げ、人口減
少及び少子高齢化の鈍化を図るとともに活力あるまちづくりを目
指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

459 千葉県 千葉県夷隅郡大多喜町
大多喜町まち・ひと・しごと創
生推進計画

千葉県夷隅郡大多喜町の全域

大多喜町まち・ひと・しごと創生推進計画では、地域社会を構成
するすべての主体が一体となって問題意識を共有し、これまでに
ない危機感とスピード感を持って、人口減少対策と本町経済の活
性化に取り組むために、企業版ふるさと納税を活用して次の事業
を実施していきます。
・地域産業を活性化し、安心して働く場を創る事業 
・「住みたい」・「訪れたい」と思う魅力を創る事業
・結婚・出産・子育ての希望をかなえる事業
・安心して暮らすことが出来る地域を創る事業

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

460 千葉県 千葉県安房郡鋸南町
鋸南町まち・ひと・しごと創生
推進計画

千葉県安房郡鋸南町の全域
本町における地方創生の深化に取り組むため、企業版ふるさと納
税（地方創生応援税制）を活用し、「第２期鋸南町まち・ひと・
しごと創生総合戦略」の実現を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

461 東京都 東京都八王子市
第２期八王子市まち・ひと・し
ごと創生推進計画

東京都八王子市の全域

八王子市の人口は、仮に何の対応策も講じず、出生率や純移動率
が現状のまま推移すると、将来的には人口が減少に転じる見込み
である。人口減少・少子高齢化は、働き手の減少による経済規模
の縮小や、老年人口の増加による社会保障費の負担増、税収の減
少など、地域へ大きな影響を与え、持続可能な行政運営への支障
が懸念される。そこで、「未来の主役づくり」、「未来へのつな
がりづくり」、「未来に続く都市づくり」の３つの重点テーマを
掲げ、各取組方針に基づき施策に取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

462 東京都 東京都青梅市
美しい山と渓谷に抱かれ、東京
に暮らす青梅プロジェクト

東京都青梅市の全域

本市は、2008年代に入り、多摩26市の中でもいち早く人口減少局
面に突入し、人口減少による地域経済の衰退、安定的な財政運営
への支障が懸念される。そこで、人口減少と少子高齢化の抑制、
地域経済の持続的発展を大きな課題とし、「子どもを生み・育
て、将来にわたり暮らし続けたいまちを実現」、「青梅に暮ら
し、働き、訪れる人々にとって魅力あるまちを創出」、「将来を
見据えた、安全・安心なまちづくりを推進」の三つの基本目標を
かかげ、地方創生に向け、各施策に取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

463 東京都 東京都町田市
町田市まち・ひと・しごと創生
推進計画

東京都町田市の全域

本市の人口は、今後減少傾向が続いていくと見通されている。
そこで、「経済活動を盛んにする事業」、「人々が交流するまち
づくりを推進する事業」、「若い世帯の結婚・出産・子育ての希
望をかなえる事業」、「時代に合った地域をつくり、安心なくら
しを守る事業」、を基本目標として施策を推進していく.

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

464 東京都 東京都町田市
芹ヶ谷公園芸術の杜プロジェク
ト

東京都町田市の全域

近年、他市の近隣駅や郊外への商業機能の集積が進んでおり、町
田市の中心市街地における賑わいの低下が懸念されている。中心
市街地から徒歩で行ける芹ヶ谷公園が存在感を増すことで、町田
駅からの回遊性が生まれ、中心市街地の賑わいの創出につなが
る。芹ヶ谷公園の魅力を高め、集客力の向上を図ることが課題で
ある。こうした現状と課題を踏まえて、芹ヶ谷公園を「芸術の
杜」をテーマに再整備する。この再整備を機に、芹ヶ谷公園を一
つのブランドとして確立させ、多くの人々が訪れる公園とする。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

465 東京都 東京都東村山市 東村山地域創生事業推進計画 東京都東村山市の全域

地域住民の高齢化や世帯数減少、生産年齢人口の減少がコミュニ
ティ機能の弱体化や生活利便性の低下等、地域の活力を損なう負
の連鎖を引き起こすなどの課題に対応するため、地域の活性化に
向けた今後のまちづくり等を通じ社会減に歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

466 東京都 東京都東大和市
東大和市まち・ひと・しごと創
生推進計画

東京都東大和市の全域

①「4数値目標」のうち「目標値」の年度を変更。
②「5-2④寄附の金額の目安」の期間を変更。
③「5-2⑥事業実施期間」を変更。
④「6計画期間」を変更。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



467 東京都 東京都清瀬市
清瀬市まち・ひと・しごと創生
推進計画

東京都清瀬市の全域

自然減の拡大、低い合計特殊出生率、20代後半から30代の大きな
転出傾向という課題を踏まえ、「20代後半から30代の子育て世代
が清瀬に暮らし続け、結婚・出産・子育ての希望が叶えられるま
ちづくり」を目指すべき将来の方向として位置づけ、本市独自の
施策展開、個性を明確にすることで定住促進を図り、「人口減少
が地域経済の縮小を呼び、地域経済の縮小が人口減少を加速させ
る」という負のスパイラル（悪循環の連鎖）に陥らないようにす
るため、人口減少克服と地方創生に取り組むことを目的とする計
画。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

468 東京都 東京都東久留米市
東久留米市まち・ひと・しごと
創生推進計画

東京都東久留米市の全域

市民がいきいきと暮らすためには、安全・安心に生活できる環境
の整備が不可欠であることから、地域の利便性、安全性が向上
し、市民のWell-Beingが向上したまち「あんしんして暮らせるま
ち」が本市の目指すまちの姿である。これを実現すべく、DX、GX
の推進を基軸にし、市政における重点事項「未来志向の公共施設
マネジメント」、「人にやさしいデジタル化」及び「こどもたち
への投資」を取り組みの柱に、まちづくりを推進することによ
り、地域の魅力や活力を向上させて、世代を超えて「住み続けた
いまち」へ進化させる。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

469 東京都 東京都武蔵村山市
武蔵村山市まち・ひと・しごと
創生推進計画

東京都武蔵村山市の全域

人口減少、少子高齢化、若者の転出超過が進行することで、地域
における担い手不足やそれに伴う地域産業の衰退、さらには地域
コミュニティの衰退等、住民生活への様々な影響が懸念される。 
これらの課題に対応するため、市民の結婚・妊娠・出産・子育て
の希望の実現を図り、自然増につなげる。また、移住を促進する
とともに、安定した雇用の創出や地域を守り活性化するまちづく
り等を通じて、若年世代の転出に歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

470 東京都 東京都稲城市
稲城市まち・ひと・しごと創生
推進計画

東京都稲城市の全域

稲城市では人口増加傾向が続いているが、人口のピークである令
和17(2035)年以降、人口減少に転じた後も、老年人口の増加、年
少人口・生産年齢人口の減少が続き、急激な高齢化に直面するこ
とが想定されることから、教育委員会、学校、地域及び民間企業
が連携し、部活動指導における技術面の充実と教員の負担軽減と
なる仕組み・環境づくりを行い、スポーツを活用したまちの活性
化を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

471 東京都 東京都羽村市
羽村市まち・ひと・しごと創生
推進計画

東京都羽村市の全域

市の人口は、2010年をピークに減少傾向にあり、2045年には
42,862人まで減少することが見込まれている。今後も人口減少や
少子高齢化が進行すると、地域経済の縮小や労働力の不足、地域
のつながりの希薄化など、社会経済に大きな影響を与えることが
懸念される。
これらの課題に対応するため、「自分らしく生きる」、「成長を
はぐくむ」、「スマートにくらす」、「にぎわいを創る」、「く
らしを守る」の５つのコンセプト及び、自治体運営の方針に基づ
いて取組みを進め、将来のまちの姿の実現を目指していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

472 東京都 東京都あきる野市
あきる野市まち・ひと・しごと
創生推進計画

東京都あきる野市の全域

あきる野市の人口は減少が続いており、減少幅は拡大しつつあ
る。
人口減少は、地域経済の縮小や活力の喪失、担い手不足など、社
会経済に大きな影響を及ぼすとともに、負のスパイラルを生じさ
せる危険性があり、その克服は喫緊の課題である。
あきる野市に住みながら、安心して働き、子どもを産み育てられ
る環境の整備や、地域資源を生かした活力の創出、魅力発信等に
より、人口減少の克服と地域の活性化を目指すため、本計画を策
定する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

473 東京都 東京都西東京市
西東京市デジタル田園都市国家
構想推進計画

東京都西東京市の全域

人口減少や少子高齢化の進行、地域活力の低下等に対応するた
め、「住んでよかった」「住み続けたいまち」として選択され続
けるよう、心身の健康はもとより、社会や経済、居住や教育等の
生活環境も健康水準を向上させるための要素と捉えた「健康」応
援都市の実現を目指す。実施に当たっては、西東京市デジタル田
園都市国家構想総合戦略に基づき、「健康・安心・いきいきと暮
らせるまちをつくる」「「住んでよかった」「住み続けたいま
ち」の価値を高める」「デジタルの力を活用し、地域課題を解決
する」を基本目標に取組を進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

474 東京都 東京都西多摩郡日の出町
日の出町まち・ひと・しごと創
生推進計画

東京都西多摩郡日の出町の全域

日の出町の人口は出生数の減、生産年齢人口の減により、人口
減、少子高齢化が進んでいる。今後も人口減、少子高齢化が進行
していくと、地域経済の縮小や活力の低下、地域のつながりの希
薄化等、住民生活に大きく影響を与える恐れがある。本町の地域
資源を最大限に活用しながら、雇用機会の確保や創出につながる
産業政策に取り組み、また子育て環境の一層の充実を図ること
で、若い世代を中心とした人口流出を抑制し誰もが安全・安心に
暮らせるまちづくりを目指して本計画を策定する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

475 東京都 東京都八丈町
八丈町まち・ひと・しごと創生
推進計画

東京都八丈町の全域

定住人口の維持に加え、交流人口や関係人口の拡大、若い世代が
安心して働くことができ、結婚・出産・子育てをきめ細かくサ
ポートできる地域社会の実現に向けて「産業振興による安定した
雇用の創出」、「定住促進・島外からの移住受入推進」、「若い
世代の結婚・出産・子育ての支援」、「活力のある安心・安全な
地域社会の形成」の基本目標を設定し、目指す未来に向けた取り
組みを行う。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

476 神奈川県 神奈川県 スポーツツーリズム推進事業 神奈川県の全域

神奈川県は、首都圏に位置し、都市化が進んでいる一方で、森・
川・海が連なる豊かな自然環境にも恵まれているなど、多様な資
源がある。そこで、様々な観光のコンテンツの一つとして、本県
の自然や景観、歴史や文化など、地域の多彩な観光資源を生か
し、ウィズコロナの時代やアウトドアを好む傾向などを踏まえ
た、誰もが訪れたくなるような魅力的なスポーツツーリズムとし
て、多様なテーマに沿って県内の周遊を促し、人を呼び込むこと
で地域の活性化を図り、入込観光客数の増加を目指す。

地方創生推進タイプ

477 神奈川県 神奈川県
かながわ水産業福祉連携推進事
業

神奈川県の全域

障害者、高齢者、生活困窮者といった幅広い福祉の支援を要する
者について、福祉部門と連携しながら水産業（水産加工、漁業、
養殖など）の新しい担い手として確保し、就労・雇用機会の創出
を図るとともに、障がい者、高齢者、生活困窮者が生涯を通じて
活躍できる仕組みづくりを行うことで、地域の活性化、漁業コ
ミュニティの立て直しにつなげ、「ともに生きる社会かながわ憲
章」の理念の実現に資する、障がい者、高齢者、生活困窮者も含
めた地域共生社会の実現を図る。

地方創生推進タイプ

478 神奈川県 神奈川県 海業推進事業 神奈川県の全域

県内の水産関連産業が基幹産業となっている地域が抱える課題で
ある、「天然資源へ依存した産業構造」に起因する地域の衰退
を、その地域の「海、水産物、漁港・漁村の魅力」を活用した
「海業」を、地域の新たな基幹産業として定着化することにより
解決を図っていく。

地方創生推進タイプ



479 神奈川県 神奈川県
神奈川県プロフェッショナル人
材活用センター運営事業

神奈川県の全域

地域の中小企業の経営者に対して、地域金融機関等と連携しなが
ら新事業の開発や販路の拡大、デジタル人材の活用など｢攻めの経
営」への転換を促すとともに、そうした戦略の実現に必要な専門
的知識・ノウハウを持った人材の採用や副業・兼業人材の活用を
サポートするため、プロフェッショナル人材戦略拠点を設置し運
営する。

地方創生推進タイプ

480 神奈川県 神奈川県横浜市
海外活力の取り込みによるオー
プンイノベーション・グローバ
ル人材創出事業

神奈川県横浜市の全域

本格的な人口減少社会において、本市が持続的に成長・発展して
いくには、海外から人材や企業などの活力を取り込むことが不可
欠である。そのため、横浜の強みである外国人が暮らしやすい環
境や、海外事務所が現地で長年培ってきた国際ネットワークなど
を活かして、①海外スタートアップと市内企業による脱炭素・グ
リーン分野を中心とするオープンイノベーション創出、②世界の
イノベーションの結節点となる国際コンベンションの開催と国際
プロモーションの強化、③グローバルに活躍する次世代の人材育
成の３つの取組を総合的に推進する。

地方創生推進タイプ

481 神奈川県 横浜市
第２期横浜市まち・ひと・しご
と創生推進計画

横浜市の全域

本計画は、９つの基本目標（１.すべての子どもたちの未来を創る
まちづくり、２.誰もがいきいきと生涯活躍できるまちづくり、
３.Zero Carbon Yokohamaの実現、４.未来を切り拓く経済成長と
国際都市・横浜の実現、５.新たな価値を創造し続ける郊外部のま
ちづくり、６.成長と活力を生み出す都心・臨海部のまちづくり、
７.花･緑･農･水の豊かな魅力あふれるガーデンシティ横浜の実
現、８.災害に強い安全・安心な都市づくり、９.市民生活と経済
活動を支える都市づくり）に基づき、事業に取り組んでいく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

482 神奈川県 神奈川県川崎市 中小企業DX支援事業 神奈川県川崎市の全域

企業のデジタル化の進捗状況に応じて、労働生産性の向上のため
のデジタル技術導入支援、デジタル人材育成支援及び新たな価値
創出のためのＤＸの段階への引き上げ支援を一気通貫の取組とし
て実施する。また、そのなかで業種間の連携にも取り組むことに
より、取組に相乗効果が生まれ、デジタル化の取組を業種の壁を
越えて派生させることで、市内の幅広い業種におけるデジタル化
の進展を図り、事業者内の主体的なデジタル人材による全市的な
ＤＸを創発させ産業振興及び地方創生につなげていく。

地方創生推進タイプ

483 神奈川県 相模原市
相模原市まち・ひと・しごと創
生推進計画

相模原市の全域

人口減少を抑制し、人口構造の改善を図ることで、将来にわたり
持続可能な都市経営を実現するため、相模原市まち・ひと・しご
と創生総合戦略に基づき、①安定した雇用の確保、②子どもを安
心して生み育てられる環境の整備、③定住促進、安全で安心な暮
らしの確保、④首都圏南西部の広域交流拠点都市の形成という４
つの基本的視点に基づき、少子化対策、雇用促進対策、中山間地
域対策に取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

484 神奈川県 神奈川県横須賀市
第２期横須賀市まち・ひと・し
ごと創生推進計画

神奈川県横須賀市の全域

地域経済の停滞やコミュニティの縮小・希薄化など、人口減少・
少子高齢化の進展を主な要因とする課題の解消を図るため、他市
にはない横須賀の個性を磨き、伸ばしていくことで、市民がプラ
イドを持てる躍動感ある街を目指す。目指すまちの姿として「海
洋都市」、「音楽・スポーツ・エンターテイメント都市」、「個
性ある地域コミュニティのある都市」といった方向性のもと、
「経済・産業」「地域福祉」「子育て・教育環境」「観光立市」
「環境保全」の最重点施策を進め、地域経済の再興と福祉の充実
の両立を図っていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

485 神奈川県 神奈川県平塚市
第２期平塚市まち・ひと・しご
と創生推進計画

神奈川県平塚市の全域

まち・ひと・しごと創生寄附活用事業に関連する寄附を行った法
人に対する特例（内閣府）を活用し、４つの基本目標（１　子ど
もを育む環境づくり、２　活気あふれる産業づくり、３　高齢者
の想いに寄り添う環境づくり、４　安心・安全で快適なまちづく
り）の実現を目指して、第２期平塚市まち・ひと・しごと創生推
進事業を展開していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

486 神奈川県 神奈川県小田原市

デジタル技術の活用による「食
とポップカルチャー」を掛け合
わせたデジタルグルメシティ魅
力創造プロジェクト

神奈川県小田原市の全域

人口減、特に若年層の社会減が進んでおり、地域経済の停滞や活
力の低下が懸念されている。そこで、人口減少の解決に向けて、
若年層の交流人口拡大と交流人口から定住人口への定着に向けた
取組として、既存の観光資源に、新たなコンテンツとして、食や
e-sports、アニメという新たな魅力を加え、その魅力をICTの力で
発信・分析・スピード感のある施策等のアクションのある施策に
変えていくことにより、価値を上げ、滞在時間を伸ばし、リピー
ターを増やし、地域経済の好循環及び活性化を目指すものであ
る。

地方創生推進タイプ

487 神奈川県 神奈川県小田原市
若者が創る、集う、にぎわいま
ちづくり推進計画

神奈川県小田原市の全域

長い歴史や、森・里・川・海がオールインワンとなっている自然
環境により生まれた多様な地域資源の価値を、若者が再認識・再
発見することで、まちに対する愛着や誇りを感じることができる
まちづくりを進める。
本市が取り組む若者活躍に向けた環境づくりについて、ターゲッ
トとなる若者自身が発信すること、地域に潜在するローカル起業
家や、市内事業者と若者がつながることで、小田原に活力やチャ
ンスを感じ、自らまちづくりに関わる若者、まちで働く若者を増
やし、長期的に選ばれるまちになることを目指す。

地方創生推進タイプ

488 神奈川県 神奈川県小田原市
小田原市デジタル田園都市構想
推進計画

神奈川県小田原市の全域

小田原市デジタル田園都市構想総合戦略に基づき、①稼ぐ地域と
安定した雇用をつくる、②魅力を発信し、人の流れをつくる、③
子どもを産み育てやすい環境をつくる、④活力にあふれ、住み続
けたくなるまちをつくるという４つの基本目標を掲げ、本市の地
域ビジョン「世界が憧れるまち"小田原"」の実現を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

489 神奈川県 神奈川県三浦市
三浦市まち・ひと・しごと創生
推進計画

神奈川県三浦市の全域

まち・ひと・しごと創生寄附活用事業に関連する寄附を行った法
人に対する特例（内閣府）を活用し、４つの基本目標（１　三浦
市における安定した雇用を創出する、２　三浦市への新しいひと
の流れをつくる、３　若い世代の結婚・出産・子育ての希望をか
なえる、４　時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守ると
ともに、地域と地域を連携する）の実現を目指して、三浦市ま
ち・ひと・しごと創生推進事業を展開していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

490 神奈川県 神奈川県秦野市
持続可能な経済循環システムの
構築に向けた電子地域通貨導
入・普及推進プロジェクト

神奈川県秦野市の全域

新型感染症の感染拡大、社会・経済におけるデジタル化の進展等
に対応するため、地域の多様な主体と連携しながら、デジタル技
術を最大限に活用することで、持続可能な地域経済構造の構築と
地域経済の活性化を図るとともに、市民生活の利便性向上及び地
域コミュニティ活性化等の様々な地域課題の解決に向けた取組を
一体的に進めることで、市民生活に深く根付いた秦野市独自の商
業デジタル化を目指すものである。

地方創生推進タイプ



491 神奈川県 神奈川県秦野市
まほろば里山ランド（弘法山公
園）を舞台に取り組む森林観光
都市の推進

神奈川県秦野市の全域

本市における「小田急線４駅周辺のにぎわい創造」を進めるに当
たって市内３駅を結ぶ「弘法山公園」の魅力向上は必要不可欠で
あり、公園が有する自然環境や設備、周辺の地域資源、アクセス
の良さを生かしながら、来訪者の潜在的な要望に応え、誰もが気
軽に楽しめる環境を創造することで、市内３駅を結ぶ新たな人の
流れを生み出し、「弘法山公園」を中心に老若男女が自然環境や
自然体験を楽しむことができる「まほろば里山ランド」の実現
と、地域の活性化を目指すものである。

地方創生推進タイプ

492 神奈川県 神奈川県伊勢原市
第２期伊勢原市まち・ひと・し
ごと創生推進計画

神奈川県伊勢原市の全域

今後の本格的な人口減少・少子高齢化の進行は、市民生活の様々
な分野に深刻な影響を及ぼすため、本市のまちづくりにおける最
大の課題であると捉え、４つの基本目標（①まちの特性や強みを
生かした地域産業の振興により、新たな雇用を創出する、②魅力
の効果的な発信により、多彩な人の流れをつくる、③結婚・妊
娠・出産・子育ての希望に応え、選ばれるまちをつくる、④持続
可能な地域社会を築き、健康で快適な暮らしを創出する）を掲
げ、課題解決に取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

493 神奈川県 神奈川県中郡大磯町
大磯町まち・ひと・しごと総合
戦略推進計画

神奈川県中郡大磯町の全域

「紺碧の海に緑の映える住みよい大磯」の将来像のもと、先人た
ちから引き継いできた豊かな自然や歴史・文化という郷土の誇り
を次世代に引き継いでいくため、定住人口の安定化をめざすこと
により人口減少を抑制しつつ、年少人口や生産年齢人口の確保に
向けた取組みを進め、これまでの枠組みにとらわれずに、急激に
変化する社会に適応できる町を創り上げ、町民一人ひとりが大磯
町を舞台として自分に合った快適な生活を手に入れ、「あなただ
けの大磯らしいライフスタイル」を実現することをめざす。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

494 神奈川県 神奈川県中郡二宮町 第３期二宮町総合戦略推進計画 神奈川県中郡二宮町の全域

人口減少・少子高齢化の進行により、共助の要である地域コミュ
ニティの衰退や自主財源の縮小、老朽化した公共施設の管理・改
修や福祉的経費の増大等による町財政の更にひっ迫され、まちづ
くり全体への影響が懸念される。これらの課題に対応するため、
地域の活性化や移住・定住の促進、子育て支援の充実、地域の雇
用の確保などにより人口減少のカーブを緩やかにするとともに、
今までの成長戦略から転換した公共施設の集約等の持続可能なま
ちづくりを進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

495 神奈川県 神奈川県足柄上郡中井町
中井町まち・ひと・しごと創生
推進計画

神奈川県足柄上郡中井町の全域

本町の総人口は1995年以降減少しており、自然動態と社会動態の
いずれにおいても減少傾向にある。年齢階層別では高齢者の人
口、構成割合が増加する一方、年少者の人口、構成割合は減少し
ている。このように人口減少、少子高齢化が進行している状況に
あり、地域社会の衰退等が懸念される。これを踏まえ、町の抱え
る課題に対応するため、産官学民の連携で生み出す「活力」ある
まちづくり、環境と共生する「快適」なライフスタイルの実現、
助け合いによる「安心」な暮らしを基本目標とし、数値目標を設
定しながら各事業を推進していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

496 神奈川県 神奈川県足柄上郡大井町
大井町まち・ひと・しごと創生
総合計画

神奈川県足柄上郡大井町の全域

大井町の魅力である「自然」とバランスのとれた「便利」で住み
やすいまちづくりを基本として、地震や風水害などの災害への備
えを中心とした「安全」・「安心」の施策、子育てを支援する施
策及び町民の健康の確保に関する施策等を充実させたまちづくり
を推進する。さらに、人口減少等により発生する地域課題に対応
していく行く中で、街づくりを「自分事」として考え、町民・議
会・行政それぞれの立場から知恵と力を出し合い、コミュニケー
ションを深めながら地域全体の「つながり」により活力あるまち
づくりにもつなげていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

497 神奈川県 神奈川県足柄下郡箱根町
箱根町まち・ひと・しごと創生
推進計画

神奈川県足柄下郡箱根町の全域

人口減少を抑制するには、子どもを生み育てやすい環境づくりや
若者の転入増加を図り、地域の将来を支える人口構造を確保する
必要があることから、箱根町まち・ひと・しごと創生総合戦略に
基づき、「箱根町への新しいひとの流れをつくる」、「結婚・出
産・子育ての切れ目のない支援を行う」、「活力と魅力あふれる
まちづくりを進める」、「町内で安心して働けるようにする」と
いう４つの基本目標を掲げ、人口減少による地域経済縮小のリス
クを回避して、まち・ひと・しごとの創生と好循環の確立を目指
す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

498 神奈川県 神奈川県足柄下郡湯河原町
湯河原町企業版ふるさと納税推
進計画

神奈川県足柄下郡湯河原町の全
域

まちの将来像『湯けむりと笑顔あふれる四季彩のまち　湯河原』
を実現するため、以下の４つの基本目標を柱として、施策を展開
してまいります。「基本目標１　湯河原町にしごとをつくり、町
内で就労できるようにする」、「基本目標２　湯河原町への新し
い人の流れをつくる」、「基本目標３　結婚・出産・子育てしや
すい環境をつくる」、「基本目標４　誰もが活躍できるまちづく
りを進める」

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

499 神奈川県 神奈川県愛甲郡愛川町
愛川町まち・ひと・しごと創生
推進計画

神奈川県愛甲郡愛川町の全域

本町では、人口減少や少子高齢化の進行により、地域社会の衰退
等が危惧されている。また、外国籍住民の増加により、多文化共
生のまちづくり推進も必要とされている。これらの課題解消のた
め、「デジタルの力を活用し、地方創生の取組みを加速化す
る」、「女性や高齢者等が活躍でき安心して地域に住み続けられ
る環境を創出する」、「人々が愛川町への関わりを広げ、持続可
能な地域を創造する」という観点から、「人口減少社会を見据え
た持続可能なふるさと愛川を創る」を基本的な姿勢と位置づけ、
町の魅力を高める取組みを進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

500 新潟県

新潟県、新潟県長岡市、新潟県
三条市、新潟県新発田市、新潟
県小千谷市、新潟県加茂市、新
潟県十日町市、新潟県見附市、
新潟県村上市、新潟県燕市、新
潟県糸魚川市、新潟県魚沼市、
新潟県南魚沼市、新潟県弥彦
村、新潟県阿賀町、新潟県湯沢
町、新潟県津南町

人材・学・企業の結集「課題先
進地からのデジタルイノベー
ション戦略」

新潟県の全域

本県は、全国より速いペースで進展する少子高齢化やものづくり
産業等の人手不足、過疎化などの課題の先進地であり、一方これ
は、デジタル技術のポテンシャルやイノベーションを発揮する
チャンスでもある。本計画では全国に先駆けて直面するこうした
課題を未来のヒントと捉え、課題解決や新規事業創出に意欲ある
企業・人材、大学等の結集を図り、本県の強みであるものづくり
産業等をデジタルの力で変革し、地域から魅力あるビジネスと仕
事を生み出すとともに、豊かなデジタル社会の実現に向けて県と
市町村が共同で取り組むものである。

地方創生推進タイプ

501 新潟県 新潟県及び新潟県村上市
越後岩船と名勝笹川流れのみな
と再生計画

新潟県村上市の区域の一部（岩
船港、中浜漁港、府屋漁港及び
桑川漁港）

岩船港と名勝笹川流れエリアを含む中浜漁港、府屋漁港及び桑川
漁港の４港を総合的に整備することにより、地域の物流拠点であ
り、水産物の生産基盤、観光拠点でもある港の機能を今一度再生
することを目的とした計画である。ハード整備と併せて、水産物
の高付加価値化や水産業の魅力発信といったソフト事業に取り組
むことにより、漁業者の所得向上及び後継者不足の解消、観光業
の回復が効果的に推進されるとともに、港湾の物流機能を確保
し、港の活力の再生を図る。

地方創生港整備推進交付金

502 新潟県 新潟県及び新潟県糸魚川市
森林資源を活用した「糸魚川・
翠のふるさと」づくり計画

新潟県糸魚川市の全域

森林整備の促進や安全で安心な生活道路を確保するための林道と
市道を一体的に整備し、森林資源の利用拡大及び地域活動や集落
機能の維持など、地域資源の活性化による活力あるまちづくり
（翠のふるさとづくり）を目指す。

地方創生道整備推進交付金



503 新潟県 新潟県新潟市 「にいがた2km」魅力向上事業 新潟県新潟市の全域

「にいがた2km」の魅力を向上させ、そこで生み出された効果を新
潟市全域に波及させ、市全体に好影響・好循環を生み出し、誰も
が安心して暮らせる持続可能なまち、魅力あるまち新潟となるよ
う取り組んでいく。

地方創生推進タイプ

504 新潟県 新潟県新潟市
地域企業のデジタル化と異業種
連携によるＤＸ推進事業

新潟県新潟市の全域
デジタル化とDXの推進、新規事業開発に必要なさまざまなサービ
スを提供する会員制プラットフォームを構築し、市内企業の効率
の向上及び付加価値の向上を図る。

地方創生推進タイプ

505 新潟県 新潟県新潟市
デジタル技術を活用した地域就
労モデル構築事業

新潟県新潟市の全域

幅広い世代や雇用形態の雇用を掘り起こし、さまざまな業界・業
種の企業に対し多様な人材活用を促しながら、双方の円滑なマッ
チングを促進し、労働力を確保するとともに、これまで働きたく
ても働けなかった人が、時間や場所に捉われずに働ける就労スタ
イルや副業・フリーランスなどの働き方を実践できるよう、人材
の育成及び企業の人材活用促進を図る。

地方創生推進タイプ

506 新潟県 新潟県新潟市
地域の担い手育成と潜在資源の
活用による持続可能なまちづく
り事業

新潟県新潟市の全域

活力あふれる・持続可能なまちづくりの実現に向け、将来を担う
若い世代が集い、考え、活躍する場として「にいがたまちあそび
学校　KAIKOU!」を設立し、運営するとともに、地域資源を活か
し、地域の魅力づくりに貢献できる事業者を育成し、リノベー
ションまちづくりを推進する。

地方創生推進タイプ

507 新潟県 新潟県新潟市
日和山浜魅力創出事業～ハマベ
リング!!!～

新潟県新潟市中央区の全域
日和山浜を地域資源とし、多様な主体と協働しながら、少子高齢
化が著しく進む「しもまち地域」の魅力創出に努め、地域活性
化、観光振興、移住・定住促進に取り組む。

地方創生推進タイプ

508 新潟県 新潟県新潟市
仕事と暮らしの強みを活かした
若者人材定着事業

新潟県新潟市の全域

地域企業の経営力強化や多様で魅力ある雇用の場の創出を図る取
り組みとあわせて、若年者への意識啓発・就労支援、企業の採用
力強化など多様な支援による移住定住の促進と関係人口の創出を
図ることで、新しい人の流れにより若者人材を定着させ、地域経
済を活性化させる。

地方創生推進タイプ

509 新潟県 新潟県新潟市
将来に向けた持続可能な食と農
の創出プロジェクト

新潟県新潟市の全域
デジタル技術を有効に活用し、新潟市の強みである「食」と
「農」を持続可能なものにするための取組を実施する。

地方創生推進タイプ

510 新潟県 新潟市 古町再生プロジェクト推進事業
新潟市の区域の一部（古町地区
周辺）

古町地区の魅力度及び認知度向上を図り、来街者の増加、空き店
舗の利活用、古町地区全体の商業販売額の増加につなげ、新潟の
人々の古町地区への愛着と誇りを育むとともに、同地区の交流人
口の拡大や経済の活性化に結び付ける。

地方創生推進タイプ
商店街活性化促進事業計画に基
づく法律上の特別の措置

511 新潟県 新潟市
新潟市総合計画2030寄附活用プ
ロジェクト

新潟市の全域

国全体が迎えている人口減少時代において、「都市の活力向上」
と「住民福祉の向上」の持続可能な好循環をつくりだし、目指す
都市像である「田園の恵みを感じながら　心豊かに暮らせる日本
海拠点都市」の実現を目指すための取組を実施する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

512 新潟県 新潟県長岡市
長岡市まち・ひと・しごと創生
事業

新潟県長岡市の全域

本市の将来を実際に担っていく「若者」を地方創生の主役に据
え、 長岡に住み続ける「若者」、戻ってくる「若者」、新たに移
住してくる「若者」をしっかりと確保し、愛着と誇りの持てる
「ふるさと長岡」をつくる取り組みを行う。併せて、高齢者が元
気に暮らしていけるための取組を継続して行っていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

513 新潟県 新潟県三条市
三条市デジタル田園都市構想総
合戦略推進計画

新潟県三条市の全域

少子高齢化に加え、若年層の人口流出とその後の人口の復元力の
弱さから、将来人口推計においても減少の一途をたどることが予
想されている。この流れに抗い、多くの人が住み続けたい、住ん
でみたいと自然に感じる「選びたくなるまち三条」を目指し、社
会の動向を的確に捉えながら、それぞれの世代やライフスタイ
ル、地域の特性等に応じた各分野の魅力向上に取り組んでいく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

514 新潟県 新潟県柏崎市
新たなエネルギーのまちの形成
による経済と環境の共存プロ
ジェクト

新潟県柏崎市の全域

若者や女性が就職を理由に転出する傾向が強いことから、様々な
産業分野において、生産性向上と競争力強化を促進するための施
策を展開する。また、稼ぐ力の拡大を図るため、新たなサービス
や地域ブランドなどによる付加価値の創造、地域エネルギー会社
の設立及び次世代エネルギー等の産業化など、本市の特性をいか
した取組を推進することにより、人口減少を抑制し、本市の将来
を担う若い世代や社会進出する女性にとって、安心して暮らし続
けたいと思える魅力的な柏崎市を実現する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



515 新潟県 新潟県柏崎市
オールシーズン元気に遊ぼう　
かしわ★ざ★キッズ支援プロ
ジェクト

新潟県柏崎市の全域

子育てへの精神的・身体的負担増加、経済的不安などにより、出
生率が低下傾向にあることから、妊娠、出産、子育ての場面にお
いて切れ目のない支援を充実させる。また、子どもの通院費助成
の対象年齢の拡充などの子育てにかかる経費への支援、子どもの
遊び場の整備への支援など、経済的負担の軽減及び乳幼児や子ど
もの健全育成を支援する。さらに、家庭生活と仕事の両立ができ
るよう、ワーク・ライフ・バランスの推進により、出産・子育て
を望む人が安心して子どもを産み、働きながら子育てができる柏
崎市を実現する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

516 新潟県 新潟県新発田市
オーガニックSHIBATAプロジェク
ト

新潟県新発田市の全域

中山間地において海外で需要が高まっている有機JAS認証オーガ
ニック米の産地形成とオーガニック素材を使用した加工品づく
り、その他既存商品のリブランディングによる付加価値づけを行
い、米の輸出で獲得したコネクションを活かし、新発田牛、越後
姫も含めた輸出促進策を実施することで農家所得の向上と耕作放
棄地対策、労力軽減に向けたスマート農業の普及啓発を進める。

地方創生推進タイプ

517 新潟県 新潟県新発田市

大倉喜八郎別邸「蔵春閣」復
元・公開を契機とした～新発田
の歴史・文化・食～発信プロ
ジェクト

新潟県新発田市の全域

当市出身の実業家である大倉喜八郎の別邸「蔵春閣」の開館を契
機に、周辺施設や商店街、民間団体等との官民連携によって中心
市街地の一体的な賑わい創出を行うことで、「蔵春閣」をランド
マークとした中心市街地が、月岡温泉や道の駅など多方面からの
ひとの流れの受け皿となり、「まちの賑わいの創出（ひとの流
れ・中心市街地活性化）」を実現するとともに、新発田の文化、
歴史、食文化を積極的に発信することでシビックプライドの醸成
を図っていく。

地方創生推進タイプ

518 新潟県 新潟県新発田市
新発田市観光周遊ルートの形成
による地域再生計画

新潟県新発田市の全域

新発田市では、将来都市像「住みよいまち日本一 健康田園文化都
市・しばた」の実現に向け、「健康長寿」、「少子化対策」、
「産業振興」、「教育の充実」、の４つの視点でまちづくりを進
めており、「産業振興」として、主要観光地である月岡温泉をプ
ラットフォームとし、そこから観光客を市内各地域の主要観光地
への周遊を促すことで市全体の観光振興を図ることを目的とする
ものである。

地方創生道整備推進交付金

519 新潟県 新潟県十日町市
第２期十日町市 まち・ひと・し
ごと創生総合戦略推進計画

新潟県十日町市の全域

① 事業の名称 :第２期十日町市 まち・ひと・しごと創生総合戦
略推進事業 
ア 安定した就業の場を増やす・基盤となる人材の育成と活躍を支
援する事業 
イ 地域の魅力を更に磨き、選ばれるまちを目指す事業
ウ 結婚・出産・子育て環境の充実・誰もが活躍できる社会を実現
する事業 
エ 安心して暮らせる時代に合った地域をつくる事業

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

520 新潟県 新潟県見附市 第２期見附市総合戦略推進計画 新潟県見附市の全域

超高齢・人口減少社会等の課題に対応するため、予防や健康づく
りを通じた健康寿命の延伸に取り組むとともに、若者から高齢者
まで働きやすい環境整備や活躍の場の充実、子育て、住環境の整
備をより強固に推進し、また、新型コロナウイルス感染症の影響
による新たなリスクへの対応、デジタルテクノロジーの進歩など
社会情勢の変化に柔軟に対応し、地域の魅力をより一層磨き上げ
ることで、持続可能な「住んでいるだけで健やかに幸せに暮らせ
るまち～スマートウエルネスみつけ～」の実現を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

521 新潟県 新潟県燕市
周年事業をきっかけとした若年
層による関係人口の創出

新潟県燕市の全域

周年事業等の実施を契機に、イベント情報をはじめ、充実した各
種施策、「ものづくり」「人」「自然」「食」といった本市の魅
力的な地域資源を広く全国に向けて発信するプロモーション活動
を強化することで、都会から地方への人の流れを生み出し、本市
の関係人口の増加を図るとともに、定住人口の増加に繋げる。
「若年層のニーズを捉えた関係人口創出」、「認知度および魅力
度の向上」及び「若者の地元定着に向けた新たなコンテンツ開
発」を行う。

地方創生推進タイプ

522 新潟県 新潟県燕市
燕ならではの「人材育成と雇用
創出の好循環」推進プロジェク
ト

新潟県燕市の全域

官民連携により、子どもや若者の社会的スキルや勤労観・職業観
を育成するほか、地域への誇りと愛着や貢献意識の醸成に取り組
むことで、地元就職やＵターン就職、仕事の定着につなげる。ま
た、若者と市内企業との接点を構築するとともに、若者が働きた
いと思う仕事や職場の創出に取り組むことで、本市に魅力を感じ
た若者の転入者数の増加に繋げ、人材不足が喫緊の課題である市
内企業の人材を確保する。

地方創生推進タイプ

523 新潟県 新潟県燕市
第２期燕市まち・ひと・しごと
創生推進計画

新潟県燕市の全域

急速な人口減少に歯止めをかけるとともに、地域経済・社会の活
性化や地域におけるDX、脱炭素社会の推進など、地方創生に向け
た各種施策に重点的に取り組むため、「3つの人口戦略」と「それ
を支える都市環境の整備」を基本目標に掲げ、「日本一輝いてい
るまち・燕市」の実現に取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

524 新潟県 新潟県上越市
デジタル人材教育・育成・確保
と企業DX推進戦略

新潟県上越市の全域

地域に不足するデジタル人材を育成し、その人材が市内企業への
就職やDX推進の専門家として活躍することを目指すとともに、IT
企業等の誘致を強化する。市内企業向けのセミナーの開催や専門
家の招へいに係る経費の支援を通じて、DXに取り組む環境を整備
する。IT技術を活用した地域課題の解決を目指す産学官金が連携
する組織と地域全体での有機的な取組を推進する。IT企業の受け
皿となるオフィスビルを整備する民間事業者を支援することで、
首都圏等のIT企業と市内企業の連携を加速させる。

地方創生推進タイプ

525 新潟県 新潟県佐渡市
第２期佐渡市まち・ひと・しご
と創生推進計画

新潟県佐渡市の全域

第２期佐渡市まち・ひと・しごと創生総合戦略では、総合計画の
基本理念である「歴史と文化が薫り　人と自然が共生できる持続
可能な島」と一体的に取り組み、子どもからお年寄りまで誰もが
いきいきと輝ける島を目指し、人口減少対策と地方創生の実現に
向けた施策を実施する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

526 新潟県 新潟県南魚沼市
南魚沼市まち・ひと・しごと創
生推進計画

新潟県南魚沼市の全域

「産業振興・働きやすいまちプロジェクト」「移住定住・ひとの
流れをつくるプロジェクト」「子ども・子育て応援プロジェク
ト」「全員活躍のまちプロジェクト」の各分野の施策を横断的に
推進し人口減少対策に取り組み、将来にわたって人々がいきいき
と暮らし続ける南魚沼市を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



527 新潟県 新潟県胎内市
自然が活きる、人が輝く、交流
のまち胎内推進計画

新潟県胎内市の全域

人口減少や少子高齢化による悪影響をできるだけ抑えながら、山
から海まで１つに連なる豊かな自然を擁し、このような自然と調
和する市街地や集落、工業エリアが立地する当市の多様な魅力を
活かして、この地域で暮らすことに幸せを感じられるまちをつく
り、将来にわたって活力ある地域・故郷を維持していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

528 新潟県 新潟県西蒲原郡弥彦村
弥彦村まち・ひと・しごと創生
推進計画

新潟県西蒲原郡弥彦村の全域

本村人口の減少が進行することで、地域における担い手不足やそ
れに伴う地域産業の衰退、さらには地域コミュニティの衰退等、
住民生活への様々な影響が懸念される。これらの課題に対応する
ため、村民の結婚・妊娠・出産・子育ての希望の実現を図り、自
然増につなげる。また、村民が安全で安心して、一人ひとりが生
きがいを持って暮らせるまちづくりを進めることで、村民の満足
度や利便性を高め社会減に歯止めをかける。上記を達成するた
め、第２期弥彦村総合戦略に位置づけられた事業を実施してい
く。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

529 新潟県 新潟県西蒲原郡弥彦村
弥彦村特産「えだまめ」販路拡
大プロジェクト

新潟県西蒲原郡弥彦村の全域

枝豆は高い需要があるにもかかわらず、近年は台湾や中国等から
輸入されており、国内産だけでは供給を満たされていない。
そこで、枝豆を特産品として位置付けている本村が、枝豆共同選
果場および瞬間冷凍施設の整備を行い、国内市場へ出荷により、
農業所得の向上やふるさと納税による財政力強化が見込まれる。
さらには新規枝豆生産者の掘り起こしにもつながり、後継者不足
問題も解消する。
また、冷凍枝豆を一年中提供できる態勢を整えることにより、地
域の観光資源として好循環を生み、定住人口の維持・向上にも寄
与する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

530 新潟県 新潟県南蒲原郡田上町
田上町まち・ひと・しごと創生
推進計画

新潟県南蒲原郡田上町の全域

本町の人口は、2000年をピークに減少傾向にあり、2065年には
4,457人まで減少することが見込まれている。今後も人口減少や少
子高齢化が進行すると、地域社会の担い手が不足するだけでな
く、人口減少が地域経済の縮小を呼び、負のスパイラルに陥るこ
とが懸念される。これらの課題に対応するため、「ずっと住み続
けたいとおもうまち」、「新しい人の流れがあるまち」、「子育
ての希望がかなうまち」の３つの基本目標に基づく取り組みを進
める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

531 新潟県 新潟県中魚沼郡津南町
津南町まち・ひと・しごと創生
推進計画

新潟県中魚沼郡津南町の全域

地域の特長を軸とした各種産業の振興、自然環境や文化資源を生
かした観光交流の推進、人を育む環境の充実等の地域づくりを中
心に進め、地方創生や人口減少対策など重点課題に取り組む。
加えて、新型コロナウイルス感染症の状況や経済動向を踏まえ、
感染症に強く新しい生活様式に合致する社会の実現に向け取り組
むとともに、国や県と連携し、ＳＤＧｓの達成、行政のデジタ
ル・トランスフォーメーション（ＤＸ）の推進、脱炭素社会の実
現に向けた取組など新たな行政サービスへの課題の克服に取り組
むための事業を展開する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

532 新潟県 新潟県刈羽郡刈羽村
刈羽村まち・ひと・しごと創生
推進計画

新潟県刈羽郡刈羽村の全域

刈羽村総合戦略推進事業「次世代が輝く環境を整える事業」、
「産業の活力を高める事業」、「刈羽の魅力を磨き上げる事業」
及び「安全・安心を持続的に守る事業」に基づき、結婚から出
産、子育ての支援することによってを自然増につなげるととも
に。移住施策を促進しするとともに、就労環境の整備創出や地域
の魅力を磨き上げ、安全・安心を持続的に守ることにより、社会
減に歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

533 新潟県 新潟県岩船郡関川村
関川村まち・ひと・しごと創生
推進計画

新潟県岩船郡関川村の全域

関川村では、人口減少・少子高齢化が進展し、地域の繋がりや賑
わいが失われる等、村全体の活力の維持が課題となっている。
そのため、結婚から妊娠、出産、育児とそれぞれの段階に応じた
切れ目のない子育て支援策を実施し、高齢者も子育て世代も共に
生活のしやすい環境を整えることで自然減を抑制するとともに、
地域資源を活かすことで魅力のあるまちづくりを進め、交流人口
や関係人口の拡大を図り、新たな雇用を創出することで社会増を
図り人口減少に歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

534 富山県 富山県
「とやま未来創生」企業の地方
移転・拠点強化促進計画

富山県の全域

富山県では、工業用地の確保、企業の新規立地等に関する支援体
制の構築、企業立地等に伴う初期投資の負担を軽減する補助制度
及び地方税の不均一課税制度の創設、就職説明会の開催等を行う
ことにより、企業の立地環境を整備するとともに、産学官共同研
究を推進し、成長産業の育成を支援し、企業の本社機能等の移転
及び域内企業の本社機能等の拡充に伴う新規立地等を推進するこ
とにより、当該地域における就労機会の創出を図る。

地方における本社機能の拠点の
強化を行う事業者に対する特例

535 富山県 富山県
「とやま未来創生」ものづくり
産業活性化計画

富山県の全域

ものづくり産業を支える技術を一層高度化するとともに、県内企
業の独自技術の開発、新商品開発、新分野進出等を支援するた
め、①産学官連携体制の整備と共同研究開発の推進、②デザイン
開発支援、③企業立地環境の整備と企業誘致、④成長産業の振
興、⑤経営革新の支援、⑥ものづくり人材の育成などに取り組
む。

地域再生支援利子補給金

536 富山県 富山県
第２期とやま未来創生戦略推進
計画

富山県の全域

県民希望出生率と現状のギャップや晩婚化と未婚化の進行、若者
や女性の転出超過（社会減）等の課題に対応するため、結婚・出
産・子育ての願いが叶う環境整備に取り組むことで自然増につな
げるほか、産業振興、若者等の雇用創出、観光振興、県内への移
住促進等を通じ、社会減に歯止めをかける。また、若者・女性・
高齢者など多様な人材の確保と労働生産性の向上や、活力あるま
ち・健やかな暮らし・未来を担う人づくり等に取り組むことで、
労働力不足への対応や地域コミュニティの活性化を図り、人口減
少社会への適応を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

537 富山県 富山県
富山県「プロフェッショナル人
材・副業兼業人材確保プロジェ
クト」事業

富山県の全域

県内企業が事業継続、事業拡大を図る上での経営課題に関する経
営相談機関として、富山県プロフェッショナル人材戦略本部を設
置し、金融機関や職業紹介事業者等と連携しながら、首都圏等の
中核人材に本県の強みを発信すること等を通し、県内企業が攻め
の経営を行うのに必要な多様な人材の確保を支援する。このほ
か、県内企業に対し、副業・兼業人材、デジタル人材を含めたプ
ロフェッショナル人材活用の有効性への理解促進等を図るため、
HPやパンフレットの整備、オンライン交流会、人材確保に係る費
用助成等を行う。

地方創生推進タイプ

538 富山県 富山県高岡市
若者・女性のキャリア発信及び
起業・開業・就業支援プロジェ
クト

富山県高岡市の全域

キャリアアップにつながる仕事ができないというイメージを覆す
情報発信を行うとともに、新たなビジネスの創出を支援する基盤
を整備する。また、地方で深刻な人手不足が課題となっている分
野での就業、開業や起業をしっかりと支援する体制を作ることに
よりUIJターンを促進するとともに、若者の市外への転出を防ぐダ
ム効果につなげる。
しごとづくりをスタートとして、人口の流出を防ぎ、地方におけ
る新たな雇用と、地方へ人の流れを創出し、地方版総合戦略にお
いて目標としている2060年の人口12万5,000人の確保を実現する。

地方創生推進タイプ



539 富山県 富山県魚津市
人と水がめぐるまち。魚津市活
性化プロジェクト

富山県魚津市の全域

若者の人口流出による少子化、高齢化に伴う人口減少により、地
域コミュニティ活動等の地域活力が衰退している。人口減少対策
の新たな一手として、本市の魅力的な自然や文化といった地域の
特性を活かし、本市への新しい入口をつくることで関係人口の創
出・拡大を図るとともに、関係人口との協働によるにぎわいづく
りに取組む。また、取組において本市の活性化を担う人材の発掘
と市民の意識醸成を図り、地域住民と地域外人材との多様な交流
による地域資源の発掘と内発的発展を目指す。

地方創生推進タイプ

540 富山県 富山県魚津市
魚津市まち・ひと・しごと創生
推進計画

富山県魚津市の全域

第２期総合戦略に示すとおり、①魅力あるしごとをつくりそだ
て、若者・女性に働く場として選択される、②にぎわいの空間を
つくり、魚津への新しいひとの流れをつくる、③安心・安全な暮
らしを守り、子どもを地域全体で育てる、④活力ある地域をつく
り、持続可能なふるさと魚津を目指すの４つの柱で人口減少のス
ピードを抑える取組を早急に行う。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

541 富山県 富山県氷見市
第２期氷見市まち・ひと・しご
と創生推進計画

富山県氷見市の全域

本市の人口減少に歯止めがかからず、このまま人口減少が進行す
ると、生活関連サービスの縮小や行政サービス水準の低下、地域
公共交通の撤退等、空き家・耕作放棄地等の増加、地域コミュニ
ティの機能低下といった様々なことが懸念される。こうした課題
に対応するため、行政だけでなく市民や関係団体、企業が連携
し、人口減少対策だけでなく、多様な世代の方がいきいきと住
み、働き、子育てできる地域づくりに取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

542 富山県 富山県滑川市
デジタル人材育成により実現す
る滑川イノベーション事業計画

富山県滑川市の全域

市内の企業の大部分を占める中小企業等に対し、DXの啓発や伴走
型の支援を行い企業優位性の確立を支援する。併せて、中小企業
等の伴走支援を行う人材を育成し、地域人材が地域の企業を支援
する人材の地産地消を図ることで地域経済の好循環を実現する。
さらに、女性デジタル人材の就労を促進する取組みや、デジタル
機器を持たない・使えない方向けのサービスの実証実験を通し、
社会の変化に対応し選ばれ続ける企業づくりと、誰もがデジタル
の恩恵を受けることができ、住み続けたいと思えるまちづくりを
目ざす。

地方創生推進タイプ

543 富山県 富山県滑川市
旧北陸街道周辺の歴史や佇まい
に萌える”たび人”を巻き込ん
だまちづくりプロジェクト

富山県滑川市の全域

本市の旧町部と言われるエリアは、北陸街道の宿場町として栄え
た歴史があるが、郊外での宅地開発や大型店の誕生、自動車社会
の進展等により、人口流出が進み、現在では多くの空き家が乱立
する状態となっている。
一方で、当該エリアの古い街並みの景観や複数の国登録有形文化
財などを活かして、魅力的なまちづくりを実現できる土壌がある
ことから、これらの地域資源の磨き上げや利活用を促進するとと
もに、まちづくりに知見のある専門家や地方創生に関心の高い外
部人材を巻き込みながら、地域の交流人口や関係人口の増加を目
指す。

地方創生推進タイプ

544 富山県 富山県滑川市
「笑顔いっぱい幸せいっぱい光
り輝く滑川」プロジェクト

富山県滑川市の全域

環境に配慮した定置網漁を学ぶことができるAR設備の導入及び設
備を活用した環境教育、藻場造成に向けた調査等の取組を通じ、
子どもたちの郷土愛の醸成による環境保護の取組を推進する。ま
た、地域において不足しているGX人材の育成を支援し、育成した
人材を共有する仕組みとすることで、地域全体でのカーボン
ニュートラルの取組を推進するとともに、地域に新たな雇用を創
出する。両取組により市の将来ビジョンの実現による持続可能な
まちづくりを推進する。

地方創生推進タイプ

545 富山県 富山県滑川市
滑川市まち・ひと・しごと創生
推進計画

富山県滑川市の全域

本市の人口は、2005年をピークに減少しており、国立社会保障・
人口問題研究所からは、2045年には2005年比で約３割の人口減と
なる推計が示されている。人口減少は、地域力の低下やコミュニ
ティの希薄化、行政サービスの持続的な提供への懸念など様々な
影響を及ぼすことが予想される。こうした課題に対応するため、
結婚・出産・子育ての希望の実現を推進する環境整備を推進する
とともに健康寿命の延伸を図ることで自然増・社会増を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

546 富山県 富山県黒部市
黒部市デジタル田園都市構想総
合戦略推進計画

富山県黒部市の全域

人口減少と少子高齢化を克服し、将来に渡り持続可能な地域を創
出するために、「多様な雇用環境を創出し、活力ある地域をつく
る」、「交流を促進し、人を呼び込む地域をつくる」、「結婚・
出産・子育ての希望が叶う地域をつくる」、「生き生きとした暮
らしを実現し、愛着のある地域をつくる」の４つの基本目標のも
と、本市の創生に取り組む。複業人材のマッチングにより産業の
付加価値の向上や企業の課題解決を支援することで課題解決型の
関係人口の増加を図るなど、各種施策・事業を推進することで人
口減少の抑制を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

547 富山県 富山県南砺市
土徳とニューツーリズムで紡ぐ
南砺ファンとの関係強化による
持続可能な観光地の創生

富山県南砺市の全域

本市では、市内に高等教育機関がなく、大学や専門学校に進学す
るため転出した若者が卒業後に戻ってこないという構造的な課題
を抱えており、生まれ育った人、移住してきた人の双方が心豊か
に、住み続け、働き続け、出会い続け、子育てし続けることがで
き、市外へ転出した人も機会があれば是非戻りたい、今後も関係
を継続したいと願うまちを実現するため、市民が多様な考え方や
個性を認め合うことで幸福を実感でき、新しいことへのチャレン
ジを応援する「寛容性」にあふれた地域社会の構築をめざす。

地方創生推進タイプ

548 富山県 富山県射水市
誰もが夢をカタチにできる人流
イノベーションシティ射水創造
プロジェクト

富山県射水市の全域

空き家や空き店舗を地域資源として捉え、それらを活用して新し
い暮らしや仕事を始めたい人がチャレンジしやすい環境をつくる
ことで、日常的に人が集い交流が生まれるエリアを生み出す。さ
らにエリアの魅力を広く発信して地域外からの関心を集め、合わ
せてエリアへのアクセスの利便性を向上させる２次交通を確保し
てエリア内外の人の流れを創出することで、持続可能な好循環が
生まれる地域づくりを目指す。

地方創生推進タイプ

549 富山県 富山県射水市
射水市活性化の源泉となる道の
駅へ～道の駅新湊等リニューア
ル～

富山県射水市の区域の一部（鏡
宮地内）

躯体の劣化が進んでいた道の駅新湊の大規模改修を行うととも
に、施設の設置意義が低下していた新湊農村環境改善センターを
道の駅新湊別館としてリニューアルし、「射水ブランド」の高付
加価値化や観光誘客等を推進する。リニューアル後の道の駅で
は、農協や漁協などと連携し、本市の魅力ある食材を活用した独
自商品の開発や地元産品の販売促進、地域資源のブランディング
に取り組むほか、デジタル技術を活用した販売促進策や観光客誘
導にも取り組み、経済波及効果を地域へ波及させ、市内全体での
「稼げる観光」の実現を目指す。

地方創生拠点整備タイプ

550 富山県 富山県中新川郡舟橋村
子育て共助のまちづくり「舟橋
型子育て支援」計画

富山県中新川郡舟橋村の全域

持続可能な村づくりを目指し、公園を拠点とした子育て共助のま
ちづくりを推進することにより、自然増につなげる。また、ライ
フスタイルに合わせた小さなビジネス支援等、多様な魅力ある仕
事づくりを推進することにより、社会減に歯止めをかける。な
お、これらに取組むに当たっては基本目標として「”すまう”を
応援」「”うまれる、そだつ”を応援」「”はたらく”を応援」
「”たのしむ”を応援」として事業を実施する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



551 富山県 富山県上市町
SDGs de 移住・関係人口創出プ
ロジェクト

富山県上市町の全域

本町では、人口減少と少子高齢化が進んでおり、社会動態につい
ては昨年度から改善傾向にあるものの、若者を中心に転出者が多
くなっている。また、合計特殊出生率は依然低いままであり人口
減少に歯止めがかからない状態である。その反面、近年、デジタ
ル化やテレワーク推進により地方への移住や就業に対して関心が
高まっていることから、子どもを産み育てられる環境をつくるこ
とで移住促進を図り、若い世代の流出に歯止めをかけ人口の社会
増につなげていくもの。

地方創生推進タイプ

552 富山県 富山県中新川郡上市町
第２期上市町まち・ひと・しご
と創生推進計画

富山県中新川郡上市町の全域

本町では、少子高齢化や人口減少が進んでおり、雇⽤の場が少な
いことなどから若者の流出に⻭⽌めがかからない状況である。今
後も人口減少傾向が続けば、地域内の労働人口や税収が減少し、
地域社会のコミュニティ機能の低下を招くなど、様々な面での影
響が懸念される。このことから、子育て支援や教育、高齢者支援
など住み続けたいと思える環境づくりや、都市からひと・もの・
しごとの流れを呼び込む地域活性化の取組、移住・定住の推進や
関係人口の拡大など持続可能な地域社会に向けた担い手確保の取
組を行う。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

553 富山県 富山県立山町
地域資源の磨き上げ・地域外へ
の販売力向上で働きたくなる地
域商社魅力向上事業

富山県立山町の全域

地域商社に商品企画などを扱う新部門を設立し、雇用した担当社
員の創造力と行動力で既存商品をブラッシュアップし新たな人気
商品を生み出す仕掛け人となってもらう。また、活力と魅力ある
職場を作り、働きたいと思わせる企業に地域商社が育ち、地域の
力が立ち上げた独り立ちの覚束ない資源を牽引する存在となって
いくことが目的である。地域商社の新部門によって磨き上げられ
た特産品や、大学や企業等と共同で開発した新商品等を (仮称)観
光物産コンダクターの手により展開し、経済循環の展開にもつな
げる。

地方創生推進タイプ

554 富山県 富山県中新川郡立山町
新次代をつくるまちづくりプロ
ジェクト

富山県中新川郡立山町の全域

５つの重点テーマに基づく施策を行い、人口減を抑え、将来にわ
たって地域の活力を維持するとともに、地域内消費の落ち込みを
抑制し、雇用を一定程度確保することで、地域経済・地域社会に
対する影響を最小限に留めることを目指す。
【重点テーマ１】町の魅力発掘・発信プロジェクト  【重点テー
マ２】稼ぐ地域づくりプロジェクト
【重点テーマ３】未来を担う子ども応援プロジェクト【重点テー
マ４】活躍人材ネットワーク化プロジェクト
【重点テーマ５】エコでしなやかな地域づくりプロジェクト

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

555 富山県 富山県下新川郡入善町
入善町まち・ひと・しごと創生
推進計画

富山県下新川郡入善町の全域

本町の人口は令和12年には19,698人まで減少すると推計されてい
る。しかし、人口は町の活力と元気の目安となる大切な要素であ
り、人口減少に歯止めをかける施策の展開は必要不可欠である。
このことから、結婚・出産・子育てしやすい地域づくり、しごと
づくり、ひとの流れづくり、まちづくりの戦略目標のもと具体的
な事業に取り組み、若者の雇用を確保し、出会いがあり、産み育
てやすい環境づくりに加え、安全で安心な生活環境の整備などに
よる定住の促進など、「ストップ人口減少」の取り組みを強化し
人口維持に努める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

556 石川県 石川県
コロナ禍を契機とした時流を捉
えた新たな人の流れ創出プロ
ジェクト

石川県の全域

コロナ禍を契機とした場所にとらわれない働き方・暮らし方の実
現等の新たなニーズに即したきめ細やかな支援により人の流れを
創出するとともに、子育て世帯をはじめとした誰もが安心して働
ける環境づくりを推進し、更なる移住・定住の促進を図る。

地方創生推進タイプ

557 石川県 石川県
伴走支援体制の強化等による県
内中小企業経営基盤強化事業計
画

石川県の全域
中小企業庁との連携協定による伴走支援体制強化事業と中小企業
承継円滑化事業を柱に、県内中小企業の成長軌道へ誘導し、また
優良な企業を未来に継承していくことに寄与する。

地方創生推進タイプ

558 石川県 石川県
石川県プロフェッショナル人材
確保支援計画

石川県の全域

県内企業や関係団体等とのつながりを持つプロフェッショナル人
材戦略マネージャー、サブマネージャーが、金融機関や商工団体
等と連携しながら、本県の基幹産業である製造業や成長産業であ
る観光関連産業（宿泊業・飲食業等）等の県内中小企業を中心
に、個別企業訪問時の助言等により、企業が持続的に成長・発展
するために必要な人材を明確化させたうえで、首都圏等のプロ
フェッショナル人材等へ県内中小企業等の魅力を直接伝えること
でマッチングを促進する。

地方創生推進タイプ

559 石川県 石川県
石川県本社機能立地促進プロ
ジェクト

石川県の全域

人口減少対策として、石川県を計画区域として、誘致企業の本社
機能の移転や県内企業の拠点拡充の促進に取り組んでいく。石川
県と19市町が一体となって、「地方における本社機能強化を行う
事業者に対する特例」の活用や、企業誘致補助制度やワンストッ
プ相談窓口の設置、人材確保の支援などを行い、企業の拠点化強
化につなげ、地域経済の活性化のみならず、魅力的な雇用の場の
創出や若者の流出防止やＵＩターンの促進を図る。令和12年度ま
でに地方活力向上特定業務施設整備計画を28件認定し、雇用創出
560人を目標とする。

地方における本社機能の拠点の
強化を行う事業者に対する特例

560 石川県 石川県 石川県成長戦略推進計画 石川県の全域

全ての県民が、夢と希望を胸に、未来に向かってチャレンジで
き、誰一人取り残されることなく、一人一人が真の幸せを実感し
ながら、健やかに安心して暮らすことのできる「幸福度日本一の
石川県」の実現に向け、「住みやすい石川県」、「働きやすい石
川県」、「活力あふれる石川県」の３つを目指す姿として掲げ、
「石川の新たな価値の創造」と「県民が健やかに安心して暮らせ
る社会の構築」の２つの視点に基づき、６つの戦略と２つの横断
的戦略に取り組んでいく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

561 石川県
石川県及びかほく市、津幡町、
内灘町

「豊かな自然を生かした河北の
賑わいづくり」計画

石川県かほく市及び石川県河北
郡津幡町並びに内灘町の全域

本計画区域は豊富な自然資源を有しており、それらを活かした観
光資源に恵まれ、中山間地では林産物の生産、販売を行ってい
る。東西南北を走る幹線道路が整備され他地域からのアクセス性
が良い一方で幹線道路からのアクセス道や観光地間を結ぶ交通網
の整備が遅れていることから観光客数は減少傾向にある。このこ
とから林産物の輸送ルートや観光地間の林道と市町道を一体的に
整備することで地域産業の競争力強化による農林業の振興や交流
人口の拡大による地域経済の活性化を図る。

地方創生道整備推進交付金

562 石川県 石川県及び石川県白山市
白山のめぐみを地域の活性化に
つなげる道整備計画

石川県白山市の全域

白山市は、北陸自動車や国道８号など幹線道路が整備されてお
り、隣地からのアクセスは容易であるが、幹線軸と観光地及び工
業団地や山林を結ぶ市道と林道の整備が遅れている。そのため、
地方創生道整備推進交付金によりバイパス道路の整備と林道にお
ける重要構造物の点検や老朽化施設の整備を行うことにより、観
光ネットワークの強化や間伐材の安定した物流輸送、企業誘致な
ど市全体の地域振興が図られる。

地方創生道整備推進交付金



563 石川県 石川県金沢市 金沢版総合戦略推進計画 石川県金沢市の全域

金沢の個性、強みである歴史や伝統、学術、文化、地域コミュニ
ティなど、地域の資源を最大限に活用し、多様な主体との連携に
より、自立した施策を実践し、住む人が責任と誇りを持てるまち
を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

564 石川県 石川県小松市
「未来技術を活用した次世代型
のまちづくり」２大交通拠点を
つなぐ自動運転バス導入計画

石川県小松市の全域

小松駅・小松空港間のアクセスを向上させ、新幹線と航空機を併
用した移動「レール＆フライト」により北陸エリアの広域移動の
拠点としてまちの発展を図るため、自動運転バスによる自動運転
レベル4での路線バス運行の社会実装に取り組む。また、小松駅周
辺の交流機能が拡大する中、まちなかへの人流拡大も促し、交流
人の拡大にも寄与することで、新幹線と国際空港とが織りなす全
国随一の交流エリアの形成を図る。さらに、自動運転技術の活用
により、社会課題であるバス運転手不足にも対応した持続可能な
未来型の公共交通への転換も目指す。

地方創生推進タイプ

565 石川県 石川県珠洲市
Divercity×Artで持続可能なま
ちづくり

石川県珠洲市の全域

令和6年能登半島地震及び奥能登豪雨は未曽有の大災害となった。
復旧・復興にあたっては「次の世代に引き継ぐことのできる、よ
り強靭で安全な新たな地域づくり、より生産性の高い生業（なり
わい）づくり」を掲げている。人口減少と少子高齢化が著しい本
市において、豊かな暮らしを持続可能にするためには、人口の維
持が不可欠であり、本市の特性である「多様性」を強みとして再
認識し、「Divercity×Artで持続可能なまちづくり」を進め、交
流人口から関係人口そして定住人口への展開を強化するための取
り組みを推進する。

地方創生推進タイプ

566 石川県 石川県羽咋市
輝く羽咋デジタル総合戦略推進
計画

石川県羽咋市の全域

デジタル技術を取り入れたスマートシティを目指すにあたり、国
の「デジタル田園都市国家構想」と本市のデジタル関連施策との
連動が求められているため、令和６年３月に策定した「輝く羽咋
デジタル総合戦略」に基づき、これまで以上にデジタル技術を有
効に取り入れ、本市の地方創生のさらなる深化・発展を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

567 石川県 石川県能美市 能美創生推進計画 石川県能美市の全域

本市の人口は2020年1月1日現在、緩やかな増加傾向にあるが日本
人のみでは、2018年をピークに減少している。これからさらに進
展していく人口減少及び東京一極集中に歯止めをかけるため、本
市の強みである支援対策を柱に結婚・出産・子育てに関する総合
的な支援、転入促進・転出抑制の取り組み、地域資源を活かし就
職や定住を戦略的に増やしていくことで、市外への転出を抑制し
ていく。そしてこれらを組み合わせ、いくつになっても安心して
暮らせるまちをつくっていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

568 石川県 石川県野々市市
小中高大連携による持続可能な
インパクトシティののいち創生
事業

石川県野々市市の全域

本市の特徴であるコンパクトな都市であること及び若者が多く住
んでいることを生かし、2050年までに脱炭素社会、循環型社会、
ウェルビーイング社会、自然との共存共創社会という持続可能な
都市に必要な４つの社会の形成の実現を目指すとともに、本市の
様々な魅力を市民一人ひとりの力を合わせて磨いていくことで、
市内外の人に大きなインパクトを与えるまちを実現し、自分が
野々市市民、野々市ファンであることに対するシビックプライド
を持てる地域を目指していく。

地方創生推進タイプ

569 石川県 石川県能美郡川北町
第２期川北町版総合戦略推進計
画

石川県能美郡川北町の全域

『キラリと輝く“ふるさと川北”』～みんなで手を取り“若さあ
ふれる”まちづくり～の実現のため、以下の取り組みを行う。
「充実した子育て環境をめざす」、「多世代がずっと住み続けら
れるまちをめざす」、「地域で働きやすい産業と雇用環境を生み
出す」、「安全・安心な暮らしを続けられる環境をつくる」

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

570 石川県 石川県河北郡津幡町
津幡町まち・ひと・しごと創生
推進計画

石川県河北郡津幡町の全域

津幡町の地方創生を推進するため、以下の取り組みを行う。「安
定した雇用を創出する」、「新しいひとの流れをつくる」、「若
い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえるとともに、津幡町
を愛し未来を拓くひとを育む」、
「時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地
域と地域を連携する」

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

571 石川県 石川県河北郡内灘町
第２期内灘町まち・ひと・しご
と創生推進計画

石川県河北郡内灘町の全域

内灘町まち・ひと・しごと創生を推進するため、以下の取り組み
を行う。
・子どもを産み育てやすい環境をつくり、地域への愛着を育む事
業
・まちの魅力を高め、新しいひとの流れをつくる事業
・地域の交流を強化し、安全で安心なくらしをつくる事業
・まちの活力を生み出し、安心して働ける産業を育成する事業

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

572 石川県 石川県羽咋郡志賀町
志賀町まち・ひと・しごと創生
推進計画

石川県羽咋郡志賀町の全域

志賀町創生を推進するため、以下の取り組みを行う。
・豊かな里山里海の資源を活用した農林水産業の支援と産業振興
・交流人口増加から関係人口・定住人口への拡大
・地域の価値や魅力を教育や人とのつながりを通して伝える
・妊活から小中学生まで、切れ目のない総合的支援とICT環境や保
育所整備などの環境的支援を行う
・SDGsを基本姿勢とし、地域社会を支える基盤の維持と、5G、
RESASなど新しい技術基盤を活用
・誰もが活躍できる働き方の環境や医療・福祉サービスの提供な
ど総合的な環境整備

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

573 石川県 石川県鹿島郡中能登町
第２期中能登町まち・ひと・し
ごと創生推進計画

石川県鹿島郡中能登町の全域

第２期中能登町まち・ひと・しごと創生推進計画を推進するた
め、以下の取組を行う。「中能登町における安定した雇用を創出
する事業」、「中能登町への新しいひとの流れをつくる事業」、
「若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる事業」、「時
代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と
地域を連携する事業」

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

574 石川県 石川県鳳珠郡能登町
第２期能登町創生総合戦略推進
計画

石川県鳳珠郡能登町の全域

誇りと幸福感のある暮らし、地域産業の競争力強化、関係人口創
出、里山里海ツーリズムの推進、定住支援等を進め、「能登の暮
らしを受け継ぐまち」を創る。具体的な事業は、「能登の里山里
海を活かし、人材の育成と安定した雇用ができる『しごと』をつ
くる」、「人と人の交流を深め、賑わいを創出し、能登町で暮ら
す『ひと』の流れをつくる」、「若い世代の希望に叶った結婚・
出産・子育てができる環境をつくる」、「『ひと』と『地域』の
絆による地域力を高め、安心して暮らし続けられる『まち』をつ
くる」である。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



575 福井県 福井県
オーベルジュを核とした福井の
食ブランディング魅力発信計画

福井県の全域

本事業は新幹線開業により首都圏からのアクセスが向上しの県外
客や訪日外国人客の増加が見込まれる中、“福井の食に携わる
人”づくりや“観光目的となる食の商材”づくり、“食を楽しむ
場”づくり、福井の食を求めるターゲットに届くプロモーション
による“客づくり”を一体的に展開していくことで、交流人口の
拡大に加え、県内滞在・宿泊を促進し、地域経済の好循環につな
げる

地方創生推進タイプ

576 福井県 福井県
スポーツによる交流人口拡大と
地域活性化推進計画

福井県の全域

令和６年春の北陸新幹線福井・敦賀開業に向けて掲げた将来像
「スポーツ等の尖った魅力で多くの人を呼び込む」の実現に向
け、スポーツを通した賑わいを創出するため、地域に根付かせ県
民全体で盛り上げ支える仕組みづくりが求められている。そのた
め、県内外から競技団体が県内で大会やイベント、合宿等の開催
までをともに協力しながらの伴走支援を行い、多様なスポーツを
気軽に楽しめ、さらに稼ぐ仕組みづくりを行うことでスポーツを
通じた交流人口の拡大と地域活性化を目指す。

地方創生推進タイプ

577 福井県 福井県
北陸新幹線、中部縦貫自動車道
等交通網開通に合わせたインバ
ウンド拡大推進事業

福井県の全域

福井県の訪日外国人宿泊者数は都道府県別４４位と低迷している
中、北陸新幹線開業や中部縦貫自動車道（福井県－岐阜県間）の
全線開通を控え、訪日外国人観光客の増加が見込まれる。本事業
はこれら交通網により結びつくことになる地域を訪問する訪日外
国人に対してプロモーションを展開していくことで、交流人口の
拡大に加え、県内滞在・宿泊を促進し、地域経済の好循環につな
げ、交通網拡大による誘客効果の最大化を図るものである。

地方創生推進タイプ

578 福井県 福井県
福井駅周辺における持続的なに
ぎわい創出計画

福井県の区域の一部（嶺北地
域）

福井県の玄関口として、交通ネットワークの中心に位置する福井
駅周辺に、厚みのある歴史、豊かな自然、商業施設や食、文化・
スポーツ拠点など、さまざまな魅力を重ねることにより、さらに
多くの人を惹きつけるまちなかを形成する。多様な人が集い、交
流し、自ら新たな価値やにぎわいを生み出し、まちの魅力を高
め、人が人を呼ぶ「楽しさあふれる県都」を目指すとともに、創
出されたにぎわいを周辺地域にも波及させていく。

地方創生推進タイプ

579 福井県 福井県
中部縦貫自動車道開通を見据え
た奥越エリア活性化計画

福井県の区域の一部（奥越エリ
ア）

福井県では、中部縦貫自動車道県内全線開通を令和８年春に控え
ており、これに合わせた新たな誘客の目玉となる魅力づくりを進
めるとともに、交流人口の増加を県民生活の利便性や楽しみの機
会拡大につなげる施策を講じる必要がある。本計画は、奥越地域
に新たな誘客の目玉となる宿泊・滞在拠点を整備するとともに、
デジタル技術活用により、施設滞在時の快適性の向上を図ること
により、観光を通じた交流人口の増加と観光消費の拡大につなげ
るものである。

地方創生拠点整備タイプ

580 福井県 福井県
福井県地方活力向上地域特定業
務施設整備促進プロジェクト

福井県の全域

福井県は関西圏、中京圏の２大都市圏から北陸地方への入口に位
置し、その地理的特性から製造業の工場を中心に産業集積の形成
が図られてきた。他方、女性や若者に魅力のある企業の本社機能
に関する職場が少なく、女性や若者の県外流出が大きな課題と
なっている。こうした課題に対応するため本計画では国の税制優
遇措置や県独自の補助制度等を活用し、令和12年度末までに企業
の本社機能に係る新規立地36件及び526人の雇用創出を図り、以っ
て地域の活力の向上に資することを目的とする。

地方における本社機能の拠点の
強化を行う事業者に対する特例

581 福井県 福井県 ふくい経済強化計画 福井県の全域

福井県には、一大集積地を形成している繊維、眼鏡等の分野で優
れたものづくり技術があるが、本県の経済社会が発展していくた
めには、新しい技術開発による製造業の競争力強化が不可欠であ
る。そこで、県内の産学官金が一体となって、本県が有する優位
性ある技術を基に、産学官共同研究や最先端技術開発を推進する
ことにより、イノベーションの創出を促し、革新的なビジネスモ
デルや売れる製品の開発を進めるとともに、国内外の需要を積極
的に取り込み、県内経済の活性化を図る。

地域再生支援利子補給金

582 福井県 福井県
福井港・鷹巣漁港の快適で魅力
のある港づくり計画

福井県福井市および坂井市の区
域の一部（福井港および鷹巣漁
港）

福井港と鷹巣漁港を一体的に整備（港内の浚渫等）することによ
り、クルーズ船の福井港への寄港を促進する。また、クルーズ船
の乗客等に鷹巣漁港で陸揚げされた海産物を供給するとともに、
鷹巣漁港に在籍している漁船を使った体験・観光漁業を提供する
など、港湾・漁港の連携ソフト事業などを併せて行うことで、交
流人口の拡大、観光業の振興及び漁業の振興を図る。

地方創生港整備推進交付金

583 福井県 福井県、福井県敦賀市
新幹線開業に向けた敦賀まちづ
くり官民応援プロジェクト

福井県敦賀市の区域の一部（鉄
輪町１丁目、白銀町、本町１丁
目、本町２丁目、清水町１丁
目、清水町２丁目、神楽町１丁
目、神楽町２丁目、相生町、蓬
莱町）

北陸新幹線敦賀開業に向けて、終着駅というアドバンテージを活
かし、敦賀市が目的地として選ばれるよう、新幹線開業への機運
醸成のためのイベントおよび中心市街地の賑わい再生のためのイ
ベントに対する支援を行うとともに、福井県嶺南地方へのハブ機
能として、外国人観光客も視野に入れた観光情報の発信の強化を
図る。さらに敦賀市中心部を観光客を呼び込むエリアとして強化
するために商業事業者等が実施する改修、景観整備等を支援する
ことにより、新幹線開業効果を最大限高めていく。

地方創生推進タイプ

584 福井県
福井県、福井県美浜町、福井県
若狭町

ふくいの自然と食で「稼ぐ」観
光地域づくり推進計画

福井県の全域

福井県では「福井県長期ビジョン」「ふくい観光ビジョン」等を
策定し、これらのビジョン等で示したありたい姿の実現に向け、
自然や食、文化、スポーツなど多様な分野に及ぶ本県の観光業の
総力を結集し、「観光で稼ぐ」＝「観光を仕事にして暮らす」こ
とができる地域を県全域につくり、本県での仕事や暮らしに関心
を持つ方々とのつながりを作っていくことで、都市からの移住者
の増加や地域の賑わいにつなげていく。

地方創生推進タイプ

585 福井県 福井県及び福井県三方郡美浜町 若狭美浜の水環境改善計画
福井県三方郡美浜町の一部区域
（美浜地区、日向地区）

美浜町において汚水処理施設の老朽化により経費の増加や定住・
流入人口の減少により非効率な汚水処理となっていることから、
施設の統合整備を総合振興計画に掲げている。漁業集落排水処理
の日向地区は美浜町で最も大きな漁港があり、漁業を主体とした
観光が盛んな地区であるが、地区の中心部に処理場があり、環境
面やイメージに悪い影響を与えている。そこで老朽化している施
設の機能強化並びに日向地区の公共下水道への接続を一体的に整
備することにより環境改善や観光へのイメージアップに繋げ、町
全体の漁業と観光の振興を図る。

地方創生汚水処理施設整備推進
交付金

586 福井県 福井県福井市
福井嶺北地域における公共交通
を軸とした「ふくいMaaS」によ
る地域活性化事業

福井県福井市、大野市、勝山
市、鯖江市、あわら市、越前
市、坂井市、永平寺町、池田
町、南越前町、越前町の全域

令和6年春の北陸新幹線福井開業を見据え、まずは福井に降り立っ
た観光客が周遊しやすくするために、観光目線を強め、企画切符
の造成やシェアサイクル事業と連携するなど二次交通の拡大や交
流人口の拡大を目指す。北陸新幹線開業後は住民目線を強め、住
民の移動ニーズに応じた県内の移動ネットワークを強化すること
で、地域住民の移動利便性が向上し、住みよいまちの実現を目指
す。また、将来的には嶺南地域にも事業を拡大し、福井県内全域
での公共交通ネットワークの強化を図る。

地方創生推進タイプ



587 福井県 福井県福井市
ふくい関係人口・移住定住推進
プロジェクト

福井県福井市の全域

本市では、外部人材の利活用により、県内外との人や情報、技術
等の交流を生み出すことで、地域活性化につなげる仕組みづくり
を行い、新たな人の流れや関係人口の創出・拡大を図ることがで
きたが、依然として転出超過が続いている。
今後、北陸新幹線福井開業を契機として交流人口が増える中、更
に関係人口の創出拡大の取組みを強化し、福井の強みである住み
やすさや子育て環境を切り口とした新たな層を惹きつけ、移住定
住に繋げるとともに、若者の地元就職促進を強化することで、若
年層の地元定着と活気溢れる街を実現する。

地方創生推進タイプ

588 福井県 福井県福井市
北陸新幹線福井開業や東京五輪
ホストタウン交流を契機とした
都市間交流誘客促進事業

福井県福井市の全域

令和６年春の北陸新幹線福井開業効果を最大限に引き出すため、
まちなかの観光客受入環境の充実や北陸新幹線沿線都市などの都
市間等の連携プロモーション等を行うことで、県外から福井市へ
の観光誘客を図り、ひいては、交流人口、関係人口、定住人口の
拡大や新たな産業・雇用の創出などにつなげていく。
　また、東京五輪を契機としたスロベニア共和国とのホストタウ
ン交流を活かし、観光、ビジネス、教育、文化・スポーツなどの
多方面において海外都市との交流を深めることで、地域経済の更
なる活性化を図り、地方創生を実現していく。

地方創生推進タイプ

589 福井県 福井市
福井市デジタル田園都市構想推
進計画

福井市の全域

若い世代の男女が出会うきっかけづくりや、結婚、出産に対して
希望が持てる施策展開、子育ての面でのサポート等を行い、合計
特殊出生率の向上につなげる。また、若者の転出超過が大きいこ
とから、若者にとって魅力ある仕事やまちづくりを進めるととも
に、ＵＩターン施策の集中的な展開に加え、将来的な移住に向け
た裾野を広げる観点から、関係人口の増加を目指したアプローチ
等を通じて、社会減に歯止めをかけ、みんなが輝く全国に誇れる
ふくいを実現する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

590 福井県 福井県敦賀市 第２期敦賀市総合計画推進事業 福井県敦賀市の全域

わが国において大きな課題となっている「人口減少」を計画全体
の政策課題としており、まちづくりの源泉となる「人口」につい
て、敦賀の力を結集し、みんなで人口減少対策に取組んでいくこ
とを目標に、「好循環が継続する、発展し続ける地域」を地域ビ
ジョンとしている。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

591 福井県 福井県小浜市
小浜市まち・ひと・しごと創生
推進計画

福井県小浜市の全域

小浜市の人口は、1980年以降減少傾向にあり、少子高齢化、世帯
数の減少により空き家の増加も加速する恐れがある。人口減少や
少子高齢化を乗り越え、本市で住み続ける市民を今後住み始める
市民が日々のくらしを健康で、心豊かに続けられ、より満足度が
高いまちを形成していくことが求められる。その実現に向けて、
「誰もが活躍できる地域社会」の形成と担い手作り、定住の基礎
となる「雇用」の創出、安心な生活を送るための「防災」「健
康・福祉」「子育て」分野においても施策を推進していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

592 福井県 福井県大野市
企業版ふるさと納税を活用した
大野市まち・ひと・しごと創生
推進計画

福井県大野市の全域

人口減少による地域経済の縮小や地域コミュニティの希薄化、高
齢化の進展に伴う社会保障費の負担増加などの課題に対応するた
め、まちづくりの目指すべき方向性を以下のように定めて、企業
版ふるさと納税を活用した事業展開を目指す。
　・基本目標１　地域経済を活性化し、安定した雇用を創出する
　・基本目標２　新しいひとの流れをつくる
　・基本目標３　若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえ
る
　・基本目標４　時代に合った活力ある地域をつくり、地域と地
域を連携する	

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

593 福井県 福井県勝山市
勝山市地方創生推進プロジェク
ト

福井県勝山市の全域

人口減少・少子高齢化は、地域の担い手や労働者不足につなが
り、産業活動、消費の縮小を招く恐れがある。また高齢化率の上
昇は、医療・介護費等社会保障費の増大、地域経済への影響が懸
念される。今後は、人口減少対策を推進し、人口減少・少子高齢
化社会を前向きに捉え、環境の変化や多様化に適応するため、市
民の生活安定に直結する分野をしっかりと守り支え、その上で移
住促進等など地域を活性化するまちづくりを推進し、そこから生
まれたにぎわいや活力が次の地域の担い手を育成する好循環を生
み出すまちづくりを推進する必要がある。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

594 福井県 福井県あわら市
第２期あわら市まち・ひと・し
ごと創生推進計画

福井県あわら市の全域

人口減少、少子高齢化社会が進行する中、安定した雇用環境や子
育てしやすい環境、そして安心して暮らすことができる魅力的な
地域づくりを進め、定住の確保を図り、人口流出の抑制につなげ
るとともに、本市への新しいひとの流れをつくることが重要であ
り、これらの課題を市民と共有しながら「暮らしやすくて幸せを
実感できるまち」の実現を目指してまちづくりを推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

595 福井県 福井県越前市

北陸新幹線越前たけふ駅周辺エ
リアをフィールドとした官民連
携による企業・人材が集う取組
み

福井県越前市の全域

令和6年3月16日の北陸新幹線越前たけふ駅の開業に向け、新たな
交流を生み出す新駅開業を契機に、「環境・エネルギー領域」に
取り組む先進的な企業の誘致・産業の集積と、オープンイノベー
ションの推進、スマート技術の実装、これらを起点とした越前市
版スマートシティの形成を官民連携にて取り組む。ひいては、外
部人材・企業との交流をトリガーとした企業誘致・産業集積が進
むことで、若い世代に魅力的な雇用の場が生まれ、若い世代が本
市で住み・働く意義の創出を図り、若い世代に選ばれるまちを目
指す。

地方創生推進タイプ

596 福井県 福井県越前市
文化芸術や伝統産業の創造性を
活かした高付加価値産業創出事
業

福井県越前市の全域

本市の歴史や文化、伝統産業等を活かし、産業面への好循環をも
たらすまちづくりを進めるため、ユネスコ創造都市ネットワーク
加盟を目指し、加盟で本市の国際的な認知度、国際貢献度などを
高める。これにより、海外との文化芸術や伝統産業分野での人材
交流が進むことで、歴史や文化、産業の相互理解が深まる。そし
て、他文化に触れることで新たな発想が生まれ、この発想を伝統
産業を中心としたモノづくりに活かすことで、工芸品の高付加価
値化・新たな価値が創造され、新たなビジネスの創出を目指す。

地方創生推進タイプ

597 福井県 福井県越前市
越前市伝統産業の魅力を活用し
た地域ブランド向上による交流
人口増加事業

福井県越前市の全域

豊かな自然や１５００年にわたる歴史や文化を活かした「越前和
紙」、「越前打刃物」及び「越前指物」という伝統的工芸品、特
に越前和紙を中核として、重要無形文化財「越前生漉鳥の子紙」
の保存会や芸術家などが活動できる施設の整備など産業観光の素
材を充実させ、市内、県内外にその魅力や長所を知ってもらうた
めのプロモーションを強化する。伝統的工芸品を中心とした市の
魅力や長所に共感してもらう人を増やすことにより、交流・関係
人口の拡大とイメージアップを実現させ、人口減少に歯止めをか
ける。

地方創生推進タイプ

598 福井県 福井県越前市
越前市まち・ひと・しごと創生
推進計画（第２期）

福井県越前市の全域

人口減少や少子高齢化に伴う、地域産業や地域コミュニティの衰
退などの課題や地球温暖化の進行と自然災害の激甚化、北陸新幹
線福井県内開業などの高速交通網整備などの社会変化に対応する
ため、「地方に仕事をつくる」、「人の流れをつくる」、「結
婚・出産・子育ての希望をかなえる」、「魅力的な地域をつく
る」を基本目標として掲げ、「10万人の元気と活力」、「100年人
生の幸福実現」、「1000年未来につなぐふるさとづくり」の３つ
の地域ビジョンの達成を図ります。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



599 福井県 福井県丹生郡越前町
越前町まち・ひと・しごと創生
推進計画

福井県丹生郡越前町の全域

本地域再生計画は、近年の人口減少に対する施策として、地域経
済の活性化、地域における雇用機会の創出その他の地域の活力の
再生を総合的かつ効果的に推進することを目的とするものであ
る。具体的には、国が閣議決定した「まち・ひと・しごと創生総
合戦略（2018改訂版）」の基本的な考え方や政策の企画・実行に
あたって４つの基本目標等を踏まえ、本町における人口減少と地
域経済縮小に対する具体的な施策を位置づけていくものとする。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

600 福井県 福井県大飯郡高浜町
高浜町まち・ひと・しごと創生
人口ビジョン・総合戦略推進計
画

福井県大飯郡高浜町の全域

人口減少時代での本町の定住人口と関係人口の増加、出産・子育
て世代の転出抑制と転入増加、Uターン等の促進、新たな雇用創出
などの課題解決へ向け、将来像「くるむ、つなぐ、かがやく～自
然とともにある暮らし若狭たかはま～」を掲げ、それらを実現す
るために「多様な関わりでつなぐ 移住・帰住促進」「親子をくる
む しあわせ子育て応援」「まちがかがやく 人と仕事の好循環」
という３つの重点プロジェクトを設定し、住民が「一つ上の暮ら
しの豊かさ」を実感できる持続可能な地域づくりに取り組んでい
く。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

601 山梨県 山梨県北杜市
第２期北杜市まち・ひと・しご
と創生推進計画

山梨県北杜市の全域

本市の特性や社会経済情勢の変化への対応、今後の課題などを踏
まえながら、本市が目指すまちづくりの理念と目指すべき将来像
（2030年、地域のありたい姿）を明らかにした基本構想を実現す
るため、明確なビジョンと戦略的な計画を策定し、活力に満ちた
本市の未来に取組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

602 山梨県 山梨県
DX人材育成エコシステム創出事
業

山梨県の全域

未来技術である生成ＡＩを活用し、県内中小企業等が自社の課題
解決に向けてＤＸに取り組むための具体的な行動（要件定義・外
注等）を支援するシステムを整備する。加えて、ＤＸ人材として
育成した大学生がＤＸ人材不足に悩む中小企業等におけるＤＸの
取り組みの担い手となることで、中小企業等のＤＸ推進の加速を
目指すほか、メンターとして中高生のデジタルの学びを支援す
る。これら取り組みを通じ、労働人口の高齢化や働き手不足が懸
念される今後を見据えたＤＸ人材育成・供給の自発的な循環サイ
クル実現のための基盤を構築する。

地方創生推進タイプ

603 山梨県 山梨県
デジタルトランスフォーメー
ションによる山梨スタートアッ
プ支援事業

山梨県の全域

学生から社会人までを対象にDX人材の育成を図り、本県の地域産
業が必要としているDX人材を確保し、中核的な人材としての活躍
を促すとともに、スタートアップの育成・誘致・定着を図ること
でスタートアップなどの魅力的な仕事や憧れとなる職場等が増や
し、新たな雇用を創出し、産業の高付加価値化・地域経済の活性
化を図る。

地方創生推進タイプ

604 山梨県 山梨県 やまなしスマート林業推進事業 山梨県の全域

本県の充実した森林資源を有効活用した林業の成長産業化と若者
や女性にとって魅力ある林業の実現のため、ＩＣＴの導入による
デジタル技術を活用したスマート林業を推進し、林業の生産性・
収益性・安全性の向上を図るものである。「スマート林業」は、
林業経営体、木材加工事業者、流通事業者といった幅広い業界が
関連する先進的な取り組みであり、県が主体となり、プラット
フォームの整備、森林情報のクラウド化、デジタル森林情報の整
備、新たな森林整備手法のモデル実施・普及により、スマート林
業の初期段階の立ち上げを行う。

地方創生推進タイプ

605 山梨県 山梨県
デジタル人材育成・職場環境整
備促進プロジェクト

山梨県の全域

非正規雇用率の高い女性に対し、デジタル技術のオンライン学習
を支援し、就労するまでの伴走支援を実施することで、不足する
デジタル人材の確保を図り、女性の社会参画を推進する。さら
に、男性が育児休業を取得しやすい雇用環境を整備する企業に対
して支援することで、労働市場全体の生産性向上や労働力の供給
体制を充実させる。また、キャリア形成期の子育て世代に対し、
企業ニーズに即した実践的なリスキリング等が可能となる環境を
整備し、生産性・収益・賃金アップにつなげる「スリーアップの
好循環」を実現させる。

地方創生推進タイプ

606 山梨県 山梨県
多様性が強みとなる共生社会・
誰一人取り残されないデジタル
共生社会実現推進事業

山梨県の全域

｢誰も取り残されない、人に優しいデジタル化｣の考えのもとデジ
タル技術を活用した共生支援の体制を整備し、誰もが個性や能力
を活かし、地域コミュニティーの一員として活躍できる「多様性
が強みとなる共生社会」の実現を図るため、共生社会がもたらす
効果や多様性尊重の重要性を県民一人ひとりが当事者意識を持ち
ながら理解するとともに、本県が多種多様な人材が集う場になる
よう、共生社会の実現に関する取り組みを実施する。

地方創生推進タイプ

607 山梨県 山梨県
「美酒・美食王国やまなし」建
国プロジェクト

山梨県の全域

本県は、全国に誇れる落葉果樹の産地として発展し、生産量日本
一のぶどう、もも、すももをはじめ、おうとう、かき等の様々な
果樹が生産され、本県の農業生産額に占める果実の割合は50％を
超え、本県農業の基幹品目となっている。果樹を始めとする高品
質な県産食材を最大限に活かした「美酒・美食」ブランドを確立
するため、農業振興と観光振興の好循環を生み出す施策を展開す
る。

地方創生推進タイプ

608 山梨県 山梨県
地場産業や地域資源を活用した
関係人口創出・拡大事業

山梨県の全域

移住した「定住人口」でもなく、観光できた「交流人口」でもな
い、山梨県に居住していないものの、地域との継続的な関わりが
ある人という「関係人口」の考え方に重点を置きながら、関係人
口へのステップを低くしその裾野を緩やかに広げるため、地域と
の繋がりを新たに創出し、継続的な関心や直接的な訪問・交流に
結びつく取り組みを推進し、将来的な移住者の増加につなげる。

地方創生推進タイプ

609 山梨県 山梨県
（第３期）プロフェッショナル
人材戦略拠点事業

山梨県の全域

市場の変化に対応できる事業体の構築や持続可能で足腰の強い産
業をつくるために、次世代の産業構造の基盤整備を行うととも
に、地域金融機関及び商工関係団体と連携し、個性豊かな地域産
業が、将来にわたりその活力を維持・発展し、競争力のある地域
産業へと成長するために、魅力的で安定した質の高い雇用の場を
創出し、必要となる人材を確保することを目指していく。

地方創生推進タイプ

610 山梨県 山梨県 第２期山梨県地方創生推進計画 山梨県の全域

2019年から2020年にかけ本県の合計特殊出生率は 1.44から1.48へ
と上昇したが、新型コロナウイルス感染症などの影響から2022年
は1.40にまで落ち込むなど、人口減少が危機的な状況となってい
る。そのため、コロナ禍を脱して日常を取り戻しつつある2023年
を、「人口減少危機突破元年」として「人口減少危機突破宣言」
を行い、人口減少のトレンドを回復局面に転じさせるため、オー
ルやまなしの叡智を発揮し、総力を尽くし取り組んでいくことと
する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



611 山梨県 山梨県及び山梨県北杜市
｢森林・観光｣資源を活用した北
杜市地域活性化計画

山梨県北杜市の全域

本地域は、山々を目的に、登山客をはじめとした多くの観光客が
訪れ、清らかな水環境は、生活や各種産業といったあらゆる活動
の資源となっており、水源涵養や国土保全、生物多様性の保全等
を発揮するための森林整備が重要となっている。しかしながら、
市道及び林道においては舗装の改良が必要な箇所や狭小な箇所が
あるなど、利用面において課題が残っていることから、市道、林
道を連携して整備し、木材搬出ルートを確保するとともに、本地
域の各観光スポット間を結ぶルートを整備する。

地方創生道整備推進交付金

612 山梨県 山梨県及び笛吹市
｢森林・観光｣資源を活用した笛
吹市地域活性化計画

山梨県笛吹市の全域

笛吹市は、石和温泉を核施設とし、中山間地域はもも、ぶどう、
ワイナリー等の果樹をめぐる観光、森林地域では御坂山塊を中心
とした登山等の観光が最大の特色で、年間通じて多くの観光客が
訪れているが、市街地の市道が狭いなど、利用面において課題が
残っている。また、同市の森林資源も充実している地域である。
こうしたことから、市道、林道を連携整備することで、石和温泉
から観光拠点を結ぶ観光ルートを構築する。また、木材の運搬
ルートを確保することで林業産業の効率化を図り、地域産業の競
争力強化を図る。

地方創生道整備推進交付金

613 山梨県 山梨県甲府市
甲府市まち・ひと・しごと創生
推進計画

山梨県甲府市の全域

「甲府で夢を叶える人材の定着と関係・交流人口の増加」「甲府
を支える地域産業と雇用環境の充実」「甲府で希望を叶える総合
的な子育て・子育ち支援と教育環境の充実」「甲府の未来をつな
ぐ良好な生活環境の整備と持続可能なまちづくり」の4つの目標を
掲げ、まち・ひと・しごとの創生と好循環を確立する中で、人口
減少に歯止めをかけ、地方創生の充実に取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

614 山梨県 山梨県富士吉田市
富士山麓のマチ　第２期富士吉
田市地方創生推進計画

山梨県富士吉田市の全域

富士山の北麓に位置し富士山信仰の聖地として、また古くから高
度な技術を誇る織物・繊維産業の街として発展し、現在、年間600
万人を超える観光客が訪れている、しかし、出生数の減少による
自然減と東京圏への転出超過による社会減が同時に進む人口減少
や少子高齢化に伴って地域活力が低下するだけでなく、地域経
済・財政への大きな影響があることを懸念し、若い世代が希望に
応じた就労、結婚、出産、子育てを実現することで将来に亘り、
市民が安心して暮らしていくことができる地域社会を構築するた
めの施策に取り組んでいく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

615 山梨県 山梨県都留市
第２期「ひと集い　学びあふれ
る　生涯きらめきのまち　つ
る」創生プロジェクト

山梨県都留市の全域

新たな産業の創出や、移住・定住の支援、豊かな地域資源を活か
して、まちの魅力を最大限に引き出すことにより、多くの人々が
この地に集い、自分らしい暮らし方を発見し、この地で生活する
すべての人が生涯を通していきいきと学び、自己のため、家族の
ため、そして、まちのために活躍し、相互に高めあい、いつまで
も元気で、きらめく人生を送れるようなまちを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

616 山梨県 山梨市 第２期山梨市総合戦略推進計画 山梨市の全域

本市は、少子高齢化のほか、東京圏に近いことから進学や就職を
契機とした若者の人口流出が特に多く、人口減少も進行してい
る。このため、第２期山梨市総合戦略に掲げる事業に対し、企業
版ふるさと納税制度による寄附を活用することで、人口減少・少
子高齢化に歯止めをかけ、地域の活性を実現するための施策を推
進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

617 山梨県 山梨県山梨市
豊かな水資源をみんなで未来へ
継承するまちづくり計画

山梨県山梨市の全域

本市の汚水処理人口普及率は、現在７１．７７％である。単独処
理浄化槽が、計画区域内は公共下水道へ、計画区域外は合併処理
浄化槽への変更が進まない状況である、今後、下水道への接続等
を推進していく。また、し尿処理施設は、昭和５７年１２月竣工
以来、施設の老朽化は進行しており、施設の更新を図る必要があ
る。更新内容は、投入される生し尿及び浄化槽汚泥を全量希釈し
下水道に放流する施設として整備を行うことで、効率的・効果的
な生活排水対策を推進するとともに、河川の水質を改善し、安
全・安心で快適な暮らしの実現を目指す。

地方創生汚水処理施設整備推進
交付金

618 山梨県 山梨県韮崎市
韮崎市デジタル田園都市構想推
進計画

山梨県韮崎市の全域

人口減少・少子高齢化、若者世代の未婚率の増加、晩婚化、地域
産業への就職離れによる人材不足など、これらの課題を解決し、
将来にわたって活力ある持続可能な地域社会を実現していくた
め、「韮崎市第７次総合計画」や「韮崎市デジタル田園都市構想
総合戦略」に基づき、「産業・雇用の創出」、「移住・定住の促
進」、「婚活・結婚・出産・子育ての支援」、「地域のつながり
と安心・安全の確保」などの分野において様々な事業に取り組ん
でいく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

619 山梨県 山梨県北杜市
ポストコロナ期の北杜デジタル
ファンクラブ創出プロジェクト

山梨県北杜市の全域

持続可能なまちづくり、地域資源を有効に活用するため、デジタ
ルを活用した『ほくとファンクラブ』を組成する中で、戦略的か
つ継続的に魅力的な情報の発信、事業の開催、その反応共有、連
携することにより、山梨県北杜市の認知度の向上、若者・女性の
関係人口の創出、二拠点居住や定住の促進を図る。また、その情
報発信のデジタル基盤整備により、一過性ではない情報発信体制
が整備され、新型感染症等による活動停滞に関係なく、安定的な
魅力発信を可能にし、認知度の向上と併せ、地域の誇りと愛着を
醸成することを目指す。

地方創生推進タイプ

620 山梨県 山梨県笛吹市 笛吹市地域再生計画 山梨県笛吹市の全域

笛吹市のまち・ひと・しごと創生を推進するため、第2期笛吹市ま
ち・ひと・しごと創生総合戦略により、「子育て世代・若者に魅
力的なまち」を目指し取組を行う。7つの基本目標（教育、移住、
相談・交流、仕事、防災・防犯、基盤整備、デジタル活用）に基
づいて、これからの時代を担う子育て世代や若者のニーズに応じ
た事業を行い、本市の人口減少に歯止めをかけ、地域創生につな
げていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

621 山梨県 山梨県南巨摩郡早川町
早川町まち・ひと・しごと創生
推進計画

山梨県南巨摩郡早川町の全域

早川町は、「みんな（世代）がつながり、山の暮らしを守り伝え
るまち」を将来像に掲げ、町づくりの哲学として、また、長期的
な視点にたった町の在り方の指針として、上流文化圏構想を樹立
し、それを基本としてまちづくりを進めている。町を守ること
や、町づくりは「一人の１００歩より、みんなの一歩」が原点で
ある。計画から実行、そして実現に向けて、今早川町に生きるす
べての町民の力を結集し、“みんながつながる”明るい次世代の
創出を目指していきます。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

622 山梨県 山梨県南都留郡道志村
道志村まち・ひと・しごと創生
推進計画

山梨県南都留郡道志村の全域

本村は、少子高齢化の影響により人口減少が急速に進行してお
り、特に生産年齢人口が減少している。地域の担い手や就業場所
の減少、地域経済が縮小するなど、社会的・経済的な課題が生じ
ている。これらの課題に対応するため、地方創生への取り組みを
さらに加速させ、移住定住の取り組みと生産年齢人口のこれ以上
の流出に歯止めをかけるべく、村内での就業場所の整備を強力に
進めていく必要がある。第２期総合戦略において、国の新たな視
点を取り込みながら、地方創生のより一層の充実・強化に取り組
んでいく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



623 山梨県 山梨県南都留郡山中湖村
山中湖村まち・ひと・しごと創
生推進計画

山梨県南都留郡山中湖村の全域

本村では、国の長期ビジョンにおける合計特殊出生率と同程度の
目標を目指し、人口減少対策の施策を進めていく。また、10代前
半から20代前半の年齢層で人口流出が多くなっている本村の現状
を改善し、若い世代の就労の希望を実現するための雇用環境の創
出を図るとともに、安心して子育てができる環境も引き続き整
え、若年層、子育て世代の社会増を図り、村全体での社会増を図
ることを目標とし、村民、行政が一丸となって人口減少対策に取
り組めるよう、各施策を推進していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

624 山梨県 山梨県南都留郡鳴沢村
鳴沢村 まち・ひと・しごと創生
推進計画

山梨県南都留郡鳴沢村の全域

少子高齢化により人口減少が急速に進行し、若年層を中心に地方
から東京圏へ人口が流出しており、特に生産年齢人口が減少して
いる。地方では、地域社会の担い手の減少や地域経済が縮小する
など、社会的・経済的な課題が生じている。このような課題に対
応するため、鳴沢村においても人口減少に歯止めをかけ、将来に
わたり活力あるまちづくりを推進していくため、人口の動向及び
村民のニーズ等の現状把握した上で国の新たな視点も取り込んだ
第２期計画（令和2～8年度）を策定し、持続可能な地域社会の形
成を推進していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

625 山梨県 山梨県北都留郡小菅村
小菅村まち・ひと・しごと創生
推進計画

山梨県北都留郡小菅村の全域

本村の人口は、2005年以降で約300人が減少するなど急激な人口減
少が進んでいる。さらに、働き盛り世代の低下と高齢者比率の上
昇が問題となっている。このように過疎化・高齢化が進む本村に
おいては、働き手の獲得や資源と生活インフラに関する課題がボ
トルネックとなり、生活の基幹となる『生活・コミュニティ』
『人・雇用』『産業』が円滑に循環していない。この３つの施策
が相乗的に効果を発揮できるように、人材育成と課題共有の場を
醸成し、すべての村民にとって、小菅村がひとつのふるさとであ
り続ける将来像を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

626 山梨県 山梨県丹波山村
空き家の利活用を通した地域
コーディネーターによる関係人
口の創出事業

山梨県丹波山村の全域

本事業は、地域コーディネーターの候補を募集し、空き家活用協
議会、移住推進協議会の運営業務を委託する地域コーディネー
ターを中心に企業や大学等にとって需要のある村の基本データ等
を集積し提供することで、研修等の受け入れを積極的に進めてい
く。村内の空き家解消のため、既存村内空き家の情報の集約、新
規での空き家発生を予防するための空き家相談窓口の設置、空き
家所有者を対象とした空き家利活用のための啓もう活動を実施す
る。

地方創生推進タイプ

627 山梨県 山梨県北都留郡丹波山村
丹波山村まち・ひと・しごと創
生推進計画

山梨県北都留郡丹波山村の全域

本村の人口は1955年の2302人をピークに減少しており、563人
（2015年国勢調査結果）まで落ち込んでいる。
人口の減少は本村の基幹産業の衰退に伴い、雇用の機会が減少し
たことで、若者が村外へ流出したことなどが主な原因と考えられ
る。
これらの課題に対応するため、結婚・子育てなどの希望の実現を
図り自然増につなげる。また、都市部からの移住を促進するとと
もに、安定した雇用の創出や地域を活性化するまちづくり等を通
じて、社会減に歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

628 長野県 長野県安曇野市
自然、文化、産業が織りなす　
共生の街　安曇野推進計画

長野県安曇野市の全域

人口減少及び少子高齢化が今後も進展していくという課題を直視
し、地域に活力のある今のうちから、官民連携で、計画的かつ体
系的に対策を実施していくことで、安曇野市の人口減少を和らげ
つつ、人口減少に適応した地域づくりを推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

629 長野県 長野県
海外で稼ぐNAGANO農産物輸出拡
大プロジェクト

長野県の全域

少子高齢化・人口減少、コロナ禍等で国内市場が停滞・縮小する
中、経済成長を続ける海外市場で「稼ぐ」ための更なる輸出拡大
の取組が求められている。本県としては、①流通事業者との強靭
な連携強化（人脈と商流づくり）、②複数年にわたる継続的な輸
出拡大の取組、③重点品目（ぶどう、コメ、花き）の認知度向上
と新規市場の開拓をコンセプトに、輸出関係事業者との共創によ
る官民一体となったオール長野で安定的な輸出を進めることによ
り、生産振興や担い手確保、生産者の所得向上などの課題解決に
つなげ、産地（地域）の活性化を図る。

地方創生推進タイプ

630 長野県 長野県
環境調和型産業への構造転換促
進プロジェクト

長野県の全域

県内製造業の環境調和型への構造転換を進め、大手メーカー等の
要請に確実に応えられるよう、グローバル・サプライチェーンで
稼ぐ技術・ノウハウの習得を支援し、売上と地域の雇用を確保す
るとともに、イノベーション創出に向けた技術開発力の向上支援
と研究開発人材の育成確保を通じ、成長するグリーン市場の獲得
を実現する。

地方創生推進タイプ

631 長野県 長野県
信州「空モビリティ×山岳高原
イノベーション」創出事業

長野県の全域
次世代空モビリティ（ドローンや空飛ぶクルマ）活用により、地
上の制約に捉われない新たな山岳高原を創造する

地方創生推進タイプ

632 長野県 長野県
企業等と連携したブランド構
築・発信による女性・若者から
選ばれる県づくり事業

長野県の全域

長野県では、女性・若者から魅力ある地域として選ばれていくた
め、本県が持つ「暮らす」「働く」魅力の発信を強化し、多くの
方から共感を得ることが重要となる。発信力を強化するために
は、質（訴求力）と量（発信者数）を向上させ、同時に不足する
魅力を補っていく必要がある。地方の企業にとって、人材確保が
非常に困難になっており、地域に人を呼び込むことは、行政と共
通の課題であることから、同一の目的もと連携したスケールメ
リットのある効果的な魅力の発信と構築を行い、女性・若者の移
住定住の促進を図る。

地方創生推進タイプ

633 長野県 長野県
新たな基幹産業を目指す地域IT
産業強靭化計画

長野県の全域

県内IT企業に対して、非IT企業が抱える課題を教材としたOJTの機
会の創出や高度な人材を奪取する機会・仕掛けを構築すること
で、県内IT企業のスキル習得・開発力向上を促し、受託型から開
発型への転換を実現する。

地方創生推進タイプ

634 長野県 長野県
高付加価値なインバウンド市場
の新規開拓と持続可能な観光地
づくり推進事業

長野県の全域

所得水準が高い欧米豪等の市場におけるセレクティブラグジュア
リー層などの獲得に着手し、これまでの「量（訪問者数）」から
「質（消費額）」重視へと転換を図ることで、旅行消費単価の向
上、通年型観光の定着により、観光業にとどまらず他産業へも大
きな経済波及効果を創出し、本県ならではの強み（自然・文化等
の体験・SDGs先進県等）を活かした新たな観光のカタチ”社会・
経済・環境に十分配慮した持続可能（サステナブル）な観光”を
構築。

地方創生推進タイプ



635 長野県 長野県 信州ウェルネス産業創出事業 長野県の全域

長野県経済は令和元年東日本台風被害やコロナ禍で厳しい状況が
続いている。この厳しい状況を打開するため、これまで培った技
術的資産、恵まれた地域資源や産学官ネットワークを駆使し、長
野県ならではの産業振興に取り組む。その一環として、今後の市
場拡大を見据え、ウェルネス産業に焦点を当て、ヘルステック関
連機器や発酵食品等に向けた振興施策を強力に推進する。この取
組により長野県経済に新たな活力を与えることで、ローカルイノ
ベーション創出、製造品出荷額の増大、新規雇用の確保につな
げ、持続可能な地域経済を確立する。

地方創生推進タイプ

636 長野県 長野県
長野県地方活力向上地域特定業
務施設整備促進プロジェクト

長野県の全域

地方創生の一環として、東京への過度な人口集中の是正と地方に
おける安定した良質な雇用確保を進めるため、企業が本県への本
社機能・研究所等の移転や県内での本社機能・研究所等の拡充を
行う場合、優遇施策の対象となる区域を設定するとともに、国の
支援措置によらない独自の取組を行うことにより、雇用の場や新
たなビジネスチャンスの創出、人口の社会増を目指す。

地方における本社機能の拠点の
強化を行う事業者に対する特例

637 長野県 長野県及び長野県上田市
産業・雇用を支え活力ある地域
社会を形成する道づくり計画

長野県上田市東塩田地区

上田市東塩田地区は２つの工業団地のほか東山市有林、自然運動
公園、東山観光農園、生島足島神社など、豊かな自然の中に数多
くの施設が立地する一大活動拠点となっているが、幹線道路の老
朽化が顕著になっており、安定的な物流・人流に大きな支障が生
じている。このため、高速交通網へのアクセス市道の新設・修繕
を行い安定性と快適性を確保することにより、更なる産業振興を
図るとともに、林道整備も一体的に実施し、様々な分野の施設へ
の利便性を向上させ地域の雇用創出と活力ある地域社会の形成を
目指すものである。

地方創生道整備推進交付金

638 長野県 長野県及び長野県飯田市
高速交通網の効果を飯田市の地
域社会経済振興にいかすための
道整備計画

長野県飯田市の全域

当市の、豊かな自然を背景とした山・里・街の暮らしの実現可能
な地域であるという特色と強みを生かし、移住定住を希望する
人々にとって、新たなライフスタイルを描くことができる魅力あ
るまちとなることを目指していく。このため、リニア中央新幹
線・三遠南信自動車道の開通に向けて、市道及び林道を連携して
一体的に整備することにより、林業振興のための道路ネットワー
クを強化し、また自然をできるだけ痛めないエコ登山等の南アル
プスへの安全安心なルートを確立することで、交流・関係人口の
増加につなげ、地域再生を図っていく。

地方創生道整備推進交付金

639 長野県 長野県及び長野県千曲市
絶景と温泉、花と歴史の町（千
曲市）回廊プロジェクト

長野県千曲市の全域

観光拠点間を連結する市道と林道を一体的に整備することによ
り、既存の渋滞路線を回避した効率的な道路網を構築すること
で、地域の豊富な観光資源がネットワーク化され、観光客数の増
加・滞在時間の延長を図るとともに、地域の活性化が期待でき
る。更には、間伐材の搬出路として活用でき、より効率的な林業
が可能となる。

地方創生道整備推進交付金

640 長野県
長野県及び長野県下伊那郡高森
町

「緑は命の源」山と里をつなぐ
産業ネットワークづくり計画

長野県下伊那郡高森町の全域

当町は伊那谷南部に位置する自然豊かな町。リニア中央新幹線や
三遠南信自動車道の整備と共に経済効果への期待が高まってい
る。長野県自然100選に指定された景勝「不動滝」があるが、アク
セスする林道は落石等があり安全な交通に支障を来している。農
産物直売拠点施設「あんしん市場」ときのこ・山菜等の林産物の
流通、観光をつなぐ産業ネットワーク構築に向け、町道と林道の
一体的な整備を進めることにより、関係人口・交通人口の増加を
図り、町の未来像”なりたい「あなた」に会えるまち～日本一の
しあわせタウン高森～”を目指す。

地方創生道整備推進交付金

641 長野県
長野県及び長野県下伊那郡喬木
村

産業と雇用を交流で生み出す村
づくり計画

長野県下伊那郡喬木村の全域

第５次喬木村総合計画の基本目標の一つとして、現在 整備が進め
られている三遠南信自動車道及びリニア新幹線を活かした観光
（いちご狩り、松茸、ブルーベリー等）による都市と農村の交流
の推進も目標としている。村道と基幹林道大島氏乗線を連携して
一体的に整備することにより、村内の各地区を結ぶ効率的な道路
ネットワークを構築することができるため、上記の目標を達成す
るため整備を行う。

地方創生道整備推進交付金

642 長野県
長野県及び長野県木曽郡南木曽
町

歴史とひのきの薫る里づくり計
画

長野県木曽郡南木曽町の全域

本町は、長野県飯田市と岐阜県中津川市のリニア中央新幹線中間
駅を結ぶ広域交通ネットワークの重要性が高まる地域に位置す
る。しかし、町道・林道の整備が遅れており、地域全体としての
観光地の連携が十分図られていない。そこで、「妻籠宿」を中心
とした新たな観光ルートの開拓と、ブランド「木曽ひのき」を搬
出するための木材市場を結ぶルートを確立し、観光業・林業の振
興、地域の雇用創出・定住化、活力ある町づくりを目指す。

地方創生道整備推進交付金

643 長野県
長野県及び長野県北安曇郡松川
村

安曇野・松本方面と観光・産業
を結びつけるアクセス道路整備
計画

長野県北安曇郡松川村の全域

村道6-538号線は安曇野・松本方面からの国道・県道に次ぐアクセ
ス道路で年々利用者が増えている。特に大型車の交通量増もあ
り、道路劣化が著しく沿線耕作者の安全性も危惧されている。村
道1-8号線・村道1-14号線は、扇状地で生産された果樹を道の駅直
売所へ搬送する道路の一部で、舗装劣化が著しい。林道馬羅尾線
も舗装劣化が著しく、森林整備や高原利用者に支障をきたしてい
る。そこで県道有明大町線を中心に、村道6-538号線、村道1-8号
線、村道1-14号線、林道馬羅尾線を一体的に整備し、道路網を構
築する。

地方創生道整備推進交付金

644 長野県 長野県、小谷村
美しい自然を活かし、笑顔で暮
らせる村づくり計画

長野県北安曇郡小谷村の全域

村道・林道の一体的な整備より、点在する観光スポット間のアク
セス時間短縮且つ安全性の向上図り、観光客及び観光に携わる関
係者及び地域住民の活力を促進する。観光客の誘致や観光体験を
通じて人々のふれあいや魅力ある自然を活かした産業振興、就業
機会の確保、森林の環境維持をめざす。

地方創生道整備推進交付金

645 長野県 長野市
第２期長野市まち・ひと・しご
と創生推進計画

長野市の全域

人口減少・人口構造の変化に伴い生じる課題を克服するため、産
業振興や移住促進、子育て支援等による「定住人口の増加」と、
市街地及び中山間地の魅力を活かした観光、文化・スポーツ活動
等の訴求による「特色あるまちづくり」、「交流人口の増加」を
通じ、将来世代に活力ある地域社会を引き継いでいくことを目指
す計画

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

646 長野県 長野県松本市
「三ガク都」松本シンカ推進計
画

長野県松本市の全域

第2期松本市まち・ひと・しごと創生総合戦略に掲げる、「一人ひ
とりが豊かさと幸せを実感できるまち」、「松本の地域特性を最
大限に活かした循環型社会」を目指し、企業等からの寄附を活用
しながら、パートナシップで推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



647 長野県 長野県上田市
地域の魅力向上と移住定住の循
環型都市構築計画

長野県上田市の全域

上田市における課題は①潜在的な移住希望者からの関心を高める
ため、地域の新たな魅力を創出すること、②移住検討に当たって
の懸念を解消すること、③移住後の定住を促進すること、であ
り、①から③の政策が相互連携のもと進捗し、③の結果として定
住者が地域の新たな魅力を付加することで①に回帰するといっ
た、「地方創生の好循環による持続可能なまち」を目指す。

地方創生推進タイプ

648 長野県 長野県上田市
産学官による、まちなか×地域
振興計画

長野県上田市の全域

民間や大学、地域による積極的な協力のもと、まちなかに賑わい
を生み出し、観光人口、交流人口、移住人口が増えていく将来像
を描く。こうした取組により地域住民にとっても住み続けたいま
ちとしての魅力を維持することにつながり、人口減少対策や持続
可能な地域活性化に資するものと考える。

地方創生推進タイプ

649 長野県 長野県上田市
第2期上田市まち・ひと・しごと
創生推進計画

長野県上田市の全域

第二次上田市総合計画に掲げた将来都市像「ひと笑顔あふれ 輝く
未来につながる 健幸都市」の実現に向け、市の人口減少を抑制
し、バランスのとれた人口構造を目指すため、市民が主役のまち
づくり事業、安全・安心な快適環境のまちづくり事業、誰もがい
きいき働き産業が育つまちづくり事業、ともに支え合い健やかに
暮らせるまちづくり事業、生涯を通じて学び豊かな心を育むまち
づくり事業、文化を育み交流と連携で風格漂う魅力あるまちづく
り事業、をそれぞれ展開する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

650 長野県 長野県岡谷市
家族にもやさしい職場づくりで
ＵＩＪターン強化計画

長野県岡谷市の全域

働く人とその家族にもやさしい職場づくりを支援することで、働
いてみたいと思わせる魅力ある企業が数多く存在する地域を目指
す。さらに、移住希望者などに向け、そうした企業の採用情報等
を発信し、地方の企業であっても、求職者から興味をもってもら
い評価され、求人に対し多くの応募を得て人材確保に直結するよ
うな流れやしくみをつくる。地域外からの人材確保を通じて、そ
の人材を移住に繋げていくことで地域の活力を力強く維持し続け
ることができる地域への変化を目指していく。

地方創生推進タイプ

651 長野県 長野県岡谷市
第２期 人結び 夢と希望を紡ぐ 
たくましいまち岡谷推進計画

長野県岡谷市の全域

市民誰もが安全で安心して、健康で生きがいを持って暮らすこと
ができ、このまちに住み、働くことに誇りと自信、そして、愛着
を持てるまち、将来にわたって持続可能で、将来のまちに多くの
夢と希望を描ける確かなまちづくりを進めるため、将来都市像
「人結び 夢と希望を紡ぐ たくましいまち岡谷」の実現を目指
す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

652 長野県 長野県須坂市
須坂市まち・ひと・しごと創生
推進計画

長野県須坂市の全域

保健補導員制度発祥の地であり、健康づくりの取組みが盛んな特
性を生かし、①稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるよう
にする。②須坂市への新しい人の流れをつくる。③結婚・出産・
子育ての希望をかなえる。④ひとが集う、安心して暮らすことが
できる魅力的な地域をつくる。を本計画の目標に掲げ、人口減少
を和らげるとともに、将来にわたって活力ある社会を実現する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

653 長野県 長野県伊那市
INAスーパーエコポリス地域再生
計画

長野県伊那市の全域

地域課題解決や産業振興を目的としたドローン物流やオンデマン
ド乗合タクシー・医療MaaSの取組を、開発から利用ベースへとエ
スカレーションさせ、IoT,AI、ロボティクス、EV等の新たな技術
を導入しエコロジー（環境）とエコノミー（経済）が親和した
「スーパーエコポリス」を構築する。テクノロジーによる効率化
を図るとともに、ラストプロセスでは人が介在する温かみのある
サービス展開による住民幸福度と環境負荷の両立した持続可能な
地域社会を実現する。

地方創生推進タイプ

654 長野県 長野県伊那市
デジタル時代のコーポレートブ
ランド推進プロジェクト

長野県伊那市の全域

本事業の推進により、ブランドアクションプランの推進を図り洗
練されたブランドイメージを確立する。またアクションプランに
基づく戦略的な情報発信と移住人口、関係人口、交流人口の増加
施策を展開することで、本市の知名度、認知度、好感度の向上を
図る。

地方創生推進タイプ

655 長野県 長野県伊那市
中山間地”伊那谷”に根ざすス
マート農業

長野県伊那市の全域

本事業では、農家がきちんと儲けて農業経営を続けていくことが
できることを目指す。そのために、前進事業の個別課題として、
アスパラ自動収穫機の運用に適した圃場整備を検討することで、
自動収穫機の実装につなげるとともに、営農を行うための土台で
ある水の確保を、今後も継続できるようGISを活用した農業水利施
設管理システムを導入し、土地改良区と関係団体が一体となって
維持管理していくことが出来る土台作りを行う。

地方創生推進タイプ

656 長野県 長野県飯山市
第２期飯山市まち・ひと・しご
と創生推進計画

長野県飯山市の全域

飯山市第６次総合計画に掲げた将来のまちの姿「飯山郷創 ～世界
にひらく 里山の未来～」の実現に向け、国のデジタル田園都市国
家構想総合戦略（2023年度～2027年度）を踏まえ、デジタル技術
を最大限活用しながら、第6次総合計画前期基本計画の行政分野を
横断的に推進することとした総合戦略を策定した。そこで掲げる
戦略が飯山市まち・ひと・しごと創生推進計画であり、本計画に
基づく施策や事業に要する費用については、こころざしある企業
の皆様からの寄附（企業版ふるさと納税）を見込んでいる。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

657 長野県 長野県塩尻市
官民共創による塩尻型MaaS構築
事業推進計画

長野県塩尻市の全域

本事業は、官民共創によるMaaSの展開を通じて、持続可能な地域
公共交通サービスの構築を目指すものである。広域連携及び輸送
資源の最大限の活用を目指し、複数の交通モードをシームレスに
連携させるMaaSアプリの開発を進めるほか、モビリティデータ統
合基盤の活用によるEBPMを推進する。さらに、交通の周辺領域と
の連携による波及効果の創出を目指し、BeyondMaaS関連の実証実
験を行う。事業を持続的に担う体制構築に向けては、OJTを通じた
スキル移管を行い、地域人材による運用体制構築を図る。

地方創生推進タイプ

658 長野県 長野県塩尻市

「多彩な暮らし、叶えるまち。
－田園都市しおじり－」　～ま
ち・ひと・しごと創生～　塩尻
市地域再生計画

長野県塩尻市の全域

首都圏への流出人口を抑制するとともに、市外からの流入人口を
増加させ、若者や子育て世代の定住促進や出生率の向上に向けた
結婚・出産・子育ての取り組みを推進するとともに、選ばれる地
域となる施策を積極的に展開することにより、2032年に人口６万
５千人以上を目指している。将来の定住人口を増やすため、多く
の人が働き・学ぶ場としての特徴や、交通利便性、観光、芸術文
化スポーツなど本市の強みを最大限に活かし、賑わいを創出する
ことで、本市を訪れる人（交流人口）や、関わりを持つ人（関係
人口）の増加を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



659 長野県 長野県佐久市
SAKUイノベーションＤＸ推進事
業

長野県佐久市の全域

人口減少の進行に伴い、当市の産業においても生産年齢人口の減
少による労働力不足が予測されている。本計画は、デジタル人材
の不足等の理由によりDXが進んでいない市内企業に対し、デジタ
ル技術を活用した業務効率化、地域産業の変革等に対する支援を
行うとともに、地域でのデジタル人材の育成、雇用を行うこと
で、地域産業の生産性の向上及び地域へのデジタル技術の定着を
図り、生産年齢人口の減少がもたらす労働力不足を克服すること
を目指すものである。

地方創生推進タイプ

660 長野県 長野県千曲市
第２期千曲市まち・ひと・しご
と創生推進計画

長野県千曲市の全域

千曲市の人口の減少は、出生数の減少（自然減）や、若年層の市
外転出が続いていることが原因であることから、地域の特性・強
みを活かした「しごと」をつくることに加え、「まち」の魅力の
再生と持続可能な環境をつくることで、「ひと」を呼び込み、
「ひと」が集うことでさらに「しごと」が集積し、「まち」が活
性化するという好循環を確立することで、『人をてらす　人をは
ぐくむ　人がつながる　月の都～文化伝承創造都市・千曲～の創
生を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

661 長野県 長野県東御市
東御市シティプロモーション強
化事業

長野県東御市の全域

市の魅力を最大限引き出すようなシティプロモーションを戦略的
に展開することで、本市の認知度を高める。また併せて市民の地
元への愛着や誇りを醸成することで、持続可能な地域づくり体制
を構築する。更に本市に興味関心のある関係人口の拡大を図ると
ともに、首都圏等からの子育て世代や働き世
代を中心に移住施策を積極的に展開することで、移住者の増加を
図る。これにより、人口減少課題を克服し、将来にわたって持続
可能な美しいふるさと「東御」の創造を目指す。

地方創生推進タイプ

662 長野県 長野県安曇野市
シンガポールにおける安曇野産
農産品の輸出/販売強化事業計画

長野県安曇野市の全域

安曇野市には魅力的な農産品等があるにも関わらず、海外への販
路は十分に確保できていない。このことから、わさび、日本酒、
りんごなどの農産品等について、関係各団体との連携のもと、海
外に向けてプロモーションを行う。この取組を通じて、海外での
「AZUMINOブランド」の浸透や農家所得の向上、新規就農の促進に
つなげる。

地方創生推進タイプ

663 長野県 長野県安曇野市
リモートワーカーを活用した労
働力不足解消支援事業計画

長野県安曇野市の全域

子育て中や介護中等、何かしらの理由により就労を諦めている方
を主なターゲットにデジタルスキルの習得機械の提供やリモート
ワークでの就労機会を提供する。その中でデジタル関連業務を組
織づくりを行うとともに、市内事業者とのワーカーのマッチング
を図る。また、併せてサテライトオフィスの誘致を行うことで、
情報通信業の事業者の増加を目指す。

地方創生推進タイプ

664 長野県 長野県安曇野市 観光デジタル化推進計画 長野県安曇野市の全域

観光分野における課題である、担い手の減少、来訪の少ない若年
世代へのアプローチ、通過型から滞在型観光地への転換等につい
て、デジタル技術の活用を解決を目指す。具体的には、「メタ
バース」を活用した観光情報発信と交流機会の創出、観光情報や
多言語案内等の機能を搭載した「観光地情報アプリ」の開発等
に、観光関係者が一体となって取り組むものである。

地方創生推進タイプ

665 長野県 長野県小海町 小海駅周辺地域再生計画
長野県小海町の区域の一部（土
村地区・馬流地区）

小海駅舎及び隣接の商業施設を活用し、今年度に取り組んだ自習
室・待合スペースの実証結果やグランドデザインの検討結果など
を踏まえ、障がい者や高齢者を含む町民、駅利用者、来訪者が駅
周辺に集いやすい住みやすい環境を整備し、町内外の交流機会を
創出する。2023年度は自習室管理として配置していた人材が、学
習・体験の機会としてのコンテンツ提供に取り組むコミュニティ
マネージャーとしての役割も担いながら、学習支援・施設管理と
いった機能を持ちつつ、より多世代・他属性にも活用可能なもの
としていく。

地方創生推進タイプ

666 長野県 長野県南佐久郡小海町
憩うまちを核とした社会課題循
環解決型・地域都市間連携事業
計画

長野県南佐久郡小海町の全域

小海町では、以前より都市部事業者等と協定を結び、健康経営と
地域づくりを融合させた「憩うまちこうみ」事業を推進してき
た。本事業を基軸とし、協定事業者の課題を共に取組んでいくと
同時に関係人口を構築しながら、地域活性化にも寄与していくい
ただくことを目的としている。今後は、環境にも配慮した「ゼロ
カーボン」への取組みも合わせて行う。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

667 長野県 長野県佐久穂町

千曲川上流域の森づくりと人づ
くりによる産業×環境×教育の
魅力ある地域づくりプロジェク
ト

長野県佐久穂町の全域

課題解決に向け、林業６次産業化を行う地域商社の設立・運営実
績がある企業と、地域の事業者等とともに地域商社設立を目指
す。「森林資源の活用、南佐久郡の林業６次産業化の機能整備」
「千曲川流域・森林ィールドにおける人づくり」を実現する事業
の可能性調査や地域の事業者等関係者との連携可能性調査・調整
を行い、結果に基づいた実施設計を行い、交付金事業期間内に地
域商社を設立する。設立後は、事業収入等により収益と雇用を生
みながら持続的に活動することを目指す。

地方創生推進タイプ

668 長野県 長野県北佐久郡軽井沢町
軽井沢町まち・ひと・しごと創
生推進計画

長野県北佐久郡軽井沢町の全域

高原保養都市の風土を持つ本町では、人口の変動をチャンスと捉
え、定量的・定性的に最適な人口構造の実現のため、Society5.0
の推進やSDGsに基づく取り組み、AIの活用等を官民一体として取
り組む。基幹産業である観光分野の他、新たな産業の創出のた
め、次の４つの基本目標に基づき、持続あるまちづくりを形成す
る。・魅力ある地域づくりと特性を活かした軽井沢ブランドの形
成、・軽井沢へ新しい人の流れを生み出す、・ふるさと軽井沢で
子どもを産み・育む環境をつくる、・参画・協働による安全・安
心な地域づくり

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

669 長野県 長野県北佐久郡御代田町
御代田町まち・ひと・しごと創
生推進計画

長野県北佐久郡御代田町の全域

当町の人口は、昭和35年以降増加傾向にあり、平成27年の国勢調
査では当町の人口は、15,184人であった。しかし、全国と同様に
少子高齢化の傾向にあり、社人研の推計によると、令和7年度を
ピークに減少に転じる事が示されている。本計画は、結婚・出
産・子育ての希望を実現し自然増につなげ、また、当町の魅力を
高め、発信する取り組みにより移住を促進するとともに、安定し
た雇用の創出や暮らしやすい地域づくりを通じて社会増を継続
し、持続可能なまちづくりを実現するためのものである。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

670 長野県 長野県下諏訪町
官民連携による空き家開拓と移
住者マッチング事業

長野県下諏訪町の全域

民間事業者や地域住民と連携しながら、空き家情報収集のネット
ワーク構築や空き物件の情報発信のプラットフォームの構築、移
住相談窓口の体制強化等の取組を通じて、町内の空き物件を移住
（希望）者とマッチングさせることで、地方創生を目指すための
地域再生計画

地方創生推進タイプ



671 長野県 長野県諏訪郡下諏訪町
下諏訪町まち・ひと・しごと創
生推進計画

長野県諏訪郡下諏訪町の全域

人口減少の抑制と交流・関係人口の増加を図るために、「第2期下
諏訪町未来を創る総合戦略」に位置付けた事業を推進していくた
めの支出に対して、企業版ふるさと納税を募るための地域再生計
画

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

672 長野県 長野県諏訪郡富士見町
富士見町まち・ひと・しごと創
生推進計画

長野県諏訪郡富士見町の全域

富士見町の総人口は、1990年から概ね15,000前後で推移してき
た。2005年までは人口は増加傾向にあったが、それ以降は減少傾
向に転じた。国立社会保障・人口問題研究所の推計では、今後も
町の人口減少は進み、2045年には総人口は9,750人と1万人を割り
込むと予測されている。このような将来推計に対して、結婚支
援、出産・子育て支援、若い世代の就労先の創出、移住・定住促
進、定住支援策等の総合的な施策展開を実施することで、2045年
時点で11,000人の人口を維持することを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

673 長野県 長野県上伊那郡南箕輪村
南箕輪村まち・ひと・しごと創
生推進計画

長野県上伊那郡南箕輪村の全域

南箕輪村創生総合戦略に基づき、人口が減少に転じる時期の延伸
とこれに伴うむらづくりの活性化、まち・ひと・しごと創生と好
循環の確立を目指します。具体的な目標として立地特性を生かし
た職住近接のむらづくり、若者と郷土愛の醸成による帰って来た
いむらづくり、安心して子どもを産み育てることのできるむらづ
くり、誰もが安心して暮らし続けられるむらづくりに取り組みま
す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

674 長野県 長野県上伊那郡宮田村
宮田村まち・ひと・しごと推進
計画

長野県上伊那郡宮田村の全域

宮田村にとって喫緊の課題である人口減少問題に対応し、地方創
生を成し遂げていくため、宮田村人口ビジョンに掲げた、「人口
減少社会に対応したむらづくり人材の育成」、「宮田村に住み、
働き、生活を送りたい人を支える環境の整備」「地域産業の育成
と若い世代の就労希望の実現」という枠組みに基づき、「しごと
の創生」「ひとの創生」「まちの創生」を推進し、心から「住み
たい」「住んでよかった」「住み続けたい」と思えるような魅力
ある宮田村を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

675 長野県 長野県松川町

アフターコロナ及びリニア開通
後の観光交流・移住定住人口増
を促進させることを目的とした
地方創生計画

長野県下伊那郡松川町の全域

当地域はリニア新幹線開通により長野県駅（仮称）が設置される
ため、交通利便性の劇的な向上により、都市部との交流人口増が
想定される。アフターコロナに対応しつつ、地域資源を最大限活
用した観光まちづくりを行うことで、新たな観光交流の目的地と
なり、様々な人が当町と関係性やつながりをつくってもらえるよ
う、日本版DMOの南信州まつかわ観光まちづくりセンターと取り組
むことで関係人口の創出と移住定住者の増という地方創生の実現
を目指す。

地方創生推進タイプ

676 長野県 長野県下伊那郡松川町
松川町まち・ひと・しごと創生
推進計画

長野県下伊那郡松川町の全域

安心して子育てや仕事ができる環境の整備、激甚化する自然災害
に対応するための防災環境の整備や、多様な世代が豊かに暮らし
ていくために、人と資源が世代や分野をこえてつながる社会の実
現を図る。また、無関係から移住までのプロセスを多元的に捉え
ることで地域を開き、多様な人材の活躍によって地域の可能性を
拓くことで、新たな人の流れの創出と共創のまちづくりを推進
し、雇用や生業を創出する。こうした様々な取組を推進すること
で、人口減少に歯止めをかけ、地域の特性を最大限発揮した自律
的で持続的な暮らしを創生していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

677 長野県 長野県下伊那郡平谷村
平谷村まち・ひと・しごと創生
推進計画

長野県下伊那郡平谷村の全域

平谷村まち・ひと・しごと創生推進事業は大きく４つの事業内容
で実施する。①みんなで支える子育て安心戦略事業②未来を担う
人材定着戦略事業③しごと創生 賑わいのあるむらづくり戦略事業
④時代に対応した持続可能な地域づくり戦略事業とする。まち・
ひと・しごと創生寄附活用事業に関連する寄附を行った法人に対
する特例を適用して行う事業である。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

678 長野県 長野県下伊那郡売木村
売木村まち・ひと・しごと創生
総合推進計画

長野県下伊那郡売木村の全域

売木村まち・ひと・しごと創生推進事業は大きく４つの事業内容
で実施する。①産業を発展させ、雇用につなげるむらづくり事業
②人々が交流し・定着するむらづくり事業③うるぎで子育てをし
たいと思えるむらづくり事業④誰もが安心して暮らせるむらづく
り事業とする。まち・ひと・しごと創生寄附活用事業に関連する
寄附を行った法人に対する特例（内閣府）：【Ａ２００７】適用
して行う事業である。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

679 長野県 長野県下伊那郡天龍村
第２期天龍村まち・ひと・しご
と創生推進計画

長野県下伊那郡天龍村の全域

人口減少、超高齢化社会下においても、誰もが安心して自分らし
くいきいきと暮らし続けられる環境を築き、村全体が活気にあふ
れ、未来にわたって輝き続ける村づくりを目指す。第２期天龍村
まち・ひと・しごと創生総合戦略に掲げた将来像～一隅を照らす　
ひと・むら・ミライ～「小さくとも、だれもがいきいきと輝き続
ける村」の実現のための施策を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

680 長野県 長野県下伊那郡喬木村
喬木村まち・ひと・しごと創生
推進計画

長野県下伊那郡喬木村の全域

南信州喬木村まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づき実施する
事業について、地方創生応援税制（企業版ふるさと納税制度）を
活用しながら取組を進める。
これにより、人口減少や少子高齢化が急速に進む社会情勢におい
ても高い持続性を確保するために、本村の置かれている状況を把
握し、本村独自の施策展開、個性を明確にすることで「選ばれる
むら」づくりを進め、人口減少と地域経済縮小の克服、まち・ひ
と・しごとの創生と好循環の確立を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

681 長野県 長野県下伊那郡大鹿村
大鹿村まち・ひと・しごと創生
推進計画

長野県下伊那郡大鹿村の全域

本村の人口は、2010年の国勢調査で1,160人だったものが2020年の
国勢調査では1,023人となり、住民基本台帳では2022年４月で934
人となっており、今後も人口減少や少子高齢化が進むことで、地
域における担い手不足やそれに伴う地域産業の衰退等の課題が生
じる恐れがある。
これらの課題に対応するため、移住・定住の促進をするととも
に、安定した雇用の創出などにより社会減に歯止めをかける。ま
た、安心して出産・子育てができ、住民が豊かで幸福に暮らせる
環境を整備することで自然増につなげる。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

682 長野県 長野県木曽郡上松町
上松町まち・ひと・しごと創生
推進計画

長野県木曽郡上松町の全域

上松町の1995年の国勢調査における年少人口は988人であったが、
2015年の国勢調査では442人と半減している。また、65歳以上の人
口は1,726人から1,838人へと6.5%増加しており、少子高齢化が進
んでいる。基幹産業としての地位を保ってきた林業を取り巻く環
境は厳しく、企業誘致も進めているものの若者やＵ・Ｉターン希
望者の期待に添えるような環境は不足している。これらの課題に
対応するため、地域の強みや資源を十分に活用した事業を実施す
ることで、人口減少の抑制を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



683 長野県 長野県木曽郡木曽町
木曽町まち・ひと・しごと創生
推進計画

長野県木曽郡木曽町の全域

今後も人口減少や少子高齢化が進むことで、地域における担い手
不足やそれに伴う地域産業の衰退、さらには地域コミュニティの
衰退など、住民生活への様々な影響が懸念される。
これらの課題に対応するため、住民の結婚・妊娠・出産・子育て
の希望の実現を図り自然増につなげる。また、移住を促進すると
ともに、安定した雇用の創出や地域を守り活性化するまちづくり
等を通じて、社会減に歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

684 長野県 長野県北安曇郡白馬村
白馬村まち・ひと・しごと創生
推進計画

長野県北安曇郡白馬村の全域

世界中の人々を惹きつける多様な価値を持つ自然環境や、暮らし
に根付いた様々な歴史・文化、移住者や来訪者も含めた白馬を愛
する多様な人々といった地域の資源を最大限に活用して、「多様
性」から「学びあう」ことで様々な分野で「白馬の豊かさ」を発
見しながら成長していく。白馬に集う多様な人々が「白馬の豊か
さとは何か」を問い続けることで、激しい社会変化にも互いに知
恵を出し合い、手を携えながら乗り越える、そして、一人ひとり
が「豊かさ」を感じながら成長することができる白馬村を目指
す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

685 長野県 長野県下高井郡山ノ内町
山ノ内町まち・ひと・しごと創
生推進計画

長野県下高井郡山ノ内町の全域

観光と農業を主要産業とする本町では、予測される人口減少を極
力食い止めることはもちろん、将来にわたって持続可能な「未来
に羽ばたく　夢と希望のある健康な郷土（まち）」を基本方針と
し、次の事項を基本目標として掲げ、取組を推進する。「産業活
性化で、稼ぐ郷土(まち)をつくる。」、「新しい人の流れで、住
みたくなる郷土(まち)をつくる。」、「出会いから子育てまでの
サポートで、希望がかなう郷土(まち)をつくる。」、「魅力的な
まちづくりで、活力あふれる郷土(まち)をつくる。」

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

686 長野県 長野県信濃町
シン・デジタルデバイド支援に
よる地域活力向上プロジェクト

長野県信濃町の全域

生産年齢人口が減少するなか、地方の人手不足は恒常的課題と
なっており、本町においても各地域事業者が人材の確保に苦慮し
ているところである。
そこで、「デジタル機器を活用した高齢者支援サービス」、「地
域事業者へのDX伴走支援」、「地域デジタル人材育成」「信濃町
GDXセンターの設置」などの施策に取り組むことで、地方課題のひ
とつである高齢者へのデジタルデバイド支援を取り上げて、デジ
タル田園都市国家構想に基づく「誰一人取り残されないデジタル
社会」の実現に寄与するとともに新規事業及び地域雇用の創出を
図る。

地方創生推進タイプ

687 長野県 長野県信濃町
持続可能な地域づくりに向けた
多様な雇用機会創出と関係人口
拡大計画

長野県信濃町の全域

地域の季節雇用の不安定さと人口減少に対処するため、安定した
雇用環境の整備とシティプロモーションでシビックプライドを向
上させ、関係人口の創出を図る。季節依存産業から脱却し、関係
人口を拡大することで、地域住民の地域愛を高め、移住者増加を
目指す。これにより地域の持続可能な発展を促進する。

地方創生推進タイプ

688 長野県 長野県上水内郡飯綱町
飯綱町まち・ひと・しごと創生
推進計画

長野県上水内郡飯綱町の全域

本町の人口は、1995年の13,292人をピークに年々減少しており、
2024年末には10,221人となり、各集落の維持機能の低下、就労機
会の場の減少、町外への人の流出が加速する等など、住民生活や
地域経済の衰退を招くことが懸念される。これらの課題に対応す
るため、子育て世代が安心して子供を産み育てやすい環境や子育
て後の女性が就労しやすい場づくりを推進することで自然増につ
なげる。また、儲かる農業の推進、安定した雇用の創出や移住促
進、地域を活性化させるまちづくり等を通じて、社会減に歯止め
をかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

689 岐阜県 岐阜県
リモート社会に対応する「フレ
キシブルな働き方」実現による
人の流れの創出事業

岐阜県の全域

県内企業のデジタル化推進による働き方改革の取組みに加え、企
業の本社機能移転につながるサテライトオフィスの誘致を積極的
に行い、全国的に人手不足となっているIoT技術者や、次世代を担
う若者にとって魅力的な「フレキシブルな働き方」のできる環境
を創出し、人材の県外流出に歯止めをかけるとともに、県外から
の流入を呼び込むことで、新たな人の流れを創出する。

地方創生推進タイプ

690 岐阜県 岐阜県
ＳＤＧｓを原動力とした「清流
の国ぎふ」づくりとサステイナ
ブル・ブランドの構築事業

岐阜県の全域
ＳＤＧｓを原動力とした、県民誰もが活躍し、魅力と活力にあふ
れた、持続可能な「清流の国ぎふ」の実現に向け、 環境・経済・
社会の三側面から、部局横断的に種々の施策を推進する。

地方創生推進タイプ

691 岐阜県 岐阜県
移住定住促進に向けた若者の就
業・定着強化プロジェクト

岐阜県の全域

就職前の段階において、地域や企業に「ふれあい」ながら、その
特性や強みなどを把握することのできる取組みを、就職後におい
ては、若者が希望と誇りを持って仕事に取り組み、地域や企業を
「支える」人材に育成する取組を進めることで、「仕事」と「若
者」をマッチングさせ、若者の「県内への定着（定住）」と「県
外からのＵＩＪターン（移住）」につなげることで、移住・定住
を加速化していく。

地方創生推進タイプ

692 岐阜県 岐阜県
コンソーシアムを核としたぎふ
花きの仕事・暮らし創生プロ
ジェクト

岐阜県の全域

「三位一体」で花き振興に取り組むことで、県民の健康で心豊か
な生活の確保、美しい郷土づくりなど、花のある豊かな暮らし、
産業振興、魅力あると活力のあるまちづくりを促進、「花き」か
ら岐阜の地方創生の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

693 岐阜県 岐阜県
岐阜県版「みどりの食料システ
ム」構築プロジェクト

岐阜県の全域

本県では、「ぎふ農業・農村基本計画（R3～R7年度）」におい
て、「『清流の国ぎふ』の未来を支える農業・農村づくり」を基
本理念に、本格的な人口減少や農業者の高齢化などの状況下で
も、持続可能な農業・農村づくりに向け、各種施策をスタートさ
せた。同計画の方向性をベースに、「みどりの食料システム戦
略」の実現に向けた動きを的確に捉え、多様な主体と相互かつ高
度に連携し、新たな価値観等を付加させることで、本県ならでは
の地方創生に向けた多様な効果を発揮できる「岐阜県版みどりの
食料システム」の構築を進めていく。

地方創生推進タイプ

694 岐阜県 岐阜県
「清流の国ぎふ」の未来を支え
る森林づくりプロジェクト

岐阜県の全域

本県では、「第４期岐阜県森林づくり基本計画（Ｒ４～８）」に
おいて、これまでの成果や森林・林業の現状、2050年カーボン
ニュートラル実現などの時代の潮流を踏まえ、目指すべき方向性
を①産業・防災・環境のバランスを重視した森林づくりを実現、
②木材の需要を拡大し、生産された木材が余すことなく活用さ
れ、利益がすべての関係者に還元される林業・木材産業を実現、
③森林や自然環境が有する資源を最大限活用し、山村地域に新た
な産業と雇用を創出と定め、「清流の国ぎふ」の未来を支える森
林づくりを目指していく。

地方創生推進タイプ



695 岐阜県 岐阜県

製造業の人材確保に向けたデジ
タル技術を活用した生産性向上
と若者のＵターン就職等促進プ
ロジェクト

岐阜県の全域

中小製造業のデジタル化による生産性の向上等を実現すること
で、業務負担の軽減などにより、若者にとって働きやすく魅力的
な職場環境の構築に繋げるとともに、若者の雇用の受け皿を増や
すため、研究シーズの発掘から起業に向けての加速化支援を実施
する。また、若者の県外流出防止、ＵＩＪターンの促進に向け、
オンラインを活用した企業の採用活動の支援、中小製造業等の技
術力の高さや魅力を県内外の大学生等に広く発信するなど、県内
中小製造業の人材確保を支援し、県民総生産の中核を担う製造業
の持続的発展を実現していく。

地方創生推進タイプ

696 岐阜県 岐阜県
オール岐阜による脱炭素社会実
現プロジェクト

岐阜県の全域

温室効果ガスの排出量と吸収量の均衡を達成し、気候変動の影響
に適応した持続可能な社会である「脱炭素社会ぎふ」の実現を目
指す。その実現に向けては、再生可能エネルギーの導入促進や自
動車業界のEV化支援などのエネルギー関連産業の創出、県内事業
者の企業価値の向上、更には地域の強靭化・活性化など社会経済
や産業構造の変革を伴った「経済と環境の好循環」を目指す。

地方創生推進タイプ

697 岐阜県 岐阜県
観光産業の基幹産業化プロジェ
クト

岐阜県の全域

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、県内観光産業は深
刻な影響を受けた。一方、令和４年１０月の水際対策の大幅な緩
和や全国旅行支援の効果もあり、旅行需要の高まりは顕著となっ
ている。この機をとらえ、「攻め（観光消費拡大）」と「守り
（人材確保・生産性向上）」の両面から施策を展開し、観光産業
の収益性を高めるとともに、十分な人材を確保することで、観光
産業を持続可能な本県の基幹産業とすることを目指す。

地方創生推進タイプ

698 岐阜県 岐阜県
中小企業の事業継続・新事業展
開による地域経済の活力創出プ
ロジェクト

岐阜県の全域

高齢化を理由とした廃業の増加や、慢性的な人材不足、コロナ禍
を理由とした受注減、原油・原材料の高騰など、県内中小企業を
取り巻く状況は非常に厳しい。また、DXなどデジタル需要の拡
大、脱炭素社会の実現など産業構造の大転換期にあり、この変革
に対応した新たな事業展開が必要となる。そのため、中小企業に
対して、事業継続に向けたサポートを強化するとともに、意欲の
ある事業者に対して新たな事業展開を積極的に支援するなど、事
業者の経営基盤を強化することで、地域経済の活力創出を図る。

地方創生推進タイプ

699 岐阜県 岐阜県
食料安全保障、アフター・コロ
ナを踏まえた「農業新時代」開
拓プロジェクト

岐阜県の全域

食料品価格の高騰等に伴う食料安全保障の強化や、円安の進行に
伴う輸出拡大、地方回帰の流れなどをチャンスととらえ、「危機
に強い農畜水産物供給体制の構築」、「地産地消県民運動の展
開」、「円安メリットを活かした農畜水産物の輸出拡大」、「新
次元の地方分散に対応した人材確保」の４つの取組みを通じて、
県農畜水産事業者の所得向上、仕事創出、地域の経済活性化を図
る。

地方創生推進タイプ

700 岐阜県 岐阜県
賃上げにつながる産業の「稼ぐ
力」強化プロジェクト

岐阜県の全域

本県の一人当たり県民所得は令和２年度に19位と全国中位であ
り、近隣で県民の往来も多い愛知県の３位と比べて低い。県民所
得の向上に向けて、製造業等の生産性向上を支援する県の支援体
制や機能の強化、需要の変化に対応する販路開拓、さらには、企
業の知名度向上や女性の労働環境改善に取り組み、県外に流出す
る労働力を抑制し、労働環境の改善により企業の「稼ぐ力」を強
化し、生じた企業利益を県民に等しく分配することで、総じて県
民所得の向上を目指す。

地方創生推進タイプ

701 岐阜県 岐阜県
地域の活力創出につながる農畜
水産業の魅力向上プロジェクト

岐阜県の全域

本県の地方版総合戦略である「『清流の国ぎふ』創生総合戦略
（2023～2027年度）」では、政策の柱の一つとして、「地域にあ
ふれる魅力と活力づくり」を掲げており、人口減少が進行し、社
会や経済の縮小が見込まれる中、岐阜県の魅力を打ち出すこと
で、地域の活力を生み出していく取組みを一層推進することとし
ている。こうした取組みを持続・発展させるためには、本県農畜
水産業の若い担い手の確保が重要であり、若者が将来に希望を抱
き、新規参入することができる、魅力ある農畜水産業の確立を図
る。

地方創生推進タイプ

702 岐阜県 岐阜県
プロフェッショナル人材事業
（第３期）

岐阜県の全域

「岐阜県プロフェッショナル人材戦略拠点」を設置し、拠点に配
置したスタッフが県内企業を訪問し、経営者等を対象に経営改善
に対する意識啓発や、副業・兼業人材を含めた必要な人材ニーズ
の明確化などの支援を行う事により、地域を支える企業を、従来
事業の継続を旨とした「守りの経営」から、経営体質の強化を含
めた新たな事業や市場に積極的にチャレンジする「攻めの経営」
へと転換させ、県内に新たに安定した質の高い雇用を生み出し、
県経済の活性化を目指す。

地方創生推進タイプ

703 岐阜県 岐阜県
第２期「清流の国ぎふ」創生総
合戦略推進計画

岐阜県の全域

少子高齢化が進行するなか、人口減少に歯止めを掛け、地域の活
力や安心・安全を確保するため、「『清流の国ぎふ』を支える人
づくり」、「健やかで安らかな地域づくり」、「地域にあふれる
魅力と活力づくり」の基本目標を掲げ、「清流の国ぎふ」づくり
を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

704 岐阜県
岐阜県、岐阜県岐阜市、岐阜県
高山市、岐阜県大垣市、岐阜県
各務原市

文化芸術による地域の担い手育
成・拡大プロジェクト

岐阜県の全域

文化芸術による地域の活性化、ひいては、岐阜県への人の流れを
生み出す仕組みを創り出すため、これまで拡大してきた交流人口
を、文化芸術を通して「地域の担い手」として育成・拡大するこ
とで、岐阜県への人の流れを生み出し、更なる交流が拡大する好
循環の創出を図る。

地方創生推進タイプ

705 岐阜県

岐阜県、岐阜市、大垣市、羽島
市、山県市、瑞穂市、本巣市及
び海津市並びに岐阜県養老郡養
老町、不破郡垂井町及び関ケ原
町、安八郡神戸町、輪之内町及
び安八町、揖斐郡揖斐川町、大
野町及び池田町並びに本巣郡北
方町

２０２０西回りエリア特定業務
施設整備事業計画

岐阜市、大垣市、羽島市、山県
市、瑞穂市、本巣市及び海津市
並びに岐阜県養老郡養老町、不
破郡垂井町及び関ケ原町、安八
郡神戸町、輪之内町及び安八
町、揖斐郡揖斐川町、大野町及
び池田町並びに本巣郡北方町の
全域

２０２０西回りエリアでは、若年層を中心に、職業上の理由によ
る人口流出が続いている。平成２６年１１月に２０２０西回りエ
リア企業誘致戦略推進協議会を立ち上げ、豊富な水資源と広大な
優良農地から産出する農産物を活用した食品を中心とした産業集
積に向け、地元市町、経済団体及び金融機関が一体となって企業
誘致戦略を進めている。企業の特定業務施設の整備（移転・拡
充）を積極的に後押しすることにより、地域における安定した良
質な雇用を確保し、人口流出の緩和を図る。

地方における本社機能の拠点の
強化を行う事業者に対する特例

706 岐阜県 岐阜県及び岐阜市
東海環状自動車道等の高規格幹
線道路を活かした岐阜市活性化
プロジェクト

岐阜市の全域

生産施設へ向かう橋梁の整備や、森林資源及び新たな観光地化を
目指す松尾池に続く林道の整備、工業団地へのアクセス道路、近
隣市町及び高速道路IC等からのアクセス道路の整備を一体的に実
施することで、広域ネットワークを構築していく。それにより、
雇用・就業を促し、林業従事者や農業従事者の商品の流通の迅速
化・効率化による林業・農業振興、新たな観光地創出による交流
人口の増加、地域特性を活かした地域産業・経済の強化を図ると
同時に、生活環境の改善に伴う安全・安心な住民生活確保による
市全体の活性化を目指す。

地方創生道整備推進交付金



707 岐阜県
岐阜県、高山市、飛騨市、郡上
市及び下呂市並びに岐阜県大野
郡白川村

飛騨・郡上地域特定業務施設整
備事業計画

高山市、飛騨市、郡上市及び下
呂市並びに岐阜県大野郡白川村
の全域

郡上・飛騨地域では、若年層を中心に、職業上の理由による人口
流出が続いている。平成26年10月に飛騨・郡上地域企業誘致戦略
推進協議会を設立し、主に新ヘルスケア産業の集積の集積に向
け、行政機関、経済団体及び金融機関が一体となって取り組みを
進めている。企業の特定業務施設の整備（移転・拡充）を積極的
に後押しすることにより、地域における安定した良質な雇用を確
保し、人口流出の緩和を図る。

地方における本社機能の拠点の
強化を行う事業者に対する特例

708 岐阜県
岐阜県、多治見市、中津川市、
瑞浪市、恵那市、土岐市及び可
児市並びに岐阜県可児郡御嵩町

東濃クロスエリア特定業務施設
整備事業計画

多治見市、中津川市、瑞浪市、
恵那市、土岐市及び可児市並び
に岐阜県可児郡御嵩町の全域

東濃クロスエリアでは、若年層を中心に、職業上の理由による人
口流出が続いている。平成26年12月に東濃クロスエリア企業誘致
戦略推進協議会を設立し、主にリニア関連産業、次世代自動車関
連産業の集積に向け、行政機関、経済団体及び金融機関が一体と
なって取り組みを進めている。企業の特定業務施設の整備（移
転・拡充）を積極的に後押しすることにより、地域における安定
した良質な雇用を確保し、人口流出の緩和を図る。

地方における本社機能の拠点の
強化を行う事業者に対する特例

709 岐阜県

岐阜県、関市、美濃市、美濃加
茂市及び各務原市並びに岐阜県
羽島郡岐南町及び笠松町並びに
加茂郡坂祝町、富加町、川辺
町、七宗町、八百津町、白川町
及び東白川村

航空機関連クラスター地域特定
業務施設整備事業計画

関市、美濃市、美濃加茂市及び
各務原市並びに岐阜県羽島郡岐
南町及び笠松町並びに加茂郡坂
祝町、富加町、川辺町、七宗
町、八百津町、白川町及び東白
川村の全域

航空機関連クラスター地域では、若年層を中心に、職業上の理由
による人口流出が続いている。平成２７年１月に航空機関連クラ
スター地域企業誘致戦略推進協議会を立ち上げ、主に航空機関連
産業を中心とした産業集積に向け、地元市町、経済団体及び金融
機関が一体となって企業誘致戦略を進めている。企業の特定業務
施設の整備（移転・拡充）を積極的に後押しすることにより、地
域における安定した良質な雇用を確保し、人口流出の緩和を図
る。

地方における本社機能の拠点の
強化を行う事業者に対する特例

710 岐阜県 岐阜県及び岐阜県恵那市
新しい時代の流れを力にして、
稼ぐ、集う、持続可能な都市
「恵那市」の実現計画

岐阜県恵那市の全域

本市の総人口は令和２年の目標人口を既に下回り、過疎化による
地域そのものの消滅が危惧されている。人口減少を最小限に抑
え、人口構造に柔軟に対応し得る社会基盤の構築、若年層の転出
超過の解消、移動圏域内での人口吸引力の強化が必要である。リ
ニア中央新幹線による利便性の向上や観光、産業などへの幅広い
好影響が期待され、近年のアウトドアレジャーブーム、木材需要
の上昇を好機ととらえ、道路・林道の一体的な整備により、木材
の搬出・運搬の効率化や森林資源、観光施設へのアクセス向上を
図り、持続可能な都市の実現を目指す。

地方創生道整備推進交付金

711 岐阜県 岐阜県、岐阜県各務原市
空宙博を核とした「まちの賑わ
い」創出事業

岐阜県の全域

航空宇宙産業の振興（競争力強化、「稼ぐ力」の拡大）とまちの
賑わいの創出（観光による活性化、まちづくり活動の展開等）が
相互に関連し、「空宙（そら）」をキーワードに、産業・観光の
好循環により多角的に発展する「空宙（そら）のまち」を目指
す。本事業により、産業振興と観光誘客の支援基盤を確立し、自
立・自走化を図る。

地方創生推進タイプ

712 岐阜県
岐阜県、岐阜県可児市、岐阜県
垂井町、岐阜県関ケ原町、岐阜
県輪之内町

新たな人の流れづくりに向けた
戦国武将観光の広域展開

岐阜県の全域

戦国武将観光を共通のキーワードとして、各地に点在している歴
史観光資源を広域で結び、周遊観光を全県に展開することで、他
県には類をみない戦国・武将観光のブランド化と、観光を契機と
した地域の活力不足や担い手不足を克服し、持続可能な社会や未
来ある地域社会の構築を目指す。

地方創生推進タイプ

713 岐阜県 岐阜市
岐阜市まち・ひと・しごと創生
推進計画（2024年度）

岐阜市の全域

本市の総人口と生産年齢人口は、2040年までに著しく減少する見
込みであり、産業においても、就業者数の減少、企業数の減少、
女性の非正規雇用率の高さなど、働く場としての雇用の量及び質
の両面での低下が見込まれる。これらの課題に対応するため、
「ひとの創生」「しごとの創生」「まちの創生」の３つの目標の
もと、本市の自然や伝統文化、都市機能などを活かしながら、デ
ジタル技術もさらに取り入れ、地方創生の加速、深化を目指して
いく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

714 岐阜県 岐阜県大垣市
第２期大垣市まち・ひと・しご
と創生推進計画

岐阜県大垣市の全域

本市の人口は2005年をピークに減少傾向にあり、今後さらなる減
少が見込まれる。そこで人口の自然減・社会減への挑戦として、
「子育て日本一を実感できるまちづくり」「希望あふれる活力あ
るまちづくり」「安全で安心できるまちづくり」の３つの目標を
設定し、従来の取り組みに加えてデジタル技術を活用しながら、
安心して住み、働き、子どもを産み育てることができる、魅力の
あるまちづくりを一体的に進め、人の流れの創出を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

715 岐阜県 岐阜県多治見市
市民が主役！躍動するまち　多
治見

岐阜県多治見市の全域

人口減少社会においても、いつまでも住み続けたいと思えるまち
であり続けるためには、全ての市民が安心して生き生きと生活す
る「市民が主役のまち」であることが必要である。「市民が主役
のまち」とは、市民が日々の生活に生きがいを感じ、自分の考え
や思いを持って行動し、まちづくりに気軽に参加して意見や考え
を提案できるまちのことである。そのようなまちを目指すため、
市民の幸福度やまちの活力の向上につながる施策を積極的に動か
し、まちの魅力を向上させていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

716 岐阜県 岐阜県関市
地域資源のブラッシュアップと
効果的な魅力発信による経済活
性化と賑わいのあるまちづくり

岐阜県関市の全域

商店街をはじめとする市内商店や飲食店など商業施設に賑わいを
創出するためには、多くの来訪者を創出させる必要があるため、
新たな地域資源を活用した来訪人口創出事業やデジタル技術の活
用により人々の行動変容を経済活性化につなげる取組が必要であ
る。
独自性の高い「歴史・文化・自然」を核に地域資源を活用した来
訪促進事業、周遊事業並びに来訪者の滞留時間創出事業を展開し
ていき、多くの来訪者の賑わいにより、消費行動の促進につな
げ、商工業、観光、飲食、特産品販売といった地域経済全体の活
性化につなげる。

地方創生推進タイプ

717 岐阜県 岐阜県関市
第２期関市まち・ひと・しごと
創生推進計画

岐阜県関市の全域

本市は、出生数の減少及び若者の学業・就職に伴う転出によって
人口減少・少子高齢化が進み、地域における担い手不足やそれに
伴う地場産業等の衰退など様々な影響が懸念されている。このよ
うな課題に対応するため、第３期総合戦略において「産業振興と
人材育成、新しい人の流れの創出、子育てしやすく男性も女性も
活躍するまち、安心で魅力的な暮らしができるまち」の４つの基
本目標を掲げ、人口減少の抑制とまちの活力の創出を目指すため
に、地方創生につながる具体的な取組を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

718 岐阜県 岐阜県中津川市
中津川市まち・ひと・しごと創
生推進計画

岐阜県中津川市の全域

人口減少に対して、「人口減少自体を将来的に解消する」「人口
減少の中でも、地域で安心して暮らし続ける」という２つの視点
に立って長期的、継続的に取り組み、将来都市像である「かがや
く人々　やすらげる自然　活気あふれる　中津川」を実現するた
めの計画である。リニア中央新幹線と車両基地が建設されるとい
う当市独自のアドバンテージを最大限に活用する、若者世代の地
元への定着と市内への移住を促進する、地域コミュニティを維
持・活性化させると共に事前防災に取り組むことで、将来にわ
たって持続可能なまちづくりを推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



719 岐阜県 岐阜県美濃市
第２期美濃市まち・ひと・しご
と創生推進計画

岐阜県美濃市の全域

雇用の確保・産業の振興と多様な人材の活躍促進、地域の活性化
と移住・定住の促進、若者の結婚・出産・子育てへの総合的支援
の充実、安全・安心で活力あふれる居住環境の整備、美濃市の持
続可能性を高める人・まちづくりの５つの基本目標を設定し、そ
れぞれの基本目標の達成に向けた政策の方向性とそのねらい及び
数値目標を示し、人口減に歯止めをかけるもの。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

720 岐阜県 岐阜県瑞浪市

街の宝を活かした新規事業創出
の突破口として地域の稼ぐ力を
生み出す農産物等直売所「き
なぁた瑞浪」活性化プロジェク
ト推進計画

岐阜県瑞浪市の全域

市内唯一の常設の農産物等直売所『きなぁた瑞浪』を、農業と観
光を融合した地域活性化の拠点、また本市の魅力を発信する拠点
として位置づける。「POS顧客分析・動向の調査研究」、「従業員
の能力向上研修の実施」、「コスト分析の実施」、「SWOT分析の
実施」、「店舗のレイアウトの変更」、「瑞浪市アンバサダーの
選定」、「高校生バーベキュー大会の実施」、「SNSを活用した情
報発信等の実施」、「地元特産品販売促進イベントの実施」、
「新商品の開発」

地方創生推進タイプ

721 岐阜県 岐阜県恵那市 恵那市たべる推進計画 岐阜県恵那市の全域

ＳＤＧｓ未来都市選定を契機に市内の食産業をつなぎ、地消地産
を推進するため市内産農畜産物や食文化など本市の風土を活用し
た商品開発やサービス提供を推進する「恵那ふうど」に取り組
み、関係事業者の認定をスタートし稼働させる。また、本市の食
文化で「発酵のまちづくり」を推進するため、「発酵食品ソムリ
エ」を育成し、市開催の食のイベントでの活動、発酵食品に関す
る教室や集会の開催を促進する。さらに、地域で生産される農畜
産物の販売出口としての役割を前進事業が担い、販路開拓とECサ
イトによる商品取扱高の拡充を目指す。

地方創生推進タイプ

722 岐阜県 岐阜県恵那市 恵那未来キャンパス構想の実現 岐阜県恵那市の全域

ＳＤＧｓ未来都市に選定されており、持続可能なまちづくりの展
開に向けて次世代を担う人材の育成に取り組む。若い世代と地域
をつなぎ、この地域でやりがいを見つけ、それを実現するために
必要なスキル・経験が得られる（学びの場、拠点）場として「恵
那未来キャンパス」を整備し、若い世代の定着に取り組む。若者
だけでなく、地元企業や大学などと協働・共創することで、より
専門的で具体的な地域課題の解決につなげるとともに、地域との
結びつきを深め、将来を担う人材を育成につなげる。

地方創生推進タイプ

723 岐阜県 岐阜県恵那市
恵那市まち・ひと・しごと創生
推進計画

岐阜県恵那市の全域

本市の人口は昭和25年をピークに緩やかに減少を続けている。こ
のまま人口減少・少子化が進行すると、労働力の低下、地域経済
の縮小、税収入の減少、行政サービスの低下、地域自治力の低下
といった課題が生じ、それにより特に周辺地域において過疎化が
一層加速し、地域そのものの消滅が危惧される。そこで、「地域
コミュニティの維持・存続」に向けて、「稼ぐ地域をつくり、安
心して働けるようにする」、「地域への新しいひとの流れをつく
る」など、６つの基本目標を設定し取り組んでいく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

724 岐阜県 岐阜県土岐市
土岐市まち・ひと・しごと創生
推進計画

岐阜県土岐市の全域

土岐市の人口は、平成8年をピークに減少を続けており、基幹産業
である窯業をはじめとする製造業の担い手の不足や、地域コミュ
ニティの希薄化といった課題が生じている。これらの課題に対応
するため、土岐市の次代を支えるひとを育む事業、土岐市の特徴
や強みを活かしてしごとをつくる事業、土岐市の交流人口を活か
してにぎわいをつくる事業、土岐市に愛着を持ち、いきがいを
持って、安心して住み続けられるまちをつくる事業を通して、出
生率を向上し人口の社会減少に歯止めをかけ、将来にわたって活
力のある社会の維持を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

725 岐阜県 岐阜県山県市
山県市まち・ひと・しごと創生
推進計画

岐阜県山県市の全域

山県市デジタル田園都市国家構想総合戦略にある目指すべき将来
の方向として、（１）希望を持ち豊かに暮らすひとづくり、
（２）生き生きと安心して働けるしごとづくり、（３）自然との
融和を目指すまちづくり を掲げた。この総合戦略を果敢に実行し
ていくことで、本市の最大の課題である、人口減少や少子高齢化
による働き手や担い手不足をできる限り解消するものである。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

726 岐阜県 岐阜県瑞穂市
瑞穂市まち・ひと・しごと創生
推進計画

岐阜県瑞穂市の全域

地域における担い手不足やそれに伴う地域産業の衰退、さらには
地域コミュニティの衰退など、住民生活への様々な課題に対応す
るために、「若い世代が結婚や出産に希望をもち、子育てを楽し
めるまちをつくる」、「市内外に十分な雇用の場があり誰もがい
きがいを感じて働くことができるまちをつくる」、「まちに誇り
や愛着を感じながらいつまでも安心して暮らせるまちをつく
る」、「瑞穂市の魅力で更なる「交流・にぎわい」を生み出す」
こと等を通じて、安定した住民の「暮らし」を守り、活力があり
自立したまちを維持するために計画を策定。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

727 岐阜県 岐阜県郡上市
観光立市郡上　まち・ひと・し
ごと創生計画

岐阜県郡上市の全域

これまで郡上市を担ってきた世代が減少し続けることは、地域の
活力低下や生活及びコミュニティの維持・存続、延いては産業・
雇用、福祉、教育などあらゆる分野に影響を及ぼす重要な問題で
あり、総合的で計画的な市政運営を図るための喫緊かつ長期に渡
る最重要課題となっている。この課題に対応するため、これから
の郡上市を創る「人」に焦点をあて、より戦略的な施策を展開し
ていく必要があることから、次の基本目標を掲げ、施策を推進し
ていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

728 岐阜県 岐阜県海津市 第２期海津市創生総合戦略計画 岐阜県海津市の全域

海津市は、豊かな自然だけでなく、千本松原・木曽三川公園や千
代保稲荷神社といった県内有数の観光地、クレール平田・月見の
里南濃の道の駅など様々な地域資源を有したまちである。しか
し、近年は人口減少や少子高齢化が進行しつつあり、活力あるま
ちの創生が求められている。本計画は、雇用の確保や創出、出
産・子育ての環境整備等によって、地元で育った子どもたちの定
着志向を高め、市の潜在的な魅力を発揮させて人を呼び込むこと
をねらいとした事業計画となっている。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

729 岐阜県 岐阜県養老郡養老町
養老町まち・ひと・しごと創生
推進計画

岐阜県養老郡養老町の全域

本町の人口も1995年の33,694人をピークに減少しており、29,029
人（2015年国勢調査結果）まで落ち込んでいる。人口の減少は出
生数の減少（自然減）や、本町の基幹産業である製造業の衰退に
伴い、雇用の機会が減少したことで、若者が町外へ流出（社会
減）したことなどが原因と考えられる。これらの課題に対応する
ため、町民の結婚・妊娠・出産・子育ての希望の実現を図り自然
増につなげる。また、移住を促進するとともに、安定した雇用の
創出や地域を守り活性化するまちづくり等を通じて、社会減に歯
止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

730 岐阜県 岐阜県不破郡垂井町
第２期垂井町まち・ひと・しご
と創生推進計画

岐阜県不破郡垂井町の全域

本町の人口は、2000年（平成12年）をピークに減少しており、人
口減少と少子高齢化が進んでいる。第３期垂井町まち・ひと・し
ごと創生総合戦略に位置付ける事業において、地方創生応援税制
（企業版ふるさと納税）の活用ができるよう包括的認定を受け、
引き続き子育て支援や産業の活性化による雇用の創出、移住・定
住施策などのまち・ひと・しごと創生事業をＤＸの力を活用しな
がら推進し、すべての住民が住みやすい持続可能なまちづくりを
通じて、人口減少と少子高齢化の打開に取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



731 岐阜県 垂井町
快適な生活環境整備による自然
豊かな魅力あふれるまちづくり
計画

岐阜県不破郡垂井町の全域

垂井町は『水と自然』豊かな町であるが、汚水処理人口普及率は
国や県の平均を大きく下回っており、普及率の向上は急務であ
る。公共下水道及び浄化槽の一体的な整備により、特定の地域に
限定されることなく、汚水処理施設の整備を実施することが可能
となり、速やかな未普及の解消を目指す。併せて自然環境の保
全・保存活動の推進や汚水処理事業の普及・啓発等の事業に取り
組み、公共用水域の水質保全・向上を図り、自然豊かな魅力あふ
れるまちづくりを目指し、もってまちへの新たな人の流れをつく
るための移住・定住施策にも寄与する。

地方創生汚水処理施設整備推進
交付金

732 岐阜県 岐阜県揖斐郡揖斐川町
揖斐川町まち・ひと・しごと創
生推進計画

岐阜県揖斐郡揖斐川町の全域

町民とともに暮らしてきたかけがえのない自然資源や、町民の誇
りともいえる歴史や伝統文化が数多く残されています。
人口減少社会にあっても、こうした自然や歴史など町の宝を守
り、活かし、町民と行政が協働しこれまで以上に一丸となってま
ちづくりに取り組むことで、健康で豊かな暮らしを実現すること
ができます。
地域の課題解決に向けてそれぞれの立場から知恵を出し、ともに
考え、支え合い、自然とともに健康で幸せに暮らせるまちをみん
なで創っていくことを目指し、まちの将来像「自然健幸のまち　
いびがわ」の実現を目指します。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

733 岐阜県 岐阜県揖斐郡揖斐川町
持続可能な森林整備と森と育む
幸せ　自然健幸の街づくり計画

岐阜県揖斐郡揖斐川町の全域

持続可能な森林づくりの推進を図ると同時に道路ネットワークの
構築を図り、併せて民間企業の取り組みによる新たな観光地の創
設や新型コロナウイルス感染症による新しいワークライフスタイ
ルに着目した施策により、関係人口・交流人口の増加を図る。ま
た町道改良や舗装整備を進めるとともに更なる利便性を高める為
のコンパクト・ネットワークの構築を図る。人口減少が進む中で
も関係人口の増加などで交流が活性化するとともに産業面での発
展と雇用の拡大を図り町内の環境整備と森と育む幸せを掴むまち
を目指すものである。

地方創生道整備推進交付金

734 岐阜県 岐阜県揖斐郡大野町
大野町まち・ひと・しごと創生
推進計画

岐阜県揖斐郡大野町の全域

本町の人口は、2010年の23,859人（国勢調査）をピークに減少傾
向にある。そこで、人口の自然減・社会減への挑戦として、「結
婚・出産・子育ての希望をかなえる」「いつまでも健康の希望を
かなえる」「住み続けたい・住んでみたいという希望をかなえ
る」「働きたいという希望をかなえる」「訪れてみたい・もてな
したいという希望をかなえる」の５つの基本目標を設定し、地域
活性化に取り組んでいる。本計画を通して官民協働を推進し、町
の将来像「快適で　笑顔あふれるやすらぎのまち　おおの」の実
現を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

735 岐阜県 岐阜県池田町
高校生が発信する住み続けたい
街「池田」プロジェクト

岐阜県池田町の全域

池田町の目指す将来像である「帰ってきたい街池田町」、「住み
続けたい街池田町」の実現のために、若い世代、特に中高生のシ
ビックプライド醸成を図り、若者の人口流出を抑制し、就職や転
職等を機会に戻ってきたいと感じる池田町にするための事業を実
施する。また、加えて交流人口、関係人口の増加を図るため観光
情報強化等の事業を行い、活気のある池田町を目指す。事業実施
にあたり、SNSでの情報発信を強化し、時代にあった効率的かつ効
果的なPRのためドローンやVRといった新しいデジタル技術も活用
する。

地方創生推進タイプ

736 岐阜県 岐阜県加茂郡坂祝町
坂祝町まち・ひと・しごと創生
推進計画

岐阜県加茂郡坂祝町の全域

人口減少や少子高齢化等、厳しい社会環境が続く中、時代の潮流
やまちづくりの主要な課題を踏まえ、住民との協働のもと、魅力
と活力にあふれ、住み心地のよいまちを目指すため、事業テーマ
を「新しい風を力に　魅力にあふれ　住み心地のよいまち　さか
ほぎ」とします。実現のための具体的な事業戦略は、「子育てし
やすい環境整備」「観光資源を生かした関係人口の創出」「町へ
の新しい人の流れをつくる」「多文化理解・共生による外国人も
住みやすいまちづくり」の４つのプロジェクトを重点的・優先的
に取り組む方針とします。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

737 岐阜県 岐阜県加茂郡富加町
第２期富加町いつまでも活力あ
る誰もが住んでみたいまちづく
り計画

岐阜県加茂郡富加町の全域

富加町第5次総合計画後期基本計画及び第2次総合戦略の６つの基
本目標を推進する事業に賛同していただいた企業から寄附を募
り、目標の達成を目指す。また、総合計画策定委員会において本
町における総合戦略の各事業の進捗管理を行ない、毎年度7月に効
果検証を行い、効果検証の報告は富加町のホームページで公表す
る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

738 岐阜県 岐阜県加茂郡川辺町
川辺町まち・ひと・しごと創生
推進計画

岐阜県加茂郡川辺町の全域
企業版ふるさと納税を活用して「川辺町総合戦略」に掲げた各種
事業を展開することで、人口減少克服と魅力ある地方創生の実現
を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

739 静岡県 静岡県
仕事と子育てを両立する働き方
の導入支援計画

静岡県の全域

県内企業に対し、テレワークの導入をはじめ、従業員が仕事と育
児を両立できる環境整備の実施を働きかけるとともに、出産・育
児などで離職している女性等の働き手に、デジタルスキルの習得
を目的とした職業訓練の機会を提供し、就業を支援する。また、
自由度の高い働き方であるクラウドワークサービスの構築によ
り、県民がライフステージに応じて働き方を選ぶことができる環
境を整備する。事業を通じ、出産・育児期の就業継続や復職を促
進し、県民一人ひとりが活躍し、経済的な不安が解消され、安心
して育児等ができる社会の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

740 静岡県 静岡県
地域資源を生かした脱炭素化の
取組による持続可能な地域づく
り形成事業計画

静岡県の全域

地球温暖化による気候変動の影響が顕在化する中、「ものづくり
県」である本県は、地域における脱炭素社会の実現が、持続可能
な社会の形成と地方創生の推進に不可欠である。
本事業では、県内中小企業の脱炭素経営への転換や再生可能エネ
ルギーの導入、環境価値のクレジット化など、県内企業のカーボ
ンニュートラルに向けた取組支援に加え、自動車産業の試作品開
発や事業化の支援を行うことで、カーボンニュートラルの実現と
自動車産業の支援による県全体の地域産業の発展を有機的に連動
させ、環境と経済の両輪による地域活性化を目指す。

地方創生推進タイプ

741 静岡県 静岡県 バーチャル・シズオカ推進計画 静岡県の全域

電子基準点と点群データを活用した高精度なデジタルツインを構
築し、産業の生産性向上と活性化を図る。　また、最新の技術や
サービスを実証する機会やフィールドを提供することで、企業の
ネットワーク構築や、技術力向上、交流による人材育成を図り、
地域課題の解決を目指すとともに地方創生の基盤となる「安全・
安心」の強化に取り組む。

地方創生推進タイプ

742 静岡県 静岡県
海洋版デジタル田園都市国家構
想のモデル構築計画

静岡県の全域

本県が有する「多彩な海洋環境」、「多様な海洋関連産業」、
「産業と学術の連携」、「実証フィールドとしての優位性」、等
の海洋に関する「地方の個性」とデジタルの活用による地方発の
新産業創生等を促進する「海洋版デジタル田園都市国家構想」の
モデルを構築し、本県の総合戦略における目指すべき方向性であ
る「就業者数の増加」、「人口の社会増減率の増加」等に寄与し
ていくものである。

地方創生推進タイプ



743 静岡県 静岡県
静岡の地域資源を活かしたイン
バウンド推進事業

静岡県の全域

本事業では、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響で落ち
込んだインバウンド需要の本格回復及び本県の課題である滞在日
数の長期化や旅行消費額の拡大を目指し、本県の地域資源と集客
力の高いコンテンツを組み合わせた誘客事業の実施及び需要回
復、本県の旅行先としての認知度を向上させるためのプロモー
ションを実施し、総合戦略に掲げる国際競争力の高い観光地域づ
くりを目指す。

地方創生推進タイプ

744 静岡県 静岡県
外国人×障害者×女性 多様な人
材活用・育成計画

静岡県の全域

本事業では、静岡県における生産年齢人口の更なる減少を見据
え、静岡県における生産性を維持し、地域社会の活性化を狙う適
応策の一環として、外国人、障害者、女性等であっても、自立し
た社会人として活躍し、社会に貢献していただくため、県内企業
において、生産性の向上や職場環境の整備を通じて働き方改革を
進め、魅力ある企業を増やすと共に、これまで本県が取り組んで
きた雇用政策に加え、外国人、障害者への支援や、女性活躍に向
けた取組とも連携しながら、多様な人材個々人のスキルや働く意
欲を高め、社会参画を促していく。

地方創生推進タイプ

745 静岡県 静岡県
スポーツを通じた静岡県への誘
客促進計画

静岡県の全域

本県は、プロスポーツチームが豊富な地域となっており、季節に
かかわらず１年を通して試合観戦ができる。また、交通アクセス
の良さや、安定して温暖な気候や豊富な自然環境を有することを
背景に、スポーツ大会の開催地や合宿地としても他県と比べ優位
な環境にある。この恵まれた環境を活かし、本県への来訪者数と
滞在日数を伸ばし、旅行消費額を高めるために、「プロスポーツ
チーム観戦と観光コンテンツの組み合わせによる周遊」、「大規
模スポーツ大会の継続的な開催と長期滞在を見据えた合宿等のコ
ンテンツづくり」に取り組む。

地方創生推進タイプ

746 静岡県 静岡県
東アジア文化都市2023静岡県開
催と連動した誘客促進計画

静岡県の全域

静岡県は、2022年8月に開催された日中韓文化大臣会合において、
東アジア域内の文化の相互理解と連帯感の促進を目指す「東アジ
ア文化都市」の開催都市に選定された。日本のシンボルである霊
峰富士を擁する本県が、「ようこそ！文化が花開く　ふじのくに
芸術回廊へ！」というコンセプトの下、2023年2月23日の「富士山
の日」を皮切りに、本県独自の文化芸術イベントを切れ目なく開
催し、県内全域で日本の文化芸術の魅力や価値を世界に発信する
ことにより、文化的魅力を活かした持続的な観光誘客につなげて
いく。

地方創生推進タイプ

747 静岡県 静岡県 若者の県内就業拡大計画 静岡県の全域

本県では、若者の転出超過が顕著であり、それに伴う県内生産年
齢人口の減少が地域産業の人材不足、地域経済の活力維持に大き
な影響を及ぼしている。将来に渡って本県が持続可能な発展をし
ていくためには、若者世代のU・Ｉターン、県内就職を増加させて
いく更なる取組が必要である。
本事業では、次代を担う人材から選ばれる持続可能な地域となる
ことを目指し、若者に魅力ある企業の集積による雇用の受け皿確
保や地域企業を知る機会を創出する。

地方創生推進タイプ

748 静岡県 静岡県
若者・子育て世代の移住定住促
進計画

静岡県の全域

静岡県では、東京圏から本県への人の流れをつくる取組として移
住・定住の促進に取り組んできたところであるが、若者・子育て
世代の人口流出が依然として多いことが課題である。コロナ禍に
おいて生じた社会変化の機会を捉え、地方回帰の動きを加速する
ため、若者や子育て世代をターゲットとした移住・定住促進と結
婚支援による転出抑制に重点的に取り組み、若者・子育て世代に
選ばれる、持続可能な地域を形成する。

地方創生推進タイプ

749 静岡県 静岡県
環境と経済が両立した「地域循
環共生圏」形成事業計画

静岡県の全域

人口減少、新型コロナウイルス、地球環境問題など本県の抱える
課題が複合化する中、本県が将来にわたって持続的な発展をして
いくためには、ポストコロナ時代を見据え、時代の大きな変化に
適応できる持続可能な地域づくりを進めていくことが求められて
いる。
 本事業では、様々な社会課題に適応する地域づくりに向けて、脱
炭素社会や循環経済、自立・分散型社会の構築といった環境と経
済・社会とのが調和する「地域循環共生圏」の形成を目指し、官
民を挙げた取組によりＳＤＧｓのモデルエリアとなる地域を県内
各地で創出していく。

地方創生推進タイプ

750 静岡県 静岡県
プロフェッショナル人材戦略拠
点を通じたＤＸ化等促進計画

静岡県の全域

プロフェッショナル人材戦略拠点において、金融機関等と連携し
ながら県内中小企業の成長につながる副業・兼業を含めた経営相
談と人材確保相談を行い人材ニーズを明確化、人材紹介会社との
連携や大企業連携の強化により、プロフェッショナル人材の確保
を更に促進する。新たに県内企業のＤＸ化の推進のため、県内企
業に対しＤＸ化に向けた課題を聞き取った上で、ＤＸ人材の受入
れに対する提案を行っていく。中小企業等が抵抗感を持つ人材紹
介手数料を補助することにより、プロ人材受入の後押しをする。

地方創生推進タイプ

751 静岡県 静岡県
静岡県農林技術研究所茶業研究
センター『新研究棟・基盤技術
研究棟』施設整備計画

静岡県の全域

本県茶業の再生を図るＣｈａＯＩ（チャオイ）プロジェクトの拠
点として、茶業研究センターを再整備し、国内随一の茶業研究プ
ラットフォームを構築する。「茶業の収益性向上と持続可能な茶
業の両立、茶産地の活性化」を目標として、国内有数の研究資源
とデジタル技術を活用した先端技術開発や、県内外の多様な人々
と連携したオープンイノベーションによる研究開発に取り組む。
技術革新により、茶の新たな需要創出、需要に応じた生産への構
造転換、資源循環等に配慮した茶業への転換を推進し、本県茶業
の再生・持続的発展につなげる。

地方創生拠点整備タイプ

752 静岡県 静岡県
静岡県地域本社機能移転・拡充
促進プロジェクト

浜松市、沼津市、熱海市、富士
宮市、伊東市、島田市、富士
市、磐田市、焼津市、掛川市、
藤枝市、御殿場市、袋井市、下
田市、裾野市、湖西市、伊豆
市、御前崎市、菊川市、伊豆の
国市及び牧之原市並びに静岡県
賀茂郡東伊豆町、河津町、南伊
豆町、松崎町及び西伊豆町、田
方郡函南町、駿東郡清水町、長
泉町及び小山町、榛原郡吉田町
及び川根本町並びに周智郡森町
の全域

静岡県は、東西の大都市圏の中間に位置し、人・技・物が活発に
交流し、場の力を活かした「ものづくり」を中心に産業が発展し
てきたが、就職や転職等を求めた若い世代の東京圏への転出超過
が顕著であり、誰もが活躍できる魅力ある雇用の場の創出を図る
ことが喫緊の課題となっている。これらの課題解決のため、地方
活力向上地域特定業務施設整備事業を促進するための取組とし
て、工業用地の確保、企業の新規立地等に関する支援体制の構
築、企業立地等に伴う初期投資の負担を軽減する補助制度の強
化、人材確保に関する支援等を実施する。

地方における本社機能の拠点の
強化を行う事業者に対する特例

753 静岡県 静岡県
第２期美しい“ふじのくに”ま
ち・ひと・しごと創生推進計画

静岡県の全域

「誰もが努力をすれば人生の夢を実現し、幸せを実感できる地域
の実現」を考え方の基本として、自らが描く将来の姿を実現する
という強い気概を持って、人口減少を克服し、地方創生を図る取
組を推進していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

754 静岡県 静岡県
伊豆半島深海のめぐみキンメダ
イ流通改善プロジェクト

静岡県下田市及び東伊豆町の区
域の一部（下田港、稲取漁港）

静岡県伊豆地域の漁業と観光を支える下田港・稲取漁港である
が、係留施設等の老朽化などにより、水産物の生産、流通に支障
が生じているほか、漁業者のより良い労働環境づくりのため、港
湾・漁港施設の改良が求められている。このため、港湾・漁港を
一体的に整備することにより、キンメダイを中心とした水産物の
安定的な生産・流通を確保するとともに、漁業者の労働環境を改
善することによって伊豆半島周辺の経済活性化を図る。

地方創生港整備推進交付金



755 静岡県
静岡県、静岡県浜松市及び湖西
市

海の湖と畔のみなと（浜名湖観
光圏）にぎわい創出プロジェク
ト

静岡県浜松市及び湖西市の区域
の一部（浜名港、村櫛漁港及び
鷲津漁港）

浜名港、村櫛漁港及び鷲津漁港の老朽化した施設を一体的に整備
することにより、漁船の安全な航行と漁業就労者の労働軽減を図
り、持続可能で安定的な水産物の供給を実現するとともに、新た
に浜名湖周遊の魅力を高めるための観光舟運の発着所を整備する
ことにより交流人口の拡大を図り、浜名湖観光圏の更なるにぎわ
いを創出する。また、これらと併せて地域の資源を活かした官民
一体のまちづくりを進めることにより浜名湖観光圏の魅力を更に
高め、これを広く発信することにより地域の再生を図る。

地方創生港整備推進交付金

756 静岡県 静岡県及び静岡県伊東市
行ってみたい、住んでいたい、
伊東の「みなと」まちづくり

静岡県伊東市の区域の一部（伊
東港、宇佐美漁港、富戸漁港、
八幡野漁港）

伊東港・宇佐美漁港・八幡野漁港・富戸漁港を一体的に整備する
ことによる水産流通の海上・陸上ネットワークを強化して水産業
を活性化させる。また、海洋レジャーとともに観光資源としての
海の魅力を高めるほか、荒天時・災害時及び常時における漁船や
プレジャーボート等の安全な係留の確保や、老朽化した施設の整
備により快適な職場環境を形成して若年層の就労者確保を図り、
安全で安定した漁業活動を支援する。

地方創生港整備推進交付金

757 静岡県 静岡市
第２期静岡市まち・ひと・しご
と創生推進計画

静岡市の全域

「人口活力」を高め、まちと暮らしを豊かにするため、直近の推
計を上回る「定住人口」、短期的に本市を訪れ滞在する「交流人
口」の増加、継続的に本市に関心を寄せ、つながりを持つ「関係
人口」の輪を広げることを目指し、多様な地域課題の解決等など
につなげていく。さらに、本市が第４次総合計画に掲げるまちづ
くりの目標である「世界に輝く静岡」を実現するため、その要件
となる市民（ひと）が輝く、都市（まち）が輝くまちづくりの推
進に向け、あらゆる政策・施策に取り組んでいく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

758 静岡県 静岡県沼津市
デジタルプラットフォームでつ
なぐまちづくりの担い手ネット
ワーキング事業

静岡県沼津市の全域

企業版リノベーションスクールの実施と、まちづくりデジタルプ
ラットフォームの導入を軸として、企業と市民にまちづくりへの
参画を促す。企業は地域課題に取り組み、まちの魅力をあげるこ
とで自身の価値向上につなげ、市民はまちと関わって主体的に暮
らすことでウェルビーイングを実現する。これら企業／市民の活
動をデジタルプラットフォームによって可視化し、新たな活動を
呼び込み続けることで選ばれる都市に変革し、人口減少に歯止め
をかける。

地方創生推進タイプ

759 静岡県 静岡県沼津市
複業人材を活用したDX推進によ
る市内産業の魅力向上プロジェ
クト

静岡県沼津市の全域

中小企業に対し、首都圏等で活躍する複業人材をマッチングする
ことで、呼び込んだ複業人材が当市の関係人口となるとともに、
中小企業の抱えるDX対応における「ノウハウ不足・人材不足」の
解決につなげるまた本事業を通じてDXを推進する企業の取組等を
「複業を通じた当市でのビジネスチャンス」の発信の契機と捉え
プロモーションを図ることで感度の高い市外企業などを市内でDX
に取り組む企業の視察ツアーや当市のコワーキングやサテライト
オフィスの整備環境等の視察を通じて誘引し、効率的な企業誘致
へとつなげる。（239字）

地方創生推進タイプ

760 静岡県 静岡県沼津市
沼津市まち・ひと・しごと創生
推進計画

静岡県沼津市の全域

沼津市は、静岡県東部の拠点都市として高次都市機能を有する一
方で、首都圏に比較的近い地理的条件でありながら、大都市には
ない豊かな自然環境や多彩な観光資源にも恵まれ、市民一人ひと
りが、仕事、生活、趣味などの側面で個性的で多様なライフスタ
イルを実現するための基盤が整っている。このことから、「都市
的魅力と自分らしい生活を楽しめる“ぬまづ暮らし”の実現」を
将来のまちの姿として位置づけ、「安定した雇用の創出」、「交
流人口の拡大」、「結婚・出産・子育て支援」、「安心な暮らし
の確保」等の施策を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

761 静岡県 静岡県熱海市
持続的ウェルビーイングが実現
する熱海ふるさと創生事業

静岡県熱海市の全域

南熱海に位置する網代地区の旧学校施設をまちづくり団体の活動
拠点として貸付け、「交流事業等を通じて域内外の人材がマッチ
ングするコミュニティ促進」、「域内外の企業等のマッチングに
よる地域課題への取組と新たな産業の創出」、「空き物件と起業
創業をマッチングするリノベーションまちづくりの推進」の3つの
事業を官民が連携して有機的に推進することにより、移住定住の
促進と交流人口、関係人口の増加を図り、地域の活性化を目指
す。

地方創生推進タイプ

762 静岡県 静岡県熱海市
熱海市まち･ひと･しごと創生推
進計画

静岡県熱海市の全域

地域の活性化により地域経済の縮小を防止する。宿泊客の増加や
別荘所有者の来訪頻度を高める「滞在人口の増加」と、本市にさ
まざまな形で関わりを持つ「関係人口」の増加を同時並行的に推
進していくことで、人口減少の緩和と市内経済規模の維持を図
る。 
さらに、本市のもつ特性を生かしながら、生活・経済圏の維持・
確保や、生産性の向上などに取り組み、人口減少にも適応した持
続可能な地域社会を実現していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

763 静岡県 静岡県三島市
第２期三島市まち・ひと・しご
と創生推進計画

静岡県三島市の全域

本市の人口は2005年をピークに減少を続けている状況であり、人
口減少に伴う課題に対処し、社会減、自然減に歯止めをかけるた
め、①三島市にひとを呼び込み、しごとをつくり、安心して働け
るようにする、②若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえ
る、③新たなにぎわいと交流で、ひとと資金の流れをつくる、④
スマートで魅力的なまちを共につくる、といった基本目標に沿っ
た事業を実施することで、若い世代の結婚・出産・子育ての希望
をかなえる取り組みなどにより選ばれる都市を目指し、生産年齢
人口の増加を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

764 静岡県 静岡県富士宮市
眠れる労働力を発掘！富士宮計
画

静岡県富士宮市の全域

人口減少が避けられない中、眠れる労働力（育児休暇者、介護離
職者、高齢者、外国人、引きこもり、生活困窮者など）が地域社
会とつながり、その能力を発揮できる社会を構築する。多様な人
材・働き手と企業・団体等の受け入れ側のミスマッチを解消し、
働き手は「自由な時間にいつまでも働ける」状態、企業や団体等
は、人手不足や担い手不足を補うことで、「誰一人取り残さな
い」市民全員が地域社会で活躍できている状態を目指す。

地方創生推進タイプ

765 静岡県 静岡県富士宮市
富士宮市の強みを生かした地域
活性化計画

静岡県富士宮市の全域

人口減少が将来及ぼす影響として、労働者や消費者の減少による
地域経済の衰退、社会保障費を負担する現役世代の減少による社
会保障制度への影響、地域コミュニティの担い手の不足による地
域への影響、税収の減少により行政サービスや公共建築物などの
維持管理・更新が困難になるといったことが考えられる。そのよ
うな影響を最小限に抑え、将来にわたって活力あるまちを維持す
るために、若い世代が安心して働ける場を確保し、結婚・出産・
子育ての希望を実現することで人口減少を食い止め、人口構造の
若返りを図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

766 静岡県 静岡県伊東市
伊東市まち・ひと・しごと創生
推進計画

静岡県伊東市の全域

本市の人口は、２０１５年で６８，３４５人（２０１５年国勢調
査）まで落ち込んでおり、国立社会保障人口問題研究所による
と、２０６０年には総人口が２９，１８５人まで落ち込む見込み
である。これらの課題に対応するため、６５歳までを対象とした
積極的な移住定住促進を図ることにより、住んでいたいと思う環
境づくりを目指すとともに、本市の将来を担う子どもを安心して
産み育てることのできる環境づくりを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



767 静岡県 静岡県島田市
島田市まち・ひと・しごと創生
推進計画

静岡県島田市の全域

島田市の人口は、平成７年の103,490人をピークに減少傾向とな
り、このまま人口減少、少子高齢化が進行すると、出産・子育て
への不安による更なる出生数の減少、労働力不足による産業の衰
退、人材不足による地域コミュニティの衰退、さらに地域医療・
介護サービスの提供体制や税収減による行財政サービスの維持が
困難になるといった課題が生じる。そうした課題に対し、「地域
経済の持続的な発展」「人口減少の克服・適応」「持続可能な暮
らしやすいまちづくり」の３つの基本的な考え方及びデジタルの
力によって対応していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

768 静岡県 静岡県富士市
富士市デジタル田園都市総合戦
略推進計画

静岡県富士市の全域

当市では、人口減少・少子高齢化の進行により、産業衰退やコ
ミュニティ機能の低下、公共交通ネットワークの縮小などが懸念
されており、人口減少のスピードを抑えるとともに、この影響を
少なくしていくことが必要となっている。
このため５つの戦略に位置付けた施策に継続して取り組むととも
に、ＳＤＧｓやゼロカーボンの理念のもと、デジタル技術・デー
タを効果的に活用することで、地域ビジョン「変化する時代にお
いても好循環が構築され、持続的に発展するまち」を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

769 静岡県 静岡県磐田市
磐田市まち・ひと・しごと創生
推進計画

静岡県磐田市の全域

磐田市の人口は、2008年（平成20年）をピークとして減少局面に
突入しており、出生率の低下や、進学・就職を機に若い世代の首
都圏等への転出対策が重要な課題となっている。そこで、安定し
た雇用の創出や結婚・妊娠・出産及び仕事と子育ての両立支援を
充実させるなど、本市の地方創生を推進することで、移住・定住
を促進するとともに、誰もが安全・安心と住みよさを実感できる
まちづくり等を通じて、人口減少の抑制を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

770 静岡県 静岡県焼津市
次世代につなぐ農業・地域サー
ビス事業体の創出

静岡県焼津市の全域

農業を支える地域住民の高齢化の進行とともに、人手不足となっ
ている担い手への農地集積の加速化、農業経営感覚とともに地域
を支える将来のリーダーとなりうる農業者の育成・確保、農家資
格や農業生産法人の要件がなくても農業を職業として取り組む者
の育成・確保、外部事業者によるスマート農機を活用した農作業
の代行や地域における草刈り活動の支援により人手不足を解消
し、農業と地域のつながりを強化し地域から期待される都市近郊
型農業を目指す。

地方創生推進タイプ

771 静岡県 静岡県焼津市 スタートアップ支援事業 静岡県焼津市の全域

「本市における、スタートアップと地元企業との融合を拡大・加
速することにより、ビジネスモデルの変革や新規事業の立上げを
通じた、強く持続的な産業の創出を図る。」、「スタートアップ
の集積や活動が活発化することにより、地域でも起業家に触れる
機会が増え、地域発のスタートアップが生成される土壌が実現す
る。」、「産業の担い手が持続的に再生産される構造を創出する
ことで、若年層の市外・県外への就職による人口流出の抑制と、
市外・県外からの若年層の雇用の拡大を図り、関係人口・定住人
口の拡大を実現する。」

地方創生推進タイプ

772 静岡県 静岡県焼津市

地域コミュニティによる地域課
題解決支援事業　－心豊かな暮
らしの実現により
「Well_being」なまちづくりを
目指す－

静岡県焼津市の全域

「地域住民の誰もが心豊かに暮らせる社会（Well-Being）の実現
のため、共助による地域コミュニティの強化と、個人個人の趣味
や仕事で培った知識や経験を活かした活動ができる地域及び、移
住希望者が、移住後の住居や地域との関わりが円滑に進むよう、
地域内に移住者支援の役割を担う方を配置し、地域の新たな担い
手として活躍できるよう伴走型支援が可能となる地域を目指す。

地方創生推進タイプ

773 静岡県 静岡県焼津市 多様な人財確保支援事業 静岡県焼津市の全域

人口減少等の現実から労働力確保が困難である現実を認識するよ
う企業の意識改革を促し、多様な働き方のニーズに対応できるよ
う、省人化や省力化のＤＸ化の推進とソフト・ハード両面による
職場環境の改善の取組みを支援していく。また、働きやすい環境
を整備し、多様な人財確保と作業の効率化の促進により企業の生
産性向上、地域の経済力向上を目指す。また、子どもの頃から地
域愛を育み、将来的に地元に住み、働き、活躍する人財を育成す
るための取組みを行っていく。

地方創生推進タイプ

774 静岡県 静岡県焼津市
焼津型エコシステム構築による
関係人口の増大事業

静岡県焼津市の全域

焼津に関わる関係人口が拡大し、その関わりが深化していくこと
で、地域経済の活性化や移住定住者の増加、さらには焼津がより
魅力的なまちへと生まれ変わることに繋がり、それがさらなる関
係人口の増加に繋がるといった、これまでにない新しいシステム
「焼津型エコシステム（地域経済循環システム）」の構築を目指
すものである。

地方創生推進タイプ

775 静岡県 静岡県焼津市
第２期やいづ未来戦略推進計画
～オールやいづで躍動する健や
かなまちづくりを目指す～

静岡県焼津市の全域

静岡県焼津市は、国勢調査において2010年の143,112人をピークに
減少に転じ、2020年には136,057人まで落ち込んでおり、人口減少
問題が喫緊の課題である。こうした問題解決に向け、焼津市デジ
タル田園都市構想総合戦略では４つの基本目標（雇用、移住・定
住・交流、子育て、地域づくり）を掲げ、戦略的に地方創生に取
り組んでいる。当計画は、企業版ふるさと納税を有効活用し、焼
津市デジタル田園都市構想総合戦略に位置付けた官民連携による
地方創生関連事業の更なる推進を図るための計画である。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例
地域雇用開発助成金（地域雇用
開発コース）

776 静岡県 静岡県藤枝市
(大学とのまちづくり２．０)持
続可能な地域を拓く人づくり推
進事業

静岡県藤枝市の全域

知見と専門性を有した連携大学による藤枝市大学ネットワーク会
議が中心となって①人材を育成し、藤枝市産学官連携推進協議会
が②産業と人材を結び付け、そして結び付けた人材と産業が、藤
枝ＤＸセンターや藤枝市ＩＣＴコンソーシアムなどと連携して③
イノベーションを創出することで、“市内の中小企業を強化”
し、“新たな基幹産業を創造”することによって、地域に”しご
と“を生み出す流れを創り出す。

地方創生推進タイプ

777 静岡県 静岡県藤枝市
“食と農×健康・医療“で創る
新地域成長戦略

静岡県藤枝市の全域

本市の強みであり、世界的な成長分野でもある、“食と農×健
康・医療”を基軸とした新たな基幹産業・ビジネスを創出すると
ともに、産業クラスターを形成し、独自の商品やサービスを生み
出し、新たな市場を開拓することで、地域産業の高付加価値化、
高度人材の集積、関係・交流人口の拡大、所得水準の向上へ拡充
し、さらに、出生数の向上と健康寿命の延伸の達成へとつないで
いく。

地方創生推進タイプ

778 静岡県 静岡県藤枝市
藤枝市まち・ひと・しごと創生
推進計画

静岡県藤枝市の全域

人口減少に伴う諸問題を克服し、持続的に定住・交流人口の誘導
を進め、活力と持続力ある本市の創生を成し遂げるため、特に子
育て世代に訴求する「特徴ある教育」や「充実した子育て支援」
を実施し、子どもを産み育てたいまちとしての魅力発信とイメー
ジ定着を図るとともに、市民生活に直結する４Ｋ施策（健康、教
育、環境、危機管理）を重点的に進め、市民の定着と健康長寿を
促進する。また、長期的な人口減少に対応するため、ＩＣＴ等の
先端技術を活用したスマートで、多彩な拠点に魅力が集約したコ
ンパクトなまちを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



779 静岡県 静岡県袋井市
輝く”ふくろい”まち・ひと・
しごと創生推進計画

静岡県袋井市の全域

人口減少の克服や地域経済の活性化による地方創生を目的とし、
①人口の増加を下支えしている外国人市民との共生、②子育て世
代の定住推進策の強化や人生100年時代を見据えた地域づくりの一
層の推進、③Society5.0など新たな時代の流れを力にする地域や
産業の構築、④成熟社会における地方での暮らしの「豊かさ」を
実感する文化・芸術面等の充実強化などの課題に対応するため、
「教育」、「産業・就労」、「コミュニティ」をテーマとした分
野横断的な取組に挑戦し、「誰もが生涯暮らし続けられるまち」
を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

780 静岡県 静岡県下田市
下田市まち・ひと・しごと創生
推進計画

静岡県下田市の全域

第２期下田市まち・ひと・しごと創生総合戦略に掲げる基本目
標、「下田のプレゼンス向上のための観光づくり」、「下田の魅
力を活かした交流産業づくり」、「下田の未来につなげる人づく
り」、「下田に暮らし続けられる地域づくり」を本計画期間にお
ける基本目標として掲げ目標の達成を図り、定住人口の確保や働
く場の創出、地域で支え合う体制づくり、集落機能の維持、子育
て・教育環境の整備等、人口が減少しても安心して生活を営むこ
とができるまちづくりを進め、「下田の魅力を活かした世界に誇
る『ふるさとづくり』」の実現を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

781 静岡県 静岡県裾野市
裾野市まち・ひと・しごと創生
推進計画

静岡県裾野市の全域

当市は、東京から100km 圏内であり、交通利便性から産業集積が
進み、働く世代が多く、出生率は高く、高齢者も元気で、「世界
遺産 富士山」の裾野に街並みを形成する当市には、地方創生の担
い手にふさわしい魅力があふれている。そこで、地域の力を活か
すため、今回、裾野市まち・ひと・しごと創生推進計画を策定
し、地域成長を図る取り組みを推進していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

782 静岡県 静岡県湖西市
第２期湖西市まち・ひと・しご
と創生推進計画

静岡県湖西市の全域

湖西市では、2005年をピークに人口減少となっており、今後は少
子高齢化と生産年齢人口の減少が一層顕著になることが予想され
る、こうした人口構造の変化は、市の産業の衰退を招き、市政運
営に負の影響を及ぼすことが懸念される。このような課題を解決
するため、安全・安心かつ産業が充実したまちづくりにより移
住・定住を促進し、人口の社会増を目指す。併せて市民の結婚・
出産の希望を叶える環境をつくり自然増につなげ、持続可能なま
ちづくりを行う。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

783 静岡県 静岡県伊豆市
伊豆市まち・ひと・しごと創生
推進計画

静岡県伊豆市の全域

伊豆市では、平成21年６月に人口減少危機宣言を発令し、重点施
策として雇用の創出・所得の向上・定住の促進に取り組んできて
いるが、若い世代ほど「地域への愛着」や「ずっと住み続けた
い」と感じる割合が低く、人口が減り続けていることでマイナス
イメージを持つ市民も増えてきている。そのため、若い世代の
ニーズである「妊娠・出産、子育てへの支援」、「教育環境の充
実」、「移住・定住の促進」といった取組を更に支援・充実させ
るとともに、市政情報をわかりやすく見える化し、積極的な情報
発信やシティプロモーションを実施する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

784 静岡県 静岡県御前崎市
御前崎市まち・ひと・しごと創
生推進計画

静岡県御前崎市の全域

御前崎市の総人口は、国勢調査によると平成12（2000）年の
36,059人をピークに減少に転じており、出生数の減少や進学・結
婚等を機とした若者の市外への転出対策が重要な課題となってい
る。これらの課題に対応するため、若い世代の結婚・出産・子育
ての希望の実現を目指し、経済的な支援や体制の整備を実施する
とともに、移住・定住の促進及び関係人口の拡大を図り、安定し
た雇用の維持や女性の雇用機会の更なる創出など、魅力ある働く
場所づくりを通じて地方創生の取組を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

785 静岡県 静岡県菊川市
菊川市まち・ひと・しごと創生
推進計画

静岡県菊川市の全域

人口減少や少子高齢化が今後進むことにより、地域の担い手不足
や適正なコミュニティの維持が困難となり、地域における支え合
いや地域活動・活力の維持に課題が生じるほか、地域産業におけ
る人材不足が顕著となり、立地企業の域外への流出や、地域に根
付いた商工業の事業存続が危ぶまれる。これらの課題に対応する
ため、移動率を改善して出生率を高めるとともに、「まち」「ひ
と」「しごと」を好循環させ、人口減少の抑制と市の魅力向上に
つながる戦略・施策を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

786 静岡県 静岡県東伊豆町
関係人口の創出拡大と移住定住
の推進事業に関する地域再生計
画

静岡県東伊豆町の全域
「住む場所の確保」、「働く場所の確保」、「ベビーファースト
の町づくり」、「情報発信」「移住支援」、「郷土愛の醸成」の
６つの柱で若者の流出防止、移住（関係）人口を増やしていく。

地方創生推進タイプ

787 静岡県 静岡県賀茂郡東伊豆町
東伊豆町まち・ひと・しごと創
生推進計画

静岡県賀茂郡東伊豆町の全域

人口減少は、地域産業の担い手不足をもたらし、基幹産業である
観光産業の低迷、農地の荒廃、漁業等地域産業の技術継承など、
さまざまな産業活動に影響を及ぼし、地域経済の縮小を余儀なく
しているものと考えられる。これらの課題に対応するため、「し
ごとづくり」「結婚・出産・子育て」「人の流れ・まちづくり」
という３つの基本目標を掲げ、人口減少の克服と本町の創生を確
実に実現していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

788 静岡県 静岡県賀茂郡河津町
河津町まち・ひと・しごと創生
推進計画

静岡県賀茂郡河津町の全域

天城連山をはじめ、まちを取り巻く緑豊か山々、その山々から流
れ出る美しい清流、変化にとんだ海岸線など、優れた自然環境に
恵まれており、それらが織りなす風景は、四季折々の変化を見せ
ながら、居住する町民はもちろんのこと、県内外及び海外から訪
れる多くの観光客にも安らぎと潤いを与え続けている。また、ま
ちのイメージ・個性となっている河津桜をはじめとする花、温
泉、文学、歴史など、魅力あふれる資源にも恵まれている。これ
らの資源を活かし、「住みたい・来たいまち　河津」を将来像に
掲げ、様々な施策を行う。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

789 静岡県 静岡県田方郡函南町
函南町まち･ひと･しごと創生推
進計画

静岡県田方郡函南町の全域

人口減少や地方創生に向けた取り組みを加速していくために、各
地域と連携し、世界に誇れる文化遺産などの地域資源を効果的に
活用することにより関係人口の増加、観光産業の発展に結びつ
け、雇用、定住人口の増大を目指すとともに、若者が住みやす
く、子育てしやすい環境の充実を進め、「住んでよし・訪れてよ
し・函南町」の実現に向けたまちづくりを推進し地域の活性化を
図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

790 静岡県 静岡県駿東郡清水町
清水町まち・ひと・しごと創生
推進計画

静岡県駿東郡清水町の全域

「しごと」の創出が「ひと」を呼び込み、「ひと」が「しごと」
を呼び、その循環が「まち」をつくるという好循環を生み出すこ
とで人口減少の克服につなげるため、①出産・子育て、教育・医
療などの良好な環境を整え、県内外から町内への人口流入並びに
定住を促す。②地域の活力を高め、地域産業の活性化を図るた
め、「働く環境」を整備し、人口流入の基盤を整える。③清水町
ならではの魅力を高め、「清水町を積極的に選ぶ」流入人口を増
やし、町民一人ひとりの笑顔があふれ、いつまでも健康で活躍で
きる「笑街健幸」のまちを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



791 静岡県 静岡県駿東郡長泉町
長泉町まち・ひと・しごと創生
推進計画

静岡県駿東郡長泉町の全域

第５次長泉町総合計画に掲げる「みんなでつくる　輝きつづける
“ちょうどいい”まち」を目指すにあたり、人口減少対策や地方
創生に関する取り組みを集約し、総合的かつ計画的に推進するた
め、「安定した雇用を創出する」「新しい人のながれをつくる」
「若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる」「快適で安
心な暮らしをつくる」の４つの基本目標を掲げ取り組みを展開す
る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

792 静岡県 静岡県駿東郡小山町
小山町まち・ひと・しごと創生
推進計画

静岡県駿東郡小山町の全域

職場・生活・子育て環境等の充実、地域コミュニティの活性化、
持続可能なインフラ（道路・水道・公共交通など）の整備、防
災・防犯体制の確立など、総合的な町の魅力向上に努めることに
より、人口減少に歯止めをかけ、社会増・自然増を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

793 静岡県 静岡県榛原郡川根本町
川根本町まち・ひと・しごと創
生推進計画

静岡県榛原郡川根本町の全域

人口減少克服のため、「出生率の向上」、「社会移動に伴う人口
流出の抑制」、「人口流入の促進」の３点を重点として、地域の
活力を創生していくための施策に反映させ取り組む。
さらに、当町の特色ある地域資源を生かし、関係人口の創出や生
産性の向上などを推進することで持続可能な地域社会を実現して
いく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

794 静岡県 静岡県森町
森町まち・ひと・しごと創生推
進計画

静岡県森町の全域

森町の若い世代が安心して子どもを産み育てられるよう結婚・妊
娠・出産および仕事と子育ての両立支援等の充実を図ることで自
然増につなげる。また、移住・定住を促進するとともに、企業誘
致の推進と創業・起業支援を図ることでの安定した雇用の創出
や、誰もが安全・安心と住みよさを実感できるまちづくり等を通
じて、社会減を克服することを目標に「ひと」を育む事業や「魅
力」と「交流」をつくる事業等を実施する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

795 愛知県 愛知県
あいちの農山漁村で育まれた地
域資源である伝統野菜を活かし
た地域活力創出プロジェクト

愛知県の全域

本事業では、伝統野菜の認知度向上と販路拡大、担い手確保、技
術習得を進めることにより、地域資源の伝統野菜をブランディン
グし高付加価値化するとともに、生産者、消費者及び実需者があ
いちの伝統野菜の魅力を再発見することにより、担い手が将来に
わたって意欲的に農業に取り組める環境を創り上げ、新たな価値
を生み出し続ける産業へと発展させ、持続可能なまちづくりを創
造する。

地方創生推進タイプ

796 愛知県 愛知県
あいちデジタルヘルスプロジェ
クト

愛知県の全域

本事業では、「あいちデジタルヘルスコンソーシアム」が推進母
体となり、プロジェクトの基本計画（2023年9月中間案公表。2024
年3月策定予定）に基づき、当地域においてヘルスケア分野のイノ
ベーションエコシステムを形成し、ヘルスケア産業の振興と超高
齢社会の課題解決の両立を目指していく。

地方創生推進タイプ

797 愛知県 愛知県
あいちモビリティイノベーショ
ンプロジェクト

愛知県の全域

次世代の空モビリティであるドローン・空飛ぶクルマの早期社会
実装や、次世代の空モビリティと陸モビリティである自動運転車
が同時に安全に制御され、人やモノの移動が最適化された新しい
モビリティ社会を実現し、人の移動等の社会課題を解決するとと
もに、革新的ビジネスモデルを構築し、それを国内外に横展開す
ることで、空と陸の次世代モビリティの需要拡大を図る。また、
産業創出に向けた環境整備やサプライチェーン構築を進めること
で、雇用を創出するほか、次世代モビリティ産業を愛知県の基幹
産業としていく。

地方創生推進タイプ

798 愛知県 愛知県
愛知の産業を支える中小企業の
企業力強化プロジェクト

愛知県の全域

デジタルの進展等により経済環境が変化していく中でも、本県の
中小企業等が社会変化に対応できるよう総合的に支援することに
より、本県の成長力を支える中小企業等の持続可能な成長を実現
し、中小企業等の企業力を基盤とした、日本経済を牽引する国際
イノベーション都市づくりの実現を目指す。

地方創生推進タイプ

799 愛知県 愛知県
イノベーション創出による農林
水産業の生産力強化と需要拡大
に向けた人材育成事業

愛知県の全域

 本事業では、本県農林水産業の持続的な発展を実現するため「農
業イノベーションの創出」による生産力強化及び持続的な農業の
推進、並びに「輸出」・「地産地消」による県産農林水産物の需
要拡大を両軸として、次世代の農業を担い、地域産業の活性化に
貢献できる人材を育成する。

地方創生推進タイプ

800 愛知県 愛知県
スタートアップ・エコシステム
形成促進プロジェクト

愛知県の全域

 本県産業にインパクトを与えるディープテック系スタートアップ
を支援することにより、ユニコーン企業を創出するとともに、本
県のスタートアップ・エコシステムの根底を支える人材面を支援
することにより、スタートアップ・エコシステムの形成を加速さ
せることで、直面する地域産業経済構造の歴史的転換に対応し、
日本経済を牽引する国際イノベーション都市づくりを目指してい
く。

地方創生推進タイプ

801 愛知県 愛知県
スタートアップ等によるイノ
ベーション推進・競争力向上事
業

愛知県の全域

起業を志す人材の育成を行うことでアントレプレナー・スタート
アップの裾野を広げるとともに、世界トップレベルのアクセラ
レーター事業者によるスタートアップ育成プログラムの展開によ
り、次々とスタートアップを創出していく。また、コロナ禍によ
る需要低迷にあえぐ航空機産業を、地域一体となって、幅広い分
野の専門家集団の指導の下、集中的に改善を行う支援を実施す
る。

地方創生推進タイプ

802 愛知県 愛知県
「ツウ」な魅力発信による誘客
向上・地域活性化プロジェクト

愛知県の全域

「ツウ」な観光資源を組み合わせストーリー化することにより、
目的に合致した観光客が再訪したくなる環境ができるとともに、
ターゲットを絞った効果的な誘客が見込め、観光客増に寄与す
る。また、本県を代表する陶磁のうち既存コレクションである
「こま犬」を核としたイベントを開催し、「ツウ」な文化を発信
する。さらに、医療ツーリズムを健診を希望する外国人患者に
ターゲットを絞って誘客を図る。ジブリパークを目的とした客層
に対して、周遊観光を促進し、宿泊を伴う来県客増などを目指
す。

地方創生推進タイプ



803 愛知県 愛知県
先端技術を活用したモビリティ
社会実現プロジェクト

愛知県の全域

自動運転及びＭａａＳの実装を図り、より快適で効率的な社会交
通システムの構築が可能になるとともに、自動運転や、交通に係
る技術連携を行うことによる技術力向上により、本県の自動車産
業等の国際競争力向上が図られる。また、移動における効率的な
仕組みが整うことにより、混雑回避が可能になるなど、「新しい
生活様式」に対応した社会を実現することができる。

地方創生推進タイプ

804 愛知県 愛知県
未来技術を活用した新たな地域
社会創出プロジェクト

愛知県の全域

スーパーシティの取組を進めることにより、先端技術の導入が加
速度的に進むとともに競争力強化につながる。また、スーパーシ
ティ構想策定に併せて最先端技術の実証実験や民間事業者への導
入促進を図ることにより、無人化・省人化による労働力の確保な
どが推進されとともに、新型コロナウイルス感染症対策となる。
デジタル人材育成により、各分野で不足しているデジタル人材の
確保につながり、イノベーションが促進されるとともに、５G通信
の整備が進むことにより、ＩＴ・ＩＣＴ活用に向けた環境整備が
図られる。

地方創生推進タイプ

805 愛知県 愛知県
農業の生産現場におけるDX・GX
活用促進プロジェクト

愛知県の全域

産業県としての本県の強みを生かし、民間の技術力を活用し、潮
流を捉えた有機農作物の生産体系の構築や生産現場主導によるイ
ノベーションの創出により、高付加価値化や技術継承などの地域
課題解決や生産性の向上に寄与することで、本県の農林水産業が
持続可能に発展することを目指す。

地方創生推進タイプ

806 愛知県 愛知県
都市と地域のベストマッチング
による地域力向上プロジェクト

愛知県の全域

本事業では、東三河、三河山間地域、離島のそれぞれ地域の強み
とそれを必要とする都市のニーズを確実に把握することや、ター
ゲットが欲する情報を確実に届けることにより「都市と地域のベ
ストマッチング」を達成し、人を呼び寄せ、地域力を向上させ
る。

地方創生推進タイプ

807 愛知県 愛知県
野生鳥獣捕獲人材の確保・育成
拠点整備

愛知県の全域

狩猟免許所持者の減少・高齢化や担い手不足が全国な課題である
中、愛知県総合射撃場を野生鳥獣対策の情報発信拠点と位置付
け、銃猟を始め網・わな猟の狩猟に関する知識・法令・マナー等
を学べる場、実技研修を通じて捕獲技術の向上を図ることができ
る場を提供するとともに新規参入者に対するセミナーを開催する
など新たな捕獲の担い手の育成確保及び技術の向上に総合的に取
組むことができる新管理棟を整備する。

地方創生拠点整備タイプ

808 愛知県 愛知県
中長期を見据えたあいち人材確
保戦略

愛知県の全域

プロフェッショナル人材戦略拠点を設置し、配置したプロフェッ
ショナル人材戦略マネージャー等が、中小企業の経営課題を明確
化した上で、その課題を解決するデジタル人材等の人材ニーズの
発掘とマッチングをサポートする。また、地域金融機関等の関係
機関との連携により、訪問企業の発掘に繋げるとともに、「あい
ちUIJターン支援センター」等の他施策との連携を進め、本県への
UIJターン希望者とのマッチングの促進を図る。

地方創生推進タイプ

809 愛知県 愛知県
愛知県まち・ひと・しごと創生
（2023-2027）推進計画

愛知県の全域

人口減少にできる限り歯止めをかけるとともに、人口減少下でも
県内各地域が活力を維持し、すべての人が活躍でき、安心・快適 
に暮らせる社会を構築できるよう、「結婚・出産・子育て環境づ
くり」、「人の流れづくり」、「しごとづくり」、「魅力づく
り」、「暮らしの安心を支える環境づくり」、「活力ある地域づ
くり」、「県全体のデジタル化の推進」に資する取組を進め、地
方創生に全力を尽くす。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

810 愛知県 愛知県、愛知県名古屋市
外国企業誘致促進によるビジネ
スイノベーション加速化事業

愛知県の全域

愛知県、名古屋市及び地域の関連団体が連携し、当地域のイノ
ベーション創出に寄与する高度な人材・技術や豊富な資金を持つ
外国企業等の当地域への進出を促進するとともに、外国企業等と
地域の企業や大学・研究機関とのオープンイノベーションを促進
することで、当地域のイノベーション創出を加速し、当地域の経
済力や魅力向上を図る。

地方創生推進タイプ

811 愛知県

愛知県、愛知県豊橋市、愛知県
豊川市、愛知県蒲郡市、愛知県
新城市、愛知県田原市、愛知県
設楽町、愛知県東栄町、愛知県
豊根村

東三河スポーツツーリズム ブラ
ンド力強化プロジェクト

愛知県の全域

「東三河スポーツツーリズム」のブランド力を強化するため、東
三河の観光の重点資源である「食」、「花」、「炎」、「美・癒
し」、「歴史」といった資源とアウトドアスポーツを融合させ、
来訪者のターゲットに応じた誘客促進や、東三河周辺地域との多
様かつ広域的なネットワークの構築などにより、広域観光エリア
としての魅力を向上させ、「東三河スポーツツーリズム」のブラ
ンドイメージの確立を図る。

地方創生推進タイプ

812 愛知県 愛知県及び愛知県豊田市
「暮らし楽しむまちとよた」地
域交流計画

豊田市の全域

本計画は、都市部と山村部の交流促進や産業拠点間の交通円滑化
に向けた幹線道路ネットワークの強化及び幹線道路へ安全にアク
セスできる生活道路の整備、林業や木材関連産業の活性化に向け
た木材搬出量及び流通効率を向上する林道整備を行うものであ
る。これらにより、地域産業の競争力強化に資する道路ネット
ワークを構築すると共に「コンパクト＋ネットワーク」の地域構
造への転換を図ることで、都市部と山村部の市域全体としての魅
力を向上させ「暮らし楽しむまちとよた」を目指す。

地方創生道整備推進交付金

813 愛知県
愛知県、愛知県北設楽郡設楽
町、東栄町及び豊根村

木と農を未来へつなぐ奥三河活
性化計画

愛知県北設楽郡設楽町、東栄町
及び豊根村の全域

愛知県奥三河地域（北設楽郡3町村）は、区域の91.3％を森林が占
め、自然環境が豊かな地域であるが、過疎化や高齢化等により交
通条件や林業を取り巻く環境は厳しい状況にある。そこで、市町
村道、広域農道及び林道の一体的な整備を行うことにより、国
道、県道との連携による地域内交通ネットワークの整備・充実を
図り、森林整備を促進し、三河材の利用促進を図る。また、地域
内交通ネットワークの整備を進めることにより、市街地と山村地
域の活性化、各拠点へのアクセス向上、住民の生活サービスの向
上及び移住定住の促進を図る。

地方創生道整備推進交付金

814 愛知県 愛知県豊橋市
子どもから大人まで「人」を育
むまちづくり

愛知県豊橋市の全域

まちづくりの主役はまぎれもなく市民一人ひとりであり、「人」
であるという考えに基づき、子育て世帯の家事負担の軽減をアプ
リを活用して図るとともに、育児休業期間などのリスキリングを
含めた学びなおしの環境づくりに取り組むことでより一層の共働
きで子育てしやすいまち及び活力あふれる持続可能な産業のまち
を目指す。

地方創生推進タイプ



815 愛知県 愛知県豊橋市
多目的屋内施設を核とした笑顔
と活力に満ちたまちのにぎわい
創出プロジェクト

愛知県豊橋市の全域

市民が気軽にスポーツに親しむことができるスポーツ環境を整
え、まちのにぎわいの創出につなげるため、プロスポーツやコン
サート興行などが可能なメインアリーナをはじめ、サブアリー
ナ、武道場や弓道場など様々な機能を備えた多目的屋内施設を中
心市街地に整備する。本施設を活用し、市民の自発的な健康づく
りを促進するとともに、若い世代を惹きつける魅力的なコンテン
ツを発信することで、地域内外からの人の流れを創出し地域経済
の活性化及び人口の流出防止を図る。

地方創生拠点整備タイプ

816 愛知県 愛知県豊橋市
第２期豊橋市まち・ひと・しご
と創生推進計画

愛知県豊橋市の全域

本市の人口は、出生数の低迷や子どもを産む世代の減少から、既
に現在の人口を維持することが困難な状況で、今後、長期にわ
たって人口減少が続く見通しである。人口減少は、様々な要因が
関わりあう構造的な問題だと考えており、その対応に向けて危機
感を持ち、総力をあげて取り組まなければならない。こうした認
識のもと、地域の特性を最大限に生かしつつ、産業振興、保健・
医療、子育て・福祉、都市整備など幅広い分野において、横断的
かつ重点的に取り組むことにより、人口減少に歯止めをかけ一定
の人口規模を維持する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

817 愛知県 愛知県岡崎市
岡崎市まち・ひと・しごと創生
推進計画

愛知県岡崎市の全域

岡崎市では今後の人口変化をきっかけとして、多側面で大きな影
響が表れることが想定される。そのため岡崎市第７次総合計画の
総合政策指針では、人口ピークの上昇・先送りに主眼をおいて一
歩先の暮らしで三河を牽引する役割を目指すことを定めつつ、Ｓ
ＤＧｓ未来都市として自治体ＳＤＧｓ推進を掲げ、環境（ま
ち）、社会（ひと）、経済（しごと）、パートナーシップの４視
点から施策を定めている。これらの基本的な考え方に基づき、４
つの基本目標を設定し取組を進めていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

818 愛知県 愛知県一宮市
一宮市文化と伝統・まちなかの
Re-ブランディングによるエリア
の価値向上計画

愛知県一宮市の全域

本市の基幹産業であり世界有数の毛織物産地としてのブランド力
を持ちながら消費者への認知が不十分だった「尾州テキスタイ
ル」の新たなファン層の獲得と、令和4年度に開催された国際芸術
祭「あいち2022」の1会場となったことで高まりつつある「一宮市
×アート」のイメージを定着させることにより、ファッションと
アートによる新たな観光資源を掘り起こすとともに、地域の歴史
や文化を積極的に発信していくことで、若者や女性をターゲット
の中心とした関係人口の増加と、中心市街地への人の呼び込み、
活力の創出を目指す。

地方創生推進タイプ

819 愛知県 愛知県瀬戸市
瀬戸市まち・ひと・しごと創生
推進計画

愛知県瀬戸市の全域

本市は、持続可能な都市の実現を目指し、地域一体となった地方
創生の取組みを進めていくこが必要と認識している。
本市の人口は減少傾向であることから、持続可能な都市の実現を
目指すうえで、人口の確保を課題としており、特に若い世代を中
心とした人口を確保するため、中長期的な視点から地方創生に向
けた取組みの充実を図ることとし、安心して結婚・子育てができ
る仕組みの構築や、あらゆる人材が多様な働き方や活躍の場を選
択できる支援の仕組みづくりに積極的に取り組んでいく計画であ
る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

820 愛知県 愛知県半田市
半田市中心市街地活性化推進事
業

愛知県半田市の全域

人口減少社会において、本市の中心市街地を外部から人を呼び込
める来街・活動の目的となる場所としていくことを目指す。創業
希望者や新たな活動に取り組む意欲のある人々が集える場づくり
を行うとともに、中心市街地を拠点として活躍できる担い手づく
りを行う。また、本市の中心市街地内の回遊性を向上させるため
の環境整備や官民連携による体制構築を併せて進め、魅力的な中
心市街地の形成を図っていく。

地方創生推進タイプ

821 愛知県 愛知県半田市
農業起点の地域プラットフォー
ム創出による交流活性化事業

愛知県半田市の全域

本市では耕作放棄地の増加や農業者の高齢化が進行しており、農
業分野の衰退が懸念される。こうした問題の解決に向けて、本計
画では、農業マルシェの開催や地域プラットフォームの構築等の
取組を段階的に実施することにより、農家間ネットワークの形成
や農業と他産業とのつながりの強化を図る。これらを６次産業化
の推進や他産業との連携によるイノベーションの創出に発展させ
ていくことにより、農家及び農産物の価値向上や持続可能な農業
の形成、農業の地域資源化を目指す。

地方創生推進タイプ

822 愛知県 愛知県豊川市
豊川市まち・ひと・しごと創生
推進計画

愛知県豊川市の全域

未婚率を低減しつつ、出生率の向上を図る子育て施策などを強化
するとともに、雇用の場の創出、魅力的な住環境の形成などを図
りながら、移住・定住を促進する施策の強化を行うため、「基本
目標１　しごとづくり」、「基本目標２　ひとの流れづくり」、
「基本目標３　結婚・出産・子育ての希望をかなえ、誰もが活躍
できる地域社会づくり」、「基本目標４　安全で快適に暮らせる
まちづくり」の基本目標を掲げ、その達成を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

823 愛知県 愛知県津島市
官民連携による津島天王通り・
ウォーカブルストリートプロ
ジェクト

愛知県津島市の全域

名鉄津島駅界隈や天王通り商店街を中心とした周辺エリアを活性
化し、商店街への新規出店を促すとともに、市の魅力を積極的に
発信して来街者の増加を目指す。具体的な施策としては以下の７
点とする。「空き家・空き店舗・空き地利活用事業」、「空き
家・空き店舗リノベーション事業」、「賑わい創出事業」、「魅
力発信事業」、「ICT利活用事業」、「アンテナショップの開
設」、「空き家・空き地プラットフォームの設立」

地方創生推進タイプ

824 愛知県 愛知県津島市
津島市まち・ひと・しごと創生
推進計画

愛知県津島市の全域

地方創生のめざす将来に向け、結婚、出産、子育ての希望をかな
え、生活面の充実を図ることで人口減少を和らげるとともに、歴
史や文化、町並み等を生かした「暮らしやすさ」を追求し、地方
の魅力を育み、ひとが集う地域の形成を図る。また、地域ごとの
特性を生かして地域の外から稼ぐ力を高めるとともに、地域の外
から稼いだ資金を地域発のイノベーションや地域企業への投資に
つなげるなど、地域の隅々まで循環させることにより、地域経済
の強化を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

825 愛知県 愛知県刈谷市
第２期刈谷市まち・ひと・しご
と創生推進計画

愛知県刈谷市の全域

今後訪れる人口減少社会に対応するため、①若い世代や子育て世
代への支援、②魅力ある働く場の創出、③にぎわいの創出、④誰
もが活躍できる社会の形成、⑤安全に暮らし続けられる環境の整
備という５つの基本目標を掲げ、転出抑制による長期的な人口維
持を図るとともに、将来にわたり持続可能なまちづくりを実現す
る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

826 愛知県 愛知県安城市
公民連携による行政課題解決に
向けたイノベーション創出プロ
ジェクト

愛知県安城市の全域

多くの民間企業とつながるきっかけとなるために、共創パート
ナー制度を運用し、民間シーズを把握することにより公民連携に
よる行政課題解決を図る。また、まちの賑わい創出のため、活動
者の人材発掘や育成のため、ワークショップや社会実験を行う。
これらを実施することにより、複雑化・多様化している行政課題
に対し、公民連携により解決を図り、市民と共につくる持続可能
なまちの実現を推進する。

地方創生推進タイプ



827 愛知県 愛知県安城市
安城市デジタル田園都市国家構
想総合戦略推進計画

愛知県安城市の全域

本計画では、本市が直面する課題に対応し持続可能な社会を作っ
ていくために、①子どもを育む優しい「しくみ」をつくり、子ど
もを生み育てる希望が叶う環境づくりを進め、②子どもを育む確
かな「ちから」を蓄え、安定した経済基盤に支えられた豊かな暮
らしを守り、③子どもを育む安らぎの「ばしょ」を築き、生まれ
育った子どもがまちへの愛着を持ち、住みつづけたいと思うまち
づくりを進めていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

828 愛知県 愛知県西尾市
デジタルマーケティングによる
観光プロモーション再生計画

愛知県西尾市の全域

デジタルマーケティングにより、データや根拠に基づく的確な観
光プロモーションを行い、本市の魅力を国内外にＰＲすると同時
に、観光満足度を向上させるための受入環境整備を並行して行
い、リピーターの獲得と滞在時間の延伸、市内消費拡大を促す。
また、収集したデータを民間事業者へ提供し、利活用をサポート
することで、将来の担い手を育成し、効果的かつ効率的に稼ぐ力
を嵩上げさせる。
観光事業を起点に、産業振興や雇用の拡大に繋げ、女性の雇用支
援や定住人口の増加など、観光を起爆剤とする本市ならではの地
方創生を目指す。

地方創生推進タイプ

829 愛知県 愛知県西尾市
西尾市まち・ひと・しごと創生
推進計画

愛知県西尾市の全域

今後、人口減少や少子高齢化が進むことで、公共交通機関の縮小
や地域経済への影響、コミュニティの衰退等の課題が生じること
になる。
これらの課題に対応するため、「第２期西尾市西尾市まち・ひ
と・しごと創生総合戦略」を策定し、「まち」、「ひと」、「し
ごと」の３つの視点からそれぞれ基本目標を設定して、出生率の
向上や社会移動の改善等を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

830 愛知県 愛知県江南市 第６次江南市総合計画推進計画 愛知県江南市の全域

当市では、将来の少子高齢化・人口減少が見込まれており、人口
減少を抑制し、持続的なまちづくりを実現することが大きな課題
である。この課題解決に向け、第６次江南市総合計画において、
「地域の魅力を活かした機能的なまちづくり」、「子どもが生き
生き育つ環境づくり」、「生活を支える雇用・就労環境づく
り」、「安心・安全の地域づくり」、「常に改革を進める行政」
の５つの基本目標を掲げ、様々な施策からアプローチすることで
地方創生を推進し、当市の将来像である、「地域とつくる多様な
暮らしを選べる生活都市」を創りあげる。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

831 愛知県 愛知県稲沢市
稲沢市まち・ひと・しごと創生
推進計画

愛知県稲沢市の全域
概要、詳細は「第２期稲沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略」
のとおり。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

832 愛知県 愛知県東海市
東海市まち・ひと・しごと創生
推進計画

愛知県東海市の全域

若い世代の結婚・出産の希望をかなえ自然増を確保するととも
に、若い世代が転入する状況を今後も継続させると同時に、本市
に住み続けられるよう転出抑制策を図るため、取組の充実・強化
を図りながら、関係機関や企業等と連携し、積極的に取り組んで
いくにあたり、次の事項を基本目標として掲げる。「基本目標
（１）リニアインパクトを見据えた地域活性化・にぎわい創
出」、「基本目標（２）人づくり（人材育成）」、「・基本目標
（３）子育て支援・女性の活躍支援」及び「基本目標（４）健康
づくり・生きがいづくり」

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

833 愛知県 愛知県知多市
知多市まち・ひと・しごと創生
推進計画

愛知県知多市の全域

本市の人口減少は避けられないものとして受け止めた上で、第６
次知多市総合計画に包含する「知多市まち・ひと・しごと創生総
合戦略」の下で取り組む様々な対策により、人口減少の克服を図
る。あわせて、人口減少に転じたこの機を、人と人とのつながり
を強め、市民の暮らしの質を高めるチャンスと捉え、活発な市民
活動やお互いに助け合う温かい人柄などの「知多市らしさ」を活
かして、新しいまちづくりを進めていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

834 愛知県 愛知県高浜市
第２期高浜市まち・ひと・しご
と創生推進計画

愛知県高浜市の全域

高浜市は、輸送機器関連企業が集積する地域にあり、第2次産業へ
の就業者割合が50.0％（平成27年国勢調査結果）と日本一高く
「モノづくりで働くまち」として発展し、現在も人口が増加して
いるまちである。しかしながら本市の人口動態は景気動向に大き
く左右され、転入・転出による人口移動が多いなど、不安定な一
面もある。将来にわたり「暮らしの地」として選ばれ続けるた
め、いつまでも住み続けたいまちと思っていただけるような取組
みを展開し、転出抑制による長期的な人口維持を図っていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

835 愛知県 愛知県岩倉市
岩倉市まち・ひと・しごと創生
推進計画

愛知県岩倉市の全域

既に後期高齢者が前期高齢者数を上回るような状況もみられる
中、仮に政策的な対応がないままに推移した場合、本市の人口は
2020年の47,934人（あいちの人口　2020年４月１日現在（推計人
口））をピークに減少に向かい続けていくことが予測される。こ
うした厳しい状況に対し、本市が有する地理的・交通条件の優位
性を最大限に生かし、魅力と活力のある質の高い生活都市づく
り、子育て世代に選ばれ、住み続けたくなるまちづくりに向けた
各種施策・事業の政策的な推進により、人口の現状維持もしくは
微増を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

836 愛知県 愛知県豊明市
豊明市まち・ひと・しごと創生
推進計画

愛知県豊明市の全域

人口減少を抑制し、将来にわたって活力のある地域社会を維持す
るために「豊明市人口ビジョン・まちひと・しごと創生総合戦
略」に掲げた4つの基本目標に基づき、地方創生を進めていくた
め、次の事業を実施します。「しごと創生プロジェクト事業」、
「ひとが集うまち創生プロジェクト事業」、「子どもの学びと育
ち創生プロジェクト事業」、「暮らしの満足創生プロジェクト事
業」

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

837 愛知県 愛知県日進市
第２期日進市まち・ひと・しご
と創生推進計画

愛知県日進市の全域

本市は人口増加が続いているまちで、若い世代の流入も多く、１
５歳未満人口の割合も国や県と比べて高い水準である。しかし、
今後は人口の伸び率が鈍化することが予測され、２０４５年には
人口減に転ずる見込みとなっている。また、高齢者が今後も増加
していくことは本市においても例外ではなく、相対的に１５歳未
満人口や１５～６４歳人口の割合が低下していくことも懸念され
る課題である。このような課題に対処し、まちの永続的な発展に
向けた取組を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

838 愛知県 愛知県田原市
「日本一の花の産地だからでき
る、世界に誇れる花のまち」地
域活性化プロジェクト

愛知県田原市の全域

産出額日本一の「花き」という地域資源を活用し、民間事業者や
生産者、行政等が連携したプロモーションやイベント等の実施を
通してＰＲを戦略的に行うことで本市の認知度とブランド力の向
上を図る。また、それらの取り組みにより地域経済の活性化や雇
用を生み出し、シビックプライドの醸成につなげることで賑わい
の創出を図り「世界に誇れる花のまち」の実現を目指す。あわせ
て市内の花情報や観光情報等も発信することで、本市への誘客を
図り、観光・商業振興を行うことで更なる交流人口の拡大へとつ
なげる。

地方創生推進タイプ



839 愛知県 愛知県愛西市
愛西市まち・ひと・しごと創生
推進計画

愛知県愛西市の全域

若い世代を本市に呼び込み、定住を促進するための取組を進める
ことで、安定的な人口構造としていくことが目標として挙げられ
る。その為に、子育て支援施策等を推進することで自然減を抑制
していく取組、子育て世帯の転入促進と、雇用の創出等市内で働
ける環境の整備等で社会減を抑制し、社会増を促進する取組、市
の知名度を上げるための観光施策等の取組を行うことで、できる
限り人口減少に歯止めをかけ、活力ある、持続可能な地域づくり
を実現していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

840 愛知県 愛知県北名古屋市
北名古屋市まち・ひと・しごと
創生推進計画

愛知県北名古屋市の全域

北名古屋市デジタル田園都市構想総合戦略で掲げた４つの基本目
標である「北名古屋市の特性を活かした「しごと」をつくる」、
「北名古屋市の魅力で「新しい人の流れ・にぎわい」を生み出
す」、「北名古屋市の若い世代の「結婚・出産・子育て」の希望
をかなえる」、「北名古屋市の安心な暮らしを守り住み続けられ
る「まち」をつくる」に資する事業を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

841 愛知県 愛知県弥富市
第２期弥富市まち・ひと・しご
と創生推進計画

愛知県弥富市の全域

本市の人口は社会増ではあるものの自然減が続いており、2010年
をピークとして減少局面に入っている。また、急速な少子高齢化
が社会保障に係る将来の財政負担を増大させ、家計や企業の経済
活動に影響を与えるとともに、地域産業の担い手不足にもつなが
る。これらの課題に対応するため、新たな定住者を増やす取組を
推進しつつ、現在住んでいる市民の暮らしやすさを高め、”ひ
と”と”ひと”とが繋がることで安心感や賑わいを醸成するよう
な施策を展開することで、人口減少の克服と誰もが便利で快適に
暮らせる社会の実現を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

842 愛知県 愛知県みよし市
みよし市まち・ひと・しごと創
生推進計画

愛知県みよし市の全域

みよし市の地方創生総合戦略「第２期みよし市人口ビジョン及び
まち・ひと・しごと創生総合戦略」で定める３つの基本目標
（「安心して子育てできる環境をつくる事業」「暮らしたいと思
える環境をつくる事業」「誰もが健康に暮らせる環境をつくる事
業」）に資する事業を、応援税制に基づく企業からの寄付金を活
用しながら実施する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

843 愛知県 愛知県あま市
あま市まち・ひと・しごと創生
推進計画

愛知県あま市の全域

人口減少による市民生活や行財政運営などへの影響、社会・経済
情勢の変化、市民ニーズの多様化などの様々な課題に対応するた
め、企業版ふるさと納税を活用しながら次の４つの目標に重点的
に取り組むことにより、持続可能な魅力的なまちづくりを推進す
る。・人材としごとをつくり、安心して働けるまちをつくる、・
あま市への人の流れとつながりをつくる、・子育て世代の希望を
かなえるまちをつくる、・健康で安心に暮らせる、時代に合った
魅力的なまちをつくる

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

844 愛知県 愛知県丹羽郡大口町
大口町まち・ひと・しごと創生
推進計画

愛知県丹羽郡大口町の全域

本町の人口構造は、生産年齢人口が増加傾向にある一方で、年少
人口の減少、老年人口が増加することで両者の差は年々拡大して
いる。今後、少子高齢化が進むことで、地域における担い手不足
や地域コミュニティの衰退等、住民生活への様々な影響が懸念さ
れる。これらの課題に対応するため、本町で結婚・出産し、子育
て期を過ごし、愛着を持って定住してもらえるような施策を総合
的に進め、人口バランスを保ち、活力ある持続可能なまちを目指
す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

845 愛知県 愛知県大治町

新たな賑わいの場となる多機能
複合型交流拠点施設の整備～大
治町スポーツセンターリノベー
ション事業～

愛知県大治町の全域

本町の人口は順調に増加しているが、将来的には減少傾向となる
見込みである。「子どもの遊び場の不足と運動機能の低下」、
「交流拠点の不足」、「運動・健康に対する意識の希薄」を解消
し、更なる町の発展と人口増を目指すために、大治町スポーツセ
ンターをリノベーションする。「子どもの居場所施設」、「スタ
ジオ」、「カフェ・物産コーナー」を新たに整備し、スポーツセ
ンター全体を町の魅力的なシンボルとなる「多機能複合型交流施
設」となることを目指すものである。

地方創生拠点整備タイプ

846 愛知県 愛知県海部郡蟹江町
蟹江町まち・ひと・しごと創生
推進計画

愛知県海部郡蟹江町の全域

結婚・出産世代の転入促進、転出防止を図る取り組みを進めるこ
とで、安定的な人口構造としていくことが目標として掲げられ
る。そのため、子育て支援施策等を推進することで自然減を抑制
していく取組、子育て世帯の転入促進と、雇用の創出等町内で働
ける環境の整備等で社会減を抑制し、社会増を促進する取組、ま
た、地域防災力の向上を図り、住み続けられる安全・安心なまち
づくり等を進めることで人口減少・高齢化に対応する取組を進
め、出来る限り人口減少に歯止めをかけ、誰もが居場所と役割を
持ち活躍できるまちづくりを実現していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

847 愛知県 愛知県知多郡阿久比町
阿久比町まち・ひと・しごと創
生推進計画

愛知県知多郡阿久比町の全域

国の人口が減少傾向にある中で、本町の現在の人口を可能な限り
維持するとともに、将来の人口減少局面においても、減少幅を緩
やかなものにとどめ、地域活力を維持していくことが重要です。
将来的に人口減少局面を迎えた場合でも、交通利便性の良い魅力
ある快適な生活空間を有し、安心して子どもを産み育てることの
できる「住みよいまち」としての特性を伸ばすことで移住定住促
進を図り、人口対策として有効なものとします。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

848 愛知県 愛知県知多郡東浦町
東浦町まち・ひと・しごと創生
推進計画

愛知県知多郡東浦町の全域

本町の人口は、出生数の減少や転出超過により、2010年以降減少
傾向が続いている。この課題に対応するために、結婚・出産・子
育ての切れ目ない支援によって、子どもを産み育てやすいと感じ
られる環境づくりを進め、人口の自然増につなげる。また、緑豊
かな住環境、公共交通の充実による利便性の高い生活環境など、
本町の住みやすさを高めることにより、人口の社会減を抑制す
る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

849 愛知県 愛知県知多郡美浜町
美浜町まち・ひと・しごと創生
推進計画

愛知県知多郡美浜町の全域

若い世代の流出を防ぐ子育て環境の整備に取り組み、自然環境や
コミュニティなども活用しながら、「ひと・まち・自然、健康に
輝くまち みはま」の実現のため、だれ一人取り残すことなく、
『ひと』も『まち』も『自然』も健康で、だれもが生涯を通して
活躍できるまちを目指し、『自然との共生+心』の精神で、豊かな
自然と調和した持続可能なまちづくりに取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

850 愛知県 愛知県知多郡武豊町
武豊町まち・ひと・しごと創生
推進計画

愛知県知多郡武豊町の全域

本町の人口は今後減少に転じることが見込まれていることから、
若い世代や子育て世代の方の転入促進と転出抑制、子育てしやす
い環境づくりを推進する。併せて人材確保や雇用の安定化などに
よる地域経済の活性化を目指す。また、脱炭素社会の実現に向け
た取組、多様な主体との連携や健康・生涯活躍を意識した持続可
能なまちづくりを目指す。
①若者や子育て世代に選ばれるまちになる事業
②人を引き寄せ、地域経済を活性化させる事業
③次世代を育て、持続可能なまちをつくる事業

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



851 愛知県 愛知県額田郡幸田町
幸田町まち・ひと・しごと創生
推進計画

愛知県額田郡幸田町の全域

総人口は依然増加傾向にあるが、都市部に比べ移動制約が多く雇
用の場が少ない集落地においては、過疎化や高齢化の進行により
地域の活力やコミュニティが失われつつあり、また、これに伴う
耕作放棄地の増加や里山環境の荒廃などが懸念されている。こう
した課題を解決するために、第２期幸田町まち・ひと・しごと総
合戦略に掲げる４つの基本目標と２つの横断的な目標に基づく施
策を推進することにより、人口増加維持と町民参加のまちづくり
を進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

852 愛知県 愛知県北設楽郡設楽町
設楽町まち・ひと・しごと創生
推進計画

愛知県北設楽郡設楽町の全域

少子高齢化の進展に伴う人口減少が進展することにより、労働力
人口の減少や消費の縮小など地域産業への影響や、地域コミュニ
ティの担い手不足、住民生活の利便性及びまちの魅力の低下など
多くの側面に影響を及ぼすことが課題となっている。こうした課
題を解決するためには、根幹に位置する人口減少問題に正面から
取り組む必要がある。そこで、移住者の確保や今住んでいる方へ
の定住対策を行うことにより、人口の減少を緩やかに留め、持続
可能なまちを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

853 三重県 三重県
三重県企業拠点強化（本社機能
移転等）促進プロジェクト

三重県の全域

三重県の全市町に地方活力向上地域（本社機能移転等促進区域）
を設定し、国によるオフィス減税や雇用促進税制などの特例措置
とともに、県及び市町が独自に実施する設備投資や事業環境向上
に対する支援策により、企業の本県への本社機能移転及び県内企
業の本社機能の拡充を促進し、地域経済の活性化、雇用機会の創
出等を図る。

地方における本社機能の拠点の
強化を行う事業者に対する特例

854 三重県 三重県 みえ元気プラン推進計画 三重県の全域

「安全・安心の確保」「活力ある産業・地域づくり」「共生社会
の実現」「未来を拓くひとづくり」の４つを基本方向に掲げ、人
口減少に関する課題にさまざまな施策を分野横断的に活用し、一
体的に取り組むことで、課題解決を図るとともに、地域の自立的
かつ持続的な活性化を実現する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

855 三重県
三重県熊野市、三重県尾鷲市、
三重県紀北町、三重県御浜町、
三重県紀宝町、三重県

観光ＤＸでかがやく、観光地域
づくり計画

三重県尾鷲市、熊野市、紀北
町、御浜町、紀宝町の全域

旅行者の観光に対する価値観は多様化する一方で、東紀州地域に
おいては人口減少等による担い手不足や自立途中のマーケティン
グなど課題も多く、多様化するニーズに対応できず、観光消費額
の拡大に至っていない。これら課題に対応するため、QRコードを
活用した映像・音声ガイドの整備など「DXを活用した新たな観光
のカタチづくり事業」や、エリア全域を案内できる高付加価値有
償ガイドの育成など「持続的なヒトづくりに向けた観光ガイド整
備事業」を一体的に実施し、観光資源の魅力向上等を図り、観光
消費額の拡大を目指すものである。

地方創生推進タイプ

856 三重県 三重県四日市市
四日市市まち・ひと・しごと創
生推進計画

三重県四日市市の全域

当市の人口は、平成20年をピークに減少基調で推移しており、今
後の人口減少や少子高齢化による人口構成の変化が市民の日常生
活や経済に影響を及ぼすことが想定されている。これらの課題に
対し、「しごと」が「ひと」を呼び、「ひと」がさらなる「しご
と」を創出する好循環を生み出すとともに、その好循環を支える
「まち」に活力があふれ、個性や魅力がキラリと光る本市の地方
創生を実現することが重要であり、４つの基本目標を設定し、目
標達成のために地方創生につながる取組を総合計画の推進計画に
も位置付け、事業実施に取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

857 三重県 三重県伊勢市
伊勢市まち・ひと・しごと創生
推進計画

三重県伊勢市の全域
人口減少を抑え、地方創生を推進していくために、本計画を策定
し、「第２期伊勢市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づく
地方創生に資する事業を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

858 三重県 三重県鈴鹿市
第２期鈴鹿市まち・ひと・しご
と創生推進計画

三重県鈴鹿市の全域

鈴鹿市総合計画2031（地方版総合戦略）の6つのビジョン「子ども
が輝き　人と文化を育むまち」、「健やかに　いきいきと暮らせ
るまち」、「生命と財産を守り抜ける　安全・安心のまち」、
「自然と調和し　快適な都市環境を未来へつなぐまち」、「持続
可能な産業の発展と　にぎわいや交流が生まれるまち」及び「み
んなで支える　自分らしく生きるまち」で示した方向性に基づ
き、持続可能なまちづくりを進め，鈴鹿市総合計画2031が掲げる
将来都市像「ひとがつながり　DXで未来を拓く　最高に住みやす
いまち鈴鹿」の実現を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

859 三重県 三重県尾鷲市
デジタル技術を活用した市内企
業の活性化及び魅力発信計画

三重県尾鷲市の全域

尾鷲市では、少子高齢化や人口減少により、労働力の減少や産業
の衰退が課題となっている。また、若年層の転出等によりデジタ
ル技術を活用する人材が少なく、企業活動や地域の魅力発信につ
いてデジタル技術の導入が遅れていることも課題である。この計
画は、これらの課題を解決するため、「市内企業の活性化」、
「市内企業のⅮⅩ推進支援」、「デジタル技術活用魅力発信」に
係る事業を実施し、地持続可能な地域経済の活性化に繋げ、「生
産性が高く稼ぐまち」の実現を目指すものである

地方創生推進タイプ

860 三重県 三重県尾鷲市
第２期尾鷲市まち・ひと・しご
と創生推進計画

三重県尾鷲市の全域

人口減少が進むなか、「第７次尾鷲市総合計画」におけるまちの
将来像「住みたいまち　住み続けたいまち　おわせ」を実現する
ためには、誰もが住みよい環境の確保と地域の自立的かつ持続的
な活性化を図る地方創生を推進していく必要があり、様々な事業
を展開しているところである。その中でも特に、温室効果ガス排
出量を実質ゼロにする「ゼロカーボンシティ尾鷲」の実現や、中
部電力尾鷲三田火力発電所の広大な跡地を活用した「おわせＳＥ
Ａモデル構想」の実現による集客交流人口の拡大、雇用の創出に
よる地域の活性化を目指してる。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

861 三重県
三重県紀宝町、三重県尾鷲市、
三重県熊野市、三重県紀北町、
三重県御浜町

持続可能な地域を育む人材育成
計画

三重県尾鷲市、熊野市、紀北
町、御浜町、紀宝町の全域

子どもだけでなく様々な年代が、東紀州５市町（尾鷲市、熊野
市、紀北町、御浜町、紀宝町）の財産である地場産業や文化を含
めた様々な学びの機会を官民協働で支援する仕組みづくり、環境
整備と充実化に取組み、併せて若者や移住者が働く上での受け皿
である地場産業の強化を行い、地元を深く知ってもらい、地元を
愛していただくことで、地元に帰ってきたい、この地域に住みた
い方を増やすことで、地元を愛し地元に根付く人材育成を目指事
業である。

地方創生推進タイプ

862 三重県 三重県亀山市
第２期亀山市まち・ひと・しご
と創生推進計画

三重県亀山市の全域

2060年の総人口50,000人の確保に向け、企業版ふるさと納税を活
用し、第２期亀山市まち・ひと・しごと創生総合戦略に掲げる
「➀活力ある働く場をつくる事業」「➁亀山へのひとの流れとつ
ながりをつくる事業」「➂出産・子育てを支え、未来を担うひと
を育てる事業」「➃魅力や価値を高め、選ばれるまちをつくる事
業」の４つの基本目標に基づく取組を進め、持続可能性を保ち、
住み、働くことのできる、くらしたいまちとして選ばれる都市を
目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



863 三重県 三重県熊野市
熊野市まち・ひと・しごと創生
推進計画

三重県熊野市の全域

人口減少の課題に対応するため、①地域における安定した雇用を
創出するための人口流出抑制対策、②移住の促進など地方への新
しい人の流れをつくる人口流入増加対策、③若い世代の結婚・出
産・子育ての希望をかなえる人口増加対策を行う。
また、④女性及び元気な高齢者の活躍に結び付く取組や⑤外部人
材、ＵＩＪターン者の積極的な受入などを行うことで、人口の自
然減及び社会減に歯止めをかけるための人口減少対策を促進す
る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

864 三重県 三重県いなべ市
にぎわいの森を核としたサス
ティナブル観光振興

三重県いなべ市の全域

自然の価値を創造し、地域の人材育成をはじめ、にぎわいの森を
核に山間部をはじめとする自然豊かな山辺における新商品の開発
や自然体験メニュー等の構築・旅行商品の造成から販路確立まで
のビジネスモデルを確立し、消費の拡大と滞在時間の増加を図
る。具体には、「統一コンセプトを共有するための研修会」や
「地域の資源を活用した商品開発」、「開発商品の実証実験・検
証」、「販路開拓」等を実施し、市内外にＰＲし、シビックプラ
イドの醸成や販路拡大による産業振興、インバウンドも含めた消
費の拡大と観光交流人口の増加を目指す。

地方創生推進タイプ

865 三重県 三重県いなべ市
住んでい～な！来てい～な！活
力創生のまち いなべ推進事業

三重県いなべ市の全域

妊娠、出産、子育ての切れ目のない支援や、地域ぐるみでの子育
て支援を充実し、子どもを産み育てやすい環境づくりを進め、子
育て世代に選ばれるまちづくりを進めます。
また、人口減少が進む中で地域での支え合いの仕組みづくりや、
防災・防犯対策の推進により、安全・安心で住み続けたいまちづ
くりを進め、市民が主役の個性輝くまちづくりを行います。更
に、どんなときでも安心して医療サービスやケアが受けることが
できる環境を確保し、若者から高齢者の全ての市民が活躍できる
機会の充実を図ります。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

866 三重県 三重県志摩市
若年層の定住を促進するしごと
創造プロジェクト

三重県志摩市の全域

若年層や移住者の創業を応援し創業者コミュニティを形成する取
組や、地元企業の魅力発信と若年層の地元就職の促進、市内企業
のデジタル化と企業誘致を促進する取組を有機的かつ段階的に推
進することで、活躍の場を求める就職時期を控えた学生をはじ
め、市内での就業を希望する若年層、創業を検討している移住者
など様々なプレーヤーを取り込み、人材不足の解消や若年層の市
内労働人口増加につなげ、地域経済の活性化を図るとともに、多
様な人材が活躍できる地域づくりと人口構造の転換を目指す。

地方創生推進タイプ

867 三重県 三重県志摩市
デジタル技術を活用した持続可
能な地域公共交通ネットワーク
構築事業計画

三重県志摩市の全域

志摩市内を運行する路線バスや鉄道、航路などの既存公共交通を
最大限に活用することを前提に、デマンドを想定した人工システ
ムなどの最新デジタル技術を活用して、既存公共交通の駅や停留
所、商業施設や医療機関への移動を可能とし、公共交通空白地を
無くすための、新しい地域公共交通ネットワークを構築する。旧
５町の合併により誕生した志摩市の地域特性への対応、及び地域
間移動に不可欠な幹線交通の維持を図るため、市内の生活圏ごと
にエリアを分け、各エリアにおいて段階的な実証を行い、持続可
能な社会実装に繋げていく。

地方創生推進タイプ

868 三重県 三重県志摩市
第３期志摩市創生総合戦略推進
計画

三重県志摩市の全域

将来にわたってまちの活力を維持し、持続可能なものとするた
め、志摩市総合戦略の基本目標に沿った自然減・社会減の両面か
らの総合的な人口減少対策を進め、地域にあるさまざまな資源を
磨き上げて活用することで、地域に人々を呼び込むとともに、若
い世代の希望が叶い、安心して暮らし続けられるまちづくりを一
体的に進め、本市の地域ビジョン「住む人支え 来る人迎える 豊
かな里と海のまち」の実現をめざす。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

869 三重県 三重県伊賀市
伊賀市まち・ひと・しごと創生
推進計画

三重県伊賀市の全域

本市の人口減少に歯止めをかけ、将来にわたって活力ある社会を
維持していくために、「しごと」の創出と「ひと」の定住・流入
の好循環が生まれる「まち」づくりを実現し、ライフシーン、ラ
イフステージごとの切れ目ない支援と戦略的なシティプロモー
ションを推進し、交流人口の増加や移住の促進を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

870 三重県 三重県員弁郡東員町
東員町まち・ひと・しごと創生
推進計画

三重県員弁郡東員町の全域

東員町の最上位計画である「第６次東員町総合計画」には、一人
ひとりの活躍がこれからの東員町を創ることから、小さなことか
ら大きなことまで、そんな活躍を「おみごと！」と表現し、健康
活躍のまち東員町「おみごと！があふれる町へ」を将来像として
掲げている。
これを基に、町民の結婚・出産・子育てなどの希望の実現を図
り、自然減に歯止めをかけ、進学や就職時に町外に転出した若者
が、生まれ育った本町に帰ってきたくなる。
また、生涯の居住地として選択してもらうことで新たな住民を迎
えることにより社会増を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

871 三重県 三重県三重郡菰野町
菰野町まち・ひと・しごと創生
推進計画

三重県三重郡菰野町の全域

当町の人口は、平成30年をピークに減少傾向にあり、少子高齢化
などの影響により今後も減少していくことが想定される。人口減
少がもたらす影響は、労働力人口の減少や消費市場の規模縮小に
起因する地域経済の縮小をはじめ、税収の減少による公共サービ
スの低下などの面で負の影響を及ぼす。これら課題に対応するた
め、行政のみならず住民や企業などが主体的かつ自立的に活動を
展開することを通じて、「しごと」と「ひと」の好循環を確立
し、将来にわたって活力を維持できる持続可能なまちづくりに向
けた地方創生につながる取組みを行う。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

872 三重県 三重県三重郡朝日町
朝日町まち・ひと・しごと創生
推進計画

三重県三重郡朝日町の全域

朝日町まち・ひと・しごと創生推進計画として、今後も町の活力
を維持するために、子育て支援や教育の充実など子どもを産み、
育てやすい環境づくりをはじめ、産業振興と働きやすい環境づく
り、東海道をはじめとした地域資源を活用した賑わいのあるまち
づくり、暮らしやすい生活環境基盤の整備、安全・安心への対応
など多様な施策を展開し、合計特殊出生率の維持・向上と人口流
入の維持、社会減の抑制を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

873 三重県 三重県三重郡川越町
川越町まち・ひと・しごと創生
推進計画

三重県三重郡川越町の全域

川越町まち・ひと・しごと創生総合戦略（第２期）では、町総合
計画のまちの将来である「つながる笑顔　ず～～～っと暮らした
い町　かわごえ」を実現するため、基本目標として①安心して結
婚・子育てができる環境づくり②未来を担うひとをつくる③若い
世代が働き・住みたいまちをつくる④安全・安心な暮らしをつく
るを掲げ、安心して結婚・妊娠・出産・子育てができる環境を整
えるとともに、既存企業の持続的な発展支援の強化と地域産業の
活力を維持・強化し、新たな事業・サービスの創出を図ることに
より、人口の維持を目指すものである。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

874 三重県 三重県多気郡明和町
第２期明和町まち・ひと・しご
と創生推進計画

三重県多気郡明和町の全域

明和町まち・ひと・しごと創生推進計画として、①就業の場の創
出・確保（産業振興・企業誘致）、②人を惹きつける魅力の発信
（観光・広域・住みやすさ）、③安心して暮らせる施策の充実
（結婚・子育て・教育・健康）、④安心安全な生活環境の確保
（防災・環境・住宅）の４つの基本目標を定め、町民の結婚・妊
娠・出産・子育ての一貫した取り組みや住宅施策なども含めた移
住定住・交流人口の拡大、安定した雇用創出のための産業・観光
等の振興策を推進することにより、人口の維持を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



875 三重県 三重県多気郡大台町
大台町まち・ひと・しごと創生
推進計画

三重県多気郡大台町の全域

ユネスコエコパークに認定されている本町の豊かな地域資源の活
用などによる魅力あるしごと創り、恵まれた環境を活かした子育
て支援、豊かな自然、観光資源の活用による観光誘客及び関係人
口の創出、人口減少は避けられない当町の将来像を見据えた地域
づくりにより、自然との共生を図る取組を推進します。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

876 三重県 三重県度会郡玉城町
玉城町まち・ひと・しごと創生
推進計画

三重県度会郡玉城町の全域

本事業は、町民の結婚・妊娠・出産・子育ての希望の実現を図り
自然増につなげる。また、移住を促進するとともに、安定した雇
用の創出や地域を守り活性化するまちづくり等を通じて、社会減
に歯止めをかけるために、地域産品の付加価値の向上と多様な就
業機会の拡大推進、まちへの愛着を高め、定住人口・関係人口を
増やす、結婚・出産・子育ての希望をかなえ、玉城で子育てする
人を増やす、安心して元気に暮らせるまちをつくる、以上の目標
を掲げ事業を実施する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

877 三重県 三重県度会郡度会町
度会町まち・ひと・しごと創生
推進計画

三重県度会郡度会町の全域

人口減少と少子高齢化の進行に伴う課題に対応するため、住民の
結婚・妊娠・出産・子育ての希望の実現を図り出生数の増加につ
なげる。また、移住を促進するとともに、安定した雇用の創出や
魅力あふれたまちづくりを通して、社会減の抑制を図り、人口減
少の影響を軽減することに努める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

878 三重県 三重県度会郡南伊勢町
南伊勢町地方創生総合戦略推進
計画

三重県度会郡南伊勢町の全域

南伊勢町の人口は1960年の32,070人をピークに2022年には11,330
人まで落ち込んでおり社人研推計では2045年には総人口が3,894人
となる見込みである。今後も人口減少や少子高齢化による影響が
懸念されることから、子どもたちの健やかな育ちと子育て世代を
町ぐるみで全力で応援する「子育て応援日本一のまち」の実現を
図り自然増につなげる。また、定住・移住を促進するとともに、
働きやすく稼げる活力ある産業・経済の創出や命と生活を守る安
全安心のまちの実現を通じて社会減に歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

879 三重県 三重県北牟婁郡紀北町
第２期紀北町まち・ひと・しご
と創生推進計画

三重県北牟婁郡紀北町の全域

人口減少・高齢化の進行、地域産業を取り巻く状況が厳しさを増
す中、地域経済の活性化、転出抑制と出生率の向上を図り「ま
ち・ひと・しごとの創生と好循環をの確立」を目指すため、企業
版ふるさと納税を活用し、紀北町第2期まち・ひと・しごと創生総
合戦略で定める4つの基本目標、『「安全」のまちづくり』、
『「健康」のまちづくり』、『「活力」のまちづくり』、『「学
び」のまちづくり』沿った事業を実施し、将来にわたって暮らし
やすく、住み続けたいと思わまれるまちづくりを推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

880 三重県 三重県南牟婁郡紀宝町
紀宝町まち・ひと・しごと創生
推進計画

三重県南牟婁郡紀宝町の全域

人口減少や少子高齢化等の課題に対応するため、町民の結婚・妊
娠・出産・子育ての希望の実現を図り、併せて雇用の創出、地域
産業の魅力向上に努め、移住を促進し、「紀宝町で子どもを産み
育てたい」「紀宝町に住みたい」と思っていただけるようなまち
づくりについて、次の事項を本計画期間における基本目標として
掲げ目標の達成を図る。「基本目標１安心して子どもを産み、育
てられる「紀宝」」、「基本目標２だれもが働きやすい「紀
宝」」、「基本目標３誰もが働きやすい「紀宝」」、「基本目標
４交流で賑わいあふれる「紀宝」」

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

881 滋賀県 滋賀県
SHIGA Smart Factory推進プロ
ジェクト

滋賀県の全域

本県産業の中核となる中小製造企業が、ビヨンドコロナにおける
国際的な競争力を確保し、海外企業も視野に入れた取引先の新規
開拓を行うため、課題となっている生産性の向上やグリーン化に
向けて、技術開発やデジタル人材育成の支援等を行うことで高効
率なスマートファクトリー化を推進するとともに、オープンイノ
ベーションなどによる新たな受発注先の獲得支援等を行うこと
で、稼ぐ力、働く力を強化し、地域経済全体の活性化を牽引す
る。

地方創生推進タイプ

882 滋賀県 滋賀県
滋賀の地域資源の発掘・保存・
磨き上げ・活用サイクル化プロ
ジェクト

滋賀県の全域

文化・スポーツ、自然など有形・無形の地域資源が人々の心の支
えや明日への活力となることがコロナ禍の中再確認され、また、
コロナ禍が沈静化しつつある今、地域資源を活かした観光が盛ん
に展開されていて、地域資源が人々を惹きつける力も再認識され
ていることから、地域住民の誰もが地域資源のもたらす効用を享
受し、また、地域資源を活用した地域の活性化を進めることで、
地方創生を効果的に進めていく。

地方創生推進タイプ

883 滋賀県 滋賀県
子どもから選ばれる地域産業プ
ロジェクト

滋賀県の全域

地域産業から教育事業へのアプローチに取り組むことで、地域産
業における若年層の担い手確保、滋賀への定住化を図る。また、
地域に根差したコンサルタントの育成、産業全体でIT・DX化に取
組み、地域産業者の経営基盤の改善・強化を図る。

地方創生推進タイプ

884 滋賀県 滋賀県
環境と経済・社会活動を両立す
る地域循環経済創生プロジェク
ト

滋賀県の全域

水環境技術に係る研究成果等の実用化、本県の水環境技術のブラ
ンド力向上および海外展開に関するノウハウの水平展開等を進め
るとともに、琵琶湖固有の生態系等に関する最新の研究成果を活
用したエコツアーの開発および実施に向けて取り組むことによ
り、環境保全と地域経済の活性化を両立する本県の環境ビジネス
の更なる発展を図る。

地方創生推進タイプ

885 滋賀県 滋賀県
滋賀の農業・水産業「人材活
躍」プロジェクト

滋賀県の全域

本県農業・水産業における中核的な担い手が確保・育成され、農
業・水産業がより魅力ある産業となるとともに、世界農業遺産に
認定された「琵琶湖システム」に関わる「人のすそ野」が拡大す
ることで、持続可能な本県農業・水産業が次世代に引き継がれる
姿を目指す。

地方創生推進タイプ

886 滋賀県 滋賀県
滋賀県プロフェッショナル人材
戦略拠点運営事業

滋賀県の全域

「滋賀県プロフェッショナル人材戦略拠点」の運営を通じ、県内
企業の潜在的可能性の掘り起こしを行い、プロフェッショナル人
材の活用を通じた経営課題解決や事業革新を実現することで、地
域資源を生かした「しごと」を創出するとともに、滋賀県への
「ひと」の還流を確かなものとし、地域活性化へつなげる。

地方創生推進タイプ



887 滋賀県 滋賀県

製造業のスタートアップとイノ
ベーションを促進する、「企業
に寄り添うパートナーシップ型
工業技術センター」整備事業

滋賀県の全域

滋賀県が、研究開発型ベンチャー企業・第二創業を誕生させる国
内有数の拠点となることを目指し、レンタルラボや試作用設備を
揃え創業支援を行うオープンイノベーションセンターを整備す
る。独自の強みを持ったベンチャー等が、本県産業を支える新た
な柱となることで、産業構造をより強固にするとともに、ベン
チャー等の成長によって、若年世代を受け入れる雇用機会を創出
し、地域産業の活性化を果たす。

地方創生拠点整備タイプ

888 滋賀県 滋賀県
滋賀県本社機能移転促進プロ
ジェクト

滋賀県の全域

滋賀県は近畿・中部・北陸圏の３つの経済圏の結節点という地域
で、全国有数のモノづくり県として発展してきたが、今後、首都
圏や近畿圏からの本社機能を有する企業の誘致や県内企業の機能
拡充を促すため、地方活力向上地域（本社機能移転等促進区域）
を設定し、企業の立地環境の整備や支援制度の充実を図ることに
より、本県での産業集積を拡充させ、雇用機会の創出等を図るこ
とを目的とする。

地方における本社機能の拠点の
強化を行う事業者に対する特例

889 滋賀県 滋賀県
みんなで描き、ともに創る「健
康しが」計画

滋賀県の全域

本県の人口も2013年をピークに、近年は人口減少に転じており、
今後、地域コミュニティの弱体化、消費の減少による経済活力の
低下、公共施設や社会インフラの維持が困難になるなど様々な面
で課題が生ずると考えられる。これらの課題に対応するため、若
い世代の結婚、出産、子育てや就学・就労の希望をかなえ、合計
特殊出生率が、2060年までに国民希望出生率とされる1.6程度まで
向上させる。また、大都市圏からの（若い世代を中心に）転入者
を増やすこと等により、県全体の社会増減が2025年にプラスとな
るよう取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

890 滋賀県

滋賀県、滋賀県大津市、滋賀県
草津市、滋賀県守山市、滋賀県
野洲市、滋賀県米原市、滋賀県
日野町

健康でエコなマイクロツーリズ
ム推進プロジェクト

滋賀県の全域

健康でエコなマイクロツーリズム（サイクルツーリズム）を推進
することにより、「ビワイチ」、「ビワイチ・プラス」の取組を
着実に進め、本県の観光振興および活力ある地域づくりにつなげ
る。

地方創生推進タイプ

891 滋賀県

滋賀県、滋賀県長浜市、滋賀県
大津市、滋賀県近江八幡市、滋
賀県高島市、滋賀県米原市、滋
賀県日野町、滋賀県愛荘町

地域資源を活かした多様な人材
による共創型課題解決プロジェ
クト

滋賀県の全域

移住者や兼業・副業人材等、地域内外の多様な主体と連携し、地
域課題を持続的に解決できる仕組み（エコシステム）を創出する
ことで、地域の魅力化、活性化を図るとともに、地域内外の人々
や団体が滋賀に関心を持ち、関わるきっかけや受け皿を作り出
す。

地方創生推進タイプ

892 滋賀県 滋賀県彦根市
彦根市まち・ひと・しごと創生
推進計画

滋賀県彦根市の全域

人口減少社会への対応を進めるとともに、地方創生をより一層推
進していくために、地域再生計画「彦根市まち・ひと・しごと創
生推進計画」を策定し、第2期彦根市まち・ひと・しごと創生総合
戦略に基づく地方創生関連事業に対し、まち・ひと・しごと創生
寄附活用事業に関連する寄附を行った法人に対する特例(企業版ふ
るさと納税)を活用できるようにするもの。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例
地域雇用開発助成金（地域雇用
開発コース）

893 滋賀県 滋賀県長浜市
デジタル田園都市国家構想の実
現に向けた長浜市まち・ひと・
しごと創生推進計画

滋賀県長浜市の全域

本市の人口は、国勢調査では、2005年に124,498人のピークを迎え
て以降、現在まで人口減少が続いており、2060年には77,293人ま
で減少することが見込まれることから、『多様で柔軟な「働き方
の創造」』、『長浜に人を呼び込む「活躍の場創出」』、『こど
もと若者を包括的に応援する「未来のこども育成」』、『それぞ
れの地域が魅力を高め合う「持続的なまちづくり」』と４つの基
本方針を定め、住みやすく、活力のあるまちづくりを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

894 滋賀県 滋賀県近江八幡市
近江八幡市デジタル田園都市国
家構想推進計画

滋賀県近江八幡市の全域

近江八幡市の総人口は2010年の81,738人をピークに2015年では
81,312人となり減少に転じ、人口減少及び少子高齢化が進むこと
により経済活動や地域活動の低迷、社会保障費の増加など様々な
問題を引き起こす可能性がある。これらに対応するために、本市
の魅力や資源を活かし次世代へ継承し、デジタルの力の活用と
いった新たな視点を踏まえながら進化させていくことにより、人
口減少の抑制や地域産業の活性化を実現し、市民がいつまでもふ
るさとである近江八幡市に誇りを持てる持続可能なまちづくりを
行う。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

895 滋賀県 滋賀県守山市
守山市まち・ひと・しごと創生
プロジェクト

滋賀県守山市の全域

本市の人口は京阪神への交通の利便性の良さから特に20代・30代
の子育て世代が増加しているところであるが、国立社会保障・人
口研究所によると、2035年の85,345人をピークに減少に転じると
見込まれている。この人口減少の流れを抑止するため地域で働
き、暮らせる新たなしこどの創出、交流人口の増加対策、子育て
支援に取り組み、「まち」「ひと」「しごと」の好循環をつく
り、人口減少の歯止めや「住みやすさ」と「活力」ある地域づく
りを進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

896 滋賀県 滋賀県甲賀市
歴史文化を活用した観光ハイブ
リット事業

滋賀県甲賀市の全域

来訪者への歴史文化を活かした「甲賀流」のおもてなしを実現す
るとともに、コロナ禍により海外からのインバウンド観光客が見
込めない中においても、歴史文化による国内観光を徹底的に磨き
上げ、近距離旅行者の観光入れ込み客数の増加、市内での滞在時
間の延長による宿泊客の増加といったマイクロツーリズムを促進
し、アフターコロナにおけるインバウンド観光客の獲得につなげ
る。

地方創生推進タイプ

897 滋賀県 滋賀県甲賀市 道の駅あいの土山整備事業 滋賀県甲賀市の全域

市は、県下一の茶生産量の産地であり、「甲賀の茶」の生産強化
に向けて、ブランド化に取り組んでいる。道の駅「あいの土山」
のリニューアルを行い、利用者の利便性を向上させ、当市のお茶
をはじめとした農産物や営農の持つ魅力の発信していくことで、
市内はもちろん、近隣市からの集客や交流人口の拡大を目指す。
交流人口拡大によって、農産物の販売が増加することによる農家
の所得向上、農業の担い手として新規就農者の拡大、農福連携の
促進、６次産業の促進、高齢者の活躍の場の創出、多様な地域雇
用の創出につなげる。

地方創生拠点整備タイプ

898 滋賀県 滋賀県野洲市
野洲市まち・ひと・しごと創生
推進計画

滋賀県野洲市の全域

「野洲で子育てしたい」と思えるまちづくり、及び出産を促進す
るために求められる施策展開を積極的に図ることにより、合計特
殊出生率1.80以上を実現すること、ならびに雇用拡大施策や従業
者を対象とした定住施策を積極的に図ることにより、社会増減の
減少傾向への転換を防ぐことを目指し、次の事項を本計画の基本
目標として掲げ、施策を推進する。
①稼げるまちをつくるとともに、安心して働けるようにする
②新しいひとの流れをつくる
③子育ての希望をかなえる
④ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的なまちをつく
る

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



899 滋賀県 滋賀県湖南市
湖南市きらめき・ときめき・元
気創生まちづくり計画

滋賀県湖南市の全域

湖南市きらめき・ときめき・元気創生総合戦略に基づき、人口減
少に歯止めをかけ若々しいまちの実現のため、「働く場の創出プ
ラン」、「ひとへの投資プラン」、「まちづくりプラン」の３つ
を施策の柱と位置づけ、ＳＤＧｓと関連づけながら施策を展開し
ていく。これにより、2060年までに合計特出生率が国民希望出生
率の1.8程度まで向上するよう、また、５年間累計で転入転出が均
衡するよう取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

900 滋賀県 滋賀県東近江市
東近江市まち・ひと・しごと創
生推進計画

滋賀県東近江市の全域

本市が有する豊かな資源を磨き上げ地域の経済の活性化につなげ
ることはもちろんのこと、それらに関わる人材を育成し、市民が
潤いある豊かな生活を安心して営むことができる地域づくりの実
現につなげるため、次に掲げる基本目標の達成を図る。
　１　地域経済の好循環を生み出す
　２　新しい人の流れをつくる
　３　若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる
　４　時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守るととも
に、地域と地域を連携する

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

901 滋賀県 滋賀県米原市
持続可能な地域農業の実現に向
けて～米原市スマート農業推進
プロジェクト～

滋賀県米原市の全域

令和４年度に策定する米原市スマート農業推進方針に基づき、作
業の効率化、省力化、収益性の向上を達成するため、スマート農
業視察会や勉強会など意識啓発・学びの場を創出する事業とス
マート農業機械導入支援事業（補助金）に一体的に取り組むこと
で、米原市の農業特性や生産環境を踏まえた、実効的なスマート
農業技術の普及推進を図るとともに、スマート農業技術を使いこ
なす人材を育成し、持続可能な地域農業の実現を目指す。また、
重点目標として「若い農業者の確保・育成」および「環境保全型
農業への転換」に取り組む。

地方創生推進タイプ

902 滋賀県 滋賀県米原市
企業版ふるさと納税を活用した
まち・ひと・しごと米原創生推
進計画

滋賀県米原市の全域

本市の人口が平成12年をピークに減少する中、過度な人口減少を
抑制し、持続可能なまちを目指すため、米原駅周辺の広域交流拠
点化により、本市の新たな価値を創造し、大都市へのアクセスが
高い地域と自然豊かな地域を合わせ持つ特長を生かした米原流の
豊かな暮らしの充実を図り、３世代１００年にわたって「住んで
よかった」と実感されるステキなまちの実現に取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

903 滋賀県 滋賀県蒲生郡日野町
人と人がつながりいきいきと輝
くまちづくり計画

滋賀県蒲生郡日野町の全域

平成７年より人口減少が続く本町において、若者の転出を食い止
めるため、地域への愛着心の醸成や働く場所づくり、子育てしや
すい環境づくりが求められている。また、結婚後の居住地が課題
となっており、定住できる宅地整備が必要となっている。地域に
よっては高齢化等により地域コミュニティの活力低下、もしくは
近い将来、活動が成立しない地域も見られるようになってくるこ
とが考えられるため、防災や地域福祉の視点から、学区単位での
地域運営の在り方の検討等、集落維持を進める地域再生計画とす
る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

904 滋賀県 滋賀県蒲生郡竜王町
竜王町まち・ひと・しごと創生
推進計画

滋賀県蒲生郡竜王町の全域

竜王町では、これまでからも人口減少対策に取り組んできたが、
減少に歯止めをかけるまでには至っていない。こうした中、令和
３年度に第六次竜王町総合計画を策定し、「若者も暮らしたい　
希望かなえる　輝竜の郷～心弾む　新時代へのチャレンジ～」を
10年後のあるべき姿とした。これの実現に向け、本町の資源を最
大限に活用しながら、人口減少に歯止めをかけ、地域経済力を高
める具体的かつ効果的な取組をより積極的に推進し、まちの魅力
を高める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

905 滋賀県 滋賀県犬上郡豊郷町
豊郷町まち・ひと・しごと創生
推進計画

滋賀県犬上郡豊郷町の全域

豊郷町総合計画の「みんなでつくるまちづくり」、「安心のまち
づくり」、「元気なまちづくり」の３つのまちづくりの理念によ
り、町民ひとりひとりが主役となり、一生青春と感じてもらえる
ようなまちづくりを実現するために、４つの基本目標「子育て環
境の強みアップ」、「全世代参加の地域共生力アップ」、「暮ら
しの安全・安心力アップ」、「まちの魅力と活力アップ」の達成
を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

906 滋賀県 滋賀県犬上郡甲良町
甲良町まち・ひと・しごと創生
推進計画

滋賀県犬上郡甲良町の全域

本町では、未婚化・晩婚化の進行などによる出生率の低下や、10
歳代後半から30歳代前半の転出超過が続き人口減少が依然進んで
いる。2040年には4,492人と、人口ピーク時から5割以上の減少が
見込まれている。こうした状況を背景に、若者が結婚や出産、子
育てに希望を持てる環境をつくるとともに、働く場の確保や、甲
良三大偉人をいかしたブランディング戦略やプロモーション戦
略、地域コミュニティの再構築により魅力と活力あるまちの実現
につなげていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

907 滋賀県 滋賀県犬上郡多賀町
輝く人、自然、歴史・文化で織
りなす多賀のまちづくり計画

滋賀県犬上郡多賀町の全域

「輝く人、自然、歴史・文化で織りなす多賀の未来」を町の将来
像に掲げ、子ども、若者から高齢者まで、あらゆる人々が温かな
つながりのもと、未来を担う子どもたちが元気に、希望をもって
育ち、誰もがともに笑顔で暮らせるまちを継承し、町民の自慢で
あり、心の拠り所であるまちの自然や歴史・文化、これまで先人
たちが創り育んできた伝統や産業など、まちの個性と魅力を次代
に継承するとともに、地域資源を活かしまちの活力を創り出す取
り組みを進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

908 京都府 京都府
京都府プレミアム中食オープン
イノベーションラボ整備計画

京都府の全域

高機能性中食など加工食品の開発拠点となる京都府プレミアム中
食オープンイノベーションラボを整備し、地域の食材、食文化、
中食開発技術を結びつけ、地域ブランド中食を生み出すことによ
り、農林水産業を含む食関連産業の成長産業化を図る。「京都食
ビジネスプラットフォーム」から生まれたアイデアなどの商品化
に向けた試作品の作製、機能性成分の分析、品質の評価等を通
じ、府内産農産物を活用した商品開発を支援する。

地方創生拠点整備タイプ

909 京都府 京都府
中小企業事業強化・継続支援に
係る地域再生計画

京都府の全域

企業の経営課題をコーディネータが整理し、企業ニーズにあった
プロフェッショナル人材（経営者の右腕となる人材や後継者候補
となる中核人材・UIJターンを希望するプロ人材等）のマッチング
を支援する。副業・兼業形態も活用しながら首都圏等から呼び込
み、拠点を核とした府内企業の事業強化・継続による関係人口の
創出・拡大を実現する。また、短期間での事業の急成長が期待さ
れるスタートアップ企業に対し、プロ人材をマッチングすること
により、企業の成長・発展を促進し、地域経済の維持・活性化に
つなげる。

地方創生推進タイプ

910 京都府 京都府
京都府まち・ひと・しごと創生
推進計画

京都府の全域

京都府総合計画において、「人と地域の絆を大切にする共生の京
都府」、「文化の力を継承し新たな価値を創造する京都府」、
「豊かな産業と交流を創造する京都府」、「環境と共生し安心・
安全が実感できる京都府」を、2040年に実現したい姿として掲
げ、本計画期間中、「安心できる健康・医療・福祉の実現事業」
や「災害・犯罪等からの安心・安全の実現事業」など、「京都府
まち・ひと・しごと創生推進事業」を京都府全域において実施、
多様な主体と連携・協力しながら、地域創生に全力を挙げて取り
組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



911 京都府

京都府、京都府京都市、京都府
綾部市、京都府宮津市、京都府
八幡市、京都府和束町、京都府
精華町、京都府久御山町、京都
府京丹波町

大阪・関西万博きょうとの力創
出・発信プロジェクト

京都府の全域

2025年に開催される大阪・関西万博に向けて国内外、特に海外か
ら多くの人や企業が関西を訪れることを最大限活用し、京都が誇
る最先端の技術や研究開発などの「産業」の強み、府内各地の
「文化」や「観光資源」の魅力を、万博会場からだけでなく府内
各地からも国内外に広くアピールし、府外、特に海外から府内各
地に継続的な人や投資の流れを呼び込むことで、万博会期後にも
人や仕事が集まる持続可能な京都の発展を目指す。

地方創生推進タイプ

912 京都府

京都府、京都府京都市、京都府
宇治市、京都府宮津市、京都府
城陽市、京都府八幡市、京都府
京田辺市、京都府和束町、京都
府精華町、京都府舞鶴市、京都
府京丹後市、京都府南丹市

文化庁京都移転を契機とした京
都からの文化創造・発信プロ
ジェクト

京都府の全域

文化庁京都移転を新たな契機とし、「音楽」と「伝統芸能・舞台
芸術」の分野を中心として、京都から全国へ文化芸術活動を強く
発信する事業を実施することで、地域経済の活性化と観光誘客、
府民が京都文化を身近に感じる環境の構築、京都の伝統文化・生
活文化等の次世代への継承を図る。

地方創生推進タイプ

913 京都府

京都府、京都府京都市、京都府
福知山市、京都府綾部市、京都
府宇治市、京都府亀岡市、京都
府城陽市、京都府八幡市、京都
府京田辺市、京都府南丹市、京
都府木津川市、京都府久御山
町、京都府井手町、京都府宇治
田原町、京都府笠置町、京都府
和束町、京都府精華町、京都府
南山城村、京都府京丹波町

観光を入口とした地域振興事業 京都府の全域

DMOを中核に、行政や民間が協働して地域づくりに取り組み、あら
ゆる産業の連携で観光を入口とした地域振興と多角的な地域経済
を実現するとともに、多様な仕事づくりと暮らしやすい生活環境
づくりにより、地域で稼ぎ、地域で暮らし、地域で夢を実現でき
る環境を築くことで、新たな人の流れを生み出し、温かくも多様
な人の交流のある地域コミュニティの力のもと、誰もが住みやす
い豊かな地域の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

914 京都府

京都府、京都府京都市、京都府
福知山市、京都府舞鶴市、京都
府綾部市、京都府宮津市、京都
府亀岡市、京都府城陽市、京都
府京丹後市、京都府南丹市、京
都府和束町、京都府京丹波町、
京都府与謝野町

移住促進により地域を元気にす
るプロジェクト「移住するなら
京都」

京都府の全域

新たに制定する移住条例に基づく「移住推進特別区域」の設定等
により、農村部だけではない地域の特色に合わせた移住支援を展
開するともに、「京都移住センター」の設置による移住支援のワ
ンストップ化、移住情報の一元化・オンライン化等を行うことに
より、移住者や関係人口が活躍しやすい地域づくりを促進し、地
域創生の担い手となり得る移住者等を積極的に受け入れること
で、地域の活性化及び地域コミュニティの維持を図る。

地方創生推進タイプ

915 京都府 京都府、京都府京都市
若者の活躍・夢実現と活力ある
京都経済づくりプロジェクト

京都府の全域

既存中小企業の新産業創造を促進することで、学生の価値観の多
様化に対応できる企業の増加を図る。また、外国人企業家の京都
での事業展開のサポートや京都の強みを活かした国際的ブラン
ディングの確立等により、スタートアップ・エコシステム拠点都
市としての国際的な認知を高め、留学生の流出緩和や有力な外国
人企業家の誘致を図る。さらに、スタートアップ企業の資金獲得
支援や国際競争力向上に向けた機会の創出等を行うことで、ミド
ル期以降の成長スタートアップ企業の増加を図る。

地方創生推進タイプ

916 京都府

京都府、京都府福知山市、京都
府舞鶴市、京都府綾部市、京都
府宮津市、京都府亀岡市、京都
府城陽市、京都府八幡市、京都
府京田辺市、京都府南丹市、京
都府木津川市、京都府井手町、
京都府精華町、京都府伊根町、
京都府与謝野町、京都府宇治市

「一人ひとりの夢や希望が全て
の地域で実現できるまちづくり
実現」プロジェクト

京都府の全域

若者や子育て世帯が自身のライフスタイルに応じて住みたいまち
を選べる京都を目指して、各市町村の中心部等へのまちの核づく
り、地域での仕事づくり、まちのファンづくりを一体的に進め、
府内全域に「子育てにやさしいまち」実現させる。また、特色の
ある「子育てにやさしいまち」を各地に実現することで若者・子
育て世代の多種多様なニーズに対応できるだけでなく、まち全体
が連携・協働することで子育て世代を守り支える誰もが住みやす
いまちとして人口の転入出の均衡を目指す。

地方創生推進タイプ

917 京都府 京都府及び京都府福知山市
持続可能な生活を支える基盤の
整ったまちづくり

京都府福知山市の全域

本市は面積が552.54km2と広域的であるため、周辺地域を結ぶ幹線
道路の整備の遅れは広域連携による観光推進の効果を希薄化さ
せ、地域間連携の妨げにつながるほか、過疎化や高齢化を進行さ
せる一因となっている。市域内の拠点を結んで地域連携の強化を
図るとともに、周辺自治体と連携強化を図っていく必要がある。
北近畿の拠点としてのネットワークづくりを強化して地域を再生
していくために、地域再生計画に位置付けた路線について幹線道
路及び生活道路の整備、非常時を想定した道路網の整備を行う。

地方創生道整備推進交付金

918 京都府 京都府、京都府綾部市

人口減少が進む京都北部エリア
の人材確保対策   企業の人材不
足対策の支援と若者等の移住・U
ターン促進プロジェクト

京都府の全域

求職者の就業促進を図るため、従来の求職者向けの雇用創出を目
的とした取組に加え、北部出身者を中心とする域外学生に対して
地元企業はもとより地域そのものの魅力をセットで発信するとと
もに、企業における人手不足対策の観点から、北京都ジョブパー
クの体制を強化し、潜在的な労働力（女性、高齢者）の掘り起こ
しと企業における受入環境の整備支援などを通じて精力的にマッ
チングにつなげる。

地方創生推進タイプ

919 京都府 京都府、京都府亀岡市
スタジアム発！eスポーツ産業創
造・育成プロジェクト

京都府の全域

現在拡大しているeスポーツ市場をターゲットに、eスポーツ分野
で活躍できる人材を育成し、世界で活躍するeスポーツ選手や高度
デジタル人材の輩出を目指す。また、地域の小中高生がeスポーツ
産業を将来の職業選択として視野に入れることができる取組を実
施することで、eスポーツを切り口とした地域人材の還元、産業と
しての裾野拡大を図るとともに、2024年までにeスポーツの聖地と
して自走可能な状況を作り出すことにより、2025年大阪・関西万
博の開催時に関西を訪れる観光客を受け入れる体制を整備する。

地方創生推進タイプ

920 京都府
京都府、京都府城陽市、京都府
井手町

深化型オープンイノベーション
ネットワーク構築プロジェクト

京都府の全域

京都府の各地域が持つ資源等、そこにしかない強みを生かしなが
ら、今まで構築してきたイノベーション拠点の取組と並行して、
本事業では10年後、20年後の近未来を見据え、産業の中核となる
蓋然性の高いテーマを掲げ、イノベーションに取り組む国内外の
企業や大学、研究機関等の集積を図り、交流・共創を通じて、次
代の産業を創出する拠点づくりに取組む。

地方創生推進タイプ

921 京都府 京都府及び京都府綴喜郡井手町
～自然と共に生きる井手の里山
～周遊観光ルート整備創生計画

京都府綴喜郡井手町の全域

今後整備予定の国道24号城陽井手木津川バイパスを中心として、
町の北部に点在する観光農園等を結びつける町道や、町の東部に
広がる山林からのアクセスを向上する町道及び林道の改良によ
り、地域一帯の各拠点の連携を強め、周遊性を向上させる道路網
を構築することで、地域産業の発展のための基盤を整備し、若者
の雇用創出に繋がる多様な地域産業を発展させることで、地域全
体の魅力を向上させ、定住人口の増加を目指していく。

地方創生道整備推進交付金

922 京都府 京都府綾部市
一人ひとりの幸せをみんなで紡
いで実現できるまち・・・綾部　
再生計画

京都府綾部市の全域

綾部市内の市街地や農村部といったそれぞれの地域特性に基づ
き、公共下水道事業、浄化槽事業を行い、本市の規模に適した効
率的な汚水処理事業の整備を進め、魅力ある美しい自然を後世に
引き継ぐために、清らかなふるさとの川の再生、公共用水域の水
質保全を行う。また、汚水処理施設整備を促進することにより、
U・Iターン者等にする毎年の定住人口の維持につなげ、少子高齢
化や人口減少の進行を防ぐ。さらに関連事業と連携を取りながら
市民の快適な暮らしの確保をはじめ市内全域の活性化を図り、地
域の賑わいを創生する。

地方創生汚水処理施設整備推進
交付金



923 京都府 京都府宮津市
宮津市まち・ひと・しごと創生
推進計画

京都府宮津市の全域

第７次宮津市総合計画に掲げた10年後の将来像を実現するため、
市民をはじめ産、学、公、金融機関など多様な主体と連携・協力
しながら、第７次宮津市総合計画に定める２つの重点プロジェク
ト「若者が宮津に住みたい、住み続けたいと思えるまちの実現に
向けた『若者が住みたいまちづくりプロジェクト』」と「地域経
済力が高まり、市民一人ひとりの所得が向上するまちの実現に向
けた『宮津の宝を育むチャンレンジプロジェクト』」を踏まえ、
本計画に掲げた５つの基本目標に基づき、地方創生を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

924 京都府 京都府亀岡市
企業版ふるさと納税による第２
期亀岡市総合戦略推進計画

京都府亀岡市の全域

平成12年(2000年)をピークに減少に転じている亀岡市の人口に対
し、人口減少によるまちの活力の低下、経済力の低下、市税の減
少による行政サービスの低下といった事態に対応するため、「子
育てしたい、住み続けたいまちへ」「スポーツ、歴史・文化、観
光の魅力で産業が輝くまちへ」「世界に誇れる環境先進都市へ」
「だれもが安心して暮らせる防災・減災・セーフコミュニティ、
多文化共生のまちへ」「次代をリードする新産業を創出するまち
へ」の5つを基本目標に取組をすすめる。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

925 京都府 京都府長岡京市 長岡京市地域創生推進計画 京都府長岡京市の全域

人口減少・少子高齢化の進展による地域経済の衰退や公共交通
サービスの低下などの住民生活への様々な影響をはじめ、地域の
魅力低下による負のスパイラルを回避するために、「結婚・出
産・子育ての希望を導き、かなえる」「良質で快適な暮らしを追
求する」「にぎわいを創出し、地域経済を活性化する」「まちの
魅力を発信し、人の流れとつながりをつくる」の４つの基本目標
に基づく取組を進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

926 京都府 京都府京田辺市
中心市街地活性化事業～まちな
か賑わいプロジェクト～

京都府京田辺市の全域

賑わいが失われている中心市街地である近鉄新田辺駅・JR京田辺
駅周辺において、賑わいづくりを支援することにより、地域の特
色を生かした商店街を形成、市の内外から市中心部へ向かう人の
流れを地域内での消費に結びつけるとともに、市内観光の新たな
拠点となる施設を整備し、市外からの来街者の市中心部への誘導
を図る。

地方創生推進タイプ

927 京都府 京都府京丹後市
自然・文化を織りなし百の才が
活き輝くまち京丹後を実現する
観光推進プロジェクト

京都府京丹後市の全域

5年に開催される大阪・関西万博を契機として、本市の魅力である
「産業、歴史・文化、長寿・食」などの様々な地域資源を見つめ
直し、磨き上げ、掛け合わせた魅力的な観光コンテンツとして提
供するとともに、異分野が連携しながら地域一体となって発信し
ていくことで、本市への観光誘客の増加や市内外での交流を促進
する。これにより、本市の多様な魅力が伝わり、観光面での課題
である「夏の海水浴、冬のカニ」に偏重した２季型観光からの脱
却や、地域内での周遊や長期滞在により観光消費額を高め地域経
済の活性化を目指す。

地方創生推進タイプ

928 京都府 京都府木津川市
第２期木津川市まち・ひと・し
ごと創生推進計画

京都府木津川市の全域

近年、全国的な少子高齢化、人口減少の中においても木津川市は
多くの子育て世代の転入が続き、人口が増加してきた。しかし、
2022年9月には人口が8万人を超えたものの、その後、8万人を下回
り微減傾向が続いている。これまで、市内で計画されてきた住宅
の大規模開発がひと段落し、今後は人口減少を抑制するための施
策を講じていく必要がある。子育て・子育ちのまちづくりをさら
に進め、「こどもや若者が将来において木津川市へ想いをもてる
まちづくり」「すべての方が住み慣れた地域で幸せを実感できる
まちづくり」を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

929 京都府 京都府乙訓郡大山崎町
大山崎町まち・ひと・しごと創
生推進計画

京都府乙訓郡大山崎町の全域

今後、人口減少や少子高齢化が進むことで懸念される課題に対応
するため、「まち全体につながりを生み、誰もが笑顔になれるま
ちづくりを進める」ことを横断的視点とし、【１ 大山崎町に安心
安全と快適な暮らしを実現する】【２ 大山崎町が子育て世代に選
ばれるまちの推進】【３ まちに活性とにぎわいを創出する】【４ 
新たな時代の流れを力にする】の４つの基本目標に基づき、地方
創生を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

930 京都府 京都府久御山町
脱炭素×ゆとりと賑わいのある
地域の絆再構築事業

京都府久御山町の全域

脱炭素×ゆとりと賑わいのある地域の絆を再構築することをテー
マとし、脱炭素で魅力を育みひとが集う未来のまちづくり、グ
リーンインフラで憩いつなぐ子育て環境づくり、地域コミュニ
ティ維持と健康で安心な生活を実現する環境の確保、脱炭素と地
域コミュニティ形成事業を掛け合わせた取組を横断的に連携して
推進することで、相乗効果が発揮され、社会・経済・環境の好循
環を実現し、あらゆる世代にとって「住みよい社会」をつくりあ
げることを目指すものである。

地方創生推進タイプ

931 京都府 京都府久御山町
旧巨椋池地区まちづくり推進事
業

京都府久御山町の区域の一部
（御牧地区）

旧巨椋池地区が位置する町の南西部は、かつて「巨椋池」と呼ば
れた広大な湖沼が存在し、水との戦いを強いられてきた地域であ
る。昭和16年に国営第１号の干拓事業によって都市近郊の一大優
良農業地帯に生まれかわり、近年は大きな災害に遭うことなく平
穏な生活を享受し、弥生時代の古来から連綿と続く周辺の農業と
互いに作用し発展してきた。しかしながら、その農業を支える農
業者が居住する町北西部の御牧地域は近年人口の減少が続いてお
り、地域活性化に資する賑わい創出や定住促進に取り組み、将来
的な人口増加を目指す。

地方創生推進タイプ

932 京都府 京都府久世郡久御山町
企業版ふるさと納税を活用した
久御山町総合戦略推進計画

京都府久世郡久御山町の全域

本町ではこれまで、昭和50年に制定した住民憲章に掲げる５つの
柱からなる「住みよい　希望にみちた町　久御山」を基本理念と
してまちづくりを進めてきた。第１期総合戦略においては、この
基本理念から抽出した“人”、“環境”、“協働”の３つの視点
をもって取組を進めてきたが、第２期総合戦略においてもこの基
本理念を基にし、企業版ふるさと納税も活用しながら取組を進め
ていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

933 京都府 京都府綴喜郡井手町
企業版ふるさと納税を活用した
井手町地域創生推進計画

京都府綴喜郡井手町の全域

井手町の抱える最大の課題である人口減少について、これまでか
ら取り組んできた、交通の利便性を高めるためのＪＲ奈良線の全
線複線化促進、雇用創出を図るための白坂地区の開発支援、開発
適地を拡大させるための新たな南北交通軸となる国道２４号城陽
井手木津川バイパスの整備促進の３つの重点施策を核に、将来に
わたって持続可能で活力ある地域をつくるため、住民の皆様をは
じめ、産業界、行政機関、教育機関、金融機関など、外部有識者
にも参画をいただきながら、地域一丸となって対策を進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

934 京都府 京都府相楽郡笠置町
企業版ふるさと納税による笠置
町まち・ひと・しごと創生推進
計画

京都府相楽郡笠置町の全域

笠置町においては、少子高齢化による地域課題への対応に向けた
目標である笠置町まち・ひと・しごと創生戦略を策定した。本計
画において、新しい人のつながりと流れをつくり、まちを活性化
することと、安心して暮らせるまちをつくり、結婚・妊娠・出
産・子育ての希望を実現することの2つの基本目標と、新しい時代
の流れを力にするとともに、多様な人材の活躍による魅力あるま
ちをつくることの1つの横断的な目標を掲げ、魅力ある新しい笠置
町への再生に向けて取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



935 京都府 京都府相楽郡和束町
和束町まち・ひと・しごと創生
推進計画

京都府相楽郡和束町の全域

本町では人口減少や少子高齢化が進むことで、地域における担い
手不足やそれに伴う地域産業の衰退、さらには地域コミュニティ
の衰退等、住民生活への様々な影響が懸念される。このため、雇
用の創出による転出の抑制及びＵＩＪターンの増加を図るととも
に、子育て支援を推進し、安心して子どもを産み、育むことがで
きるまちづくりを推進する等、様々な分野の取り組みを一体的に
進めることで、人口減少に歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

936 京都府 京都府精華町
魅力あるまちづくりのための事
業者成長支援事業

京都府精華町の全域

精華町は、国家的プロジェクトである「関西文化学術研究都市
（以下、学研都市）」の中心として、研究開発型産業施設を主と
した企業誘致による「学研都市のまちづくり」を展開してきた。
この立地企業の事業活動を中心に「学研都市ブランド」を確立し
て町内外にまちの魅力発信を図ることを地域創生として、企業の
市場認知度の向上と産業競争力を強化すること、新規創業者によ
る新産業創出によって地域経済を活性化し、よって産業振興を軸
としてまち全体が活力にあふれた地域づくりを目的とした事業展
開を図る。

地方創生推進タイプ

937 京都府 京都府相楽郡南山城村
企業版ふるさと納税を活用した
南山城村まち・ひと・しごと創
生推進計画

京都府相楽郡南山城村の全域

南山城村は、府内ワーストワンという出生率の低さに加えて、20
歳から39歳の若年層の転出による人口減少が進んでおり、村の存
続が厳しい状況となっている。このような課題に対応するため、
転出の多い若者世代の転出抑制及び転入者の増加につながる交流
人口・関係人口の増加戦略を重点的に進めていくため、村に訪れ
る機会の提供と住むための環境整備、雇用の創出を行うととも
に、結婚、出産、子育て等の支援を積極的に行い、出生数の増加
及び生産年齢人口の比率を維持することで持続可能な村づくりの
実現を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

938 京都府 京都府与謝郡伊根町
伊根町まち・ひと・しごと創生
推進計画

京都府与謝郡伊根町の全域

本町の人口減少は自然減と社会減が相まっており、地域経済全
体、特に地場産業の農林水産業の後継者や担い手不足にも大きく
影響している。そのため、人口減少が地域経済の縮小、住民の経
済力の低下、地域力の低下へとつながり、更なる人口減少を招く
という悪循環に陥るリスクが高い。これらの関係し合う課題に対
応するため、結婚・出産・子育て環境づくり、人の流れづくり、
地域経済対策によるしごとづくりなどに一体的に取り組み、「ま
ち」「ひと」「しごと」の好循環を確立させ、活力ある地域社会
を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

939 京都府 京都府与謝郡与謝野町
与謝野町地方創生プロジェクト
推進計画

京都府与謝郡与謝野町の全域

次の事項を本計画期間における基本目標として掲げ目標の達成を
図る。「基本目標１　一人ひとりが個性を活かし安心して働ける
まちの実現」、「基本目標２　地元を誇りに想い人の流れを生む
まちの実現」、「基本目標３　みんなが自分らしく幸せに生きる
まちの実現」、「基本目標４　つながりで笑顔を未来につむぐま
ちの実現」、「基本目標５　魅力ある教育が活力ある人や地域を
創るまちの実現」、「基本目標６　美しくて住みやすい安心安全
なまちの実現」、「基本目標７　住民が主人公となるまちの実
現」

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

940 大阪府 大阪府

「次世代スマートヘルスシティ
大阪」の実現（次世代スマート
ヘルス分野のスタートアップ支
援機能の確保）プロジェクト

大阪府の全域

大阪の①ヘルス産業の集積、②ヘルスケア系研究開発支援拠点等
の集積、③大阪スマートシティ戦略という３つの強みを最大限に
活かすハブ・原動力となる「治療・予防アプリ等のデジタルヘル
ス分野を専門領域とするスタートアップ支援機関を確保。大阪に
おける当該分野のスタートアップ・エコシステム機能をフルに発
揮させる。これにより、デジタルヘルスの社会実装を進め、府民
がエイジレスに生活し、社会を支えられる環境づくりと健康人口
の確保を行い、大阪のさらなる成長と府民ＱＯＬの向上を図る。

地方創生推進タイプ

941 大阪府 大阪府
府営住宅地域資源化プラン・大
阪

大阪府の全域

地域の安心の確保や賑わい・活力の向上を図るため、地元市町と
の連携のもと、空室や建替事業等により創出される用地などを活
用し、人々が集まる拠点の確保や様々な活動を展開できるスペー
スへの転用を進める。さらに、地域の福祉ニーズ等に対応した生
活支援機能や福祉機能、雇用を生み出す就労機能、ファミリー向
けマンション等の多様な住宅への転換を図るなど、府営住宅の地
域資源化を進める。

公営住宅における目的外使用承
認の柔軟化

942 大阪府 大阪府堺市、大阪府
産学公民共創コンソーシアムに
よる新産業創出にむけたスマー
トシティの推進

大阪府堺市の区域の一部（南
区）

いわゆるベッドタウンである泉北ニュータウン地域における高齢
化、老朽化、産業不足といった課題を解決するために、「居住地
だけのエリア」として優良な労働力の供給源であった当該地域を
「仕事が創られるまち、仕事があるまち」に転換することで、昼
間人口を中心に、当該地域で活動する人口を涵養する。

地方創生推進タイプ

943 大阪府 大阪市
市営住宅の空き住戸を活用した
地域活性化計画

大阪市の全域

待機児童の増加や地域コミュニティの沈滞化などの課題に対応す
るため、市営住宅において、入居者や地域住民、事業者、区・関
係部局等と連携し、空き住戸を小規模保育施設や子育て支援・高
齢者支援等の活動拠点として活用することにより、団地・地域に
おける子育て支援の充実やコミュニティの活性化等を図る。ま
た、空き住戸を居住不安定者の緊急一時的な宿泊場所（民間シェ
ルター）として活用することにより、居住不安定者の自立支援を
図る。

公営住宅における目的外使用承
認の柔軟化

944 大阪府 大阪市
大阪市まち・ひと・しごと創生
推進計画

大阪市の全域

大阪市では、長期的には人口の減少と高齢化の進展が見込まれて
おり、社会全体の活力低下が懸念されるなど、先延ばしのできな
い大きな課題となっていることから、「出生率の増加」、「現役
世代の活躍」、「東京一極集中の是正」、「安全・安心の地域」
の４つの基本的視点に立って施策を推進していく。さらに、2025
年大阪・関西万博の開催を見据えた施策の充実、環境先進都市の
実現、ＳＤＧｓの推進、多文化共生のまちづくり、スマートシ
ティ戦略の推進などの新たな方向性により、地方創生の取組を総
合的・継続的に推進していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

945 大阪府 大阪府堺市
交流・共創によるイノベーショ
ン・コミュニティ形成事業

堺市の全域

「堺市基本計画2025」では、変化を恐れず果敢に挑戦・創造し続
ける「未来を創るイノベーティブ都市」を掲げ、人や企業を惹き
つける魅力を創出すべく、イノベーションを次々と生み出し、持
続的で発展的な地域の活性化につなげることとしている。交流・
共創のイノベーション創出をめざす拠点の設置、交流促進プログ
ラムの企画運営、オンラインコミュニティの運営を行い、起業
家、スタートアップ、市内企業、支援機関、大学等の共創により
地域や社会に新たな価値を提供する事例を生み出し、堺・中百舌
鳥エリアの更なる活力創出をめざす。

地方創生推進タイプ

946 大阪府 大阪府堺市
女性就職支援及び非正規雇用者
の転職支援事業

大阪府堺市の全域

正しい職業理解により、ミスマッチを起こさない就職・転職支援
を就業中の方や意欲的に求職活動ができていない方に利用しても
らうため、平日夜間等も含めて相談対応を実施する。対面だけで
なくオンラインも活用し、キャリアコンサルタントとの「いつで
も気軽に利用できる相談」を提供することを軸にした、「未就労
女性への就労支援」「非正規雇用者（男女）への転職支援」「市
内事業所への人材確保支援」の3つの要素を一体にした委託事業を
実施する。

地方創生推進タイプ



947 大阪府 堺市
第２期堺市まち・ひと・しごと
創生推進計画

堺市の全域

本市の総人口は、減少傾向であり、そのなかで65歳以上人口は増
加傾向、生産年齢人口と年少人口は減少傾向で推移している。こ
のようななか、歴史資源や文化の魅力創出による交流人口の創
出、エリアのポテンシャルを活かしたまちの活性化、子育て支援
や厳しい環境にある子どもと家庭への支援の充実、心身ともに健
康で輝きながら暮らし続けることができる健康・福祉の充実、イ
ノベーションの創出や民間投資の誘導などにより、将来にわたり
持続的に発展する都市経営を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

948 大阪府 大阪府岸和田市
第２期岸和田市まち・ひと・し
ごと創生推進計画

大阪府岸和田市の全域

人口の減少や本市の活力を支える生産年齢人口及び将来の担い手
の減少は、まちの活気を減退することにつながり、このまちの活
気の減退がさらなる人口減少を引き起こすという“負のスパイラ
ル”は、本市に例外なく訪れるものと想定される。そこで、この
“負のスパイラル”の主原因となる急速な少子高齢化の進展に的
確に対応し、地域で住みよい環境を確保して、人口減少に歯止め
をかけるとともに、将来にわたって活力あるまちを維持するため
に６つの基本目標を設定し、持続可能な都市の実現のための取組
を進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

949 大阪府 大阪府豊中市
第２期豊中市まち・ひと・しご
と創生推進計画

大阪府豊中市の全域

 本市の人口は平成１７年以降増加傾向にあり、令和２年（2020
年）には40万人を超えた。しかしながら、新型コロナウイルスの
影響や全国的な少子高齢化の流れと同様に今後は、人口減少・少
子高齢化が進むことが想定されている。
  人口減少・少子高齢化に歯止めをかけるために、出生率向上施
策と働き盛り世代の社会増につながる施策を中心に、子育て世帯
を主なターゲットとした５つの「基本目標」に基づき、「みらい
創造都市とよなか　～明日がもっと楽しみなまち～」をめざす。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

950 大阪府 大阪府吹田市
吹田市第２期まち・ひと・しご
と創生推進計画

大阪府吹田市の全域

将来の人口減少・少子高齢化の進展に備えるため、「出産・子育
て・学び、未来（あす）への希望がかなうまち」、「自分らしく
笑涯（しょうがい）輝き、健やかに暮らせるまち」「住むにも働
くにもぴったりの魅力あふれるまち」「誰もが安心して暮らし続
けられるまち」を基本目標に掲げ、４つの基本目標に共通する視
点として、「デジタルの力を活用した課題解決・広域連携」を進
め、まち・ひと・しごと創生をめざす。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

951 大阪府 大阪府高槻市
都市型ツーリズムを活用した
「将棋のまち 高槻」推進事業に
よる地域活性化計画

大阪府高槻市の全域

日本古来の伝統文化であり、本市のアピールポイントである「将
棋」をフラグシップとして、「将棋文化振興事業（地域資源の磨
き上げ）」、「都市型ツーリズム開発事業（市外来訪者の消費に
よる地域経済の活性化）」、「シティセールス事業（本市知名度
の向上・関心喚起・情報拡散）」を実施し、「将棋のまち 高槻」
という都市ブランドを確立するとともに、にぎわいの創出及び地
域経済の活性化を図ることによって、本市が目指す地方創生の将
来像「訪れたい・活動したい・にぎわいあふれる『将棋のまち 高
槻』」を実現する。

地方創生推進タイプ

952 大阪府 大阪府貝塚市
貝塚市まち・ひと・しごと創生
計画

大阪府貝塚市の全域

国の第2期まち・ひと・しごと創生総合戦略に掲げられた施策の中
から、本市の特性に合った施策をピックアップし、本市の現状に
即した形で展開するとともに、次のとおり第2期貝塚市まち・ひ
と・しごと創生総合戦略のまちづくりの方向性である「住み続け
たい（住みたくなる）まちづくり」、「子どもを産み、育てやす
いまちづくり」、「人が集い、にぎわいと活気のあるまちづく
り」を目標する事業を実施する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

953 大阪府 大阪府守口市
子どもといきいき暮らせるま
ち・子どもにとって良き思い出
があふれるまち実現計画

大阪府守口市の全域

今後とも進む少子高齢化と人口減少により、住民サービスの低
下、空き家や空き店舗の増加、医療や介護のさらなる需要増、労
働力不足、社会保障関連費用のさらなる増加等さまざまな影響を
及ぼすと考えられる。それらの課題に対応し、一層の人口減少に
歯止めをかけるため、企業版ふるさと納税を活用し、子どもとい
きいき暮らせるまち・子どもにとって良き思い出があふれるまち
実現事業に取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

954 大阪府 大阪府枚方市
枚方市まち・ひと・しごと創生
推進計画

大阪府枚方市の全域

少子高齢化が急速に進展し、人口減少が進む中にあっても、地域
課題等の解決や、さらなるまちの魅力向上を目指し、第３期枚方
市まち・ひと・しごと創生総合戦略で定める３つの基本目標であ
る「安心して子どもを産み育てることができ、子どもの健やかな
成長と学びを支える」「市民の健康増進や地域医療の充実を図
る」「産業の活性化と人々の交流・賑わいの創出によりまちの魅
力を高める」のもと、企業版ふるさと納税も活用し、効果的な取
り組みを実施していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

955 大阪府 大阪府泉佐野市
観光アプリ等を活用した着地型
商品普及のための地域活性化計
画

大阪府泉佐野市の全域

体験型ツーリズムが主流となる昨今、関西空港の対岸という本市
の特性を活かし、ICT技術や観光DXを駆使しながら、着地型観光の
普及促進に向けたすき間時間を活用したニューツーリズム商品を
作成し、いつでもどこでもだれでも購入でき、アプリから検索や
予約等が行え、アプリを通して観光情報を発信できる観光アプリ
を通じて流通させることで、国内外からの観光誘客を促しつつ、
本市の観光課題である市内の短時間滞在、二次交通の不足を解決
し、持続可能なまちづくり形成を行う。

地方創生推進タイプ

956 大阪府 大阪府泉佐野市
泉佐野市まち・ひと・しごと創
生推進計画

大阪府泉佐野市の全域

本市の人口は平成21年の103,052人をピークに断続的に減少してお
り、2045年には84,840人まで減少し、少子・高齢化がさらに進展
すると予測されている。これらの課題に対応するため、「安定し
た雇用の創出」「定住魅力の強化により新しいひとの流れをつく
る」「世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる」「時代に
合った地域をつくり、安全な暮らしを守るとともに、地域と地域
を連携」を目標に、人口減少に歯止めをかけ、将来にわたって地
域の活力を維持、さらには発展させていくことを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

957 大阪府 大阪府富田林市
富田林市まち・ひと・しごと創
生推進計画

大阪府富田林市の全域

人口減少・少子高齢化等に起因する様々な地域課題の解決に向
け、「若い世代の子育て・定住の場としてのまちづくり」「まち
のにぎわいと雇用を支える経済基盤の強化」「人口減少・高齢化
に対応した時
代にあったまちづくり」を目指すべき方向性として、地方創生の
取組を切れ目なく進めるものとしている。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

958 大阪府 大阪府寝屋川市
第２期寝屋川市まち・ひと・し
ごと創生推進計画

大阪府寝屋川市の全域

人口減少・少子高齢化が更に進行し、本市の社会経済情勢や行財
政を取り巻く環境は、これまでに経験したことのない厳しい時代
の転換期を迎える。
「「あれもこれも」ではなく、「あれかこれか」へ（「選択と集
中」の加速）」、「ポテンシャルを最大限に活かし、更に伸ば
す」、「市民参画によるまちづくりの深化」、「寝屋川水準の政
策立案（本質を捉えたオンリーワンの取組）」を基本的な姿勢
に、新たな発想で果敢に挑戦し、新たな価値を創り、選ばれるま
ち寝屋川～イノベーションの創出～の実現を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



959 大阪府 大阪府河内長野市
河内長野市まち・ひと・しごと
創生推進計画

大阪府河内長野市の全域

本市では、急速に人口減少と少子・高齢化が進む中、税収の減少
や、地域コミュニティの担い手不足などによる、まちの活力の低
下といった課題への対応が求められています。
これに対応するため、「しごと」が「ひと」を呼び、「ひと」が
「しごと」を呼び込む好循環の確立と、その好循環を支える「ま
ち」の活性化を図ることを目的として、地域再生計画を策定する
ものです。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

960 大阪府 大阪府松原市
松原市まち・ひと・しごと創生
推進計画

大阪府松原市の全域

少子高齢化の進展に伴う地域経済の縮小等が全国的な課題となる
中、本市における人口動態においても、社会増減全体では改善傾
向にあるものの、20代の転出超過が課題となっている現状等を踏
まえ、20歳から39歳までの世代をメインターゲットとして、健康
で安心して暮らすこと、また不安や負担を感じることなく、安心
して子育てができるまちの実現に向け、結婚・出産・子育てへの
支援や、移住・定住の促進に係る取組など、若い世代の希望をか
なえる施策を行っていきます。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

961 大阪府 大阪府大東市
大東市まち・ひと・しごと創生
推進計画

大阪府大東市の全域

人口減少・少子高齢化が進む中、今後のまちづくりにおいては、
財政状況の悪化や市民サービスの低下、まちの担い手不足等の課
題が生じることが懸念される。そのため、７つの基本目標に基づ
き、まちの魅力や賑わい等を創出する取組を進めることで、本市
に住みたい・関わりたい人（定住人口・関係人口）の増加を図
り、将来にわたって持続可能なまちになることを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

962 大阪府 大阪府和泉市
和泉市まち・ひと・しごと創生
推進計画

大阪府和泉市の全域

①「結婚・出産・子育て」に夢や希望が持てる環境づくり、②健
康寿命の延伸をめざした健康づくりの推進、③外出機会を創出す
るうるおいのある都市基盤の整備、④活力ある地域産業の実現と
地域雇用の創出、⑤新旧の魅力が融合する観光の振興、⑥住み慣
れた地域で安心して暮らすことができる仕組みづくり、⑦災害に
備える仕組みづくり、⑧みんなで取り組む連携・協働のまちづく
り、⑨都市経営の促進の９つを基本目標として掲げ、定住を促進
するとともに、交流人口の拡大を図り、「魅力あるまちづくり」
に取り組むものである。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

963 大阪府 大阪府羽曳野市
羽曳野市まち・ひと・しごと創
生推進計画

大阪府羽曳野市の全域

中長期的な人口減少が避けられない中、それに伴う課題に対応す
るため、①【羽曳野で結婚・妊娠・出産・子育ての希望をかなえ
る】、②【羽曳野に新しい人の流れと雇用を創り出す】、③【羽
曳野でいきいきと安心して暮らせる環境を整える】を基本目標達
成のための戦略の柱として掲げ、まち・ひと・しごと創生をめざ
すものである。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

964 大阪府 大阪府摂津市
摂津市まち・ひと・しごと創生
推進計画

大阪府摂津市の全域

少子高齢化や人口減少により生じる行政サービスの低下や地域コ
ミュニティの担い手減少といった様々な課題を解決するため、
「みんなが育むつながりのまち摂津」をめざす将来像に掲げ、
「市民が元気に活動するまち」、「みんなが安全で快適に暮らせ
るまち」、「みどりうるおう環境を大切にするまち」、「暮らし
にやさしく笑顔があふれるまち」、「誰もが学び、成長できるま
ち」、「活力ある産業のまち」、「計画を実現する行政経営」の
７つの基本目標に基づく取組を進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

965 大阪府 大阪府藤井寺市
第２期藤井寺市まち・ひと・し
ごと創生推進計画

大阪府藤井寺市の全域

今後も人口減少、少子高齢化が進むと、地域経済の衰退や地域の
担い手不足といった影響が懸念される。これを解決するため、本
市の特性である立地の良さ、豊かな歴史文化資源や潤いのある住
環境を活かし、「にぎわいと活力の創出」「子どもたちが輝き、
生涯にわたり学び・活動する」「誰もが健やかに暮らし、ともに
支え合う」「安心・安全な環境」「快適で良好な生活空間の形
成」を基本目標とし、子育て世代や観光来訪者をはじめ、まちを
より良くしようと活動する人々が集い、にぎわいを創出しなが
ら、より良いまちづくりを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

966 大阪府 大阪府東大阪市
２０２５大阪・関西万博出展を
通じた東大阪市内製造業の自立
化及び販路開拓支援計画

大阪府東大阪市の全域

世界規模の集客が想定される２０２５年大阪・関西万博を市内企
業の技術力の発信、ポテンシャル向上の契機と捉え、パビリオン
等への出展等の支援及び市内企業のプロモーションを行う。大
阪・関西万博への出展を通じて時々刻々と変化する社会的需要に
も応え得る市内企業の技術力を全国へアピールすることで都市ブ
ランディングの向上につなげ、地域経済の発展、関係人口の増加
を図る。

地方創生推進タイプ

967 大阪府 大阪府東大阪市
東大阪市まち・ひと・しごと創
生推進計画

大阪府東大阪市の全域

東大阪市では、若者・子育て世代の定住促進や出生率の向上に向
けた取り組みを推進するとともに、選ばれるまちとなる施策を積
極的に展開することにより、令和12（2030）年に約48万人の人口
をめざします。将来の定住人口を増やすため、多くの人が働き・
学ぶ場としての特徴や、交通利便性、スポーツなど本市の強みを
生かし、にぎわいを強化することで、東大阪市を訪れる人（交流
人口）や、関わりを持つ人（関係人口）の増加をめざします。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

968 大阪府 大阪府泉南市
泉南市まち・ひと・しごと創生
計画

大阪府泉南市の全域

国の第2期まち・ひと・しごと創生総合戦略に掲げられた施策の中
から、本市の特性と現状にフィットする施策をピックアップし
た、第2期泉南市まち・ひと・しごと創生総合戦略に掲げている、
「にぎわいと交流が生まれるまち」、「子どもにやさしいまち・
すべてのひとにやさしいまち」、「地域で支える暮らしの安
心」、「国際的スポーツエリア『SENNAN CAMP』の創造」の4つの
プロジェクトに取り組み、人口減少に歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

969 大阪府 大阪府四條畷市
けいはんな学研区域（田原地
域）における、自動運転車を起
点とした地域主体のまちづくり

大阪府四條畷市の全域

本市は、これまで生活や経済活動の利便性を向上させうるICT等の
新たな技術を巧みに活用し（子どもの見守り活動、市役所窓口の
キャシュレス決済の導入、自宅に居ながら住民票が取得できるシ
ステム等）、産官学と住民・地域コミュニティが参加・活動し、
よりよい地域社会や住みよい環境を新たな技術を活用し創り上げ
ている。
本事業は、地域主体のまちづくりをめざし、四條畷市田原地域に
自動運転車の導入に向けた実証実験等を行い、その成果を市域全
体のまちづくりに組み込み、四條畷市全体の活性化を目指す。

地方創生推進タイプ

970 大阪府 大阪府四條畷市
第2期四條畷市まち・ひと・しご
と創生推進計画

大阪府四條畷市の全域

本市の人口は、社会動態においては近年転入超過の傾向にあるも
のの、自然動態においては出生が死亡を下回り、全体として人口
ビジョンに掲げる将来展望を上回る減少傾向を示している。
目標とする人口動態を達成するため、めざすべき将来像として
「みんなで未来を育むまち 四條畷」を設定のうえ、「ひとづく
り」「まちづくり」「しくみづくり」を基本目標とし、住みた
い、住み続けたいと思ってもらえるまちづくりを推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



971 大阪府 大阪府交野市
みんなのこころが和むまち実現
計画

大阪府交野市の全域

まちの活力と世代間の助け合いを持続的なものとするため、多く
の人々が住みたい・住み続けたいと愛着を持ち、誇りを感じるま
ちづくりにより、現役世代（生産年齢人口）と子ども（年少人
口）の減少に歯止めをかけ、バランスのとれた人口構成を目指
す。また、多世代が活躍する地域共生社会の実現や安全・安心な
暮らしの基盤づくり、社会変化に対応した地域活力の創出、持続
可能な地域社会の構築などの取組みをより一層進めることで、中
長期的な出生率の向上と社会増減の均衡に取り組み、地域活力の
維持・向上を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

972 大阪府 大阪府大阪狭山市
大阪狭山市まち・ひと・しごと
創生推進計画

大阪府大阪狭山市の全域

本市の魅力を高め、市民をはじめ多くの人々が「生涯住み続けた
いまち」と思う環境を創出し、多くの人々に愛されるまちをめざ
すため、本計画期間において「出産・子育てを支援して若い世代
の定住を促す」「安心して暮らし続けられる環境を整える」「ま
ちの魅力を高めて人を呼び込む」「地域経済を活性化して雇用を
確保する」の４つの基本目標に基づき、地方創生の取組みを進め
ていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

973 大阪府 大阪府島本町
まちの魅力の創造・発信によ
る、地域内経済活性化推進計画

大阪府島本町の全域

町内の消費活動を誘発する事業を複数実施し、町内の経済循環を
向上させる。
具体的には、民間団体が主体となったイベントの開発、政策誘導
型の創業支援、地域でしか買えないお土産商品開発を実施し、地
域内の消費喚起を図る。また、本取組みを行いながら、本町の魅
力をアナログ媒体とデジタル媒体を組み合わせた、上質なタウン
プロモーションを実施し、地域の認知度を向上させる。にぎわい
や活気づくりの拠点整備もあわせて行う。
効果が表れる事業となるよう、外部専門家による支援を受け、関
係者の体制を強化し、事業を実施する。

地方創生推進タイプ

974 大阪府 大阪府三島郡島本町
島本町まち・ひと・しごと創生
推進計画

大阪府三島郡島本町の全域

人口減少や高齢化の進行により、地域社会にさまざまな影響を及
ぼすことが懸念されることから、将来的な人口規模の減少や高齢
化の進行に的確に対応し、子どもから高齢者まで誰もが住みやす
いまちづくりを進めていく必要がある。これらの課題の解決・改
善のため、「魅力と活力、にぎわいのあるまちづくり」「若い世
代の結婚・出産・子育ての希望を叶える」「安全・安心で、誰も
が活躍できる、持続可能なまちづくり」を基本目標に掲げ、ま
ち・ひと・しごと創生を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

975 大阪府 大阪府豊能郡豊能町
第２期豊能町まち・ひと・しご
と創生推進計画

大阪府豊能郡豊能町の全域

「住民主役のまちをつくり出す“ひとづくり”」・「未来の活力
を生み出す”しごとづくり”」・「緑の中で楽しく暮らせる”ま
ちづくり”」を基本目標として、人口減少に歯止めをかけるため
の取り組みとともに、避けることができない人口減少・超高齢社
会にしっかりと対応するための取り組みを両論として進め、新た
な社会構造の構築と魅力の創出により、地域社会を持続させるこ
とで、「厳しく困難な未来」を変え、持続可能なまち・豊能の実
現を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

976 大阪府 大阪府豊能郡能勢町
第２期能勢町まち・ひと・しご
と創生推進計画

大阪府豊能郡能勢町の全域

本町では、若者の町外への流出や高齢化・出生数の減少により総
人口が減少している。人口減少が地域経済の縮小を呼び、地域経
済の縮小が人口減少を加速させる状態に陥っているといえる。こ
れらの課題に対応し、本町の将来像「人・地域・地球の健康を守
り　縁をつなぐ　開かれたまち能勢～里山未来都市～」を実現す
るために、地方創生に取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

977 大阪府 大阪府泉北郡忠岡町
忠岡町まち・ひと・しごと創生
推進計画

大阪府泉北郡忠岡町の全域

本町は2010年以降人口減少が進み、少子高齢化による自然減、子
育て世代の転出による社会減が進んでいる。同時に地場産業の衰
退と共に、働く場が失われ、地域コミュニティの衰退、公共施設
やインフラの維持困難による生活基盤の崩壊、まちの魅力の喪失
など、住民生活への様々な影響が懸念される。本町はこれらの課
題に対応するため、まちづくりの源泉は「ひと」にあるとの認識
に立ち、人材が活躍し、まちがにぎわい、仕事を生み出す好循環
の創出に取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

978 大阪府 大阪府南河内郡太子町
太子町まち・ひと・しごと創生
推進計画

大阪府南河内郡太子町の全域

人口減少・少子高齢化の進行による地域の担い手不足や地方経済
の縮小などの課題に対応し、目指すべき将来像である「人と自然
と歴史が交流し 未来へつなぐ 和のまち “たいし”」の実現に向
け、「安心して子どもを産み育て、健康に暮らせる体制をつく
る」、「安心・安全な地域をつくる」、「働く場や交流機能の充
実による地域活力の向上」、「地域に愛着と誇りを持ち、地域を
支える人材の育成」を基本目標に地方創生の取組みを推進してい
く。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

979 大阪府 大阪府南河内郡河南町
来てよし、住んでよしの『あ・
な・ば』かなん創生推進計画

大阪府河南町の全域

本町の人口も平成17年の17,545人をピークに減少しており、住民
基本台帳によると平成２７年には16,126人まで落ち込んでいる。
国立社会保障・人口問題研究所によると、令和４７年（2065）年
には総人口が6,510人となる見込みである。そこで、本町では人口
減少に歯止めをかけ、地域活力を維持するため、若者子育て世代
の定住促進や子育て支援施策を推進し、人口の定着を図ること
で、令和５２年に、総人口17,000人まで回復させることを目標と
している。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

980 兵庫県 兵庫県
ひょうご専門人材相談センター
事業（第３期）

兵庫県の全域

企業の成長戦略を担うリーダーとして、プロフェッショナル人材
を首都圏等から県内へ還流させるため、その拠点となる「ひょう
ご専門人材相談センター」を（公財）ひょうご産業活性化セン
ター内に設置し、民間人材ビジネス事業者と連携したプロフェッ
ショナル人材のマッチングを推進する。

地方創生推進タイプ

981 兵庫県

兵庫県、神戸市、尼崎市、西宮
市、芦屋市、伊丹市、宝塚市、
川西市、三田市、猪名川町、明
石市、加古川市、高砂市、稲美
町、播磨町、西脇市、三木市、
小野市、加西市、加東市、多可
町、姫路市、市川町、福崎町、
神河町、相生市、赤穂市、宍粟
市、たつの市、太子町、上郡
町、佐用町、豊岡市、養父市、
朝来市、香美町、新温泉町、丹
波篠山市、丹波市、洲本市、南
あわじ市、淡路市

ひょうご本社機能立地支援計画 兵庫県の全域

兵庫県と県内41市町は、兵庫県へ本社機能を移転する企業や、県
内本社機能の拡充を行う企業に対し、法人事業税や固定資産税の
不均一課税、補助金及びワンストップ相談窓口の設置などの措置
を行うことで、本社機能立地を促進する。

地方における本社機能の拠点の
強化を行う事業者に対する特例

982 兵庫県
兵庫県、兵庫県洲本市及び南あ
わじ市

『～食極めれば淡路島～』　南
淡路地域再生ネットワーク化計
画

兵庫県洲本市及び南あわじ市の
全域

南淡路地域は、南あわじ市及び洲本市からなり、淡路島の南部に
位置している。本地域は、年間を通じて瀬戸内海特有の温暖な気
温に恵まれ、その気候・風土に合った農畜産業が展開されてい
る。そこで両市における農畜産業を核とした取組みをさらに推進
するため、市道と広域農道を一体的に整備することにより、農畜
産物輸送の効率化を通じた農業所得の向上を図り、併せて新規就
農者に対する支援体制を強化することにより本地域の基幹産業で
ある農業の持続的発展を図る。

地方創生道整備推進交付金



983 兵庫県 兵庫県及び兵庫県養父市
養父市「次世代へつなぐ」豊か
で持続可能なまちづくり計画

兵庫県養父市の全域

京阪神や山陰地方からの交通の利便性、農林産業や地場産業をは
じめ、豊かな自然を活かした観光産業等の地域資源を活用し、地
方創生道整備推進交付金により市道と林道の一体的整備で地域間
の交通ネットワークを構築し、養父市まちづくり計画に掲げる
「多彩な人々によって創出される地域資源（観光・交流）」、
「地域の価値を生かした仕事づくり（価値創造）」、「次代を拓
く農林業の推進（農林業）」を、持続可能なまちづくりを進める
ための施策とし、観光振興、雇用創出、農林業振興は特に力を入
れる分野として位置づけ取り組む。

地方創生道整備推進交付金

984 兵庫県 兵庫県神戸市
海洋都市神戸としての基盤を活
かした新産業「海洋産業」の振
興

兵庫県神戸市の全域

国際貿易港として発展してきた神戸市では、これまでに「医療」
「航空・宇宙」といった成長分野での産業集積を進めてきたが、
これらに加え、海洋都市としての基盤を活かした海洋産業の振興
を図ることで地方創生を実現するため、2015年度より海洋産業の
調査を開始した。2020年度には海洋産業振興に向けた10年間の
ロードマップを策定し、2030年度を目標に、神戸市の強みを最大
限に活かし、海洋産業に関する「企業研究開発部門」「大学・研
究機関」「ベンチャー・スタートアップ企業」といった『知の集
積』を目指す。

地方創生推進タイプ

985 兵庫県 兵庫県神戸市
国登録有形文化財を活用した
「地域の賑わいづくりの場」の
整備

兵庫県神戸市の全域

地域のコミュニティの場として親しまれ、国登録有形文化財にも
登録された旧駒ヶ林公会堂について、地域の貴重な資産としての
活用が求められており、人口減少や少子高齢化時代において、既
存の資産を活用しながら、神戸市の多様な文化や価値観が融合す
るまちの強みを活かした地域住民や来街者との新たな交流・コ
ミュニティへの参画を促す取り組みを行うことで、地域の魅力を
向上させ、地域の活性化を目指す。

地方創生拠点整備タイプ

986 兵庫県 神戸市
第２期神戸まち・ひと・しごと
創生推進計画

神戸市の全域

神戸市は2012年に総人口が初めて減少に転じ、人口の減少局面に
入っている。また、2019年に発生した新型コロナウイルスの世界
的な大流行により、感染拡大の防止と社会経済活動の維持・回復
の両立を図る必要がある。一方で、このような状況を契機とし
て、人々の暮らし方や働き方をはじめ、産業構造や企業行動、地
方自治体の行政運営などが大きく変化しようとしており、これら
に的確に対応することも求められる。こうした背景の中、市民が
安心安全で心豊かな生活を享受でき、将来世代にも継承すること
ができる社会を築いていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

987 兵庫県 兵庫県姫路市
「SDGs×グリーン」グローカル
人材育成事業

兵庫県姫路市、相生市、加古川
市、赤穂市、高砂市、加西市、
宍粟市、たつの市、稲美町、播
磨町、市川町、福崎町、神河
町、太子町、上郡町、佐用町の
全域

姫路市は、令和3年度に選定された「姫路市SDGs未来都市計画」に
基づき、ライフスタイル・ビジネススタイルの変革を促す「グ
リーン」の観点を取り入れ、グローバル人材を育成する。当市で
郷土愛を育み、脱炭素型の生活を身につけたSDGsマインドを持つ
若者が、姫路地域で活躍しつつ、海外と本国をつなぐ「架け橋」
となっている姿を目指す。また、多様なステークホルダーとの連
携を図りながら、経済、社会、環境の三側面における施策を、バ
ランスよく取り組むことにより、持続可能な世界の実現を目指
す。

地方創生推進タイプ

988 兵庫県 兵庫県姫路市
ウィズコロナ時代のニューノー
マルな雇用促進パッケージプラ
ン

兵庫県姫路市、相生市、加古川
市、赤穂市、高砂市、加西市、
宍粟市、たつの市、稲美町、市
川町、播磨町、福崎町、神河
町、太子町、上郡町、佐用町の
全域

「地域密着型就職支援サイト「ＪＯＢ播磨」の運営」（企業情
報、求人情報の掲載、各種イベントの告知、ＡＩ面接導入促進等
の実施）、「新卒者向け事業」（インターンシップイベント
「あっと！姫路」等の実施）、「既卒者・転職者向け事業（ウェ
ブ会議等も含めたビジネスマナー、履歴書の書き方、キャリア形
成等に関する研修等の実施」、「高校生向けフィールドスタディ
（株式会社マイナビと共催し、「探求学習」の授業の一環として
地元企業での職場体験等の実施)」

地方創生推進タイプ

989 兵庫県 兵庫県姫路市

東京の大学生と連携中枢都市の
大学、高校生による都市のイ
メージアップと地場産品の販路
拡大

兵庫県姫路市の全域

姫路市は播磨圏域連携中枢都市圏（8市8町）の連携中枢都市とし
て圏域全体の経済の牽引を担っている。東京と姫路の若者による
都市のイメージアップ事業を立案し、産官学金で構成するコンソ
ウシアムでウィズコロナ、アフターコロナ見据えた事業化を検討
し、地場産品の販路拡大を図る。産業・観光・教育・人口政策を
包含する政策間連携により国内外からの観光客誘致、キャリア教
育、起業家支援等も複合的に行い、雇用や事業承継者を確保しつ
つU・J・Iターンを促し持続可能な真の連携中枢都市としての役割
を果たす。

地方創生推進タイプ

990 兵庫県 兵庫県姫路市 第２期ひめじ創生戦略推進計画 兵庫県姫路市の全域

本市の人口は、53万人台の人口を維持してきたが、近年減少傾向
で推移している。今後、さらなる人口減少が進行していくと予測
され、それに伴う地域経済の縮小や税収の減少が本市の活性化に
大きな影響を与えることが予想される。
このような課題を克服し、播磨の中枢都市に相応しい人口規模と
経済力を確保し、東京圏や阪神地域をはじめとする大都市圏に対
抗できる、活力ある「ふるさと・ひめじ」を維持するため、ひめ
じ創生戦略を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

991 兵庫県 兵庫県尼崎市
第２期尼崎市まち・ひと・しご
と創生推進計画

兵庫県尼崎市の全域

本市は20歳代の若い世代の転入超過が顕著である一方、子育て世
代の転出超過が目立っている。また、将来的には全国同様少子高
齢化の影響で人口減少が見込まれる。こうした状況を受け、本市
では持続可能なまちづくりに向けて、次の4つの基本目標、「子ど
も・子育て支援及び教育の充実を図る」「生きがい・ささえあい
のまちづくりの推進」「脱炭素社会の実現・地域経済の活性化の
推進」「まちの魅力の向上・発信の推進」を設定し、「ありたい
まち」の実現に向けて、まちづくりを進めていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

992 兵庫県 兵庫県明石市
第２期明石市まち・ひと・しご
と創生推進計画

兵庫県明石市の全域

明石市ではこどもを重視した積極的な施策展開などにより、2013
年（平成25年）の290,909人から増加に転じ、2021年（令和3年）
では303,823人となり増加傾向が続いている。
まちづくりの方向性として、2030年のあるべき姿を「ＳＤＧｓ未
来安心都市・明石～いつまでも すべての人に やさしいまちを み
んなで～」と定め、経済・社会・環境の三側面の統合的な取組に
より、持続可能なまちづくりを進める。住民に最も身近な基礎自
治体として「暮らしやすさ」を重視し、総合的かつ継続的な施策
を推進していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

993 兵庫県 兵庫県西宮市
第２期西宮市まち・ひと・しご
と創生推進計画

兵庫県西宮市の全域

阪神・淡路大震災により激減した人口は、震災復興により平成27
年には487,850人まで増加したが、平成28年をピークに減少に転じ
ている。人口減少が始まっている地域では、高齢化が急速に進み
つつあり、地区内での支え合いやコミュニティ活動の継続が困難
となることや空き家の増加などの課題が想定される。今後の人口
減少に歯止めをかけるため、本市の特徴を生かし「文教住宅都
市」として魅力あるまちづくりの取り組みを進めていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

994 兵庫県 兵庫県洲本市
第２期洲本市まち・ひと・しご
と創生推進計画

兵庫県洲本市の全域

「新洲本市総合計画」において、「豊かな自然とやさしさあふれ
る暮らし共創都市・洲本」を10年後にめざすべき将来都市像とし
て掲げ、「基本戦略１新しい時代の流れを力に、チャレンジ精神
と創意に富む人を応援し、「しごと」を創る」、「基本戦略２子
育ての楽しみを分かち合い、人が出会い、「ひと」を育む社会を
創る」、「基本戦略３誰ひとり取り残されることなく、誰もが豊
かにいきいきと暮らせる「まち」を創る」に加え、「ＤＸ戦略」
として「多様なデジタル実装に向け、基礎となる環境を創る」取
組を進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



995 兵庫県 兵庫県芦屋市
芦屋市まち・ひと・しごと創生
推進計画

兵庫県芦屋市の全域

市民、地域団体、ＮＰＯ、行政など多様な主体が連携しながら、
子どもや子育て家庭のそれぞれの状況に応じた切れ目のない支援
や、仕事と子育てを両立できる環境の整備、教育・保育の充実を
図る。また、恵まれた自然環境や交通の利便性などの立地条件に
加え、本市の特徴であるまちなみを維持し、更に美しく、安全な
まちづくりを進めていくことで、今ある魅力を堅持し、継承する
とともに、まちづくりの担い手となる人材の育成やそれぞれの主
体が地域で活躍できる仕組みを充実し、住宅都市としての機能を
高める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

996 兵庫県 兵庫県相生市
相生市まち・ひと・しごと創生
推進計画

兵庫県相生市の全域

本市の人口は、1975年をピークに減少に転じており、今後も人口
減少や少子高齢化が進むことで、地域における担い手不足やそれ
に伴う地域産業の衰退、さらには地域コミュニティの衰退等、住
民生活への様々な影響が懸念される。本計画により、企業版ふる
さと納税を活用し、第2次相生市地域総合戦略に掲げる各種地方創
生事業を効率的・効果的に推進することで、交流人口・定住人口
の獲得及び地域経済の活性化を図り、自然減・社会減に歯止めを
かける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

997 兵庫県 兵庫県加古川市
加古川市まち・ひと・しごと創
生推進計画

兵庫県加古川市の全域

日常生活の高い利便性や都市部に近接する豊かな自然環境といっ
た魅力あふれるベッドタウンとしての特徴とともに、余暇を楽し
む場に磨きをかけることで、新たな人の流れを生み出すととも
に、引き続き、子育てしやすい環境づくりを進めるほか、新たな
仕事、雇用を生み出し、魅力的なまち、未来への活力があふれる
まちづくりを推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

998 兵庫県 兵庫県赤穂市
赤穂市まち・ひと・しごと創生
推進計画

兵庫県赤穂市の全域

赤穂市では2060年時点の将来展望人口を30,000人と設定してお
り、この将来展望人口の実現に向け、「自然動態（出生・死亡）
の改善」「社会動態（転入・転出」の改善」「交流・関係人口
（来訪者や地域と多様に関わる人）の創出」の３つを柱とした地
方創生事業を実施し、人口・産業・地方コミュニティの維持に取
り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

999 兵庫県 兵庫県川西市
第２期川西市まち・ひと・しご
と創生推進計画

兵庫県川西市の全域

住宅都市として魅力的なまちであり続けるためには、重要な施策
を明らかにし、市の特性や強みを活かしたまちづくりを集中的に
実施する必要があることから、総合計画と地方版まち・ひと・し
ごと創生総合戦略（第３次川西市総合戦略）を一つのものとして
策定した。総合計画のうち、総合戦略として位置づけた各小施策
について、数値目標、重要業績評価指標（ＫＰＩ）に基づき、取
組みの効果を定期的に検証するとともに、社会経済情勢や国の総
合戦略等の動向、市内外の状況変化に応じて適宜見直し、効果的
に施策の推進を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1000 兵庫県 兵庫県小野市
小野市まち・ひと・しごと創生
推進計画

兵庫県小野市の全域

第３期小野市総合戦略の６つの基本目標である、「希望あるまち
へ　地域産業の活性化と安定したしごとの創出」、「子どもを生
み育てたいまちへ　将来を担う世代の広がりある未来の創出」、
「選ばれるまちへ　愛着と魅力の創造によるひとの流れの創
出」、「つながりあるまちへ　活気ある豊かで温もりある地域の
創出」、「豊かな人材を育むまちへ　多様な主体が活躍できる環
境の創出」、「挑戦し進化し続けるまちへ　新しい時代の力を活
かす環境の創出」を通じて、人口減少対策及び将来にわたり持続
可能で活力あるまちの実現に取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1001 兵庫県 兵庫県三田市
三田市千丈寺湖畔再生プロジェ
クト

兵庫県三田市の区域の一部（広
野地区、三輪北部地区、小野地
区）

本市は、北摂三田ニュータウン開発の影響から、過去に人口増加
率10年連続日本一経験した郊外住宅都市である。開発が終了する
中、人口急増期に増加した市民の高齢化や20代の若者の転出によ
り人口構造に偏りが生じており、本市の人口減少の要因のひとつ
となっている。市北部には里山等の地域資源が豊かであり、大
阪・神戸圏からの利用者も多い。種々様々なアウトドア活動の場
を磨きあげることで新たな交流人口を創出し、農村地域の活性化
を進めるとともに、関係人口化を進めるため、千丈寺湖畔再生プ
ロジェクトを実施する。

地方創生推進タイプ

1002 兵庫県 兵庫県三田市
三田市フラワータウンまちづく
りプレーヤー発掘・育成支援事
業

兵庫県三田市の区域の一部（フ
ラワータウン地区）

本市のフラワータウン地区では、オールドニュータウン化が進
み、5～10年後に人口の自然減等に伴う空き家の急激な増加が見込
まれる一方、現時点では地区内に新たな開発余地がないため住宅
需要に対し供給が不足する中、人口減少・高齢化に伴いまちの活
力が失われつつある。こうした環境下でも当該地区が今後も子育
て世代を中心とした若い世代に選ばれ続けるため、主体的にまち
づくりに参加する人や団体、企業等を増やすことでまちの活動量
を増やし、まちの活力を維持し続ける仕組みの構築を目指す。

地方創生推進タイプ

1003 兵庫県 兵庫県三田市
第２期三田市まち・ひと・しご
と創生総合戦略推進計画

兵庫県三田市の全域

人口減少が与える経済・産業活動の縮小や、住民組織の担い手不
足による地域コミュニティの機能低下、税収減による行政サービ
ス水準の低下などの様々な影響と課題に対応するため、「人口減
少にも負けないまちづくり」として少子化対策や移住・定住促進
に取り組むとともに、まちの活力を維持するために活動する人を
増やすことで、これまでのまちづくりで築いてきた暮らしやすさ
を維持しつつ、住み続けられるまちを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例
地域雇用開発助成金（地域雇用
開発コース）

1004 兵庫県 兵庫県加西市
加西市まち・ひと・しごと創生
推進計画

兵庫県加西市の全域

「人口減少」、「外国人の増加」、「出生率の低迷」、「女性の
流出」、「高齢化の進行」などの地域課題の解決に取組む。「若
者・女性の仕事を生み出し、活力ある社会をつくる事業」、「新
しい人の動きを生み出し、つながり交流するまちをつくる事
業」、「若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる事
業」、「誰もが安心して暮らせる、共生する地域をつくる事業」
を推進し、若者・女性をはじめすべての市民が、将来にわたり希
望を持って心豊かに暮らすことができる持続可能な都市(サスティ
ナブルシティ)を実現する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1005 兵庫県 兵庫県養父市
地域の未来をつなぐ若者応援事
業

兵庫県養父市の全域

「ふるさと養父市」を印象付ける事業を実施することで、他の市
町では実施していない優越感とふるさと養父市が応援してくれて
いるという安心感を学生等に与えることができる地域を目指す。
「養父市を誇りに思う心」を育て、将来的に「ふるさと養父市」
でセカンドキャリアや起業などＵターン者・移住者として地域に
貢献する人材育成する事業に重点を置いていく。事業内容として
１，キャリアトーク事業２，コミュニケーション教育事業３，
バーチャルやぶ移住定住就活相談室事業を実施する。

地方創生推進タイプ

1006 兵庫県 兵庫県養父市
第２期まち・ひと・しごと・ふ
るさと　養父市創生総合戦略推
進計画

兵庫県養父市の全域

人口減少や少子高齢化により生じる地域の課題を解決するため、
基本目標１「「市民」がアクティブに自分らしく暮らすまち」、
基本目標２「「地域」のつながりを力に、開かれたコミュニティ
があるまち」、基本目標３「様々な「公共」（主体）が地域を豊
かにするまち」を定めた。また、横断的な行動指針として「「挑
戦」し続けるまち」を設定し、持続可能な養父市を次世代につな
ぐ取組を実施する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



1007 兵庫県 兵庫県丹波市
「おかえり丹波」丹波市とつな
がる関係人口創出・移住促進事
業

兵庫県丹波市の全域

丹波市では、本計画において実施するハッピーバース応援事業、
関係人口創出事業及び移住促進事業により、出生時から丹波市で
暮らす価値を実感する取組や、高校卒業後に転出される方がふる
さと住民（関係人口）としてつながりつづける取組、若い世代の
移住等のニーズに沿った取組を行い、若い世代が丹波市に「帰っ
てきたい」「住みたい」と思えるまちにすることで、若者の人口
回復につなげる。

地方創生推進タイプ

1008 兵庫県 兵庫県朝来市
朝来まち・ひと・しごと創生推
進計画

兵庫県朝来市の全域

一人一人が大切な存在である「ひと」を重視し、誰もが心豊かに
生き、働き、暮らせる社会の実現を目指し、「ひと」づくりの視
点を朝来市創生の全てに共通する視点に据えます。“自分らしく
生き生きと活躍する「ひと」”をつくり、その「ひと」が“魅力
ある多様な「しごと」”をつくり、その「ひと」と「しごと」
が、“誰もが希望を持ち、心豊かに安心して暮らせる「まち」”
をつくり、その「まち」が、「ひと」を呼び込むという好循環の
確立を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1009 兵庫県 兵庫県淡路市
淡路市まち・ひと・しごと創生
推進計画

兵庫県淡路市の全域

人口減少が進行すると、地域コミュニティの崩壊といったことが
懸念され、地域の持続可能性が危ぶまれる。これらの課題に対応
するため、次の４つの基本目標を掲げ、自然減および社会減に歯
止めをかける。
・社会的要因による人口増加に向けた雇用施策の展開
・定住促進と転出抑制に向けて「訪れたい、暮らしたい淡路市
へ」
・人をつなぎ、まちを継ぐ。サスティナブルシステムが担うまち
・地域の魅力がつなぐ、みんなが支えあい協力し合うまちづくり

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1010 兵庫県 兵庫県宍粟市
「森林（もり）から創（はじ）
まる地域創生」事業

兵庫県宍粟市の全域

人口減少の最重要課題に対応するため、【住む】集落・地域の活
性化と移住・定住の促進、【働く】雇用の創出と就職支援、【産
み育てる】少子化対策、【まちの魅力】選ばれるまちづくりの４
つの基本目標の達成に取組み、「住まい」「仕事」「観光」「子
育て・教育」「環境」「保険・休養」といった様々な面におい
て、森林からの恩恵を最大限に活かしていくことで、市民、地
域・団体、企業、行政相互の連携と、まちで活躍する多彩な人材
の育成によって、森林から創まる多様な取組を総合的に展開し、
持続可能な地域の創生をめざす。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1011 兵庫県 兵庫県加東市
第２期加東市まち・ひと・しご
と創生推進計画

兵庫県加東市の全域

人口減少が進行する中、年少人口や生産年齢人口の減少を克服す
るとともに、社会増を維持し、将来にわたり活力のあるまちにし
ていくため、「県内№１の子育て・教育環境づくりで親子の夢を
叶える事業」をはじめ、「若い世代が住み続けたいまちをつくる
事業」、「安全・安心で快適な住みよいまちをつくる事業」、
「人が集う魅力あふれるまちをつくる事業」に取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1012 兵庫県 兵庫県たつの市 たつの市まち未来創生推進計画 兵庫県たつの市の全域

本市の人口は、平成17年の市町合併時の82,719人から、約74,000
人まで落ち込んでいる。国立社会保障・人口問題研究所による
と、2045年には、2015年比較で総人口が約68%となる見込みであ
る。人口減少は出生数の減少や、進学・就職等により主に15歳か
ら24歳人口の流出の継続、ファミリー層の転入減少が原因と考え
らえる。これらの課題に対応するため、本市の財産である人・文
化・歴史・産業・自然の地域資源を最大限に活かしながら、ま
ち・ひと・しごとの創生による地域の好循環を生み出し人口減少
を克服する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1013 兵庫県 兵庫県多可郡多可町
多可町まち・ひと・しごと創生
総合戦略推進計画

兵庫県多可郡多可町の全域

少子高齢・人口減少は予想を遙かに超える速さで進み、農林業、
中小企業での後継者不足や各集落での担い手不足の加速度的に進
んでいる。
非常に厳しい状況であるが、有形無形の地域資源等多くの可能性
を持つ多可町で「住みたいまち・住み続けたいまち 多可町」を基
本目標に定め、「雇用の場を創出し、自分に合ったしごとができ
るまちへ」、「住みたい田舎として新しい人の流れをつくるまち
へ」、「結婚・出産・子育ての希望を叶えるまちへ」及び「健
康・交流と安心・安全の魅力あふれるまちへ」。の4目標で人口減
少対策を進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1014 兵庫県 兵庫県稲美町
稲美町まち・ひと・しごと創生
総合戦略推進計画

兵庫県稲美町の全域

第2期稲美町総合戦略の基本的な考え方である“夢と希望をかなえ
る稲美のくらしの創生”をめざし、下記の基本目標を実現するた
めの様々な施策に取り組む。「基本目標１　安定して働ける稲美
町をつくる」、「基本目標２　稲美町へのつながりを築き、新し
いひとの流れをつくる」、「基本目標３　結婚・出産・子育ての
希望をかなえる」、「基本目標４　ひとが集う、安心して暮らす
ことができる魅力的な稲美町をつくる」

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1015 兵庫県 兵庫県加古郡播磨町
播磨町まち・ひと・しごと創生
推進計画

兵庫県加古郡播磨町の全域

今後全国的に人口減少が見込まれるなか、本町においても少子高
齢化の加速は避けられない状況にある。現在の活力を将来にわた
り維持し続けるために、「結婚・出産・子育ての希望をかなえる
環境を創る」「安全・安心に暮らせる「まち」を創る」「資源を
活かした産業の振興で「しごと」を創る」「魅力を伝え、「ひ
と」の交流・移住・定住の流れを創る」という４つの基本目標を
掲げ、施策の推進を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1016 兵庫県 兵庫県神崎郡市川町
市川町まち・ひと・しごと創生
推進計画

兵庫県神崎郡市川町の全域

地域産業の振興と仕事の創出や、子育て環境、教育環境の整備を
さらに進め、「ふるさと市川町」で暮らしたいと感じられる活力
あるまちづくりに取り組む。市川町の持つ自然環境の豊かさや住
み心地、都市部との交通アクセスの良さなどの地域の魅力を積極
的に発信し、新たなライフステージを求める人を呼び込む施策を
展開することで、町内への移住促進と町外への転出抑制を図る。
また市川町の特色であるゴルフアイアン製造産業を軸として、町
の名所や地場産品、歴史的・技術的価値を町内外に発信し、交流
人口、関係人口の増加を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1017 兵庫県 兵庫県赤穂郡上郡町
上郡町まち・ひと・しごと創生
推進計画

兵庫県赤穂郡上郡町の全域

上郡町の地方創生総合戦略『上郡町まち・ひと・しごと創生総合
戦略』で定める７つの基本目標（地域経済活力創造プロジェク
ト、デジタル・トランスフォーメーション促進プロジェクト、清
流の恵み活用プロジェクト、いきいき子育てプロジェクト、多彩
な魅力創出プロジェクト、交流促進プロジェクト、人生100年プロ
ジェクト）に資する事業を、応援税制に基づく企業からの寄附を
活用し実施する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1018 兵庫県 兵庫県佐用郡佐用町 佐用町地域創生推進計画 兵庫県佐用郡佐用町の全域

佐用町では、自然減・社会減による人口の減少が加速的に進行し
ている。これにより、地域経済力の低下に伴う雇用機会の減少
や、地域の賑わいの喪失、生活基盤の弱体化、誰もが安心して暮
らしていける環境が脅かされる事態が懸念される。これらの課題
に対応するため、町民が結婚・出産・子育てしやすい環境の整
備、移住・定住の促進、安定した雇用の創出や誰もが安心・安全
に暮らし続けることができるまちづくりに取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



1019 兵庫県 兵庫県美方郡香美町
香美町まち・ひと・しごと創生
推進計画

兵庫県美方郡香美町の全域

企業版ふるさと納税制度をフル活用し、下記を目標とする第2期香
美町総合戦略に取り組む。
・基本目標Ⅰ　香美町における安定した就労の場を創出する
・基本目標Ⅱ　香美町への新しいひとの流れをつくる
・基本目標Ⅲ　若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる
・基本目標Ⅳ　安心な暮らしを守り、周辺地域と連携する

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1020 奈良県 奈良県
県経済の好循環を図るスタート
アップ推進事業

奈良県の全域

人口規模に対して経済規模が小さく、職場が少ないことが、若者
の県外流出を招いている本県においては、スタートアップにより
イノベーションや雇用を生み出し、経済の好循環を促すことが必
要。スタートアップが連続して生まれる環境（スタートアップエ
コシステム）の構築に向け、①県内の若者（起業家予備軍）の支
援、②産学官連携を中心としたスタートアップの成長支援、③県
内企業・地域社会とスタートアップの連携という３つの視点から
取組を進める。

地方創生推進タイプ

1021 奈良県 奈良県
観光DXの推進による観光地経営
の高度化

奈良県の全域

観光に関するデータやデジタル技術を活用し、県、市町村といっ
た行政や県内事業者等が、状況の変化に応じて、適時適確で効果
的な施策の遂行や事業の展開をするための「データ活用による効
果的な地域活性化」、変化に対応した誘客を行うための「デジタ
ル技術を活用した来訪者への新たな価値創造」を実施していくこ
とにより、観光消費額や宿泊者数の増加等による地域活性化を目
指す。

地方創生推進タイプ

1022 奈良県 奈良県 県内成長企業の人材支援 奈良県の全域

成長を目指す県内企業の課題解決・活性化に向けた支援として、
従来の副業プロ人材に加えて「ふるさと副業」による奈良県出身
者の活用やデジタル化の推進等を実施する。
また、高齢化に悩む企業への継続支援として、労働条件を見直す
企業努力を促すとともに、県のリスキリング事業と連携してデジ
タル時代に合致する人材を企業へ提供する。
さらに、本事業の出口戦略として県庁版ハローワークとプロ人材
拠点を統合し、無料から有料人材紹介（副業プロ人材を含む）ま
でワンストップで企業の人材ニーズに応える。

地方創生推進タイプ

1023 奈良県 奈良市
第２期奈良市まち・ひと・しご
と創生推進計画

奈良市の全域

人口減少及び少子化がもたらす人口構造の変化は、市民生活や地
域経済をはじめ、地域のコミュニティ、行財政など本市のまち・
ひと・しごとに様々な影響を及ぼす。そこで人口減少及び少子化
を抑制するため、住民の結婚、妊娠、出産、子育ての希望の実現
による自然増減の改善、転出抑制・転入促進による社会増減の改
善を目指す。一方、人口減少及び少子化が即座に改善することは
考えにくいことから、人口減少や少子化が進む中でも本市のま
ち・ひと・しごとの活性が持続するよう、効果的・効率的な社会
システムの再構築も併せて進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1024 奈良県 奈良県大和郡山市
大和郡山市まち・ひと・しごと
創生推進計画

奈良県大和郡山市の全域

転出超過や合計特殊出生率の低減の中で、総人口が減少し、行政
運営の維持が困難になる時代の到来に対応するため、「①既存事
業者の経営安定化と新規起業チャレンジ等により雇用を創出す
る」、「②職住近接や多世代住居・近居住居、生活環境の確保に
より定住者を増やす」、「③結婚・出産・子育てしたいと思われ
る環境を構築する」、「④時代に合った安全・安心な地域づくり
と地域資源の有効活用により好循環を導く」を目標に、地方創生
の充実に取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1025 奈良県 奈良県橿原市
第２期橿原市まち・ひと・しご
と創生総合戦略推進計画

奈良県橿原市の全域

橿原市第４次総合計画基本構想に定める将来ビジョン「はじまり
から未来へ、つながりきらめくまち かしはら」を戦略的に実現す
ることを目指し、「地の利を活かしたしごとの場づくり」「新た
な人の流れや交流を盛んにする魅力づくり」「安心して子どもを
産み育てられる環境づくり」「安心して健康に暮らせるまちづく
り」の４つの基本目標達成を図り、合計特殊出生率の改善や人口
流出の抑制を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1026 奈良県 奈良県桜井市
第２期桜井市まち・ひと・しご
と創生推進計画

奈良県桜井市の全域

本市の人口は、2000年の約63,000人をピークに現在も減少傾向に
ある。出生数の減少や若い世代での転出超過傾向が強く人口減少
対策は急務である。これらに対応するため、本市の歴史文化や豊
かな自然環境、充実した観光資源を活用し、観光施策によって交
流人口拡大の機会を活かしながら産業の活性化（就業機会・起業
機会の増大）を行う。また、「魅力的な働く場」の創出が若者の
定住・転入を促し、結婚・出産による自然増を生み、子どもを産
みやすい、育てやすい環境を整えることにより人口減少に歯止め
をかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1027 奈良県 奈良県生駒市
生駒市デジタル田園都市構想推
進計画

奈良県生駒市の全域

「住む」「働く」「楽しむ」の要素が融合し、多様な生き方・暮
らし方が叶う豊かなまちへ転換し、将来都市像である「自分らし
く輝けるステージ・生駒」を実現するため、「子育て世代が住み
やすい環境づくり事業」、「地域共生社会の実現に向けた環境づ
くり事業」、「多様な働き方と市内での経済循環の促進事業」及
び「都市ブランドの構築事業」を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1028 奈良県 奈良県山辺郡山添村 やまぞえ未来創生推進計画 奈良県山辺郡山添村の全域

山添村が未来に続いていくためには、若い世代の定住を促進し、
出産・子育てしやすい環境をつくるとともに、働きやすく、暮ら
しやすい村づくりが求められている。こうした施策を推進し、未
来へと受け継がれていく村づくりをめざして「元気で、夢や生き
甲斐が持て、安心して暮らせる村づくり」を基本理念と定め、
「災害に強い村づくり」、「生活のしやすい村づくり」、「教
育・福祉と健康の村づくり」、「農林商工業の振興」、「観光力
アップ」という５つの基本的視点により地方創生の施策を戦略的
に推進する計画

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1029 奈良県 奈良県磯城郡田原本町
田原本町第２期まち・ひと・し
ごと創生推進計画

奈良県磯城郡田原本町の全域

本町は、今後30年以上にわたり高齢者の割合が増加するととも
に、人口減少が大きく進むと予想されるため、定住促進と人口流
出の抑制や結婚・妊娠・出産・子育ての希望の実現を図り、ま
た、地域の資源を活かした活性化を図ることで、今後の人口につ
いて、社会動態の現状を維持し、自然動態のマイナスを最小限に
抑えるべく、「しごとづくり戦略」、「つながりづくり戦略」、
「子育て環境づくり戦略」及び「安心・安全まちづくり戦略」の
継続的な取組を行う。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1030 奈良県 奈良県高市郡高取町
高取町まち・ひと・しごと創生
推進計画

奈良県高市郡高取町の全域

誰もが居場所と役割のあるコミュニティを作ることで、町の将来
像である町民一人一人が輝くまちを目指す。・基本目標1　安心し
て子育てができるまち、・基本目標2　心豊かに、人が支え合い暮
らせるまち、・基本目標3　訪れたくなるまち、住みたくなるま
ち、・基本目標4　産業振興により活力あるまち

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



1031 奈良県 奈良県北葛城郡上牧町
上牧町まち・ひと・しごと創生
推進計画

奈良県北葛城郡上牧町の全域

本町では、社会経済環境等の時代潮流の変化や高度化・複雑化す
る町民のニーズを捉え、それらに的確に対応していくため、平成
29年にその指針となる最上位計画「上牧町第5次総合計画」を策定
している。本地域再生計画は、総合計画に掲げる将来像「ほほ笑
みあふれる和のまちづくり」の実現に向けて、町民・事業者・議
会・行政などの多様な主体が連携を図りながら、本町の地域特性
や実情に応じた人口減少対策と効果的で持続可能な「協働のまち
づくり」の推進を目的とする。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1032 奈良県 奈良県吉野郡吉野町
第2期吉野町まち・ひと・しごと
創生推進計画

奈良県吉野郡吉野町の全域

本町では、吉野に関わるあらゆる「ひと」が笑顔、感動と感謝の
豊かな生活を安全安心に営むことができる地域社会の形成、地域
社会を担う人材の養成及び魅力ある就業の創出を一体的に推進
し、将来にわたって活力ある地域社会を実現するため「第２期　
吉野町まち・ひと・しごと創生総合戦略」を令和３年６月に策定
した。「憧れ」と「安らぎ」そして自然と一体化するわがまち吉
野が、将来にわたって活力ある地域社会を実現することを目指
す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1033 奈良県 奈良県吉野郡大淀町
大淀町まち・ひと・しごと創生
推進計画

奈良県吉野郡大淀町の全域

様々な人や組織等が協力しあう「協働」「共有」「共感」の理念
を大切にし、「共創のまちづくり」を進め、誰もが「来たい」、
「住みたい」、「住んでよかった」、「これからも住み続けた
い」と思えるまちの実現をめざすとともに、次世代の子どもたち
へつなぐまちづくりを進めていくため、人口減少社会に応じた協
働と連携のまちづくりや情報発信を積極的に進めながら、行財政
運営の効率化や広域行政の推進にも積極的に取り組み、「第２大
淀町地方創生総合戦略」に基づく各種施策・事業を効果的に展開
していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1034 奈良県 奈良県吉野郡下市町
下市町まち・ひと・しごと創生
推進計画

奈良県吉野郡下市町の全域

下市町総合戦略の基本目標である、「ひとが集う、安心して暮ら
せる魅力的なまちをつくる事業」、「下市町とのつながりを築
き、新しいひとの流れをつくる事業」、「結婚・妊娠・出産・子
育ての希望を実現する事業」、「地域経済の循環推進と安心して
安心して働けるまちをつくる事業」を通して、住みやすさの向上
を図り、人口減少に歯止めをかけ、将来にわたって活力のある社
会維持を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1035 奈良県 奈良県吉野郡黒滝村
第２期黒滝村まち・ひと・しご
と創生推進計画

奈良県吉野郡黒滝村の全域

本村の人口は６２３人（２０２２年国勢調査結果）であるが、国
立社会保障・人口問題研究所によると、２０４５年の人口は１８
１人となる見込である。人口の減少は出生数の減少（自然減）
や、若者が村外へ流出（社会減）したことなどが原因と考えられ
る。これらの課題に対応するため、村民の結婚・妊娠・出産・子
育ての希望の実現を図り自然増につなげる。また、移住を促進す
るとともに、安定した雇用の創出や地域を守り活性化するまちづ
くり等を通じて、社会減に歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1036 奈良県 奈良県吉野郡野迫川村
野迫川村まち・ひと・しごと創
生推進計画

奈良県吉野郡野迫川村の全域

本村の総人口は449人(2015年国勢調査)と、奈良県内の市町村の中
で最も少なく、国立社会保証・人口問題研究所によると令和42年
には人口が61人まで減少する見込みである。本村では、人口減少
に歯止めをかけることを最重要課題と位置づけ、快適で安全・安
心な生活基盤・生活環境づくりをはじめ、様々な分野における取
り組みを一体的に進めるため、「地方版総合戦略の基本戦略」を
策定した。本計画に基づき、すべての村民が夢と希望を持つこと
ができるむらづくりを目指す

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1037 和歌山県 和歌山県
和歌山県プロフェッショナル人
材事業

和歌山県の全域

本県が抱える人口減少問題や東京一極集中に伴う人手不足の深刻
化といった構造的な課題を解消するため、プロ人材や副業兼業人
材等の多様な人材の活用を推進し、その中で特にデジタル人材の
活用を推進することで、県内中小企業がERP導入による経営の見え
る化やAIツールによる業務改善、ロボットによる生産性向上など
を実現できるようになり、県内中小企業の経営力向上・競争力強
化につなげる。

地方創生推進タイプ

1038 和歌山県 和歌山県
和歌山県まち・ひと・しごと創
生推進計画

和歌山県の全域

人口減少や少子高齢化による様々な影響が懸念される中、県経済
の発展を進め、県民の暮らしをより豊かにするため、「ひとを育
む」「しごとを創る」「いのちを守る」「くらしやすさを高め
る」「地域を創る」を基本目標に掲げ、積み重ねてきた施策をさ
らに発展させるとともに、社会情勢の変化に伴う新しい問題や超
スマート社会の到来といった時代の流れに対応しつつ、ＩＣＴ・
宇宙関連産業の誘致・集積など新たなことに果敢に取り組むこと
により、目標の達成を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1039 和歌山県 和歌山県及び和歌山県紀の川市
「フルーツ王国」紀の川市の道
路ネットワーク強化による地域
活性化計画

和歌山県紀の川市の全域

「基幹農道として、農作物輸送の効率化による労働生産性の向上
を目的とした広域農道の整備が望まれている。」、「広域農道の
開通は、新たな主要観光ルートとして特に京奈和自動車道から高
野山へのルートとして期待できる。」及び「主要道路網を補完し
市内の農産物直売施設や観光拠点等をつなぐ市道の舗装修繕、歩
道の整備や視界不良箇所の改善等を一体的に整備することで道路
ネットワークを強化し、これら拠点への人の流れを創出すること
により観光客の減少に歯止めをかける必要がある。」

地方創生道整備推進交付金

1040 和歌山県 和歌山県和歌山市
和歌山の魅力資源を活用したイ
ンバウンド推進事業

和歌山県和歌山市の全域

２０２５年に日本国際博覧会（大阪・関西万博）が開催される予
定となっており、多くの外国人の来日が見込まれることから、コ
ロナ禍においても安心して訪れることができるよう各種取り組み
を行い、和歌山市の魅力である、歴史・文化・芸術・スポーツの
魅力資源を活かしたインバウンド推進事業をすすめる。さらに、
地域特有の資源を活用したコンテンツの創出・誘客の促進によ
り、市内全体の周遊につなげ国内外からの誘客をはかる。

地方創生推進タイプ

1041 和歌山県 和歌山県和歌山市
地域の魅力を活かしたサスティ
ナブルな移住定住促進プロジェ
クト

和歌山県和歌山市の全域

市内の人口減少に歯止めをかけるため、移住支援体制の強化や、
安心して就労でき、暮らすことのできる環境の整備、また、本市
の「海」や「和歌山城」といった重要な地域資源を今後も活かし
ていくことで、人の流れを生み出し、誰もが住みやすく、住み続
けたい、働きたいと思える持続可能な地域づくりの実現を目指
す。

地方創生推進タイプ

1042 和歌山県 和歌山県和歌山市
スマートシティの推進による持
続的な産業まちづくり

和歌山県和歌山市の全域

本市におけるスマートシティ実現に向けて、本計画では地域課題
や行政課題の解決に繋がる市内DX等を推進するとともに、第一段
階としてまずは稼げるまちづくりを形成する。これにより、本市
が住みたい・働きたいまちとして選ばれ、持続的に成長できるま
ちを目指す。

地方創生推進タイプ



1043 和歌山県 和歌山県和歌山市
若者世代を中心としたまちづく
りによる次世代人材育成プロ
ジェクト

和歌山県和歌山市の全域

若者世代が和歌山市で学び、和歌山市で働くことが叶い、夢や希
望を持ちながら潤いのある豊かな生活を安心して営むことができ
る地域社会を形成するとともに、地域社会を担う個性豊かで多様
な人材の確保及び地域における魅力ある多様な就業機会の創出を
一体的に推進することで、急激な人口減少に歯止めをかけ、持続
可能で未来に希望の持てる和歌山市の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

1044 和歌山県 和歌山県和歌山市
大阪・関西万博を契機としたわ
かやまし観光拡大プロジェクト

和歌山県和歌山市の全域

関西国際空港からのアクセスの良さ等の地理的利点を生かし、イ
ンバウンド等の観光客が旅ナカだけでなく旅マエから本市の見ど
ころを認識できるような情報発信や、観光客のスムーズな受け入
れのための体制づくり等を通して、大阪・関西万博を契機とした
インバウンド等の観光客の増加に努めるとともに、観光客の市内
周遊を促進し、滞在時間・消費額の増加を図る。

地方創生推進タイプ

1045 和歌山県 和歌山県海南市
海南市まち・ひと・しごと創生
推進計画

和歌山県海南市の全域

人口減少の進行や少子高齢化に伴う人口構造の変化により、地域
経済の停滞や市域の活力低下につながるおそれがあることから、
早急な対策が必要であり、これらの課題に対応するため、「１．
安定した雇用を創出する」、「２．海南市への新しいひとの流れ
をつくる」、「３．若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかな
える」及び「４．時代にあった地域をつくる」を基本目標に掲げ
人口減少に歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1046 和歌山県 和歌山県橋本市
橋本市まち・ひと・しごと創生
推進計画

和歌山県橋本市の全域

結婚・妊娠・出産・子育てなどの若い世代の希望をかなえ、出生
率の向上による自然動態の改善を図る。また、しごとの量や質の
確保、観光などの交流・関係人口の獲得、生活や住環境の充実、
橋本市への愛着や郷土愛を育てるなど、「住んでよかった、住み
たくなる橋本市」を目指すことによって社会動態の改善を図る。
これらにより人口減少にブレーキをかけ、２０６０年に４７，０
００人を確保することを目指し、持続的で活力のある「元気なま
ち　橋本市」の創生に取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1047 和歌山県 和歌山県御坊市
御坊市まち・ひと・しごと創生
推進計画

和歌山県御坊市の全域

人口減少の進行や少子高齢化に伴う人口構造の変化は、地域経済
の規模縮小や担い手不足を招くだけでなく、地域コミュニティの
衰退など日常生活に大きな影響を与えることが想定され、早急な
対策が必要である。これらの課題に対応するため４つの事業（ア.
雇用を創出するまちづくり事業、イ.新しいひとの流れをつくるま
ちづくり事業、ウ.結婚・出産・子育ての希望をかなえるまちづく
り事業、エ.人口減少時代に合った地域をつくるまちづくり）を行
い、人口減少に歯止めをかける

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1048 和歌山県 和歌山県田辺市
観光を軸とした持続可能な地域
づくり推進計画

和歌山県田辺市の全域

2023年～2025年にかけて、本市への誘客やプロモーションの好機
となる大型事業が続くことから、これを契機に世界遺産を核とし
た観光振興及び多様なツーリズムを加速させながら、それと連動
して、本市の主要産業であり地域景観を形成する農業と林業に係
る保全と活用を両立する観光コンテンツを造成することにより、
観光を軸とした産業振興、景観保全を図るとともに、シビックプ
ライド醸成、移住定住、雇用創出の循環を生み、持続可能な地域
づくりにつなげる。

地方創生推進タイプ

1049 和歌山県 和歌山県紀の川市
紀の川市まち・ひと・しごと創
生推進計画

和歌山県紀の川市の全域

市民の希望をかなえ、誰もが活躍でき、子育てしやすく、安全・
安心で暮らしやすい地域づくりを進めるとともに、交流人口、関
係人口の増加から移住・定住を促進する。また、産業の振興や雇
用創出に取り組むとともに、地域の稼ぐ力を高め、地域経済の好
循環形成を実現させ、市民の所得向上を図る。将来にわたって年
齢構成のバランスを維持し、活力を維持する持続可能な「強い」
紀の川市づくりを進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1050 和歌山県 和歌山県岩出市
岩出市まち・ひと・しごと創生
推進計画

和歌山県岩出市の全域

継続的な人口増加が続き、2006年に単独で市制施行し、2021年に
市制施行15周年を迎える岩出市ですが、徐々に高齢化が進み、人
口構造の変化から、将来的な人口減少が見込まれます。
これまで積み重ねてきたまちづくりをさらに発展させ、人口減少
時代に対応した魅力ある岩出市づくりを基本に「活力あふれるま
ち　ふれあいのまち」の実現を目指し、「人が集う、魅力あるま
ち」「子育てしやすいまち」「安全・安心で住環境の良いまち」
「産業振興による活力あるまち」を基本戦略として、人口減少へ
の抑制を図ります。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1051 和歌山県 和歌山県海草郡紀美野町
紀美野町まち・ひと・しごと創
生推進計画

和歌山県海草郡紀美野町の全域

紀美野町では、今後も進むとみられる人口減少や少子高齢化に対
応するため、「空・山・川のふれあいのある美しいふるさと」を
めざす将来像とし、「みんなでつくるまちづくり」「子育て・教
育のまちづくり」「福祉の充実したまちづくり」「安心・安全で
住み良いまちづくり」「活力ある産業のまちづくり」の５つの基
本方針・基本目標を掲げ、人口減少の食い止めを図るとともに、
人口減少社会にあっても持続可能なまちづくりを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1052 和歌山県 和歌山県かつらぎ町 かつらぎ熱中小学校推進計画 和歌山県かつらぎ町の全域

「大人の社会塾・熱中小学校」を開校し、首都圏の企業経営者や
研究者を講師に招く。地域の事業者のマーケティング・経営分
析・情報発信力が向上するとともに、熱中小学校を通じて協力関
係を築き、競争力の高い地域産品を創出する。講師や姉妹校等と
の人脈を形成し、産品のブラッシュアップ、販路開拓、プロモー
ションを図る。地域の有識者による郷土教育を行い、郷土愛の醸
成を図る。有識者・若年層・高齢者を結びつけ、全ての住民が地
域づくりに貢献できる環境を構築する。併せて、産品にストー
リーや付加価値をつけることに繋げる。

地方創生推進タイプ

1053 和歌山県 和歌山県伊都郡かつらぎ町
かつらぎ町まち・ひと・しごと
創生寄附活用事業推進計画

和歌山県伊都郡かつらぎ町の全
域

本町は、農業、特に果樹栽培が盛んであり、豊かな森林を活かし
た林業も営まれている。しかし、近年の農林業を取り巻く環境は
厳しい状況にあり、また、商工業については、人口減少や車社会
化の進展により、商店街の入客が減少し、商店街として機能して
いない状況にある。町内の産業が衰退し、就職・進学を機とした
転出が相次いでいる。これらの課題に対応するため、地域産業の
活性化、交流人口の拡大、子育て環境・定住環境の整備等に取り
組み、転出の抑制、移住・定住の推進、地域の活性化を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1054 和歌山県 和歌山県伊都郡九度山町
九度山町まち・ひと・しごと創
生推進計画

和歌山県伊都郡九度山町の全域

九度山町の人口減少に歯止めをかけ、好循環を確立するため、①
安定した雇用を創出する事業、②九度山町へ新しいひとの流れを
つくる事業、③九度山町で若い世代の結婚・出産・子育ての希望
をかなえる事業、④地域と地域をつなぎ、時代にあった安心安全
な暮らしを実現する事業の４つの事業を実施し人口減少の抑制、
関係・交流人口の増加を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



1055 和歌山県 和歌山県伊都郡高野町
高野町まち・ひと・しごと創生
推進計画

和歌山県伊都郡高野町の全域

産業の活力創出に取り組むまちづくり事業、「住んでよし、訪れ
てよし」のまちをつくるまちづくり事業、すべての世代が生き生
き暮らせるまちを創るまちづくり事業、安全で安心な生活を実現
するまちづくり事業を通じて、町民の結婚・妊娠・出産・子育て
の希望の実現を図り自然増につなげる。また、移住を促進すると
ともに、安定した雇用の創出や安全で安心できるまちづくりを促
進し、社会減に歯止めをかけるための取り組みを行い、地域の活
性化を目指した施策を展開する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1056 和歌山県 和歌山県有田郡有田川町
有田川町まち・ひと・しごと創
生推進計画

和歌山県有田郡有田川町の全域

有田川町の人口は出生数の減少や、基幹産業である農林業の衰退
により若者が町外へ流出したことにより、昭和30年の41,529人か
ら平成27年の26,361人まで落ち込んでおり、今後も減少すると推
計されている。これらの人口減少に歯止めをかけるため「女性が
住みたいまちづくり」「地域の魅力を活かした住民主体のまちづ
くり」「ずっと住みたいまちづくり(交流から定住へ)」の基本目
標に基づいた施策を推進し、将来にわたって安心して暮らせるま
ちづくりを推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1057 和歌山県 和歌山県日高郡日高町
日高町まち・ひと・しごと創生
推進計画

和歌山県日高郡日高町の全域

地方自治体としては、非常に珍しく人口増加の町ではあるが、令
和2年ごろをピークに減少していくことが予測されています。「人
口を維持すること」を最重要課題として次の基本目標を掲げ、将
来的に安定した人口構成の実現を図る。基本目標１　定住・移住
を促進するとともに、日高町ファンを増やす基本目標２　結婚・
出産・子育ての希望をかなえるとともに、人材を育てる基本目標
３　誰もが安全・安心に暮らせる魅力的なまちをつくる基本目標
４　観光客を増やすとともに、いきいきと働けるようにする

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1058 和歌山県 和歌山県日高郡由良町
由良町まち・ひと・しごと創生
推進計画

和歌山県日高郡由良町全域
由良町総合戦略において、雇用創出、交流人口の拡大、定住対
策、子育て環境の整備及び地域活性化を図ることで、由良町人口
ビジョンで示した2060年の目標人口4,700人を目指していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1059 和歌山県 和歌山県日高郡みなべ町
みなべ町まち・ひと・しごと創
生推進計画

和歌山県日高郡みなべ町の全域

みなべ町の総人口は2020年現在、減少傾向にあり、特に、少子高
齢化は今後も進行していくことが予想されます。このまま人口減
少が進行すると、町の基幹産業であるうめ産業やコミュニティ活
動等の活力を衰退させ、安定した生活・暮らしそのものの存在を
脅かす事態となることが危惧されるため、４つの基本目標を掲
げ、人口減少に歯止めをかけるものとします。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1060 和歌山県 和歌山県西牟婁郡白浜町
白浜町まち・ひと・しごと創生
推進計画

和歌山県西牟婁郡白浜町の全域

本町の人口減少に歯止めをかけながら、町の持続的発展を目指
し、第２次白浜町まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づく「白
浜ブランドの向上・創出」、「白浜町の特徴を活かした雇用の創
出」、 「若者がまちにとどまり、戻ってこられる環境づくり」、
「安心して子どもを産み、育てられる環境づくり」、「安心・安
全で快適な暮らしの確保」の５つの基本目標と「多様な人材の活
躍を推進する」、「新しい時代の流れを力にする」を掲げ、人口
減少の抑制と地域活力のさらなる向上に取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1061 和歌山県 和歌山県西牟婁郡上富田町
上富田町まち・ひと・しごと創
生推進計画

和歌山県西牟婁郡上富田町の全
域

本町の総人口は本格的な減少傾向の入り口に立っている。また、
低い出生率が続き、少子化が進行する中で、生産年齢人口も減少
し、平均寿命の伸長もあいまって急速に高齢化が進んでいくもの
と考えられる。本町おいては、転出が多い15歳～24歳の年齢層が
定住するように、今後も住みやすい町づくりを続けていく必要が
ある。また、子育て期にあたる20～39歳女性人口の減少などを考
えると、自然増減と社会増減の両面に対する施策に取り組む必要
があると考える。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1062 和歌山県 和歌山県西牟婁郡すさみ町
すさみ町まち・ひと・しごと創
生推進計画

和歌山県西牟婁郡すさみ町の全
域

すさみ町総合戦略で掲げる「若い世代が出会い・結婚・出産・子
育てしやすい環境をつくる」、「すさみに「しごと」を増やし、
安心して働ける仕組みをつくる」、「すさみ町へ新しい「ひと」
の流れをつくる」、「すさみの「まち」に活力をもたらし、安心
して幸せに暮らせる社会環境をつくる」を４つの基本目標に位置
づけ、地域活性化に関する施策を計画的に実施する。また、人口
ビジョンの目標人口を現実的かつ着実に達成するため、2060年ま
でに330人の人口減少抑制を行い、「高齢者１人当たり生産年齢人
口1.3人」を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1063 和歌山県 和歌山県東牟婁郡那智勝浦町
那智勝浦町まち・ひと・しごと
創生推進計画

和歌山県東牟婁郡那智勝浦町の
全域

那智勝浦町の人口については、昭和30年の26,645人をピークに減
少が続いており、令和22年（2040年）に9,906人、令和42年（2060
年）には6,326人にまで減少することが見込まれる。こうした急速
な人口減少を逓減させ持続可能な那智勝浦町を維持するために、
出生数の維持及び転出抑制・転入促進を図り、令和42年（2060
年）に人口8,000人台の維持を目指すこととした。本目標の実現に
向けて、6つの事項を基本指針に掲げ、着実に事業の実施に取り組
み、急速な人口減少の逓減を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1064 和歌山県 和歌山県東牟婁郡太地町
太地町まち・ひと・しごと創生
推進計画

和歌山県東牟婁郡太地町の全域

・くじらを核とした産業振興で「豊かで活力あるまち」づくりを
創造する事業
・地域資源・伝統を活かし「魅力あるまち」を創造する事業
・子育て世代が「住んでみたい」と思うまちを創造する事業
・安全安心な暮らしを実現する事業
・くじらと自然公園のまちづくりを推進する事業

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1065 和歌山県 和歌山県東牟婁郡古座川町
古座川町まち・ひと・しごと創
生推進計画

和歌山県東牟婁郡古座川町の全
域

人口減少対策に町をあげて取り組むための方針として第２期「古
座川町まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、その着実な
実行を通じて、町民とともに自治を育み、“きらりと光る”まち
づくりを実現する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1066 和歌山県 和歌山県東牟婁郡串本町
第２期串本町まち・ひと・しご
と創生推進計画

和歌山県東牟婁郡串本町の全域

わが国が直面している人口減少、少子高齢化は依然として深刻な
状況であり、国だけでなく、都道府県、市町村が連携し長期間に
わたり取り組まなければならない問題だが、地域によって状況が
異なり、それぞれの地域特性に沿って強みを活かし、問題解決に
向かって地域全体が同一の方向で対策を講じていく必要がある。
　国が「まち・ひと・しごとの創生」に向けた政策５原則を掲げ
ている中、串本町においても、この政策５原則に基づき施策を展
開することが必要である。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



1067 鳥取県 鳥取県
住み続けられる中山間地域創造
事業

鳥取県の全域

中山間地域で暮らす人々が住み慣れた場所で安心して生活を送る
ことができる「持続可能な中山間地域」の実現に向け、住民の生
活基盤となる買い物環境や医療体制の強化、地域交通機能の確
保・向上など、生活基盤の安定化を目指すとともに、都市部への
人口流出の抑制を図る。また、移住者を呼び込み、中山間地域の
魅力を様々な媒体を通じて広く発信することで定住へ繋げ、過疎
化の防止、担い手の確保や人材育成、地域の賑わいを創出する。

地方創生推進タイプ

1068 鳥取県 鳥取県
人口最少県が挑む！人手不足に
打ち勝つ人材獲得・育成事業

鳥取県の全域

今後益々加速していく人口減少に対して、これまで課題となって
きた、低迷する労働生産性や学生の県外流出などを改善していけ
るよう、DXによる企業の生産性向上や、高度ものづくり人材の育
成等による働き手の能力向上、女性・障がい者など多様な人材が
活躍できる職場環境づくり、外部人材・知見の活用や起業家の創
出などを推進し、県内の雇用環境の魅力向上を図ることで、県外
から県内への人の流入の増加・県内から県外への人の流出の減少
（改善）及び人出不足の解消を目指す。

地方創生推進タイプ

1069 鳥取県 鳥取県 高度ビジネス人材活用推進計画 鳥取県の全域

「プロフェッショナル人材戦略拠点」を設置し、都市部大企業等
との関係構築を推進しながら、都市部の高度ビジネス人材の活用
により、県内企業が「攻めの経営」に転身し、ビジネス戦略を実
現するためのサポートを推進する。
副業・兼業を含めた多様な形態による「プロフェッショナル人
材」の地域展開を進め、特に都市部での集積が高いデジタル人材
について、これまでの実績とノウハウを活かし、地域企業との
マッチングを促進する。

地方創生推進タイプ

1070 鳥取県 鳥取県 鳥取県令和新時代創生推進計画 鳥取県の全域

人口減少・少子高齢化の状況下で、鳥取県が将来にわたって発展
していくためには、県内すべての市町村が活力を持ちながら持続
していく必要がある。地域に暮らす一人ひとりが幸せを感じ、活
気あふれる地域の持続を目指して、『とっとり創生による持続可
能な地域社会の実現』を目指す姿として掲げ、新たな課題に立ち
向かい、鳥取発の地方創生を推進していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1071 鳥取県
鳥取県、鳥取県岩美郡岩美町及
び鳥取市

地域の活力を生み出すみなとづ
くり計画

鳥取県岩美郡岩美町及び鳥取市
の区域の一部
（田後港、東漁港、岩戸漁港、
酒津漁港、船磯漁港、夏泊漁
港、長和瀬漁港）

岩美町及び鳥取市では、漁業が基幹産業の一つとなっているが、
港湾・漁港施設の老朽化や港内静穏度の不足、航路泊地の埋塞よ
る出漁機会 の減少などにより、水産物の安定的な生産・流通に支
障が生じ、地場水産品の直売所や道の駅等への影響も懸念されて
いる。このため、港湾・漁港を一体的に整備することにより、水
産物の安定的な生産・流通を図るとともに、６次産業化の促進や
港・道の駅などでのイベント等の普及活動と連携し、地域の賑わ
い創出や地域経済の活性化を図る。

地方創生港整備推進交付金

1072 鳥取県 鳥取県及び鳥取県八頭郡若桜町
若桜町の森林資源を活用したま
ちづくり計画

鳥取県八頭郡若桜町の全域

林道４路線（諸鹿屋堂羅線、皆込線、大通中江線、根安𣇃𣇃米線）
及び町道１路線（西町１号線）の一体的な整備により、林業・木
材産業の振興を図り、これらの地場産業を足掛かりに人口減少に
歯止めをかけ、地域活性化を実現する。

地方創生道整備推進交付金

1073 鳥取県 鳥取県及び鳥取県西伯郡大山町
みなとを活かした地域づくり計
画

鳥取県西伯郡大山町及び東伯郡
琴浦町の区域の一部
（逢坂港、赤碕港、御崎漁港及
び御来屋漁港）

大山町及び琴浦町では、年々、過疎化や高齢化が進んでおり、漁
業活動の軽労化・効率化や新規漁業就業者の確保が課題となって
いる。また、施設面においては、越波や静穏度不足、施設の老朽
化により、安心・安全な漁業活動に支障をきたしている状況であ
る。そのため、港湾及び漁港を一体的に整備することで、鳥取県
中西部地域全体における漁業の就労環境の改善による発展を図
り、道の駅や直販所へ水産物を安定供給による消費拡大や道の駅
等の利用促進による地域活性化を目指す。

地方創生港整備推進交付金

1074 鳥取県 鳥取県鳥取市、鳥取県
「出会い」「集い」「学び」
「つながる」舞台芸術を核とし
た地域活性化事業

鳥取県鳥取市の全域

固有の資源である「鳥の劇場」を軸に、多様な人々が「出会
い」、「集い」、「学び」、「つながる」交流拠点エリアを創出
するため、交流拠点整備及び、交流拠点一帯で舞台芸術を核とし
た人づくり、賑わいづくりに資する各種事業に取り組む。本取組
により、文化芸術の振興はもとより、産業の振興、交流・関係・
定住人口の増加などによる地域の活性化を目指す。

地方創生推進タイプ

1075 鳥取県 鳥取市
第２期鳥取市創生総合戦略推進
計画

鳥取市の全域

本市が将来にわたり持続可能な都市として発展・継続するため、
「次世代の鳥取市を担う‘ひとづくり’」、「誰もが活躍できる
‘しごとづくり’」、「にぎわいあふれ安心して暮らせる‘まち
づくり’」を３本の柱とし、進行する少子高齢化や人口減少問題
に的確に対応するとともに本市の強みや特性をいかした施策に取
り組み、若い世代をはじめ多世代に選ばれるまちづくりを推進す
る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1076 鳥取県 鳥取県倉吉市
「暮らし良し、倉吉」まち・ひ
と・しごと創生推進計画

鳥取県倉吉市の全域

人口減少を抑制し、地域社会の機能が低下することなく、本市に
暮らす子ども、若者、子育て世代、働く世代、地域活動の担い
手、高齢者など、一人ひとりが、暮らしやすさを実感できる持続
可能なまちを目指し、地方創生及び地域活性化を推進し、子ども
から高齢者まで、誰一人として取り残されることのない、笑顔あ
ふれる元気な「くらしよし」まちをつくる。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1077 鳥取県 鳥取県岩美郡岩美町 岩美町地域創生推進計画 鳥取県岩美郡岩美町の全域

岩美町の人口は1950年の20,519人をピークに、その後急速に減少
が始まっている。人口減少と少子高齢化は、地域の日々の生活を
支える事業所や地域コミュニティ活動の担い手不足を招くだけで
なく、消費量の減少やそれに伴う地域経済の規模縮小により、事
業の継続そのものに大きな影響を与えることが考えられる。これ
らの課題に対応するため、持続可能なまちづくりに向けて、国が
示すSDGｓの概念やSociety 5.0の実現など新たな観点も取り入
れ、地域の活力を生み出すとともに、人口減少・少子高齢化対策
に取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1078 鳥取県 鳥取県八頭郡若桜町
若桜町まち・ひと・しごと創生
推進計画

鳥取県八頭郡若桜町の全域

国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、現状の合計特殊
出生率と社会移動が推移すれば、本町の総人口は2040年には1,563 
人、2050年には1,092人にまで減少し、地域社会の維持が困難とな
ることが予想される。子どもを産み育てやすい環境の整備や移
住・定住促進、雇用の創出、地域資源を活かした魅力づくりなど
を積極的に進め、出生数の増加（合計特殊出生率の向上）や社会
移動（転出）による減少の逓減・解消に繋げる。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



1079 鳥取県 鳥取県八頭郡智頭町
一人ひとりの人生に寄り添える
まちへ

鳥取県八頭郡智頭町の全域

SDGs未来都市として選定された本町は住民一人ひとりが主役とな
り、「一人ひとりの人生に寄り添えるまちへ」を将来像として、
幸せな智頭暮らしを実現するために、「持続可能な地域づくり」
「みんながみんなを支えるまちづくり」「若い世代が楽しめるま
ちづくり」「新しい時代の流れを力にしたまちづくり」に取り組
んでいきます。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1080 鳥取県 鳥取県東伯郡三朝町
三朝町まち・ひと・しごと創生
推進計画

鳥取県東伯郡三朝町の全域

三朝町が持つ魅力を活かし、三朝町でしか実現することができな
い地方創生をすすめるためには、時代を取り巻く環境の変化を敏
感に捉えながら、さまざまな課題の解決に向け、引き続き積極的
な取り組みを実践していく必要がある。三朝町の明るい未来を開
くため、町民と地域、行政がともに考え、汗をかき、暮らしやす
い新しい町づくりを進め、人口の自然減・社会減などの課題に対
応しながら、みささスタイルによる地方創生を推進していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1081 鳥取県 鳥取県東伯郡湯梨浜町
湯梨浜町まち・ひと・しごと創
生推進計画

鳥取県東伯郡湯梨浜町の全域

自然減が特に進んできた本町にあって、近年では社会増も見られ
るようになってきたが、依然として社会減の傾向が続いている。
この両方が進む人口減少問題は、地域経済や地域住民の生活にも
大きな影響を与える極めて重要な問題となっている。この問題を
克服するために、企業版ふるさと納税を活用し、人口減少（自然
減と社会減）に歯止めをかけるとともに、当面避けられない人口
減少から生じる諸課題に的確に対応することを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1082 鳥取県 鳥取県東伯郡北栄町
北栄町まち・ひと・しごと創生
推進計画

鳥取県東伯郡北栄町の全域

北栄町まち・ひと・しごと創生総合戦略に沿った６つの基本目標
「農業の振興」、「商工業の振興」、「観光の振興」、「環境・
エネルギー施策の推進」、「子どもを産み育てやすいまちづく
り」、「未来をつくる教育の推進」、「移住定住の促進」を柱と
し、諸課題に対応できるよう各種事業を推進することで、人口減
少時代に対応した持続可能なまちづくりを行う。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1083 鳥取県 鳥取県西伯郡日吉津村
第２期日吉津村ふるさと創生推
進計画

鳥取県西伯郡日吉津村の全域

日吉津村は、これまで人口が増加傾向であった。将来的に人口増
加の推計もあるが、毎年の出生者が20人台後半であった場合は、
急激な減少はないものの、人口が減少傾向に転じる。階層別人口
の推計から、子どもを増やす取り組みは勿論だが、生産年齢人口
が流入する施策にも取り組むことが、人口を減少させず、維持・
増加に効果的であると考える。具体的には、「住むなら日吉
津！」、「子育てなら日吉津！！」などを基本目標として掲げ、
定住策、健康寿命延伸の取組等の強化を行い、将来的な人口減少
傾向を解消し、人口の増加を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1084 鳥取県 鳥取県西伯郡伯耆町
伯耆町まち・ひと・しごと創生
推進計画

鳥取県西伯郡伯耆町の全域

今後も人口減少や少子高齢化が進むことで、地域社会の担い手が
減少し、地域産業の衰退や地域機能が低下し、地域における住民
生活に様々な影響が生じることが懸念される中、これらの課題に
対応するため、伯耆町は「次世代へつながる子育てのまち」「暮
らしにつながる仕事のあるまち」「ひとと地域がつながる安住の
まち」の３つの基本目標とそれぞれの施策を定め、主な取組み事
業と関連付けて総合的に実施することでまちづくりを推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1085 鳥取県 鳥取県日野郡日野町
日野町まち・ひと・しごと創生
推進計画

鳥取県日野郡日野町

人口が減少していく中でも、人と人とのつながりを大切にし、生
きがいをもって安全で安心して暮らせる“まち”をつくり、暮ら
している人たちが「住んで良かった」と思えるまち、将来を担う
子どもたちが誇りを持って未来へ引き継いでいけるまちを目指す
ため各種事業や施策を実施します。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1086 鳥取県 鳥取県日野郡江府町
江府町まち・ひと・しごと創生
推進計画

鳥取県日野郡江府町の全域

第１期総合戦略での反省を踏まえ、総花的に施策を展開するので
はなく、実効性の高い具体的施策に注力し、人口減少に歯止めを
かけ、安心して暮らせる地域をめざし、担い手・後継者育成のた
めの新しい人の流れをつくり、魅力的な地域をつくる。人財育成
による地方創生を加速させ、総合戦略の推進が、世界共通目標で
あるSDGs（持続可能な開発目標）の達成につながるものとして
「持続可能な３０００人の楽しいまち」の実現に真摯に取り組
む。特に受け継がれてきた奥大山の恵みを活かし、持続可能な江
府町をつくりあげていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1087 島根県 島根県
しまねのチカラ！組織連携によ
る地域の自立性向上プロジェク
ト

島根県の全域

これまで地域の課題解決に向けた機運醸成や計画づくり、実践活
動など地域運営の全体に対し支援してきたが、これからは、公民
館エリアを基本単位とした生活機能の維持・確保に特化した取組
を支援するとともに、新たに複数の公民館エリアの連携による担
い手の確保を図ることで生活機能の維持・確保の取組を重点的に
支援し、モデルとなる地区を構築し、広く県内に波及させる。
併せて、自主財源の確保を図るために、地域運営組織の収益事業
への取り組みに対し支援する。

地方創生推進タイプ

1088 島根県 島根県
縁結びからはじまる、しまねの
応援プロジェクト～笑顔あふれ
る結婚・子育て・働き方支援～

島根県の全域

島根県には「多世代同居の割合が高いこと」、「保育所待機児童
率が低いこと」など、子育てしながら働きやすい環境があり、こ
うした強みを活かしながら、結婚、妊娠、出産、子育てまで切れ
目ないきめ細かな支援や、子育てと仕事の両立支援、女性の活躍
など、官民一体となった支援体制づくりを進めることで、結婚や
子育てを希望する人が、安心してその希望を実現できる島根を目
指す。

地方創生推進タイプ

1089 島根県 島根県
プロフェッショナル人材確保推
進事業

島根県の全域

島根県プロフェッショナル人材戦略拠点を運営し、支援機関や地
元金融機関、民間人材ビジネス事業者と連携して専門人材のマッ
チングを推進し、企業の成長と大都市圏から地方への人材還流を
促す。併せて、専門人材を活用する際にかかる有料人材ビジネス
会社への紹介手数料及び副業・兼業人材の移動費等を補助するこ
とで、マッチングの活性化、県内への人材環流の拡大を図る。更
に、デジタル人材の活用・スタートアップ企業に対する支援を拡
充し、デジタル化に取り組む県内企業及びスタートアップ企業の
専門人材の活用を後押しする。

地方創生推進タイプ

1090 島根県 島根県
島根県地方活力向上地域特定業
務施設整備促進プロジェクト

島根県の全域

東西に長く、離島や中山間地域などが多い島根県では、市町村と
の連携のもと地域の特性を活かした産業の振興と企業誘致を進
め、若者にとって魅力ある雇用の場を創出していく必要がある。
そのため、県内３つのエリアで、それぞれの産業集積や地域の資
源を活かして、首都圏等から本社機能を移転する企業や県内で本
社機能を拡充する企業を、税制優遇策や立地助成制度などで支援
し、良質で安定した雇用を創出することで地方への新たな人の流
れを生み出すことを目指す。

地方における本社機能の拠点の
強化を行う事業者に対する特例



1091 島根県 島根県
「企業版ふるさと納税を活用し
た島根創生推進計画」

島根県の全域

島根創生計画で描かれている「人口減少に打ち勝ち、笑顔で暮ら
せる島根」の実現に向けて、人口減少に歯止めをかけ、将来にわ
たって人口を安定的に推移させるとともに、中山間地域や離島を
含め、産業や生活機能、社会インフラ等を維持、発展させ、本県
の活性化を図る

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1092 島根県 島根県
出雲東部圏域（旧平田市）の産
業と暮らしを支える港づくり計
画

島根県出雲市の区域の一部（河
下港及び小伊津漁港）

出雲東部圏域（旧平田市）は、近年過疎化・少子高齢化等の急激
な進行により、地域活力の低下が懸念されている。また、港が地
域社会の産業と暮らしを支える重要なインフラとなっているもの
の、岸壁や防波堤等の機能不足により大型船舶への対応や安全な
漁業活動に支障が生じている。このため、担い手の確保につなが
る港湾・漁港を一体的に整備することにより、安定的な物流、地
域住民の安全安心な生活を確保するとともに、港湾・漁港の連携
により、観光客数の増加、水産振興・販路拡大、にぎわいの創出
により地域社会の維持を図る。

地方創生港整備推進交付金

1093 島根県
島根県隠岐の島町、島根県海士
町、島根県西ノ島町、島根県知
夫村、島根県

環境×教育×観光による持続可
能な地域づくりプロジェクト

島根県隠岐の島町、海士町、西
ノ島町、知夫村の全域

隠岐地域では、DMOが中心となって、観光振興のみならず環境保
全・保護と教育の発展による持続可能な地域社会の実現を目指し
ている。しかしながら、DMOでは組織マネジメント体制、自主財源
の確保、データに基づいた効果的効率的な情報発信に課題を抱え
ており、これらを解決するための打ち手として「マネジメント人
材の確保や給与制度の改革」、「収益源の多様化」、「データ
マーケティングの活用」を行う。この３つの打ち手によって、DMO
の自走体制を構築し、DMOを中心とする持続可能な地域社会の実現
を目指す。

地方創生推進タイプ

1094 島根県 島根県松江市 Ruby City MATSUE 2.0推進事業 島根県松江市の全域

「Ruby City MATSUEプロジェクト」の従来の取組みである「人材
育成」、「企業誘致」、「コミュニティ（の強化）」に、「地元
IT企業の更なる成長」、「地元非IT企業との連携による相互成
長」、「成長性評価の高い企業誘致」、「起業・新ビジネス創
出」、「地元企業のDX化」、「海外産業連携」を推進する施策を
加えた基本構想に基づき、事業を実施する。

地方創生推進タイプ

1095 島根県 島根県浜田市
浜田市まち・ひと・しごと創生
推進計画

島根県浜田市の全域

将来にわたり活力あるまちとして発展していくため、若者が暮ら
したいと思う環境づくりとして雇用の場の創出により本市の移
住・定住を促進するとともに、出会いから結婚・子育てへの切れ
目ない支援を行うことで、子どもを産み育てようと思える環境の
充実を図ることで、誰もが住みたい、住んで良かったと思えるま
ちづくりを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1096 島根県 島根県出雲市
「～出雲力で地域と人が輝く～
持続可能な観光地域づくり」

島根県出雲市の全域

新たな観光戦略「～出雲力で地域と人が輝く～持続可能な観光地
域づくり」の実現のため、本市が目指す姿・価値として、「出雲
力を生かした経済効果の最大化」「中山間振興や産業振興、関係
人口の創出、自然や文化の継承など、観光を活用して多様な地域
課題への貢献」を掲げ、➀周遊滞在・消費環境の整備、②戦略的
コンテンツの充実、高付加価値化、➂個人とつながる情報発信等
による出雲ファン獲得、④2025大阪・関西万博を見据えた国内外
旅行者の誘客、⑤地域の総力戦で臨む観光地経営体制の構築の5本
柱を重点施策として取り組む。

地方創生推進タイプ

1097 島根県 島根県益田市
益田市まち・ひと・しごと創生
推進計画

島根県益田市の全域

本市では「ひとが育ち　輝くまち　益田」の実現に向け、少子高
齢化や人口減少に伴って複雑化する地域課題に対応し、地域の資
源を活かした持続可能なまちづくりを行うため、総合戦略に掲げ
る横断戦略「社会変化に対応できる持続可能なまちをつくる」と4
つの基本戦略（「定住の基盤となるしごとをつくる」、「結婚・
出産・子育ての希望をかなえる」、「益田に回帰・流入・定着す
るひとの流れをつくる」、「地域にあるものを活かし、安心して
暮らせるまちをつくる」）に沿った取組を実践する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1098 島根県 島根県大田市
多様な人財を惹きつけるおおだ
の人財育成プロジェクト

島根県大田市の全域

人口減少を抑制するため、市内の小学生、中学生及び高校生と市
外へ進学した大学生と市内企業の３つの視点で事業を展開する。
市内の小学生、中学生及び高校生に対しては、市内企業を知って
もらう取り組みを実施する。市外へ進学した大学生に対しては、
市内企業で働くことの魅力を認知してもらう取り組みを実施す
る。市内企業に対しては、情報発信の強化及び就職イベントの積
極的な参加を促す。上記の取り組みにより、大田市への生産年齢
人口を増やし、人口減少の抑制を目指す。

地方創生推進タイプ

1099 島根県 島根県大田市
地域産品等を活用した商品開
発・販路創出による地域活力創
出プロジェクト

島根県大田市の全域

大田市には世界遺産「石見銀山遺跡」を始めとする観光資源や日
本有数の漁獲量を誇る「大田の大あなご」など、豊かな地域資源
を有している。これらの魅力的な資源を活用した商品開発や事業
者の販路拡大に取り組む。大田市の地域資源を使った商品の開発
を積極的に支援することで大田市の魅力発信を強化し交流人口の
拡大を図るほか、ECサイトを活用した事業者の新たな販路拡大に
取り組み、事業活動の促進による地域経済の活性化を目指す。

地方創生推進タイプ

1100 島根県 島根県大田市
大田市まち・ひと・しごと創生
推進計画

島根県大田市の全域

今後も進むとみられる人口減少や少子高齢化に対応するため、こ
れらの大きな要因として考えられる出生数の減少や、若者の進学
などに伴う市外への流出などに対し、多様で活力ある産業をつく
ることによる若者の「はたらく場」の創出、ふるさとを愛する豊
かな心をつくることによる「地域への愛着」を深めること。ま
た、だれもが住みよい暮らしをつくることで「子育てしやすく安
心して暮らせる環境整備」を進めるとともに、協働・共創により
「持続可能なまちづくり」を推進し、人口減少に歯止めをかけ
る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1101 島根県 島根県仁多郡奥出雲町
奥出雲町まち・ひと・しごと創
生推進計画

島根県仁多郡奥出雲町の全域

国立社会保障・人口問題研究所の平成30(2018)年3月推計による
と、本町の人口は令和2(2020)年以降も減少を続け、令和22(2040)
年には7,270人に、令和42(2060)年には3,937人になると推計され
ている。これらの課題に対応するため、地域資源を活かした魅力
ある産業を創出するとともに、新技術の導入等により生産性を向
上し、地域産業の競争力を強化することで、稼げる地域づくりを
推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1102 島根県 島根県邑智郡川本町
川本町まち・ひと・しごと創生
推進計画

島根県邑智郡川本町の全域

第６次川本町総合計画に掲げる、「稼ぐ地域をつくるとともに、
安心して働けるようにする」、「地域とのつながりを築き、地方
への新しいひとの流れをつくる」、「結婚・出産・子育ての希望
をかなえる」及び「ひとが集う、安心して暮らすことができる魅
力的な地域をつくる」の４つの基本目標の達成により、将来にわ
たり地域を維持できるまちづくりを進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



1103 島根県 島根県邑智郡美郷町
美郷町まち・ひと・しごと創生
推進計画

島根県邑智郡美郷町の全域

美郷町の総人口は1955年をピークに減少を続けており、2020年は
4,355人です。2045年の推計人口は、2,470人で、高齢化率が
46.2％となります。人口減少と高齢化の進行をはじめ様々な課題
に対応するため、美郷が好きで住み続けたいという意識の醸成と
活力ある地域づくりに向け、5つの基本目標を設定し、産業雇用・
定住施策・結婚・出産・子育て支援・安心な暮らしの実現・先進
技術を活かした新たな美郷を創造するための施策に取り組み、人
口減少・少子高齢化に歯止めをかけることを目指します。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1104 島根県 島根県邑智郡邑南町
邑南町まち・ひと・しごと創生
推進計画

島根県邑智郡邑南町の全域

邑南町では、「ひと」づくりを基軸に、「ひと」が「しごと」を
つくり、「まち」をつくるとの認識を基本として、「誰一人取り
残さない」社会＝持続可能な共生社会の創生を目指すため、「新
しいひとの流れをつくる」「持続可能な地域づくりと安心なくら
しを確立する」「稼ぐ地域をつくり、安心して働けるようにす
る」「子育てと教育環境の充実」の４つの目標を掲げ、目標達成
のために必要な各種事業を展開し、人口減少に歯止めをかけ、地
域経済や地域コミュニティの縮小の克服を目指します。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1105 島根県 島根県鹿足郡津和野町
津和野町まち・ひと・しごと創
生推進計画

島根県鹿足郡津和野町の全域

津和野で暮らす魅力をつくり、それを発信していくために５つの
基本目標を設定し、移住・定住施策を展開することにより「ひ
と」が「ひと」を呼び、「ひと」が「しごと」を呼ぶ好循環をつ
くり、人口減少に歯止めをかけ、町民一人一人が安心して住み続
けられる、活力あるまちづくりを進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1106 島根県 島根県鹿足郡吉賀町
吉賀町まち・ひと・しごと創生
推進計画

島根県鹿足郡吉賀町の全域

吉賀町では、「自然の恵みに育まれ、人と共に生きる自立発展の
まち」の指針のもと、まちづくりの発展に取り組んでいる。将来
的にも持続可能な地域社会を維持していくには、結婚・子育て対
策をはじめ、移住・定住、産業・雇用、医療・福祉対策のより一
層の充実を図り、人口減少に歯止めをかけ、将来にわたって活力
ある吉賀町であることが重要である。安心して子育てができる最
適な環境づくりや充実して働ける環境づくりを進め、交流人口の
拡大、定住者の増加といった良い循環が生まれることを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1107 岡山県 岡山県
きらり輝く！おかやま多様な人
材活躍支援計画

岡山県の全域

インターンシップを契機とした県内企業と学生のマッチング支
援、オンライン型の企業見学ツアー、外国人材県内活躍総合支
援、女性の復職・再就職支援などの各種事業により、若者の定着
を進めるとともに、女性や高齢者、外国人材など多様な人材が意
欲や能力に応じて活躍することによる人手不足の緩和や企業業績
の改善を図り、成長分野への投資促進、魅力的な仕事や雇用機会
の創出につなげる。

地方創生推進タイプ

1108 岡山県 岡山県
デジタルイノベーション創出支
援計画

岡山県の全域

県内企業・大学等の研究者及び学生が、先端デジタル技術の活用
を軸に組織・分野の枠を超えて共創するプラットフォームを設置
するとともに、各成長分野のDXに関する共通課題を解決するデジ
タル技術を企業人材と学生等の若者が共に学ぶ実践的講座を開設
することでデジタルイノベーションの創出と社会実装を実現し、
企業の生産性や魅力を向上させるとともに、若者の県内定着・還
流を進め、地域産業全体の底上げ・県内経済の持続的な発展の確
保を目指す。

地方創生推進タイプ

1109 岡山県 岡山県
デジタル化による企業の「新た
な価値づくり」支援事業

岡山県の全域

県内企業に対して、プッシュ型でのデジタル化に向けた各種支
援、デジタル活用のスキルアップ支援を行うことにより、AI・IoT
等のデジタル技術やECサイト・オンラインなどを効果的に利活用
した新たなビジネスモデル・付加価値等の創出など、デジタル化
に向けた意識の醸成や取組の推進を図り、国内外における競争力
の強化、生産性の向上につなげる。

地方創生推進タイプ

1110 岡山県 岡山県
ものづくり企業のグリーン成長
計画

岡山県の全域

政府は「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」
を策定し、地球温暖化への対応を成長の機会と捉え、産業構造や
経済社会の変革を通じた大きな成長に繋げることとしている。こ
の変革の流れを県内企業の成長の機会と捉え、成長戦略に掲げら
れた今後成長が期待される産業分野への県内企業の参入を後押し
するため、県内ものづくり企業の新技術・新製品開発を支援する
とともに、各産業を担う人材の育成等を推進することで、強力に
経済の好循環を推進し、県内産業の成長促進を図っていく。

地方創生推進タイプ

1111 岡山県 岡山県
観光DXを活用した持続可能な観
光地づくり推進計画

岡山県の全域

ポストコロナに向けた観光戦略の策定、観光DX基盤整備やデジタ
ルマーケティングによる情報発信、付加価値の高いコンテンツ整
備等による誘客促進などの各種事業により、海外を含めて本県に
最適なターゲットとなる地域や世代などを特定し、効果の高いプ
ロモーション等による誘客施策を進め、官民一体となった持続可
能な観光地づくりに繋げていく。

地方創生推進タイプ

1112 岡山県 岡山県
晴れの国おかやまで農業をやっ
てみませんかプロジェクト実施
計画

岡山県の全域

三徳園での農業研修体系の見直しやオンラインでの農業研修の実
施により、これまでより低コストで多くの農業研修の希望者を受
け入れる体制を確立するとともに、これまで立地条件等から研修
への参加が困難であった県北の就農希望者など、県内全域から就
農意欲の高い研修生の参加を可能とする。さらに、環境にやさし
い農業の推進体制を構築し、生産された農産物の生産拡大、販売
促進を図り、産地の育成、拡大を進め、持続可能な食料システム
の構築を目指す。

地方創生推進タイプ

1113 岡山県 岡山県
地域を支える中小企業の維持・
継続計画

岡山県の全域

中小企業の事業継続を支援することで、地域経済の活性化・雇用
の維持を目指す。新型コロナ感染症の影響下においても、不確定
要素に左右されず、計画的な経営を堅実に行うことの重要性を今
一度見直し、『災害』に強い企業を育て、地域経済の停滞を防ぐ
とともに、就活学生等の若い世代の就職・定着による県内企業の
活性化を図る。また、経営者の高齢化が進む企業の後継者不足を
解消し事業承継への筋道をつけ、サービス産業における生産性向
上や付加価値向上を図り、事業継続力を強化することで地域経済
の活性化を図る。

地方創生推進タイプ

1114 岡山県 岡山県及び岡山県高梁市
道路ネットワークを活かした交
流と連携のまちづくり計画

高梁市の全域

市道と林道の一体的な整備により、岡山自動車道から、備中吹屋
や備中松山城などの観光施設へのアクセスを強化するとともに、
森林整備を進める箇所と地区内の木材加工所、地区外搬出先への
アクセス改善による木材産業の効率化を図るなど、地域産業の競
争力強化に資する道路ネットワークを構築し地域の稼ぐ力を向上
させ、交流と連携のまちづくりを目指すものである。

地方創生道整備推進交付金



1115 岡山県 岡山市
未来へ躍動する桃太郎のまち岡
山創生プロジェクト

岡山市の全域

未来へ躍動する桃太郎のまちおかやま創生プロジェクトは、「中
四国の交通結節点、高い都市機能集積」、「安全・安心の生活環
境」、「医療・介護資源の集積」、「岡山固有のテーマ性の高い
歴史・文化資源等の保有」、「第３次産業中心の産業構造」、
「活発な地域活動」、「ＥＳＤ・ＳＤＧｓの取組」など、岡山市
の強みと特徴を最大限に生かした、効果的な施策を展開してい
く。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1116 岡山県 岡山県津山市
第２期津山市まち・ひと・しご
と創生総合計画

岡山県津山市の全域

あらゆる施策を講じて人口減少・少子化を食い止め、人口構造の
若返りを図り、まちの活力を創出するとともに、住みやすさを追
求し、住み続けたい・住んでみたい、誇りに思えるまちを実現す
るため、①地域経済を活性化させ、安定した雇用を創出する事
業、②誇りと魅力を感じるまちづくりで、③津山市への新たな人
の流れを創出する事業、③若い世代を中心として、結婚・出産・
子育ての希望がかなうまちを実現する事業、④これからの時代に
対応した持続可能なまちづくりと地域間連携を進める事業に取り
組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1117 岡山県 岡山県玉野市 若者の地元定着推進事業 岡山県玉野市の全域

本市では地元企業が若者の就職先の選択肢になりにくく、若者の
人口流出が続いている。本市は造船業をはじめとした製造業が基
幹産業となっているが、近年は従事者が減少し、その魅力や情報
を知ることも少なくなっている。こうしたなか、地元企業が若者
の就職の選択肢となるには「地元企業の情報発信の強化」と「地
元企業の魅力の向上」が主な課題となっている。そこで、地元企
業の情報発信力を強化し、キャリア教育等を通して地元企業につ
いて正しい認識をつけてもらい、地元高校生をはじめとした若者
の市内定着を目指す。

地方創生推進タイプ

1118 岡山県 岡山県玉野市 IT企業等誘致推進事業 岡山県玉野市の全域

本市では若者の希望職種に合致するような企業が少なく、若者の
人口流出が続いている。近年、都市圏を中心に、ICTを活用した柔
軟な働き方が普及し、自然豊かで暮らしやすい地方の魅力が再認
識され、その実践場所として選ばれる事例が増えている。本市は
これまでの移住支援の経験から、柔軟な働き方を実践する企業等
にとっても、十分に魅力的な場所であると言えることから、移住
支援で培ってきたノウハウを活用しながら、IT企業や柔軟な働き
方を実施する人材をメインターゲットとした誘致活動を推進し、
若者の市内定着を目指す。

地方創生推進タイプ

1119 岡山県
岡山県笠岡市，岡山県井原市，
岡山県浅口市，岡山県里庄町，
岡山県矢掛町

広域連携拠点施設（熱利用施
設）整備事業計画

岡山県笠岡市，岡山県井原市，
岡山県浅口市，岡山県里庄町，
岡山県矢掛町の全域

本施設において3市2町が人口減少や高齢化率の高まりによって抱
える４つの課題（健康寿命の延伸，新たなコミュニティの形成，
交流人口の拡大，学校施設の老朽化と水泳授業における課題）を
解決し，地域の魅力を高める。自治体の枠を越えた新たなコミュ
ニティの形成や住民間の交流を活発化することで地方創生として
目指す「生涯活躍のまち」を実現し，圏域への人の流れを創出す
る。

地方創生拠点整備タイプ

1120 岡山県 岡山県井原市
第２期井原市まち・ひと・しご
と創生推進計画

岡山県井原市の全域

「魅力あふれる　元気なまち　いばら」を実現するため、「稼ぐ
地域をつくるとともに、安心して働けるようにする事業」「つな
がりを築き、井原市への新しいひとの流れをつくる事業」「結
婚・出産・子育ての希望をかなえる事業」「ひとが集う、安心し
て暮らすことができる魅力的な地域をつくる事業」を総合的に展
開する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1121 岡山県 岡山県総社市
総社市まち・ひと・しごと創生
推進計画

岡山県総社市の全域

市街化周辺部では人口減少が進み，自然減も続いている状況に対
応するため，子どもから高齢者までが，元気で安心して暮らせる
よう，健康寿命に関する事業などを行うとともに，結婚・出産・
子育てができる環境整備に努め，併せて，雇用機会の確保を図っ
ていく。また，地域の特色を活かした教育特区などをとおして，
人口減少が進んでいる地域の活性化にも取組み，「岡山・倉敷に
並ぶ新都心　総社　～全国屈指の福祉文化先駆都市～」の実現に
向けて，市民とともに取り組んでいく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1122 岡山県 岡山県高梁市 高梁市観光好循環創造事業 岡山県高梁市の全域

地域産業の「稼ぐ力」を最大限に引き出し、地域経済の舵取り役
を担う高梁地域DMOを再構築し、戦略的なマーケティングに基づく
交流人口の拡大、観光・物産の振興及び市内産業全般への波及効
果の最大化、市民収入の増加、雇用の創出と働き手の確保を目指
す。高梁地域DMOの事業として、物産振興部門及び観光振興部門の
両面において先進的事業を実施することで、外貨の獲得及び地域
内での経済循環率向上を図る。

地方創生推進タイプ

1123 岡山県 岡山県高梁市
高梁市まち・ひと・しごと創生
推進計画

岡山県高梁市の全域

５つの基本目標「地域産業・地域資源を活かした活力あるまち」
「美しい自然環境と快適な生活基盤が調和した安心・安全のま
ち」「心のつながりを大切に支え合い助け合う健康のまち」「た
くましく豊かな心を未来へつなぐ学びのまち」「多様な主体との
連携・協働による持続可能なまち」と３つの横断目標「人口減少
対策に取り組む」「災害に強いまちをつくる」「未来革新技術を
活用する」のもと、人口減少下においても将来に希望を持ち、誰
もが健康で心豊かに暮らし続けられる地域社会の実現をめざす。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1124 岡山県 高梁市
高梁市若者定着奨学金返還支援
プロジェクト

高梁市の全域

本市の若者の社会動態は、大学卒業時を含む年代の転出超過が特
に顕著となっており、地方創生を推進するためには、次世代を担
う若者の市内定着を図る取組みが大変重要である。本事業は、奨
学金の返還支援を行うことにより、若者の市内定着を促進すると
ともに、地域の将来を担う人材の確保を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1125 岡山県 岡山県備前市
第２期備前市まち・ひと・しご
と創生推進計画

岡山県備前市の全域

急激な人口減少に対応するため、子育て世代の人口流出を抑制
し、市に活気を取り戻すことを念頭に「教育のまち備前」を将来
像として掲げ、教育の質・学力の向上、子育て支援や福祉の充実
に取り組む。また、雇用の拡大をはかるとともに、本市の特徴で
ある豊かな自然と伝統文化の活用を鍵に活気あるまちづくりを目
指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1126 岡山県 岡山県備前市、岡山県瀬戸内市
伝統工芸美術品「備前☆」の継
承・活用による地域振興事業

岡山県備前市、瀬戸内市の全域

備前市と瀬戸内市は日本を代表する伝統工芸美術品である「備前
焼」「備前刀」の中心的なまちであり、これらはシビックプライ
ドを醸成するものでもある。しかしながら、ライフスタイルの変
化などから国内需要が伸び悩み、地域産業の低迷や後継者不足に
よる製造技術の保存・継承が危ぶまれている。欧米を中心とした
認知度の向上や海外需要の開拓を行い、海外での新たな収益構造
の確立や関係人口・交流人口の増加を促進し、地域産業が活性す
るとともに、安定供給や品質向上と生産者の増加、後継者の確保
や育成が図られることを目指す。

地方創生推進タイプ



1127 岡山県 岡山県瀬戸内市
瀬戸内市産業振興拠点施設「地
域と人が紡ぐしごと創造空間」
整備事業

岡山県瀬戸内市の全域

市中心部に地域の人材や資源が集まり、交流する産業振興拠点施
設を整備し、商工会やハローワークを中心とした支援機関との連
携体制のもと、地域を支える事業者・就業者への支援や若者世代
をはじめとした次代を担う人材の確保・育成に取り組む。日常的
に地域産業と関わりをもつ「場所」と「機会」を提供し、地域と
の交流を通じてオープンイノベーションを活性化することで、地
域産業における新たな価値の創造と地域課題の解決による市全体
の活力創出と持続的な発展を目指す。

地方創生拠点整備タイプ

1128 岡山県 岡山県瀬戸内市
瀬戸内市太陽のまち創生推進計
画

岡山県瀬戸内市の全域

本市の人口減少問題の克服と持続的発展に向けて、総力を挙げて
「地方創生」の実現に向けて取り組むため、「第２期瀬戸内太陽
のまち創生総合戦略」に基づき、市が輝き続け、子どもたちに太
陽のような明るい未来を残すことができる施策を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1129 岡山県 岡山県真庭市
人に恋する、地域を愛するプロ
ジェクト

岡山県真庭市の全域

人口減少・年齢構成の変質に直面する本市が、SDGs・地域循環共
生圏・Society5.0等新たな視点を取入れ、多自然・低密度・分散
型の居住空間をもつ中山間地域の価値を最大限に生かしつつ、①
安心して働ける環境・稼ぐ地域、②新しい人の流れ、③結婚・出
産・子育ての希望を叶える環境・教育福祉を地域で支える仕組
み、④ひとが集い安心して暮らせる魅力的な地域を創っていくた
めの施策に取組むことで、最重点課題「若年女性人口・出生数
増、健康長寿推進」の解決を図り、人口減少に適応したまちづく
りを目指すプロジェクト。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1130 岡山県 岡山県和気郡和気町
第２期和気町まち・ひと・しご
と創生推進計画

岡山県和気郡和気町の全域

2006年には約16,500人いた本町の人口は、2045年には約8,500人に
まで減少すると推計されており、深刻な影響が予想されている。
人口の減少は、晩婚化・未婚化による出生数の減少や、働く場が
少ないことによる若者の町外への流出が原因と考えられる。これ
らの課題に対応するため、地域ぐるみで子育てを応援する体制を
整え、出生者数の増加や若い世代の町外への流出防止に繋げる。
また、移住促進や新規雇用の創出、まちの魅力向上に向けた防
災・減災対策の充実強化や公共交通の充実等を図り、社会増の定
着を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1131 岡山県 岡山県小田郡矢掛町
矢掛町まち・ひと・しごと創生
推進計画

岡山県小田郡矢掛町の全域

現代の急激な少子高齢化の流れの中で、若者の減少、地域の賑わ
いの喪失等の課題に対応するため、「雇用を創出する事業」、
「町民の健康増進、福祉の充実、生活・交通の利便性向上を図る
事業」、「教育の充実と文化の振興を図る事業」、「住宅・生活
環境を充実させ、矢掛への移住者の増加を図る事業」、「矢掛の
資源を活かして観光力を強化する事業」、「結婚・出産・子育て
の切れ目のない支援を行う事業」を展開する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1132 岡山県 岡山県苫田郡鏡野町
第２期かがみの創生総合戦略推
進計画

岡山県苫田郡鏡野町の全域

かがみの版の地方創生を推進するため、①安定した雇用を創出す
る事業、②子育て世代に選ばれる環境づくり事業、③新しい人の
流れをつくる事業、④住み続けたい魅力あるまちをつくる事業を
実施する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1133 岡山県 岡山県勝田郡勝央町
第２期勝央町元気なまち総合計
画

岡山県勝田郡勝央町の全域

「人口減少を抑制し、将来にわたって地域の活力を維持していく
こと」の実現に向けて、①勝央町の地域創生を担う「ひと」と
「地域」を育てる事業、②勝央町で安心して働けるようにする事
業、③地域とつながり、勝央町への新しいひとの流れを創る事
業、④結婚・出産・子育ての希望をかなえ、教育を充実する事
業、⑤ひとがいきいきと心豊かで快適に暮らせるまちをつくる事
業に取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1134 岡山県 岡山県英田郡西粟倉村
第２期「生きるを楽しむ」むら
づくり計画

岡山県英田郡西粟倉村の全域

「百年の森林事業（持続可能な林業）」を主軸に再生可能エネル
ギー事業、ローカルベンチャー事業等取り組んだことにより一定
の成果は得られたが、地域の持続可能性を模索する挑戦を引き続
き強力に推し進めていく必要がある。また教育・福祉など地域の
社会資本の充実が、地域経営の上で重要と考えており、地域の人
材を育てる力や、全世代対応福祉の充実、関係人口の拡大や巻込
みなどの取組みを推進し、「百年の森林に囲まれた上質な田舎」
から村民一人ひとりの「生きるを楽しむ」実現に向け、包括的戦
略により持続可能な村づくりを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1135 岡山県 岡山県久米郡久米南町
久米南町まち・ひと・しごと創
生推進計画

岡山県久米郡久米南町の全域

本町では人口減少や少子高齢化が進み、地域の担い手不足、地域
産業やコミュニティの衰退等、住民生活への様々な影響が懸念さ
れている。その状況に対応するため、本計画により第２期久米南
町創生総合戦略を軸とした「子育て環境を整え、魅力あるまちづ
くりの推進事業」、「地域を支える担い手の移住・定住とひとの
流れの創出事業」、「持続的な地域経済の維持事業」、「持続的
な地域力の創出と維持事業」を展開し、将来的に一定水準の人口
を保つとともに、町民満足度の高いまちを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1136 岡山県 岡山県美咲町
デジタルマーケティングを活用
した関係人口の創出・深化事業

岡山県美咲町の全域
現在美咲町が実施している事業と連携し、美咲町の魅力を効果的
に情報発信する戦略【デジタルマーケティング戦略】を構築した
上で、関係人口の創出・深化を図る事業を実施する。

地方創生推進タイプ

1137 岡山県 岡山県美咲町
美咲町移住・定住受入体制整備
事業

岡山県美咲町の全域

美咲町の地域課題であり、所有者にとっても課題となっている
「空き家」について、官民連携による解決を目指す中間支援組織
を設立し、空き家の有効活用という「住」の分の課題を可決する
ことで、移住・定住事業との連携も可能となり、その連携をより
スムーズに発展させていくための有効手段としてデジタル技術を
積極的に導入することが、結果的に住民の利便性が向上につなが
り、利便性向上により住民の満足度が高まれば定住だけでなく、
移住希望者の移住先としての魅力度向上につなげていく。

地方創生推進タイプ

1138 岡山県 岡山県久米郡美咲町 美咲町元気なまちづくり計画 岡山県久米郡美咲町の全域

地域全体で子どもの健やかな成長を支えるとともに、みらい（将
来）を担う子どもたちの豊かな心と優れた知性、生きる力を育む
とともに、幅広い世代の住民一人ひとりが生涯学び続け、チャレ
ンジし続けられるまちづくりを進める。民間企業や教育機関・研
究機関等と連携して、地域資源の有効利用と新しいアイデアの創
造や人材の育成を図り、農業・商工業・観光の振興や中心部の活
性化を通じた賑わいの創出、地域の力と価値を高める等、活力あ
ふれるまちづくりを進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



1139 岡山県 岡山県加賀郡吉備中央町
吉備中央町デジタル田園都市構
想推進計画

岡山県加賀郡吉備中央町の全域

新たな定住者を増やす取組を推進しつつ、現在住んでいる町民の
暮らしやすさを高め、「ひと」と「ひと」とがつながることで安
心感や賑わいを醸成するような施策を展開し、デジタルの力も活
用し、ずっと住み続けたいと思えるまちづくりを目指していくた
め、「吉備中央町に仕事をつくる」「吉備中央町への人の流れを
つくる」「結婚・出産・子育ての希望をかなえる」「魅力的な吉
備中央町をつくる」の４つの基本目標を掲げ、目標の達成に取り
組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1140 広島県 広島県
スタートアップ・中小企業の海
外進出支援事業

広島県の全域

海外での事業展開を志向する県内のスタートアップや中小企業に
対し、現地での事業展開に必要なネットワークの構築や人材の獲
得、拠点設置等の支援を実施し、海外進出のスピードを早め急成
長を促す。

地方創生推進タイプ

1141 広島県 広島県
デジタル技術を活用した中山間
地域の生活環境向上事業

広島県府中市、三次市、庄原
市、安芸高田市、江田島市、安
芸太田町、北広島町、大崎上島
町、世羅町、神石高原町の全域
及び広島市、呉市、竹原市、三
原市、尾道市、福山市、大竹
市、東広島市、廿日市市の区域
の一部（中山間地域）

令和２年度より、中山間地域が抱える生活に身近な課題につい
て、デジタル技術を活用して解決するための新たなサービスを導
入しようとする市町の取組を支援し、令和４年度までに８件の取
組モデルが創出された。本事業では、令和４年度までに実装が完
了したサービスに関して、共通課題を有する市町への横展開を促
進する。また、今後特に注力して解決すべき医療・福祉，交通、
持続可能な地域コミュニティの維持等の課題に対して、複数市町
が共同で取り組めるよう推進する。

地方創生推進タイプ

1142 広島県 広島県
広島県デジタルトランスフォー
メーション推進事業

広島県の全域

県内の民間事業者によるDXの取組着手に向けた支援をするため、
伴走支援による地域のモデルとなる事例を創出するとともに、実
践が容易な取組事例や、自社の課題整理や課題に適したサポート
メニューを見える化することにより、取組の横展開を促進してい
く。また、各地域で自律的かつ継続的にDXを支える体制を構築す
るため、地域の支援機関（商工会，商工会議所等）や公設研究機
関における支援機能の強化（デジタルリテラシーや支援スキルの
向上等）を図る。

地方創生推進タイプ

1143 広島県 広島県

行政からはじめるデジタル実
装！県内自治体の広域連携によ
るスタートアップ「共同」調達
推進事業

広島県の全域

社会的インパクトを持つデジタル技術の実装モデルを形成するた
め、直接住民と関わるサービスを提供している県内の市町等と革
新的な技術を持つSU等をマッチングすることで、行政サービスを
始めとする住民生活の様々なシーンに革新的なデジタル技術の導
入を進めていく。市町等での調達にあたっては、テスト運用期間
の設定や県を中心とした広域調達及びスケールメリットの創出、
随意契約に関するルール整理などを行い、予算要求から契約、実
装までの手続きを一貫して支援する。

地方創生推進タイプ

1144 広島県 広島県
プロフェッショナル人材マッチ
ング支援事業（第３期）

広島県の全域
国（内閣府）やその他の都道府県と連携して、プロフェッショナ
ル人材を大都市圏から本県へ還流（ＵＩＪターン）する取組を推
進していくことにより、強い経済の構築を図る。

地方創生推進タイプ

1145 広島県 広島県
安心・誇り・挑戦　ひろしまビ
ジョン推進計画

広島県の全域
広島県の直面する様々な課題に対応するため，17の施策領域を掲
げ，領域ごとに目指す姿と，目指す姿の実現に当たって考慮すべ
き課題を捉え，それぞれの課題解決に向け取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1146 広島県 広島県
瀬戸内・備後灘の漁業・観光・
生活を支えるみなとづくり計画

広島県竹原市、三原市、尾道市
及び福山市の区域の一部
　　　（忠海港、須波港、生口
港、土生港、千年港、箱崎漁
港）

本地域は，「ONOMICHI U2」など，多くの観光地を有しており，国
内外から観光客が訪れている。また，漁業が盛んな海域で，物産
品の販売施設もあり，地域活性化の取り組みを行っている。しか
し，観光客の増加により，渋滞や混雑が発生している地域や，漁
業活動に支障を生じている地域がある。また，定期航路について
は，観光客だけでなく，地域住民の通勤・通学など多くの人に利
用されており，航路を維持する必要がある。このため，各課題に
対し，施設整備を行い，本地域における漁業・観光・生活を支え
るみなとづくりを行う。

地方創生港整備推進交付金

1147 広島県 広島県及び広島県福山市
鞆の歴史・文化を未来へ繋ぐま
ちづくり事業　～「鞆・一口町
方衆」応援プロジェクト～

広島県福山市の区域の一部（鞆
町）

鞆の町並み保存や歴史的な景観保全に係る取組と鞆の伝統文化を
継承していくための取組への支援について、広島県と福山市が連
携して実施する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1148 広島県 広島県及び広島県大竹市
広島湾の歴史遺産と海の幸を世
界に向けて発信するみなとづく
り計画

広島県大竹市及び廿日市市の区
域の一部（大竹港、阿多田漁
港、厳島港）

本地域において，世界文化遺産・厳島神社を有する「宮島」を中
心に多くの観光地を有しており，国内外からの観光客の誘致に取
り組んでいる。また，漁業が盛んな海域で，水産物の直売など，
観光客を対象とした物産品の販売施設もあり，地域活性化の取り
組みを行っている。しかし，慢性的な渋滞や施設の老朽化等によ
り，利用者の利便性及び安全性が確保されていないことやフェ
リーの大型化に対応するための係留施設の整備等が急務となって
いる。このため，各課題に対し，施設整備を行い，観光振興や地
域産業の活性化を図る。

地方創生港整備推進交付金

1149 広島県 広島県及び広島県東広島市
瀬戸内・安芸灘の漁業・観光・
生活を支えるみなとづくり計画

広島県江田島市、呉市、東広島
市及び大崎上島町の区域の一部
（鹿川港、釣士田港、音戸漁
港、倉橋漁港、豊島漁港、御手
洗港、安芸津港、大西港）

本地域は，「伝統的建造物群保存地区」に指定されている御手洗
港などの観光地を有しており，近年観光客が増加している。さら
に漁業が盛んな海域であるため，地域活性化の取り組みが行われ
ているが，漁船の増加や大型化などにより，港内の利用に支障が
生じている地域がある。また，定期航路については，観光客だけ
でなく，地域住民の通勤・通学など多くの人に利用されており，
航路を維持する必要がある。このため，各課題に対し，施設整備
を行い，本地域における漁業・観光・生活を支えるみなとづくり
を行う。

地方創生港整備推進交付金

1150 広島県 広島県広島市
国内外から人を引き付ける広島
ならではの魅力づくり

広島県広島市の区域の一部（平
和大通り）

平和大通りを人々に平和を実感してもらう空間、また、都心の回
遊を促す新たなにぎわいを生み出す空間にしていくため、「平和
大通りの利活用のための基本計画」に基づき、平和大通りの魅力
や価値を高める整備及び利活用の取組を進める。整備について
は、一部にPark-PFIを活用し、民間事業者の整備区域には、公募
選定した民間事業者がカフェのような憩いの施設とその周辺の広
場等を一体的に整備し施設等の運営を行う。利活用の取組につい
ては、利活用が円滑かつ持続的に行われるようワークショップ等
を開催し、その運営等を行う。

地方創生推進タイプ



1151 広島県 広島県広島市
戸山地域・湯来地域活性化プラ
ンの推進事業

広島県広島市の区域の一部（安
佐南区沼田町吉山・阿戸（戸山
地域）、佐伯区湯来町・杉並台
（湯来地域））

戸山地域・湯来地域では、地元住民や事業者が、エリア全体の魅
力を向上させ、都市住民を呼び込んで地元との関係構築を促進
し、交流の拡大を図ってこれまで以上にヒト・モノ・カネが循環
する地域の実現を目指して「戸山地域・湯来地域活性化プラン」
を策定した。本計画は、地元住民や事業者が、「戸山地域・湯来
地域活性化プラン」に自立的・持続的に取り組めるよう、行政が
先導して広報や研修、協議を進めながら、実証実験を行って実施
体制構築や制度設計などの支援策を整備するものである。

地方創生推進タイプ

1152 広島県 広島県竹原市
竹原市まち・ひと・しごと創生
推進計画

広島県竹原市の全域

本市の総人口は，昭和55年をピークに減少傾向，令和42年には，8
千人弱と予測されている。若い世代の進学等による転出超過，自
然減の拡大による「社会減の緩和，自然減の緩和，賑わいと活力
の創出」が課題とされており，その解決に向け，3つの基本目標を
掲げ，その施策の方向性に「仕事づくり」「移住定住の促進」
「少子化対策」「地域力の強化」「まちの魅力向上」を設定し，
人口減少の抑制を図り，持続可能なまちを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1153 広島県 広島県三原市 市民のスポーツ実施率向上計画 広島県三原市の全域

本市では，「スポーツとの多様な関わりを通じて，市民が健康で
心豊かな生活を送り，地域や社会とのつながりを持ちながら暮ら
していくことができるまち」をめざす姿とているが，「大人のス
ポーツ実施率の低下」，「子どもがスポーツに楽しむ機会の減
少」など課題を抱えている。これに対して，「自転車活用事業」
や「スポーツのテーマパークリニューアル事業」を実施すること
で大人，子ども双方に対してスポーツに関わるきっかけ等を提供
し，運動実施率を上げていくことで，本市のめざす姿へ近づいて
いく。

地方創生推進タイプ

1154 広島県 広島県三原市
第２期三原市まち・ひと・しご
と創生推進計画

広島県三原市の全域

本市における人口減少対策として，本市では，暮らしやすさの向
上，次世代育成，魅力とファンの創造など，自然増減・社会増減
それぞれの対策を講じることにより，人口減少傾向を抑制し，活
力ある将来の実現をめざす。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1155 広島県 広島県福山市
福山市まち・ひと・しごと創生
推進計画

広島県福山市の全域

人口減少・少子高齢社会の様々な課題に対応するため,本計画で
は,福山駅周辺の再生加速とグローバル都市の創造,希望の子育て
と寛容で健やかな社会の実現,人や企業が安心・安全に活躍できる
都市環境の構築,新たな価値を創造する人材育成と個性光る地域振
興,歴史・文化とスポーツによる新たな体験価値の創出の5つを基
本目標として,「新たな分散型社会の下で,市民一人一人の安心な
暮らしと希望が実現する都市」をめざしていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1156 広島県 広島県府中市
府中市まち・ひと・しごと創生
推進計画

広島県府中市の全域

本市の総人口は減少傾向が続いており、国立社会保障・人口問題
研究所の人口推計においても、今後も減少傾向が続くと推計され
ており、令和42年には20,000人を下回ると予測されており、全国
の地方都市と同様に、人口減少と地域経済の規模の縮小といった
負のスパイラルに陥る危険性があるものと考えられる。
本市の人口減少を克服するため、国の地方創生の動きを好機とし
て捉え、本市においても、国の目指す「まち・ひと・しごと」の
好循環を着実に生み出すことができるよう、事業を戦略的に取り
組んでいく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1157 広島県 広島県庄原市
庄原市まち・ひと・しごと創生
推進計画

広島県庄原市の全域

本市の人口は減少傾向にあり、特に若者世代の人口流出が課題と
なっている。『みんなが“好き”と実感できるまちづくり』を行
うため、子育て環境の充実を図り、暮らしやすさを追求するとと
もに、地域資源を生かした基幹産業の育成、働く場の確保や創業
者の支援に努める等、地域産業の活性化を図る。また、本市のイ
メージブランドの向上による庄原ファンの増加、未来技術の活用
等、新しい時代の流れを力にする等、「住み続けたいまち」「選
んでもらえるまち」として、人口減少の抑制を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1158 広島県 広島県東広島市
生活価値創出拠点「福富みらい
ベース」の整備活用

広島県東広島市の区域の一部
（福富地域）

里山資源の新たな活用、デジタル機器を活用したものづくりの推
進、デジタルの学びの場の提供や、ものづくりの文化を次世代に
伝えていくためにデジタル教育と自然資源を組み合わせる取組み
を行うなど、豊かな自然と現代のテクノロジーとの融合を図る生
活価値創出拠点として、地域の廃校を改修整備・再活用する。
「生活デザイン・工学研究所」により、拠点に集う人や企業の
様々な活動を通じて、地域内外の交流促進・魅力発信等を図り、
交流・関係・移住人口の増加につなげ、持続可能な地域づくりを
目指す。

地方創生拠点整備タイプ

1159 広島県 広島県廿日市市
廿日市市まち・ひと・しごと創
生総合戦略

広島県廿日市市の全域

本市の人口は、中山間地域及び島しょ部において減少傾向にある
ことが課題である。また、沿岸部の住宅団地やその他の市街地な
どにおいても、人口減少と少子高齢化が進みつつあり、中山間地
域と同様の状況になることが想定される。こうした課題に対応す
るため、経済の自立性を高める、移住・定住・交流の促進及び関
係人口の創出、まちを愛する、子育て支援、地域で住み続けられ
ることを、目指すべき将来の方向として定め、人口減少と地域経
済縮小の克服に取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1160 広島県 広島県安芸高田市
安芸高田市の未来につなげるプ
ロジェクト

広島県安芸高田市の全域

本市は、大都市近郊にありながら自然豊かな環境にあり、この地
域にしかない独特の歴史・文化があることが魅力である。こうし
た安芸高田市らしさを維持しながら、地域のすべての人が活躍で
きる環境づくりや関係人口の拡大を図り、誰もが置き去りにされ
ることのない、持続可能で多様性のある社会の実現を目指す.

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1161 広島県 広島県江田島市
江田島市まち・ひと・しごと創
生推進計画

広島県江田島市の全域

本市の人口は一貫して減少傾向にあり、今後も減少すると見込ま
れる。このため、本市は、来訪経験などの縁を有する人を増やす
こと、本市に愛着を持つ市内外の人との関係性を深めること、市
内で暮らし続けることができる「しごと」と「まち」をつくるこ
とで、現在を支える世代の定住を図るとともに、結婚や出産、子
育てなどの後押しをすることで、次代を担う子どもの増加を図る
ことでこれに対処する。また、「しごとづくり」「人の流れづく
り」「子育て環境づくり」「健康なまちづくり」を施策推進の基
本目標とする。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1162 広島県 広島県安芸郡府中町
第２期府中町まち・ひと・しご
と創生推進計画

広島県安芸郡府中町の全域

町内丘陵部の住宅団地を中心に進行しつつある高齢化・人口減少
といった課題に対し、府中町は子育てしやすい環境だと感じるよ
う広島都市圏で一番の子育て支援施策を推進するとともに、子ど
も連れ家族が安全で快適に通行できる歩行者空間の形成や公共交
通の利便性向上、また国の史跡に指定される予定である下岡田官
衙遺跡などといった地域の特徴や魅力を活かしたまちづくりを進
めることで、府中町は子育てしやすく、暮らしやすい、にぎわい
のあるまちであるという認識を町内外に広げ、子育て世代の転入
増加を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



1163 広島県 広島県安芸郡海田町
海田町まち・ひと・しごと創生
推進計画

広島県安芸郡海田町の全域

本町ではこれまでの取組により、現在は人口増加傾向にあるが、
将来的な人口減少は回避できない状況にある。人口減少や少子高
齢化が進むことで、地域における担い手不足やそれに伴う地域産
業の衰退、地域自治組織は加入者の減少等、地域自治活動を維持
しづらい状況となり、住民生活への様々な影響が懸念される。こ
れらの課題に対応するため、ライフステージに応じた支援を行
い、安定した雇用の創出や地域を守り、まちづくりを活性化さ
せ、人々が愛着と誇りを持つ「ひと・まち・みらいをつなぐ暮ら
しやすさが実感できるまち」の実現を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1164 広島県 広島県安芸郡熊野町
第２期熊野町まち・ひと・しご
と創生推進計画

広島県安芸郡熊野町の全域

「豊かな人づくり」「暮らしの安心・安全づくり」「協働の地域
づくり」「確かな地域ブランドづくり」が、それぞれを基点に相
互に連動して高め合うまちづくりに取組むことにより、移住・定
住者の増加や地域の成長につなげる。また、Society5.0による最
新技術を有効に活用し、地域の魅力を向上させ、デジタル技術等
の基盤整備や活用の場を飛躍的に高めることにより、新たな時代
の好循環を生み出す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1165 広島県 広島県坂町
「小屋浦地区」活性化プロジェ
クト

広島県坂町の区域の一部（小屋
浦地区）

坂町にある小屋浦地区の人口は、最も多かった昭和30年代の約
3,000人から現在は、約1,500人となっており、人口減少が加速化
している。平成28年度から人口減少対策に取り組んでいるが、商
業・医療などの日常生活に欠かせない機能が地区内に備わってお
らず、人口減少に歯止めをかけることができていない。そこで、
日常生活に欠かせない機能を有する事業者を誘致し、移住・定住
者、子育て世代などの新しい人の流れを小屋浦地区につくりだす
とともに小屋浦地区に関わる人口を増やし、小屋浦地区に賑わい
を創出する。

地方創生推進タイプ

1166 広島県 広島県山県郡安芸太田町
安芸太田町まち・ひと・しごと
創生推進計画

広島県山県郡安芸太田町の全域

人口減少よって基礎自治体としての存在が危ぶまれており、下記
４つを本計画期間における基本目標として掲げ、新たな課題や社
会情勢の変化への的確な対応を目指す。
○ 基本目標１ 「都市部等との‘商い’の活発化と町内産業間連
携の推進」
○ 基本目標２ 「定住促進と人材確保・育成によるまちづくり基
盤の強化」
○ 基本目標３ 「各世代にとっての暮らしやすさの向上」
○ 基本目標４ 「コミュニティの活力向上」

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1167 広島県 広島県世羅郡世羅町
世羅町まち・ひと・しごと創生
推進計画

広島県世羅郡世羅町の全域

世羅町の人口は昭和25年をピークに減少しており、平成27年は
16,337人ですが、令和42年には平成27年比で約38.9%と見込んでい
る。死亡数が出生数を上回る自然減や、10歳代から20歳代が町外
へ転出（社会減）したことなどの課題に対応するため、４つの基
本目標と２つの横断的な目標を設定し、『「いつまでも住み続け
たい日本一のふるさと」ひとと、歴史と、未来をつなぐ、せらの
まちづくり』の将来像に向かって、人口減少を抑制し、長期的に
は人口の維持を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1168 山口県 山口県大島郡周防大島町
周防大島町まち・ひと・しごと
創生推進計画

山口県大島郡周防大島町の全域

本町の人口は、昭和55年以降は、32,021人から減少傾向で推移
し、平成27年は17,199人となっている。国立社会保障・人口問題
研究所に準拠した推計人口によると、本町では、今後も人口の減
少が続き、令和42年には4,312人と、平成27年に対して25.1%に減
少すると予測されている。
これらの課題に対応するため、町民の結婚・妊娠・出産・子育て
の希望の実現を図り自然増につなげる。また、移住を促進すると
ともに、安定した雇用の創出や地域を守り活性化するまちづくり
等を通じて、社会減に歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1169 山口県 山口県
「地域×先端的研究開発×企
業」による魅力ある成長産業創
出事業

山口県の全域

先端的分野（水中ロボット、衛星データ、医療、デジタル等）に
おける研究開発を核とした、①企業や大学、行政等地域の多種多
様な関係機関が参画する波及効果の大きいプロジェクトの創出・
推進および②県内市町の主体性を発揮した独自性のある施策推進
により、地域特性を活かした成長産業の創出と地域経済の活性化
を図り、魅力的な新たな雇用の場を創出する。

地方創生推進タイプ

1170 山口県 山口県
ご当地グルメと商店街と新モビ
リティで交流を循環させる地方
創生交流ネットワーク形成事業

山口県の全域

観光地域において、地域一体となったグルメ開発を実施し、山口
県に観光客を呼び込める「グルメのキラーコンテンツ」を造成す
るとともに、商業エリアにおいて、来訪者のニーズに合致したイ
ベントの開催等でにぎわいを創出することにより、観光地域や商
業エリアの交流人口を増加させる。また、デジタル技術を活用し
た新モビリティサービスの導入を推進することにより、地域交通
を活性化させるとともに、観光地域や商業エリアへのアクセスを
容易にし、山口県内での交流を活発化させる。

地方創生推進タイプ

1171 山口県 山口県
やまぐち農林水産業の魅力ある
雇用の場創出事業

山口県の全域

厚生労働省が２０２３年１２月に発表した２０５０年の推計人口
において、全国平均では１７％減少、本県は３１％減少と示さ
れ、人口減少対策が緊急課題となる中、産業振興においては、人
口の流出を抑えるために魅力のある雇用の場の創出が必要となっ
ている。本事業では、人口の流出を抑えるために農林水産分野に
おける魅力のある雇用の場の創出を図るため、農林水産業を志す
者が魅力を感じ、安心して働き続けられる経営力のある経営体
（法人経営体、協同組合、共同経営体）の育成を目指す。

地方創生推進タイプ

1172 山口県 山口県
やまぐち発林業DX推進事業　～
イノベーションによる循環型林
業の確立～

山口県の全域

「2050年カーボンニュートラルを見据えた持続可能な循環型林業
の確立と森林の多面的機能の発揮のための適切な森林整備の推
進」を基本方針とし、多様な人材の確保・育成、木材の安定供給
体制の確立、森林資源の循環利用の推進、適切な森林整備の推進
等に取り組む創生を目指す。また、持続可能な循環型林業を確立
させ、「稼げる林業」を実現し、林業の振興による関連産業や移
住促進等を通じた地方創生を目指す。

地方創生推進タイプ

1173 山口県 山口県
先端デジタル技術の活用とリス
キリング支援による中小企業生
産性向上推進事業

山口県の全域

新たにメタバースを活用した企業プロモーションによる県内中小
企業の魅力発信等を推進し、デジタル技術を活用した新たな販路
開拓を促進するとともに、企業の業務効率化や新事業展開の実態
を踏まえた企業コンサルティングにより、デジタル分野等におけ
る中小企業のリスキリングについて取組モデルを構築すること
で、新たなビジネスモデルへの取組支援と人材確保支援の両面か
ら一体的なサポートを行い、中小企業の成長支援を図る。

地方創生推進タイプ

1174 山口県 山口県
脱炭素化を通じた農林水産業の
持続可能な発展の実現

山口県の全域

長期化する輸入資材（飼料、肥料、燃油等）の高騰により、県内
の農林漁業者は経営面で甚大な影響を受けており、緊急的な対策
が必要である。また、世界的な脱炭素化の動きへの対応も求めら
れている。このため、本事業では、持続可能な農林水産業の発展
を実現するため、輸入資材への依存を減らす、県産飼料の増産や
未利用鶏ふんの肥料利用など、地域資源を活用した取組を進める
とともに、環境に配慮して生産された農産物の販売促進やCO2吸収
源を支えるクレジット制度の活用促進などに取り組む。

地方創生推進タイプ



1175 山口県 山口県
脱炭素社会においても「選ばれ
る企業」&「稼ぐ企業」創出プロ
ジェクト

山口県の全域

県内中小企業の自立的・積極的な脱炭素化への取組を促進し、サ
プライチェーン全体での温室効果ガス排出量削減を実現するとと
もに、県内中小企業の持続的な経営を実現する。また、脱炭素の
流れを新たなビジネスチャンスと捉え、脱炭素化関連の新たな技
術開発等の促進により、県内企業のさらなる競争力向上を実現す
る。

地方創生推進タイプ

1176 山口県 山口県
地域・学校・企業が一体となっ
た新たな価値を創造し続けるま
ちづくり推進事業

山口県の全域

国の起業家教育の推進の動きを好機と捉え、地域や企業と協働し
て、子どもたちの発達段階に応じて、好奇心や探究心、創造力や
行動力、課題発見・解決力などスタートアップに必要な資質を伸
ばす取組を展開するとともに、大学等との連携による新たなシー
ズの創出・活用や、官民連携の下での資金獲得の支援・ネット
ワークの形成など、スタートアップが「生まれ」「育つ」環境を
整備することで、地域・企業・学校が一体となった新たな価値を
創造できる活力あふれるまちづくりを推進する。

地方創生推進タイプ

1177 山口県 山口県
地域リソースを活用したニーズ
プル型イノベーションによる地
域の新たな社会的価値創造事業

山口県の全域

県内各地域において形成された企業・大学・市・県等で構成する
コンソーシアムにより、地域リソースを活用した独自のイノベー
ションを進めることで、多様な地域ニーズ・課題解決の実現とと
もに新製品の開発や新事業の創出など産業振興を図る（＝新たな
社会的価値の創出）という今までにない新たな産学公連携モデル
を構築し、県内企業の技術力、研究開発力の底上げや生産性の向
上、地域経済の活性化を図るとともに、地域における新たな雇用
の場の創出・拡大を目指す。

地方創生推進タイプ

1178 山口県 山口県
プロフェッショナル人材還流促
進事業

山口県の全域

地方創生の実現には、地域中小企業の成長促進が不可欠である。
中小企業の中には、独創的なアイデアや高い技術を有しながらも
新規取組に挑戦する攻めの経営の体制やノウハウを持たないた
め、成長発展に繋がっていないケースが存在することから、それ
らを有する「プロフェッショナル人材」の確保が急務である。そ
のため、プロフェッショナル人材戦略拠点の設置とともに、拠点
において県内中小企業とプロフェッショナル人材とのマッチング
支援等を行うことで、首都圏等から新事業展開、販路開拓、デジ
タル化等に資する人材の確保を図る。

地方創生推進タイプ

1179 山口県 山口県、山口県下関市
半導体・蓄電池産業集積強化事
業

山口県の全域

半導体・蓄電池分野の研究開発・事業化の促進のため、イノベー
ション促進補助金による支援や部材開発に係る補助制度による支
援、技術ニーズについての研究会・セミナー等を行う。また、国
内外への販路拡大の促進のため、台湾とのＭＯＵ締結を契機とし
た、本県企業及び台湾企業の交流促進や新規販路開拓及び共同受
注体制構築による伴走型支援を行う。加えて、産学公連携による
人材確保・育成の推進のため、企業の人材ニーズを踏まえた人材
確保・育成プラグラムの構築や県内大学と県立高校が連携した
STEAM教育を実施する。

地方創生推進タイプ

1180 山口県
山口県、山口県宇部市、山口県
山口市、山口県岩国市、山口県
長門市、山口県周南市

多様な主体が連携した「やまぐ
ち創生テレワーク」×「山口型
ワーケーション」×「地域づく
り」の広域的・一体的な推進に
よる移住・還流促進事業

山口県の全域

移住促進専任アドバイザーを配置し、モデルオフィスをやまぐち
創生テレワークの先導的施設として運営しながら、地方暮らしの
メリット伝達などの能動的情報発信を実施する。また、やまぐち
ワーケーション総合案内施設の施設運営に加えて、山口型ワー
ケーションコンシェルジュを配置し、各地域のワーケーションプ
ログラムの集約、ニーズに合わせたプログラムや複数地域を跨ぐ
広域的なプログラム等の斡旋、各地域のコーディネーターをつな
ぐイベントの開催及びＰＲを実施する。

地方創生推進タイプ

1181 山口県

山口県、山口県防府市、山口県
山陽小野田市、山口県柳井市、
山口県周防大島町、山口県上関
町、山口県田布施町、山口県平
生町、山口県和木町、山口県下
松市

デジタルの活用によりやまぐち
の魅力あるしごとに繋ぐ産業人
材定着・還流推進事業

山口県の全域

高校生から大学生等、さらには外国人材を対象とした県内就職促
進、さらには県内高校生を対象とした県内進学促進に向けた取組
の実施により、将来の地域社会・経済の担い手である若者等を本
県の魅力ある就職先につなぎ、県内への定着・還流を実現する。

地方創生推進タイプ

1182 山口県
山口県及び山口県大島郡周防大
島町

山口県東部地域の漁業や観光を
支えるみなとづくり計画

山口県岩国市及び大島郡周防大
島町、熊毛郡上関町の区域の一
部（由宇港、久賀港、小松港、
室津港、油田漁港、安下庄漁港
及び椋野漁港）

山口県東部地域の水産業及び観光業を支える港湾、漁港を一体的
に整備することにより、漁業従事者の就労環境の改善を図るとと
もに、新規就業者に対する支援や農林水産業に従事する女性組織
グループの活動支援、スローツーリズムの推進といった取組と連
携しながら、漁業従事者の減少抑制や、観光拠点の利用者増加を
目指す。

地方創生港整備推進交付金

1183 山口県 山口県下関市

豊浦地域［川棚温泉エリア］再
生計画　～穏やかで優しい、豊
かな風土を活かした、「癒やし
の小旅行」を可能にするまちづ
くりプロジェクト～

山口県下関市の区域の一部（豊
浦町）

「穏やかで優しい、豊かな風土を活かした、『癒やしの小旅行』
を可能にするまちづくり」を目指し、川棚温泉エリアを中心に地
域の特色や資源、多様な人材の創造力を活用した様々な事業を展
開し、まちなかの景観や雰囲気、サービスなどあらゆる面で洗練
性・独自性・回遊性を向上させることで周遊型・滞在型観光地へ
の転換を図り、その波及効果を豊浦地域全体にもたらすことによ
り、地域を活性化させ、まちの賑わいを創出する。

地方創生推進タイプ

1184 山口県 山口県下関市 菊川おもてなしプロジェクト
山口県下関市の区域の一部（菊
川町）

菊川地域が持つポテンシャルを最大限に活かし、「関係人口の創
出」と「おもてなしによる関係性の深化」の両輪で取り組み、来
訪者の町に対する共感・愛着・信頼を得ることで、リピーターや
ファンの獲得による「関係人口の拡大」、及び地域内の連携強化
による「地域経済が好循環するエコシステムの形成」を図り、地
域活力の創出・強化を目指す。

地方創生推進タイプ

1185 山口県 山口県下関市
公民共創による持続可能な下関
市移住モデル確立プロジェクト

山口県下関市の全域

・民間と行政が協力しながら移住者を呼び込む「下関市移住モデ
ル」を構築し、関係人口及び移住者の増加を図る
・移住希望者と地域を繋ぐプラットフォームにより定住や地域に
活力を生み出す
・地域の課題解決に結びつく人材を獲得することにより、人口減
少下においても活力あるまちを実現する
・地域の未利用財産を最大限に活かし、アクティブな人々の参加
を通じたチャレンジを生む都市イメージを創出する

地方創生推進タイプ

1186 山口県 山口県下関市
多様なライフスタイルが実現で
きる「まちの拠点」創出事業

山口県下関市の区域の一部（豊
北町）

本事業は、毎年多くの人が訪れる本地域の強みを生かしながら、
滞在しやすいエリアで未利用となっている官民の建物や広場をリ
ノベーションし、人が集い、つながる新たな居場所（ホームベー
ス）を創出するものである。ホームベースを中心に、官民連携を
基本としたエリアマネジメントを実践することで「地域のブラン
ド価値の向上」「地域資源を生かした稼ぐ力の向上」「移住定住
を促進」「コミュニティの再生」を図り、通過型観光のまちから
「多様なライフスタイルが実現できるまち」へのシフトアップを
図ることを目的としている。

地方創生推進タイプ



1187 山口県 山口県山口市
次世代へつなぐ商店街づくり加
速化プロジェクト

山口市の全域

民間資金を活用し、リノベーションによるエリア価値の向上を図
るまちづくり事業者への支援を通じて、既存ストックを活用した
まちの再生を図る。また、新たなサービス創出や、広域からの来
街者の増加に資する取組のほか、スマート商店街へ向けた取組等
を支援することにより、新しい層の顧客の開拓や回遊性の向上を
図る。さらに、商業活動に限らない多様な事業展開を促進するこ
とで、市内の幅広い世代・地域の方々の来街機会を創出するとと
もに、周辺エリアとの双方向の人の流れを創出する。

地方創生推進タイプ

1188 山口県 山口県山口市

人生100年時代を楽しむ21の幸せ
地域拠点づくり～Ｊリーグクラ
ブ「レノファ山口」のつなぐ力
でスマート"ライフ"シティづく
り～

山口県山口市の全域

山口市では、高齢社会や人口減少時代においても、全世代の市民
が年齢を問わずいきいきと活躍し、住み慣れた地域に安心して住
み続けることができるまちづくりが必要となっている。こうした
まちの実現に向け、地元Ｊリーグクラブと連携を図り、「つなぐ
力」や「発信する力」といったプロスポーツならではのリソース
を生かした全世代交流事業や健康づくり事業、地域で主体的に活
動ができる地域人材の育成等を通じ、市内全地域に、持続可能な
幸せ地域拠点を構築することを目指す。

地方創生推進タイプ

1189 山口県 山口県山口市
地域経済を支える地元企業人材
確保プロジェクト

山口県山口市の全域

人口減少対策を進めていくためには地元就職の増加が不可欠であ
るものの、市内企業の人手不足と若者の人材流出の課題は深刻で
ある。地元就職を促進するため、雇用の受け皿となる中小企業の
経営基盤の強化に向けた取組によって、地方都市の地域経済や市
民生活等を支える魅力的な地域産業を守り、雇用を確保するとと
もに、将来の産業を担う若者を始めとした生産年齢人口に対す
る、様々な分野の地元企業の情報発信の取組を実施することで、
本市ならではの地元就職の機運醸成を図り、住み続けたいと思え
るまちづくりを実現していく。

地方創生推進タイプ

1190 山口県 山口市
山口市デジタル田園都市国家構
想総合戦略推進計画

山口市の全域

山口市デジタル田園都市国家構想総合戦略及び本計画では、地域
ビジョンに、第二次山口市総合計画基本構想に掲げる将来都市像
「豊かな暮らし　交流と創造のまち　山口　～これが私のふるさ
とだ～」を位置付け、山口市における主要産業である第３次産業
を中心とした新たな雇用の創出、交流の拡大、結婚・出産・子育
ての環境整備、持続可能なまちづくり、そして、便利で豊かな創
造社会の構築に向けた取組や、人生100年時代の到来を見据えた取
組を進め、本市における社会減、自然減に歯止めをかけることを
目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1191 山口県 山口県萩市 地域産業牽引強化計画 山口県萩市の全域

萩出身の若者が、地元「萩」を誇りに思い、萩で働きたい、萩で
起業したい、事業を承継したいと考える産業人材を創出し、萩の
魅力を広く域外に発信していくとともに、萩の豊富な地域資源を
活かした新たなビジネスが生まれ、萩の企業が生き生きと新しい
ビジネスにチャレンジしたくなるような機運を醸成することで、
景気の好循環による地域活性化、雇用の創出、更には雇用の受け
皿となる企業誘致の推進、安心して事業承継や事業引継ぎができ
る体制の構築に取り組み、市内事業者の稼ぐ力を高めるよう柔軟
な産業構造の構築を目指す。

地方創生推進タイプ

1192 山口県 山口県萩市

陸上競技を核とした関係人口創
出による持続可能なまちづくり
～スポーツによる好循環促進事
業～

山口県萩市の全域

人口減少、少子高齢化によりスポーツを支える人材が不足し、指
導やスポーツイベントの維持に必要な活動力が低下をしているこ
とから、官民学が連携し、陸上競技を核とした持続可能なまちづ
くりを目指す。また、本市のスポーツ選手が、全国大会等で活躍
し、将来的に指導者として次世代の競技力向上に寄与するといっ
たスポーツでの好循環を目指し、世界文化遺産など地域資源を活
かしたスポーツイベントを展開し、交流人口や消費の拡大など、
まちの賑わい創出を目指す。

地方創生推進タイプ

1193 山口県 山口県防府市
防府市まち・ひと・しごと創生
推進計画

山口県防府市の全域

「安全・安心を第一にしたまちづくり」、「未来を拓く子どもの
育成」、「健やかな暮らしを支える福祉のまちづくり」、「活力
ある中心市街地の形成」、「強みを活かした産業力の強化」、
「恵まれた資源を活かした交流拡大」の６つの基本目標を設定
し、地方創生の取組を進めることで、人口減少並びに若者の社会
減に歯止めをかけ、「明るく豊かで健やかな防府」の実現を目指
す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1194 山口県 山口県岩国市
岩国市まち・ひと・しごと創生
推進計画

山口県岩国市の全域

人口減少対策や移住・定住促進、少子化対策等の視点から、「ま
ちとまちをつなぐ交流づくり」「産業振興によるしごとづくり」
「結婚・出産・子育ての希望をかなえる環境づくり」「地域の暮
らしを支えるまちづくり」に取り組み、本市の特性をいかした
「地域活力の向上」と「人口減少の抑制」を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1195 山口県 山口県光市
第２期光市まち・ひと・しごと
創生推進計画

山口県光市の全域

人口減少の加速化と少子高齢化の進行、自然減の拡大と社会減の
流れ、産業人口構造の移り変わりと第一次産業の後継者不足とい
う本市の課題に対し、若い世代が安心して働ける職場の創出をは
じめ、移住・定住希望者に対する総合的な支援、ライフステージ
に応じた結婚・出産・子育てに関する切れ目のない支援、児童生
徒一人ひとりへのきめ細かな教育環境の創出等によって社会増・
自然増を目指す。さらに、人と人がつながり、心から安心できる
地域での暮らしの創出等によって人口減少社会に対応する持続可
能なまちを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1196 山口県 山口県長門市
ＩＴベンチャー企業誘致による
地域の稼ぐ力創出プロジェクト

山口県長門市の全域

ながと６Ｇ構想に掲げる「未来を担う若者が輝くまち」の実現を
目指し、官民連携の企業誘致プロジェクトチームを立ち上げ、専
門人材活用により企業誘致マネージャー及びコーディネーターを
設置し、ＩＴベンチャー企業誘致戦略に基づき、本市産業が目指
す姿を企業誘致コンセプトとして示し、共感し賛同する都市部Ｉ
Ｔベンチャー企業の誘致を促進させることにより、新たな雇用の
創出による若者の市内定着及び都市部若者のＵターンの促進、
オープンイノベーションの創出及び市内産業のDX化の促進による
地域の稼ぐ力の創出を図る。

地方創生推進タイプ

1197 山口県 山口県長門市
ＩＴベンチャー企業集積による
地域産業ＤＸ促進拠点施設整備
計画

山口県長門市の全域

ながと６Ｇ構想に基づき「未来を担う「若者」が輝くまち」の実
現をめざし、ＩＴベンチャー企業誘致戦略に基づき、都市部から
ＩＴベンチャー企業を誘致し集積させる拠点施設を整備し、本市
のＤＸ推進の中核施設とすることにより、誘致企業間や市内企
業、地域住民等の交流促進によるオープンイノベーションの創出
に取り組み、地域課題の解決に寄与する新技術・新製品の開発及
び新規事業の創出等による地域産業ＤＸの促進を図るとともに、
デジタル人材の育成による雇用の促進を図り、若者の市内定着の
促進による地域経済の活性化に取り組む。

地方創生拠点整備タイプ

1198 山口県 山口県柳井市
柳井市中小企業等採用活動デジ
タル化促進計画

山口県柳井市の全域

本市では、人手不足が企業経営にとって深刻な問題となってお
り、持続可能な地域づくりの観点からも、人手不足の解消・改善
は、喫緊の課題となっている。人手不足の最大の要因は、少子化
や若者の流出による生産年齢人口の減少であるが、特に中小企業
では、情報発信や採用業務のデジタル化が遅れていることも１つ
の要因であると考えられる。そこで、中小企業の採用業務のデジ
タル化を支援し、人手不足の解消・改善を図ることで、中小企業
の事業継続・拡大を実現し地域再生を目指す。

地方創生推進タイプ



1199 山口県 山口県美祢市

みね探求塾「挑戦のトビラ」展
開による未来創生プロジェクト
～未来は自分たちでつくるもの
～

山口県美祢市の全域

地域の方の協力をいただきながら、主に学校教育では対応困難な
キャリア教育やPBLなどを中心とした、子供たちの好奇心を引き出
したり、新しいことに挑戦する力を育てたりする取組を行うこと
で、自ら考え未来を生き抜く力を育むような本市独自の地方創生
に資する公設塾を設置・運営する他、同コンセプトで合宿等を行
う。他市にはない独自の地域人材育成のための取組により、子供
たちの主体性や自ら考え挑戦する力を育むことで、教育環境の充
実や本市の魅力向上を図り、将来的に子育て世代の移住・定住者
の促進につなげていく。

地方創生推進タイプ

1200 山口県 山口県美祢市
美祢社会復帰促進センター等と
の連携を通した地方創生プロ
ジェクト

山口県美祢市の全域

本市が自治体として初めて誘致した市内所在の刑事施設「美祢社
会復帰促進センター」を本市の資源と捉えた上で、同センターや
同センターの受刑者（センター生）、同センターの事業に関わる
事業者、市内関係者等と連携して、本市の各種課題解決に取り組
むことにより、センター生の人材再生支援等を通した誰一人取り
残さない社会・本市が目指す共生のまちづくりの実現とともに、
本市の資源を活かした魅力向上・情報発信等の取組による課題の
解決を通した本市独自の地方創生・地域活性化を目指す。

地方創生推進タイプ

1201 山口県 山口県山陽小野田市
データ連携（都市ＯＳ）を活用
したスマイルエイジングの推進

山口県山陽小野田市の全域

山陽小野田市では、スマイル（笑顔）の源となる心身の健康を保
ちつつ、誰もが笑顔で年を重ねていくことができるよう、健康寿
命の延伸を目指して「スマイルエイジング」に取り組んでいる。
健康寿命の延伸には市民の生活習慣の改善が欠かせない。デジタ
ル機器から収集する健康データを活用する中で、個に応じた健康
づくりに取り組む。また、薬学部や工学部数理情報科学科を擁す
る山口東京理科大学とデータ連携・分析する体制を構築し、分析
したデータを市の施策に活かすことで、効果的な行政サービスの
提供、市民生活の質向上を図る。

地方創生推進タイプ

1202 山口県 山口県山陽小野田市
山陽小野田市まち・ひと・しご
と創生総合戦略推進計画

山口県山陽小野田市の全域

本市が目指す「住み良いまち」、「魅力的なまち」及び「地域力
の高いまち」の実現に向けて、人口減少対策に取り組むととも
に、活力ある魅力的な地域の中で、市民が住み良さを感じ、いき
いきと暮らしていくことができるように以下の視点をもって地方
創生に取り組む。「①人口流出に歯止めをかけ、”社会減の流
れ”を変える」、「②若い世代の結婚・子育て等の希望をかな
え、”少子化の流れ”を変える」及び「③山陽小野田市の強みや
特性を生かし、”住み良いまち”をつくる」

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1203 山口県 山口県玖珂郡和木町
和木町まち・ひと・しごと創生
推進計画

山口県玖珂郡和木町の全域

本町の人口は減少傾向にあり、出生数は子育て世代の転入超過の
影響等により近年改善傾向にあるものの、人口全体では転出超過
（社会減）が生じているのが現状である。こうした人口減少に対
応するため、町民の結婚・妊娠・出産の子育ての希望の実現を図
り出生数の維持につなげる。また、移住を促進するとともに、安
定した雇用の創出や地域を守り活性化するまちづくり等を通じ
て、社会減に歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1204 山口県 山口県熊毛郡田布施町
田布施町まち・ひと・しごと創
生推進計画

山口県熊毛郡田布施町の全域

人口の減少は出生数の減少（自然減）や、本町の農林業や商業等
の衰退に伴い、雇用の機会が減少したことで、若者が町外へ流出
（社会減）雇用の機会が減少したことでが原因と考えられる。
これらの課題に対応するため、町民の結婚・妊娠・出産の子育て
の希望の実現を図り自然増につなげる。また、移住を促進すると
ともに、安定した雇用の創出や地域を守り活性化するまちづくり
等を通じて、社会減に歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1205 山口県 山口県熊毛郡平生町
平生町まち・ひと・しごと創生
推進計画

山口県熊毛郡平生町の全域

人口減少が続くことにより、地域や産業の担い手不足、税収減少
による行政サービスの低下や地域コミュニティの存続が困難とな
るなどの影響が懸念される。これらの課題に対応するため、子育
て世代から高齢世代まで、すべての世代が安心して暮らせるよ
う、それぞれの世代のニーズを汲み取り、子育て支援、教育環境
の整備をはじめ、医療・介護分野での支援の拡充など、ソフト面
の取組みを充実させていく必要がある。子育て・教育分野をはじ
め、移住・定住や雇用の創出など、まちの魅力を総合的に向上さ
せ、人口流出に歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1206 徳島県

徳島県徳島市、徳島県鳴門市、
徳島県小松島市、徳島県吉野川
市、徳島県阿波市、徳島県勝浦
町、徳島県上勝町、徳島県佐那
河内村、徳島県石井町、徳島県
神山町、徳島県松茂町、徳島県
北島町、徳島県藍住町、徳島県
板野町、徳島県上板町

イーストとくしまDMOニューツー
リズム推進による新たな事業創
出による地域活性化の実現

徳島県徳島市、鳴門市、小松島
市、吉野川市及び阿波市並びに
勝浦郡勝浦町及び上勝町、名東
郡佐那河内村、名西郡石井町及
び神山町並びに板野郡松茂町、
北島町、藍住町、板野町及び上
板町の全域

徳島東部圏域の１５市町村で構成し圏域の広域的な観光地域づく
りについて官民連携で取り組むイーストとくしまＤＭＯが、マー
ケティング調査等の結果に基づき本圏域のリーチすべき対象とコ
ンテンツ造りの方針を定め、「ニューツーリズムの推進」として
観光コンテンツの造成や創業促進・人材育成、シビックプライド
の醸成等に取り組むことで、「訪れてよし」「住んでよし」の観
光地域づくりを推進し、圏域の所得の向上に取り組む。

地方創生推進タイプ

1207 徳島県 徳島県鳴門市
なると満喫アクティビティ事業
～寄りたい！泊まりたい！また
行きたい！なるとCity～

徳島県鳴門市の全域

鳴門市は、自然環境に恵まれ、海や山へのアクセス性も高く、地
域ならではの魅力を生かしたアクティビティコンテンツが豊富で
ある。その魅力あるコンテンツをさらに磨きあげるとともに、現
在市域に点在しているアクティビティスポットを整理整備し、情
報発信力を向上させることで、ポストコロナを見据えた持続可能
な観光地域づくり、交流人口や関係人口の拡大を図り、鳴門市へ
「寄りたい」、「泊まりたい」、「また行きたい」と感じていた
だけるまちづくりを行い、地域活性化の基盤のひとつとなること
を目指す。

地方創生推進タイプ

1208 徳島県 徳島県小松島市
テレワークを活用した「地域の
稼ぐ力」向上計画

徳島県小松島市の全域

市が運営するコワーキング施設に在宅型テレワーカーの育成及び
市内企業の雇用型テレワーク導入促進を目的としたセンターを設
置し、セミナー等の開催を通じて域内の人材育成及び把握並びに
企業の環境整備に努め、求職求人のミスマッチ解消に繋がるよ
う、ハローワークと連携したマッチングイベント等を実施する。
また、今春開設予定のコワーキング施設とも連携し、都市部企業
の「ワーケーション人材」の流入及び「サテライト型テレワー
ク」候補地等、地方移転を推進し、移住定住の拡大に繋げてい
く。

地方創生推進タイプ

1209 徳島県 徳島県小松島市
子育て世代をターゲットとした
まちの魅力向上による賑わい創
出事業

徳島県小松島市の全域

近隣自治体と比較し劣っている子育て施策・サービスを充実させ
るために、親子で参加できるイベントや学習プログラムの実施を
行うとともに、親と子が安心して過ごせる居心地の良い空間づく
りを目指し、本市のかつての繁栄の象徴でもある「本港地区」を
再構築するためのグランドデザインの作成し、市のイメージの転
換を図る。これらの取組により子育て世代の満足度を向上させ、
市外への転出者を抑制した定住促進と、市の魅力度向上によるま
ちのにぎわいづくり及び移住定住人口の増加に取り組む。

地方創生推進タイプ

1210 徳島県 徳島県小松島市、徳島県勝浦町
通過型観光から滞在型観光への
推進事業～小松島市・勝浦町広
域連携～

徳島県小松島市及び徳島県勝浦
郡勝浦町の全域

隣接自治体である小松島市と勝浦町が、それぞれの地域資源の特
性を活かしながら、体験型観光商品のブラッシュアップやモニ
ターツアーの実施、道の駅や産直市を活用した効果的なプロモー
ション等を通じて観光コンテンツの高付加価値化に取り組み、こ
れまでの通過点としての観光地ではなく、滞在できる観光地を目
指すとともに、域内での観光客の滞在時間を伸ばすことで観光消
費の促進と交流人口の拡大を目指す。

地方創生推進タイプ



1211 徳島県 徳島県勝浦郡勝浦町
勝浦町まち・ひと・しごと創生
推進計画

徳島県勝浦郡勝浦町の全域

活力を創出する「人」を守り育むことに加え、各年代層が生き生
きと暮らし、「住みたい」「住み続けたい」と感じられるまちづ
くりを実現するために、地方創生に向けた４つの基本施策である
「安定したしごとを創出する」「新しい人の流れをつくる」「若
い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる」「時代に合った
地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携
する」に掲げる施策を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1212 徳島県 徳島県名西郡石井町
石井町まち・ひと・しごと創生
推進計画

徳島県名西郡石井町の全域

石井町では、「石井町人口ビジョン」で示した将来展望（2060年
に19,000～20,000人の規模を維持する）に向けて、「第２期石井
町総合戦略（以下、「総合戦略」という。）」を策定し、地方創
生を推進している。本計画は、総合戦略に位置付ける事業につい
て、地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）の活用ができるよ
う包括的認定を受けようとするものである。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1213 徳島県 徳島県名西郡神山町
神山町まち・ひと・しごと創生
推進計画

徳島県名西郡神山町の全域

神山町を将来世代につなぐことを目指し、「すまいづくり」、
「ひとづくり」、「しごとづくり」、「循環の仕組みづくり」、
「安心な暮らしづくり」、「関係づくり」を施策領域として設定
するとともに、本計画の基本目標とする。社会動態を毎年度プラ
ス11人とすることを数値目標として掲げ、達成のために先述した
施策を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1214 徳島県 徳島県板野郡松茂町
松茂町まち・ひと・しごと創生
推進計画

徳島県板野郡松茂町の全域

松茂町まち・ひと・しごと創生総合戦略に位置づけられた事業の
推進に当たり、その事業費に企業版ふるさと納税を活用すること
で、地方創生の更なる拡充・強化を図り、人口減少に歯止めをか
ける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1215 徳島県 徳島県板野郡藍住町
藍住町まち・ひと・しごと創生
推進計画

徳島県板野郡藍住町の全域

「まち」「ひと」「しごと」の各取組とその好循環により、少子
高齢化と人口減少を抑制しつつ地域の課題解決を図り、誰もが生
涯にわたり安心して暮らせる全世代・全員参加型のまちづくりを
目指して、次の基本目標を掲げ地方創生を推進していく。
　基本目標１　地域で安心して働けるしごとづくり
　基本目標２　藍住町への新しい人の流れづくり
　基本目標３　結婚・出産・子育ての希望がかなうまちづくり
　基本目標４　安心して暮らせる魅力的なまちづくり

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1216 徳島県 徳島県板野郡上板町
上板町まち・ひと・しごと創生
推進計画

徳島県板野郡上板町の全域

上板町まち・ひと・しごと創生推進事業、ア　外から稼ぎ、内部
で循環させる上板町の経済を強くする事業、イ　上板町へさまざ
まな人を呼び込み、町を元気にする事業、ウ　全世代が協力し、
結婚・出産・子育てを支援する上板町を実現する事業、エ　健康
で安心して暮らせる地域を持続させる事業

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1217 徳島県 徳島県美馬郡つるぎ町
つるぎ町まち・ひと・しごと創
生推進計画

徳島県美馬郡つるぎ町の全域

本町においては人口減少・少子高齢化が全国よりも早いスピード
で進行し、地場産業の衰退や地域活力の低下、さらには雇用の場
の不足による生産年齢人口の流出など、厳しい状況が続いてい
る。このような現状を踏まえ、小さな町ならではの結束力を活か
した住民と行政の協働による、地域資源・特性を生かした産業振
興、新しいひとの流れづくり、子育て環境の充実、そして本町が
目指す将来像である「終の棲家を実感できるまち」の実現に向
け、計画期間を延長することで引き続き持続可能かつ活力あふれ
るまちづくりを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1218 香川県 香川県
かがわスタートアップ・企業誘
致戦略推進計画

香川県の全域

県内の起業家に対してインキュベートルームを提供し起業家の集
積拠点を構築する、またこれら起業家に対して、中小企業診断士
等からなる専門家チームによる経営相談窓口やかがわ創業塾等の
伴走支援を実施するなどにより、創業前から創業後のフォロー
アップまで一貫した「香川型スタートアップ支援システム」を構
築するもの。

地方創生推進タイプ

1219 香川県 香川県
デジタル技術を活用した新たな
地域資源開発推進計画

香川県の全域

県オリジナル品種をはじめとする特色のある県産農産物の高品質
化・生産拡大を推進するため、地域の実情に合った新技術や新品
種の開発に取り組むほか、省力化・低コスト化に向けた支援や農
作業支援体制の構築などにより生産体制の強化を図るとともに、
農業者の高齢化や労働力不足に対応し、農産物の収量増大や品質
向上のため、ロボット、AI、IoTなどの先端技術を活用したスマー
ト農業の推進を図るもの。

地方創生推進タイプ

1220 香川県 香川県
子育てするなら香川県・県民100
万人計画推進計画

香川県の全域

子育て支援、再就職支援、子育てと仕事を両立できる社会全体で
の働き方改革・ワークライフバランスの推進に取り組み、女性の
ライフステージに応じた子育て・就労支援のパッケージ施策を展
開することで、女性が生涯に渡り、安心して子どもを産み育て、
また希望に応じた働き方を実現し女性の能力を十分に発揮でき
る、多様で柔軟かつ持続可能な地域社会を築くことを目指す。

地方創生推進タイプ

1221 香川県 香川県
瀬戸内海と文化資源の魅力を核
とした観光推進計画

香川県の全域

「瀬戸内海国立公園指定90周年記念事業」として、瀬戸内海の魅
力を生かし伝えるために各種記念事業を実施する。また、県外観
光客等が島に訪れたくなるよう旅行需要を喚起し、瀬戸内国際芸
術祭会期外においても、継続的に島観光を推進する。さらに、将
来を担う子どもに対して、瀬戸内海を題材とした文化芸術体験を
通じて、文化芸術振興の担い手を育成する。

地方創生推進タイプ

1222 香川県 香川県
地域との協働による地域資源を
活用した交流人口拡大計画

香川県の全域

地域の民間団体や地元自治体と協働し、琴林公園（津田の松原）
のにぎわいを取り戻すために、瀬戸内海国立公園指定90周年を契
機としたイベントの実施や、施設整備を行い、「地域のにぎわい
づくりの１丁目１番地」となることを目指す。

地方創生推進タイプ



1223 香川県 香川県高松市
フリーアドレスシティたかまつ
【FACT】　～放課後FACT-ory

香川県高松市、さぬき市、東か
がわ市、土庄町、小豆島町、三
木町、直島町、綾川町の全域

地域学習プラットフォームを構築し、幼少期から高校期に、地域
企業、NPOや、地域コミュニティなどの活動への自らの好奇心に基
づく参加・仕事体験、就業を見据えた地域の探究と、活動結果や
プログラムの地域のこどもでの共有化と、こどもの学びを「デジ
タルキャリアパスポート」として保管・管理することによって、
地域学習のサイクルを循環させる「地域の学びサイクル」の構築
に向け「地域のこどもは、分け隔てなく地域で育てる」ための
アーキテクチャの整理を行い、地域間の人流競争でない持続可能
なまちづくりを目指すもの。

地方創生推進タイプ

1224 香川県 香川県高松市
デジタル田園都市国家構想の実
現に向けた「たかまつ創生総合
戦略推進計画」

香川県高松市の全域

少子高齢社会が進むなか、本市の総合戦略に掲げる「誰もが自分
らしく健やかに暮らせるまちを創る」、「人を育み、多様な生き
方が尊重されるまちを創る」、「魅力ある資源をいかし、都市の
活力を創造するまちを創る」、「安全・安心に暮らせるまちを創
る」、「都市機能と自然が調和し、快適さと利便性を兼ね備えた
まちを創る」、「さまざまな主体がつながり、ともに力を発揮で
きるまちを創る」の６つのまちづくりの目標のもと、各種取組を
推進することで、持続可能な地域づくりを推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1225 香川県 香川県木田郡三木町
第２期三木町まち・ひと・しご
と創生総合戦略推進計画

香川県木田郡三木町の全域

本町において、将来、危惧されている人口減少を克服していくた
め、「第2期三木町まち・ひと・しごと創生総合戦略」に掲げる5
つの基本目標「ふるさとの活力を育む産業創成」、「ふるさとと
のつながりを育み活かすまちづくり」、「子育てしやすい教育の
まちづくり」、「健やかで心豊かなまちづくり」、「やさしく安
全な郷土をつくるまちづくり」に基づき、本町が備える多様な地
域資源の活用を図り、総合戦略の基本方針である「若者が帰って
くるふるさとを創る」の実現に向けた施策を重点的に取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1226 香川県 香川県綾歌郡宇多津町
宇多津町まち・ひと・しごと創
生推進計画

香川県綾歌郡宇多津町の全域

本町の人口はこれまで増加を続けてきたが、令和２年の国勢調査
では一転減少しており、今後は人口減少・少子高齢化社会への対
応が求められる。人口の社会増と自然減の抑制に努め、いかに町
出身者のＵターンや県内外からの転入を増やし、これらＵターン
者や転入者が安心して就業や子育てができる環境づくりを進めて
いくかが重要となる。「日本で一番住みやすい町」の実現に向け
て、第２期宇多津町まち・ひと・しごと創生総合戦略に掲げてい
る４つの基本目標や、基本目標に準じた各種施策を重点的に取り
組んでいく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1227 愛媛県 愛媛県
愛媛県デジタル田園都市構想推
進計画

愛媛県の全域

本県の将来推計人口は、今後もこのままの傾向が続いた場合、
2020年の133.5万人から2040年には105.9万人まで減少し、全人口
に占める65歳以上の高齢者の割合が39.6％という超高齢社会にな
ると予想されている中で、愛媛県デジタル田園都市構想総合戦略
に掲げる3つの基本目標「地域に働く場所をつくる・人を呼び込
む」「出会いの場をつくる・安心して子どもを生み育てる」「元
気で持続可能な地域をつくる・いつまでも地域で暮らせる」のも
と事業を展開し、人口減少をはじめとする社会課題の解決に取り
組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1228 愛媛県 愛媛県
プロフェッショナル人材地域還
流促進事業

愛媛県の全域

人口減少・少子高齢化と若年層の流出に伴う労働力人口の減少が
深刻化する中で、「ひと」と「しごと」の好循環を生み出すため
には、デジタル技術の活用を含む新たな課題の解決に積に取り組
む「攻めの経営」への転換が重要であることから、プロフェッ
ショナル人材戦略拠点を通じて、地域を支える中小企業の経営体
質の改善と競争力の強化を図るとともに、企業の人材ニーズを踏
まえた専門性の高いプロフェッショナル人材のマッチングのほ
か、副業・兼業・OB人材の活用等も通じた関係人口創出により、
県内産業全体の生産性の向上を図る。

地方創生推進タイプ

1229 愛媛県

愛媛県、愛媛県鬼北町、愛媛県
松野町、愛媛県愛南町、愛媛県
久万高原町、愛媛県今治市、愛
媛県八幡浜市、愛媛県東温市

デジタルを活用した愛媛県出身
若年者との繋がり構築やコミュ
ニティ創出による愛媛ファン獲
得プロジェクト『ふるさと4.0』

愛媛県の全域

愛媛県と市町の協力体制（「チーム愛媛」）を活かし、デジタル
技術を活用した就業・移住体験の創出、転出者との関係構築、空
き家活用と住居確保の３テーマの施策を10代～30代の若年層を中
心とした本県出身者をターゲットに実施する。各施策により、出
身者本人や出身者の知人・友人といった層にも愛媛の魅力を伝播
させ、出身者とふるさと愛媛との新しい関係性（ふるさと4.0）を
構築、維持、深化、拡大させる好循環を創出することで、愛媛
ファン（関係人口）の増加・転出超過の解消といった人口減少に
係る課題解消を図る。

地方創生推進タイプ

1230 愛媛県 愛媛県、愛媛県八幡浜市
愛媛発の暮らし方改革提案と新
たなコミュニティ形成による若
者世代呼び戻しプロジェクト

愛媛県の全域

地域おこし協力隊・先輩移住者らで構成する「オンライン移住コ
ミュニティによる安心感の醸成」や働き場所を提供するコワーキ
ングスペースの連携を推進母体とした「多様な人材が活躍できる
場の創出」など若者世代の呼び込む新たなコミュニティ形成を核
としたプロジェクトを展開する。また、「都市部人材と地域との
関係人口化」を進め、本県との接点・共感づくりを促進すること
により、本県の将来を担う若者世代の地方回帰・定着の流れを力
強く生み出す仕組みを構築する。

地方創生推進タイプ

1231 愛媛県
愛媛県、愛媛県八幡浜市、愛媛
県大洲市、愛媛県砥部町

食べてみとん愛顔になるけん！
ニューノーマルに対応した愛媛
の農林水産物のブランド化・販
売促進事業

愛媛県の全域

経済のグローバル化による商品やサービスの低価格化や地域間競
争の激化、人口減少社会の進展による国内マーケットの縮小が進
む中、愛媛の農林水産業を持続的に成長させていくため、グロー
バルな取組みや海外需要の獲得に向けた取組みを進めることによ
る農林水産業のブランド化と販売促進により、地域経済の活性化
に取り組む。

地方創生推進タイプ

1232 愛媛県 愛媛県、愛媛県大洲市
スタートアップ・エコシステム
の確立による稼げるスタート
アップ創出プロジェクト

愛媛県の全域

高付加価値や新たな雇用の創出に直結し、県全体の経済に波及効
果を及ぼすスタートアップの創出を図る仕組みを整えるととも
に、萌芽状態にあるスタートアップを稼げるスタートアップへ発
展させるため、創業前から創業後の成長まで、切れ目なくステー
ジに応じた支援を実施するための体制を構築するなど、濃密なス
タートアップ・エコシステムを確立することで、若者を惹きつけ
る事業の創出や地域の稼ぐ力の向上、地域経済の活性化に繋げ、
一刻も早く、全国と比べても見劣りしないレベルまで一人当たり
県民所得の引き上げを図る。

地方創生推進タイプ

1233 愛媛県
愛媛県、愛媛県四国中央市、愛
媛県西予市

若年者の就職・結婚等ライフデ
ザインの希望を叶えるための企
業行動変容支援プロジェクト

愛媛県の全域

「少子化」が「少子化」を招く連鎖に楔を打つため、若年者の就
職・結婚等のライフデザインの希望を叶えるための企業への支援
を実施することにより、「愛媛で就職し、結婚・出産の希望を叶
え、安心して子育てを行い、仕事と家庭の両立ができる社会」の
実現につなげる。出生数の反転増加により、将来的に人口構造を
若返らせ、人口ビジョンで掲げる「2060年100万人維持」を達成す
るとともに、「まち」に活力を取り戻し、人々が安心して生活を
営み、こどもを生み育てられる社会環境を創出する。

地方創生推進タイプ

1234 愛媛県 愛媛県、愛媛県西予市

「ビジネス」「デザイン」「テ
クノロジー」を備えた人材の育
成によるデジタルトランス
フォーメーション加速化事業

愛媛県の全域

愛媛県では、デジタル人材の教育・育成・誘致等の取組を実施し
ているが、これまでの取組では人材の質までは追求しておらず、
今後は県内企業が求めるより高度な人材の育成や、多様な人材が
活躍できる場を広げることが必要となる。「DX実行プラン」を具
体化する各種取組を通じて、「ビジネス」「デザイン」「テクノ
ロジー」の素養を備えたデジタル人材の育成を行うとともに、育
成した人材により県内企業・経済のデジタルトランスフォーメー
ションを加速させ、次代を担う活力ある産業を創り、1人当たりの
県民所得の向上を図る。

地方創生推進タイプ



1235 愛媛県 愛媛県及び愛媛県東温市
誰もが安心して働けるまちづく
り計画

愛媛県東温市の全域

本市は、交通網の整備等の立地・交通条件に恵まれていると共
に、豊かな森林資源及び「坊っちゃん劇場」などの魅力的な観光
地を有しているが、環境拠点施設間のアクセス道の整備及び林道
整備が不十分であり、課題となっている。このため、地方創生交
付金事業を活用し、市道と林道を一体的に整備し、効率的な物流
を支え、観光地へのアクセス向上及び林業従事者の利便性向上を
図り、地域産業の競争力強化に資する道路ネットワークの構築に
取り組むことで、市民が安心して働ける、足腰の強い産業構造の
構築と就業機会の拡大を目指す。

地方創生道整備推進交付金

1236 愛媛県 愛媛県、久万高原町
地域ブランド力向上で元気回復
計画

愛媛県上浮穴郡久万高原町の全
域

町は林業振興と観光誘致を主要施策としており、地方創生交付金
事業を活用した町道または林道の開設改良を行うことによって、
地域産業の競争力強化に資する道路ネットワークの構築、森林施
業の効率化を進め、木材生産量の増加と安定した雇用の創出を図
ることにより基幹産業を活性化するとともに、その路網を利用し
た自然公園や登山道などへのアクセス向上をベースに、道の駅さ
んさんを中心として、周辺の観光地をパッケージ化した新たな観
光ルートプランの提案等により観光資源の訴求性を高め、更なる
観光人員の流入を図るものである。

地方創生道整備推進交付金

1237 愛媛県 愛媛県松山市
デジタル技術やデータを活用し
た戦略的な産業振興推進事業

愛媛県松山市の全域

地域経済の振興や地方への人の流れを促進するため、観光関連産
業や農林水産分野においてデジタル技術や新技術の活用による効
率化や参入ハードルの低下、データマーケティングによるター
ゲット層の分析、充実した雇用機会や収益の向上、エビデンスに
基づいたプロモーション戦略等を付加していく。そして、地域産
業のデジタル化やデータ分析に基づいた効率的な施策の実施を行
うことで、関係人口の拡大、地域産業の活性化、実需の創出等に
つなげ、全国から選ばれるまちとなる。

地方創生推進タイプ

1238 愛媛県 愛媛県松山市
若者視点に立った新たなまちの
魅力創造事業

愛媛県松山市の全域

本市では人口減少を市の最重要課題として掲げており、その中で
も特に将来のまちづくりの担い手となる若年層をターゲットに大
都市圏からの移住促進及び本市在住の若年層への定住促進施策を
重点的に実施し、圏域全体の活性化が図られるよう人口の社会増
を達成する。また、誰もが“ふるさと松山”に愛着と誇りを持つ
ことで、「松山らしさ」を大切にして住み続けたいと思ったり、
進学や就職で松山を離れたとしても、いつかは帰って暮らした
い、何らかの形で貢献したいと思う若年層に満ちた都市を目指
す。

地方創生推進タイプ

1239 愛媛県 愛媛県松山市
第2のふるさと、新しい人の流れ
創出事業

愛媛県松山市の全域

従来の松山城や道後温泉を中心とした誘客に加え、豊かな自然環
境に恵まれている中島を舞台に、自然や文化、サステナブルな移
動手段やアクティビティなどの体験型の修学旅行やサステナブル
ツーリズムの誘客を通じて、滞在時間の延長による観光消費額の
拡大を図るとともに、ツーリズムに訪れた若者たちに対して、関
係性の維持・深化につながる取組を一体的に実施することで、松
山市を第２のふるさととして、多様な形で関わる新しい人の流れ
を生み出す。

地方創生推進タイプ

1240 愛媛県 愛媛県今治市
しまなみアートミュージアム魅
力発信による誘客促進および地
域活性化事業

愛媛県今治市の全域

本市では「ずっと住み続けたい“ここちいい（心地好い）”まち
いまばり」を将来像とした第２期今治市まち・ひと・しごと創生
総合戦略のなかで「いまばりへ新しいひとの流れを創る（交流の
創出）」ことを基本的方向の一つとして取組みを進めている。そ
のなかで、しまなみ海道を中心とした広域観光周遊ルートの形成
の施策として、ミュージアムを核としてその受け入れ環境の整備
を加速するとともに、効果的な情報発信をおこない国内外からの
誘客を促進することで、更なる賑わいの創出と交流人口の拡大を
図る将来像を描いている。

地方創生推進タイプ

1241 愛媛県 愛媛県今治市
デジタル技術等を活用した頑張
る企業を応援する稼げるまち今
治プロジェクト

愛媛県今治市の全域

「AI人材育成事業」、「スタートアップの育成誘致事業」及び
「オープンイノベーション推進事業」の3つの事業を連携して取り
組むことで、市内企業の人材不足解消と市内企業のDX推進を進
め、市内企業の経済的成長と市民所得の向上を実現し、稼げる今
治を目指す。

地方創生推進タイプ

1242 愛媛県 愛媛県今治市
今治市まち・ひと・しごと創生
推進計画

愛媛県今治市の全域

人口減少、少子高齢化は依然として進展しており、特に、若者が
進学などの時期に本市を離れ、その後就職や子育て期に本市に
帰ってこない傾向は強く、出生数の継続的な減少傾向と併せて、
人口減少の構造的要因が改めて浮き彫りになっている。これらの
現状に対し、地方創生の取組をより一層充実・強化させ、切れ目
ない取組を進め、50年後、100年後も「ずっと住み続けたい“ここ
ちいい（心地好い）”まちいまばり」の実現を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1243 愛媛県 愛媛県八幡浜市
八幡浜市まち・ひと・しごと創
生推進計画

愛媛県八幡浜市の全域

本市の人口減少に歯止めをかけ、将来にわたって活力ある地域を
維持していくため、以下の４つの基本目標を掲げ、人口減少の抑
制等に効果的な取組みを進め、定住の継続、転入の増加を図る。
Ⅰ　強い産業をつくり、しごとを維持・創出する、Ⅱ　市の知名
度を向上させ、移住者・観光客・ファンを増やす、Ⅲ　出会いの
場をつくり、子どもを産み育てやすい環境をつくる、Ⅳ　快適で
便利、安全で安心な生活環境をつくる

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1244 愛媛県 愛媛県新居浜市
新居浜市まち・ひと・しごと創
生推進計画

愛媛県新居浜市の全域

今後の人口減少を食い止めていくために、若い世代への施策を推
進するとともに、50代以降の人口増に着目した施策の展開する。
また、恵まれた自然環境やものづくり企業の集積、別子銅山等産
業遺産群などの地域特性を周知・活用し全国的な知名度を上げ
る。そのために地元産業の振興、交流人口・定住人口の拡大、子
育て支援と健康長寿の実現、市域・組織を越えた連携を目指した
事業を推進することで、新居浜市人口ビジョンで掲げた将来人口
の達成に向けて、「住みたい、住み続けたい　あかがねのまち」
の実現を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例
地域雇用開発助成金（地域雇用
開発コース）

1245 愛媛県 愛媛県四国中央市
第２期市民のしあわせづくり応
援計画

愛媛県四国中央市の全域

本市は、人口減少が続いており、若者の流出も顕著となってい
る。一方で、全国や愛媛県と比較して、出生率が高く、地場産業
である「紙産業」の雇用力や稼ぐ力が高いなどのポテンシャルを
持っている。そういった状況から、今後のまちの未来を考える
と、子育て世代が安心して住みやすいまちになっていく必要があ
り、地域外の人が訪れたくなるあったかい環境（優しく迎え入れ
てくれる）の構築を行うとともに、市民一人ひとりのしあわせづ
くりを応援するまちづくりを展開していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1246 愛媛県 愛媛県西予市
西予市まち・ひと・しごと創生
推進計画

愛媛県西予市の全域

人口減少を緩和し、地方創生を成し遂げるため、基本的な視点か
ら、人口、経済、地域社会の課題に対して、人材育成、若い世代
の起業、地域間連携など一体的に取り組むことで、地域課題を解
決する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



1247 愛媛県 愛媛県東温市
東温市まち・ひと・しごと創生
推進計画

愛媛県東温市の全域

本市では平成21年以降、人口減少及び少子高齢化が進んでいる。
この状況が続くと、地域経済の縮小や税収の減少に伴う行政サー
ビスの水準低下により、まち全体の求心力の低下を招き、さらに
若年人口の流出が加速するという負の循環に陥る。この状況を打
開するため、「第２期東温市まち・ひと・しごと創生総合戦略」
において「持続可能な地域社会の構築」をテーマに４つの基本目
標を設定し、本市の資源を最大限に活用しながら、定住人口や交
流人口の増加を図り、地域の自立度と経済力を高める具体的かつ
効果的な取組を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1248 愛媛県 愛媛県越智郡上島町
上島町まち・ひと・しごと創生
推進計画

愛媛県越智郡上島町の全域

本町の人口は、昭和25年（1950年）の15,552人（旧４町村合算）
をピークに減少に転じ、令和27年（2045年）には3,547人となると
推計されており、地域コミュニティ、教育機関、産業や伝統行事
等の維持が困難となることが懸念されている。この状況を打開す
るべく、「人と海・山・里が共存するまちづくり事業」等を通し
て「上島流の豊かさや幸福のある暮らし」を追求し、住民が『住
み続けたい』、本町で育った子どもたちが『帰ってきたい』、移
住希望者が『住んでみたい』と思える「本当の豊かで幸福な町」
を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1249 愛媛県 愛媛県上浮穴郡久万高原町
久万高原町まち・ひと・しごと
創生推進計画

愛媛県上浮穴郡久万高原町の全
域

人口減少等による地域の活力低下は、負のスパイラルとなって
迫っている。この状況を改善すべく、有する資源をすべて活かし
た施策が必要であり、基幹産業である農林業、天然の観光資源を
活用した観光業、豊富な素材を活用した商工業の発展や、自然環
境を活かした移住や定住を推進するなど、これまでの取り組みも
踏襲しつつそれぞれの分野で新たな視点でのまちづくりに取り組
む。また、こういった多面的な取り組みから新たな人の流れが生
まれ、併せて、子どもを産み育てやすい、いつまでも元気で暮ら
せる地域づくりを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1250 愛媛県 愛媛県西宇和郡伊方町
伊方町まち・ひと・しごと創生
推進計画

愛媛県西宇和郡伊方町の全域

本町では人口減少に伴い基幹産業である第一次産業の担い手不足
や商店等の閉鎖、伝統行事の伝承や集落内の美化作業ほか地域コ
ミュニティの維持が困難になるといった直接的・間接的に本町の
町民生活、産業振興、生活環境、社会保障、地域活性化などに
様々な影響を及ぼすことが懸念される。これらの課題解決に向け
て、本計画において「若い世代が子どもを産み、育てることを選
ぶ環境づくり」、「若い世代が魅力を感じるしごとを増やす」、
「生活の場として選ばれる住環境と健康寿命社会の実現」の３つ
の基本目標をもとに取り組みを進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1251 愛媛県 愛媛県北宇和郡鬼北町
鬼北町まち・ひと・しごと創生
推進計画

愛媛県北宇和郡鬼北町の全域

①前進する「躍動のまち」②支え合う「安らぎのまち」③心つな
がる「満足のまち」これら3つのまちづくりの視点で「自然豊かな 
心豊かな 暮らし豊かなまち きほく」という将来像の実現を目指
す。また、本町の人口減少が当初予測よりも早く進んでいること
から、人口減少克服・地域活性化にかかわる施策を重点に横断
的、全庁的な取組を行う。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1252 愛媛県 愛媛県南宇和郡愛南町
愛南町まち・ひと・しごと創生
推進計画

愛媛県南宇和郡愛南町の全域

本町では、少子高齢化による人口減少が進んでおり、特に若年層
の町外流出が顕著にみられることから、結婚・出産・子育てへの
支援策、地場産業振興等の若者定住が喫緊の課題となっている。
これら課題を
克服するため、本町の持つ特性・魅力を活かし、人口、経済、地
域社会の課題に一体的・持続的に取り組み、しごとの創出、魅力
ある地域の構築、結婚・出産・子育て支援、移住の促進等の施策
を総合的に推
進し、人口減少に歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1253 高知県 高知県
「環境に配慮した森林由来の木
材」という新たな価値の構築
（土佐材認証制度）

高知県の全域

情報管理システムを活用し環境に配慮した森林由来の木材である
ことを認証することで、多様な関係者の再造林への参加を促し、
本県の再造林の確実な実施に寄与する。また、高知県産認証木材
を供給することで、他産地との差別化に寄与する。さらに、県内
での地域ごとの大径材の資源量を把握し、資源量に応じた加工体
制の強化や製品開発による大径材への新たな価値の創出により大
径材の需要を増やし、伐採・再造林を行う森林の増加に寄与する
とともに、高知県独自の認証木材の持続的な生産に寄与する。

地方創生推進タイプ

1254 高知県 高知県

「極上の田舎（スーパー・ロー
カル）」をコンセプトにした観
光振興と食の外商拡大の推進計
画

高知県の全域

コロナ禍以降、改めて自然や地域独自の文化の価値は高まってお
り、そういったものが数多く残されている本県の魅力を発信する
ことにより、観光誘客につなげる。特に中山間地域の観光情報の
発信を強化し、都市部に比べ急激に人口の減少している中山間地
域の振興につなげる。共通するコンセプト「極上の田舎（スー
パー・ローカル）」によるブランディングを行い、アンテナ
ショップを拠点に観光と食の情報発信を同時に展開することによ
り、相乗的に観光振興と県産品の販売拡大につなげる。

地方創生推進タイプ

1255 高知県 高知県 小規模集落活性化計画 高知県の全域

本県が実施している集落実態調査において、人口減少、高齢化の
進行による様々な活動の後継者不足、生活への不安、鳥獣による
被害など、中山間地域の小規模集落の課題が浮き彫りになった。
そのため、小さな拠点をつくり、それぞれのくらしを守り、地域
の資源や特性を生かした経済活動を行うことができる環境を整備
することが極めて重要となる。こうした取り組みを通じて、地元
で仕事をしながら安心して生活ができ、小さな集落の活動が活発
になっている「一人一人の生活と集落の活動が持続可能な中山間
地域」を目指している。

地方創生推進タイプ

1256 高知県 高知県
高知県生産性向上・デジタル化
支援事業

高知県の全域

本県の労働生産性の低さや人手不足といった課題を解決するため
に、「中小企業のデジタル化」を専門的に支援する体制を強化
し、デジタル技術を活用した業務の改善による生産性の向上・付
加価値向上を目指す企業の実行支援を行う。また、市場や財務分
析をふまえた計画の再編による売上回復と生産性向上による経営
改善を支援し、利益が出る収益構造の構築による財務の健全化を
促す。さらに、外商支援においては、対面型の見本市や商談会と
併せてオンラインも活用し、リアルのハイブリット型の外商支援
を展開する。

地方創生推進タイプ

1257 高知県 高知県
地方におけるデジタル人材の雇
用創出事業

高知県の全域

IT・コンテンツ企業等の誘致促進により、IT・コンテンツ産業等
の集積・活性化につなげ、若者層のU・Iターンの促進、県外流出
の減少につなげるまた、新たに中山間地域への企業誘致を抜本強
化することとし、中山間地域のシェアオフィスの活用をさらに推
進していく。さらに、商工会連合会に経営指導員等の育成・強化
を目的にしたデジタル化支援の専門人材を配置し、デジタルツー
ルの紹介やデジタル技術の活用に関するOFF-JT研修を開催する。

地方創生推進タイプ

1258 高知県 高知県
農水産物・食品及び土佐酒輸出
拡大プロジェクト推進事業を通
じた地域の活性化

高知県の全域

本県では、人口減少に伴う県経済の縮みに対応するため、平成20
年に高知県産業振興計画を策定し、「地産」を強化し、県外や海
外市場に向けた「外商」に取り組んできた。食の市場は、国内市
場が縮小する一方で、海外市場は拡大傾向にある。輸出額をさら
に拡大させるためには、海外市場のニーズに対応した輸出対応力
強化が必要となる。生産現場と流通現場が官民協働で地産と外商
の強化に取り組むことで、輸出の拡大を図り、輸出の増加による
効果を地域経済へと波及させ、中山間地域の活性化につなげてい
く。

地方創生推進タイプ



1259 高知県 高知県
高知県ヘルスケアイノベーショ
ンプロジェクト

高知県の全域

県内の産学官金が連携して、デジタル技術を活用したヘルスケア
分野の新製品やサービスの事業化を伴走支援することで、将来的
に高知県でヘルスケア産業を創出し、若者の県内定着や県外から
の転入による地域産業の活性化を目指すものである。そのため、
新製品やサービスの開発のために必要な実証フィールド（実施の
運用環境に近い状態で先端技術の実証実験を行う「場」）を提供
することを突破口に、当分野への県内企業の参入や県外企業の誘
致を促し雇用を生み出すとともに、地域や職域の抱える地域課題
の解決を図る。

地方創生推進タイプ

1260 高知県 高知県 高知県元気な未来創造計画 高知県の全域

若年人口の減少をできるだけ早期に食い止め、持続可能な人口構
造へ転換していくため、「魅力ある仕事をつくり、若者の定着に
つなげる」、県民の皆さまの「結婚の希望をかなえる」、「こど
もを生み、育てたい希望をかなえる」の３つの政策の実現に向け
た取り組みを抜本強化する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例
地域雇用開発助成金（地域雇用
開発コース）

1261 高知県 高知県
室戸半島の観光と産業を支える
みなとづくり計画

高知県安芸郡東洋町、室戸市、
安芸郡奈半利町、安芸市及び香
南市の区域の一部（甲浦港、佐
喜浜港、奈半利港、手結港、野
根漁港、椎名漁港、加領郷漁港
及び安芸漁港）

高知県東部の港湾と漁港は、連携して水産業を支えてきた。ま
た、近年は、海洋レクリエーションに活用されるなど観光拠点と
しての役割を担っている。一方で、台風通過時には越波や高潮に
よる浸水が頻繁に発生し、静穏度不足や岸壁等の老朽化により船
舶を安全に係留できないなど、漁業活動に支障をきたしている。
加えて、体験プログラムに活用される緑地等の施設は老朽化、陳
腐化が進んでいる。そのため、社会構造の変化を踏まえた整備や
老朽化対策を実施し、漁業活動の安全性・効率性の向上及び観光
促進を図り、地域産業の活性化を目指す。

地方創生港整備推進交付金

1262 高知県 高知県南国市
南国市まち・ひと・しごと創生
推進計画

高知県南国市の全域

本市は高知県の中心部で高知市に隣接しているが、平成17年を境
に人口減少に転じており、将来にわたって活力ある地域を維持す
るため、人口減少に歯止めをかける施策を４つの基本目標を設定
し総合的に推進していく。具体的にはしごとを創出し、定住・移
住受入を促進し、結婚・出産・子育てに関する施策を展開すると
ともに、魅力ある地域をつくりあげる施策に強力に取組を進める
ものである。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1263 高知県 高知県須崎市 須崎の魅力広域展開推進計画 高知県須崎市の全域

本市の中心市街地では、事業の後継者不在による空き店舗が増加
傾向にあり、地域経済の衰退や市場規模の縮小が懸念されてい
る。また、本市には、体験観光を中心に多くの観光客が訪れてい
るが、その目的は限定的で須崎市街地から各地域へといった面的
な流れを生むには至っていない。このことから、中心市街地の活
性化を図り、市内全域、さらには高幡地域へといった広域的な観
光ルートを構築するとともに、ドローンをはじめとしたデジタル
技術の活用により本市の観光資源及び地域資源のブランド化を推
進し、さらなる魅力度向上を目指す。

地方創生推進タイプ

1264 高知県 高知県宿毛市
宿毛市まち・ひと・しごと創生
推進計画

高知県宿毛市の全域

宿毛市の人口は、平成12年以降大きく減少を続けており、ピーク
時には3万人超あった人口が、令和20年には13,000人を下回るもの
と推計されている。このため、宿毛市まち・ひと・しごと創生総
合戦略に掲げる4つの目標を通して、人口減少対策、地方創生に取
り組み、市民と行政が力をあわせ地域活力の好循環を生み出し地
域の再生を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1265 高知県 高知県土佐清水市
土佐清水市まち・ひと・しごと
創生推進計画

高知県土佐清水市の全域

令和42（2060）年に本市の人口は、5,259人まで減少する見通しで
ある。本市としては、「基幹産業の復興により安定及び新たな雇
用を創出する」「人の流れを創出する」「結婚・出産・子育ての
希望をかなえる」の基本目標の達成に向けた関連施策に全力で取
り組み、少しでも人口減少に歯止めをかけることを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1266 高知県 高知県四万十市
四万十市まち・ひと・しごと創
生推進計画

高知県四万十市の全域

本市の実情や課題を踏まえ、重点的かつ戦略的に取り組むべき、
今後６か年の目標や施策の基本的方向、具体的な施策などをまと
めた「四万十市まち・ひと・しごと創生総合戦略」により、直面
する人口減少・超高齢化の進展に的確に対応し、人口減少に歯止
めをかけるとともに、地域経済縮小を克服し四万十市の創生を目
指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1267 高知県 高知県安芸郡奈半利町
奈半利町まち・ひと・しごと創
生推進計画

高知県安芸郡奈半利町の全域

当町は基幹産業である第一次産業の衰退等により、若者の流出、
少子高齢化、人口減少が進行し、また地域のリーダーとなる人材
不足により地域コミュニティの機能が低下し、町の活気が失われ
つつある。
これらの課題解決に向け、2024年からスタートした第３期奈半利
町まち・ひと・しごと創生総合戦略では「かせぐ」、「にぎわ
う」、「かなえる」、「ささえる」の４つの基本目標を定め地域
の課題解決及び魅力あるまちづくりに取り組むこととしており、
本計画においても同じ４つの基本目標を掲げ取組を展開してい
く。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1268 高知県 高知県安芸郡北川村
北川村まち・ひと・しごと創生
推進計画

高知県安芸郡北川村の全域

人口減少による負の連鎖を断ち切るために、ゆず王国の復活に向
けた「北川村ゆず振興ビジョン」の取組に加え、「地域の活性
化」や「少子化」及び「子育て・教育環境の整備」などに関連す
る取組を官民挙げて推進し、人口1,000人という最低ラインを維持
することを目標として、住民や地域それぞれが支え合い自立した
暮らしを守っていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1269 高知県 高知県土佐町

“未来”に向けた産業と技術革
新の基盤形成事業〜テレワーク
拠点を核とした関係人口の創
出・拡大〜

高知県土佐町の全域

土佐町サテライトオフィスの設置・運営を通じ、都市圏企業やそ
の人材の呼び込みを図るとともに、地域事業者とのマッチングや
連携を通じ、地域に新たな産業の創出のきっかけ・基盤をつく
る。特に、町の基幹産業である第一次産業への広がりにも繋げて
いくことを意識した取り組みを行う。そうした繋がりをより強固
とするとともに、土佐町への移住など人材の呼び込みにも繋げて
いく。これらの実施を通じ、「地方への人の流れや”関わり”
を、新たな産業や雇用を生み出す力とし、若者世代が住み続けら
れるまち」の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

1270 高知県 高知県土佐郡土佐町
SDGsと住民幸福度に基づく土佐
町まち・ひと・しごと創生推進
計画

高知県土佐郡土佐町の全域

SDGsと住民幸福度に基づく、「誰ひとり取り残されない」持続可
能なまちづくりの推進に向けて、質の高い教育と学びの環境に満
たされたまちの土台づくり、地域資源を生かした持続可能な産業
への転換、地域の活力を育む都市と地域との新たな関係性の創
出、誰もが役割や居場所をもち活躍し続ける環境の構築に取り組
みます。「環境」「社会」「経済」の３側面の相互波及効果及び
連動を意識しながら、総合的アプローチで取組を推進してます。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



1271 高知県 高知県吾川郡仁淀川町
仁淀川町観光活性化プロジェク
ト

高知県吾川郡仁淀川町の全域

過疎化が急速に進むなかで、「仁淀川町らしい観光の推進による
移住・交流の促進」を目標に掲げ、みどり豊かな森林や仁淀ブ
ルーと称される清流など、町を代表する観光地の施設等の整備を
行い、観光関連の地域産業の活性化を図る。また、積極的に町の
情報を発信することにより、移住・交流のきっかけづくりにつな
がるよう取り組んでいく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1272 高知県 高知県高岡郡佐川町
佐川町まち・ひと・しごと創生
推進計画

高知県高岡郡佐川町の全域

「第２期佐川町まち・ひと・しごと創生総合戦略（R2～R7）」に
基づく地方創生関連事業に対し、まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った法人に対する特例（企業版ふるさ
と納税制度）を活用できるよう、地域再生計画「佐川町まち・ひ
と・しごと創生推進計画」を策定し、施策を展開する。それによ
り、少子化で進む人口減少に立ち向かい、幸せなまちづくりを一
層推進するもの。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1273 高知県 高知県高岡郡越知町
越知町まち・ひと・しごと創生
計画

高知県高岡郡越知町の全域

国及び高知県の「総合戦略」を勘案した「第2期越知町まち・ひ
と・しごと創生総合戦略」に基づき、本町に暮らす一人ひとりが
それぞれの立場から知恵を出し、ともに考え、支え合い、一丸と
なって人口減少問題や地域の課題解決に取り組み、第1期総合戦略
に引き続き切れ目ない施策を展開していくことで、「地域産業の
成長による所得向上や雇用の確保」、「移住・定住対策による社
会移動の増加」、「安心して結婚、妊娠・出産、子育てができる
環境整備」、「地域愛を育む教育」、「山間部での生活環境の維
持」を目指すものである。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1274 高知県 高知県高岡郡日高村
日高村まち・ひと・しごと創生
計画

高知県高岡郡日高村の全域

第3期総合戦略に基づき、本計画を定めて本村の創生に資する事業
を包括的に展開する。本村においては、2060年には2015年比で総
人口が約30％となる見込みであり、その主な要因は、少子高齢化
に伴う自然減に加え、成長機会や就職、子育てに伴う地域の担い
手の流出からの社会減があり、それらが移住者等の増加による社
会増を上回っている。それらを解決するために、第１期の取組に
て整備した拠点や施設の更なる機能の強化や充実に加え、地域内
外で構築した関係を強化して、関わる人が豊かに感じることので
きる地域を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1275 高知県 高知県高岡郡四万十町
四万十町まち・ひと・しごと創
生推進計画

高知県高岡郡四万十町の全域

本町における人口ビジョンを踏まえ、若い世代の安定した就労の
場の確保や、将来にわたり住み続けたいまちづくりを戦略的に取
り組むため、「地域の特性を生かした雇用を創出する事業」、
「四万十町への新しい人の流れをつくる事業」、「若い世代の結
婚・出産・子育ての希望をかなえる事業」、「時代に合った地域
をつくり、安心なくらしを守る事業」の４つの事業を柱として、
人口減少社会の中においても「まち」「ひと」「しごと」の好循
環を生み出し、時代に適応した持続可能なまちづくりを推進す
る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1276 高知県 高知県幡多郡大月町
大月町まち・ひと・しごと創生
推進計画

高知県幡多郡大月町の全域

国の長期ビジョン策定を踏まえ、本町における人口減少と地域経
済縮小の克服に向けた「第2期大月町まち・ひと・しごと創生総合
戦略」を策定し、人口減少が進む地域において、「住んでよかっ
た」と思えるまちづくりを目指すため、応援税制に基づく企業か
らの寄付金を活用しながら事業を実施する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1277 福岡県 福岡県
環境負荷低減の取組による「環
境に配慮した持続可能な福岡県
の農林水産業」の実現

福岡県の全域

農林水産業が、成長産業として収益性の高い経営を展開しながら
も、環境負荷低減の取組を強化することで持続可能な農林水産業
を実現するために、「(1)農林水産業における生産、加工、販売の
各段階において、脱炭素化やロスの削減、低コスト化といった環
境負荷低減の取組を実施することで、本県の農林水産業の環境に
配慮した持続的な産業への成長」、「(2)環境に配慮した持続可能
な農林水産業を支える土台となる農山漁村の維持・発展」を目指
す。

地方創生推進タイプ

1278 福岡県 福岡県
関連産業との相互連携強化によ
る「選ばれる福岡県の農林水産
業」の実現

福岡県の全域

物流業界や流通業界、食品業界など様々な関連産業との相互連携
を深め、Win-Winの関係性を構築・発展することにより、本県の農
林水産業が今後も持続的に販売力や生産力を維持・拡大するた
め、「サプライチェーンが一体となり付加価値の高い県産農林水
産物を流通・販売するモデルを構築」、「効率的な農林水産物流
通の確立により将来に持続する物流ルートを確保」、「食品産業
等における原材料調達の国内回帰の動きを捉えたニーズに対応し
た販売促進活動により、業界相互の連携を強化」などを目指す。

地方創生推進タイプ

1279 福岡県 福岡県
FUKUOKA IS OPEN～選ばれる福岡
県を目指し、新しい扉を開く～

福岡県の全域
世界から海外人材を呼び込むことで、成長著しいアジアを中心と
した海外の活力を本県に取り込み、ともに発展していくことで、
「世界から選ばれる福岡県」の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

1280 福岡県 福岡県
福岡県プロフェッショナル人材
戦略拠点事業（プロ人材事業
型）

福岡県の全域

新規事業の創出や既存事業の拡大など企業のさらなる成長のため
に、県内中小企業に対して、技術開発、販路開拓、海外展開など
に精通した「プロフェッショナル人材」の活用を促し、企業が求
める人材像に合致する「プロフェッショナル人材」と企業との
マッチングを促進する。また、首都圏のデジタル人材とのマッチ
ング促進を図り、首都圏から地方へ人材が移住し、地方の中小企
業に就業するなど、デジタル人材の地域還流を目指す。

地方創生推進タイプ

1281 福岡県 福岡県
第２期福岡県まち・ひと・しご
と創生推進計画

福岡県の全域

人口の自然増、社会増両面からの取組みの推進により、本県の人
口はこれまで増加基調を維持し、目標を大きく上回る就業者数の
増加を達成するなどの成果が生まれたが、直近の状況では、人口
減少局面に入る可能性もある。これらの課題に対応するため、県
民の結婚・出産・子育ての希望をかなえ、人口の自然増につなげ
る。また、福岡県への人の流れをつくり、魅力ある雇用の場や誰
もが住み慣れた地域で暮らし、活躍できる、安全・安心で活力あ
る地域社会をつくる。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1282 福岡県 福岡県、福岡県久留米市
福岡バイオコミュニティ形成プ
ロジェクト

福岡県の全域

久留米市を中心とした県南地域では、古くから酒や醤油など発
酵、醸造といったオールドバイオ技術の蓄積と県内最大の農産物
の生産を有する。また福岡県内には、九州大学、久留米大学、福
岡大学、産業医科大学などの医療系大学や研究機関が集積してい
る。地理的優位性や関連産業の多様性に加え、これら研究機関等
との連携を図りながらスタートアップの活動が盛んな地域として
強みを持つ福岡県がバイオ戦略で示された「バイオコミュニ
ティ」の形成を推進することにより、地域の特色を活かした持続
可能な国内有数のバイオ産業拠点を目指す。

地方創生推進タイプ



1283 福岡県
福岡県、福岡県久留米市、福岡
県東峰村、福岡県添田町

近未来MaaS福岡モデル創出事業 福岡県の全域

MaaSを始めとする交通ＤＸの取組を推進するとともに、一連の取
組を通じて得られる各種移動関連データの集約・分析を行えるプ
ラットフォームや、データの分析結果を地域の行政機関や交通事
業者が一体となって共有及び利用する仕組を構築する。公共交通
政策の立案（EBPM）や、交通ネットワークの最適化、新たな移動
関連サービスの開発・提供、さらには交通以外の分野における地
域課題の解決に資する取組の展開等を図り、地域の実情に応じた
持続可能で多様かつ質の高い地域公共交通を実現する。

地方創生推進タイプ

1284 福岡県 福岡県北九州市
地方創生SDGs達成に向けた企業
へのSDGs実践推進計画

福岡県北九州市の全域

企業に対し、ＳＤＧｓの実践を支援することにより、企業価値の
向上を図り、サプライチェーンや消費者、金融機関、学生など、
様々なステークホルダーから「選ばれる企業」を創出し、ＳＤＧ
ｓを原動力とした地方創生の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

1285 福岡県 福岡県北九州市
アフターコロナを見据えたクー
ルジャパンによるまちづくり推
進計画

福岡県北九州市の全域

アフターコロナを見据えたクールジャパンの再起動に資するた
め、本市が強みを持つ漫画・アニメ・映像作品等の各クールジャ
パンコンテンツの活用、コンテンツ間の連携を通じたにぎわい創
出、交流人口増加等を図るため、クリエーターの育成や関連産業
の創出、インバウンドの増加等にさらに注力していくことで、
【新しい人の流れ】⇒【しごとの創出】⇒【地域経済の活性化】
⇒【人口増】等の好循環を創出することを目指す。

地方創生推進タイプ

1286 福岡県 福岡県北九州市
スタートアップグロースサポー
ト事業計画

福岡県北九州市の全域

市内スタートアップの成長加速化を支援する「市内スタートアッ
プ成長支援プログラム」と、行政課題解決や市内企業との協業に
つながるスタートアップの取組を支援する「イノベーション支援
プログラム」を創設し、世界に通用するロールモデルを創出する
ことにより「稼げるまち」の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

1287 福岡県 福岡県北九州市
ロボット・DX推進センターを拠
点とした、企業変革促進伴走支
援計画

福岡県北九州市の全域

「顧客課題に対し、自社の強みを活かしてデジタル技術を活用し
た新たな付加価値を提供するDX」及び「自社内及びサプライ
チェーン上のカーボンニュートラルに加え、脱炭素に資する新
サービスの創出や新市場への参入を目指すグリーン成長」への取
組みを支援することで、企業の競争力向上を図る。そのために、
相談対応から人材育成、実践支援まで、切れ目のない伴走支援を
実施する。

地方創生推進タイプ

1288 福岡県 福岡県北九州市
「人への投資」をはじめとした
企業の投資加速化支援計画

福岡県北九州市の全域

「人への投資」をはじめ、DX関連の設備投資等、市内中小企業の
投資加速化を支援するため、①社内人材育成のための、階層別生
産性向上スクール、②大学生等外部人材の知見を活用するイン
ターンシップ事業・大学との連携、③個別の企業ニーズに沿った
投資促進支援事業を実施する。これにより、市内企業のＤＸを加
速させ、企業の生産性向上及びデジタル人材の育成・確保につな
げていき、企業の競争力向上を図る。

地方創生推進タイプ

1289 福岡県 福岡県北九州市
北九州学術研究都市を中心とし
た成長産業活性化計画

福岡県北九州市の全域

本市においてこれまで蓄積してきた人材やノウハウを活かし、北
九州学術研究都市を中心に研究開発の拠点化や人材育成・企業競
争力の向上、施設のグリーン化などに取り組むことで、学研都市
全体で「脱炭素・グリーン成長」による地域産業の高度化や次世
代産業の創出、新たな都市ブランド確立を目指す。

地方創生推進タイプ

1290 福岡県 福岡県北九州市
新卒者市内就職応援プロジェク
ト～キャリア形成段階に応じた
就職支援～

福岡県北九州市の全域

早期からキャリア形成段階に応じてシビックプライドの醸成や市
内企業の認知度の向上など、中長期的に継続した事業展開を図る
とともに、市内はもとより本市出身者が多く進学する九州・山口
圏域及びその近郊をターゲットとし、実施方法において対面のみ
ならずＷＥＢを活用した事業を展開することで、事業効果を高め
アプローチを行い、市内定住・市内還流を促進する。また、企業
の新卒の採用力の向上や就職に影響を与える保護者や教員にも働
きかけを強め、全方位的にアプローチをすることで、市内定住・
市内還流を更に促進する。

地方創生推進タイプ

1291 福岡県 福岡県北九州市
感染症などに備え、安心して暮
らせる地域共生社会促進計画

福岡県北九州市の全域

感染症や自然災害が発生しても、住み慣れた地域で健康かつ安心
して暮らせる地域・社会を構築するため、「ＩＣＴ・介護ロボッ
ト等を活用した「北九州モデル」の展開による介護現場のＩＣＴ
環境整備をベースとし、これら先進的介護の取り組みの発展によ
る、感染症に強い介護現場づくりに資する取り組み」、「コロナ
禍において再認識された日々の健康管理の重要性を踏まえ、住民
が主体となった新たな日常を支える健康づくりの価値観形成や活
動促進」を実施する。

地方創生推進タイプ

1292 福岡県 福岡県北九州市
ポストコロナの北九州市版「生
涯活躍のまち」計画

福岡県北九州市の全域

関係人口をはじめとして、首都圏から本市への新しい人の流れを
つくるとともに、若者から中高年齢者、外国人等だれもが積極的
に社会に参加し、だれもが生き生きとした生活が送れるよう、そ
れぞれの希望に応じた就業支援や雇用の創出、産業の活性化を図
る「北九州市版生涯活躍のまち」の構築を目指す。

地方創生推進タイプ

1293 福岡県 福岡県北九州市
北九州市観光産業育成・健全化
推進計画

福岡県北九州市の全域

観光産業サービスの付加価値をさらに高め、観光産業の生産性向
上を図り収益力を向上させることで、観光事業者の育成や誘致、
従事者の処遇改善を通じた人員不足の解消を図り、観光産業全体
の底上げに取り組む。また、持続可能な観光地域づくりを推進し
ていくため、行政と観光地域づくり法人（ＤＭＯ）が連携し、高
付加価値で魅力度の高い観光サービス提供を行いながら、観光旅
行者と地域住民の双方に配慮した総合的な観光マネジメントを推
進する。

地方創生推進タイプ

1294 福岡県 福岡県北九州市
企業の持続的発展・誘致による
北九州地域経済活性化プロジェ
クト

福岡県北九州市の全域

首都圏からの企業誘致による雇用創出、デジタル化の推進による
企業の生産性向上・競争力強化に取り組み、地域経済の活性化を
図る。本市では社会動態にて転出超過が継続し、他政令市と比較
して企業の生産性が低い等の問題を抱えており、積極的な企業誘
致、市内企業のデジタル化など解決に向けて取り組む意義は大き
い。雇用創出、生産性向上・競争力強化による地域経済活性化に
取り組み、地方創生の「成功モデル都市」を目指す。

地方創生推進タイプ



1295 福岡県 北九州市
第２期北九州市まち・ひと・し
ごと創生推進計画

北九州市の全域

人口減少が喫緊の課題である本市は、その課題に取り組むべく本
地域再生計画を策定するもの。具体的には、市内総生産や雇用者
報酬の増加などの経済成長の実現、都市のイメージアップ、若い
世代の定着促進による社会動態の改善に取り組む。さらに子育て
や教育、福祉、文化芸術、スポーツ、住宅、交通などのハード・
ソフト両面で生活環境の向上にも取り組み、自然動態の改善にも
つなげていく。このように「北九州市基本計画」に掲げる３つの
重点戦略を着実かつ総合的に取り組み、まちも人も潤っていく
「成長と幸福」の好循環をつくっていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1296 福岡県 福岡市
福岡市まち・ひと・しごと創生
推進計画

福岡市の全域

本市は、日本全体の人口が減少する中、見込みを上回るペースで
人口が増え続けており、元気なまち、住みやすいまち、成長可能
性の高いまちとして、国内外から高く評価されているが、今後は
人口減少や高齢化が進むとともに、加速していく東京一極集中や
九州の人口減少が、本市の活力にも影響を及ぼし、持続可能なま
ちづくりに支障が生じることが懸念されることから、福岡市ま
ち・ひと・しごと創生総合戦略に位置付けられる施策を一体的に
推進し、九州・日本の成長を、そして地方創生を力強く牽引して
いく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1297 福岡県 福岡県大牟田市
若い世代の人材と地域企業の育
成を核とした若い世代に選ばれ
るまち形成事業

福岡県大牟田市の全域

市内外の若い世代が積極的かつ持続的に参加・チャレンジできる
環境となる開放的なイノベーション拠点施設を整備し、「人」
「企業」の新たな交流やネットワークを生む仕掛けづくりを進め
る。この取組みを通じ、次世代の人材育成を図るとともに、若い
世代が本市の地域経済や地域企業への興味や関心を深めること
で、新たな定住人口や関係人口の獲得に繋げる。さらには、ＩＴ
企業などの情報関連産業の企業誘致を積極的に進め、産業の多様
化を図る。また、地域企業の稼ぐ力を向上させ、若い世代に選ば
れる企業への発展を促進する。

地方創生推進タイプ

1298 福岡県 福岡県大牟田市
大牟田市まち・ひと・しごと創
生推進計画～デジタル田園都市
国家構想の実現に向けて～

福岡県大牟田市の全域

「若い世代に如何に大牟田市に住んでもらうか」といった視点に
よる取組を継続することで、若者が安心して働ける雇用の場を増
やし、また、子育てや教育環境を充実させ、このまちに人材が育
ち、その豊富な人材によって地場企業が伸び、地域全体がさらに
浮揚していくといった好循環を生み出し、人口減少の抑制と魅力
ある地域づくりに重点的に取り組むもの。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1299 福岡県 福岡県久留米市
久留米市まち・ひと・しごと創
生推進計画

福岡県久留米市の全域

久留米市も人口減少局面に入りつつある中、『就労と、結婚・妊
娠・出産・子育ての希望の実現する』や『東京圏や福岡市への人
口流出に歯止めをかける』、『人口減少・超高齢社会・外国人増
加など時代を見据えた都市を構築する』を基本的視点に以下の地
方創生の事業を進め、人口減少への対応を行う。
ア　安定した雇用を創出する事業
イ　久留米市への新しい人の流れをつくる事業
ウ　結婚・妊娠・出産・子育ての希望をかなえる事業
エ　安心な暮らしを守る事業

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1300 福岡県

福岡県久留米市、福岡県大川
市、福岡県小郡市、福岡県うき
は市、福岡県大刀洗町、福岡県
大木町

「新たな日常」における地域間
連携による「民需」「人の流
れ」創出計画

福岡県久留米市、福岡県大川
市、福岡県小郡市、福岡県うき
は市、福岡県大刀洗町、福岡県
大木町の全域

新型コロナウイルス感染症による「新たな日常」において、圏域
市町のＤＸ推進等による民需主導による成長や雇用の創出、観光
消費額の増加により、圏域の平均所得の向上を実現していく。併
せて、圏域市町の連携による移住定住の推進や観光客の確保と
いった「ひと」の流れを創出し、その「ひと」が交流し、移住・
就業等を通じて、「ひと」と「しごと」の好循環化を実現してい
く。

地方創生推進タイプ

1301 福岡県 福岡県柳川市
柳川市まち・ひと・しごと創生
総合戦略

福岡県柳川市の全域

柳川市の人口は、1960年の86,888人をピークに減少し、2015年に
は67,777人まで落ち込んでいます。このまま人口減少が進めば、
高齢者を支える生産年齢人口が減少し、経済成長の低下や税収減
少による財政基盤の脆弱化を引き起こす可能性があります。その
ため、結婚サポートから子育て支援までを強化し、自然動態の増
加につなげ、雇用施策や住環境整備と併せて移住施策を図りなが
ら社会動態の減少に歯止めをかけ、持続可能なまちづくりを目指
しています。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1302 福岡県 福岡県八女市
八女市まち・ひと・しごと創生
推進計画

福岡県八女市の全域

少子高齢化・人口減少社会の克服と活気ある八女市の創生を図る
ことを目的として、八女市まち・ひと・しごと創生総合戦略を策
定した。この戦略を更に推進し「地方創生」の更なる深化、社会
的変化を意識した新たな展開をはかり、人口減少に起因する課題
の解決を図るため、地域再生計画を作成するものである。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1303 福岡県 福岡県うきは市
うきは市まち・ひと・しごと創
生推進計画

福岡県うきは市の全域

本市の総人口は1955年の42,675人から減少傾向を示しており、
2015年には29,509人となっている。国立社会保障・人口問題研究
所によると、2060年の人口は12,007人と推計されており、2015年
比で総人口が約40％となる見込みである。人口減少の課題に対応
するため、市民の結婚・妊娠・出産・子育ての希望の実現を図り
自然増につなげる。また、移住を促進するとともに、安定した雇
用の創出や地域を守り活性化するまちづくり等を通じて、社会減
に歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1304 福岡県 福岡県糸島市
糸島市「地域人材活躍・地域活
性化」事業

福岡県糸島市の全域

本市は、移住・定住施策の取組、九州大学の移転や新駅設置、土
地区画整理事業などにより人口が増加傾向にある。一方で若年層
の市外流出や企業の人材不足が課題であり、小中高生への職業教
育、市内企業との連携による就職支援、テレワーク推進、創業支
援などに取り組んでいる。今後は「自分らしく働けるまち」
「チャレンジしたくなるまち」「企業や学生、市民、ビジネス
パーソンが繋がり、互いのSOSを出し合え、協力し合えるまち」を
目指し、企業や人材の挑戦を支援し、持続可能で活気あるまちづ
くりを推進する。

地方創生推進タイプ

1305 福岡県 福岡県糸島市
糸島市まち・ひと・しごと創生
推進計画

福岡県糸島市の全域

糸島市の人口は増加傾向にあるものの、高齢化は着実に進行して
おり、地域の担い手不足や地域産業の衰退といった課題が生じる
恐れがある。これらの課題に対応するため、糸島市の“しごとの
創生”をメインテーマとし、次の事項を基本目標として掲げ、安
心して住み続けられる持続可能なまちを目指す。「基本目標１：
担い手の発掘・育成と新たな働き方の実現」、「基本目標２：産
業間・産学金官連携などによる地域経済の活性化」、「基本目標
３：市内受発注の推進による市内消費の拡大」、「基本目標４：
まちの総合力アップ」

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1306 福岡県 福岡県糟屋郡志免町
志免町まち・ひと・しごと創生
推進計画

福岡県糟屋郡志免町の全域

志免町がこれからの人口問題に対応し、将来にわたって持続可能
な地域を維持していくため、以下の４つの基本目標を掲げ人口減
少等に効果的な取組を実施する。「基本目標１出産・子育ての希
望をかなえる」、「基本目標２まちの未来を担う人材を育成す
る」、「基本目標３誰もが健康で生き生きと暮らすことができる
まちをつくる」及び「基本目標４ひとが集う、安心して暮らすこ
とができる魅力的なまちをつくる」

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



1307 福岡県 福岡県糟屋郡新宮町
新宮町まち・ひと・しごと創生
推進計画

福岡県糟屋郡新宮町の全域

町民の結婚・出産・子育ての希望の実現を図り社会動態の自然増
につなげる。また、移住を促進するとともに、安定した雇用の創
出や地域を守り活性化するまちづくり等を通じて社会増を維持す
る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1308 福岡県 福岡県糟屋郡粕屋町
粕屋町まち・ひと・しごと創生
推進計画

福岡県糟屋郡粕屋町の全域

粕屋町は福岡市に近接するアクセス環境の優位性のもと、若い世
代の人口が増加傾向にありましが、更なる人口増加を図るうえ
で、まちの魅力を町内外に効果的に発信し、若い世代が安心して
働き、結婚・出産・子育てがしやすい環境を備え、多様な人々が
居場所と役割を持ち、安全安心に生きがいを感じながら暮らすこ
とができるよう、今後も「住みたい」「住み続けたい」と思える
まちであり続けることを目指します。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1309 福岡県 福岡県芦屋町
芦屋版DMOを核とした観光地域づ
くり事業

福岡県遠賀郡芦屋町の全域

「芦屋町まち・ひと・しごと創生総合戦略」に掲げる政策目標
「芦屋の魅力を活かし、新しいひとの流れをつくる」の実現に繋
げるため、前身事業の課題であった町内滞在時間（回遊性）を高
めるとともに、本町における観光地域づくりの舵取り役となる芦
屋版ＤＭＯを設立し、地域関係団体と連携した観光振興やマーケ
ティング経営を発展的に実践することで、自らが稼ぐ仕組みを構
築し、地域経済の拡大といった好循環に繋げ、持続可能な地域を
つくることを目指す。

地方創生推進タイプ

1310 福岡県 福岡県遠賀郡岡垣町
岡垣町まち・ひと・しごと創生
推進計画

福岡県遠賀郡岡垣町の全域

本町の人口は、2010年の32,468人をピークに、その後減少に転じ
ている。今後も人口減少が進み、2060年には約20,000人まで減少
すると推計している。本町では、これからの人口減少社会を見据
えた持続可能なまちを目指し、総合戦略に掲げる４つの基本目標
の下での施策を着実に実行することで、町への転入促進や出生率
向上を図り、人口減少を抑制する取り組みを進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1311 福岡県 福岡県鞍手郡小竹町
小竹町まち・ひと・しごと創生
推進計画

福岡県鞍手郡小竹町の全域

本町の人口は、1955年の19,843人をピークに2022年には7,119人ま
で落ち込み、社人研推計では2040年には総人口が4,166人にまで減
少する見込みである。このまま人口減少が進むことで、地域の担
い手不足、医療・福祉面での支援の増加、地域コミュニティの衰
退等住民生活への様々な影響が懸念される。これらの課題に対応
するため結婚・妊娠・出産・子育ての希望の実現を図り自然増に
つなげる。また、移住の促進とともに、安定した雇用の創出や地
域を守り活性化するまちづくり等を通じて、社会減に歯止めをか
ける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1312 福岡県 福岡県嘉穂郡桂川町
桂川町まち・ひと・しごと創生
推進計画

福岡県嘉穂郡桂川町の全域

社会増減の改善、若い世代の移住・定住化の推進に向けて、町内
での住環境や子育て・教育環境の充実など魅力を高めていく。で
きるだけ多くの人に居住地・定住地として本町を選択してもら
い、社会増減を5年間でプラス350人に改善することを目指す。出
生率の向上に向けては、結婚・出産・子育てなどにおける不安や
問題を取り除き、この5年間で子育て世帯が50世帯以上増となるこ
とを目指す。また、本町の様々な分野における課題に関して、最
新技術の活用などの検討を行い、暮らしをより快適にできる取組
みを推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1313 福岡県 福岡県田川郡香春町
香春町まち・ひと・しごと創生
推進計画

福岡県田川郡香春町の全域

本町の人口減少に歯止めをかけ、将来にわたって持続可能な地域
を維持していくため、以下の５つの基本目標を掲げ人口減少等に
効果的な取組を実施する。基本目標１  やりがいのある「しご
と」をつくる、基本目標２  人口流出を防ぐとともに、本町への
新しい「ひと」の流れをつくる、基本目標３  若い世代の出産・
子育ての希望を叶えるとともに、教育環境を整える、基本目標４  
自らの課題を解決し、安心して暮らせる地域をつくる、基本目標
５  情報発信力を強化して戦略を推進する

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1314 福岡県 福岡県田川郡添田町
添田町まち・ひと・しごと創生
推進計画

福岡県田川郡添田町の全域

添田町まち・ひと・しごと創生推進事業では、基本目標１に『添
田町へ新しい「ひと」の流れをつくる』、基本目標２に『添田町
への新しい「しごと」の流れをつくる』、基本目標３に『結婚・
出産・子育ての希望をかなえる』、基本目標４に『安全・安心を
ベースに誰もが活躍できる場をつくる』を実施し地域の活力を向
上させ、若い世代が集まり、安心して働き、希望どおり結婚し、
子どもを生み育てることのできる地域社会を実現し、本町の将来
を担う人材を呼び込み、また、流出させない取組を実施する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1315 福岡県 福岡県田川郡糸田町
糸田町まち・ひと・しごと創生
推進計画

福岡県田川郡糸田町の全域

人口減少や東京圏への人口一極集中に歯止めをかけ、それぞれの
地域で住みよい環境を確保し、地方を活性化するための基本的な
理念を定めた「まち・ひと・しごと創生法」の趣旨を踏まえ「第
２次糸田町まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定した。人口
減少を抑制し、長期的には人口の維持を図るため、「転入数の増
加」、「転出数の抑制」、「出生数の増加」、「死亡数の減少」
を目指すことを基本戦略とし、若い世代に選ばれるまちづくりを
推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1316 福岡県 福岡県川崎町

川崎町道の駅を核とした　多世
代が出会い、つながり、交流す
る～くらしの真ん中「まちのリ
ビング」創出事業～

福岡県川崎町の全域

本町の中心を通る国道３２２号線沿いに、道の駅の一部として子
育て世代をターゲットとした多世代交流施設を整備することで、
外から人を呼び込み、多くの人に利用してもらうことにより、交
流人口を拡大するとともに関係人口を増やす。また、子育て世代
をターゲットとした移住プロモーションを展開することで、町内
の子育て世代の転出抑制に繋げ、進学や結婚を機に転出した若年
層等に対しても、町内の同世代や町外の同世代を通じて、本施設
の魅力を知ってもらうことにも繋がり、Ｕターン・移住者の増加
につなげていく。

地方創生拠点整備タイプ

1317 福岡県 福岡県田川郡川崎町
川崎町まち・ひと・しごと創生
推進計画

福岡県田川郡川崎町の全域

農業・産業等の産業基盤の強化を図り、本町ならではの仕事と雇
用の創出や、観光等で訪れる交流人口を安定的に確保し、町の経
済活性化及び移住定住人口の増加につなげる。また、子育て、教
育環境の整備や学力向上を図り、町民の生きがいづくりを進め、
10年先も暮らし続けたいと思えるよう下記の事業に取組む。
・本町ならではのしごとと安定した雇用の創出
・新しいひとの流れによる定住促進と交流人口の拡大
・若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる環境づくり
・安心安全な暮らしを営むずっと住み続けたいまちの実現

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1318 福岡県 福岡県京都郡苅田町
苅田町まち・ひと・しごと創生
推進計画

福岡県京都郡苅田町の全域

苅田町の人口動態は自然減・社会減となり、人口が減少傾向にあ
る。このまま人口減少が今後も続くと、地域産業の衰退、地域コ
ミュニティの機能低下、税収の減少による行政サービスの低下な
どの課題が生じる。
これらの課題に対応するため、本計画において「苅田町にしごと
をつくり、安心して働けるようにする」、「苅田町に新しいひと
の流れをつくる」、「結婚・出産・子育ての希望をかなえる」、
「時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地
域と地域を連携する」の４つの事項を基本目標に掲げ、必要な事
業を実施する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



1319 佐賀県 佐賀県
未来創造型のチャレンジ研究を
主軸とした大学連携推進事業

佐賀県の全域

大学連携事業の取り組みにより、佐賀県の施策を進める上で抱え
る課題解決だけでなく、地方創生を実現するためのキーマンとな
る「若者」を地元に定着させるとともに、都心部から佐賀県へと
優秀かつ多様な人材を呼び込む契機とし、当該事業に関連した新
たな産業創出や雇用創出を目指す。

地方創生推進タイプ

1320 佐賀県 佐賀県
SAGAの未来を支える担い手確保
プロジェクト

佐賀県の全域

将来にわたって地域の活力を維持していくため、若い世代の転出
を抑制することはもとより、大学進学で都市圏へ出た若者の呼び
戻しや人口が集中している首都圏・関西圏からの呼び込みが必要
であり、移住・UJIターンによる人材還流、多様な人材の活用、魅
力ある地域づくりに一体的に取り組むことにより、本県の将来を
担う人材を確保し、現在の社会減少県から社会増加県となること
を目指す。

地方創生推進タイプ

1321 佐賀県 佐賀県
～社会増加県へ～子育てし大県
“さが”×DI人材育成・地元循
環モデル構築プロジェクト

佐賀県の全域

人口の社会減少県から社会増加県となることを目指し、移住・UJI
ターンによる人材還流を図る。また、本県独自の教育プログラム
を開発、新たな価値を創造する学びを提供することで、佐賀から
産業を変革するDI人材を創出し、「佐賀の若者が佐賀で活躍」す
る、デジタルイノベーション人材の地元循環モデルの構築を図っ
ていく。

地方創生推進タイプ

1322 佐賀県 佐賀県
文化芸術に新たな息吹を吹き込
む佐賀さいこうプロジェクト

佐賀県の全域

歴史的、文化的な地域資源や文化芸術が根付くまちの魅力は、移
住者や観光客を引き付ける大きなポイントであり、これらを磨き
上げることで、その素晴らしさを県民のみならず広く全国に発信
し、まちづくりの根本となる故郷への誇りや愛着、郷土愛を育む
とともに、文化芸術を通じて交流人口の拡大を図り、観光消費を
回復させ、地域経済の振興・発展につなげていく。

地方創生推進タイプ

1323 佐賀県 佐賀県
プロフェッショナル人材戦略拠
点事業（第３期）

佐賀県の全域

プロフェッショナル人材戦略マネージャーを配置し、潜在的な成
長力を持つ県内中小企業の経営者に対し「攻めの経営」への転換
を促しつつ、民間人材ビジネス事業者や地域金融機関、商工団
体、県の他事業などと連携し、県内企業と都市部のプロフェッ
ショナル人材のマッチング支援を行う。また、これまでの取り組
みに加え、さらに県内企業のデジタル化を推進するための専任人
材を配置する等の取り組みを行い、デジタル社会における「攻め
の経営」への転換のサポートを加速させる。

地方創生推進タイプ

1324 佐賀県 佐賀県
佐賀県地方活力向上地域特定業
務施設整備促進プロジェクト

佐賀県の全域

佐賀県では、若年層の県外転出や少子化による人口減少、高齢化
が全国に先駆けて進行しており、これに伴う経済規模の縮小や地
域経済の活力低下、ひいては将来的に地域経済社会の維持が困難
になる事態が予想される。そこで、自然災害が少ないというBCP面
での優位性や九州内でのロジスティクス面での優位性、人材の豊
富さなどの本県ならではの特性を生かし企業誘致のさらなる促進
を図る必要がある。特例措置の活用により、本社機能等の移転、
拡充を含めた企業立地件数を増やし、優良な新規雇用を創出する
ことで地域の活性化を図る。

地方における本社機能の拠点の
強化を行う事業者に対する特例

1325 佐賀県 佐賀県
第２期佐賀県まち・ひと・しご
と創生推進計画

佐賀県の全域

「ひとづくり・ものづくり佐賀 ～安定した雇用を創出する～」、
「本物を磨き、ひとが集う佐賀 ～本県への新しいひとの流れをつ
くる～」、「子育てし大県佐賀 ～若い世代の結婚・出産・子育て
の希望をかなえる～」、「自発の地域づくり佐賀 ～時代と向き合
う地域をつくる～」の４つの基本目標を掲げ、これまで育んでき
た佐賀の真の豊かさ、素晴らしさを磨き上げ、多くの人々が佐賀
を訪れ、人と人とが出会う「交流」を生み出すことで、佐賀発展
の原動力とし、佐賀県の「まち・ひと・しごと創生」を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例
地域雇用開発助成金（地域雇用
開発コース）

1326 佐賀県 佐賀県及び唐津市
イカ漁をイカした地域まちづく
り計画

佐賀県唐津市の区域の一部（呼
子港、小川島漁港、馬渡島漁
港）

呼子町は「イカ」による観光業が盛んであるが、地形的制約から
交通網の脆弱性が課題となっており、特に離島航路発着所周辺
は、人と車両が輻輳する危険な状況となっている。小川島及び馬
渡島漁港では、漁港施設の老朽化が進み、漁業活動に支障をきた
している。呼子港と両漁港を一体的に整備することにより、基幹
産業である漁業の強化を図り、重要な観光資源である「イカ」の
安定供給を目指すとともに離島航路利用者の安全性の確保、緑地
整備によるにぎわい空間の創出を図ることで、両地域相互の交流
人口を増加させ、地域活性化を目指す。

地方創生港整備推進交付金

1327 佐賀県 佐賀県及び佐賀県伊万里市
伊万里木材コンビナートを核と
した地域活性化計画

伊万里市の西部地域

市域面積の４８％を森林が占める伊万里市において、伊万里湾の
臨海部には木材コンビナートが形成され、木材加工や流通の拠点
となっている。木材コンビナートでは集成材の材料となるスギな
どの素材の需要が増大しており、安定した素材の生産供給が求め
られることから、林業の振興と地域材利用のための林道整備が喫
緊の課題となっている。木材搬出の基盤となる林道の整備が必要
であるとともに、林道に接続する市道の老朽化が進んでおり、補
修・改良が必要であることから、林道との一体的な整備を行うも
のです。

地方創生道整備推進交付金

1328 佐賀県
佐賀県及び佐賀県三養基郡基山
町

基山町の観光資源等をより有効
活用するための交通ネットワー
ク整備事業

佐賀県三養基郡基山町の全域

町道・林道の一体的な整備により、町内に点在する観光資源をつ
なぎ、移動利便性を向上させることで来街者等の町内滞在時間を
延長させ、観光振興を図るとともに、整備された林道により伐期
を迎えた森林資源の搬出・運搬を効率的に行うことで林業の振興
を図る。これにより町民及び来街者等の活動量が増加することか
ら、まちの活力拡大につながり「訪れ、滞在する価値がある町」
としての魅力向上が図られる。また森林資源の有効活用や森林の
公益的機能の維持向上が図られ、もって林道周辺の集落孤立化の
解消も図られる。

地方創生道整備推進交付金

1329 佐賀県 佐賀市 水と笑顔の好じゅんかん計画

佐賀市の区域の一部（無津呂、
藤瀬、杉山、合瀬、市川、鎌
原、上小副川、富士北部、蓮
池、諸富北部の各地区並びに佐
賀市浄化槽処理促進区域）

佐賀市の汚水処理事業は、市町合併以前にそれぞれの市町が単独
で整備しており、施設の老朽化が進むとともに非効率で高コスト
な運用を余儀なくされており、将来にわたる安定的な汚水処理に
懸念が生じている。そこで、農業集落排水処理区域については、
施設の統廃合を進め、機器の更新や監視システムの統一化などの
機能強化を図る。一方、集合処理区域外については、市営浄化槽
の整備と普及啓発を推進する。これらの一体的な汚水処理の整備
により、将来にわたって持続可能な汚水処理システムを構築し、
健康で快適な生活環境を確保する。

地方創生汚水処理施設整備推進
交付金

1330 佐賀県 佐賀県鹿島市
鹿島市まち・ひと・しごと創生
推進計画

佐賀県鹿島市の全域

本市においては、基幹産業である農漁業などの一次産業の停滞や
郊外大型店による商店街の衰退など地域経済全体として低迷の状
況にあり、中小零細企業は非常に厳しい経営環境にさらされ、や
むなく都市圏に就職を求めるケースも少なくないなど、若者の転
出を極力抑えるためのしごとづくりが求められている。これらの
課題に対応するため、基本施策（ものづくりをさらに磨き上げて
しごとを生み出す、定住促進と交流人口の拡大など）を遂行して
いくことで、本市の地域活性化及びまちづくりの創生を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



1331 佐賀県 佐賀県小城市
小城市まち・ひと・しごと創生
推進計画

佐賀県小城市の全域

しごとができる小城づくりは、農林業・水産業・商工業の振興を
図る。ひとを呼ぶ小城づくりは、移住定住の推進・道路の保全と
交通網の充実・情報発信の充実・観光の振興及び交流人口拡大を
図る。子は宝を育む小城づくりは、子育て支援の充実・学校教育
や幼児教育及び保育の充実・青少年の健全育成を図る。地域を磨
く小城づくりは、計画的な土地利用の推進と効率的な都市づく
り・歴史の継承、文化及び芸術の振興・健康づくりと生涯スポー
ツの充実・高齢者福祉及び介護の充実・協働によるまちづくりの
推進・防災及び減災体制の充実を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1332 佐賀県 佐賀県嬉野市
新たな交流拠点の誕生を契機に
取り組む未来技術を活かした観
光まちづくり事業

佐賀県嬉野市の全域

本地域再生計画においては、新幹線駅と道の駅、さらに地域拠点
施設の同時開業によって誕生する新たな交流拠点を契機に、未来
技術（VR/AR技術や自動運転等）を活用した社会実装事業に取り組
むことで、観光面での交流人口の拡大を図るとともに、交流人口
の拡大がもたらす”ひと”の流れを活かした既存産業の再生・新
産業の創出による雇用の維持・確保等を促し、人口減少が進む地
方の人口流出の抑止、流入拡大を目指す。

地方創生推進タイプ

1333 佐賀県 佐賀県嬉野市
嬉野市まち・ひと・しごと創生
推進計画

佐賀県嬉野市の全域

本市では、人口減少や少子高齢化が進行している。地域の人口減
少や活力減退の構造的な課題を解決するためには、“しごと”が
“ひと”を呼び、“ひと”が“しごと”を呼び込む好循環を確立
し、その好循環を支える“まち”が活力を取り戻し“地域”全体
を輝かせ、人々が安心して生活を営み、希望を持って子どもを産
み育てられる環境を創り出すことが求められている。本市の特性
や資源を活かしながら、将来にわたって活力ある「嬉野市」の実
現を目指し、多様な地方創生の取組みを継続的かつ重点的に推進
していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1334 佐賀県 佐賀県神埼郡吉野ヶ里町
第２期吉野ヶ里町まち・ひと・
しごと創生推進計画

佐賀県神埼郡吉野ヶ里町の全域

佐賀県東部に位置する吉野ヶ里町は、ＪＲ吉野ヶ里公園駅、長崎
自動車道東脊振ＩＣを有する交通の要衝であり、利便性の高い立
地であるという特性を活かし、基幹産業である農業のほか、企業
誘致による雇用の確保や、観光による活力のあるまちづくりを進
め、人口も増加傾向であったものが、近年では自然増減、社会増
減ともに減少傾向となり、生産年齢人口の減少と高齢化が進行す
ると考えられるため、当町にある「自然環境・歴史資源・人材資
源」に磨きをかけ、まち・ひと・しごとづくりを強力に推進し、
「快適ふるさと吉野ヶ里」を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1335 佐賀県 佐賀県三養基郡基山町
基山町まち・ひと・しごと創生
推進計画

佐賀県三養基郡基山町の全域

人口減少・少子高齢化が進行すると、地域経済が縮小し地域が衰
退していくという事態が懸念される。これらの課題に対応するた
め、今後も、若年層の定住推進を図るとともに、子育て・若者世
代の町内への転入を促進し、また、高齢者が健康で住みよいまち
づくりを推進していくことで、人口減少に歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1336 佐賀県 佐賀県東松浦郡玄海町
玄海町まち・ひと・しごと創生
推進計画

佐賀県東松浦郡玄海町の全域

本町では、平成7（1995）年以降人口減少が始まり、少子高齢化も
進行している。この傾向が続けば、自治の基本組織である行政区
などによっては、生活環境等の維持・保全が困難になるなど、生
活に様々な問題が生じる恐れがある。さらに、生産年齢人口（15
～64歳）も一貫して減少傾向にあり、町の産業の持続が危ぶまれ
る。これらの課題に対応するため、人口減少に歯止めをかけ、将
来的に人口増社会を展望するとともに、地域の活性化を実現する
取組を行っていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1337 佐賀県 佐賀県杵島郡大町町
第２期大町町まち・ひと・しご
と創生推進計画

佐賀県杵島郡大町町の全域

総人口が減少し、高齢化がすすんでいるため、移住・定住の促進
に力を入れる取り組みとして、商業環境の改善、子育て世帯への
支援、空き家対策を進めていくとともに、雇用の場の確保や住宅
政策の推進など環境づくりの取り組みを進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1338 佐賀県 佐賀県杵島郡江北町
企業版ふるさと納税を活用した
第２期江北町まち・ひと・しご
と創生推進計画

佐賀県杵島郡江北町の全域

将来の町を担う子どもたちが実り、ふるさと江北への愛着と誇り
を醸成するために、学校・家庭・地域が一体となって人を育てる
ための取組みを進めていく。また、少子高齢化により、コミュニ
ティの維持は困難になっていくことが予想されるため、地区間の
連携を図り、今後は地域外の人材が地域づくりの担い手となるこ
とも考えられることから、新しい時代に即したコミュニティの活
性化に取組む。新しい時代に向けて、豊かな自然や都市機能、産
業・生産基盤など各地域の特性を活かし、それぞれの地域や町が
輝き続ける新田園都市の町を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1339 長崎県 長崎県
～将来の長崎さかな応援団の育
成～　長崎のさかな魅力発信プ
ロジェクト

長崎県の全域

別事業で展開する水産バイヤー等とも連携した販売強化事業と以
下の取組を一体的に行うことにより、県内で食べられ、県外で選
ばれる本県水産物の地位を確立し、生産者の所得向上につなげ
る。「①水産インフルエンサ―による魅力発信」、「②将来の長
崎さかな応援団の育成」、「③長崎の魚魅力発信（県外業界・消
費者への魅力発信）」

地方創生推進タイプ

1340 長崎県 長崎県
デジタル技術を活用した稼げる
サービス企業創出事業

長崎県の全域

サービス産業において、デジタル化による新たなビジネスモデル
等で稼ぐ地域未来牽引企業（販路拡大による稼ぎを県内企業との
取引等で地域に還元し地域経済全体への好影響を及ぼす企業）を
創出することで、サービス産業の生産額の底上げを目指す。

地方創生推進タイプ

1341 長崎県 長崎県
活力ある「ながさき型スマート
産地」確立支援プロジェクト

長崎県の全域

離島・半島地域や中山間地域が多く、平坦地が少ない本県に適し
たスマート農業技術を体系化し、シェアリング等導入コストの縮
減により、技術の普及拡大を図るとともに、消費者、実需者ニー
ズに適した供給体制を構築して有利販売を行うことで農業所得の
増加につなげる。（県段階と併せて新たに地域段階の推進体制を
整備し、各地域に適した技術を推進することで、スマート農業技
術の普及を促進）

地方創生推進タイプ

1342 長崎県 長崎県
上場企業輩出ステップアップ事
業

長崎県の全域

地域に魅力的な雇用の場を創出し、県内で育てた優秀な人材や県
外の大学で学んだ人材の地元定着を図るため、地場企業の成長段
階に応じた支援を行っていく。「①法人新設及び新規事業創出
（上場を目指す企業の母集団を拡大）」、「②事業拡大・資金調
達支援（地域経済を牽引する企業の創出）」、「③上場支援（機
運醸成・個別支援）」

地方創生推進タイプ



1343 長崎県 長崎県
半導体及び航空機関連産業を中
心としたグリーン成長産業振興
プロジェクト

長崎県の全域

人口減少が続く長崎県において、造船業に次ぐ基幹産業振興によ
る魅力的な雇用機会の創出は急務である。そのため、長崎県の強
みである造船プラント分野で培った高度な金属加工技術や、工学
系及び情報系教育機関の人材育成の実績を活用し、２０５０年
カーボンニュートラルに向けた世界的な環境対応動向を契機とし
てグリーン関連成長分野中心の産業構造への転換をめざす。また
教育機関等と企業が連携した人材確保支援体制の整備と企業側の
事業規模拡大による良質な雇用創出により、持続的な企業成長と
人材の県内定着の好循環を生み出す。

地方創生推進タイプ

1344 長崎県 長崎県
海業による漁村地域活性化プロ
ジェクト

長崎県の全域

『水産県ながさき』の最大の魅力である優れた水産資源や観光資
源を最大限に活用した『海業』へのチャレンジを推進することに
より、地域内での利益循環と雇用の創出を通じ、持続的で活気あ
る漁村地域の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

1345 長崎県 長崎県
長崎県プロフェッショナル人材
戦略拠点事業

長崎県の全域

デジタル人材を中心としたプロフェッショナル人材の活用によ
り、県内企業における経営の課題をデジタル分野の強化等により
解決し、付加価値の高いビジネス（商品・サービス）や生産の効
率化等を実施する企業を拡大する。

地方創生推進タイプ

1346 長崎県 長崎県
長崎県まち・ひと・しごと創生
推進計画

長崎県の全域

本計画では「しごと」と「ひと」のマッチングの促進や県内企業
の採用力強化、Ｕターン施策の一層の充実・強化、若者の受け皿
となる魅力的な働く場の創出や交流人口の拡大、ふるさとで活躍
することの重要性について理解を得るための施策の強化、女性の
県内定着を進める施策や子どもを産み育てやすい環境を整備する
取組の充実・強化等を通じて、人口減少に歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1347 長崎県 長崎県
中通島（五島列島）の暮らしと
産業を支え地域社会を維持する
港づくり計画

長崎県南松浦郡新上五島町の区
域の一部（有川港、青方港及び
浜串漁港）

有川港において、上五島地域の人流・物流機能の安定化のため第
１線防波堤の機能強化の整備を行い、また、有川港、青方港の港
湾施設、浜串漁港の漁港施設を一体的に整備することで就労環境
の向上や安全性の向上を図り、これらの港湾・漁港の整備と水産
振興や観光振興に向けた各種取組みをを併せて行うことで新上五
島町の経済を支える観光業・水産業を中心とした地域経済の活性
化を図る。

地方創生港整備推進交付金

1348 長崎県 長崎県
「海に浮かぶ火の山の大地」の
観光・経済を支える港づくり計
画

長崎県南島原市及び雲仙市の区
域の一部（口ノ津港、須川港、
堂崎港、多比良港及び加津佐漁
港）

口ノ津港、須側港、堂崎港の港湾施設及び加津佐漁港の漁港施設
を一体的に整備することで漁業就労環境改善や安全性の向上を図
り、多比良港では、島原半島の観光客が利用する道路等の整備で
使用する建設資材（砂）を安定供給するための施設整備を行い、
これらの港湾・漁港の整備と水産振興や観光振興の取組みを併せ
て行うことで島原半島の経済を支える観光業・水産業を中心とし
た地域経済の活性化を図る。

地方創生港整備推進交付金

1349 長崎県
長崎県、長崎県長崎市、長崎県
新上五島町

県内中小企業ＤＸ推進プロジェ
クト

長崎県の全域

長崎県では、基幹産業である造船業の低迷と若者の県外流出が顕
著であり、造船業に次ぐ新たな基幹産業の創出が喫緊の課題と
なっている。また、新型コロナウイルスの世界的感染拡大以降、
ＤＸの取組が全国的に進んでいる中で、経営層向けセミナーの開
催や相談窓口の設置、アドバイザーの招聘等の取組によって、女
性・若者の働く場としての役割の大きいサービス業を中心とした
県内中小企業のＤＸを促し、「付加価値の向上」「情報関連産業
の成長産業としての位置づけを確立」「成長分野における県内就
職率の向上」を目指していく。

地方創生推進タイプ

1350 長崎県

長崎県、長崎県長崎市、長崎県
佐世保市、長崎県島原市、長崎
県諫早市、長崎県大村市、長崎
県平戸市、長崎県松浦市、長崎
県対馬市、長崎県壱岐市、長崎
県五島市、長崎県西海市、長崎
県雲仙市、長崎県南島原市、長
崎県長与町、長崎県時津町、長
崎県東彼杵町、長崎県川棚町、
長崎県波佐見町、長崎県小値賀
町、長崎県佐々町、長崎県新上
五島町

地方回帰と産業構造の変化を捉
えた大規模人材還流プロジェク
ト

長崎県の全域

県内では、情報サービス系企業の立地・集積や外資系ハイクラス
ホテルの開業など、まちの佇まいや産業構造が大きく変わろうと
しており、100年に1度の変革期を迎えている。本計画は、官民連
携プラットフォームの構築やバーチャル人材活躍支援センターの
開設、AI等のデジタル技術を活用した情報発信の強化、周遊型
ワーケーションの誘致、ながさきSociety5.0の推進等により、地
方回帰の動きと県内の産業構造の変化による新たな良質な雇用の
場をUIターンや第二新卒など県外からの人材誘致につなげるプロ
ジェクトである。

地方創生推進タイプ

1351 長崎県 長崎県及び長崎市
「海洋・観光都市」長崎の広域
観光を支える港づくり計画

長崎市の区域の一部（高島港、
池島港、伊王島港、野野串漁
港、たちばな漁港）

高島港、伊王島港の港湾施設及び野野串漁港、たちばな漁港の漁
港施設を一体的に整備することで観光客や漁業就労者の安全性の
向上を図り、池島港において、観光客等の安全性の向上及び定期
船の安全航行環境を確保するための整備を行い、これらの港湾・
漁港の整備と観光振興や水産振興の各種取組みを併せて行うこと
で長崎の経済を支える観光業・水産業を中心とした地域経済の活
性化を図る。

地方創生港整備推進交付金

1352 長崎県
長崎県、長崎県佐世保市、長崎
県大村市、長崎県五島市、長崎
県雲仙市、長崎県南島原市

「若者に選ばれる」畜産産地の
実現で地域を活性化するプロ
ジェクト

長崎県の全域

本計画は、①人材の呼び込み・デジタル化支援による担い手確保
対策、②マーケットニーズに対応した畜産物生産対策、③流通
チャネルの多元化による販売体制強化対策に取り組むことによ
り、畜産農家の所得向上で魅力ある産業とすることで、地域に若
者を留める、呼び込む、呼び戻す好循環を実現し地域を活性化さ
せるプロジェクトである。

地方創生推進タイプ

1353 長崎県
長崎県、長崎県佐世保市、長崎
県松浦市

食品関連事業者が活躍する長崎
県産品振興プロジェクト

長崎県の全域

大消費地との距離的ハンディがある中、農水産物の流通だけでな
く、県産食材の強みを活かした加工品の製造に取り組み、マー
ケットインの視点による高付加価値化を実現し、輸出を含めたブ
ランド化に取り組むことで、生産→加工→販売までの好循環を創
出する。また、前身事業において整備を行った食品開発支援セン
ターにおいて、商品企画から試作まで一貫した支援を行うほか、
コロナ禍に対応した通信販売やオンライン商談会の開催、輸出関
連の営業支援などを行うことにより、長崎県産品の振興を図るプ
ロジェクトである。

地方創生推進タイプ

1354 長崎県 長崎県及び長崎県佐世保市
「海風の国」佐世保の漁業・観
光を支える港づくり計画

長崎県佐世保市の区域の一部
（早岐港、久津漁港）

早岐港の港湾施設及び久津漁港の漁港施設を一体的に整備するこ
とで漁業就労環境の向上や安全性の向上を図り、これらの港湾・
漁港の整備と水産振興や観光振興に向けた各種取組みを併せて行
うことで、佐世保の経済を支える水産業及び観光を中心とした地
域経済の活性化を図る。

地方創生港整備推進交付金



1355 長崎県 長崎県及び佐世保市
佐世保市の交流を支える交通
ネットワーク構成計画

長崎県佐世保市の全域

本市は、森林が４８％を占め、豊富な森林資源を有しているにも
関わらず、第一次産業の一角を担う林業において、基盤の整備及
び流通経路の整備が進んでいないことが課題となっている。この
ことを踏まえ市道と林道を一体的に整備することにより、木材の
流通経路と施業環境を改善し、生産・搬出コストの低減化による
競争力強化を通じて、林業の生産活動向上を目標とする。

地方創生道整備推進交付金

1356 長崎県
長崎県、長崎県島原市、長崎県
新上五島町

高校・地域連携イキイキ活性化
事業（ナガサキ学びイノベー
ション）

長崎県の全域

「地域の子どもを地域で育てる」気運を地域と学校が一体となっ
て醸成し、地元の県立学校が担う役割を地域と共有し、社会に開
かれた魅力ある学校づくりを目指す。そのために、１人１台端末
等のICT環境をフル活用した長崎ならではの高校教育の実現・課題
の解決や、地域をフィールドとした教育環境を地域とともに創出
することを図り、生徒が地域において自分の可能性を発見するこ
とができるように教育課程の見直しや課外活動等の開拓を行う。

地方創生推進タイプ

1357 長崎県 長崎県、松浦市
体験学習等を活用した松浦地域
活性化計画

長崎県松浦市及び川棚町の区域
の一部（松浦港、調川港、川棚
港、青島漁港）

松浦港のフェリー用施設の更新と青島漁港の安全な乗降施設の整
備及び調川港の臨港交通施設の整備を一体的に行い、修学旅行生
等の受入れや青島の水産品の出荷、あわせて体験型観光等のソフ
ト事業を実施し、交流人口の拡大、水産業の振興を図る。また、
松浦港及び川棚港に緑地を整備し、イベント等の開催に活用する
とともに、松浦市は玄海原子力発電所から30km圏内に位置し、UPZ
（緊急防護措置を準備する区域）に指定されていることから、緊
急時においては避難者収容や物資の搬入等に活用し住民の安全・
安心を図る。

地方創生港整備推進交付金

1358 長崎県 長崎県及び長崎県松浦市
間伐材を有効活用した松浦地域
活性化計画

長崎県松浦市の全域

本市では、西九州自動車道及び関連する県道等の整備が行われて
いるが、森林整備や木材の搬出等に必要な市道や林道について
は、大型車の通行が困難な箇所がある。また、体験型旅行受入に
おいても、道が狭いことで旅行者の移動手段が限られる事態と
なっており受け入れ人数の制限や他の観光ル-トへの変更を余儀な
くされている。このため、市道と林道を一体的に整備することに
より、市内各体験型旅行・民泊受入地域との周回アクセス向上、
木材の搬出運搬の効率化、森林資源の利用促進が図られ、地域全
体の活性化を目指すものである。

地方創生道整備推進交付金

1359 長崎県 長崎県及び長崎県対馬市
対馬市生活・産業向上のための
交通ネットワーク整備計画

長崎県対馬市の全域

地方創生道整備推進交付金により市道と林道を一体的に整備する
ことにより、ごみ収集における運搬コストの削減や、水産物、林
産物の輸送に際し、安心・安全な運搬作業が行われるとともに輸
送時間の短縮につながり、作業効率の向上及び生産性の向上を目
指すものである。併せて観光資源、歴史資産の活用や体験メ
ニューの開発など、対馬南部地域の交流人口拡大のためのアク
ションプランを別途策定しており、ハード事業・ソフト事業を一
体的に推進することで交流人口の拡大による地域の活性化を目指
す。

地方創生道整備推進交付金

1360 長崎県 長崎県及び長崎県西海市
五島灘に浮かぶ「島々」のくら
し・経済を支える港づくり計画

長崎県西海市の区域の一部（松
島港、瀬戸港、平島漁港及び丸
田漁港）

松島港、瀬戸港において、フェリーや高速船の係留施設の集約・
更新を図るための整備を行うことで離島航路の就航安定や向上、
利用者の安全性確保による交流人口拡大を図り、また、松島港、
瀬戸港の港湾施設、平島漁港、丸田漁港の漁港施設を一体的に整
備することで港内静穏度確保による漁業就労環境改善や安全性の
向上を図り、これらの港湾・漁港の整備と島の振興に向けた各種
取組みを併せて行うことで地域経済の活性化を図る。

地方創生港整備推進交付金

1361 長崎県 長崎市
長崎市まち・ひと・しごと創生
推進計画

長崎市の全域

若い世代に選ばれる魅力的なまちをめざすべき姿と掲げ、「結
婚、妊娠、出産」などの切れ目のない支援や「仕事づくり」など
の若い世代の転出超過に歯止めをかける取組みを進めるととも
に、「子育て」「住まい」「教育」「楽しさ（文化、スポーツ、
娯楽）」などの定住につながる取組みを進める。加えて、地域コ
ミュニティの活性化などを進めることで、人口減少社会へ対応す
る仕組みづくりを進める。さらに、交流人口の拡大による経済活
性化に取組むなど、複合的に人口減少対策を進めることで、長崎
創生の実現をめざしていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1362 長崎県 長崎県佐世保市
第２期　佐世保市まち・ひと・
しごと創生推進計画

長崎県佐世保市の全域

佐世保市第７次総合計画後期基本計画で定める目指す都市像「育
み、学び、認め合う「人財」育成都市（ひと）」「活力あふれる
国際都市（しごと）」「西九州を牽引する創造都市（まち）」
「地域が社会を築く安心都市（くらし）」「総合計画を推進する
ための経営（経営）」に資する事業を、応援税制に基づく企業か
らの寄付金を活用しながら実施する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1363 長崎県 長崎県島原市
島原市産品振興による地域活性
化プロジェクト

島原市の全域

良質な島原の地場産品・特産品をより多くの地域の方々に認知し
消費してもらえるよう、新しい商品の掘り起こしや地場産品・特
産品のブラッシュアップを行うとともに、効果的な情報発信をす
ることにより、新たな島原ブランドとしての地位を確立し、長崎
県内だけではなく、都市圏に視野を広げた販路拡大を目指す。ま
た、専門家や先進地のノウハウを取り入れ、人材の育成、確保に
も取組み生産者や事業者の生産性の向上と次世代への事業継続を
図る。

地方創生推進タイプ

1364 長崎県 長崎県島原市
鉄道跡地とグリーンロードを活
かしたみちネットワークによる
地域再生計画

長崎県島原市の全域

市道と広域農道の一体的な整備により、歩行者や自転車利用者が
安全安心に通行できる空間の確保を図る。また、築城400年を迎え
る島原城や島原半島ユネスコ世界ジオパーク、体験型火山ミュー
ジアム「雲仙岳災害記念館」などの魅力的な観光資源を活かすた
め、市道と農道を結ぶ観光アクセスルートによる交流人口の拡大
や農業をはじめとする地場産業の振興を図り、あわせて島原自転
車道線を整備することにより魅力ある地域づくりを目指す。

地方創生道整備推進交付金

1365 長崎県 長崎県諫早市
諫早市まち・ひと・しごと創生
推進計画

長崎県諫早市の全域

本市の人口は平成27年の13万８千人から平成30年は13万５千人に
減少し、令和７年は13万395人と見込まれている。人口減少が進展
すると、第１次・第２次産業の活力低下、小売・卸業等のサービ
ス産業の縮小等の課題が生じるため、諫早市まち・ひと・しごと
創生総合戦略において、少子高齢化・人口減少対策の充実・強化
のための事業を展開し、本市の人口減少に歯止めをかけ、地方創
生の推進につなげていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1366 長崎県 長崎県大村市
大村市まち・ひと・しごと創生
推進計画

長崎県大村市の全域

本計画では、「子育て支援の充実」、「雇用の確保」、「活気あ
るまちづくり」を大きな柱として、「結婚・出産・子育て・教育
の希望をかなえるまちづくり」、「安心して働けるまちづく
り」、「住んでみたい、訪れてみたいまちづくり」、「ひとが集
う、安心して暮らすことができる魅力的なまちづくり」の４つの
基本目標のもと、出生数の増加や定住人口の増加に取り組み、将
来的な人口減少に歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



1367 長崎県 長崎県松浦市
ドローンを活用した共同配送モ
デル構築事業  ～ 陸・海・空を
つなぐ親孝行プロジェクト ～

長崎県松浦市の全域

人口減少及び高齢化が著しい離島および山間部の過疎地域からの
人口流出を抑制し、住みやすいまちとして移住・定住者の確保に
つなげるため、日用品や医薬品など生活に欠かせない生活物資の
配送を滞りなく行い、必要な時に離島や過疎地域の住民も必要な
ものを手にできるような環境を確保するため、新たな生活インフ
ラ整備としてドローンを活用した配送システムと共同配送システ
ム構築に取り組み、移住定住につながる持続的な人の流れを創出
し交通不便地域での買い物難民の日常生活の不便さを解消する環
境整備を図る。

地方創生推進タイプ

1368 長崎県 長崎県対馬市
デジタル素材を活用した島の観
光物産の魅力発信事業

長崎県対馬市の全域

特にこだわりを持たない一般観光客層ではなく、対馬の売り＝
尖った観光コンテンツの創出と、コアなファンづくりによる持続
可能な観光へのシフトするために、本事業において「既存の尖っ
た観光コンテンツの発信」、「受け入れ態勢の整備」、「マン
ガ・アニメの活用等を中心とした新たな尖った観光コンテンツづ
くり」をデジタルを活用して実施し、観光業を盤石な産業とす
る。

地方創生推進タイプ

1369 長崎県 長崎県対馬市
対馬市まち・ひと・しごと創生
推進計画

長崎県対馬市の全域

切れ目ない地方創生社会の実現と人口減少抑制対策として、持続
可能な開発目標であるＳＤＧｓの実現やＳｏｃｉｅｔｙ5.0といっ
た新しい方策も念頭におきながら、『第２次対馬市総合計画』に
掲げる「ひとづくり」、「なりわいづくり」、「つながりづく
り」、「ふるさとづくり」の４つの挑戦からなる『自立と循環の
宝の島　つしま』と連動した移住・定住対策、創業・なりわい対
策、出産から子育て、老後の生きがい対策を充実させることで、
社会減に一定の歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1370 長崎県 長崎県壱岐市 壱岐市SX推進計画 長崎県壱岐市の全域

誰もが自分らしく2000年続く、暮らし・歴史・文化を継承し、社
会の変化に適応しながら、100年後もイキイキと生活できる島であ
るために、市民「対話」を軸に、島内外様々なステークホルダー
と「共創」し、壱岐なサーキュラエコノミー（循環型経済）の実
現や主体的な市民の育成と共創の推進、老年人口の幸福化に取り
組むことで、多子若齢化の好循環を創出する。

地方創生推進タイプ

1371 長崎県 長崎県壱岐市
壱岐市エンゲージメント型共創
推進計画

長崎県壱岐市の全域

市民及び関係人口の地域に対する「エンゲージメント」に着目
し、まちづくりに熱意をもって主体的に行動する地域創生人材の
育成と共創人口を増加させることで、主体的なまちづくり活動に
よる地域活性化、関係人口による地域貢献、地域創生プロジェク
トの共創による地域課題解決を図り、主体的に挑戦する人を起点
に、生産年齢人口が増加する多子若齢化の好循環の創出を目指
す。

地方創生推進タイプ

1372 長崎県 長崎県五島市
新たな客層の獲得による交流人
口拡大プロジェクト

長崎県五島市の全域

世界文化遺産登録から５年以上が経ち、その誘客効果も少しずつ
薄まる中、観光コンテンツ造成や受入体制の構築を進め、これま
での誘客のメインターゲットであった「世界遺産を目的とした国
内観光客」に加え、これまで「五島」というワードが届いていな
かった「国内外の新たな客層」を呼び込み、交流人口拡大による
地域の活性化を目指す。

地方創生推進タイプ

1373 長崎県 長崎県西海市
第２期西海市まち・ひと・しご
と創生推進計画

長崎県西海市の全域

本市において、喫緊の課題である人口減少問題、働き手・担い手
である若者の減少や地域の賑わいの喪失などを克服するために４
つの基本目標（「仕事として選ばれる産業をつくる」、「多くの
世代に選ばれる魅力をつくる」、「子育て世代に選ばれる暮らし
をつくる」、「健やかに安心して暮らせる時代に合った地域をつ
くる」）を掲げ、「人口減少の克服」と「地方創生」の実現を目
指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1374 長崎県 長崎県南島原市

世界遺産を核とした文化観光拠
点整備プロジェクト　～『きっ
かけ』を与える唯一無二の交流
拠点整備事業～

長崎県南島原市の全域

「原城跡」は、キリシタンが潜伏する“きっかけ”となる「島
原・天草一揆」の舞台であり、世界遺産「長崎と天草地方の潜伏
キリシタン関連遺産」のストーリーの出発点となる構成資産であ
る。本計画は、原城跡のガイダンス施設を核として、物産販売や
観光情報発信機能を有する『原城跡世界遺産センター』を整備
し、本施設を拠点として、産業振興や物産振興、教育、国際交流
など、様々な施策と一体的にまちづくりを進めることで、様々な
“きっかけ”を生み出し、地域に活力を生み出すことを目的とす
る。

地方創生拠点整備タイプ

1375 長崎県 長崎県西彼杵郡長与町
長与町まち・ひと・しごと創生
推進計画

長崎県西彼杵郡長与町の全域

昭和４０年代からの宅地開発により長く続いた人口増も近年明ら
かな減少に転じており、背景として、高齢化及び若者を中心とし
た転出超過、自然増の減少などが見られる。こうした中、地場産
業の育成や新産業の創出への取組を推進し、若者の地元就職を促
進するとともに、地方への新たな人の流れを創るため、町の魅力
向上に取り組み、移住・定住促進を図り、社会増減の均衡を図
る。また、町民の結婚・出産・子育ての希望を実現し自然増の拡
大を図る。さらに、誰もが活躍し、いつまでも安心して暮らせる
まちづくりを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1376 長崎県 長崎県北松浦郡佐々町
佐々町まち・ひと・しごと創生
推進計画

長崎県北松浦郡佐々町の全域

人口が増加傾向にある本町においても、本格的な人口減少社会の
到来によって、町民人口の減少は避けて通れない厳しい問題であ
り、地域経済を支える担い手の減少や地域コミュニティの衰退と
いった様々な課題が生じる恐れがある。このような課題に対応す
るため、若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえ、誰もが
いきいきと安心して暮らすことのできるまちづくりを進める。ま
た、移住・定住へと繋がる交流人口の拡大や関係人口の創出を図
るため、産業力の強化育成を充実させ、新しいひとの流れと繋が
りをつくる施策に取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1377 熊本県 熊本県
くまもと型スマートツーリズム
の確立による地域活性化プロ
ジェクト

熊本県の全域

新型コロナウイルス感染症等により減少した熊本県の観光客数を
増加させ、地域経済を活性化させるため、ウィズコロナ社会にお
ける、新しい生活様式に対応した高質なスマート観光の推進・交
通アクセスの充実と観光体験の組み合わせによる周遊性向上・観
光の高質化等による地域活性化に取り組む。

地方創生推進タイプ

1378 熊本県 熊本県
シリコンアイランド九州の復活
へ！ビッグチャンスを生かした
熊本の持続的発展プロジェクト

熊本県の全域

台湾の世界的半導体メーカーであるTSMCの国内初となる新工場建
設というビッグチャンスを生かし、半導体関連産業等の将来を担
う人材の育成、新工場周辺地域の渋滞・交通アクセスの改善、ゼ
ロカーボンの推進、国際的な教育環境の整備などに取り組むこと
で、県内への波及効果を最大化させるとともに、将来的にはシリ
コンアイランド九州の復活につなげ、半導体の安定供給を通して
日本の経済安全保障に貢献する。

地方創生推進タイプ



1379 熊本県 熊本県
若者の定着・関係人口創出プロ
ジェクト

熊本県の全域

小中学校、そして高校と子どもたちの成長の過程において、地域
の伝統やその活動への理解を深めたり、関係機関と連携して地域
課題の解決に取り組むことで、若者が誇りを持てる魅力的な地域
を作っていくとともに、地域への愛着を深め、若者が将来に渡っ
て住み続けたいと思える熊本を目指す。さらに本県出身者をはじ
めとした県外在住者に対する熊本の魅力発信を行い、県外向けの
関係人口創出・拡大にも取り組むことで、地域の様々な課題解決
や魅力向上による地域活性化を図り、１０年後、２０年後も持続
可能な地域づくりを進める。

地方創生推進タイプ

1380 熊本県 熊本県
くまもと型オープンイノベー
ション推進プロジェクト

熊本県の全域

地域の持つ「強みとなる資源」を活用することはもとより、新た
な社会環境下でのビジネス創造に必要な技術・情報を地域内外・
国内外から収集し、県内企業を中心とした産学官金等の連携によ
るオープンイノベーションを促進するための連携体を構築すると
ともに、連携により生まれる新製品や新技術の事業化に向けて、
資金面等からの支援を実施する。そして、その成果をアフターコ
ロナ時代の新たな社会環境にも対応したビジネス、本県の「強み
となる産業」の創出につなげ、地方創生の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

1381 熊本県 熊本県
産業の創出・集積に向けたエコ
システム形成及び空港機能強化
プロジェクト

熊本県の全域

熊本の強みであるライフサイエンス分野を中心に、阿蘇くまもと
空港周辺地域を拠点として、これまで本県経済を牽引してきた半
導体・自動車関連産業に続く「第３の柱」となる新たな産業の創
出を目指す。その実現に向け、多様な人材の呼び込みや育成と、
それらのプレーヤーによる交流等を通じて持続的にビジネスが生
まれる好循環（エコシステム）の形成を図る。また、国際航空貨
物輸送の実現により空港の機能を強化し、周辺地域の産業活性化
に伴う移動需要を下支えする環境を整備する。

地方創生推進タイプ

1382 熊本県 熊本県

「熊本の底力を！」新たな時代
の流れに向けた企業の魅力向
上、人材の育成発現プロジェク
ト

熊本県の全域

本事業では、深化・高度化事業及びその前身事業での成果・課題
を踏まえ、熊本地震、令和2年7月豪雨災害、新型コロナウイルス
感染症で落ち込んだ中小企業者の業績の向上やDX導入支援等によ
る企業の魅力向上を図るとともに、県内の優秀な若者の育成・地
元定着、さらにはテレワークを中心とする働き方改革や外国人受
け入れのための環境整備による人材確保を図り、県全体の地域活
性化を目指す。

地方創生推進タイプ

1383 熊本県 熊本県
熊本型フードバリューチェーン
構築による稼げる農林水産業の
実現プロジェクト

熊本県の全域

農林漁業者の所得向上のため、生産から販売までの各事業者の連
携による付加価値創出等、フードバリューチェーンの最適化に取
り組むとともに、生産性向上、生産コスト削減、販売ニーズに応
じた安定供給等、持続可能な生産体制の構築に取り組む。また、
国内における流通体系の確立、輸出に対応した商品づくりやプロ
モーション等、販路拡大に取り組むことで、稼げる農林水産業の
実現による地域活性化を目指す。

地方創生推進タイプ

1384 熊本県 熊本県
半導体産業と農業の共存共栄！
くまもとの産業持続化環境整備
プロジェクト

熊本県の全域

TSMC等の半導体産業の県内参入を契機とし、水資源の保全や環境
負荷の低減をはじめ、農地の確保や担い手の確保・育成に取り組
むことで、経済の発展や環境保全、農業の持続的発展に関する地
域課題の解決につなげ、半導体産業と本県の基幹産業である農業
の共存共栄、県土の均衡ある発展を目指す。

地方創生推進タイプ

1385 熊本県 熊本県
球磨川流域の豊かな恵みを生か
したグリーンニューディール促
進プロジェクト

熊本県の全域

緑豊かな地域の特性を生かした球磨川流域総合振興としての熊本
独自のグリーンニューディールを実践し、地域産業の再生や新た
なサービス産業の創出、自然・文化・歴史等の魅力ある地域資源
を活用した交流人口の拡大に取り組むとともに、知・人の集積に
よる知の拠点化により地域課題の解決や活性化を図る。また、豪
雨災害の経験を活かし、災害に強い社会インフラの整備と安心し
て学べる拠点づくり等に取り組み、令和2年7月豪雨からの創造的
復興を強力に後押しし、地域の魅力の向上と誇りの回復、持続可
能な地域の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

1386 熊本県 熊本県
SDGsを原動力に！草原の維持・
再生加速化による阿蘇地域の持
続的発展プロジェクト

熊本県の全域

世界ブランドとしての観光資源である阿蘇の草原について、これ
まで進めてきた草原の保全・維持に係る取組みをSDGsを原動力
に、「環境（野焼きの担い手確保や作業省力化）」、「経済（放
牧サポーターの創設や農産品の販路拡大）」、「社会（産学官連
携による拠点整備や世界文化遺産登録に向けた取組みの加速
化）」の３つの側面から総合的に深化させることにより、関係人
口の増加をはじめ、交流人口の拡大や新産業・雇用の創出、移住
定住の促進等を図り、阿蘇地域の持続的な発展を目指す。

地方創生推進タイプ

1387 熊本県 熊本県

地域の農林水産業を元気に！く
まもと県南フードバレーの推進
による豪雨災害からの復興支援
プロジェクト

熊本県の全域

本事業では、前身事業での成果・課題を踏まえ、県南フードバ
レー構想を推進するため設立された地域商社の一層の機能強化を
図り、県南フードバレーを支える「人材づくり」と地域を牽引す
る「体制づくり」を推進していく。また、地域経済牽引事業者等
が行う、競争に打ち勝つ「売れるモノづくり」や、販路の多角化
でリスクに強い「強靱な販路づくり」も新たに海外への展開も見
据えながら支援することにより、県南地域を支える農林水産業の
持続的発展を図ることを通して、豪雨災害からの創造的復興及び
地域の活性化を推進していく。

地方創生推進タイプ

1388 熊本県 熊本県
世界のマーケットへチャレン
ジ！新たな自然共生型産業創
出・販路開拓プロジェクト

熊本県の全域

これまで本県で実施してきた事業における成果及び、事業を行う
中で新たに直面した課題を踏まえ、県内における自然共生型産業
の経済的効果（売上額等）を更に拡大するとともに、海外への積
極的な販路開拓・拡大など新たな事業展開を図るため、本事業で
は、「新規事業創出、既存事業イノベーションへの支援」、「デ
ジタル技術を活用した地域経済牽引事業への重点的な支援」、
「輸出障壁への対応に係る支援」の3つの柱で、本県におけるイノ
ベーションを活性化するエコシステムの形成を推進し、地方創生
を深化させる。

地方創生推進タイプ

1389 熊本県 熊本県

「グリーンエボリューション
（緑の進化）」への挑戦！環境
と競争力の両立による持続可能
な地域づくり推進プロジェクト

熊本県の全域

有機農業技術の確立や農産物の生産過程のゼロカーボン化による
「環境にやさしい農業の高度化」と「稼げる農業」の両立によ
り、持続可能な農林水産業への進化「グリーンエボリューショ
ン」を実現し、食料の安全保障を強化する。また、地産地消・
SDGsに対する機運醸成と消費意欲の向上や県産品の認知度向上と
新たな販路開拓等による競争力の強化により、地域における経済
の自立的好循環を促し、SDGsの理念に沿った魅力的で持続可能な
地域づくりを行うことで、地方創生の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

1390 熊本県 熊本県
くまもとＤＸグランドデザイン
推進プロジェクト

熊本県の全域

デジタル社会の形成に向け、産学官で連携してデジタル化・ＤＸ
の取組みを推進する羅針盤となる「くまもとＤＸグランドデザイ
ン」を策定し、２つのビジョン「産業の発展を共創し県民所得を
伸ばし続ける県」「ひとを惹きつける快適・安心な生活環境を共
創する県」を掲げた。これらビジョンの実現に向け、産学官が連
携してデジタル化・ＤＸを推進する体制を整備し、県民や県内事
業者のデジタル技術導入とＤＸの取組みを後押しする。また、本
県の強みである農業分野について先行的にデジタル技術の導入を
行い、波及効果を狙う。

地方創生推進タイプ



1391 熊本県 熊本県
地域資源のリブランディングと
インバウンド強化による地域活
性化プロジェクト

熊本県の全域

コロナや災害といった外的要因により、著しく活力が低下してい
る地域資源のリブランディングに取り組むことで、本県ならでは
の価値を明確化させ、観光地としての基礎を固めるとともに、
SDGsをテーマとした高質かつ新しい教育旅行の受入体制強化や、
観光関連データの「見える化」によるDXの推進に、県と観光事業
者、地元関係者等が一丸となって取り組むことで、熊本の魅力・
ブランド力を高め、熊本への誘客を促進する。

地方創生推進タイプ

1392 熊本県 熊本県
プロフェッショナル人材戦略拠
点事業

熊本県の全域

県内に「プロフェッショナル人材戦略拠点」を設置し、地域企業
の「攻めの経営」や経営改善への意欲を喚起するとともに、関係
機関(UIJターンセンターや地元金融機関等)との連携及び情報共有
の促進等を通じて、副業・兼業を含めた企業が必要とするプロ
フェッショナル人材の獲得を支援する。

地方創生推進タイプ

1393 熊本県 熊本県、熊本県熊本市
国際スポーツ大会を契機とした
観光基盤整備プロジェクト

熊本県の全域

2019年に本県が行った大規模国際スポーツ大会の大会運営ノウハ
ウなどのレガシーを引き継ぎ、更に積み重ねるため、本県の強み
であるバドミントンの国際大会を定期的に開催することで、交流
人口の拡大と地域の活力の増大を図る。また、社会の変容に応じ
た新たな観光スタイルに対応することで、大会を契機に熊本を訪
れた多くの方の県内周遊の促進や、新たな交流・関係人口の創出
を図り、国際スポーツ大会を起爆剤とした更なる経済効果を生み
出すことを目指す。

地方創生推進タイプ

1394 熊本県 熊本県及び熊本県菊池郡大津町
「農・林・工」産業活性化道路
整備計画

熊本県菊池郡大津町の全域

地方創生道整備推進交付金により産業道路である林道や農道、町
道を一体的に整備することで、営農・営林及び生産物の輸送に必
要なルートを改善し、農林業の持続化・活性化を促進する。ま
た、産業輸送車両を適切に誘導し地域の交通渋滞を解消すること
で、工業生産物の輸送効率の隘路解消と、住民の安全・生活利便
性の確保を同時に実現し、「農商工並進のまち」として持続的な
発展を達成する。

地方創生道整備推進交付金

1395 熊本県 熊本県及び熊本県球磨郡相良村
森林資源の循環利用の推進と災
害に強いむらづくり計画

熊本県球磨郡相良村の全域

本村は、熊本県の南部に位置する豊かな自然に恵まれた人口約
4,000人の農山村である。高齢化率は、県平均を大きく上回ってお
り、農林業の担い手不足が深刻化している。特に全面積の約75％
を占める森林は、伐期を迎えた立木も多く、この豊富な森林資源
の循環利用の促進による林業担い手の確保と併せて、近年多発す
る自然災害による集落の孤立化を回避するため、林道の開設及び
村道の幅狭箇所の部分改良等一体整備をおこなうことにより、災
害に強いむらづくりと併せて総合的な地域力の回復と活性化を目
指す。

地方創生道整備推進交付金

1396 熊本県 熊本県、熊本県五木村

五木村の「宝＝森林資源」をフ
ル活用した”ひかり輝く”新し
い五木村の実現！グリーン成長
加速化総合対策プロジェクト

熊本県の全域

五木村の豊富な森林資源をフル活用し、適切な森林整備を実施し
ながら、林業の川上から川下までの森林資源の高付加価値化、林
業担い手の確保・育成や所得向上などの林業施策を核とした取組
みを推進し、村民の幸福量の最大化を図る。更に、本取組みの成
果について、林業関係者等と連携を図りながら、県内の同様の課
題を抱える地域に横展開・普及し地方創生の実現に繋げる。

地方創生推進タイプ

1397 熊本県 熊本県及び熊本県球磨郡球磨村
地域資源の継承と安全に安心し
て住み続けられる山里 球磨村の
再生プロジェクト

熊本県球磨郡球磨村の全域

村道と林道を一体的に整備することにより、大型林業機械が容易
にアプローチできる環境を整備することにより、効率的かつ効果
的な整備が可能となり、林業の振興を推進する。また、林道網と
連携して集落間を複数の路線で結ぶことで集落間のネットワーク
を担い、有事の際には避難路としても利用できることで、安全、
安心して住み続けられる地域づくりを目指す。

地方創生道整備推進交付金

1398 熊本県 熊本県熊本市
国内外からの観光客誘客促進事
業

熊本県熊本市の全域

TSMC関連産業の集積促進や台湾との新たな定期便の就航、ソウ
ル・香港との国際定期便の再開などの機会を着実に本市観光産業
の活性化等につなげるための起爆剤として、年間約150万人を超え
る観光客が訪れる熊本城を舞台に本市ならではのナイトタイムエ
コノミーに取り組むほか、多言語化やWi-fiなどの環境整備事業、
SNSを活用した情報発信、観光マーケットリサーチなど多角的に事
業を展開することで、国内外からの観光客誘致をさらに促進し、
観光産業の活性化及び地域経済の更なる発展を目指すことで、交
流人口の拡大を図る。

地方創生推進タイプ

1399 熊本県 熊本県熊本市
民間活力を活用した健康づくり
（介護予防）事業

熊本県熊本市の全域

早期の健康づくり、介護予防の取組による健康寿命の延伸のため
には健康志向の低い市民にも訴求し健康リテラシーの向上を図る
ことが求められている。そのような中、成果連動型民間委託契約
方式（SIB）を採り、各ステークホルダーが連携して共通の目標に
取り組むとともに、効果（データ）の見える化や行動経済学
（ナッジ）を取り入れた働きかけを行うことにより、誰でも気軽
に、自主的に健康づくりに取り組むことができる持続可能な環境
の構築を行うことで、誰もが健康で生きがいを持って暮らすこと
ができるまちの実現を目指す。

地方創生推進タイプ

1400 熊本県 熊本市
第２期熊本市しごと・ひと・ま
ち創生推進計画

熊本市の全域

本市は、令和２年国勢調査において、調査開始以来初の人口減少
の局面を迎えた。今後は、少子・高齢化、人口減少がもたらす労
働力不足や社会保障費の増大、税収の減少の可能性など、様々な
厳しい課題状況に向き合っていく必要がある。このため、人口減
少への対応を本市における最重要課題として位置付け、（１）人
口減少の抑制、（２）人口減少への適応の２つの視点を基本方針
とした総合的な対策を講じていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1401 熊本県 熊本県八代市
八代の儲かるアサリ漁業のV字回
復計画

熊本県八代市の全域

本市の主要水産物であるアサリは、漁獲量激減により、漁業就業
者が減少し、後継者不足が著しく、持続可能な水産業の維持が厳
しい状況となり、従来の経験や勘に頼った漁業や販売体制の見直
しが必要である。そこで、アサリを対象に、「漁業収益の向
上」、「漁獲量の拡大」の２つの視点において、デジタル技術を
活用することで、収益安定化及び後継者不足の解消を図る。ま
た、アサリの観光漁業等を取り入れ、農林水産分野以外への波及
効果が期待され、持続可能な地域社会の構築に向けた定住人口や
関係人口の拡大にも貢献する。

地方創生推進タイプ

1402 熊本県 熊本県八代市
アジア圏への八代産品輸出促進
事業

熊本県八代市の全域

国内の食品市場規模は人口減少に伴い市場の減少が予想されてお
り、内需依存からの脱却が求められている。そのような中、国は
５兆円の輸出目標を掲げ、輸出規模は急成長しているものの、市
内の輸出額は伸び悩んでいる状況である。海外販路を拡大するた
めに、専門家による市場調査を行い、ニーズを分析した販売戦略
を構築し、市内事業者へ専門人材を派遣して助言・支援等を行
い、海外市場に受け入れられる商品の開発や改良、海外での販売
体制の構築を行う。また、海外展開のノウハウをもとに国内でも
インバウンド向けに販路拡大を行う。

地方創生推進タイプ



1403 熊本県 熊本県八代市
八代市まち・ひと・しごと創生
推進計画

熊本県八代市の全域

本市の人口は、少子高齢化の進展、生産年齢人口の減少が続き、
出生数も減少傾向にあり、死亡数が出生数を上回る自然減の状態
が続いている。社会動態は、特に若者世代の転出が多くなってい
るが、農業の研修などを目的とした外国人の転入者が増加してい
ることもあり、近年は転出入数が概ね均衡している。これらの課
題に対応するため、出生数が増える環境づくりや社会減少を抑え
る取組みとあわせ、雇用の創出や安心して暮らし続けられる地域
づくりを進め、人口減少に歯止めをかけていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1404 熊本県 熊本県人吉市
第２期みんなが幸せを感じるま
ち。ずっと住み続けたいまち。
ひとよしプロジェクト

熊本県人吉市の全域

「みんなが幸せを感じるまち。ずっと住み続けたいまち。ひとよ
し」をまちづくりの理念として掲げ、鎌倉時代から脈々と続く相
良文化、球磨川をはじめとする豊かな自然を次の世代へ受け渡し
ていくこと、そして、その価値をさらに磨き上げることを大事な
視点と捉え、本市に住むすべての市民の幸せにつなげるための道
標として策定した総合計画を推進することにより、「新たな価値
の創造　次なる挑戦へ　未来協創都市ひとよし」の実現を目指
す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1405 熊本県 熊本県荒尾市

先進技術とデジタルを活用し
EBPMによる疾病予防・健康行動
促進・地域医療の質向上・効率
的な見守りを促す誰もが安心し
て長生きできるウェルネスス
マートタウン

熊本県荒尾市の全域

少子高齢化の進行及び医療・介護給付費の増加といった地域課題
を解決するために、①疾病発症のハイリスク者に対する、疾病発
症リスクの可視化と生活習慣改善介入サービス、②低リスク群を
全年代市民に対する、スマートフォンアプリやゲーミフィケー
ションの仕組みを活用した健康イベントを実施する。また、①②
の取組と併せてPHRアプリを活用した、生活習慣、健診及び医療等
のデータを収集し、適切なEBPMを実施することで、医療給付費の
削減、市民の健康寿命の延伸と健康格差の解消を実現することに
よって、地方創生を目指すもの。

地方創生推進タイプ

1406 熊本県 熊本県荒尾市
荒尾市ウェルネス拠点施設を中
心とした地域経済活性化プロ
ジェクト

熊本県荒尾市の全域

ウェルネス拠点施設は、地域活性化拠点施設と同地区内に整備を
検討している保健・福祉・子育て支援施設の複合化施設として整
備するものである。地域活性化拠点施設は、物販・飲食施設にお
ける地場産品の販売等を通して生産者等の所得向上、地産地消の
促進による地域内経済の循環の推進、保健・福祉・子育て支援施
設との連携による健康増進や子育て支援機能、広域も視野に入れ
た防災拠点機能、南新地地区に立地する周辺施設との連携により
新たな価値を創造する機能など、あらゆる施策や取組を推進する
施設として整備する。

地方創生拠点整備タイプ

1407 熊本県 熊本県荒尾市
荒尾市まち・ひと・しごと創生
推進計画

熊本県荒尾市の全域

先端技術の積極的な活用により暮らしの利便性を高める一方で、
地域コミュニティの充実を併せて推進することで暮らしの安心感
を創出し、まちの魅力を高める「まちの創生」、妊娠から出産、
幼児教育・義務教育・高校教育までの一貫したサポートで、子ど
もを産み育てやすい環境をつくるとともに、子どもから高齢者ま
であらゆる市民が健康で生きがいをもって生活できるようにする
「ひとの創生」、経済の活性化により安定した暮らしを守るとと
もに、起業など夢の実現を応援する「しごとの創生」の好循環を
図っていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1408 熊本県 熊本県玉名市
玉名市まち・ひと・しごと創生
推進計画

熊本県玉名市の全域

「玉名市デジタル田園都市構想総合戦略」で定める４つの基本目
標の「玉名市の地域資源を活用した産業を育成し、魅力ある雇用
を創出する」、「玉名市への新たな人の流れをつくる」、「若い
世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる」及び「時代に合っ
た地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連
携する」に資する事業を、応援税制の活用企業からの寄附金を充
て実施する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1409 熊本県 熊本県山鹿市
山鹿市まち・ひと・しごと創生
推進計画

熊本県山鹿市の全域

「第２期山鹿市総合戦略」で定める３つの基本目標である「地域
の未来を支える人材・組織を育て、つなぎ広げる」、「明日の幸
せを語れる暮らしをつくる」及び「本市が成長するためのエンジ
ンとなるような取組を戦略化する」に資する事業を、法人からの
寄附を活用し実施する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1410 熊本県 熊本県菊池市
菊池市まち・ひと・しごと創生
推進計画

熊本県菊池市の全域

「菊池市まち・ひと・しごと創生総合戦略」で定める４つの基本
事業（菊池の宝を発信し、ひとが繋ぐ交流のまちづくり、稼ぐ力
の創出で働きたいまちづくり、人を大切にし一人ひとりが輝くま
ちづくり、安心・安全な住みやすいまちづくり）に資する事業
を、応援税制に基づく企業からの寄附を活用し実施する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1411 熊本県 熊本県阿蘇市
阿蘇市まち・ひと・しごと創生
推進計画

熊本県阿蘇市の全域

阿蘇市の人口は、昭和55年からの推移を見ると減少傾向にあり、
昭和55年から平成27年にかけ6,986人が減少。国勢調査では平成27
年には27,018人、令和２年には24,930人となっている。
国立社会保障・人口問題研究所による推計では、令和７年の総人
口は約24,000人まで減少と想定されている。このまま人口減少が
加速すると地域コミュニティの衰退が懸念される。
この為、既存の産業の育成や新産業の創出、都市機能の集積によ
る魅力あるまちづくりを進め、雇用創出や交流人口の拡大、定住
促進へと繋げていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1412 熊本県 熊本県天草市 天草市ブルーカーボン推進事業 熊本県天草市の全域

市内総生産額は平成30年度と令和元年度を比較すると水産業が
1.3%減少し、漁業就業人口数も平成27年度と令和2年度を比較する
と16.1％減少している。そこで、本市の総合戦略で掲げている”
つくり育てる持続可能な水産業の振興”の実現を目指し、①良質
な藻場の回復を図り、本市全域でのブルーカーボン事業創出、②
漁業者創意による海藻増・養殖実証試験を行い、市内における海
藻増・養殖の実施団体を増やす、③植食魚類等の駆除実証試験を
行い、藻場の保全を図り、持続的な漁業生産に繋げ、漁業経営の
安定化を図る。

地方創生推進タイプ

1413 熊本県 熊本県天草市
天草市まち・ひと・しごと創生
推進計画

熊本県天草市の全域

本市の人口は、合計特殊出生率が1.85と現在の人口置換水準であ
る2.07に届いていないことや進む晩婚化・非婚化、魅力的な雇用
の場が少ないことや大学等がないことに伴う市外就職・進学によ
る転出超過により減少の一途を辿っている。そこで、これらの課
題に対応するため、天草に住みたい、帰りたいという希望をかな
え、人口移動による社会滅を縮減し、さらに出生数が増える環境
をつくるとともに、魅力的な雇用の創出や安心して暮らし続けら
れる地域づくりを推進することで人口減少に歯止めをかけ、都市
経営の維持を図るものである。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1414 熊本県 熊本県甲佐町、熊本県美里町
緑川を中心に地域資源を生かし
た活性化プロジェクト事業

熊本県美里町の全域及び熊本県
甲佐町の全域

甲佐町と美里町両町の社会減の状況を見ると、特に若い世代の転
出超過が大きなウェイトを占めており、転出先や通勤・通学先に
おいては熊本市が圧倒的に多い状況にある。両町の地域特性を生
かした取組みにより、人口流出、特に進学・就職・結婚・住まい
探しなどの機会に転出する状況を防ぐとともに、交流人口の拡
大・関係人口の創出を図り、人口流入を促進する。特に、特色あ
る教育環境の整備・充実、情報発信を行うことで、子育て世代の
流出防止、流入・定住促進につなげる。

地方創生推進タイプ



1415 熊本県 熊本県菊池郡大津町
第２期大津町まち・ひと・しご
と創生推進計画

熊本県菊池郡大津町の全域

大津町は、自然動態、社会動態ともにプラスを示し、1975年以降
人口は増加しており、特に社会動態は、男女ともに若者の流入が
多い傾向を示している。しかし、これらの若者の転入超過は、企
業誘致、住宅開発等により生じたもので、企業誘致が収束する現
在では、将来的に若者の流入は一定程度減少することが予想され
ている。将来の人口減少に対応するため、継続して本町の企業と
若者を繋ぐ取組や、地域特性を活かした農業の振興、新たな産業
を創出に取り組み、地域再生を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1416 熊本県 熊本県南小国町
まちの人事部機能の創出による
人材還流促進及びデータバンク
構築・利活用計画

熊本県南小国町の全域

地域内外の人材の流動性を高めることにより、地域産業の担い手
不足を解消し、地域の活性化及び持続的成長を図る。正規・非正
規に限らないワークシェアリングやパラレルキャリアなどの多様
な働き方を求める人と、地域内事業者の求人・求職のニーズとの
マッチングや、マッチング後の定着を支援する研修を実施する。
また、ＩＣＴ・ＩｏＴ技術により人材情報をデータベース化し可
視化することで、マッチング精度の向上や、地域内事業者と連携
した事業の立ち上げ、地域内外の人材自身の起業・継業等などに
も展開していく。

地方創生推進タイプ

1417 熊本県 熊本県阿蘇郡高森町
高森まち・ひと・しごと創生推
進計画

熊本県阿蘇郡高森町の全域

南阿蘇鉄道全線運行再開等の熊本地震からの創造的復興を見据え
た町民の結婚・妊娠・出産・子育ての希望の実現及び移住・定住
の促進や、民間企業等との連携協定に基づく事業の推進による新
規産業創出及び基幹産業などの地場産業での安定した雇用の創
出、並びに本町独自の情報通信基盤施設等の地域資源を有効活用
した魅力的なまちづくりを通じて、人口流出等の社会減に歯止め
をかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1418 熊本県 熊本県阿蘇郡南阿蘇村
南阿蘇村まち・ひと・しごと創
生推進計画

熊本県阿蘇郡南阿蘇村の全域

本村は自然減の状態が続き、人口減少対策が大きな課題となって
いる中追い打ちをかけるように、平成28年熊本地震よる甚大な被
害が要因とする社会減が進み、人口減少が大きく加速した状況で
ある。そこで、南阿蘇村まち・ひと・しごと創生推進計画を推進
し、「しごと」が「ひと」を呼び、「ひと」が「しごと」を呼び
込む好循環を確立するとともに、その好循環を支える「むら」に
活力を取り戻すことを目指している。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1419 熊本県 熊本県上益城郡嘉島町
嘉島町まち・ひと・しごと創生
推進計画

熊本県上益城郡嘉島町の全域

本町の人口が今後、増減する場合において、本町への更なる移
住・定住を促進するために、嘉島町への関心や関りを深める中で
築かれる縁が、将来的な移住・定住への裾野を広げる事にもつな
がる事から、関係人口の創出、交流人口の拡大を図るために、シ
ティプロモーションの充実や企業誘致など、自治体トータルとし
ての魅力向上が必要であり、地方創生のさらなる充実・強化に向
け、本計画掲載の事業を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1420 熊本県 熊本県上益城郡甲佐町
甲佐町まち・ひと・しごと創生
推進計画

熊本県上益城郡甲佐町の全域

本町の人口は、昭和55年以降減少を続け、少子高齢化も急激に進
行している。人口減少による日常生活や産業・経済等への様々な
影響・課題に対応するため、「安定した『しごと』を創出する基
盤づくり」、「新しい『ひと』の流れによる交流人口の拡大、関
係人口の創出と定住促進」、「結婚から子育てまで、切れ目のな
い包括的な支援の充実」、「『ひと』が集う、安心して暮らすこ
とができる魅力的な『まち』づくり」を基本目標に、交流人口・
関係人口・定住人口を増やし、人口減少数の抑制（人口ビジョン
に掲げる目標人口の確保）を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1421 熊本県 熊本県上益城郡山都町
山都町まち・ひと・しごと創生
推進計画

熊本県上益城郡山都町の全域

本町では、人口減少や少子高齢化が急速に進行しており、今後も
このような状況が続くと、小中学校の統廃合問題、農林業の担い
手不足による技術や経験の継承問題、地域活力の低下、地域コ
ミュニティ維持の困難、地域文化の継承・存続問題等、様々な課
題が懸念される。
このような課題を克服するため、山の都総合戦略に掲げる基本目
標（「魅力ある産業振興」「人の流れをつくる」「結婚・出産・
子育ての希望を叶える」「安心安全な暮らしの実現」）の達成に
より、人々が安心して暮らせる持続可能な町づくりを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1422 熊本県 熊本県球磨郡多良木町
多良木町まち・ひと・しごと創
生推進計画

熊本県球磨郡多良木町の全域

本町の人口は昭和30年をピークに減少しており、令和２年国勢調
査によると9,076人まで落ち込んでいる。今後も、少子高齢化が進
み人口が減少することで、地域担い手の不足やそれに伴う地域産
業の衰退、さらには地域コミュニティの衰退など、住民生活への
様々な影響が懸念される。これらの課題に対応するため、町民の
結婚・妊娠・出産・子育ての希望の実現を図り自然増につなげ
る。また、移住を促進するとともに、安定した雇用の創出や地域
を守り活性化するまちづくり等を通じて、社会減を抑制し持続可
能なまちづくりを推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1423 熊本県 熊本県球磨郡相良村
相良村まち・ひと・しごと創生
推進事業

熊本県球磨郡相良村の全域

本村の課題である人口減少や地方創生の実現を図るため、相良村
総合戦略で掲げる４つの基本目標である「安定した雇用を創出す
る」「新たな人の流れをつくる」「若い世代の結婚・出産・子育
ての希望をかなえる」「時代にあった地域をつくり、安心な暮ら
しを守る」に基づいた事業を応援税制に基づく企業からの寄付金
を活用しながら実施する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1424 熊本県 熊本県球磨郡五木村
五木村まち・ひと・しごと創生
推進計画

熊本県球磨郡五木村の全域

地域再生計画の基本目標の実現に向けて、これまで進めてきた取
り組みを更に「深化」・「進化」させるため、「ふるさと五木村
づくり計画」やこれまでの「五木村まち・ひと・しごと創生総合
戦略2020」での取り組みを踏まえつつ、「五木村基本構想」で掲
げる「経済の活性化」「生活環境の整備」「人の活性化」の取り
組みの方向性をベースとして施策を展開していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1425 熊本県 熊本県球磨郡あさぎり町
あさぎり町デジタル田園都市構
想推進計画

熊本県球磨郡あさぎり町の全域

人口減少克服と地方創生を実現していくために、出生率の向上や
健康寿命を伸ばすことによる自然動態の改善と、町外転出の抑制
やＵＩJ ターンによる社会動態の改善により人口減少の抑制を図
る。また、町民の生活環境・交通環境の改善や、防災対策、地域
活性化により地域の魅力を向上させることで、関係人口・交流人
口の創出を目指す。地域ビジョン「人が集い　支え合う　未来へ
つなぐ「あさぎり町」」の実現を目指し、まちづくりの基本方針
である「人が集うまち」事業、「支え合うまち」事業、「未来へ
つなぐまち」事業に取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1426 大分県 大分県
移住者によるデジタル地域づく
りショーケース化推進計画

大分県の全域

県民のデジタル技術利活用への関心の高さをベースに、デジタル
技術を活用した先駆的で生活に密着したサービスを行政が先駆的
に仕掛けることで、民間のデジタル化需要を引き出し関連雇用を
創出する。また、それを担う人材として、デジタル技術に精通し
た移住者の呼び込みや、移住希望者にデジタル技術を習得する場
を提供することで、人々の関心の高い”地方移住”と”IT業界へ
の転職”要素を掛け合わせた移住希望者にとって魅力的な移住先
とし、移住者の増に結びつける。

地方創生推進タイプ



1427 大分県 大分県
大分県農業構造改革・成長産業
化計画

大分県の全域

産地の合理化や出口を見据えた農業による収益構造の改革を進め
ることで、地域の基盤とも言える農業の成長産業化を進める。水
田から園芸品目への転換や、人材の育成による農業法人の経営基
盤を強化するとともに、食品企業と契約する加工業務用地を拡大
することで市場リスクに対する安定した農業経営体制を実現す
る。また、甘太くんやベリーツ、おおいた和牛といった産品のブ
ランディングを進め、県内農産品の付加価値向上を図る。

地方創生推進タイプ

1428 大分県 大分県
プロフェッショナル人材事業戦
略拠点運営計画

大分県の全域

2016年に開設した大分県プロフェッショナル人材活用センターの
運営を通じ、地元金融機関や商工会議所等の経営支援機関と連携
して、企業の経営戦略の策定や民間人材ビジネス事業者を通じた
人材マッチングに取り組む。新たにデジタル推進担当を設置し、
地域企業の課題解決手段としてのデジタル人財活用に力を入れ
る。また、移住支援、企業支援、デジタル推進担当課と連携した
総合的な支援のため、積極的な情報交換・意見交換を実施し、デ
ジタル分野を中心に外部人材の活躍と受入企業の成長・発展を実
現する。

地方創生推進タイプ

1429 大分県 大分県及び大分市
佐賀関地域の観光業と水産業を
支えるみなとづくり計画

大分県及び大分市の区域の一部
（佐賀関港、神崎漁港、小黒漁
港）

佐賀関地域は、豊かな水産資源に恵まれており、「関あじ・関さ
ば」はブランド品としての地位を確立し、佐賀関を訪れる観光客
に提供されるとともに、県内外に出荷されている。観光客や周辺
の都市への水産物の供給を支えている港湾漁港は、施設の老朽化
等による出漁機会の減少や非効率な作業により水産物の安定的な
生産・流通に支障が生じている。このため、港湾・漁港を一体的
に整備することにより、水産業の就労環境の改善を図り、地域内
の「道の駅」等の飲食店や小売店等へ水産物を安定して供給する
ことで、地域の経済の活性化を図る。

地方創生港整備推進交付金

1430 大分県

大分県、大分県別府市、大分県
中津市、大分県日田市、大分県
佐伯市、大分県臼杵市、大分県
竹田市

若者が安心して働ける環境づく
り推進計画

大分県の全域

県内企業と学生がコワーキングスペースを活用した共同商品開発
や、県内企業の情報発信の請負などにより、移住定住の促進につ
ながる接点作りと若手による県内企業の新事業展開や起業等の活
性化も同時に行う。また、県内企業によるサポートにより、小
学・中学・高校生が先端技術等を使い地域等の課題の解決に取り
組む。

地方創生推進タイプ

1431 大分県 大分県、大分県別府市
次代のプロジェクトリーダー輩
出促進計画

大分県の全域

高校生を中心とした最先端技術の分野で活躍するための学びの提
供、海外人材との交流による社会教育プログラムおよび学生の県
内就職の促進を目的とした最先端分野にチャレンジする企業の創
出により、県内中小企業の中長期的な競争力の源泉となりうる先
端技術分野における技術力・サービス力の向上の支援および、グ
ローバルな分野で活躍できる人材の育成の両面から進められ、地
域経済の成長のエンジンとなる中核企業を創出し、大阪万博の機
運にも乗って大分県版地方創生の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

1432 大分県 大分県、大分県佐伯市
環境先進県おおいた推進による
移住促進計画

大分県の全域

大分県では生産年齢人口や地域の担い手確保が課題となってい
る。一方、近年環境保全活動への関心は全国的に高まっており、
若者世代等からの支持・共感を得るためには、環境保全への取組
が必須となっている。本事業では、環境美化活動のイメージの向
上や恵まれた自然を武器にした地域のＰＲ、コンビナートや水産
業及び林業などといった大分県の特徴と言える産業分野における
環境配慮型の仕事づくりに取り組み、移住や投資などにおいて環
境で選ばれ、「環境先進県」となることで若者を中心とした活力
ある大分県づくりを目指す事業である。

地方創生推進タイプ

1433 大分県
大分県、大分県国東市及び大分
県東国東郡姫島村

国東半島・姫島エリアの「食」
の魅力を守るみなとづくり計画

大分県豊後高田市、大分県国東
市及び大分県東国東郡姫島村の
区域の一部（国東港、姫島港、
香々地漁港、竹田津漁港、種田
漁港、内迫漁港、安岐漁港、西
浦漁港）

国東港は物揚場・護岸・防舷材の補修・防波堤の延伸・防風柵の
新設により係留安全性の向上を図る。姫島港は可動橋・道路の補
修により安心・安全な輸送環境を確保する。香々地漁港は防風柵
を新設し係留安全性の向上を図る。竹田津漁港は老朽化した施設
の補修により安心・安全な輸送環境を確保する。種田漁港は舗装
を新設し水産加工作業の効率性の向上を図る。内迫漁港は泊地・
航路内の堆積土砂の浚渫工事を行う。安岐漁港は浮桟橋を新設す
る。西浦漁港は老朽化した浮桟橋・護岸の補修により漁業活動の
安全性の向上を図る。

地方創生港整備推進交付金

1434 大分県 大分県日田市
第３期日田市まち・ひと・しご
と創生総合戦略推進計画

大分県日田市の全域

本市の持つ多様な地域資源の魅力発信とその磨き上げによる、さ
らなる魅力向上に取り組み、本市への人の流れをつくるととも
に、仕事の選択肢を増やす取組や子育て支援の取組等、引き続き
転出の抑制及び転入の促進に向けた取組を連携させながら取り組
むことで、「若い世代が残れる・戻れる・住みたいまち」を目指
す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1435 大分県 大分県佐伯市
佐伯市まち・ひと・しごと創生
推進計画

大分県佐伯市の全域

佐伯市では、人口減少や少子高齢化により、子どもを産み育てる
親世代の減少や産業の担い手不足などの問題が生じ、地域経済の
衰退が懸念される。これらの課題に対応するため、「仕事を育
て、仕事を創る」、「佐伯市への人の流れを促す」、「結婚、出
産・子育ての希望をかなえる」、「街・浦・里が支え合い、高め
合う」の４つを基本目標とし、一体的に取り組むことにより超少
子高齢化・人口減少に歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1436 大分県 大分県臼杵市
第２期臼杵市まち・ひと・しご
と創生総合戦略推進計画

大分県臼杵市の全域

本市では、人口減少の進行により、若者世代の減少や、地区その
ものの人口の減少が進行し、地区の活動が成り立たなくなってく
るという課題に対応するため、企業版ふるさと納税を活用し「第
２期臼杵市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に位置付けられた
地方創生に資する事業を推進し、持続可能なまちづくりをめざ
す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1437 大分県 大分県津久見市
津久見市まち・ひと・しごと創
生推進計画

大分県津久見市の全域

人口減少・少子高齢化の加速によって、生産年齢人口は減少して
おり、地域の経済や地域コミュニティの活力低下など市民生活全
般に影響が及んでいる。「まち・ひと・しごと創生　第２期津久
見市総合戦略」に基づき、①「住みたい、住み続けたい、魅力あ
るまちへ」推進事業、②「子育て世代に選ばれる、産み、育てや
すい環境づくり」推進事業、③「安定した雇用の創出と労働力の
確保、新たな就労環境の整備」推進事業、④「津久見との『ゆか
り』を大切に新しい人の流れをつくる」推進事業の各施策を展開
し人口減少カーブを緩やかにしていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1438 大分県 大分県竹田市
祖母山麓エリア再生プロジェク
ト

大分県竹田市の全域

世界的にその希少価値を認められた祖母山麓エリアにおいて、明
確なターゲット設定などのエリアマネジメント戦略に基づき、地
域資源を活用したアクティビティやワーケーション、山村留学な
どのコンテンツを開発し、域内住民の地域活動や生業に新たな価
値を創出することにより、関係人口の創出・拡大を進め、持続可
能な地域づくりのビジネスモデルを構築する。

地方創生推進タイプ



1439 大分県 大分県竹田市
竹田市トリニティ・プロジェク
ト「三位一体による移住体制づ
くり」～『質』の高い移住へ～

大分県竹田市の全域

本事業では、地域・企業・行政が連携し若者や子育て世帯をター
ゲットに生活の拠点から就職に至るまでを丁寧に支援し、本市な
らではの『暮らし』や『働く場』の環境を両軸で磨き上げ、丁寧
にマッチングし安心して移住できる体制を構築することで、『質
の高い移住』を実現させる。ひいては、地域の求める移住者を呼
びこみ、地域の担い手が確保できることで地域活性化に寄与し、
さらには地域事業者においても労働力の確保が期待できる。

地方創生推進タイプ

1440 大分県 大分県豊後大野市

関係人口創出コンテンツを連動
した、ニューノーマル時代を切
り拓く、移住×起業プロジェク
ト計画

大分県豊後大野市の全域

市内県内のテレワーカーや県外企業社員、二拠点・多拠点居住者
等を利用者に想定した、コワーキングスペース/サテライトオフィ
ススペース/コミュニティスペース/カフェスペース/ゲストハウス
の機能を持つ多機能型の交流拠点施設を舞台に、都市住民・地域
外企業と市民・市内企業との交流により、それぞれが混ざり合い
触発し合う環境・仕組みを創ることで関係人口の創出・拡大に取
り組む。また、地域課題の解決につながる起業創業支援や人材育
成を行うことで、地域資源の活用による新しいビジネスの創出や
地域の担い手の確保を目指す。

地方創生推進タイプ

1441 大分県 大分県豊後大野市
豊後大野市まち・ひと・しごと
創生推進計画

大分県豊後大野市の全域

出生数の減少や若者の人口流出といった本市の課題に対応するた
め、若者が結婚や出産、子育てに希望を持つ環境をつくることに
より出生率の向上を図り、働く場や魅力ある「まち」をつくるこ
とにより人口の社会減少に歯止めをかける必要がある。そのた
め、3つの目標（「①豊かなくらしとしごとを創る」②「豊かなひ
とを育む」③「豊かな自然・地域を未来へつなげる」）と数値目
標を掲げて、企業版ふるさと納税を活用しながら取組を進めてい
くための計画となっている。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1442 大分県 大分県由布市
由布市まち・ひと・しごと創生
推進計画

大分県由布市の全域
「第2期由布市総合戦略」（2020年度～2025年度）に基づく各種取
組みに対する「企業版ふるさと納税制度」を活用した施策に係る
計画

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1443 大分県 大分県国東市
第２期国東市まち・ひと・しご
と創生総合戦略推進計画

大分県国東市の全域

少子高齢化・人口減少社会に対応するため、企業版ふるさと納税
を活用し地方版総合戦略である「第２期国東市総合戦略」に位置
付けられた地方創生に資する事業を推進する。今回の変更により
事業期間を１年間延長し、終了期間をR8.3.31にとする。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1444 大分県 大分県玖珠町
宇宙ビジネスを活用した米ブラ
ンド化計画

大分県玖珠町の全域

宇宙に着目した米づくりを行うことで、他の生産地との差別化を
図り、米の販売額の向上を目指す。衛星データを活用した米作り
を構築するため、集落営農組織と、営農指導者等の育成も図りな
がら、土壌調査や米の生育調査と衛星データと結びつける。デー
タに基づき、最も適正な時期に収穫した米をブランド化すること
で生産者の農業収入の向上や宇宙との関連事業で波及した新たな
産業の創出する。将来的に、農家のスマートフォン等のタブレッ
トで閲覧可能とする仕組みづくりを構築する。

地方創生推進タイプ

1445 大分県 大分県玖珠郡玖珠町
第２期玖珠町まち・ひと・しご
と創生総合戦略推進計画

大分県玖珠郡玖珠町の全域

少子高齢化、人口減少社会への対応と新型コロナウイルス感染症
による新しい生活様式を実現するため、企業版ふるさと納税を活
用する。玖珠町の地方版総合戦略である「第２期玖珠町総合戦
略」に位置付けられた地方創生に資する事業を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1446 宮崎県 宮崎県
宮崎県の強みを生かした「５つ
のS」観光誘客促進プロジェクト
計画

宮崎県の全域

宮崎県の強みである「神話」、「自然」・「森林」、「食」、
「スポーツ」といった「５つのＳ」を最大限に生かし、デジタル
技術や未来技術（ＡＲ／メタバース）を活用したマーケティング
分析・誘客事業を展開するとともに、地域連携ＤＭＯの宮崎県観
光協会や民間事業者連携など官民一体となった事業推進により、
他の自治体と差別化した本県ならではの観光ブランドを確立し、
観光面での交流人口の拡大を図り、コロナや物価高等の影響を受
ける宿泊業をはじめとする観光産業の再生を促すものである。

地方創生推進タイプ

1447 宮崎県 宮崎県
みやざきグリーンイノベーショ
ン創出事業

宮崎県の全域

農水産業分野における「生産性の向上に向けたイノベーショ
ン」、「持続性の高い農水産業への転換」、「生産性向上と持続
可能性の両立を支える基盤づくり」の取組を一体的に推進し、農
水産業が新たな成長産業として県内各地に展開することで、多様
な人材が安心して働くことのできる力強く魅力的な産業として稼
ぐ力を高めるとともに、地域資源の活用をはじめとした地域循環
社会の確立により、持続的な経済成長と活力のある農漁村の実現
を目指す。

地方創生推進タイプ

1448 宮崎県 宮崎県
持続可能な森林資源循環の確立
に向けたDX推進、担い手確保・
育成事業

宮崎県の全域

本事業では、中山間地域への人材還流を目指し、現金収入化が進
めやすく参入障壁が低い造林作業や特用林産業への就業に繋げる
ための短期・中期のインターンシップ事業等を推進するととも
に、効率的な森林経営や企業経営を進めるために必要な森林資源
情報のデジタル化や原木流通のデジタル化の推進に資する事業に
取り組むものである。

地方創生推進タイプ

1449 宮崎県 宮崎県
持続可能な農漁村の実現に向け
た資源・経済循環構造転換推進
事業

宮崎県の全域

本県の基幹産業である農水産業において、　「人材の確保」、
「デジタル化による生産性の向上及び働き方改革」、「地域資源
の循環」の取組を一体的に推進することにより、農水産業が、本
県への移住者や女性・高齢者等多様な人材にとって、安心して働
き・活躍することができる受け皿となるとともに、資源・経済循
環構造への転換を図ることで、持続可能な農漁村の実現を目指
す。

地方創生推進タイプ

1450 宮崎県 宮崎県
宮崎県産業人財育成プラット
フォーム連携強化計画

宮崎県の全域

県内の産学金労官が重点的・継続的に産業人財の育成・確保に取
り組む基盤である「宮崎県産業人財育成プラットフォーム」につ
いて、事務局の宮崎大学及び県が各構成機関を牽引する体制か
ら、各構成機関が主体的に各プロジェクトへ参画するよう転換す
ることで真の実力を発揮させ、県全体で効果的に地域で活躍する
人材の育成と確保を図っていく。

地方創生推進タイプ



1451 宮崎県 宮崎県
プロフェッショナル人材戦略拠
点事業（第３期）

宮崎県の全域

「プロフェッショナル人材戦略拠点」を運営し、副業兼業型も含
めた都市部のプロ人材と企業とのマッチングを推進することで、
人口減少やグローバル化の進展する中にあっても、生産性や付加
価値の向上、デジタル化の推進をはじめとした、地域企業による
「攻めの経営」への転換を図る取組を支援する。

地方創生推進タイプ

1452 宮崎県 宮崎県
「輝くみやざき」地方活力向上
地域特定業務施設整備促進プロ
ジェクト

宮崎市、都城市、延岡市、日南
市、小林市、日向市、串間市、
西都市及びえびの市並びに宮崎
県北諸県郡三股町、西諸県郡高
原町、東諸県郡国富町及び綾
町、児湯郡高鍋町、新富町、西
米良村、木城町、川南町及び都
農町、東臼杵郡門川町及び美郷
町並びに西臼杵郡高千穂町、日
之影町及び五ヶ瀬町の全域

宮崎県では全国よりも早く人口が減少し始め、現在、自然減と社
会減の同時進行により、人口減少が加速しつつあり、労働力人口
減少や地域経済の縮小が懸念されている。このため、特例措置を
活用しながら企業の本社機能の移転・拡充の促進を行うことに
よって新しい人の流れを創出し、労働力人口を含む人口減少問題
の解消並びに魅力ある雇用機会の創出、地域経済の活性化を図
る。

地方における本社機能の拠点の
強化を行う事業者に対する特例

1453 宮崎県 宮崎県
宮崎県まち・ひと・しごと創生
推進計画

宮崎県の全域

変化の大きい時代であっても、誰もが楽しさや幸せを実感できる
「安心と希望の未来への展望」を基本理念とし、「コロナ禍・物
価高騰等からの宮崎再生」、「希望ある未来への飛躍に向けた基
盤づくり」、「「みやざき」の未来を創る人材の育成・活躍」、
「社会減ゼロへの挑戦」、「力強い産業の創出・地域経済の活性
化」の５つのプログラムに取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1454 宮崎県 宮崎県
黒潮が育む漁業と観光を支える
港づくり計画

宮崎県日南市の区域の一部（外
浦港、夫婦浦漁港）

本計画地域においては、漁業が主な産業の一つとなっているが、
港湾・漁港施設の老朽化や機能不足による出漁機会の減少などか
ら十分な漁獲量が確保できず、漁業従事者の所得の向上や新規漁
業就業者の確保が喫緊の課題となっている。このため、港湾・漁
港を一体的に整備することにより、地場水産物の漁獲量の確保と
安定的な供給を可能とすることで、漁業の振興が図られるととも
に、市や漁協が実施する取組みとの連携により地域の活性化に繋
がる。

地方創生港整備推進交付金

1455 宮崎県 宮崎県及び宮崎県日南市
日南市の産業と観光を支える道
づくり計画

宮崎県日南市の全域

市道と林道を連携して一体的に整備することにより、市内の広域
的な観光周遊の構築による観光産業の振興を図る。同時に、都市
と山村を繋ぐ道路ネットワークを構築することで、海外・市外と
の交流事業の活性化へとつながる。また、森林経営計画の作成を
促進することにより、施業の集約化や計画的な路網整備等を進
め、雇用及び作業効率の向上、林産物生産向上を目指す。

地方創生道整備推進交付金

1456 宮崎県 宮崎県及び宮崎県日向市
人と自然の地域力！「木」が
「喜」になるまちづくりプロ
ジェクト

宮崎県日向市の区域の一部（東
郷町）

東郷町では、林業雇用の創出と併せ人口流出への歯止めをかけ、
総合的な地域力の回復と活性化を図るため、「資源循環型林業シ
ステムの推進」、「快適で便利な都市・生活拠点の整備」等の施
策を掲げている。伐採地から林業生産施設への市道と林道を一体
的に整備することにより、林産材運搬の効率化による林業の経営
環境の改善や就労環境の向上、観光施設への回遊性、災害時の迂
回機能の強化等、多面的効果を発現させ、林業振興（「木」）を
にぎわいのある安心安全なまちづくり（「喜」）に繋げ、同地区
の地域再生を進める。

地方創生道整備推進交付金

1457 宮崎県 宮崎県小林市
第２期てなんど小林総合戦略推
進計画

宮崎県小林市の全域

(1)人口減少の緩和：「若年層の地元定着の促進」と「転出者の将
来的なＵターン促進」を重視した取組を進める。(2)人口減少への
対応：健康づくりや生きがいづくりを強化するため、「健幸のま
ちづくり」を重点課題の一つと位置づけ、市民の生活の質の向上
を図る。以上の２点を柱とし「希望する人が安心して子どもを生
み育てられる環境をつくる」「転入・転出による人の流れを変え
る」「住み続けたいと思うまちをつくる」を基本目標として掲
げ、達成に向け取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例
地域雇用開発助成金（地域雇用
開発コース）

1458 宮崎県 宮崎県小林市
デジタル推進人材育成事業によ
る地域再生計画

宮崎県小林市の全域

急速な人口減少を緩和し、人口の自然減と社会減の双方への対策
が必要と考え、これまで総合戦略に基づき事業を展開してきた。
少子化の進行は、本市の人口構成の不均衡化を助長し、労働力不
足や１人当たりの社会保障負担の増大など課題が深刻化する恐れ
があることから、引き続き「少子化対策」に重点を置いた取組を
進める。
また、本市の人口減少の傾向としては、若年層の市外への流出と
その戻りの弱さから生じる影響が大きいことから、「若年層の地
元定着の促進」と「転出者の将来的なＵターン促進」を重視した
取組を進める。そこで、東京大学先端科学技術研究センターを中
心とする関係機関等と連携し、市民が先端科学に直接触れる機会
を創出し、世代間交流の促進や超人スポーツやeスポーツ等の新た
な地域資源を発信し、地域経済の活性化を図るとともに、市内外
で活躍するデジタル推進に資する人材育成を行うための事業を行
う。さらに起業家マインドを醸成し、若年層の市内定着の促進や
市民団体と連携し、高齢化が進む地域においてもデジタル技術を
活用し、地域課題を解決できる担い手の育成を図り、持続可能な
まちづくりを目指す。

地方創生推進タイプ

1459 宮崎県 宮崎県串間市
串間市まち・ひと・しごと創生
総合戦略推進計画

宮崎県串間市の全域

串間市まち・ひと・しごと創生総合戦略は、国が策定した「ま
ち・ひと・しごと創生総合戦略」の基本的な考え方等をもとに、
人口減少の克服と地域活性化に取り組んでいくための指針であ
る。
人口減少や少子高齢化が急速に進む社会情勢においても、地域と
しての高い持続性を確保するため、本市の置かれている状況を把
握し、本市独自の施策展開、個性を明確にすることにより、「選
ばれるまち」づくりを進め、人口減少と地域経済縮小の克服、ま
ち・ひと・しごとの創生と好循環の確立を目指すこととする。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1460 宮崎県 宮崎県北諸県郡三股町
三股町まち・ひと・しごと創生
推進計画

宮崎県北諸県郡三股町の全域

総人口は、昭和50年代から増加傾向が続いているものの、少子高
齢化は確実に進展しているとともに、以前からの若者の転出超過
に加え、近年では、自然減及び社会増の増加幅の縮小により、近
い将来、減少に転じると予想されている。こうした中、若者の地
元就職の促進に加えて、地方への新たな人の流れを創るため、町
の魅力向上に取り組むとともに、若者から高齢者まで、誰もが活
躍し、いつまでも安心して暮らせるまちづくりを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1461 宮崎県 宮崎県西諸県郡高原町
高原町まち・ひと・しごと創生
推進計画

宮崎県西諸県郡高原町の全域

高原町は人口減少や少子高齢化の進展等、地域経済の低迷に起因
する様々な課題に直面している。これらの課題の克服に向けて、
「資源を活かした産業と新たな雇用があるまちづくり」、「人が
集まる魅力あるまちづくり」、「安心して子供を産み育てられる
まちづくり」、「みんなが安心して暮らせる住みやすいまちづく
り」を基本目標として、その実現を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



1462 宮崎県 宮崎県東諸県郡綾町
綾町まち・ひと・しごと創生推
進計画

宮崎県東諸県郡綾町の全域

「綾町まち・ひと・しごと創生推進事業」「ア　良好な生活機能
を確保する事業」「イ　良好な就業環境を確保する事業」「ウ　
魅力ある価値を創出する事業」「エ　地域特性に合った社会基盤
を確保する事業」

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1463 宮崎県 宮崎県児湯郡西米良村
第２期西米良村まち・ひと・し
ごと創生推進計画

宮崎県児湯郡西米良村の全域

 本村の人口は、1970年には3412人であったが2019年には1133人と
なっており、2060年には450人という予測もされている。近年で
は、自然動態、社会動態ともに減少傾向にあり、人口減少に歯止
めがかからない状況である。地域の維持のため、長期的に人口
1000人を維持することを目標に、移住・定住の促進、必要な所得
を得られる仕事の創出、生活満足度の向上の観点から施策を実施
するとともに、人口が少なくても持続可能な地域の実現を目指
し、必要な施策を推進していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1464 宮崎県 宮崎県児湯郡川南町 かわみなみ新開拓プロジェクト 宮崎県児湯郡川南町の全域

開拓によってつくられた川南町の新たな時代のまちづくりのた
め、３つの重点施策「まちに新しい人の流れをつくりだす小さな
拠点とコンパクトなまちづくり」、「それぞれが考える結婚、妊
娠、出産の形を後押しし、ここで子育てしたいと思うまちづく
り」、「時代の潮流を取り入れ、しごとを守り、育て、興し、雇
用を創出することで都会からの人材を受け入れるまちづくり」に
取り組み、新たなまちづくりを行っていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1465 宮崎県 宮崎県美郷町

２２世紀の持続可能なふるさと
を目指すローカルイノベーショ
ン～２４の星座がきらめく美郷
町～

宮崎県東臼杵郡美郷町の全域

美郷町では、全24行政区ごとに、徹底した人口や地域体制の診断
を基に、住民自らが人口減少対策等のための戦略（地区別定住戦
略）を策定する。本事業では、住民を主人公とした「地区別定住
戦略」達成のために各行政区で行われる事業とその広域連携に対
して支援を行い、地域ごとの特色ある主体的な取り組みと町全体
としての連動性、ネットワーク性を同時に展開、進化させてい
く。

地方創生推進タイプ

1466 宮崎県 宮崎県西臼杵郡高千穂町
高千穂町まち・ひと・しごと創
生推進計画

宮崎県西臼杵郡高千穂町の全域

本町の人口は、昭和25年をピークに減少に転じており、地域を支
える年齢層が、今後さらに減少することで、将来的に地域経済に
深刻な影響を与えることが予想される。本計画により企業版ふる
さと納税を活用し、第2期高千穂町まち・ひと・しごと創生総合戦
略に掲げる各事業を効率的かつ効果的に推進することで、人口減
少の影響の軽減と、地域の魅力を活かした持続可能なまちづくり
を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1467 宮崎県 宮崎県西臼杵郡五ヶ瀬町
五ヶ瀬町まち・ひと・しごと創
生推進計画

宮崎県西臼杵郡五ヶ瀬町の全域

本町の人口は1955年をピークに減少を続けており、今後更に人口
減少や少子高齢化が進展すると、経済規模の縮小やサービス水準
の低下を招き、防犯上の安全の確保や地域行事の開催など、生活
を支える地域コミュニティの維持が困難になることが懸念され
る。これらの課題に対応するため、基幹産業の振興を図り地域の
外から稼ぐ力を高め、結婚や出産、子育ての希望がかなえられる
まちづくりを進め出生率の改善をめざすとともに、関係人口の創
出・拡大による定住促進、そして高齢化や過疎化に対応したまち
づくりを地域一体となって進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1468 鹿児島県 鹿児島県
かごしまの将来を担う人材の確
保・定着促進事業

鹿児島県の全域

本県は全国より高い水準で人口減少・少子高齢化が進んでおり，
現役世代である生産年齢人口については，2030年は，2021年と比
較して約8.8万人減少し，約73万人となる見通しである。特に若年
層について，進学・就職する15-24歳が本県から大きく転出してい
る。また，生産年齢人口の減少等に伴う人手不足を補う形で外国
人労働者が急増しており，今後もそのニーズの高まりが継続する
ことが想定される。県内在住の若年層に対する県内定着及び外国
人材の安定的な確保・定着等を促進することで，本県経済の発展
を目指す。

地方創生推進タイプ

1469 鹿児島県 鹿児島県
グローバル人材と地域コミュニ
ティで目指すグローカル地域づ
くりプロジェクト

鹿児島県の全域

グローバルな視点と同時に地域の特異性や地元のニーズを考慮し
た地域を形成することで，「県民一人ひとりが，年齢や性別，国
籍，障害の有無等に関わらず，個性と能力を発揮し，活躍できる
社会」を実現させるとともに，共生共存を掲げ次世代を見据えた
先駆的な地域社会を形成することで，国内外からの移住先として
選ばれる鹿児島の形成を目指し，多様な人材の人口流入を促し，
持続可能な社会をつくることを目指す。

地方創生推進タイプ

1470 鹿児島県 鹿児島県
県産業の「稼ぐ力」強化支援事
業

鹿児島県の全域

本県の「第２期鹿児島県まち・ひと・しごと創生総合戦略」で掲
げる，「農林水産業の競争力強化」，「イノベーションの創出と
競争力のある産業の振興」に向けて，本県の基幹産業である農林
水産業の中でも特に高付加価値化への課題を有する林業等の更な
る振興を図りつつ，将来を担う新たな産業の創出に取り組むとと
もに，販路ネットワークの強化等に係る取組を行うことで，県内
地域経済の持続的な発展や「稼ぐ力」の向上，県民所得の向上を
目指す。

地方創生推進タイプ

1471 鹿児島県 鹿児島県
人と技術でつなぐかごしま伝統
産業活性化プロジェクト

鹿児島県の全域

人口の減少により，地域のにぎわいが失われ，ひいては地域経済
が衰退していくことも懸念される。地域のにぎわいを維持してい
くためには，地域に根ざした伝統産業の活性化による地域経済の
維持，活性化を図る必要がある。伝統的工芸品について，現代の
ニーズにマッチした商品開発・販路拡大を図る取組を支援するこ
とで，需要の開拓や収益性の向上を図る。本格焼酎は，特に伸び
しろが大きい海外市場へ輸出促進を図る必要があり，海外での認
知度向上・販路拡大を図り，県産本格焼酎を世界の蒸溜酒として
育成する。

地方創生推進タイプ

1472 鹿児島県 鹿児島県
アフターコロナを見据えたイン
バウンド誘客支援事業

鹿児島県の全域

本県の令和５年度からの「鹿児島PR基本戦略」においては，本県
の魅力ある地域資源を活かしつつ，世界も視野に入れ，その良さ
を県内外に発信し，本県の「稼ぐ力」を向上させ，地域の外から
資金を呼び込み，県民所得の向上に資することを掲げており，イ
ンバウンドの回復も踏まえた海外に訴求するPR手法を構築するこ
ととしている。観光産業が疲弊している中，アフターコロナを見
据えて本県が持っているインバウンドのポテンシャルを活かした
取組を戦略的に行うことで，経済活性化を図り，県民所得向上を
目指す。

地方創生推進タイプ

1473 鹿児島県 鹿児島県
第２期鹿児島県まち・ひと・し
ごと創生推進計画

鹿児島県の全域

本県の有する魅力や強み「ポテンシャル」を最大限に生かしなが
ら，デジタルの力も活用して地域の社会課題解決や魅力向上など
を推進し，「誰もが安心して暮らし，活躍できる鹿児島」を実現
するため，県内各市町村とも連携を取りながら，３つの取組方針
に沿って，地方創生に向けた具体的な取組を更に推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例
地域雇用開発助成金（地域雇用
開発コース）



1474 鹿児島県
鹿児島県，鹿児島県薩摩川内市
及び阿久根市

甑島と本土をつなぎ地域の活力
を生み出す広域的なみなとづく
り計画

鹿児島県薩摩川内市及び阿久根
市及びいちき串木野市の区域の
一部（串木野新港，里港，長浜
港，高之口港，藺牟田漁港，平
良漁港，唐浜漁港）

本計画地域では，県内有数の漁場となっているが，人口が著しく
減少しており，担い手不足による漁獲量の確保や，本土と連携し
た地域社会の維持が課題となっていることから，港湾・漁港を一
体的に整備することで，漁業従事者の就労環境の改善や離島と本
土との安定的な人流・物流が確保され，甑島と本土が連携した水
産資源の効率的な供給と地域間交流の促進が図られる。あわせて
観光客の受入環境の強化やブルーツーリズムの推進，消費拡大イ
ベントを行うことで、観光・水産業などの地域産業を活性化し地
域活力の創出を図る。

地方創生港整備推進交付金

1475 鹿児島県 鹿児島県、日置市
日置市らしさを感じる魅力と活
力あふれるまちづくり計画

鹿児島県日置市の全域

日置市は、南九州西回り自動車道が横断し、鹿児島方向からのア
クセスは容易であるが、熊本方向からのインターアクセスや中山
間地等における道路網の整備が進んでいないため、自然や歴史・
文化などの豊富な観光資源が生かしきれておらず、観光客数が伸
び悩んでいる。そこで、市道、林道の一体的な整備を行い、地域
の豊富な観光資源をネットワーク化し、交流・定住人口の増加を
目指すとともに地域住民の利便性の向上や都市・農村の交流促進
を図る。また、森林施業における効率化と生産コスト縮減による
林業の振興を図る。

地方創生道整備推進交付金

1476 鹿児島県
鹿児島県､鹿児島県肝属郡南大隅
町並びに鹿児島県鹿児島郡三島
村及び十島村

水産資源の効率的な供給と地域
間交流の促進計画

鹿児島県鹿屋市及び指宿市及び
鹿児島郡三島村及び鹿児島郡十
島村及び肝属郡南大隅町及び西
之表市及び熊毛郡屋久島町の区
域の一部（鹿屋港、指宿港、根
占港、大泊港、西之表港、安房
港、硫黄島港、竹島港、大里
港、中之島港、小宝島港、住吉
漁港、田尻漁港、川尻漁港）

鹿児島県の特定有人国境離島地域では、人口が著しく減少し、今
後は本土と連携して地域社会の維持を図ることが喫緊の課題と
なっていることから、住民の生活において重要な役割を果たして
いる港湾・漁港を一体的に整備するとともに、地域の観光資源を
ＰＲする観光事業や体験漁業・地魚ＰＲ事業を行うことで、水産
資源の効率的な供給と地域間交流の促進を図る。

地方創生港整備推進交付金

1477 鹿児島県 鹿児島県鹿児島市
スマート農業を活用した“稼ぐ
力”向上プロジェクト

鹿児島県鹿児島市の全域

本市農業が持続的に成長していくためには、新技術を効果的に活
用し、少ない労働力の下でも効率的に高品質な農産物生産を行う
ことが重要であることから、次世代の担い手の確保・育成を図る
とともに、最先端のICT 等を活用したスマート農林水産業による
生産性の向上、6 次産業化や他産業等との連携による本市農産物
の魅力の向上・発信などを通じて、「稼げる農業」の実現を目指
す。

地方創生推進タイプ

1478 鹿児島県 鹿児島県鹿児島市
合併５地域の魅力づくり・活力
向上推進プロジェクト

鹿児島県鹿児島市の全域

地域住民や事業者等と連携しながら、交流・関係人口の増加や地
域の特性を生かしたブランディングを進め、地域内産業の競争力
強化による地域活力の底上げを図るとともに、新たな魅力の創出
や住みやすいまちづくりの推進による住民の地域への愛着を醸成
する。それにより、人口減少の影響の軽減と、地域の魅力を生か
した持続可能な地域の形成を目指す。

地方創生推進タイプ

1479 鹿児島県 鹿児島市
第２期鹿児島市まち・ひと・し
ごと創生総合戦略推進プロジェ
クト

鹿児島市の全域

本市の人口減少に対応するため、稼げるしごとで活力を「つく
る」、結婚・出産・子育ての希望を「かなえる」、ひとが集うま
ちの魅力を「みがく」、ひと・まちを多彩に「つなぐ」の４つの
基本目標と、「“世界に選ばれるまち　KAGOSHIMA”推進プロジェ
クト」、「“次代につなぐ　ふるさと担い手”創出プロジェク
ト」、「“デジタル技術で豊かなまち”創造プロジェクト」の３
つの重点戦略を掲げ、デジタルの力を活用し継承・発展させるこ
とで、人口減少に歯止めをかけるとともに、それに適応するまち
づくりを推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1480 鹿児島県 鹿児島県枕崎市 枕崎市地方創生推進計画 鹿児島県枕崎市の全域

少子高齢化や若年層の人口流出、またそれらに伴う住民生活へ影
響を及ぼす様々な課題に対応するため、安定した雇用の創出や、
多様な主体が活躍できる就労環境の推進、移住・定住の促進等に
より、人口の社会減を抑制し、結婚・出産・子育てへの切れ目の
ない支援を行うことで、出生率の増加を図るとともに、本市が目
指す「住み続けたい」「住んでみたい」「帰ってきたい」まちづ
くりの実現に向け、「しごと」「ひと」「まち」を起点とする多
様かつ柔軟な施策を展開する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1481 鹿児島県 鹿児島県出水市
高速交通網の開通効果を地域経
済に波及させる出水市地域活性
化計画

鹿児島県出水市の全域

南九州西回り自動車道から直接アクセスできる「道の駅」及び市
道を整備し、地域の観光情報の発信、農畜産物の販売・ＰＲがで
きる地方創生拠点とする。また、道の駅から北薩横断道路につな
がる市道の整備及び広域農道の路面改修を行うことで、高速道路
や幹線道路と一体的なネットワークが構築され、地域の豊富な観
光資源への周遊性が高まるとともに、農家にとっても安心・安全
な物流ルートを確保できる。

地方創生道整備推進交付金

1482 鹿児島県 鹿児島県指宿市
指宿市まち・ひと・しごと創生
推進計画

鹿児島県指宿市の全域

国が策定した「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の基本的な考
え方に基づき，人口減少や経済規模の縮小など課題克服に向け，
本市の強みを活かした戦略を策定し，推進することで，本市にお
ける「まち・ひと・しごと」の創生と好循環の確立を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1483 鹿児島県 鹿児島県日置市
日置市まち・ひと・しごと創生
推進計画

鹿児島県日置市の全域

少子高齢化や人口減少が進んでいる中、地域活力の低下、担い手
不足、労働人口の減少等が課題としてあげられる。課題解決のた
め、安心して働ける安定したしごとを創出し、若い世代の結婚・
出産・子育ての希望をかなえ、ひおきへの新しい人の流れを作
り、地域の連携を深め、若者から高齢者まで安心して暮らせるま
ちをつくることを目標に、人口減少に歯止めをかけ、人を呼び込
み関係人口を増加させる取り組みを行い、活力あるまちを作るこ
とを目的とする。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1484 鹿児島県 鹿児島県曽於市
曽於市まち・ひと・しごと創生
推進計画

鹿児島県曽於市の全域

社会保障・人口問題研究所による将来推計人口と実際の人口との
間に不足差があることからから，「曽於市まち・ひと・しごと創
生総合戦略」で示された国の４つの基本目標に対応した,４つの
「重点プロジェクト」の政策に対してこれまで以上に重点的に取
り組みます。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1485 鹿児島県 鹿児島県霧島市
第２期霧島市ふるさと創生推進
計画

鹿児島県霧島市の全域

人口減少や少子高齢化が急速に進展する中、経済規模の縮小や労
働力不足などの課題克服に向けて、本市のまちづくりの将来像
「人にやさしく　人をはぐくむ　一人ひとりが輝きにぎわう　多
機能都市」を実現するため、「夢や希望を持ち、潤いのある豊か
な生活を安心して営める地域社会の形成（まちの創生）」、「地
域社会を担う個性豊かで多様な人材の確保（ひとの創生）」、
「魅力ある多様な就業の機会の創出（しごとの創生）」に重点的
に取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



1486 鹿児島県 鹿児島県霧島市
市営住宅の空き住戸を活用した
地域活性化計画

鹿児島県霧島市の区域の一部
（霧島永水地域）

霧島市の中山間地域の極小規模校である永水小学校が実施してい
る山村留学制度の児童世帯用住宅として、市営住宅の空き住戸を
有効活用することで、永水小学校の児童数の増加を図り、それに
伴い、地域ぐるみの子育て支援と地域コミュニティの活性化及び
入居者や地域住民が安心して、いきいきと暮らせる魅力ある住宅
団地及び地域づくりを進める。

公営住宅における目的外使用承
認の柔軟化

1487 鹿児島県 鹿児島県いちき串木野市
第２期いちき串木野市まち・ひ
と・しごと創生推進計画

鹿児島県いちき串木野市の全域

昭和25年の44,358人をピークとする人口は、令和2年国勢調査で
27,490人まで減少し、令和42年には12,388人まで減少するとの推
計が出ている。人口の減少は、少子高齢化に伴う自然減と学生卒
業時の就職・進学に伴う社会減が主な要因である。基幹産業であ
る飲食料品製造業を活かすため、同製造業と農業を中心とした他
産業との連携等により産業振興を図る。また、市民が心の豊かさ
や質的向上を実感できる施策の展開を図ることで、Uターンや子育
て世代の転入を促進し、人口減少の抑制及び持続可能な地域づく
りを図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1488 鹿児島県 鹿児島県南さつま市
南さつま市まち・ひと・しごと
推進計画

鹿児島県南さつま市の全域

人口減少・少子高齢化の傾向が顕著であり、地場産業の担い手不
足や地域経済・コミュニティの衰退が懸念されている。地方版総
合戦略を推進することで、出産・子育てがしやすい環境を整備す
るとともに、魅力ある雇用の場の創出、移住定住促進対策、交流
人口拡大に向けた取組を強化し、「住みたい　働きたい　訪れた
い　誰もが主役になれる　南さつま」の実現を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1489 鹿児島県 鹿児島県南九州市
第２期南九州市まち・ひと・し
ごと創生推進計画

鹿児島県南九州市の全域

全国を上回るスピードで人口減少が進んでいる中，本市の移住・
定住人口の増加による社会動態の改善および出生率を上昇させる
ことで，人口減少を抑制していくことが重要課題であり，これら
を解決するには安定した雇用環境の確保，新しい人の流れの創
造，子育て環境の整備及び安心・安全で住み続けたいまちづくり
を継続していくことが必要である。そのために本市が新しい視点
と取り入れて様々な事業取組みながら，まちとしての総合的な魅
力を高める取組みを推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1490 鹿児島県 鹿児島県姶良郡湧水町
湧水町まち・ひと・しごと創生
推進計画

鹿児島県姶良郡湧水町の全域

「しごと」が「ひと」を呼び、「ひと」が「しごと」を呼び込む
好循環を確立するためにも、本町への新たな人の流れを生み出す
こと、その好循環を支える「まち」に活力を取り戻し、人々が安
心して生活を営み、子どもを産み育てられる環境を創ることが急
務である。まちづくりの理念である『住民一人ひとりの尊重』
『安心と安全の確立』『自然の恵みの活用と継承』を軸とし、
『人と自然が織りなす芸術のまち、心豊かで伸びゆく美しいま
ち』を目指し、地域課題の解決に向け取り組んでいく。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1491 鹿児島県 鹿児島県肝属郡東串良町
東串良町まち・ひと・しごと創
生推進計画

鹿児島県肝属郡東串良町の全域

東串良町では、人口減少や少子高齢化が進むことにより、地域に
おける担い手不足やそれに伴う地域産業の衰退、さらには地域コ
ミュニティの衰退等、住民生活への様々な影響が懸念されるとこ
ろである。これらの課題に対応するため、町民の結婚・妊娠・出
産・子育ての希望の実現を図り自然増につなげる。また、移住を
促進するとともに、安定した雇用の創出や地域を守り活性化する
まちづくり等を通じて、社会減に歯止めをかけるものである。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1492 鹿児島県 鹿児島県熊毛郡中種子町
中種子町まち・ひと・しごと創
生推進計画

鹿児島県熊毛郡中種子町の全域

少子高齢化や人口減少問題は，本町のような離島では就学・就職
の選択肢が制限されるため，若者の流出による地域の担い手不
足，労働人口の減少が顕著で，より深刻な課題である。それに対
応するためには，若い世代が安心して結婚・妊娠・出産・子育て
できると思えるような生活環境が不可欠で，さらにＵターンだけ
でなく，移住希望者のニーズを的確に把握し魅力あるまちを発信
することで，交流人口・関係人口の増とＩターン者等の移住を促
進し，地域を守り活性化するまちづくりの実現により社会減に歯
止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1493 沖縄県 沖縄県
スタートアップ創業支援事業計
画

沖縄県の全域

本計画は、経済・産業面をはじめとする様々な分野において社会
課題を抱えている沖縄の特殊性や不利性をイノベーションを創出
するために必要な環境と捉え直し、課題先進県である本県におい
て、沖縄の優位性や潜在力を活かし、新たな産業の創出や様々な
社会課題の解決を牽引する人材及びスタートアップ等の育成・輩
出を進める。

地方創生推進タイプ

1494 沖縄県 沖縄県
プロフェッショナル人材戦略拠
点運営事業計画(第２期)

沖縄県の全域

令和12年（2030年）以降に予想される人口減少が県内の産業構造
に大きな影響を及ぼすと予想されていることから、本県経済の成
長等を維持していくため、地域資源を最大限に活用した地域の稼
ぐ力の強化に取り組む必要があり、地域産業の担い手となる中小
企業の生産性向上に資する取組により持続可能な沖縄の発展を目
指していく。
【国立社会保障・人口問題研究所：日本の地域別将来推計人口
（令和2(2020)～32(2050)年－(令和５年推計)－）】

地方創生推進タイプ

1495 沖縄県 沖縄県
企業版ふるさと納税を活用した
沖縄２１世紀ビジョンゆがふし
まづくり計画

沖縄県の全域

安心して結婚・出産・子育てができる社会づくりを推進するとと
もに、人の流れとしごとをつくり、世界に開かれた希望と活力に
あふれる豊かな社会づくりを目指す。また、魅力的な地域をつく
るため、沖縄らしい魅力を生かし、生き生きと暮らせる優しい社
会、離島・過疎地域においては潜在力を引き出す取組により、個
性を生かした持続可能な社会づくりを推進していく。これらの取
組に加え、横断的な地方創生を推進することで、幸せが感じられ
る豊かな「ゆがふしまづくり」を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1496 沖縄県 沖縄県那覇市
那覇市まち・ひと・しごと創生
推進計画

沖縄県那覇市の全域

子育てが楽しくなるまち「なは」、希望と活力あふれ暮らし働け
るまち「なは」、みんなが健康で協働するまち「なは」の３つを
「施策の方向性」として定め、総合戦略上の基本目標とし、那覇
市人口ビジョンにおいて掲げた長期目標『将来にわたって人口30
万人を維持し、みんなの笑顔が輝く「なは」』及び「こども・子
育て世代の定着促進」「希望と活力あふれる雇用の維持と創出」
「健康で次世代を支えるシニアの増加」の３つの基本目標の達成
に向けて取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1497 沖縄県 沖縄県名護市
第２期名護市まち・ひと・しご
と創生推進計画

沖縄県名護市の全域

人口流出の抑制に取り組み、地域経済や交流の更なる活性化によ
り、名護市が将来にわたって活力ある地域であり続けられるよ
う、第２期名護市まち・ひと・しごと創生総合戦略の基本目標と
して以下を設定し、これらに基づく施策を実施する。
基本目標１　安心して働ける活力あるまちをつくる
基本目標２　暮らしやすく安全・安心な環境をつくる
基本目標３　誰もがいきいきと暮らせる支え合いのある地域をつ
くる
基本目標４　安心して子育てができる環境をつくる
基本目標５　楽しみのあるまちづくりによって人々の繋がる場を
つくる

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



1498 沖縄県 沖縄県糸満市
糸満市まち・ひと・しごと創生
推進計画

沖縄県糸満市の全域

糸満市の地方創生総合戦略「第２期糸満市まち・ひと・しごと創
生総合戦略」で定める３つの基本目標（若者や子育て世代の希望
がかなうまち、雇用の創出と多様性を実現し安心して働けるま
ち、まちの魅力を高め発信し住み続けたくなるまち）に資する事
業を、応援税制に基づく企業からの寄付を活用し実施する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1499 沖縄県 沖縄県糸満市
つながりを深めチャレンジする
まち糸満市の地域活性化計画

沖縄県糸満市の全域

糸満市は昭和58年に単独処理場である糸満浄化センターの供用を
開始し、以来、下水道整備の普及と接続の推進に努めてきた。し
かしながら経年劣化および高濃度水質の流入による腐食も重な
り、早急な対応が必要な状況となっている。また糸満市真栄里地
区においては物流団地計画が進行中であり、今後新たな商業施設
や企業進出も想定されることから、公共下水道と浄化槽を一体的
に整備することで、公衆衛生の向上、生活環境の改善、新規創
業・進出企業数の更なる推進、新たな雇用の創出を図り地域活性
化を目指すものである。

地方創生汚水処理施設整備推進
交付金

1500 沖縄県 沖縄県沖縄市
第３期沖縄市まち・ひと・しご
と創生推進計画

沖縄県沖縄市の全域

「稼ぐ力を高めるとともに、新しいひとの流れをつくる」、「結
婚・出産・子育ての希望をかなえる」、「魅力的な地域をつく
る」の３つを基本目標として定め、『「しごと」が「ひと」を呼
び、「ひと」が「しごと」を呼びこむ好循環を支える「まち」を
つくる』という流れの確立に向け取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1501 沖縄県 沖縄県豊見城市
豊見城市まち・ひと・しごと創
生推進計画

沖縄県豊見城市の全域

本市は今後も人口増が見込まれ、年少人口比率は市区の中でも全
国一であり、更には市街化の拡大も見込まれる大変稀有な自治体
である。しかし、迫りくる人口減少の波や少子高齢化の進展が及
ぼす影響は、確実に地域の担い手不足や地域活力の衰退をもたら
し、やがては地域経済が低迷していくことになる。このような課
題を解決するため、第5次豊見城市総合計画に掲げる5つの基本目
標に沿った事業に取り組むことで、子どもを産み育てやすいま
ち、誰もが安心して暮らせるまち、持続的に発展するまちの実現
に向けた「まちづくり」を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1502 沖縄県 沖縄県宮古島市
宮古島市まち・ひと・しごと創
生推進計画

沖縄県宮古島市の全域

「第2期宮古島市人口ビジョン」に掲げた「目指すべき将来の方
向」の実現に向けて、宮古島市総合戦略で定める基本目標（①や
りがいのあるしごとをつくり安心して働けるようにする、②多彩
な交流によりひとを呼び込む、③結婚・妊娠・出産・子育ての希
望を実現し安心して子育てが出来る環境を整備する、④健康で安
全・安心に暮らせる持続可能な島をつくる、⑤持続可能な地方創
生を推進する取組）に資する事業を、応援税制に基づく企業から
の寄付を活用し実施する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1503 沖縄県 沖縄県南城市
南城市ちゃーＧＡＮＪＵ ＣＩＴ
Ｙ創生推進計画

沖縄県南城市の全域

計画名称である「ちゃーGANJU」の「ちゃー」とは、沖縄の方言で
「ずっと」を意味し、ここでは継続的なまちづくりの推進を示し
ている。「GANJU（がんじゅう）」とは、「健康で頑丈」を意味
し、同時にGANJUの頭文字をとって「（G）元気で、（A）明るく、
（N）仲良く、（J）ジンブン：知恵ある、（U）ウマンチュ：万
人」の社会、まちづくりを示している。南城市人口ビジョンに掲
げた2040年の将来人口50,000人を目指し、４つの基本目標に主な
施策の方向性や各分野の取り組みを定めた。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1504 沖縄県 沖縄県国頭郡国頭村
国頭村まち・ひと・しごと創生
総合計画

沖縄県国頭郡国頭村の全域

国頭村にしかない自然資源を活用したしごとをつくる事業
移住者と交流人口・関係人口の増加による活力づくり事業
若者が夢をかなえ、いきいきと活躍できるむらづくり事業
豊かで安心安全な暮らしを営むむらをつくる事業

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1505 沖縄県 沖縄県国頭郡東村
東村むら・ひと・しごと創生総
合計画

沖縄県国頭郡東村の全域

本村の人口は、2045年には1,215人まで減少すると予想されてい
る。少子高齢化の進行に伴う生産人口の減少がこのまま続くこと
で地域経済の衰退や地域活動の低下など、本村に大きな影響を及
ぼすことが懸念される。このことを踏まえ、雇用創出、産業振興
を図るとともに、福祉・子育て支援の充実、学習環境、住宅地の
整備等により移住・定住の促進をめざす。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1506 沖縄県 沖縄県国頭郡今帰仁村
今帰仁村まち・ひと・しごと創
生推進計画

沖縄県国頭郡今帰仁村の全域

少子高齢化が進行し、10代および20代の転出が多い本村におい
て、人口流出を抑制し、活力あるむらづくりを行うために、今帰
仁村第２期まち・ひと・しごと総合戦略に掲げた４つの基本目標
「今帰仁村の強みを活かし、産業の振興、稼げる地域をつくると
ともに、『安心して働ける』むらをつくる」、「今帰仁村の魅力
を活かし、新しいひとの流れをつくる・呼び戻す」、「若い世代
の結婚・出産・子育ての希望をかなえ、安心して子育てが出来る
環境を創出する」、「新しい時代の流れを取り入れた『持続可能
な』むら」の実現を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1507 沖縄県 沖縄県国頭郡本部町
本部町まち・ひと・しごと創生
推進計画

沖縄県国頭郡本部町の全域

本部町の総人口は、1950年の27,552人をピークに減少し続け、国
立社会保障・人口問題研究所の推計によると、2045年には10,812
人まで減少するものと予測されている。人口の減少は少子高齢化
（自然減）や、進学、就職により若者が町外へ流出（社会減）し
たことなどが原因と考えられる。これらの課題を解決するため
に、結婚、出産、子育て環境の創出、移住定住の支援、雇用の創
出等の対策を総合的に取り組むことで、本部町における人口減少
に歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1508 沖縄県 沖縄県国頭郡恩納村
恩納村デジタル田園都市国家構
想の実現に向けた第２期まち・
ひと・しごと創生推進計画

沖縄県国頭郡恩納村の全域

恩納村の人口は年々増加しているものの出生率の低下や若者の流
出により若年層が減少傾向にあり、地域経済の低迷や地域活力の
低下が懸念されている。安心して子育てができ、住み続けられる
持続可能なむらづくりに向けて、結婚の希望をかなえる支援、子
育て環境の充実を図ることで、出生率の向上や子育て世代の定住
促進が図られ、雇用の創出・確保によって地域経済の活性化を促
し、デジタルの力を活用しつつ、地域の個性を生かしながら社会
課題解決や魅力向上の取り組みを加速化・深化することを目指
す。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1509 沖縄県 沖縄県国頭郡宜野座村
宜野座村まち・ひと・しごと創
生推進計画

沖縄県国頭郡宜野座村の全域

宜野座村まち・ひと・しごと創生推進計画は、「まち・ひと・し
ごと創生法第10条の規定」に基づき、国及び沖縄県の総合戦略を
勘案し、村の実情に即した基本的な計画として策定した計画であ
る。策定にあたっては、第1期総合戦略の進捗状況や成果、課題を
検証した上で、国及び沖縄県の動向、社会経済状況の変化、村民
の新たなニーズを踏まえながら、第1期総合戦略の継続を基本と
し、本村の人口問題・政策に特化した計画づくりを進めるもので
ある。また、人口問題・政策に関する施策の基本的な方向性を示
す役割を担うものである。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



1510 沖縄県 沖縄県国頭郡金武町
金武町まち・ひと・しごと創生
推進計画

沖縄県国頭郡金武町の全域

金武町の人口はこれまで増加傾向にあったものの、直近の平成30
（2018）年から減少傾向にある。また、人口減少による若年層の
減少により、地域の伝統行事の継承が困難になり、さらに、住民
同士の交流機会の減少や地域への愛着心の低下も懸念される。こ
れらの課題に対応するため、町民の結婚・妊娠・出産・子育ての
希望の実現を図り、自然増につなげる。また、移住を促進すると
ともに、安定した雇用の創出 や地域を守り、活性化するまちづく
り等を通じて、社会減に歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1511 沖縄県 沖縄県中頭郡読谷村
第２期読谷村まち・ひと・しご
と創生推進計画

沖縄県中頭郡読谷村の全域

第２期読谷村ゆたさむら推進計画（読谷村まち・ひと・しごと創
生総合戦略）を推進するため、以下の取組みを行う。「ゆんたん
ざ産業が深化するむらづくり事業」、「多様性を育むむらづくり
事業」、「次世代を育むむらづくり事業」、「自然と調和した地
域共生むらづくり事業」

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1512 沖縄県 沖縄県中頭郡読谷村
「美ら水で」いちゅいゆんたん
ざプロジェクト

沖縄県中頭郡読谷村の全域

本村の公共下水道は、単独公共下水道を平成2年度、流域関連公共
下水道を平成9年度にそれぞれ事業着手し、現在に至る。令和2年
度末時点の整備面積は、単独（全体計画面積79.8haのうち約
67.8ha）、流域（全体計画面積674.2haのうち約336.6ha）であ
る。また、読谷村全域の浄化槽設置世帯5,971のうち約4割が合併
浄化槽設置済みである。今後、更なる汚水処理施設の整備促進を
図るため、公共下水道と浄化槽を一体的に整備し、村民の生活環
境の改善、公共用水域の保全を図り、持続可能な村づくりを目指
す。

地方創生汚水処理施設整備推進
交付金

1513 沖縄県 沖縄県中頭郡嘉手納町
嘉手納町デジタル田園都市構想
総合戦略推進計画

沖縄県中頭郡嘉手納町の全域

嘉手納町の人口は減少し続けており、年少人口及び生産年齢人口
の減少に対し高齢者数は増加しており、少子高齢社会へと着実に
進んでいる。これらの課題に対応するため本町では「しごと」が
「ひと」を呼び、「ひと」が「しごと」を呼び込む好循環を確立
するとともに、その好循環を支える「まち」に活力を取り戻し、
人口減少を防ぎ、自律的に活力のあるまちづくりを推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1514 沖縄県 沖縄県中頭郡北谷町
北谷町まち・ひと・しごと創生
推進計画

沖縄県中頭郡北谷町の全域

北谷町まち・ひと・しごと創生総合戦略で設定した３つの基本目
標、「稼ぐ地域、安心して働ける環境、新しい人の流れをつく
る」、「結婚・出産・子育ての希望をかなえる」及び「ひとが集
い、安心して暮らすことができる魅力的な地域をつくる」に取組
みながら、地域経済の活性化・交流人口の増加・希望をかなえる
少子化対策の推進・安心して暮らすことができる魅力的な地域づ
くりを通じて、人口減少に歯止めをかけることを目的とするもの
である。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1515 沖縄県 沖縄県中頭郡中城村
第Ⅱ期　中城村まち・ひと・し
ごと創生計画

沖縄県中頭郡中城村の全域

中城村は人口は、1980年代後半から現在まで増加しており、人口
増加率も全国トップクラスとなっているが、地域別にみると、人
口増加は土地区画整理事業実施地域のみ一極集中であり、他地域
の人口は減少傾向で、さらには高齢化が進んでいる。今後も人口
減少や高齢化が進むことで、社会保障費等の増加や地域産業の衰
退など、様々な影響が懸念される。これらの課題に対応する為、
教育、保健・福祉、環境保全、産業振興といった様々な分野に取
り組むことが重要である。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1516 沖縄県 沖縄県中頭郡西原町
西原町まち・ひと・しごと創生
推進計画

沖縄県中頭郡西原町の全域

本町では2000年代より人口増加が鈍化し始め人口がほぼ横ばいで
推移してきている。将来、老年人口の大幅な増加に対し生産年齢
人口や年少人口はともに減少していき少子高齢化が顕著に進行し
ていくことが予測されており、それを要因として社会保障費等の
増加や地域の担い手不足による地域コミュニティの衰退等、住民
生活への様々な影響が懸念される。これらの課題に対応するた
め、若い世代の結婚や出産をかなえる子育てしやすい環境の充
実、安定した雇用及びひとの流れを創出することによる地域経済
の活性化に取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1517 沖縄県 沖縄県中頭郡西原町
自然・歴史と笑顔あふれる文教
のまちづくり計画

沖縄県中頭郡西原町の全域

本町では隣接する那覇市・浦添市・宜野湾市のベッドタウンとし
て人口増加が進み発展してきたが、近年は他市町村への転出超過
や家庭内排水等による河川及びビーチの水質悪化が課題となって
いる。このため、公共下水道及び浄化槽の整備を一体的に整備
し、河川及びビーチの水質改善を図るとともに、企業誘致の推進
や若い世代が安心して結婚・出産でき、子育てしやすい環境づく
りを創出することにより、地域全体として住環境の向上や活性化
による定住促進を目指すものである。

地方創生汚水処理施設整備推進
交付金

1518 沖縄県 沖縄県島尻郡南風原町
南風原町まち・ひと・しごと創
生推進計画

沖縄県島尻郡南風原町の全域

本町は、県都那覇市に隣接し南風原南北インターチェンジがある
交通の要衝である。令和2年度国勢調査によると老年人口の割合
は、平成7年時点で8.8%から令和2年時点は19.5%と顕著な増加傾向
となっている。そのため妊娠・出産・子育てへの切れ目ない支援
を図り次代を担う人材を育てる。また、起業しやすい環境整備、
町内企業への就労の促進や採用の支援をすることで雇用の機会を
確保するものである。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1519 沖縄県 沖縄県島尻郡渡嘉敷村
渡嘉敷村むら・ひと・しごと創
生推進計画

沖縄県島尻郡渡嘉敷村の全域

第２期渡嘉敷村人口ビジョン・総合戦略で定める４つの基本目
標、【碧島の風景と自然環境に調和したしごとをつくり、雇用を
創出する】、【住んでみてチャレンジできる碧島づくり】、【若
者が定住し、結婚・出産・子育ての希望をかなえることができる
碧島】、【暮らしの安心を守り、やさしい碧島のしくみをつく
る】に資する事業を、応援税制に基づき企業からの寄付を活用し
実施する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1520 沖縄県 沖縄県島尻郡座間味村
座間味村むら・ひと・しごと創
生推進計画

沖縄県島尻郡座間味村の全域

第２期座間味村人口ビジョン・総合戦略で定める３つの基本目
標、【「座間味村ならでは」の個性を活かした取り組みで地域の
活力を増大】、【「また訪れたい」「ここで頑張りたい」と思え
るむらづくりを進め、賑わいを将来に渡って続けていく】、【み
んなで子育てを支え、若い世代の出産・子育ての希望をかなえ
る】に資する事業を、応援税制に基づく企業からの寄付を活用し
実施する。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1521 沖縄県 沖縄県島尻郡渡名喜村
渡名喜村むら・ひと・しごと創
生推進計画

沖縄県島尻郡渡名喜村の全域

渡名喜島の自然・文化・歴史を受け継ぎ広め、戻りたい島、移り
たい島を実現するため、「住みよいむら」を整える、「活気ある
ひと」を育てる、「魅力あるしごと」を創出の３つの基本目標を
柱に子育て支援や子育て環境の整備、生活利便性の向上、「人材
をもって資源をなす」を基軸とした村づくり、村がもっている資
源・特性と融合した「魅力あるしごと」の創出に資する事業に戦
略的に取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例



1522 沖縄県 沖縄県島尻郡南大東村
南大東村むら・ひと・しごと創
生推進計画

沖縄県島尻郡南大東村の全域

本村の人口は1980年の1,640人をピークに減少し、2020年には
1,285人となっている。少子高齢化が進行しており、年少人口と生
産年齢人口が減少する一方で、老年人口は増加し続けている。出
生数は減少傾向にあり、基幹産業である農作業技術の進歩により
雇用機会（人手）が減少し、転出者が増加した結果、社会減が発
生している。これらの課題に対応するため、雇用促進、定住化、
子育て支援に資する事業を戦略的に推進し、新たな人の流れや関
係人口の増加を図ることで、社会減に歯止めをかける必要があ
る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1523 沖縄県 沖縄県島尻郡伊平屋村
伊平屋村むら・ひと・しごと創
生推進計画

沖縄県島尻郡伊平屋村の全域

本村の課題である人口減少や少子高齢化の進行と、地域社会の維
持や産業の担い手の確保育成、医療・介護等の社会保障に関わる
需要増に対応するため、移住・定住策を促進し誰一人取り残さな
い持続可能なむらづくりとあわせ、すべての産業の活性化を図る
仕組みづくりを構築し、雇用の場を創出することで人口を自然増
へとつなげ、併せて社会減に歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1524 沖縄県 沖縄県島尻郡伊是名村
伊是名村むら・ひと・しごと創
生推進計画

沖縄県島尻郡伊是名村の全域

伊是名村の人口は年々減少傾向にあり、年少人口構成比は低く、
老年人口構成比は高い数値となっており、少子高齢化が進行して
います。この現状に対応するため、村出身者や村外出身者が島に
戻ってきたい・住みたい・住み続けたいと思える環境づくりに向
け、3つの基本目標（移住・定住に関する希望を実現する、結婚・
子育てに関する希望を叶える、多様な地域を形成する）に資する
事業を、応援税制に基づく企業からの寄附を活用し人口減少を抑
制し交流人口の増加を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1525 沖縄県 沖縄県島尻郡久米島町
第２期久米島町まち・ひと・し
ごと創生推進計画

沖縄県島尻郡久米島町の全域

久米島町の人口は、2020年の7,192人から2045年には4,665人まで
減少すると予測されている。島嶼県の離島に位置する不利性を有
する中で、住民が出産から子育て、教育、仕事、老後まで人生の
それぞれの局面でいくつもの「島を離れる」理由となる問題が生
じていることから、島で生まれ育った人、帰ってきた人、移住し
てきた人など、縁あって島に暮らす全ての人が生涯を通して、安
全で活き活きと暮らすことができる島の実現を目指し、各分野の
施策を有機的に連携させ具体的な地方創生を進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1526 沖縄県 沖縄県島尻郡八重瀬町
八重瀬町まち・ひと・しごと創
生推進計画

沖縄県島尻郡八重瀬町の全域

都市と集落の共存するまち・ひとと自然が共生し、調和のとれた
安心・安全なまちづくりを推進し、若い世代の結婚・妊娠・子育
ての希望を叶え、また、ひとや企業を応援し、新たな雇用創出を
図る環境づくりに取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活
用事業に関連する寄附を行った
法人に対する特例

1527 その他

岡山県西粟倉村、北海道厚真
町、宮城県気仙沼市、島根県雲
南市、愛媛県久万高原町、宮崎
県日南市、鹿児島県錦江町

自治体広域連携によるローカル
ベンチャー拡大推進事業～官民
共同・地域間連携による企業版
関係人口創出・右腕人材マッチ
ングプラットフォームの開発～

北海道勇払郡厚真町、宮城県気
仙沼市、島根県雲南市、岡山県
英田郡西粟倉村、愛媛県上浮穴
郡久万高原町、宮崎県日南市及
び鹿児島県肝属郡錦江町の全域

企業版関係人口の創出と右腕人材マッチングプラットフォームを
開発する自治体広域連携によるローカルベンチャー拡大推進事業
を実施する。事業内容は、第1期での事業実施を踏まえ、企業版関
係人口の創出とマッチングと各地域での課題解決を推進する人材
を育成・確保する事業を広域自治体連携の共通プログラムとして
実施する。各地域ではそれぞれの地域性や地域課題に合わせて独
自プログラムを開発・実施し、共通プログラムでマッチングした
企業版関係人口との協働を推進し、ローカルベンチャーの自立化
や地域課題の解決等を図る。

地方創生推進タイプ

1528 その他 石川県、富山県、福井県
北陸産業の新フロンティア開拓
計画

富山県、石川県及び福井県の全
域

富山県、石川県及び福井県が協力し、成長分野であるヘルスケ
ア、グリーン、ロボット、宇宙などの分野における企業や大学等
の間における県域を越えた連携を推進する。ＤＸにより企業価値
の向上や、域外市場の開拓を図る中小・小規模企業に対して、地
域内のリソースを活用し、新技術等の開発から販路開拓までを総
合的に支援することで競争力のある産業・稼げる企業の創出を図
る、

地方創生推進タイプ

1529 その他 長野県、南信州広域連合
アジアの航空機システム拠点に
おける産業化促進計画

長野県の全域

前身事業により、着実に成果が創出されてきている。今後は、コ
ロナ禍により世界的な航空機生産の停滞が見込まれる今後４～５
年を、周回遅れともいえる日本の航空機産業にとって、欧米を
キャッチアップするチャンスと捉え、新たに設置する事業推進主
体や事業実施主体により、次の事業展開を図り、「アジアの航空
機システム拠点」をさらに上のステージに引き上げることで、本
県の産業活性化を図るとともに、地方創生を実現していく。

地方創生推進タイプ

1530 その他 京都府京都市、滋賀県大津市
びわ湖疏水船事業を中核とする
疏水フィールドミュージアム広
域化計画

京都府京都市、滋賀県大津市の
全域

大津市と京都市を結ぶ琵琶湖疏水は、1890年の竣工以降、京都の
市民生活や産業・文化を支え続ける現役の水道施設であり、京都
のまちの礎を造った「明治時代の地方創生SDGs」といえる。沿線
には、京都のみならず我が国の近代化を支えた史跡等が多数点在
しており、令和2年に、疏水全体が日本遺産に認定された。沿線を
琵琶湖疏水フィールドミュージアムとして一体的に捉え、びわ湖
疏水船の琵琶湖延伸を中核に、京都から大津・びわ湖へと広域観
光を深化させ、観光需要を創出し、地域経済の底上げを図ってい
く。

地方創生推進タイプ

1531 その他 滋賀県大津市、京都府宇治市
宇治市・大津市間における平安
文化観光推進事業

滋賀県大津市、京都府宇治市の
全域

両市間における平安文化をテーマとした広域的な観光事業を展開
し、歴史的資産を豊富に持つ京都と一体となった平安文化観光
ルートを確立することで、平安以前より紡がれてきた歴史的文化
資産である平等院鳳凰堂や石山寺など両市の文化観光資源の認知
度向上を図る。
また、確立した観光ルートを活用し、機会を捉えたPRを展開しつ
つ、両市の地域資源を活かした取り組みを展開することで、各市
で差別化されたサービスの造成・提供を行うことで、各市におけ
る地域消費促進や満足度向上に繋げ、平安文化観光ルートの定着
を目指す。

地方創生推進タイプ

1532 その他
京都府福知山市、兵庫県丹波
市、兵庫県朝来市

福知山市・丹波市・朝来市　３
市圏域の競争力強化による「稼
ぐ地域」創造事業

京都府福知山市、兵庫県丹波市
及び朝来市の全域

ウィズコロナ、アフターコロナの時代において持続可能な地域を
創っていくために、府県を跨がる生活圏域を一にする福知山市と
丹波市、朝来市が連携しながら多様な担い手を育成し、圏域全体
の生産性を向上させていくとともに、圏域の地域産業・観光資源
に、「経営力強化・起業促進・担い手確保」、「ICTの活用と人材
の育成による圏域のデジタル実装」、「地域ブランディング」、
「地域の大学の知見を活用した産学官連携による取組」等により
競争力を強化し、圏域への一体的な人・モノ・金の流れを作り出
し「稼ぐ地域」をめざす。

地方創生推進タイプ

1533 広域連合 関西広域連合
関西広域観光圏形成プロジェク
ト

滋賀県、京都府、大阪府、兵庫
県、奈良県、和歌山県、鳥取県
及び徳島県の全域

現状では、観光案内所の相互連携ができておらず、旅行者に対し
て広域的な観光情報の提供ができていない。そこで、関西のゲー
トウェイとなる中核観光案内所を選定し、中核観光案内所を関西
圏域内の観光案内の核とし、中核観光案内所と関西圏域内の観光
案内所とをネットワークで繋ぎ、遠隔で他の観光案内所に蓄積さ
れた観光案内のノウハウを活用した観光案内ができる多言語同時
通訳ガイド機能付きのWebシステムを整備すること等により、旅行
者のニーズに対応したきめ細かい情報提供を行い、関西広域の観
光促進につなげる。

地方創生推進タイプ



1534 その他
鳥取県米子市、島根県松江市、
島根県出雲市、鳥取県境港市、
島根県安来市

中海・宍道湖・大山圏域　台湾
との経済交流促進による中小企
業活性化事業計画

鳥取県米子市、島根県松江市、
島根県出雲市、鳥取県境港市、
島根県安来市、鳥取県日吉津
村、鳥取県大山町、鳥取県伯耆
町、鳥取県南部町、鳥取県日野
町、鳥取県日南町、鳥取県江府
町の全域

作成主体の5市で構成する中海・宍道湖・大山圏域市長会と圏域内
企業（中海・宍道湖・大山ブロック経済協議会）が、2022年に締
結した「中海・宍道湖・大山圏域市長会と台北市との交流促進覚
書」に基づき、互いに連携し、イニシアチブをとりながら、台北
市との交流を圏域全体に拡大し、専門人材の確保や今後は台北に
おけるニーズ把握、圏域内企業のシーズの掘り起こし、台湾向け
商品の提案、台湾向けのオンライン販売・越境ECの導入支援、リ
アル及びオンラインによるＢtoＢのビジネスマッチング開催、企
業進出等の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

1535 その他

山口県山口市、山口県宇部市、
山口県萩市、山口県防府市、山
口県美祢市、山口県山陽小野田
市、島根県津和野町

「山口ゆめ回廊」観光を基軸と
した交流価値共創プロジェクト　
～観光交流から移住・定住へ～

島根県津和野町並びに山口県宇
部市、山口市、萩市、防府市、
美祢市及び山陽小野田市の全域

山口県央連携都市圏域において、コロナ禍で生じたデジタル化の
進展などの社会の変化や、新しい旅のスタイルに対応すること
で、新たな人流の創出に取り組む。また、創出した人流を関係人
口や移住・定住へとつなげる新たな交流への深化や、観光消費の
取込による経済効果を圏域全体へ波及させる取組を展開すること
で、第２期圏域ビジョンにおける「新しい時代の流れを成長につ
なげる持続可能な圏域づくり」を進め、圏域の目指す将来像「互
いの個性と魅力を高め、交流や雇用が生まれ、あらゆる地域に定
住できる連携都市圏域」の実現を目指す。

地方創生推進タイプ

1536 その他

福岡県北九州市、山口県下関
市、福岡県直方市、福岡県行橋
市、福岡県豊前市、福岡県中間
市、福岡県宮若市、福岡県芦屋
町、福岡県水巻町、福岡県岡垣
町、福岡県遠賀町、福岡県小竹
町、福岡県鞍手町、福岡県香春
町、福岡県苅田町、福岡県みや
こ町、福岡県吉富町、福岡県上
毛町、福岡県築上町

人の流れや投資を呼び込む「新
たな都市ブランディング」推進
計画

福岡県北九州市、山口県下関
市、福岡県直方市、福岡県行橋
市、福岡県豊前市、福岡県中間
市、福岡県宮若市、福岡県芦屋
町、福岡県水巻町、福岡県岡垣
町、福岡県遠賀町、福岡県小竹
町、福岡県鞍手町、福岡県香春
町、福岡県苅田町、福岡県みや
こ町、福岡県吉富町、福岡県上
毛町及び福岡県築上町の全域

現状に反して、「公害のまち」「暴力のまち」という負のイメー
ジが全国的に浸透・定着してしまい、首都圏において企業の誘致
や投資、大規模イベントの興行誘致、移住促進活動をする際も、
本市に対する悪いイメージが足かせになってきた。そこで、過去
の負のイメージを払しょくし、特に若者が「将来に向けて期待感
を抱くことができるまち」のブランディングを図って都市の価値
を高め、新たな人の流れや投資を呼び込んでいく。

地方創生推進タイプ

1537 その他 高知県東洋町、徳島県海陽町 南四国アイランド活性化事業
高知県東洋町、徳島県海陽町の
全域

高知県東洋町は、四国の東南地域に位置し、室戸阿南海岸国定公
園エリアの山・川・海に囲まれた自然豊かな地域で、隣接する徳
島県海陽町とは自然環境も同様である。本計画は、生活圏を同じ
くする２町の広域連携を図り、「DMV」や「珊瑚」といった地域特
性と地域課題を同じくする分野の広域的発展に資する施策への拡
大を目指す。また、両町の観光業が発展することにより、農業や
漁業など地域の雇用を生む。両町の地域住民全てが生涯にわたっ
て活躍できる地域社会づくりや、関係団体の活動促進による地域
コミュニティの強化を目指す。

地方創生推進タイプ

1538 その他
高知県土佐町、高知県本山町、
高知県大豊町、高知県大川村、
香川県高松市

「水と森は、ひとつに」環境と
経済の持続可能な発展を両立す
る広域中間支援組織を軸とし
た”地域循環共生圏”の実現

高知県土佐町、本山町、大豊
町、大川村及び香川県高松市の
全域

高知県嶺北地域と香川県高松市は、相互に連携を進めることによ
り、地方創生として以下の将来像を目指す。「（１）環境的な強
みを持つ中山間地域と、経済的な強みをもつ都市地域が、相互に
補完し合う“地域循環共生圏”の実現」「（２）森林の多面的価
値の最大限発揮に向けた、持続可能な森林関連産業の構築」
「（３）持続可能なかたちで環境的サービスが提供される仕組み
が構築され、都市地域への水の安定供給やゼロカーボンが実現」

地方創生推進タイプ

1539 その他
愛媛県西条市、愛媛県久万高原
町、高知県いの町、高知県大川
村

デジタルプラットフォーム構築
によるライフスタイル型地域観
光・滞在スタイル創出事業

愛媛県西条市、愛媛県久万高原
町、高知県いの町、高知県大川
村の全域

大都市圏に住む「Z世代/デジタルネイティブ世代」とよばれる若
い人々をメインターゲットに、いしづちエリアでいきいきと活躍
する住民の生き方、暮らしぶりを提案するライフスタイル型地域
観光・滞在スタイルの創出に取り組む。
地域で活躍する人材をキャストと見立て、彼らの生業等に焦点を
当てた高付加価値体験や交流プログラムを来訪者に提供するとと
もに、デジタル技術を用いた顧客サポートで体験価値を向上さ
せ、キャストをフックに地域への愛着や反復継続した来訪を生み
出す。

地方創生推進タイプ

1540 その他

長崎県、長崎県長崎市、長崎県
佐世保市、長崎県島原市、長崎
県諫早市、長崎県大村市、長崎
県平戸市、長崎県松浦市、長崎
県対馬市、長崎県五島市、長崎
県西海市、長崎県雲仙市、長崎
県長与町、長崎県東彼杵町、長
崎県川棚町、長崎県波佐見町、
佐賀県、佐賀県唐津市、佐賀県
伊万里市、佐賀県武雄市、佐賀
県嬉野市、佐賀県有田町、長崎
県壱岐市、長崎県南島原市

まちの変化を力にした地域内外
の交流拡大・地域の賑わい創出
プロジェクト

佐賀県及び長崎県の全域

長崎県では「まちが変わる」大型プロジェクトが複数進行してい
る。これまでにない「まち」の大きな変化は、「まち」の魅力を
高め、交流人口の拡大・地域の賑わいにつながり、観光消費額の
増加や観光産業の雇用創出といった「しごと」と「ひと」の好循
環を作り出す。

地方創生推進タイプ
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